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はじめに  

 

平成３０年度における日本の経済状況については、企業収益が過去最高を更新する中において設

備投資が平成２９年度を上回るとともに、個人消費についても持ち直すなど、経済の好循環は着実

に続き、名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰともに規模が拡大するなど、緩やかな景気の回復が継続しました。 

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」のもと、保育の受け皿拡大などに取

り組む社会保障制度の全世代型社会保障への転換など、人への投資を拡充する人づくり革命や、地

域の企業による設備投資の促進や産官学連携での研究開発の支援など、生産性向上のための施策を

推進する生産性革命、働き方改革、経済・財政一体改革の着実な推進などに取り組まれたところで

す。 

また、地方財政に関しては、子ども・子育て支援等の社会保障や、地方創生、公共施設等の適正

管理などの取組の推進を踏まえ、必要な歳出の確保を図るため、地方交付税等の一般財源総額につ

いて平成２９年度と同水準が確保されたところです。 

このような状況の中、本市においては、「第二次山口市総合計画」のもと、本格的な人口減少や

少子高齢化が進展する中にあっても、都市部と農山村が共に発展する「山口市全体の発展」の実現

に向けて取組を進めており、この総合計画の初年度となる平成３０年度においては、総合計画前期

基本計画の施策を横断的に対応する取組である、「広域県央中核都市づくり」、「個性と安心の２

１地域づくり」、「教育・子育てなら山口」、「働く・起業なら山口」、「文化・スポーツ・観光

なら山口」、「健康長寿のまち」、「安全安心のまち」、「市民サービス向上」の８つのプロジェ

クトを推進しました。 

この取組を通じて、山口・小郡の両都市核の特長を生かした整備や、市内２１の全ての地域で自

主性や権限を持った個性あふれる地域づくり、先進の教育環境づくり、子ども・子育てに関する切

れ目のない支援体制の構築、地域経済の循環と発展を支える雇用の創出、健康づくりの環境整備な

ど、将来都市像である「豊かな暮らし 交流と創造のまち 山口 ～これが私のふるさとだ～」の

実現に向けた事業の積極的な推進を図りました。 

このように、本市の今後１０年を見据えたスタートの年として、住んでみたい、住み続けたいと

心から思ってもらえる山口を実現するまちづくり、誰もが安心して暮らし続けることができるまち

づくりの推進にあたり、国・県の補助制度や、合併特例債などの有利な財源を有効活用しながら、

さまざまな交流や創造を生み出すことのできる都市拠点や地域拠点、生活拠点の基盤整備に重点的

な投資を行いました。 
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平成３０年４月 

５月 

・願成就温泉センターがリニューアルオープン 

・山口市内郵便局との連携に関する４つの協定を締結 

６月 ・陶ふれあいセンターの落成記念式典を開催 

７月 

・将来の消防団幹部を育成する「消防団大学」を開講 

・国民宿舎秋穂荘がリニューアルオープン 

９月 ・山口ゆめ花博が開幕  

・山口市観光周遊バスが運行開始 

１０月 

・山口市菜香亭の入館者数が 50万人に到達 

１１月 

・こども医療費助成制度の自己負担分が無料となる対象を拡大 

平成３１年２月 ・中原中也記念館開館25周年記念セレモニー開催 

３月 ・やまぐち新進アーティスト大賞 10年展開催 

 ・長谷ポンプ場整備完了 

・中央図書館リニューアルオープン 

  

・平成３０年７月豪雨で被害を受けた岡山県、広島県への職員派遣開始 

・新山口駅南北自由通路の「垂直の庭」が国土交通大臣賞を受賞 

・十朋亭維新館がオープン 

・山口情報芸術センター［ＹＣＡＭ］開館15周年 

・第 20回日本・スペイン・シンポジウムを開催 
  

・亀山公園山頂広場がリニューアルオープン 
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１ 決算の概要  

 

 

平成３０年度の一般会計の当初歳入歳出予算は、対前年度比５．０％の増となる、総額８７１億

５，０００万円でスタートしました。 

  

そ の後 、６月 には 、庁 舎休 日夜間 警備 等事 務費 、集落 営農 促進 事業 費等と して         

７，４７７万６千円の増額補正を行いました。 

７月には、専決処分で、平成３０年７月豪雨により被災した他市町への支援や被災者の受け入れ

対応を行うため、災害被災地救援事業費、市営住宅維持管理事業費等として２，５００万円の増額

補正を行うとともに、被災した市内の公共土木施設における緊急対応を行うため、現年発生土木災

害復旧事業費、道路災害応急復旧事業費等として４，９２７万５千円の増額補正を行いました。 

 ９月には、資源物分別事業費、学校施設管理費、現年発生土木災害復旧事業費等として     

３億４，３８２万４千円の増額補正を行いました。 

１２月には、新本庁舎整備事業費、放課後児童クラブ整備事業費、嘉川・佐山地区ほ場整備   

調査事業費等の増額とともに、人事異動に伴う職員人件費の補正も併せて行い、合計で       

３，４１８万１千円の増額補正を行いました。また、国の補正予算に伴い、小中学校及び幼稚園  

施設の空調設備整備ＰＦＩ事業費として、３６億６，０００万円の追加の増額補正を行いました。 

 ３月には、国の補正予算への追加対応に伴い、畜産農家支援事業費、中心市街地核づく   

り推進事業費、小中学校施設安心安全推進事業費等として１９億２，１６０万４千円を     

増額したほか、市有財産管理費、国県支出金返還金、障害福祉サービス給付事業費等として       

３億９，９１４万３千円の増額を行うとともに、予算整理に伴う減額も併せて行い、合計で  

１５億７，１４３万４千円の減額補正を行いました。 

 

 これらの補正により、平成３０年度の最終の歳入歳出予算額は、８９７億６，５６２万２千円と

なり、これに、平成２９年度からの繰越額である３５億５，５８８万円を加えた総予算額は、   

９３３億２，１５０万２千円となりました。 

  

一方、決算は、歳入総額８０５億８，２９５万７千円、歳出総額７９３億８，３７０万６千円

で、差引きの形式収支は、１１億９，９２５万１千円の黒字となりました。 

 この形式収支から、事業の繰越しに伴う翌年度への繰越財源の４億５，５６４万３千円を差し

引いた実質収支は、７億４，３６０万８千円の黒字となりました。 

 また、この実質収支から、前年度の実質収支７億７，５８２万９千円を差し引いた単年度収支は、  

３，２２２万１千円の赤字となりました。 

 

（１）一般会計の決算概要 
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（国民健康保険特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、２０８億４，４４６万８千円でしたが、その後一度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、２１４億９，６８７万５千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から１４億４，１３８万４千円を繰り入れた結果、歳入総額は     

２０９億１，６５８万７千円となり、歳出総額２０５億４，２１０万６千円を差し引くと、  

３億７，４４８万１千円の黒字となりました。 

 

（後期高齢者医療特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、３１億２，４１８万３千円でしたが、その後一度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、３０億４４３万１千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から７億１，６１２万円を繰り入れた結果、歳入総額は      

２９億９，３８９万円となり、歳出総額２９億７，９２２万５千円を差し引くと、     

１，４６６万５千円の黒字となりました。 

 

（介護保険特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、１７７億２，４８４万２千円でしたが、その後二度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、１８０億２，６６６万６千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から２３億６，９５４万５千円を繰り入れた結果、歳入総額は    

１７１億７，４１５万９千円となり、歳出総額１６７億６８５万２千円を差し引くと、     

４億６，７３０万７千円の黒字となりました。 

 

（介護サービス事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、４，０８７万円でしたが、その後一度の補正を行い、最終

の歳入歳出予算の総額は、４，４３２万５千円となりました。 

   一方、決算は、歳入総額は４，２３２万３千円となり、歳出総額４，２２５万６千円を差し

引くと、６万７千円の黒字となりました。 

 

 

 

 

 

（２）特別会計の決算概要 
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１ 決算の概要  

 

 

（駐車場事業特別会計） 

 当初の歳入歳出予算の総額は、３，７２７万５千円でしたが、その後一度の補正を行い、

最終の歳入歳出予算の総額は、５，８４２万９千円となりました。 

 一方、決算は、歳入総額は５，７９５万４千円となり、歳出総額３，５４５万２千円を差

し引くと、２，２５０万２千円の黒字となりました。 

 

（鋳銭司第二団地整備事業特別会計） 

 当初の歳入歳出予算の総額は、１，３７０万円でしたが、その後一度の補正を行い、最終

の歳入歳出予算の総額は、７７０万円となりました。 

 一方、決算は、一般会計から２０万６千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額とも     

６８０万６千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（簡易水道事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、１０億５，４７７万７千円でしたが、その後一度の補正を行

い、最終の歳入歳出予算の総額は、８億３，４６７万７千円となり、これに平成２９年度から

の繰越額４億４，２００万円を加えた総予算額は、１２億７，６６７万７千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から１億２，７０１万４千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額と

も７億８，７１６万３千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（地域下水道事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、６０９万２千円でしたが、その後一度の補正を行い、最終の

歳入歳出予算の総額は、６５４万４千円となりました。 

   一方、決算は、歳入総額は５９３万８千円となり、歳出総額５１４万２千円を差し引くと、

７９万６千円の黒字となりました。 

 

（国民宿舎特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、７，９５０万円でした。 

   一方、決算は、国民宿舎事業基金から７，５３８万２千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額

とも７，９２３万５千円となり、差引収支は０となりました。 
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（特別林野特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、９５４万８千円でしたが、その後一度の補正を行い、最終

の歳入歳出予算の総額は、１，０５４万８千円となりました。 

 一方、決算は、歳入総額１，００４万７千円となり、歳出総額９１０万８千円を差し引く

と、９３万９千円の黒字となりました。 
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１ 決算の概要  

 

 

 

 

  

（３）決算の総括表 

会計別決算額 （単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

明許繰越し 455,643 

事故繰越し 0 

国 民 健 康 保 険 20,916,587 20,542,106 374,481 明許繰越し 270 

後 期 高 齢 者 医 療 2,993,890 2,979,225 14,665 明許繰越し 1,884 

介 護 保 険 17,174,159 16,706,852 467,307 

介 護 サー ビス 事業 42,323 42,256 67 

駐 車 場 事 業 57,954 35,452 22,502 

鋳 銭 司 第 二
団 地 整 備 事 業

6,806 6,806 0 

簡 易 水 道 事 業 787,163 787,163 0 明許繰越し

地 域 下 水 道 事 業 5,938 5,142 796 

国 民 宿 舎 79,235 79,235 0 

特 別 林 野 10,047 9,108 939 

明許繰越し 457,797 

事故繰越し 0 

明許繰越し 2,154 

会 計 名
翌年度へ繰り
越すべき財源

一 般 会 計 80,582,957 79,383,706 1,199,251 

合 計 122,657,059 120,577,051 2,080,008 

特 別 会 計 42,074,102 41,193,345 880,757 
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歳入 （単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 差引増減 増減率

80,582,957 79,244,234 1,338,723 1.7 

42,074,102 45,403,449 ▲3,329,347 ▲7.3 

国 民 健 康 保 険 20,916,587 23,760,950 ▲2,844,363 ▲12.0 

後 期 高 齢 者 医 療 2,993,890 2,890,894 102,996 3.6 

介 護 保 険 17,174,159 17,055,168 118,991 0.7 

介 護 サ ー ビ ス 事 業 42,323 52,517 ▲10,194 ▲19.4 

駐 車 場 事 業 57,954 59,075 ▲1,121 ▲1.9 

鋳 銭 司 第 二
団 地 整 備 事 業

6,806 - 6,806 皆増 

簡 易 水 道 事 業 787,163 911,849 ▲124,686 ▲13.7 

農 業 集 落 排 水 事 業 - 561,183 ▲561,183 皆減 

漁 業 集 落 排 水 事 業 - 24,442 ▲24,442 皆減 

地 域 下 水 道 事 業 5,938 6,043 ▲105 ▲1.7 

国 民 宿 舎 79,235 70,237 8,998 12.8 

特 別 林 野 10,047 11,091 ▲1,044 ▲9.4 

122,657,059 124,647,683 ▲1,990,624 ▲1.6 

歳出 （単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 差引増減 増減率

79,383,706 78,156,987 1,226,719 1.6 

41,193,345 43,739,882 ▲2,546,537 ▲5.8 

国 民 健 康 保 険 20,542,106 22,626,757 ▲2,084,651 ▲9.2 

後 期 高 齢 者 医 療 2,979,225 2,863,010 116,215 4.1 

介 護 保 険 16,706,852 16,710,943 ▲4,091 0.0 

介 護 サ ー ビ ス 事 業 42,256 49,061 ▲6,805 ▲13.9 

駐 車 場 事 業 35,452 37,920 ▲2,468 ▲6.5 

鋳 銭 司 第 二
団 地 整 備 事 業

6,806 - 6,806 皆増 

簡 易 水 道 事 業 787,163 898,449 ▲111,286 ▲12.4 

農 業 集 落 排 水 事 業 - 457,163 ▲457,163 皆減 

漁 業 集 落 排 水 事 業 - 10,934 ▲10,934 皆減 

地 域 下 水 道 事 業 5,142 5,591 ▲449 ▲8.0 

国 民 宿 舎 79,235 70,237 8,998 12.8 

特 別 林 野 9,108 9,817 ▲709 ▲7.2 

120,577,051 121,896,869 ▲1,319,818 ▲1.1 

特 別 会 計

合 計

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

会 計 名

一 般 会 計
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１ 決算の概要  

 

 

 

性質別歳出の状況（普通会計）

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

13,633,559 17.2 13,347,534 17.1 286,025 2.1 

う ち 職 員 給 9,371,152 11.8 9,259,653 11.9 111,499 1.2 

10,743,181 13.5 10,630,978 13.6 112,203 1.1 

568,038 0.7 589,510 0.8 ▲21,472 ▲3.6 

15,780,325 19.9 15,647,021 20.0 133,304 0.9 

7,567,205 9.5 6,547,357 8.4 1,019,848 15.6 

13,223,675 16.7 12,892,739 16.5 330,936 2.6 

補 助 事 業 費 3,962,312 5.0 4,082,974 5.2 ▲120,662 ▲3.0 

単 独 事 業 費 8,974,073 11.3 8,524,498 10.9 449,575 5.3 

県営事業負担金 287,290 0.4 285,267 0.4 2,023 0.7 

189,161 0.2 120,275 0.2 68,886 57.3 

補 助 事 業 費 75,874 0.1 41,543 0.1 34,331 82.6 

単 独 事 業 費 113,287 0.1 78,732 0.1 34,555 43.9 

9,562,442 12.0 9,309,599 11.9 252,843 2.7 

241,053 0.3 867,529 1.1 ▲626,476 ▲72.2 

69,708 0.1 79,473 0.1 ▲9,765 ▲12.3 

830,186 1.1 878,923 1.1 ▲48,737 ▲5.5 

6,980,318 8.8 7,223,843 9.2 ▲243,525 ▲3.4 

79,388,851 100.0 78,134,781 100.0 1,254,070 1.6 

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

合 計

公 債 費

区 分
平成３０年度 平成２９年度 対前年度

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費
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財政関係指標（普通会計）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 経常収支比率 （％） 85.7 89.9 90.9 93.3 

 標準財政規模 （千円） 45,891,825 45,736,772 45,858,759 45,989,172

 財政力指数（単年度） 0.653 0.643 0.648 0.644 

 財政力指数（３か年平均） 0.655 0.650 0.648 0.645 

 地方債現在高倍率 （％） 217.7 220.1 223.5 227.8 

【用語の説明】

　○普通会計

　　全国統一の基準で他の地方公共団体と比較できるように、一般会計と特別会計の

　　一部を合わせた統計上の会計のことをいいます。

　　山口市では、一般会計のほか、地域下水道事業特別会計及び特別林野特別会計並

　　びに小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計（平成27年度まで）の一部の合計と

　　なります。

　○経常収支比率

　　財政構造の弾力性を示す指標で、数値が低いほどゆとりがあるといえます。

　　人件費、扶助費、公債費などの毎年支出される経常的な経費に、地方税、普通交

　　付税など毎年収入される経常的な一般財源が、どの程度充当されているかを示し

　　ています。

　○標準財政規模

　　標準的に収入される経常的な一般財源の大きさを示す指標です。

　　標準税収入額（普通交付税の算定に用いる標準的な地方税の収入額）や地方譲与

　　税、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額などの合計額となります。

　○財政力指数

　　地方公共団体の財政力を示す指標で、指数が１を超える団体は普通交付税の不交

　　付団体となります。

　　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して求めます。

　○地方債現在高倍率

　　今後償還すべき地方債が、標準的な収入に対して、どの程度の割合かを示す指標

　　です。

　　地方債現在高を標準財政規模で除して求めます。

指 標 区 分

 

（４）財政関係指標の推移等 
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１ 決算の概要  

 

地方債残高の推移

（単位：百万円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

92,645 95,664 99,834 100,678 102,484 104,771 

区 画 整 理 766 464 53 ー ー ー

鋳銭司 第二 団地 ー ー ー ー ー 6 

簡 易 水 道 1,061 1,029 1,478 1,766 2,285 2,732 

農 業 集落 排水 3,404 3,237 3,058 2,884 2,719 ー

漁 業 集落 排水 141 134 127 121 119 ー

国 民 宿 舎 72 58 44 30 15 0 

98,089 100,586 104,594 105,479 107,622 107,509 

92,727 95,727 99,887 100,678 102,484 104,771

※農業集落排水事業及び漁業集落排水事業は平成30年度から公営企業会計に移行

主な基金残高の推移

（単位：百万円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

3,663 4,034 4,802 5,193 5,575 5,965 

4,062 4,985 5,875 6,367 6,718 5,816 

1,313 1,315 2,073 2,076 2,081 1,958 

1,678 1,679 1,679 1,680 1,680 1,681 

10,716 12,013 14,429 15,316 16,054 15,420 

一 般 会 計

特

別

会

計

計

地 域 振 興 基 金

計

( 参 考 ) 普 通 会 計
地 方 債 現 在 高

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

職員退職手当基金

981
1,006

1,046 1,055
1,076 1,075

750

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

億円

鋳銭司第二団地

国民宿舎

漁業集落排水

農業集落排水

簡易水道

区画整理

一般会計

107
120

144
153 161 154

0
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140
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180

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

億円

退職手当

地域振興

減 債

財政調整
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（５）健全化判断比率及び資金不足比率 

健全化判断比率
（単位：％）

実 質 赤 字 比 率 - (1.67) - (1.65) - (1.65) - (1.61)

連結実質赤字比率 - (11.58) - (12.28) - (13.26) - (11.77)

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

※表中の「-」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを示しています。
　なお、（　）書の数値は、実質黒字及び連結実質黒字の割合を示しています。

資金不足比率
（単位：％）

水道事業会計

公共下水道事業会計

農業集落排水事業会計

漁業集落排水事業会計

鋳銭司第二団地整備事業特別会計

簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

漁業集落排水事業特別会計

国民宿舎特別会計

※表中の「-」は、資金不足額がないことを示しています。

【用語の説明】

　○実質赤字比率

　　一般会計等の赤字を、標準財政規模と比較して表し、財政運営の深刻度を示す指標
　　です。
　　山口市の一般会計等とは、一般会計のほか、地域下水道事業特別会計及び特別林野
　　特別会計の合計となります。

　○連結実質赤字比率

　　全会計の赤字や黒字を合算した、地方公共団体全体としての赤字を、標準財政規模
　　と比較して表し、地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標です。

　○実質公債費比率（３か年平均）

　　地方債の返済やこれに準じる額を、標準財政規模と比較して表し、資金繰りの危険
　　度を示す指標です。

　○将来負担比率
　　地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の残高を、標準財政規模と比較して
　　表し、将来財政を圧迫する可能性を示した指標です。

　○資金不足比率

　　公営企業の資金不足額を、公営企業の料金収入の規模と比較して表し、経営状況の
　　深刻度を示す指標です。

- - - -

- - -

- - -

- - - -

-

-

-

- - - -

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

- - - -

36.1 26.8 22.5 23.5 350.00 -

11.32 20.00

16.32 30.00

35.005.7 4.8 4.4 4.7 25.00

財政再生
基　　準

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
早期健全化
基　　　準
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１ 決算の概要  

 

②山口市定員管理計画の進捗状況

●目標とする正規職員数：1,700人を基準　　　　　　　　　　 (単位：人)　

H29 H30

４ 月 １ 日 職 員 数 1,687 1,693

前 年 度 退 職 者 数 (A) － 50 

当 該 年 度 採 用 者 数 (B) － 56 

職 員 増 減 数 (B)-(A) － 6

※計画期間：平成30年度～令和4年度

実績値
区　　分

 

① 山口市財政運営健全化計画に掲げる目標の進捗状況

　　第二次山口市総合計画に掲げる将来都市像『豊かな暮らし  交流と創造のまち  山口～これ
　が私のふるさとだ～』の実現に向け、「必要な施策や事業の着実な推進」と「健全な財政運
　営の維持」の両立を図ることが重要です。 このために、「まちの持続的な発展をもたらす財
　政運営」、「将来への都市経営を支える財政運営」、「将来世代への過度な負担を残さない
　財政運営」の３つの基本方針に基づき、次の目標を設定し将来を見据えた持続可能な財政基
　盤の確立を目指します。

　●経常収支比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　●実質公債費比率（3か年平均）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　●将来負担比率 

　●基金残高（普通会計）

※基金残高：財政調整基金・減債基金・その他特定目的基金の合計

令和4年度目標平成28年度 平成29年度 平成30年度

令和4年度目標

89.9% 90.9% 93.3% 95%未満

平成28年度 平成29年度 平成30年度

令和4年度目標

4.8% 4.4% 4.7% 6%未満

平成28年度 平成29年度 平成30年度

26.8% 22.5% 23.5% 100%未満

135億円以上

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和4年度目標

268億円 277億円 268億円

 

 

 

 

（６）行財政改革の検証状況 
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③第二次山口市行政改革大綱推進計画【前期】の進捗状況

　Ⅰ　協働・官民連携の推進

　Ⅱ　市民サービス向上に向けた組織運営

　Ⅲ　行政資源の有効活用

総人件費における管理、分析の実施。給料抑制措置による正規職員の人件費を抑制
（抑制金額50,169千円）。行政需要に応じた非常勤職員の適正な任用管理の実施。
経常的な歳出総額（普通会計）に占める総人件費の割合22.3％※H30年度目標23％
程度

山口市ＩＣＴ利活用推進本部を設置。システムのクラウド化に係る庁内合意の形成
及び必要な予算の計上（総合行政システム（単独クラウド）、情報系システム(共同
クラウド））。システムのバージョンアップに係る予算計上（財務会計、文書管
理、庶務事務）

市税等の徴収率の向上
滞納処分の実施強化（タイヤロック9件。インターネット公売4回による車２台及び
動産６点の売却）。市税の徴収率（現年課税分）99.10％※Ｈ30年度目標98.91％

市有財産の有効活用

前年度内の財産異動物件の調査の実施。財政運営健全化計画に基づく、市有財産の
売払いの実施（Ｈ30年度売却収入1億6千万円）。山口総合支所における広告付き案
内板の継続設置。庁用自動車への広告掲載の実施（1件）。市有財産の有効活用に
よる売却・貸付収入額205百万円※Ｈ30年度目標100百万円

第三セクター等の経営健全化の促進
市ウエブサイトにおける、経営状況及び本市の関与の状況についての公表。経営状
況説明書の提出による議会への報告。第三セクターを所管する所属における、モニ
タリング等を通じた経営状況の確認及び必要な助言・指導等の実施

推進項目 成　果　状　況

適正な事務処理の確保
「コンプライアンス研修」の実施（新規採用職員52名参加）。職員等公益通報制度
及び不当要求行為等対応マニュアルの職員への周知。内部統制制度導入の研究

行政評価システムの推進

職員アンケートの実施により行政経営の課題を分析。第1次実行計画及び平成29年
度まちづくり達成状況報告書の公表（市ウエブサイト、市政情報コーナー及び各地
域交流センター）。行政評価システムと財務会計システムの統合に向けた検討の実
施。行政評価システムの考え方を理解し、行動している職員の割合55.23％※Ｈ30
年度目標55％

総人件費の適正管理

サービス提供体制の充実
窓口における外国語対応について検討を行った。木曜時間外窓口及び証明書のコン
ビ二交付の継続実施。パスポートの受取りについて、H30年6月から、木曜時間外窓
口においても可能とした。

業務改善の推進と改善意識の醸成

職員提案制度の実施（カイゼン報告９件及びアイデア提案11件の応募。カイゼン報
告１件、アイデア提案１件及び最も提案数の多かった部局を表彰）。改善メールの
発行。「職場業務改善働き方見直し実践研修」（3課対象）及び報告会の実施。常
に業務改善意識を持って行動する職員の割合92.52％※Ｈ30年度目標90％

業務の効率化に資するＩＣＴの利活用

マイナンバーカードの利便性の向上

市民課及び各総合支所総合サービス課における、マイナンバーカードのオンライン
申請補助の実施（各2日間）。予約制による、オンライン申請補助の実施（9月から
1月までにかけて市民課週３回、各総合支所総合サービス課週１回）。市県民税の
申告相談会場付近における、マイナンバーカードのオンライン申請補助の実施。マ
イナンバーカード交付率11.8％※H30年度目標15％

地域に飛び出す行政職員の育成
「協働によるまちづくり研修」の実施（入庁2年目及び4年目職員50名参加）
地域づくりコーディネーター養成講座に参加した職員を、地域づくりコーディネー
ターとして認定（2名）

行政サービスの民間委託の推進
情報システムについて、令和２年度からのクラウド化の実施に向けた検討と準備を
行った。「地方行政サービス改革に関する取組状況」について、市ウエブサイトに
おいて公表

市民に分かりやすい組織体制の構築
次年度に向けた組織体制の整備を行った。主な内容としては、障がい者雇用推進室
及び児童生徒安心支援室の設置

推進項目 成　果　状　況

推進項目 成　果　状　況

効果的な市政情報の提供

各施策の対象・成果目標を踏まえた特集記事を組むなど、市民に伝わりやすい紙面
づくりに取り組んだ。市公式ウエブサイトによる積極的な情報発信を行った（月平
均約54万アクセス）。行政の情報が十分に伝わっていると思う市民の割合：83.8％
※H30年度目標86.5％

市民活動団体の育成と支援の強化

市民活動支援センター「さぽらんて」について、移転場所の選定を行うとともに、
地域経営型地域づくりの中間支援としての機能整理の検討を開始。地域コミュニ
ティと連携した課題解決を図る取組として、地域と市民活動団体等が連携した取組
である「コドモジカンプロジェクト」を実施
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１ 決算の概要  

 

 

（単位：千円）

特別職 一般職 小　計　① 国民健康保険 後期高齢者医療 介護保険 小　計　②

4 1,554 1,558 24 7 24 55 1,613

給 料 36,324 5,989,650 6,025,974 82,258 26,964 86,048 195,270 6,221,244

職員手当 14,631 4,786,304 4,800,935 47,534 15,312 49,440 112,286 4,913,221

計 50,955 10,775,954 10,826,909 129,792 42,276 135,488 307,556 11,134,465

6,975 2,194,480 2,201,455 28,527 8,829 32,834 70,190 2,271,645

57,930 12,970,434 13,028,364 158,319 51,105 168,322 377,746 13,406,110

3 1,549 1,552 24 7 24 55 1,607

給 料 27,780 6,000,641 6,028,421 85,331 26,488 82,647 194,466 6,222,887

職員手当 11,459 4,614,382 4,625,841 44,383 14,544 49,296 108,223 4,734,064

計 39,239 10,615,023 10,654,262 129,714 41,032 131,943 302,689 10,956,951

4,848 2,188,441 2,193,289 29,427 8,477 32,686 70,590 2,263,879

44,087 12,803,464 12,847,551 159,141 49,509 164,629 373,279 13,220,830

1 5 6 0 0 0 0 6

給 料 8,544 ▲ 10,991 ▲ 2,447 ▲ 3,073 476 3,401 804 ▲ 1,643

職員手当 3,172 171,922 175,094 3,151 768 144 4,063 179,157

計 11,716 160,931 172,647 78 1,244 3,545 4,867 177,514

2,127 6,039 8,166 ▲ 900 352 148 ▲ 400 7,766

13,843 166,970 180,813 ▲ 822 1,596 3,693 4,467 185,280

※この表は、市長等の特別職及び正規職員 （再任用職員を含む）の給料、職員手当、共済費の合計を会計ごとに示したものです。

　

（職員手当の内訳） （単位：千円）

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 期末勤勉手当 夜間勤務手当 管理職手当

216,174 107,815 182,696 476,104 65,658 2,539,060 23,043 134,787

197,518 113,468 179,061 394,797 67,155 2,511,122 24,126 134,125

18,656 ▲ 5,653 3,635 81,307 ▲ 1,497 27,938 ▲ 1,083 662

管理職員
特別勤務手当

特殊勤務手当 児童手当 退職手当 地域手当 単身赴任手当 計

56 79,667 119,225 966,951 1,145 840 4,913,221

66 81,324 125,925 904,786 591 0 4,734,064

▲ 10 ▲ 1,657 ▲ 6,700 62,165 554 840 179,157

平成２９年度　Ｂ

増減額　Ａ－Ｂ

区　分

平成３０年度　Ａ

平成２９年度　Ｂ

増減額　Ａ－Ｂ

区　分

平成３０年度　Ａ

平
成
2
9
年
度
　
Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

増
減
額
　
Ａ
|

Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

特 別 職 ・ 職 員 給 与 等 の 状 況

区　分
一　般　会　計 特　別　会　計 合　計

①　＋　②

平
成
3
0
年
度
　
Ａ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）特別職・職員給与等の状況 
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２ 一般会計の決算 
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２ 一般会計の決算  

 

款別歳入の状況
（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 26,822,068 33.3 26,675,380 33.7 146,688 0.5 

2 595,808 0.7 589,628 0.8 6,180 1.0 

3 69,406 0.1 69,669 0.1 ▲263 ▲0.4 

4 98,754 0.1 128,255 0.2 ▲29,501 ▲23.0 

5 89,784 0.1 136,487 0.2 ▲46,703 ▲34.2 

6 3,655,415 4.5 3,502,414 4.4 153,001 4.4 

7 50,634 0.1 55,416 0.1 ▲4,782 ▲8.6 

8 205,219 0.3 191,301 0.3 13,918 7.3 

9 30,229 0.0 30,350 0.0 ▲121 ▲0.4 

10 143,185 0.2 117,939 0.1 25,246 21.4 

11 15,533,050 19.3 15,639,761 19.7 ▲106,711 ▲0.7 

12 22,743 0.0 25,195 0.0 ▲2,452 ▲9.7 

13 908,008 1.1 902,672 1.1 5,336 0.6 

14 1,025,090 1.3 1,037,168 1.3 ▲12,078 ▲1.2 

15 10,081,270 12.5 9,827,978 12.4 253,292 2.6 

16 5,374,642 6.7 5,572,163 7.0 ▲197,521 ▲3.5 

17 271,954 0.3 429,791 0.6 ▲157,837 ▲36.7 

18 420,130 0.5 856,314 1.1 ▲436,184 ▲50.9 

19 1,457,779 1.8 342,879 0.4 1,114,900 325.2 

20 697,247 0.9 782,504 1.0 ▲85,257 ▲10.9 

21 1,869,063 2.3 2,013,501 2.5 ▲144,438 ▲7.2 

22 11,161,479 13.9 10,317,469 13.0 844,010 8.2 

80,582,957 100.0 79,244,234 100.0 1,338,723 1.7 

利 子 割 交 付 金

対前年度平成２９年度
区 分

市 税

地 方 譲 与 税

株式等 譲渡 所得 割交 付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

市 債

合 計

平成３０年度

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安 全対 策特 別交 付金

諸 収 入

配 当 割 交 付 金

 

決算規模の推移
（単位：千円、％）

79,383,706

1,199,251

78,156,987

平成２９年度

1,087,247

平成３０年度

79,244,234 80,582,957

0.6 1.7

1,226,719

1.6

559,323

0.7

484,066 1,338,723

差 引

歳出

1,162,504

▲ 3,742,174

▲ 4.5

▲ 3,660,478

▲ 4.5

対前年度増減額

及び増減率　　

歳入

区 分

歳 入

歳 出

平成２８年度

78,760,168

77,597,664

 

 

 

  

（１）歳入歳出の概要 

（２）歳入の概要 

20



  

 

市税の決算状況

1

2

3

4

5

6

市税の徴収実績

1

1 個 人

2 法 人

2

1 固 定 資 産 税

2
国有資産等 所在

市 町 村 交 付 金

3

4

5

6

（単位：千円、％）

滞納

徴収率

合計滞納繰越

0.5

▲ 1.0

3.7

359

▲ 1.3

202,132

▲ 45,054

19,738

▲ 15,539

0.3

対前年度

増減額 増減率

46.8

構成比

41.0

平成２９年度

27.6 97.0

0.5

現年

12,682,926

  （単位：千円、％）

146,688

1,150,201

575,896

99.2

11,486,037

11,375,241

13,071,929

収入額

現年課税

100.0

4,764

114,130

592,274

402,157

9,965,075

110,866

26,817,401 1,104,369 27,921,770

81,314

110,796 0 110,796

1,150,201 0

12,480,794

調定額

79,246

1,487,986

26,675,380

0.3

1,473,038

26,822,068

決算額 構成比

47.3

10,889,061

547,237

1,150,201

12,682,926

2.0

4.3

1.6

▲ 0.4

決算額

40.6

区 分

合 計

入 湯 税

都 市 計 画 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

平成３０年度

た ば こ 税

10,934,115

527,499

1,165,740

2.0

4.3

79,605

5.5

9,955,867 379,858 10,335,725

5.6

79,545

540,903

12,572,060

9,858,973

2,713,0872,713,905

548,671

10,893,763

10,782,967

6,334

▲ 14,948

合計

100.0

現年課税 滞納繰越 合計

合 計

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

26,575,080

1,150,201

22,299 2,736,204

0

区 分

10,774,931

10,664,135

110,796

固 定 資 産 税

27,225

592,274

1,473,680 80,945

入 湯 税

都 市 計 画 税

1,768

106,102

市 民 税 12,669,772

26,822,068

547,237

1,150,201

60

15,598

246,988

83,082

1,554,625

2,717,851

10,889,061

10,778,265

110,796

114,130

0

79,605

1,473,0381,457,440

－

96.4

100.0 21.4 99.3

99.0 27.9

94.8

98.9 19.3 94.8

98.9 19.3

98.9 19.3 94.8

99.1 22.4 96.1

100.0

98.6 23.3 95.0

100.0 －

97.8 3.4 95.8

100.0100.0

 

 

（３）市税の収納状況 
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２ 一般会計の決算  

 

款別歳出の状況

構成比 構成比 増減率

議 会 費 0.5 0.5 3.9 

総 務 費 13.8 13.6 2.8 

民 生 費 34.9 34.5 2.8 

衛 生 費 7.0 7.7 ▲6.9 

労 働 費 0.1 0.1 ▲3.4 

農 林 水 産 業 費 3.8 3.9 ▲1.6 

商 工 費 3.7 4.2 ▲8.8 

土 木 費 12.6 12.0 6.2 

消 防 費 3.9 4.2 ▲6.3 

教 育 費 7.5 7.3 3.9 

災 害 復 旧 費 0.2 0.1 48.6 

公 債 費 12.0 11.9 2.7 

100.0 100.0 1.6 

1

2

3

10

8

4

5

6

7

 （単位：千円、％）

区 分
対前年度

増減額

平成３０年度 平成２９年度

合 計

5,732,045

111,594

3,258,915

9,562,730

79,383,706

5,955,115

11

12

9

165,843

223,070 

54,249 

9,309,599 253,131 

1,226,719 78,156,987

298,071 

753,172 

▲410,766 

15,830 

583,318 

▲205,399 

2,966,341

27,719,241

5,563,272

▲2,423 

▲48,512 

▲287,022 

68,512

3,009,686

9,962,827

3,053,516

5,974,038

70,935

3,058,198

3,253,363

9,379,509

425,449

決算額

26,966,069

409,619

10,931,174

決算額

10,633,103

 

（単位：千円、％）

交 付 額 Ａ

Ｂ

Ｃ

※基準財政需要額及び基準財政収入額は、合併算定替の数値を用いています。

36,765,369

18,376,429

2,843,379

36,785,060

1,829,031

0.9 

13,827,647

1.4 

18,436,430

▲2.7 

22,908,719

1,846,845

▲0.3 

2,796,669

▲1.9 

1,812,114

0.8 

3,341,566

▲5.1 

2,757,236

平成３０年度

23,081,041

13,704,019

▲0.9 

36,831,380

22,450,854

平成２８年度 平成２９年度

14,350,227

▲1.1 ▲3.6 

対 前 年 度 増 減 率 ▲17.5 

合 計 （ Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ） 19,800,260

▲3.2 

1.7 

対 前 年 度 増 減 率

▲11.2 

18,954,308

▲4.3 

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

普
通
交
付
税

区 分 平成２７年度

36,500,314

21,988,164

14,512,150

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

▲1.7 対 前 年 度 増 減 率

対 前 年 度 増 減 率

特 別 交 付 税 1,946,544

 

 

 

 

 

 

（４）地方交付税等年度別推移 

（５）歳出の概要 

22



  

 

（単位：千円）

元　金 利　子

1 66,237,584 8,285,100 6,228,661 513,220 68,294,023

(1) 総 務 10,650,742 1,595,300 1,154,233 60,053 11,091,809

(2) 民 生 1,833,075 639,400 134,112 10,773 2,338,363

(3) 衛 生 5,400,033 297,500 340,897 50,230 5,356,636

(4) 労 働 110,168 0 5,572 332 104,596

(5) 農 林 水 産 3,301,596 474,900 290,963 36,836 3,485,533

(6) 商 工 1,354,646 233,800 78,379 5,345 1,510,067

(7) 土 木 27,648,661 3,460,500 2,483,419 230,530 28,625,742

(8) 消 防 3,986,898 534,100 459,531 16,358 4,061,467

(9) 教 育 11,951,765 1,049,600 1,281,555 102,763 11,719,810

2 547,915 33,000 126,349 2,917 454,566

(1) 農 林 水 産 21,391 0 4,316 83 17,075

(2) 土 木 501,013 33,000 115,044 2,703 418,969

(3) そ の 他 25,511 0 6,989 131 18,522

３ 35,698,241 2,843,379 2,519,687 171,380 36,021,933

(1) 減 税 補 て ん 896,230 0 216,039 4,073 680,191

(2) 臨 時 財 政 対 策 34,802,011 2,843,379 2,303,647 167,307 35,341,743

102,483,740 11,161,479 8,874,697 687,517 104,770,522

平成30年度
末 現 在 高

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

区 分
平成29年度
末 現 在 高

平成30年度
発　行　額

平成30年度償還額

 

 

 

 

 

（６）市債の状況 
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３ 特別会計の決算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

25



３ 特別会計の決算  

 

国民健康保険特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

20,916,587 23,760,950 ▲ 2,844,363 ▲ 12.0

20,542,106 22,626,757 ▲ 2,084,651 ▲ 9.2

374,481 1,134,193 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 国 民 健 康 保 険 料 3,585,162 3,642,989 17.4 101.6 

2 国 民 健 康 保 険 税 4,162 2,415 0.0 58.0 

3 使 用 料 及 び 手 数 料 2,402 2,194 0.0 91.3 

4 国 庫 支 出 金 1 0 0.0 0.0 

5 県 支 出 金 15,246,884 14,621,339 69.9 95.9 

6 財 産 収 入 253 254 0.0 100.4 

7 繰 入 金 1,465,440 1,441,384 6.9 98.4 

8 繰 越 金 1,134,193 1,134,193 5.4 100.0 

9 諸 収 入 58,378 71,819 0.4 123.0 

21,496,875 20,916,587 100.0 97.3 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 272,910 254,193 1.2 93.1 

2 保 険 給 付 費 15,009,062 14,104,651 68.7 94.0 

3 国民健康保険事業費納付金 5,124,979 5,124,977 24.9 100.0 

4 共 同 事 業 拠 出 金 10 3 0.0 30.0 

5 保 健 事 業 費 253,147 236,594 1.2 93.5 

6 基 金 積 立 金 567,954 567,954 2.8 100.0 

7 諸 支 出 金 258,813 253,734 1.2 98.0 

8 予 備 費 10,000 0 0.0 - 

21,496,875 20,542,106 100.0 95.6 

差 引

合 計

平成30年度 平成29年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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後期高齢者医療特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

2,993,890 2,890,894 102,996 3.6 

2,979,225 2,863,010 116,215 4.1 

14,665 27,884 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 保 険 料 2,259,050 2,243,550 74.9 99.3 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 300 286 0.0 95.3 

3 国 庫 支 出 金 4,764 4,764 0.2 100.0 

4 繰 入 金 735,715 716,121 23.9 97.3 

5 繰 越 金 1 27,884 0.9 2,788,400.0 

6 諸 収 入 4,601 1,285 0.1 27.9 

3,004,431 2,993,890 100.0 99.6 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 102,210 89,921 3.0 88.0 

2 広 域 連 合 納 付 金 2,898,221 2,887,835 96.9 99.6 

3 諸 支 出 金 3,000 1,469 0.1 49.0 

4 予 備 費 1,000 0 0.0 0.0 

3,004,431 2,979,225 100.0 99.2 

差 引

合 計

平成30年度 平成29年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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３ 特別会計の決算  

 

介護保険特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

17,174,159 17,055,168 118,991 0.7 

16,706,852 16,710,943 ▲4,091 0.0 

467,307 344,225 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 保 険 料 3,732,692 3,762,600 21.9 100.8 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 600 559 0.0 93.2 

3 国 庫 支 出 金 4,098,878 4,111,743 23.9 100.3 

4 支 払 基 金 交 付 金 4,574,134 4,232,731 24.6 92.5 

5 県 支 出 金 2,461,520 2,343,696 13.7 95.2 

6 財 産 収 入 653 172 0.0 26.3 

7 繰 入 金 2,808,372 2,369,545 13.8 84.4 

8 繰 越 金 344,228 344,225 2.0 100.0 

9 諸 収 入 5,589 8,888 0.1 159.0 

18,026,666 17,174,159 100.0 95.3 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 382,371 345,617 2.1 90.4 

2 保 険 給 付 費 16,452,536 15,260,036 91.3 92.8 

3 地 域 支 援 事 業 費 830,802 741,615 4.4 89.3 

4 基 金 積 立 金 180,724 180,243 1.1 99.7 

5 諸 支 出 金 179,433 179,341 1.1 99.9 

6 予 備 費 800 0 0.0 0.0 

18,026,666 16,706,852 100.0 92.7 

差 引

合 計

平成30年度 平成29年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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介護サービス事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

42,323 52,517 ▲10,194 ▲19.4 

42,256 49,061 ▲6,805 ▲13.9 

67 3,456 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 サ ー ビ ス 収 入 40,809 38,793 91.7 95.1 

2 財 産 収 入 6 6 0.0 100.0 

3 繰 越 金 3,456 3,455 8.2 100.0 

4 諸 収 入 54 69 0.1 127.8 

44,325 42,323 100.0 95.5 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 29,491 28,118 66.5 95.3 

2 事 業 費 11,372 10,676 25.3 93.9 

3 基 金 積 立 金 3,462 3,462 8.2 100.0 

44,325 42,256 100.0 95.3 

差 引

区 分

合 計

区 分

合 計

歳 出

区 分 平成30年度 平成29年度
対前年度

歳 入
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３ 特別会計の決算  

 

駐車場事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

57,954 59,075 ▲1,121 ▲1.9 

35,452 37,920 ▲2,468 ▲6.5 

22,502 21,155 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 事 業 収 入 37,000 36,514 63.0 98.7 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 21 21 0.0 100.0 

3 財 産 収 入 185 185 0.3 100.0 

4 繰 越 金 21,155 21,155 36.5 100.0 

5 諸 収 入 68 79 0.2 116.2 

58,429 57,954 100.0 99.2 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 駐 車 場 事 業 費 58,429 35,452 100.0 60.7 

58,429 35,452 100.0 60.7 

歳 出

区 分 平成30年度 平成29年度
対前年度

歳 入

差 引

区 分

合 計

区 分

合 計
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鋳銭司第二団地整備事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

皆増

皆増

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

103.0 

88.0 

88.4 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

88.4 

88.4 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

0 0 

合 計 6,806 

2 市 債 7,500 

7,700 

Ａ

6,806 

Ｂ

7,700 1 鋳銭司第二団地整備事業費

1 繰 入 金 200 206 

予 算 現 額 決 算 額

7,700 6,806 

6,600 

産 業 団 地 整 備 事 業

平成30年度償還額
区 分

平成29年度 平成30年度

6,600 -

末 現 在 高 発　行　額

6,806 

6,600 

100.0 

100.0 

3.0 

構成比

平成30年度

末 現 在 高

97.0 

構成比

100.0 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

平成30年度

予 算 現 額

Ａ

平成29年度

決 算 額

Ｂ

増減額

6,806 6,806 

差 引

6,806 

0 

-

-

-

 

 

31



３ 特別会計の決算  

 

簡易水道事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

▲13.7 

▲12.4 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

255.7 

101.3 

77.2 

102.1 

53.6 

100.0 

61.7 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

59.0 

99.3 

0.0 

47.2 

61.7 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

73,399 18,374 

3,066 68 

76,465 18,442 合 計 2,285,145 523,600 2,732,280 

523,600 

13,400 

66.5 

1.7 

3 予 備 費 5,000 0 0.0 

5 市 債

6 繰 越 金

977,600 

13,400 

簡 易 水 道 事 業

4 諸 収 入 36,441 37,224 

災 害 復 旧 事 業 25,905 22,839 

2,709,441 523,600 2,259,240 

区 分
平成29年度 平成30年度

末 現 在 高 発　行　額

平成30年度

末 現 在 高

平成30年度償還額

1

2

1

2

1,276,677 787,163 

87.1 

12.1 

1,162,683 

95,594 

13,400 

予 算 現 額

Ａ

1,276,677 

97 

84,576 

合 計

簡 易 水 道 費

公 債 費

4 災 害 復 旧 費

3 繰 入 金 164,563 

685,931 

94,907 

6,325 

100.0 

0.8 

100.0 787,163 

構成比

決 算 額

Ｂ

Ｂ

16.2 

248 

85,677 

構成比

0.0 

10.9 

127,014 

4.7 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分 平成29年度

787,163 

差 引

787,163 

0 

911,849 歳 入

歳 出

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

平成30年度

898,449 

13,400 

予 算 現 額

Ａ

決 算 額

増減額

▲124,686 

▲111,286 
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地域下水道事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

5,938 6,043 ▲105 ▲1.7 

5,142 5,591 ▲449 ▲8.0 

796 452 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 使 用 料 及 び 手 数 料 5,278 5,486 92.4 103.9 

2 財 産 収 入 1 0 0.0 0.0 

3 繰 入 金 812 0 0.0 0.0 

4 繰 越 金 453 452 7.6 99.8 

6,544 5,938 100.0 90.7 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 地 域 下 水 道 費 6,544 5,142 100.0 78.6 

6,544 5,142 100.0 78.6 合 計

平成30年度 平成29年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

差 引
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３ 特別会計の決算  

 

国民宿舎特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

12.8 

12.8 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

55.0 

100.8 

81.9 

99.7 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

100.0 

100.0 

0.0 

99.7 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

14,971 191 

79,235 

80.9 

0.0 

0 0 

平成30年度

末 現 在 高

平成30年度償還額

100.0 

19.1 

64,096 

241 

15,163 

0 

15,162 

79,500 

14,971 

区 分
平成29年度 平成30年度

末 現 在 高 発　行　額

休 養 施 設 事 業

64,073 

100.0 

構成比

0.0 

95.2 

4.8 

予 算 現 額

Ａ

79,500 79,235 

構成比

決 算 額

Ｂ

対前年度

79,235 70,237 

0 

予 算 現 額 決 算 額

平成29年度

79,235 

平成30年度
増減額

8,998 

8,998 

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

財 産 収 入

繰 入 金

3 諸 収 入

合 計

休 養 施 設 費

予 備 費

2 公 債 費

1

3

4,675 3,831 

差 引 0 

70,237 

1

2

40 

74,785 

22 

75,382 

Ａ Ｂ
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特別林野特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

10,047 11,091 ▲1,044 ▲9.4 

9,108 9,817 ▲709 ▲7.2 

939 1,274 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 分 担 金 及 び 負 担 金 230 233 2.3 101.3 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,529 1,566 15.6 102.4 

3 財 産 収 入 496 180 1.8 36.3 

4 繰 入 金 6,941 5,971 59.4 86.0 

5 繰 越 金 1,340 1,274 12.7 95.1 

6 諸 収 入 12 823 8.2 6,858.3 

10,548 10,047 100.0 95.3 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 特 別 林 野 費 10,548 9,108 100.0 86.3 

10,548 9,108 100.0 86.3 

差 引

合 計

平成30年度 平成29年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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 ４ まちづくり達成状況報告の基本的な考え方   
 
 

① 重点プロジェクトと施策別計画 

   第二次山口市総合計画は、平成３０年度から令和９年度までを計画期間とする、本市の

長期的なまちづくりの指針であり、これからのまちづくりの方向性や目指す姿を明らかに

する将来都市像に「豊かな暮らし 交流と創造のまち 山口 ～これが私のふるさとだ～」

を掲げ、基本構想の目標年次である令和９年度における数値によるまちの姿として、「人口

（定住人口）」、「交流人口」、「ふるさと指標」の３つを設定し、平成３０年３月に策定しま

した。 

   令和４年度までを計画期間とする前期基本計画では、施策横断的に、重点的に対応すべ

き取組として、「広域県央中核都市づくり」、「個性と安心の２１地域づくり」、「教育・子

育てなら山口」、「働く・起業なら山口」、「文化・スポーツ・観光なら山口」、「健康長寿の

まち」、「安全安心のまち」、「市民サービス向上」の８つの重点プロジェクトを構築してい

ます。将来都市像の実現に向けて、この８つの重点プロジェクトを着実に実行していくた

め、前期基本計画期間の最終年度である令和４年度の重点プロジェクトの目標に、「人口

（定住人口）」、「交流人口」、「ふるさと指標」の３つをＫＧＩ（重要目標達成指標）とし

て設定するとともに、８つの重点プロジェクトそれぞれにもＫＰＩ（重要業績評価指標）

を設定することで、達成度を客観的に把握、分析を行い、市民にとっても達成状況を分か

りやすく共有できるようにしています。 

 

また、将来都市像の具現化に向けて、５つの政策グループそれぞれに目指すまちの姿を

設定しています。 

前期基本計画では、それぞれの目指すまちの姿を実現するため、５つの政策グループに、

施策、基本事業、事務事業からなる階層的な施策別計画を設定しています。あわせて、各

施策・基本事業には、その目的がどの程度達成されたのかを測るものさしとして「成果指

標」を設定し、目標に向けた成果状況を数値で表すこととしています。この成果指標は、

「なにをどれだけやったか」ではなく、「なにがどれだけ良くなったか」という視点で、３

０の施策に６０指標を、１２４の基本事業に２６０指標を設定しています。 

 

② 成果志向・市民志向型の計画 

   第二次山口市総合計画では、平成２０年度から２９年度までを計画期間とする山口市総

合計画の特長である「成果志向型・市民志向型」の特長を引き継ぎ、市民を対象にしたア

ンケートなどを通して、目標達成に向けた進捗状況を定期的、継続的に測定、検証してい

くとともに、市民のニーズを的確にとらえ、これをまちづくりに積極的に生かしていくこ

ととしています。 

また、まちづくりの方向性や目標達成状況を市民と行政が共有するために、分かりやす

く伝えていくこと、そして、それにより説明責任の果たせる行政経営を行っていくことを

大きなねらいとしています。 

 

（１）第二次山口市総合計画の特長 
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第二次山口市総合計画を進めていくにあたっては、単に行政を管理・運営していくとい

う考えではなく、成果志向（業績）、市民志向（顧客満足）といった民間の「経営」理念を

積極的に取り入れ、計画（Plan）―実行（Do）―評価（See）のバランスのよい行政経営サ

イクルを回していくことで、限られた行財政資源を最適に活用していくこととしています。 

 本市では、こうした行政経営の PDS サイクルを

円滑に機能させていくために、「行政評価システム」

を活用し、まちづくりの手法である施策、基本事

業、事務事業の各階層で、定期的、継続的に「計

画どおりまちづくりは進んでいるか」「成果は出て

いるか」「事業の見直しをする必要はないか」とい

った観点から評価を行い、その結果を次の施策や

事業展開の意思決定の判断材料として繋げていく

こととしています。 

 

 

本報告書は、第二次山口市総合計画のめざすまちの姿の実現に向けたまちづくりの進

捗状況や具体的な事業の成果状況等を示すものであり、今回は平成３０年度分の取組に

対する報告書になります。 

この報告書の中では、５つの政策グループごとに施策、基本事業、及び主要な事務事

業の成果指標の推移を踏まえた成果状況やその原因分析等の評価結果を示すとともに、

「プロジェクト事業の取組」として、８つのプロジェクトのテーマごとに具体的な取組

内容等を示しています。 

（２）第二次山口市総合計画の進め方 

　

Plan Do

See

評価結果に基づく
事業計画の作成、予算編成

事業の実施

施策、基本事業評価
事務事業評価

（３）まちづくり達成状況報告 
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５ 施策別評価 
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５ 施策別評価  
 
 
 
「施策別評価」では、総合計画の政策―施策の体系に沿って、施策ごとにまちづくりの進捗状 

況等を示します。 

（１）政策と施策 

73

1 - 1 74
1 - 2 118
1 - 3 142
1 - 4 176
1 - 5 198
1 - 6 208

223

2 - 1 224
2 - 2 254
2 - 3 284
2 - 4 320
2 - 5 340

349

3 - 1 350
3 - 2 384
3 - 3 404
3 - 4 422
3 - 5 434
3 - 6 448
3 - 7 478
3 - 8 514
3 - 9 534

スポーツ活動の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

国際化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

子育て支援の充実と環境整備・・・・・・・・・・・・・・・・

持続可能な公共交通の構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【施策】

【施策】

【施策】

防災対策の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・ ・・

交通安全の推進と防犯体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・

安全な水道水の安定供給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

健康づくりの推進と地域医療の充実・・・・・・・・・・・

生涯学習・社会教育の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・

消防・救急体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

適切な汚水処理による水環境の保全・・・・・・・・・・・・・・

文化・芸術・歴史の継承と創造・・・・・・・・・・・・・・・・

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持・・・・・・・・・・

コンパクトで暮らしやすいまちづくり・・・・・・・・・・・・・

快適な道路交通網の構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者福祉の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

障がい者福祉の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

地域福祉の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

社会保障制度の適正な運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

教育環境の充実と整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

政策グループ１ 子育て・健康福祉

政策グループ２ 教育・文化・スポーツ

政策グループ３ 安全安心・環境・都市
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549

4 - 1 550
4 - 2 578
4 - 3 612
4 - 4 654
4 - 5 668

681

5 - 1 682
5 - 2 718
5 - 3 730
5 - 4 744
5 - 5 772

農林業の振興・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

水産業の振興・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

就労環境の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

【施策】

・・・・・・・・・・・・

【施策】

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり・・・・・・・・・・

商工業・サービス業の振興・・・・・・・・・・・・・・・

地域活動と市民活動の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・

市民参画によるまちづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり・・・・・・・・

計画的、効果的な行政経営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

公正、確実な事務と市民サービスの向上・・・・・・・・・・・

政策グループ４ 産業・観光

政策グループ５ 協働・行政
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５ 施策別評価  
 
 
 

①  「山口市まちづくりアンケート」とは 
「山口市まちづくりアンケート」は、第二次山口市総合計画 

の進捗状況を測るために設定している施策や基本事業の成果 

指標の現状値を調査するとともに、施策に対する市民ニーズ 

（満足度、重要度）の状況を調査し、これらを今後のまちづ 

くりに生かしていくことを目的として、毎年、１８歳以上の 

市民から無作為に抽出した約5,000人を対象に実施しているも 

のです。 

アンケートの結果は過去の数値との比較や、年齢、地域別等 

の分析を通して、どのようなことに、どの程度力を入れていく 

必要があるのかなど、今後の施策や事業を展開していくうえで 

の判断材料としています。 

 

②  施策（行政分野）に対する市民ニーズの状況 
平成３０年度分の本アンケート調査については、平成３１年１月に実施しました。(回答

者 1,993 人、回収率 39.8％) 

ここでは、平成３０年度分のアンケートにより把握した、保健・医療、子育て支援など、

３０の施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況を５点満点で点数

化し、一覧表とグラフ上に整理して示します。なお、施策や基本事業の成果指標の現状値

については、７３ページ以降の「施策別評価」の中で、指標値の推移等の評価結果とあわ

せて示しています。 
 

〔概況〕 
   まちづくりアンケートにおいて、各施策に対する満足度と重要度を調査しました。回答

結果一覧については４５ページの「一覧表」を、回答結果の全体的な位置づけや、平均値

に基づく分布については４６ページ「グラフ１」、「グラフ２」をご参照ください。 

   各施策を相対的に比較してみますと、満足度が最も低い施策は「公共交通の充実」で、 

次いで、「就労環境の充実」「商工業、サービス業の振興」「農林業の振興」となっており、 

重要度が最も高い施策は「災害対策」で、次いで、「公共交通の充実」「保健・医療」「子育

て支援」「高齢者福祉」となっています。 

   また、参考に、平成２９年度と比較してみますと、満足度が最も下がっている施策は「道

路交通網の整備」で、次いで「上水道の整備」「文化の振興」となっています。重要度が

最も上がっている施策は「災害対策」で、次いで「上水道の整備」「学校教育の充実」「消

防・救急体制」となっています。 

 
 

（２）「山口市まちづくりアンケート」の結果 
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〔市民ニーズ状況の一覧〕 

  平成３０年度の各施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況、

及び平成２９年度との比較結果を一覧で示しています。 

 
 
 

 
  

一覧表 

【現在の満足度】 【今後の重要度】
・満足 ５点 ・力を入れて欲しい ５点

・どちらかといえば満足 ４点 ・できれば力を入れて欲しい ４点

・普通 ３点 ・今のままでよい ３点

・どちらかといえば不満 ２点 ・あまり力を入れる必要はない ２点

・不満 １点 ・力を入れる必要はない １点

満足度 重要度 満足度 重要度 満足度 重要度

1 3.07 3.87 2.99 3.87 0.08 0.00

2 3.10 3.89 3.08 3.88 0.02 0.01

3 3.02 3.80 3.01 3.83 0.01 ▲ 0.03

4 3.00 3.74 3.00 3.71 0.00 0.03

5 3.03 3.62 3.02 3.59 0.01 0.03

6 2.95 3.74 2.94 3.70 0.01 0.04

7 3.09 3.72 3.07 3.67 0.02 0.05

8 3.02 3.46 2.99 3.42 0.03 0.04

9 3.04 3.49 3.06 3.45 ▲ 0.02 0.04

10 3.11 3.45 3.08 3.41 0.03 0.04

11 2.93 3.38 2.88 3.34 0.05 0.04

12 2.90 3.94 2.91 3.82 ▲ 0.01 0.12

13 3.19 3.67 3.19 3.62 0.00 0.05

14 3.07 3.74 3.05 3.71 0.02 0.03

15 3.29 3.43 3.32 3.37 ▲ 0.03 0.06

16 3.11 3.57 3.09 3.55 0.02 0.02

17 3.32 3.46 3.31 3.43 0.01 0.03

18 2.98 3.61 2.95 3.60 0.03 0.01

19 2.99 3.66 3.04 3.62 ▲ 0.05 0.04

20 2.57 3.90 2.54 3.87 0.03 0.03

21 2.98 3.54 2.94 3.51 0.04 0.03

22 2.84 3.59 2.79 3.58 0.05 0.01

23 2.87 3.53 2.82 3.50 0.05 0.03

24 2.93 3.39 2.89 3.39 0.04 0.00

25 2.76 3.75 2.70 3.74 0.06 0.01

26 3.04 3.37 2.99 3.34 0.05 0.03

27 2.94 3.45 2.92 3.52 0.02 ▲ 0.07

28 2.95 3.39 2.94 3.37 0.01 0.02

29 2.90 3.56 2.88 3.53 0.02 0.03

30 3.00 3.61 2.97 3.59 0.03 0.02

3.00 3.61 2.98 3.58 0.02 0.03

3.32 3.94 3.32 3.88 0.08 0.12

2.57 3.37 2.54 3.34 ▲ 0.05 ▲ 0.07

分 野 （施策）
今回（H31.1月）実施分 前回（H29.12月）実施分 前回との比較

交通安全・防犯対策

子育て支援

保健・医療

高齢者福祉

障がい者福祉

地域福祉

社会保障制度

学校教育の充実

生涯学習の充実

文化の振興

スポーツの振興

国際化の推進

災害対策

消防・救急体制

地域活動や市民活動の充実

上水道の整備

下水道等の整備

自然環境・生活環境

都市機能・住環境

道路交通網の整備

公共交通の充実

観光の振興

商工業、サービス業の振興

農林業の振興

水産業の振興

就労環境の充実

最 低 値

市民参画によるまちづくり

人権意識の向上と男女共同参画

計画的、効果的な行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

平 均 値

最 高 値
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５ 施策別評価  
 

　（１）全体位置づけ

　（２）平均値に基づく分布

子育て支援

保健・医療

高齢者福祉

障がい者福祉

地域福祉

社会保障制度 学校教育の充実

生涯学習の充実

文化の振興

スポーツの振興

国際化の推進

災害対策

消防・救急体制

交通安全・防犯対策

上水道の整備

下水道等の整備

自然環境・生活環境

都市機能・住環境

道路交通網の整備

公共交通の充実

観光の振興

商工業、サービス業の振興

農林業の振興

水産業の振興

就労環境の充実

地域コミュニティ活動や

市民活動の充実

市民参画によるまちづくり

人権意識の向上と男女共同参画

計画的、効果的な行政経営

公正、確実な事務と

市民サービスの向上

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

2.50 2.60 2.70 2.80 2.90 3.00 3.10 3.20 3.30 3.40 3.50

重
要
度

満足度

1

3

5

1 3 5

重
要
度

満足度

満足度：高い
重要度：高い

平均 3.58

平均 2.98
満足度：高い
重要度：低い

満足度：低い
重要度：低い

満足度：低い
重要度：高い

 

〔市民ニーズ状況の分布〕 
平成３０年度の各施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況を、 

グラフ上に整理して示しています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

グラフ２ 

グラフ１ 
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①  施策別評価とは 
第二次山口市総合計画では、めざすまちの姿を実現するために、子育て・健康福祉や教

育・文化・スポーツなど、５つの政策グループごとに、具体的なまちづくりの手法として、

施策、基本事業、事務事業からなる階層的な施策体系を設定しています。そして、この施

策や基本事業に対して、その目的がどの程度達成されたのかを測るものさしとして「成果

指標」を設定し、成果状況を数値で表すことで、総合計画の進み具合や事業の成果状況を

客観的に把握、分析していくとともに、それを次の施策や事業の展開に生かしていくこと

としています。 

施策別評価は、こうした施策、基本事業、及び主要な事務事業について、成果指標の推

移を踏まえた成果状況やその原因分析等の評価結果を示すものです。 

 

 

②  成果指標の動向からみるまちづくり達成状況の全体像 

ここでは、施策と基本事業の成果指標の動向を、「指標のうごき」と「目標達成度」の２

つの視点からとらえ、これをもとに総合計画の進捗状況の全体像を示します。なお、施策

と基本事業の成果指標の一覧は、５０～５７ページに、また、成果指標ごとの評価結果に

ついては、７３ページ以降に示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）施策別評価の概要 
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５ 施策別評価  

 

「施策」の指標のうごき（全６０指標） 「基本事業」の指標のうごき（全２６０指標） 

【向上】 

134指標 

52% 

【横ばい】 

76指標 

29% 

【低下】 

48指標 

18% 

【未取得】 

2指標 

1% 

【向上】 

24指標 

40% 

【横ばい】 

29指標 

48% 

【低下】 

4指標 

7% 

【未取得】 

3指標 

5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政策１（子育て・健康福祉分野） 

政策２（教育・文化・スポーツ分野） 

政策３（安全安心・環境・都市分野） 

政策４（産業・観光分野） 

政策５（協働・行政分野） 

【向上】 

【横ばい】 

【低下】 

【未取得】 

〔指標のうごき〕 

 

指標のうごきは、成果指標の平成２９年度から３０年度にかけての推移状況を「☀向上」

「☁横ばい」「☂低下」の区分により示しています。 

※７３ページ以降の「施策別評価」では、被災者数をゼロに維持するなど、一定の数値を維持することが望ましい指標

については、「☀横ばい」という区分をさらに設けていますが、ここでは「☀向上」に含めています。 

 

施策と基本事業の「指標のうごき」の状況は下図のとおりとなっており、施策では「横

ばい」が全体の４８％と最も多く、次いで「向上」が４０％、「低下」が７％と続いていま

す。また、基本事業については「向上」が全体の５２％と最も多く、次いで「横ばい」が

２９％、「低下」が１８％と続いています。 

 

 

また、施策と基本事業の成果指標を「政策」ごとにまとめた、政策別の状況は下図のと

おりとなっています。政策ごとに指標数や指標の性質等は異なりますが、「向上」の指標は、

教育・文化・スポーツ分野で割合がやや高くなっています。一方、「低下」の指標は、産業・

観光分野でやや割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策別の指標のうごき 
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【高】 

18指標 

30% 

【中】 

10指標 

17% 

【低】 

29指標 

48% 

【未取得】 

3指標 

5% 

【高】 

97指標 

37% 

【中】 

48指標 

18% 

【低】 

114指標 

44% 

【未取得】 

1指標 

1％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政策１（子育て・健康福祉分野） 

政策２（教育・文化・スポーツ分野） 

政策３（安全安心・環境・都市分野） 

政策４（産業・観光分野） 

政策５（協働・行政分野） 

【高】 

【中】 

【低】 

【未取得】 

〔目標達成度〕 

 

目標達成度は、成果指標の計画目標値（令和４年度）に対する平成３０年度の達成状況を

次の区分により示しています。 

 

（高）：達成度が７０％以上 １００％未満 

（中）：達成度が３０％以上 ７０％未満 

（低）：達成度が３０％未満 

 

施策と基本事業の「目標達成度」の状況は下図のとおりとなっており、施策では目標達

成度「低」の指標が全体の４８％と最も多く、次いで「高」が３０％、「中」が１７％と続

いています。また、基本事業については目標達成度「低」の指標が全体の４４％と最も多

く、次いで「高」が３７％、「中」が１８％と続いています。 

 

また、施策と基本事業の成果指標を「政策」ごとにまとめた、政策別の状況は下図のとお

りとなっています。政策ごとに指標数や指標の性質等は異なりますが、目標達成度「高」の

指標は、協働・行政分野でやや割合が高くなっています。一方、目標達成度「低」の指標は、

産業・観光分野でやや割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策別の目標達成度 

「施策」の目標達成度（全６０指標） 「基本事業」の目標達成度（全２６０指標） 

49



５ 施策別評価  

 

施策1－①  子育て支援の充実と環境整備

基本事業

子どもを安心して生み育てられる環境が整っていると思う、子どもを持つ親の割合 ％ 47.9 47.9 50.0 65.0 ☁（横ばい） 低

子育ての不安や悩みを解決できている親の割合 ％ 52.8 52.8 52.2 60.0 ☁（横ばい） 低

子育てや教育に関する相談窓口を知っている親の割合 ％ 68.9 68.9 68.5 75.0 ☁（横ばい） 低

安心して出産・育児ができると思う保護者の割合 ％ 95.9 96.8 96.7 97.0 ☁（横ばい） 高

健康診査受診率（１か月児・３か月児・７か月児・１歳６か月児・３歳児） ％ 98.3 96.6 98.5 98.5 ☀（向　上） 高

保育所待機児童数 人 92 36 15 0 ☀（向　上） 中

放課後児童クラブ待機児童数 人 250 174 138 0 ☀（向　上） 中

幼稚園や保育所（園）で就学前教育を受けている幼児の割合 ％ 99.5 99.7 99.7 99.7 ☀（横ばい） 高

4 子どもたちの交流の場づくり 児童館平均利用回数（延べ利用者数/18歳未満児童数） 回 1.6 1.5 1.5 3.0 ☁（横ばい） 低

児童虐待認定件数 件 14 7 4 10 ☁（横ばい） 高

養育に関する相談件数 件 3,300 6,377 6,855 4,000 ☁（横ばい） 高

6 ひとり親家庭等の福祉の充実 ひとり親家庭の福祉サービスを受けている延べ世帯数 世帯 4,466 4,375 4,266 4,700 ☂（低　下） 低

施策1－②  健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業

自分が健康だと思う市民の割合 ％ 77.1 77.1 75.9 82.0 ☁（横ばい） 低

医療体制が充実していると思う市民の割合 ％ 76.2 76.2 76.4 80.0 ☁（横ばい） 低

国民健康保険被保険者一人当たりの医療費 円 432,232 446,673 447,731 521,000 ☁（横ばい） 高

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（食事） ％ 80.1 80.1 78.4 85.0 ☁（横ばい） 低

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（運動） ％ 36.2 36.2 34.3 40.0 ☁（横ばい） 低

睡眠による休養が十分にとれている市民の割合 ％ 69.6 69.6 68.9 75.0 ☁（横ばい） 低

食育に関心を持っている市民の割合 ％ 71.3 71.3 74.4 80.0 ☀（向　上） 中

朝食を食べている市民の割合（１８歳以上） ％ 86.3 86.3 86.4 90.0 ☁（横ばい） 低

１年に１回健診を受けている市民（１８歳以上）の割合 ％ 76.6 76.6 76.9 80.0 ☁（横ばい） 低

５種のがん検診の平均受診率（４０歳以上６９歳。子宮がん検診は２０歳以上６９歳。） ％ 41.7 41.7 37.8 45.0 ☂（低　下） 低

がん検診の精密検査必要者で検査・治療をしている市民の割合 ％ 88.7 88.1 89.7 89.0 ☀（向　上） 高

予防接種率（子どもの予防接種） ％ 97.5 97.4 97.5 98.0 ☁（横ばい） 低

4 医療体制の充実 急病の時に診てもらえる救急医療体制が整っていると思う市民の割合 ％ 80.3 80.3 81.8 83.0 ☁（横ばい） 中

施策1－③  高齢者福祉の充実

基本事業

６５歳以上で仕事や余暇の時間に生きがいを持って過ごしている人の割合 ％ 68.2 68.2 65.8 72.8 ☁（横ばい） 低

自立高齢者割合（介護保険の第１号被保険者のうち、要介護の認定を受けていない高齢者割合） ％ 86.3 86.2 86.1 86.5 ☂（低　下） 低

介護サービスが充実していると思う高齢者の割合 ％ 50.1 50.1 42.4 53.6 ☂（低　下） 低

予防給付及び介護予防・生活支援サービス事業を利用した者で状態区分が維持・改善した高齢者の割合 ％ 70.0 70.0 88.7 75.0 ☀（向　上） 高

市の実施する介護予防活動に取り組んでいる高齢者の割合 ％ 11.8 25.5 15.9 19.0 ☂（低　下） 中

地域活動に参加している高齢者数 人 31,229 31,229 31,605 32,275 ☁（横ばい） 中

高齢者向け施設を活用し、趣味や習い事を楽しんでいる高齢者の延べ人数 人 68,353 67,632 67,546 71,500 ☁（横ばい） 低

地域包括支援センターを知っている市民の割合 ％ 51.4 51.4 54.6 58.0 ☀（向　上） 中

地域ケア会議の開催により支援・取組につながった事例数 件 122 108 101 135 ☁（横ばい） 低

高齢者支援（ボランティア活動）に参加している市民の数 人 257 240 269 514 ☀（向　上） 低

友愛訪問グループ数 グループ 722 670 965 759 ☀（向　上） 高

認知症高齢者のうち在宅で過ごしている割合 ％ 60.5 62.0 61.4 66.5 ☁（横ばい） 低

認知症サポーター数 人 9,823 10,936 12,546 15,800 ☀（向　上） 中

困りごとの相談先がある高齢者の割合 ％ 68.9 68.9 69.3 76.1 ☁（横ばい） 低

虐待を受けた高齢者が安定した生活に移行できた割合 ％ 63.6 72.7 66.7 65.0 ☂（低　下） 高

地域生活のための各種権利擁護事業の利用者数 人 153 158 162 203 ☁（横ばい） 低

6 介護サービスの充実 介護サービスが充実していると思う高齢者の割合 ％ 50.1 50.1 42.4 53.6 ☂（低　下） 低

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

子育て支援の充実と環境整備

1 子育て支援環境の充実

2 母子保健の充実

　施　策
成果指標名 単位 基準値

3 幼児教育・保育の充実

5 児童虐待の防止

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

健康づくりの推進と地域医療の充実

1 健康づくりの推進

2 食育の推進

3 疾病予防・早期発見・早期治療
の推進

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

高齢者福祉の充実

1 介護予防の推進

2 社会参加と生きがいづくりの推
進

3 地域包括ケアシステムの充実

4 認知症対策の推進

5 在宅生活支援の充実

  

ここでは、施策と基本事業に設定している成果指標を一覧で示します。 

※一覧表中の「指標のうごき」、「目標達成度」の考え方等については、７１ページを参照 

（４）施策、基本事業 成果指標一覧 
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施策1－④  障がい者福祉の充実

基本事業

在宅で生活している障がい者の割合 ％ 97.7 97.7 97.7 97.9 ☀（横ばい） 低

障がいの特性及びその環境に応じて、就業している障がい者の割合 ％ 3.86 3.88 3.86 4.20 ☁（横ばい） 低

障がいのある人への理解が深まってきていると思う市民の割合 ％ 44.6 44.6 42.7 50.0 ☁（横ばい） 低

障害福祉サービスを利用している障がい者の割合 ％ 34.2 34.0 34.4 40.0 ☀（向　上） 低

障害児通所支援の利用者数 人 466 492 530 586 ☀（向　上） 中

就労サービスを利用している障がい者の割合 ％ 15.5 15.5 15.9 16.5 ☀（向　上） 中

日常生活用具の支給を受けた障がい者の割合 ％ 52.9 52.3 54.7 55.0 ☀（向　上） 高

障がい者基幹相談支援センターで相談対応した人数 人 275 420 484 300 ☀（向　上） 高

手話通訳者・要約筆記者等の派遣回数 回 1,147 1,164 1,345 1,200 ☀（向　上） 高

障がい者スポーツ・文化活動への参加者数 人 1,413 1,334 828 1,600 ☂（低　下） 低

障がい者差別解消普及啓発活動数 回 10 12 12 15 ☁（横ばい） 中

成年後見制度利用支援の利用者数 人 4 3 7 6 ☀（向　上） 高

施策1－⑤  地域福祉の充実

基本事業

地域福祉活動で共助（相互扶助）ができていると思う市民の割合 ％ 34.5 34.5 33.5 40.0 ☁（横ばい） 低

地域福祉活動への参加意識のある市民の割合 ％ 35.2 35.2 34.2 40.0 ☁（横ばい） 低

地域福祉活動に参加したことがある市民の割合 ％ 19.0 19.0 19.1 25.0 ☁（横ばい） 低

小地域当たりの実施サービスメニュー数 件 23.2 23.6 24.0 24 ☁（横ばい） 高

社会福祉協議会の加入率 ％ 70.0 70.8 69.6 74.0 ☁（横ばい） 低

民生委員・児童委員の一人当たり年間活動日数 日 153 154 154 155 ☁（横ばい） 中

施策1－⑥  社会保障制度の適正な運用

基本事業

介護保険料の現年度徴収率 ％ 99.44 99.54 99.59 99.47 ☀（向　上） 高

国民健康保険料の現年度徴収率 ％ 94.50 94.79 95.01 94.55 ☀（向　上） 高

後期高齢者医療制度保険料の現年度徴収率 ％ 99.59 99.65 99.72 99.65 ☀（向　上） 高

６５歳以上の老齢年金等受給権者割合 ％ 95.56 96.43 96.81 97.00 ☀（向　上） 高

国民年金保険料の納付率 ％ 73.69 75.24 77.19 76.00 ☀（向　上） 高

生活保護受給者の割合 ‰ 7.69 7.42 7.19 7.80 ☁（横ばい） 低

自立による生活保護廃止件数 世帯 53 44 40 60 ☂（低　下） 低

自立相談支援事業の相談者数 人 4,737 5,206 3,538 4,790 ☂（低　下） 低

4 福祉サービスの適正な運営の確保 福祉サービス事業所に対する監査の実施件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

障がい者福祉の充実

1 自立した生活と雇用・就業に向
けた支援の促進

2 地域生活支援の推進

　施　策
成果指標名 単位 基準値

3 社会参加活動の推進

4 理解促進・権利擁護の推進

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

地域福祉の充実

指標の
うごき

目標
達成度

社会保障制度の適正な運用

1 地域福祉意識の醸成と活動の充
実

2 地域福祉の基盤強化

　施　策
成果指標名 単位 基準値

1 保険制度の適正な運営

2 国民年金制度の理解

3 生活保護と自立生活の支援

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

施策2－①  教育環境の充実と整備

基本事業

学校生活を楽しんでいる児童の割合 ％ 89.9 89.3 89.4 91.0 ☁（横ばい） 低

学校生活を楽しんでいる生徒の割合 ％ 89.3 88.5 89.2 91.0 ☁（横ばい） 低

授業の内容が分かると感じている児童･生徒の割合 ％ 85.6 85.6 86.6 88.0 ☀（向　上） 高

教員一人に対する児童･生徒数 人 13.2 13.2 12.5 13.0 ☀（向　上） 高

児童・生徒一人当たりの貸し出し冊数 冊 32 35 38 42 ☀（向　上） 中

食に関する指導を実施した学校の割合 ％ 100 100 100 100 ☀（横ばい） 高

コンピュータ1台当たりの児童数 人 5.2 4.8 3.2 4.4 ☀（向　上） 高

コンピュータ1台当たりの生徒数 人 5.0 4.9 4.8 4.4 ☀（向　上） 中

英語で話しが出来るようになりたいと思う児童の割合 ％ 87.8 87.8 87.9 90.0 ☀（向　上） 低

中学校卒業時に英検３級程度の能力を有する生徒の割合 ％ 35.3 35.3 27.8 45.0 ☂（低　下） 低

小・中学校屋内運動場の非構造部材の耐震化率 ％ 15.7 35.3 54.9 84.3 ☀（向　上） 中

小・中学校における教室充足率 ％ 92.0 94.0 96.0 96.0 ☀（向　上） 高

小・中学校におけるトイレの洋式化率 ％ 35.9 39.6 42.8 50.0 ☀（向　上） 中

学校安全に関する避難訓練等を年３回以上実施した小・中学校の割合 ％ 100 100 100 100 ☀（横ばい） 高

経済的理由で就学できない児童・生徒数 人 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

特別支援学級の教員一人に対する児童・生徒数 人 2.0 2.0 1.9 2.0 ☀（向　上） 高

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

教育環境の充実と整備

1 確かな学力の定着

2 豊かな心と健やかな体の育成

　施　策
成果指標名 単位 基準値

3 現代的課題に対応した教育の充実

4 安心して学べる教育環境づくり

5 一人ひとりに寄り添う教育支援
体制の充実
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５ 施策別評価  
 

 

施策2－②  生涯学習・社会教育の推進

基本事業

生涯学習に取り組んでいる市民の割合 ％ 23.9 23.9 28.1 27.0 ☀（向　上） 高

学びによって充実した毎日を送っていると思う市民の割合 ％ 80.5 80.5 80.2 82.0 ☁（横ばい） 低

地域において子どもが健全に育成されていると感じている市民の割合 ％ 40.7 40.7 42.3 43.0 ☀（向　上） 中

地域交流センターの講座・学級受講者数 人 24,278 22,571 21,231 25,000 ☂（低　下） 低

地域交流センターで活動する定期利用団体数 団体 630 630 644 660 ☀（向　上） 中

大学等と連携した講座数 事業 16 16 16 20 ☁（横ばい） 低

大学等と連携した講座参加者数 人 1,959 2,144 2,074 2000以上 ☂（低　下） 高

3 生涯学習施設の整備・充実 生涯学習・社会教育施設の利用者数 人 712,775 724,761 692,888 726,000 ☂（低　下） 低

4 家庭教育の充実 家庭教育を支援する講座や相談窓口を知っている保護者の割合 ％ 67.3 67.3 74.2 75.0 ☀（向　上） 高

5 地域と学校の連携 地域に開かれた学校づくりがなされていると感じる保護者の割合 ％ 67.9 67.9 72.3 70.0 ☀（向　上） 高

6 青少年の健全育成 補導、検挙された少年の数 人 66 88 63 60 ☀（向　上） 中

市民一人当たりの貸出点数 点 7.5 7.6 7.2 10.0 ☂（低　下） 低

市民一人当たりの１か月の読書冊数 冊 1.9 1.9 1.5 2.1 ☂（低　下） 低

入館者数 人 730,768 733,777 700,842 750,000 ☂（低　下） 低

地域資料点数 点 26,807 29,174 31,707 30,000 ☀（向　上） 高

施策2－③  文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業

文化・芸術・歴史に触れる機会（訪れる・鑑賞する・活動する・体験する）が恵まれていると思う市民の割合 ％ 65.7 65.7 67.8 67.9 ☀（横ばい） 高

山口市の文化・芸術・歴史に誇りや愛着を持っている市民の割合 ％ 65.0 65.0 64.4 67.5 ☁（横ばい） 低

文化・芸術活動をしている市民の割合 ％ 22.1 22.1 24.6 24.6 ☀（向　上） 高

文化・芸術活動をする環境が整っていると思う市民の割合 ％ 62.9 62.9 66.0 65.0 ☀（向　上） 高

文化・芸術活動における後援件数 件 172 204 213 186 ☀（向　上） 高

文化・芸術鑑賞の機会が十分だと思う市民の割合 ％ 40.7 40.7 39.9 42.9 ☁（横ばい） 低

児童・生徒を対象とした文化・芸術に関するイベント参加者数 人 1,621 4,072 1,791 1,810 ☂（低　下） 高

文化施設での文化芸術公演参加者数 人 300,262 238,997 255,773 325,000 ☀（向　上） 低

指定及び登録文化財数 件 288 291 292 293 ☀（向　上） 高

郷土の歴史や文化に関するイベントへの参加者数 人 1,859 1,093 4,350 1,900 ☀（向　上） 高

子どもや学生を対象とした出張講座・研修・見学の回数 件 28 41 32 30 ☂（低　下） 高

中原中也記念館、山口情報芸術センター、山口市菜香亭の来館者数 人 753,613 725,904 805,918 765,000 ☀（向　上） 高

大内文化特定地域内での事業への参加者数 人 53,212 38,325 38,260 57,000 ☂（低　下） 低

芸術文化創造・発信事業への参加者数 人 86,791 67,966 111,563 88,000 ☀（向　上） 高

施策2－④  スポーツ活動の充実

基本事業

スポーツに触れる（観戦する・行う・体験する）機会に恵まれていると思う市民の割合 ％ 72.4 72.4 72.8 75.0 ☁（横ばい） 低

スポーツ活動に親しむ市民の割合 ％ 32.0 32.0 34.0 40.0 ☁（横ばい） 低

スポーツイベント・教室への参加率 ％ 32.9 32.9 35.3 37.5 ☁（横ばい） 中

スポーツイベント・教室の機会充足度 ％ 69.0 69.0 75.1 70.0 ☀（向　上） 高

体育施設の利用件数 件 105,701 108,880 106,744 112,000 ☂（低　下） 低

体育施設の満足度 ％ 68.1 68.2 72.5 72.0 ☀（向　上） 高

体育協会への登録者数 人 12,104 12,751 12,634 13,000 ☂（低　下） 中

スポーツ少年団への登録率 ％ 22.4 23.0 22.4 22.4 ☂（低　下） 高

総合型スポーツクラブの事業実施数 回 1,002 1,185 1,198 1,150 ☁（横ばい） 高

施策2－⑤  国際化の推進

基本事業

国際化が進んでいると思う市民の割合 ％ 15.9 15.9 18.4 20.0 ☁（横ばい） 中

国際交流・国際協力に取り組んだり、行事などに参加したことのある市民の割合 ％ 3.8 3.8 5.0 9.0 ☁（横ばい） 低

姉妹友好都市を知っている市民の割合 ％ 4.8 4.8 6.0 11.0 ☁（横ばい） 低

2 多文化共生の推進 外国人が暮らしやすいと感じることのできるまちと思う市民の割合 ％ 21.7 21.7 24.6 25.0 ☀（向　上） 高

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

生涯学習・社会教育の推進

1 多様な学習機会と学習情報の充実

2 大学等と連携した人材育成

7 図書館サービスの充実

　施　策
成果指標名

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標
達成度

文化・芸術・歴史の継承と創造

1 身近で多彩な文化・芸術活動の
ための環境づくり

2 芸術鑑賞機会の拡充と文化を担
う人材育成

3 郷土の歴史や文化の保護・継承

4 文化・芸術・歴史を生かした本
市個性の創造と発信

単位 基準値

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

スポーツ活動の充実

1 スポーツ活動の充実

2 体育施設の整備・充実

　施　策
成果指標名 単位 基準値

3 体育関係団体・指導者の育成

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

国際化の推進

1 国際交流の推進
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施策3－①  防災対策の充実

基本事業

災害の面で安全に暮らせていると感じている市民の割合 ％ 51.9 51.9 55.7 55.0 ☀（向　上） 高

災害への備えをしている市民の割合 ％ 30.9 30.9 33.7 35.0 ☁（横ばい） 中

（上記指標のうち）緊急時の避難場所を知っている市民の割合 ％ 58.4 58.4 64.2 70.0 ☀（向　上） 中

災害時にどのような行動をしたらよいか認識している市民の割合 ％ 28.3 28.3 27.7 40.0 ☁（横ばい） 低

自主防災組織率 ％ 46.8 52.7 53.1 61.0 ☀（向　上） 中

防災訓練参加者率 ％ 31.7 31.7 30.6 40.0 ☁（横ばい） 低

河川整備率 ％ 57.8 60.8 62.3 66.1 ☀（向　上） 中

浸水対策重点実施地区数 地区 3 3 3 6 ☁（横ばい） 低

ため池整備率 ％ 12.8 12.8 14.3 25.2 ☀（向　上） 低

高潮時に浸水が想定される戸数 戸 320 310 310 320 ☁（横ばい） 低

海岸保全施設整備率 ％ 11.7 14 15.2 64.7 ☀（向　上） 低

避難所充足率 ％ 38.7 40.1 66.0 45.0 ☀（向　上） 高

情報伝達手段数（防災行政無線、広報車等） 件 5 6 6 6 ☁（横ばい） 高

6 危機管理体制の充実 危機管理の内部体制が整っていると思う職員割合 ％ 86.9 81.9 85.3 90.0 ☀（向　上） 低

施策3－②  消防・救急体制の充実

基本事業

消防・救急体制が整っていると思う市民の割合 ％ 67.1 67.1 61.4 74.0 ☂（低　下） 低

心肺停止患者の救命率（１か月後の生存率） ％ 13.0 12.8 18.2 17.0 ☀（向　上） 高

救命講習の受講者数 人 56,000 77,109 84,622 91,000 ☀（向　上） 高

救急ステーション認定事業所数 件 50 52 56 75 ☀（向　上） 低

火災・救急現場への平均到着時間 分 8.0 8.1 8.3 7.9 ☂（低　下） 低

消防団員の充足率 ％ 92.2 92.2 92.7 94.2 ☁（横ばい） 低

建物火災の延焼阻止率 ％ 89.6 90.4 88.5 93.4 ☂（低　下） 低

消防団協力事業所数 件 24 27 26 37 ☁（横ばい） 低

防火対策をしている市民の割合 ％ 15.3 15.3 17.8 30.0 ☀（向　上） 低

防火管理者の選任率 ％ 82.8 85.2 87.9 83.5 ☀（向　上） 高

施策3－③  交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業

交通事故（人身事故）発生件数 件 695 597 468 550 ☀（向　上） 高

市民の交通マナーは良いと思う市民の割合 ％ 71.0 71.0 72.0 75.5 ☁（横ばい） 低

治安がよく、安心して住めると思う市民の割合 ％ 93.7 93.7 93.7 維持 ☀（横ばい） 高

犯罪認知件数 件 1,015 927 933 800 ☁（横ばい） 中

交通違反件数（安全運転義務違反） 件 468 296 238 400 ☀（向　上） 高

交通安全教室の参加人数 人 12,663 9,230 10,572 13,000 ☀（向　上） 低

高齢者の死傷者数 人 154 144 118 120 ☀（向　上） 高

2 道路交通環境の整備 道路交通安全施設の改善要望件数に対する交通安全施設の改善（設置）件数の割合 ％ 92.9 93.7 96.1 95.0 ☀（向　上） 高

3 防犯意識の向上 防犯灯の設置灯数 灯 12,568 12,568 12,769 13,500 ☀（向　上） 低

消費生活講座受講者数 人 1,294 1,354 1,536 1,500 ☀（向　上） 高

消費相談件数 件 1,476 1,711 1,745 1,600 ☁（横ばい） 高

施策3－④  安全な水道水の安定供給

基本事業

水道水を飲用している市民の割合 ％ 63.7 63.4 64.9 60.0 ☀（横ばい） 高

管路の累積更新延長 km 0 0 19.4 90 ☀（向　上） 低

構造物の耐震化割合 ％ 47.5 51.8 51.8 55.4 ☀（横ばい） 中

経常収支比率 ％ 116.2 110.8 112.1 100以上 ☀（横ばい） 高

2 簡易水道事業の持続可能な経営 管路の累積更新延長 km 0 0 4.9 10 ☀（向　上） 中

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

防災対策の充実

1 防災意識の向上

2 地域防災力の向上

　施　策
成果指標名 単位 基準値

3 浸水対策の推進

4 海岸高潮対策の充実

5 初動・復旧体制の充実

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

目標値
（R04）

指標の
うごき

消防・救急体制の充実

1 救急・救助高度化の推進

2 消防体制の充実

3 火災予防の推進

　施　策
成果指標名

実績値
（H29）

実績値
（H30）

単位 基準値
実績値

（H29）
実績値

（H30）
目標

達成度

交通安全の推進と防犯体制の充実

1 交通安全意識の向上

4 消費生活に関する啓発と情報の
提供

　施　策
成果指標名 単位 基準値

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

安全な水道水の安定供給

1 水道事業の安定的な経営
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５ 施策別評価  

 

施策3－⑤  適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業

汚水が衛生的に処理されている人の割合 ％ 90.9 92.1 92.2 93.0 ☀（向　上） 中

進捗率 ％ 83.0 83.5 84.5 85.7 ☀（向　上） 中

構造物耐震化率 ％ 39.2 39.2 50.7 48.6 ☀（向　上） 高

経費回収率 ％ 106.6 111.8 116.0 100以上 ☀（向　上） 高

2 農業集落排水事業の持続可能な経営 処理水の排水基準（ＢＯＤ）の達成率 ％ 100 100 100 100 ☀（横ばい） 高

3 漁業集落排水事業の持続可能な経営 処理水の排水基準（ＢＯＤ）の達成率 ％ 100 100 100 100 ☀（横ばい） 高

4 合併処理浄化槽の普及促進 処理区域外の合併処理浄化槽の汚水処理人口普及率 ％ 78.7 82.0 82.2 85.0 ☀（向　上） 中

施策3－⑥  自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業

山口市の自然環境に満足している市民の割合 ％ 91.5 91.5 92.0 92.0 ☀（向　上） 高

節電や３Rなどを心がけていると思う市民の割合 ％ 83.5 83.5 85.3 89.0 ☀（向　上） 中

快適な生活環境が整っていると思う市民の割合 ％ 71.6 71.6 72.4 74.0 ☀（向　上） 中

環境に優しい行動をしている（環境活動に参加している）市民の割合 ％ 54.1 54.1 59.5 57.0 ☀（向　上） 高

エコポータルサイト・公式SNSの閲覧者数 人 12,300 19,461 12,043 20,000 ☂（低　下） 低

地球温暖化対策を意識して生活している市民の割合 ％ 64.5 64.5 74.9 72.0 ☀（向　上） 高

EA21など環境マネジメントシステムの認証を取得している事業所数 件 90 97 97 110 ☁（横ばい） 中

再生可能エネルギー等利用設備を設置または設置を予定している市民の割合 ％ 20.7 20.7 18.3 22.5 ☂（低　下） 低

家庭における再生可能エネルギー設備（太陽光発電10kW未満）導入件数 件 5,942 6,256 6,479 9,000 ☀（向　上） 低

１人１日当たりごみ排出量(集団回収を含む） g/人日 1,060 1,052 1,069 1,027 ☁（横ばい） 低

家庭系ごみ排出量 t 47,069 46,100 46,668 44,500 ☁（横ばい） 低

事業系ごみ排出量 t 26,441 26,733 27,174 24,200 ☂（低　下） 低

リサイクル率（熱回収を含む） ％ 31.0 29.5 30.9 33.8 ☀（横ばい） 低

資源物の混入割合（可燃、家庭系） ％ 14.9 11.8 13.5 11.0 ☁（横ばい） 中

資源物の混入割合（不燃、家庭系） ％ 3.4 7.3 8.3 2.0 ☂（低　下） 低

ごみ排出量に対する資源物の割合 ％ 12.1 11.8 11.7 13.4 ☁（横ばい） 低

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（可燃） 円/ｔ 38,355 39,853 40,536 41,000 ☁（横ばい） 中

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（不燃） 円/ｔ 153,646 152,020 174,334 190,000 ☁（横ばい） 中

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（資源） 円/ｔ 42,940 43,836 50,638 45,000 ☂（低　下） 低

7 生活公害対策の推進 生活公害に関する苦情件数 件 166 139 147 159 ☂（低　下） 高

狂犬病予防注射接種率 ％ 83.6 84.1 85.8 84.3 ☀（向　上） 高

ペット等に関する苦情件数 件 27 14 18 26 ☂（低　下） 高

施策3－⑦  コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業

調和や秩序がとれたまちになっていると思う市民の割合 ％ 86.3 86.3 88.6 維持 ☁（横ばい） 高

1 適正かつ合理的な土地利用の推進 用途地域内において、有効に利用されていない土地の割合 ％ 14.8 14.8 14.5 13.8 ☀（向　上） 中

2 潤いのある緑環境の創出 公園が利用しやすいと思う市民の割合 ％ 74.9 74.9 78.3 75.0 ☀（向　上） 高

3 良好な景観の形成 景観やまちなみに満足している市民の割合 ％ 81.8 81.8 82.0 85.0 ☁（横ばい） 低

来街者数 人 54,798 54,798 47,733 52,350 ☂（低　下） 低

中心市街地内の人口 人 4,476 4,550 4,543 4,520 ☁（横ばい） 高

用途地域内における開発許可件数（平成20年度からの累計） 件 349 349 392 525 ☀（向　上） 低

用途地域内における開発許可面積（平成20年度からの累計） ㎡ 991,293 991,293 1,125,996 1,422,493 ☀（向　上） 中

市が関与して解体に至った老朽危険空家の件数（10年間の累計：H30-R9） 件 0 0 24 100 ☀（向　上） 低

空家等に関する各種相談の解決率（15年間の累計：H25-R9） ％ 46.4 51.9 55.1 60.0 ☀（向　上） 中

入居率 ％ 83.0 80.8 78.7 85.0 ☂（低　下） 低

個別改善住宅の改修率 ％ 67.4 68.0 69.8 72.0 ☀（向　上） 高

基準値
実績値

（H29）

適切な汚水処理による水環境の保全

1 公共下水道事業の健全な経営

　施　策
成果指標名 単位

実績値
（H30）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

1 環境保全意識の啓発

2 地球温暖化対策の推進

　施　策
成果指標名 単位

実績値
（H29）

基準値

自然環境の保全と衛生的な生活環境
の維持

実績値
（H30）

目標値
（R04）

3 再生可能エネルギー等の利活用
の推進

4 ごみ排出量の抑制

5 リサイクルの推進

6 ごみの適正処理

8 ペット等の適正飼養の促進

　施　策 指標の
うごき

目標
達成度

コンパクトで暮らしやすいまちづくり

4 中心市街地活性化の推進

5 良好な住環境の整備

6 市営住宅ストックの有効活用

成果指標名 単位 基準値
実績値

（H29）
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施策4－①  豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業

観光客数 人 4,711,803 4,834,693 6,118,939 5,300,000 ☀（向　上） 高

宿泊客数 人 938,341 908,635 925,598 950,000 ☀（向　上） 低

外国人観光客数 人 75,470 87,863 113,589 117,000 ☀（向　上） 高

1 観光資源の活用と情報発信 山口市の魅力度 位内 240 240 265 100 ☂（低　下） 低

2 観光ホスピタリティの充実 山口市訪問の満足度 ％ 71 71 69 78 ☂（低　下） 低

3 観光基盤の整備 観光施設の満足度 ％ 55 56 58 60 ☀（向　上） 中

観光消費額（山口市内での平均消費額） 円 34,078 30,327 32,467 45,000 ☀（向　上） 低

湯田温泉宿泊客数 万人 53.8 51.6 52.4 54 ☀（向　上） 低

外国人宿泊客数 人 21,767 23,757 22,974 35,000 ☂（低　下） 低

施策4－②  商工業・サービス業の振興

基本事業

市内事業所数 所 8,924 - - 維持 - -

市内事業所の従業者数 人 86,027 - - 維持 - - 

市内総生産（第一次産業を除く） 百万円 665,450 - - 683,600 - -

新たに立地した誘致企業数（平成18年度からの累計） 社 51 59 66 76 ☀（向　上） 中

新たに立地した誘致企業の雇用従業員数（平成18年度からの累計） 人 1,885 2,352 2,473 2,260 ☀（向　上） 高

新規起業者数 件 129 90 112 140 ☀（向　上） 低

起業相談件数 件 254 170 197 300 ☀（向　上） 低

商工団体等の会員数 人 3,520 3,441 3,334 維持 ☂（低　下） 低

山口市の制度融資利用件数 件 71 58 60 80 ☀（向　上） 低

4 新事業・新産業の創造 産学連携・事業連携による共同研究事業数 件 3 2 2 4 ☁（横ばい） 低

ふるさと産品購入意欲度（地域ブランド調査） 位内 306 306 221 206 ☀（向　上） 高

卸売・小売業市内１事業所あたりの売上（収入）金額 千円 234,989 - - 282,767 - -

山口市商店街通行量調査での通行者数 人 31,572 31,572 30,756 33,700 ☂（低　下） 低

山口市中心商店街会員数 人 230 230 223 240 ☂（低　下） 低

空き店舗率 ％ 12.0 10.2 11.6 10.0 ☂（低　下） 低

匠のまち創造支援事業を活用した出店件数（H20年度からの累計） 件 20 21 24 32 ☀（向　上） 中

伝承施設利用者数 人 59,867 57,542 52,760 62,000 ☂（低　下） 低

2 起業の促進

3 中小企業の経営安定化

5 ふるさと産品の振興

6 中心商店街の活性化

7 匠のまちの創出

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

商工業・サービス業の振興

1 企業立地の促進

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

豊かな地域資源を生かした観光のま
ちづくり

4 観光産業の活性化

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

 

 

 

施策3－⑧  快適な道路交通網の構築

基本事業

道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 78.7 78.7 77.2 81.0 ☁（横ばい） 低

市内での車の移動が円滑であると思う市民の割合 ％ 73.8 73.8 75.7 76.0 ☁（横ばい） 高

生活道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 74.6 74.6 73.0 77.0 ☁（横ばい） 低

歩道の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 65.0 65.0 66.0 67.0 ☁（横ばい） 中

2 未来につながる道づくり 幹線道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 82.7 82.7 81.3 85.0 ☁（横ばい） 低

3 道路・橋梁の維持管理 道路の破損等に起因して発生した事故件数 件 7 0 5 5 ☂（低　下） 高

施策3－⑨  持続可能な公共交通の構築

基本事業

月１回以上公共交通機関を利用する市民の割合 ％ 19.7 19.7 21.9 25.0 ☁（横ばい） 中

公共交通機関の利便性に満足している市民の割合 ％ 50.4 50.4 49.4 54.3 ☁（横ばい） 低

バスの利便性に満足している市民の割合 ％ 49.3 49.3 46.6 53.0 ☁（横ばい） 低

鉄道の利便性に満足している市民の割合 ％ 46.9 46.9 47.8 51.0 ☁（横ばい） 低

鉄道駅等の交通結節点における乗り換えの利便性に満足している市民の割合 ％ 49.8 49.8 47.7 55.0 ☁（横ばい） 低

2 地域にふさわしい交通のしくみの構築 コミュニティ交通の利便性に満足している市民の割合 ％ 55.6 55.6 55.5 58.0 ☁（横ばい） 低

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

快適な道路交通網の構築

1 暮らしを支える道づくり

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

持続可能な公共交通の構築

1 利便性の高い基幹交通ネット
ワークの構築
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５ 施策別評価  

 

 

 

 

施策4－③  農林業の振興

基本事業

本市の耕地面積（ほ場整備面積） ha 4,069.1 4,069.1 4,069.1 4,209.6 ☁（横ばい） 低

森林施業面積 ha 903.6 903.6 391.2 1,000 ☂（低　下） 低

農畜産物の販売額 百万円 5,394 5,562 5,608 5,544 ☀（向　上） 高

重点推進作物等の作付面積 ha 134.3 130.8 133.3 146 ☀（向　上） 低

肉用牛・乳用牛の飼養頭数 頭 2,719 2,597 2,658 2,970 ☀（向　上） 低

道の駅の農産物売上高 千円 383,532 374,511 352,761 390,000 ☂（低　下） 低

６次産業化・農商工連携取り組み件数 件 10 12 16 15 ☀（向　上） 高

木材の素材生産量 m3 31,429 31,429 45,751 43,000 ☀（向　上） 高

認定農業者数 経営体 262 262 263 288 ☀（向　上） 低

新規就農者・就業者数 人 14 - 15 16 - 中

農地所有適格法人数 法人 86 88 90 89 ☀（向　上） 高

担い手への農地集積率 ％ 36.3 36.8 36.9 43.0 ☀（向　上） 低

林業作業従事者数 人 67 67 61 75 ☂（低　下） 低

有害鳥獣の捕獲頭羽数 頭羽 2,694 2,406 3,095 3,000 ☀（向　上） 高

耕作放棄地の面積 ha 416 416 441 400 ☂（低　下） 低

人工林の間伐面積 ha 872 872 344.18 950 ☂（低　下） 低

人工林における路網密度 m/ha 4.09 4.09 4.09 7.00 ☁（横ばい） 低

都市農村交流の人口 千人 1,946 1,892 1,985 1,956 ☀（向　上） 高

学校給食における地元農産物を使用する割合 ％ 65.2 68.5 71.0 67.0 ☀（向　上） 高

農林業における女性団体の活動回数 回 90 90 93 95 ☀（向　上） 中

施策4－④  水産業の振興

基本事業

一漁業経営体当たり漁業生産金額 万円 152 152 165 155 ☀（向　上） 高

1 漁場及び漁港の整備・保全 一漁業経営体当たり漁業生産量 トン 2.80 2.35 2.50 2.90 ☀（向　上） 低

2 漁業経営の安定化 長期漁業研修修了後に経営を開始した漁業従事者数 人 3 5 5 9 ☁（横ばい） 中

3 海洋資源を生かした地域づくり 観光漁業利用者数 人 52 0 0 100 ☁（横ばい） 低

施策4－⑤  就労環境の充実

基本事業

働きやすく、生活とのバランスがとれたまちだと思う市民の割合 ％ 44.5 44.5 45.7 50.0 ☀（向　上） 低

ハローワーク山口管内における有効求人倍率 倍 1.31 1.56 1.79 維持 ☀（向　上） 高

市内大学生等の県内企業就職内定率 ％ 38.5 36.9 37.4 維持 ☀（向　上） 低

1 勤労者福祉の充実 勤労福祉施設の利用者数 人 77,885 77,885 77,432 82,000 ☂（低　下） 低

新規学卒及びパートを除く一般の職業就職率 ％ 33.7 31.8 30.9 34.0 ☁（横ばい） 低

新規高卒就職率 ％ 99.4 98.7 98.0 維持 ☁（横ばい） 低

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

就労環境の充実

2 就業の促進

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

水産業の振興

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

4 活力ある農山村づくり

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

指標の
うごき

目標
達成度

農林業の振興

1 農林業における経営安定化

2 農林業を支える担い手の確保と
育成

3 農林業における生産環境の整
備・保全

成果指標名 単位 基準値
実績値

（H29）
実績値

（H30）
目標値

（R04）

　施　策

施策5－①  地域活動と市民活動の推進

基本事業

日常生活において必要なサービスや移動手段に不便していないと思う市民の割合 ％ 58.2 58.2 59.2 63.0 ☁（横ばい） 低

地域活動や市民活動に、年１回以上参加している市民の割合 ％ 54.5 54.5 52.5 60.0 ☁（横ばい） 低

住んでいる地域での良さや課題が地域住民の間で共有（認識）されていると思う割合 ％ 42.8 42.8 44.1 46.0 ☁（横ばい） 中

地域づくり協議会が実施した地域課題解決事業数 事業 477 446 457 500 ☀（横ばい） 低

地域で実施したワークショップ等の「話し合い」の場の設置回数 回 104 65 171 125 ☀（向　上） 高

NPO法人数 団体 83 83 86 90 ☀（横ばい） 中

市民活動支援センターの利用者数 人 27,714 21,792 23,583 28,000 ☀（向　上） 低

地域交流センターの利用者数 人 532,671 537,929 512,164 540,000 ☂（低　下） 低

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

地域活動と市民活動の推進

1 市民主体のまちづくり

2 活動しやすい環境の整備

　施　策
成果指標名 単位 基準値
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施策5－②  市民参画によるまちづくり

基本事業

まちづくりや市民参画の活動に参加している市民の割合 ％ 22.7 22.7 25.0 26.0 ☀（向　上） 高

市政に市民の声が反映されていると思う市民の割合 ％ 29.5 29.5 42.1 33.0 ☀（向　上） 高

行政の情報が十分に伝わっていると思う市民の割合 ％ 86.3 86.3 83.8 88.0 ☁（横ばい） 低

市政情報を伝える媒体・手段数 個 9 9 9 10 ☁（横ばい） 中

市に意見を伝える手段や場が身近にあると思う市民の割合 ％ 68.2 68.2 67.9 72.0 ☁（横ばい） 高

市民の意見を収集する媒体・手段数 個 11 11 11 12 ☁（横ばい） 高

施策5－③  自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合 ％ 50.3 50.3 52.8 65.0 ☁（横ばい） 低

人権が尊重されているまちであると思う市民の割合 ％ 67.8 67.8 68.4 75.0 ☁（横ばい） 低

人権が侵害されたことがあると思う市民の割合 ％ 19.1 19.1 20.0 15.0 ☁（横ばい） 低

人権学習講座を自分から受講した人の割合 ％ 51.7 51.7 55.8 58.0 ☀（向　上） 中

人権尊重の理解を深めた講座受講者割合 ％ 80.7 80.7 86.5 88.0 ☀（向　上） 高

2 人権擁護の啓発・推進 人権が侵害されたことがあると思う市民が、第三者に相談した割合 ％ 46.6 46.6 43.7 49.7 ☁（横ばい） 低

3 男女共同参画の推進 審議会等の女性委員登用率 ％ 23.9 24.8 26.6 35.0 ☁（横ばい） 低

施策5－④  計画的、効果的な行政経営

基本事業

公共施設が利用しやすいと思う市民の割合 ％ 56.9 56.9 58.1 60.0 ☀（向　上） 中

1 効果的な行政経営システムの確立 行政情報化で効率化が図られたと思う職員割合 ％ 91.5 91.5 91.5 95.0 ☁（横ばい） 低

実質公債費比率 ％ 4.8 4.4 4.7 6未満 ☁（横ばい） 高

将来負担比率 ％ 26.8 22.5 23.5 100未満 ☁（横ばい） 高

財産貸付収入額 千円 44,501 44,900 46,165 45,000 ☀（向　上） 高

市保有財産の売却額（累積） 千円 0 0 160,109 300,000 ☀（向　上） 中

庁舎・施設の維持管理・不具合トラブル件数 件 150 153 151 200 ☁（横ばい） 高

正規職員の人数 人 1,687 1,687 1,693 1,700を基準 ☀（横ばい） 高

管理職に占める女性職員（一般行政職）の割合 ％ 6.4 6.4 7.7 10.0 ☀（向　上） 中

施策5－⑤  公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業

公平・確実な事務が処理されず、市民に迷惑をかけた件数 件 7 4 3 3 ☀（向　上） 高

行政サービスの事務手続きは、正確でスムーズだと思う市民の割合 ％ 78.0 78.0 79.8 82.0 ☁（横ばい） 中

1 契約・監理事務 工事成績評定が異常に低かった件数（６０点以下） 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

課税・徴収を誤った件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

市税の徴収率（現年課税分+滞納繰越分） ％ 94.73 95.38 96.06 94.85 ☀（向　上） 高

市税の徴収率（現年課税分：当該年度課税したものを対象） ％ 98.88 99.10 99.10 98.95 ☁（横ばい） 高

3 会計処理事務 会計処理トラブル件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

4 議会事務 議会に関する事務処理ミス・トラブル件数 件 1 0 0 0 ☀（横ばい） 高

5 選挙事務 選挙に関する事務処理ミス・トラブル件数 件 0 1 1 0 ☁（横ばい） 低

6 監査事務 重大な指摘の件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの不正侵入件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

住民基本台帳・戸籍事務での処理誤り件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高

8 文書管理事務 文書管理上のトラブル件数 件 2 0 1 0 ☂（低　下） 中

9 情報公開事務 情報コーナーへの設置資料数 件 151 145 191 160 ☀（向　上） 高

7 個人情報の管理と保護、発行事務

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

公正、確実な事務と市民サービスの
向上

2 課税・徴収事務

3 効果的な組織体制の充実

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

計画的、効果的な行政経営

2 健全な財政運営の推進

目標値
（R04）

指標の
うごき

目標
達成度

自分らしく活躍できる人権を尊重す
るまちづくり

1 人権意識の向上

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

　施　策
成果指標名 単位 基準値

実績値
（H29）

実績値
（H30）

1 市民との情報共有化の推進

2 市民の声が届く広聴の推進

　施　策
成果指標名 単位 基準値

目標
達成度

市民参画によるまちづくり

実績値
（H29）

実績値
（H30）

目標値
（R04）

指標の
うごき
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５ 施策別評価  
 
 
 ここでは、本報告書に掲載している事務事業（４３９事業）を一覧で示します。 

 
 

（５）事務事業一覧 

【政策1】

政策 施策
基本

事業
事務事業名 担　当 会計区分

H30年度
決算額

記載
ページ

1 ① 1 児童健全育成事業 こども未来課 一般会計 11,009 77

1 ① 1 地域子育て支援拠点事業 こども未来課 一般会計 100,285 78

1 ① 1 病児保育事業 保育幼稚園課 一般会計 68,191 79

1 ① 1 子育て福祉総合センター管理運営事業 保育幼稚園課 一般会計 3,409 80

1 ① 1 家庭児童相談事業 子育て保健課 一般会計 9,902 81

1 ① 1 乳幼児医療費助成事業 保険年金課 一般会計 457,587 82

1 ① 1 こども医療費助成事業 保険年金課 一般会計 83,625 83

1 ① 1 児童手当支給事業 こども未来課 一般会計 2,804,719 84

1 ① 1 幼稚園施設安心安全推進事業 保育幼稚園課 一般会計 3,573 85

1 ① 1 幼稚園施設空調設備整備ＰＦＩ事業 保育幼稚園課 一般会計 0 86

1 ① 2 妊婦健康診査事業 子育て保健課 一般会計 150,928 89

1 ① 2 不妊・不育治療費助成事業 子育て保健課 一般会計 7,250 90

1 ① 2 乳幼児健康診査事業 子育て保健課 一般会計 48,975 91

1 ① 2 妊娠・出産包括支援事業 子育て保健課 一般会計 16,244 92

1 ① 3 放課後児童クラブ運営事業 こども未来課 一般会計 510,692 95

1 ① 3 放課後児童クラブ整備事業 こども未来課 一般会計 333,782 96

1 ① 3 市立保育園管理運営業務 保育幼稚園課 一般会計 439,738 97

1 ① 3 市立保育園施設整備事業 保育幼稚園課 一般会計 513,205 98

1 ① 3 私立保育園運営事業 保育幼稚園課 一般会計 2,760,181 99

1 ① 3 私立保育園整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 215,139 100

1 ① 3 へき地保育所管理運営業務 保育幼稚園課 一般会計 45,730 101

1 ① 3 認定こども園運営事業 保育幼稚園課 一般会計 517,763 102

1 ① 3 認定こども園整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 0 103

1 ① 3 地域型保育運営事業 保育幼稚園課 一般会計 182,899 104

1 ① 3 地域型保育整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 70,707 105

1 ① 3 私立幼稚園就園奨励事業 保育幼稚園課 一般会計 161,001 106

1 ① 3 幼稚園教育推進事業 保育幼稚園課 一般会計 35,190 107

1 ① 4 山口児童館管理運営業務 こども未来課 一般会計 9,116 109

1 ① 5 養育支援訪問事業 子育て保健課 一般会計 42 111

1 ① 6 ひとり親家庭医療費助成事業 保険年金課 一般会計 118,681 113

1 ① 6 母子父子福祉対策事業 子育て保健課 一般会計 3,960 114

1 ① 6 子どもの生活・学習支援事業 子育て保健課 一般会計 5,496 115

1 ② 1 保健活動業務 健康増進課 一般会計 11,161 121

1 ② 1 精神保健業務 健康増進課 一般会計 1,272 122

1 ② 1 生活習慣病予防事業 健康増進課 一般会計 6,025 123

1 ② 2 食育推進事業 健康増進課 一般会計 8,285 125

1 ② 3 健康診査事業 健康増進課 一般会計 140,897 127

1 ② 3 予防接種事業 健康増進課 一般会計 590,467 128

1 ② 3 特定健康診査事業 保険年金課 特別会計 102,185 129

1 ② 3 特定保健指導事業 健康増進課 特別会計 4,625 130

1 ② 3 疾病予防推進事業 保険年金課 特別会計 118,512 131
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政策 施策
基本

事業
事務事業名 担　当 会計区分

H30年度
決算額

記載
ページ

1 ② 4 産科医等確保支援事業 健康増進課 一般会計 6,145 133

1 ② 4 へき地診療所事業 健康増進課 一般会計 7,973 134

1 ② 4 二次病院群輪番制病院運営支援事業 健康増進課 一般会計 42,603 135

1 ② 4 在宅当番医制事業 健康増進課 一般会計 29,099 136

1 ② 4 地域救急医療運営費補助事業 健康増進課 一般会計 77,513 137

1 ② 4 休日・夜間急病診療所運営業務 健康増進課 一般会計 93,372 138

1 ② 99 健康福祉の拠点づくり事業 健康増進課 一般会計 144,928 141

1 ③ 1 はり・きゅう施術費助成事業 高齢福祉課 一般会計 10,482 145

1 ③ 1 老人憩の家管理運営業務 高齢福祉課 一般会計 30,354 146

1 ③ 1 介護予防・生活支援サービス事業 高齢福祉課 特別会計 370,840 147

1 ③ 1 地域リハビリテーション活動支援事業 高齢福祉課 特別会計 15,049 148

1 ③ 1 地域介護予防活動支援事業 高齢福祉課 特別会計 5,410 149

1 ③ 2 老人クラブ等高齢者活動補助事業 高齢福祉課 一般会計 14,002 151

1 ③ 2 老人福祉館管理運営業務 高齢福祉課 一般会計 9,809 152

1 ③ 3 地域包括支援センター運営事業 高齢福祉課 特別会計 243,604 155

1 ③ 3 生活支援・介護予防体制整備事業 高齢福祉課 特別会計 11,110 156

1 ③ 3 医療・介護連携推進事業 高齢福祉課 特別会計 5,122 157

1 ③ 4 認知症高齢者対策推進事業 高齢福祉課 特別会計 529 159

1 ③ 4 認知症ケア総合推進事業 高齢福祉課 特別会計 11,505 160

1 ③ 5 福祉優待バス乗車証交付事業 高齢福祉課 一般会計 165,012 163

1 ③ 5 在宅福祉サービス推進事業（高齢者保健福祉計画策定） 高齢福祉課 一般会計 12,377 164

1 ③ 5 緊急通報システム運営事業 高齢福祉課 一般会計 12,240 165

1 ③ 5 友愛訪問活動促進事業 高齢福祉課 一般会計 4,393 166

1 ③ 5 成年後見制度普及啓発事業 高齢福祉課 一般会計 0 167

1 ③ 5 秋楽園組合調整業務 高齢福祉課 一般会計 112,929 168

1 ③ 5 高齢者タクシー料金助成事業 高齢福祉課 一般会計 19,644 169

1 ③ 5 高齢者虐待防止推進事業 高齢福祉課 特別会計 486 170

1 ③ 6 介護人材育成・確保支援事業 介護保険課 一般会計 0 173

1 ③ 99 秋穂デイサービスセンター管理運営業務 高齢福祉課 特別会計 28,119 175

1 ④ 1 障害者福祉サービス給付事業 障がい福祉課 一般会計 2,922,306 179

1 ④ 1 自立支援医療給付事業 障がい福祉課 一般会計 217,944 180

1 ④ 1 補装具費給付事業 障がい福祉課 一般会計 47,052 181

1 ④ 1 障害児施設サービス給付事業 障がい福祉課 一般会計 623,257 182

1 ④ 2 相談支援事業 障がい福祉課 一般会計 54,426 185

1 ④ 2 日常生活用具給付等事業 障がい福祉課 一般会計 44,220 186

1 ④ 2 重度心身障害者医療費助成事業 保険年金課 一般会計 840,468 187

1 ④ 3 福祉タクシー料金助成事業 障がい福祉課 一般会計 30,050 189

1 ④ 3 意思疎通支援事業 障がい福祉課 一般会計 19,569 190

1 ④ 3 移動支援事業 障がい福祉課 一般会計 11,944 191

1 ④ 3 各種団体・行事等助成事業 障がい福祉課 一般会計 2,601 192

1 ④ 4 理解促進・権利擁護推進事業 障がい福祉課 一般会計 3,541 195

1 ⑤ 1 地域福祉計画推進事業 地域福祉課 一般会計 1,250 201

1 ⑤ 2 民生委員・児童委員業務 地域福祉課 一般会計 58,792 203

1 ⑤ 2 社会福祉協議会助成事業 地域福祉課 一般会計 236,811 204

1 ⑥ 1 医療費適正化特別対策事業 保険年金課 特別会計 7,580 211

1 ⑥ 1 後期高齢者医療資格・給付事務 保険年金課 特別会計 29,044 212

1 ⑥ 2 年金事務所との協力・連携事務 保険年金課 一般会計 148 215

1 ⑥ 3 自立相談支援事業 地域福祉課 一般会計 33,278 217

1 ⑥ 3 被保護者就労支援事業 地域福祉課 一般会計 4,699 218

1 ⑥ 4 地域密着型サービス指導・監督事務 指導監査課 特別会計 351 221
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【政策2】

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

2 ① 1 学習支援事業 学校教育課 一般会計 133,967 227

2 ① 2 子ども芸術体感事業 学校教育課 一般会計 18,856 229

2 ① 2 学校図書館整備推進事業 学校教育課 一般会計 72,948 230

2 ① 2 学校給食運営事業 教育総務課 一般会計 224,973 231

2 ① 3 外国語教育研究事業 学校教育課 一般会計 742 233

2 ① 3 情報教育環境整備事業 学校教育課 一般会計 401,270 234

2 ① 3 英語指導助手配置事業 学校教育課 一般会計 48,125 235

2 ① 4 コミュニティ・スクール推進事業 学校教育課 一般会計 6,581 237

2 ① 4 学校教育研究事業 学校教育課 一般会計 1,568 238

2 ① 4 小学校施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 95,908 239

2 ① 4 小学校プール改修事業 教育施設管理課 一般会計 105,421 240

2 ① 4 小学校施設長寿命化事業 教育施設管理課 一般会計 250,205 241

2 ① 4 小学校施設安心安全推進事業 教育施設管理課 一般会計 214,301 242

2 ① 4 小・中学校施設空調設備整備ＰＦＩ事業 教育施設管理課 一般会計 0 243

2 ① 4 中学校施設長寿命化事業 教育施設管理課 一般会計 302,425 244

2 ① 4 中学校施設安心安全推進事業 教育施設管理課 一般会計 314,230 245

2 ① 4 中学校施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 35,201 246

2 ① 5 子どもの笑顔づくり支援事業 学校教育課 一般会計 13,642 249

2 ① 5 要・準要保護児童就学援助事業 学校教育課 一般会計 220,973 250

2 ② 1 社会教育活動推進事業 社会教育課 一般会計 51,193 257

2 ② 1 学習機会創出事業 社会教育課 一般会計 503 258

2 ② 2 大学連携推進事業費（サテライトカレッジ・街なか大学） 社会教育課 一般会計 2,523 261

2 ② 3 大海総合センター管理運営業務 秋穂地域交流センター 一般会計 22,155 263

2 ② 3 山口南総合センター整備事業 社会教育課 一般会計 62,300 264

2 ② 4 子育て講座開催事業 社会教育課 一般会計 427 267

2 ② 4 家庭教育訪問支援事業 社会教育課 一般会計 862 268

2 ② 5 地域ぐるみ子育て支援推進事業 社会教育課 一般会計 20,780 271

2 ② 6 子どもの居場所づくり推進事業 社会教育課 一般会計 5,154 273

2 ② 6 グローバル人材育成事業 社会教育課 一般会計 1,928 274

2 ② 7 図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 201,941 277

2 ② 7 移動図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 1,398 278

2 ② 7 図書館資料整備事業 山口市立中央図書館 一般会計 47,510 279

2 ② 7 学校図書館支援サービス事業 山口市立中央図書館 一般会計 4,859 280

2 ② 7 図書館活用推進事業 山口市立中央図書館 一般会計 1,210 281

2 ③ 1 市民文化祭開催事業 文化交流課 一般会計 1,200 287

2 ③ 1 C・S赤れんが企画運営事業 文化交流課 一般会計 1,808 288

2 ③ 1 C・S赤れんが施設管理運営業務 文化交流課 一般会計 31,074 289

2 ③ 2 文化振興財団企画運営事業 文化交流課 一般会計 81,301 291

2 ③ 2 市民会館企画運営事業 文化交流課 一般会計 15,374 292

2 ③ 2 市民会館施設管理運営業務 文化交流課 一般会計 88,243 293

2 ③ 2 芸術家育成支援事業 文化交流課 一般会計 4,239 294
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

2 ③ 3 やまぐちヒストリア創出事業費 文化交流課 一般会計 20,547 297

2 ③ 3 名田島南蛮樋保存整備事業 文化財保護課 一般会計 53,971 298

2 ③ 3 大内氏遺跡保存修理事業 文化財保護課 一般会計 5,490 299

2 ③ 3 常徳寺庭園保存整備事業 文化財保護課 一般会計 7,443 300

2 ③ 3 大内氏遺跡等ガイダンス事業 文化財保護課 一般会計 4,000 301

2 ③ 3 鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業 文化財保護課 一般会計 12,683 302

2 ③ 3 歴史文化基本構想策定事業 文化財保護課 一般会計 8,523 303

2 ③ 3 築山跡第１期整備事業 文化財保護課 一般会計 7,880 304

2 ③ 3 歴史民俗資料館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 22,580 305

2 ③ 3 鋳銭司郷土館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 6,490 306

2 ③ 3 小郡文化資料館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 20,240 307

2 ③ 4 山口市菜香亭企画運営事業 文化交流課 一般会計 1,776 309

2 ③ 4 中原中也賞運営事業 文化交流課 一般会計 7,848 310

2 ③ 4 山口情報芸術センター企画運営事業 文化交流課 一般会計 228,238 311

2 ③ 4 嘉村礒多生家活用事業 文化交流課 一般会計 4,018 312

2 ③ 4 大内文化まちづくり推進事業 文化交流課 一般会計 3,462 313

2 ③ 4 中原中也記念館資料整備事業 文化交流課 一般会計 1,975 314

2 ③ 4 山口情報芸術センター１５周年記念事業 文化交流課 一般会計 47,137 315

2 ③ 4 中原中也記念館運営業務 文化交流課 一般会計 74,049 316

2 ③ 4 十朋亭維新館管理運営業務 文化交流課 一般会計 27,338 317

2 ③ 99 文化振興ビジョン等の策定・推進業務 文化交流課 一般会計 153 319

2 ④ 1 我がまちスポーツ推進事業 スポーツ交流課 一般会計 20,987 323

2 ④ 2 やまぐちリフレッシュパーク管理運営業務 スポーツ交流課 一般会計 50,389 325

2 ④ 2 小郡ふれあいセンター管理運営業務 スポーツ交流課 一般会計 16,374 326

2 ④ 2 小郡屋内プール管理運営業務 スポーツ交流課 一般会計 28,224 327

2 ④ 2 やまぐちサッカー交流広場管理運営業務 スポーツ交流課 一般会計 9,962 328

2 ④ 2 屋外運動場照明施設改修事業 スポーツ交流課 一般会計 33,972 329

2 ④ 2 やまぐちリフレッシュパーク整備事業 スポーツ交流課 一般会計 247,752 330

2 ④ 2 スポーツの森整備事業 スポーツ交流課 一般会計 983 331

2 ④ 2 やまぐちサッカー交流広場整備事業 スポーツ交流課 一般会計 25,147 332

2 ④ 2 阿知須体育センター整備事業 スポーツ交流課 一般会計 12,134 333

2 ④ 3 活動組織支援事業 スポーツ交流課 一般会計 7,085 335

2 ④ 99 スポーツ振興事務 スポーツ交流課 一般会計 5,683 337

2 ④ 99 山口市スポーツ推進計画策定・推進業務 スポーツ交流課 一般会計 370 338

2 ⑤ 1 国際交流推進事業 国際交流課 一般会計 12,760 343

2 ⑤ 1 ホストタウン推進事業 スポーツ交流課 一般会計 25,482 344

2 ⑤ 2 多文化共生推進事業 国際交流課 一般会計 807 347
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【政策3】

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

3 ① 1 防災意識啓発事業 防災危機管理課 一般会計 549 353

3 ① 2 自主防災組織助成事業 防災危機管理課 一般会計 1,844 355

3 ① 2 地域防災活動促進事業

防災危機管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 3,874 356

3 ① 3 準用河川維持補修事業

道路河川管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 76,389 359

3 ① 3 都市基盤河川油川改修事業 道路河川建設課 一般会計 73,435 360

3 ① 3 中川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 54,333 361

3 ① 3 大塚川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 0 362

3 ① 3 その他河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 0 363

3 ① 3 仁保地川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 80 364

3 ① 3 平野川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 18,200 365

3 ① 3 総合浸水対策事業 下水道整備課 一般会計 387,649 366

3 ① 3 公共下水道浸水対策事業 上下水道総務課 企業会計 193,438 367

3 ① 4 海岸保全施設整備事業 水産港湾課 一般会計 89,610 369

3 ① 4 港湾等管理業務 水産港湾課 一般会計 39,514 370

3 ① 5 防災施設等維持管理業務

防災危機管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 72,710 373

3 ① 5 デジタル防災行政無線等整備事業 防災危機管理課 一般会計 0 374

3 ① 5 防災情報配信事業 防災危機管理課 一般会計 9,569 375

3 ① 5 避難者対策推進事業 防災危機管理課 一般会計 1,926 376

3 ① 99 がけ崩れ災害緊急対策事業 道路河川建設課 一般会計 0 381

3 ① 99 小規模急傾斜地崩壊対策事業 道路河川建設課 一般会計 9,446 382

3 ① 99 土木災害復旧事業（現年） 道路河川建設課 一般会計 81,338 383

3 ② 1 救急車医師同乗システム推進事業 救急救助課 一般会計 2,278 387

3 ② 1 救急業務推進事業 救急救助課 一般会計 11,901 388

3 ② 1 救急救命士等養成事業 救急救助課 一般会計 5,451 389

3 ② 1 救助業務推進事業 救急救助課 一般会計 6,418 390

3 ② 1 高規格救急自動車整備事業 救急救助課 一般会計 39,670 391

3 ② 2 通信施設等維持管理業務 通信指令課 一般会計 79,846 393

3 ② 2 消防団管理運営業務

警防課

秋穂総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 6,774 394

3 ② 2 消防団員災害等活動事業 警防課 一般会計 57,686 395

3 ② 2 非常備消防施設等維持管理業務

警防課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 26,211 396

3 ② 2 （仮称）鴻南出張所整備事業 消防総務課 一般会計 4,022 397

3 ② 2 非常備消防自動車等整備事業 警防課 一般会計 57,190 398

3 ② 2 消防車庫整備事業 警防課 一般会計 40,700 399

3 ② 3 火災予防普及啓発事業 予防課 一般会計 2,627 401

3 ③ 1 放置自転車対策事業
生活安全課

小郡総合支所地域振興課
一般会計 17,311 407

3 ③ 1 交通安全啓発事業 生活安全課 一般会計 5,561 408
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

3 ③ 2 交通安全施設整備事業

道路河川管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 17,653 411

3 ③ 3 防犯啓発活動事業 生活安全課 一般会計 4,223 413

3 ③ 3 明るいまちづくり推進事業 生活安全課 一般会計 6,651 414

3 ③ 4 消費生活相談業務 生活安全課 一般会計 4,390 417

3 ③ 4 消費者行政推進事務 生活安全課 一般会計 3,382 418

3 ④ 1 水道管路布設事業 上下水道総務課 企業会計 1,383,468 425

3 ④ 1 水道施設整備事業 上下水道総務課 企業会計 553,043 426

3 ④ 1 水道施設耐震診断事業 上下水道総務課 企業会計 29,597 427

3 ④ 2 生雲簡易水道施設整備事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 127,104 429

3 ④ 2 簡易水道管路更新事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 31,876 430

3 ④ 2 嘉年・吉部野簡易水道再編事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 373,892 431

3 ⑤ 1 公共下水道管渠布設事業 上下水道総務課 企業会計 1,612,409 437

3 ⑤ 1 公共下水道施設整備事業 上下水道総務課 企業会計 1,425,622 438

3 ⑤ 1 公共下水道普及対策事業 上下水道総務課 企業会計 70,775 439

3 ⑤ 2 農業集落排水施設維持管理事業 上下水道総務課 企業会計 219,905 441

3 ⑤ 3 漁業集落排水施設維持管理事業 上下水道総務課 企業会計 7,090 443

3 ⑤ 4 合併処理浄化槽設置助成事業 下水道普及課 一般会計 50,003 445

3 ⑥ 1 環境保全活動推進事業 環境政策課 一般会計 221 451

3 ⑥ 2 地球温暖化防止普及啓発事業 環境政策課 一般会計 3,060 453

3 ⑥ 2 エコフレンドリーオフィス推進事業 環境政策課 一般会計 447 454

3 ⑥ 2 ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ周知促進事業 環境政策課 一般会計 4,913 455

3 ⑥ 4 事業系ごみ削減対策推進事業 資源循環推進課 一般会計 1,924 458

3 ⑥ 4 ごみ減量化・資源化啓発事業 資源循環推進課 一般会計 6,300 459

3 ⑥ 5 リサイクルプラザ管理運営業務 資源循環推進課 一般会計 103,606 461

3 ⑥ 6 清掃工場管理運営業務 環境施設課 一般会計 1,139,803 463

3 ⑥ 6 搬入物適正化事業 環境施設課 一般会計 6,512 464

3 ⑥ 6 一般廃棄物最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 28,333 465

3 ⑥ 6 小郡最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 12,849 466

3 ⑥ 6 秋穂最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 2,910 467

3 ⑥ 6 阿知須最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 1,754 468

3 ⑥ 6 大浦最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 23,497 469

3 ⑥ 6 ごみ収集運搬業務 清掃事務所 一般会計 231,403 470

3 ⑥ 6 阿知須清掃センター管理業務 清掃事務所 一般会計 23,378 471

3 ⑥ 7 衛生対策事業

環境衛生課

秋穂総合支所地域振興課

阿知須総合支所地域振興課

徳地総合支所地域振興課

阿東総合支所地域振興課

一般会計 6,767 473

3 ⑥ 8 ペット等適正飼養推進事業 環境衛生課 一般会計 1,527 475

3 ⑦ 1 都市計画基本調査事業 都市計画課 一般会計 12,747 481

3 ⑦ 2 公園リフレッシュ整備事業 都市整備課 一般会計 55,569 483

3 ⑦ 2 都市緑化推進事業 都市整備課 一般会計 297,707 484

3 ⑦ 2 都市計画公園整備事業 都市整備課 一般会計 317,426 485

3 ⑦ 2 公園管理事業

都市整備課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

一般会計 182,798 486

3 ⑦ 3 大内文化特定地域修景整備事業 文化交流課 一般会計 1,100 489

3 ⑦ 3 景観形成事業 都市計画課 一般会計 4,798 490
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

3 ⑦ 4 湯田温泉まちなか整備事業 都市整備課 一般会計 18,677 493

3 ⑦ 4 大殿周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 188,297 494

3 ⑦ 4 中心市街地住環境総合整備事業 都市整備課 一般会計 30,931 495

3 ⑦ 4 中心市街地活性化計画策定・推進事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 1,558 496

3 ⑦ 4 中心市街地活性化対策事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 2,012 497

3 ⑦ 4 中心市街地核づくり推進事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 377,308 498

3 ⑦ 5 空き家等適正管理事業 生活安全課 一般会計 10,926 501

3 ⑦ 5 住宅・建築物耐震化促進事業 開発指導課 一般会計 11,707 502

3 ⑦ 6 市営住宅使用料徴収事務 建築課 一般会計 4,065 505

3 ⑦ 6 市営住宅建替等調査事業 建築課 一般会計 2,160 506

3 ⑦ 6 市営住宅長寿命化改善事業 建築課 一般会計 131,471 507

3 ⑦ 99 嘉川斎場施設整備事業 生活安全課 一般会計 11,124 509

3 ⑦ 99 地籍調査事業 地籍調査課 一般会計 89,992 510

3 ⑦ 99 新山口駅周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 51,223 511

3 ⑦ 99 駐車場管理事務 都市整備課 特別会計 14,269 512

3 ⑧ 1 生活道路改良事業 道路河川建設課 一般会計 417,276 517

3 ⑧ 1 道路バリアフリー化事業 道路河川建設課 一般会計 47,390 518

3 ⑧ 1 市道橋調査整備事業 道路河川建設課 一般会計 13,696 519

3 ⑧ 2 平井西岩屋線道路改築事業 道路河川建設課 一般会計 84,513 521

3 ⑧ 2 道路整備計画道路改良事業 道路河川建設課 一般会計 459,334 522

3 ⑧ 2 幹線道路関連整備事業 道路河川建設課 一般会計 299,448 523

3 ⑧ 2 都市計画道路整備事業 都市整備課 一般会計 648 524

3 ⑧ 2 新山口駅北地区エリア内道路整備事業 都市整備課 一般会計 70,990 525

3 ⑧ 3 法定外公共物整備助成事業

道路河川管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 69,665 527

3 ⑧ 3 社会資本整備協働事業 道路河川管理課 一般会計 3,149 528

3 ⑧ 3 道路維持補修事業

道路河川管理課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 542,785 529

3 ⑧ 3 橋りょう維持補修事業 道路河川管理課 一般会計 69,896 530

3 ⑧ 3 橋りょう長寿命化対策事業 道路河川管理課 一般会計 56,313 531

3 ⑨ 1 幹線バス確保維持事業 交通政策課 一般会計 195,470 537

3 ⑨ 1 徳地生活バス運行事業 交通政策課 一般会計 38,969 538

3 ⑨ 1 バスロケーションシステム整備事業 交通政策課 一般会計 2,510 539

3 ⑨ 1 阿東生活バス運行事業 阿東総合支所地域振興課 一般会計 20,700 540

3 ⑨ 1 新山口駅ターミナルパーク整備事業 都市整備課 一般会計 551,945 541

3 ⑨ 2 コミュニティバス実証運行事業 交通政策課 一般会計 58,366 543

3 ⑨ 2 グループタクシー利用促進事業 交通政策課 一般会計 5,546 544

3 ⑨ 2 コミュニティタクシー運行促進事業 交通政策課 一般会計 34,583 545

3 ⑨ 99 交通政策推進事業 交通政策課 一般会計 7,535 547
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

4 ① 1 フィルムコミッション推進事業 観光交流課 一般会計 1,715 553

4 ① 1 明治維新１５０年記念事業 観光交流課 一般会計 59,620 554

4 ① 1 アートトリップ推進事業 観光交流課 一般会計 2,347 555

4 ① 1 スポーツツーリズム推進事業 観光交流課 一般会計 2,499 556

4 ① 1 観光プロモーション事業 観光交流課 一般会計 16,613 557

4 ① 1 観光維新ブランド創出事業 観光交流課 一般会計 7,874 558

4 ① 1 周遊型博覧会準備事業 県央博覧会準備室 一般会計 27,062 559

4 ① 2 湯田温泉観光回遊拠点施設管理運営業務 観光交流課 一般会計 35,615 561

4 ① 2 観光交流センター管理運営業務 観光交流課 一般会計 16,470 562

4 ① 3 観光施設管理業務

観光交流課

小郡総合支所地域振興課

秋穂総合支所地域振興課

徳地総合支所地域振興課

阿東総合支所地域振興課

一般会計 155,110 565

4 ① 3 願成就温泉センター施設改修事業 観光交流課 一般会計 33,290 566

4 ① 3 国民宿舎管理運営事業 観光交流課 特別会計 64,051 567

4 ① 4 湯田温泉魅力創造事業 観光交流課 一般会計 2,500 569

4 ① 4 インバウンド観光誘客推進事業 観光交流課 一般会計 12,217 570

4 ① 4 観光地ビジネス創出事業 観光交流課 一般会計 7,000 571

4 ① 4 都市間ツーリズム促進事業 観光交流課 一般会計 10,646 572

4 ① 99 観光マーケティング推進事業 観光交流課 一般会計 782 575

4 ① 99 山口観光維新ＤＭＯ推進事業 観光交流課 一般会計 5,404 576

4 ② 1 企業誘致推進事業 産業立地推進課 一般会計 6,078 581

4 ② 1 立地等奨励事業 産業立地推進課 一般会計 594,243 582

4 ② 1 戦略的成長産業集積特別事業 産業立地推進課 一般会計 6,231 583

4 ② 1 新産業団地整備調査事業 産業立地推進課 一般会計 94,020 584

4 ② 1 鋳銭司第二団地整備事業 産業立地推進課 特別会計 6,807 585

4 ② 2 起業化支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 3,210 587

4 ② 3 クリエイティブ人材育成事業 ふるさと産業振興課 一般会計 20,398 589

4 ② 3 中小企業等金融対策事業 ふるさと産業振興課 一般会計 816,069 590

4 ② 3 湯田温泉回遊促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 5,479 591

4 ② 3 安心快適住まいる助成事業 ふるさと産業振興課 一般会計 141,598 592

4 ② 3 事業承継・人材確保支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 6,353 593

4 ② 4　　 生涯活躍のまち構想推進事業（新産業創出促進モデル事業）　　　　 ふるさと産業振興課 一般会計          4,687 595

4 ② 4 生涯活躍のまち構想推進事業（ふるさと創生推進事業） ふるさと産業振興課 一般会計 12,272 596

4 ② 4 産学金官連携推進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 3,401 597

4 ② 4 新事業創出チャレンジ事業 ふるさと産業振興課 一般会計 4,211 598

4 ② 5 ふるさと産品営業推進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 232,039 601

4 ② 6 中心市街地活性化事業 ふるさと産業振興課 一般会計 14,610 603

4 ② 6 あきないのまち支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 9,923 604

4 ② 7 匠のまち創造支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 3,312 607

4 ② 7 ふるさと伝承総合センター管理運営業務 ふるさと産業振興課 一般会計 35,854 608

4 ② 99 新山口駅北地区拠点施設整備事業 新山口駅拠点施設整備推進室 一般会計 1,379,429 611

4 ③ 1 園芸作物振興事業 農林政策課 一般会計 18,801 616

4 ③ 1 ６次産業化推進事業 農林政策課 一般会計 6,168 617

4 ③ 1 生薬の郷づくり推進事業 農林政策課 一般会計 926 618

4 ③ 1 特用林産物関係事業 農林政策課 一般会計 800 619

4 ③ 1 山口市木材生産加速化促進事業 農林政策課 一般会計 14,100 620
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4 ③ 2 新規就農者支援事業 農林政策課 一般会計 35,671 624

4 ③ 2 集落営農促進事業 農林政策課 一般会計 43,057 625

4 ③ 2 農地集積・集約化活動事業

農林政策課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所農林課

阿東総合支所農林課

一般会計 10,138 626

4 ③ 2 もうかる農業創生事業
農林政策課

徳地総合支所農林課
一般会計 11,385 627

4 ③ 2 おいでませ農の担い手確保事業 農林政策課 一般会計 188 628

4 ③ 2 農福連携推進事業 農林政策課 一般会計 16 629

4 ③ 2 新規就農者技術習得施設運営事業 徳地総合支所農林課 一般会計 6,953 630

4 ③ 2 畜産農家支援事業
農林政策課

阿東総合支所農林課
一般会計 32,883 631

4 ③ 2 日本型フォレスター等育成支援事業 農林政策課 一般会計 1,152 632

4 ③ 2 特用林産物担い手育成支援事業 徳地総合支所農林課 一般会計 300 633

4 ③ 2 林道改良事業 農林整備課 一般会計 30,000 634

4 ③ 3 遊休農地等調査指導事業 農業委員会事務局 一般会計 276 637

4 ③ 3 有害鳥獣捕獲促進事業 農林政策課 一般会計 19,796 638

4 ③ 3 中山間地域等直接支払事業 農林整備課 一般会計 242,936 639

4 ③ 3 単市土地改良補助事業 農林整備課 一般会計 8,652 640

4 ③ 3 多面的機能支払交付金事業
農林整備課

阿東総合支所農林課
一般会計 394,628 641

4 ③ 3 嘉川・佐山地区ほ場整備調査事業 農林整備課 一般会計 17,050 642

4 ③ 3 造林等補助事業
農林政策課

阿東総合支所農林課 一般会計 8,359 643

4 ③ 3 森林境界明確化促進事業 農林政策課 一般会計 3,159 644

4 ③ 3 特別林野管理事業 農林政策課 特別会計 9,108 645

4 ③ 4 朝一から朝市人だかり推進事業 農林政策課 一般会計 530 647

4 ③ 4 道の駅長門峡管理運営業務 阿東総合支所農林課 一般会計 317,366 648

4 ③ 4 森林公園管理業務
農林整備課

小郡総合支所農林課 一般会計 4,896 649

4 ③ 4 森林セラピー推進事業 徳地総合支所農林課 一般会計 18,021 650

4 ③ 99 小規模治山事業 農林整備課 一般会計 4,885 653

4 ④ 1 水産多面的機能発揮対策事業 水産港湾課 一般会計 640 657

4 ④ 1 水産物供給基盤整備事業 水産港湾課 一般会計 7,258 658

4 ④ 1 漁港施設維持管理業務 水産港湾課 一般会計 50,415 659

4 ④ 1 漁港施設機能保全事業 水産港湾課 一般会計 30,228 660

4 ④ 2 新規漁業就業者支援事業 水産港湾課 一般会計 3,798 663

4 ④ 3 水産業振興・海洋資源活用事業 水産港湾課 一般会計 3,815 665

4 ⑤ 1 働く婦人の家管理運営業務 ふるさと産業振興課 一般会計 13,934 671

4 ⑤ 1 勤労者総合福祉センター管理運営業務 ふるさと産業振興課 一般会計 13,031 672

4 ⑤ 2 雇用対策事業 ふるさと産業振興課 一般会計 2,068 675

4 ⑤ 2 就職支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 1,739 676

4 ⑤ 2 若年ＵＪＩターン就職促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 947 677

4 ⑤ 2 特定求職者雇用促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 2,505 678
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【政策5】

政策 施策
基本

事業
事務事業名 担　当 会計区分

H30年度
決算額

記載
ページ

5 ① 1 ＵＪＩターン就労支援事業 定住促進課 一般会計 1,569 685

5 ① 1 やまぐち瀬戸内魅力創出事業 定住促進課 一般会計 4,422 686

5 ① 1 空き家利活用事業 定住促進課 一般会計 7,650 687

5 ① 1 外部人材活用事業 定住促進課 一般会計 42,228 688

5 ① 1 南部地域資源利活用事業 定住促進課 一般会計 1,894 689

5 ① 1 中山間地域資源利活用事業 定住促進課 一般会計 1,701 690

5 ① 1 小郡地域ふるさとにぎわい創出事業 小郡総合支所地域振興課 一般会計 596 691

5 ① 1 秋穂地域ふるさとにぎわい創出事業 秋穂総合支所地域振興課 一般会計 1,890 692

5 ① 1 阿知須地域ふるさとにぎわい創出事業 阿知須総合支所地域振興課 一般会計 486 693

5 ① 1 徳地地域ふるさとにぎわい創出事業 徳地総合支所地域振興課 一般会計 564 694

5 ① 1 阿東地域ふるさとにぎわい創出事業 阿東総合支所地域振興課 一般会計 1,990 695

5 ① 1 自治会等支援事業 協働推進課 一般会計 118,823 696

5 ① 1 市民活動支援センター管理運営業務 協働推進課 一般会計 26,810 697

5 ① 1 地域の個性を活かす交付金事業 協働推進課 一般会計 189,324 698

5 ① 1 山口ゆめ花博地域支援事業 協働推進課 一般会計 3,300 699

5 ① 2 集会所管理運営業務

協働推進課

小郡総合支所地域振興課

阿知須総合支所地域振興課

徳地総合支所地域振興課

一般会計 4,678 701

5 ① 2 地域環境整備事業 阿知須総合支所地域振興課 一般会計 16,510 702

5 ① 2 地域交流センター機能強化事業 協働推進課 一般会計 43,151 703

5 ① 2 二島地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 401,791 704

5 ① 2 徳地地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 15,792 705

5 ① 2 小郡地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 462,043 706

5 ① 2 鋳銭司地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 66,730 707

5 ① 2 佐山地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 287,054 708

5 ① 2 阿知須地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 1,401 709

5 ① 2 阿東地域交流センター篠生分館建設事業 協働推進課 一般会計 2,989 710

5 ① 99 生涯活躍のまち構想推進事業（地域交流拠点の形成） 企画経営課 一般会計 6,716 713

5 ① 99 やまぐち定住実現プロモーション事業 定住促進課 一般会計 6,795 714

5 ① 99 定住促進事務 定住促進課 一般会計 638 715

5 ① 99 空き家活用コンペティション事業 定住促進課 一般会計 3,191 716

5 ① 99 協働のまちづくり推進事業 協働推進課 一般会計 2,481 717

5 ② 1 市公式ウェブサイト運営事業 広報広聴課 一般会計 3,500 721

5 ② 1 県央連携都市圏域情報発信事業 広報広聴課 一般会計 10,582 722

5 ② 2 移動市長室運営事業 広報広聴課 一般会計 45 725

5 ② 2 市民と一緒に広報広聴推進事業 広報広聴課 一般会計 119 726

5 ② 99 大学連携推進事業（プロジェクト型課題解決研究） 企画経営課 一般会計 155 729

5 ③ 1 山口隣保館管理運営業務 人権推進課 一般会計 6,501 733

5 ③ 1 陶隣保館管理運営業務 人権推進課 一般会計 9,331 734

5 ③ 1 人権啓発・学習講座開催等事業 人権推進課 一般会計 1,357 735

5 ③ 2 人権学習推進組織等運営事業 人権推進課 一般会計 1,316 737

5 ③ 3 男女共同参画基本計画策定・推進事業 人権推進課 一般会計 1,329 739

5 ③ 3 男女共同参画センター運営事業 人権推進課 一般会計 10,774 740

5 ③ 99 教育集会所管理業務
人権推進課

徳地地域交流センター
一般会計 345 743

5 ④ 1 行政経営システム推進事業 企画経営課 一般会計 5,632 747

5 ④ 1 地図情報システム運用事業 情報管理課 一般会計 10,216 748

5 ④ 1 情報化推進事業 情報管理課 一般会計 4,094 749

5 ④ 1 中核都市づくり推進事業 企画経営課 一般会計 16 750
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５ 施策別評価  
 

 
 
 

 

政策 施策
基本

事業
事務事業名 担　当 会計区分

H30年度
決算額

記載
ページ

5 ④ 2 新地方公会計推進事業 財政課 一般会計 5,420 754

5 ④ 2 庁舎維持管理業務 管財課 一般会計 106,198 755

5 ④ 2 市有財産有効活用事業 管財課 一般会計 3,888 756

5 ④ 2 総合支所維持管理業務

管財課

小郡総合支所土木課

秋穂総合支所農林土木課

阿知須総合支所農林土木課

徳地総合支所土木課

阿東総合支所土木課

一般会計 84,534 757

5 ④ 2 財政運営健全化計画策定・推進業務 財政課 一般会計 0 758

5 ④ 3 事務改善推進事業 総務課 一般会計 17 761

5 ④ 3 公平委員会運営業務 公平委員会事務所 一般会計 1,788 762

5 ④ 3 定員・勤務条件管理業務 職員課 一般会計 0 763

5 ④ 99 行政改革大綱推進事業 総務課 一般会計 308 765

5 ④ 99 新本庁舎整備事業 本庁舎整備推進室 一般会計 20,233 766

5 ④ 99 都市づくり推進事業 企画経営課 一般会計 2,496 767

5 ④ 99 都市連携推進事業 企画経営課 一般会計 4,598 768

5 ④ 99 シティセールス推進事業 企画経営課 一般会計 8,239 769

5 ④ 99 地方創生戦略推進事業（総合戦略推進会議等） 企画経営課 一般会計 1,536 770

5 ④ 99 生涯活躍のまち構想推進事業（総合的な推進） 企画経営課 一般会計 2,702 771

5 ⑤ 1 工事検査業務 契約監理課 一般会計 457 775

5 ⑤ 2 市税等コールセンター運営事業 収納課 一般会計 18,647 777

5 ⑤ 3 会計管理事務 会計課 一般会計 3,645 779

5 ⑤ 4 政務活動費事務 市議会事務局 一般会計 8,072 781

5 ⑤ 4 議会運営事務 市議会事務局 一般会計 25,059 782

5 ⑤ 5 選挙事務 選挙管理委員会事務局 一般会計 114,920 785

5 ⑤ 6 監査委員事務 監査委員事務局 一般会計 4,644 787

5 ⑤ 7 情報公開・個人情報保護制度総括管理業務 総務課 一般会計 97 789

5 ⑤ 7 住民基本台帳事務 市民課 一般会計 16,428 790

5 ⑤ 7 戸籍事務 市民課 一般会計 11,895 791

5 ⑤ 7 個人番号カード事務 市民課 一般会計 29,938 792

5 ⑤ 8 文書・公印管理業務 総務課 一般会計 190 795

5 ⑤ 9 情報公開・個人情報保護制度窓口業務 広報広聴課 一般会計 138 797
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「施策別評価」は、施策ごとに次の①～④のページで構成しています。ここでは、各ページの

概要や見方を示します。 
① 施策の概要 
② 施策評価 
③ 基本事業評価  
④ 事務事業評価 

 
①「施策の概要」の見方 

「施策の概要」では、各施策の構成、取り巻く環境変化や課題、施策に対する市民ニー

ズの状況を示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）施策、基本事業評価、事務事業評価の見方 

施策を展開するための手段となる基本事業の構成を示し

ています。 

施策を取り巻く環境変化

や課題を示しています。 

毎年実施している「山口市まちづくりアンケート」による施策に対する市民ニーズ（満足度、重要度） 

の状況を示しています。 
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②③「施策（基本事業）評価」の見方 （ⅰ） 
「施策（基本事業）評価」では、施策や基本事業に設定している成果指標ごとに、指標値

の推移やそれを踏まえた評価結果を示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「対象」は施策や基本事業が働きかける対象（人やモノ）を示し、「めざす姿」

は施策や基本事業を展開することで「対象」をどのような状態にしたいのか、

その目標とする姿を示しています。 

「めざす姿」への達成

度を測る成果指標の推

移を示しています。 

成果指標の推移を踏ま

えた評価コメントを示

しています。 

施策や基本事業の一般会計と特別会計のコストを示しています。 
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 ②③「施策（基本事業）評価」の見方（ⅱ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策や基本事業の「めざす姿」の実現に向けた達成度を測る成果指標とその実績値や目標値を示

しています。なお、平成２９年度については、第二次山口市総合計画の計画期間外でありますが、

指標のうごきをみるため、参考に実績値を表示しています。 

※基準値は平成２９年度の実績値を基本としていますが、平成２８年度の実績値やその他の年度の実績値

としているものをあります。 

指標の実績値の推移をグラフで示しています。 

 

令和４年度の目標値を示しています。また、基準値から目標値への方

向性をラインで示しています。 

「指標のうごき」 
成果指標の平成２９年度から３０年度にかけての推移状況を、次の区分を基本に示しています。 

なお、アンケートから数値を取得しているものは、一定の統計誤差を考慮しています。 

 

☀（向 上）：数値（成果）が向上しているもの。 
☀（横ばい）：数値（成果）は横ばいだが、横ばいであることが望ましいもの。（被災者数を０に維持するなど) 
☁（横ばい）：数値（成果）が横ばいであるもの。 
☂（低 下）：数値（成果）が低下しているもの。 

- - -：いずれにも当てはまらないもの。もしくは、平成３０年度の指標値を取得できないもの。 
 

「目標達成度」 
成果指標の令和４年度目標値に対する平成３０年度の達成状況を、次の区分を基本に示しています。 

▮▮▮ （高）：達成度が７０％以上 １００％未満 

▮▮▯ （中）：達成度が３０％以上 ７０％未満 

▮▯▯ （低）：達成度が３０％未満 

- - -：達成度の測定ができないもの。もしくは３０年度の実績値を取得していないもの。 
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 ④「事務事業評価」の見方 
「事務事業評価」では、事務事業ごとに平成３０年度の取組み内容や活動指標、成果指

標、事業費の推移、また、それを踏まえた評価結果を示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の指標等により事業の実績を示しています。 
 

活動指標：どれだけ整備したかなど、行政の活動量を数値で示しています。 

成果指標：事業を実施したことで、どれだけ成果や効果があったかを数値で示しています。なお、 

指標による成果の把握がなじまない事業については成果指標を設定していません。 

事 業 費：事業の決算額を示しています。 

 

※平成２８年度及び２９年度は、第二次山口市総合計画の計画期間外ではありますが、指標値や事

業費が示せるものについては記載をしています。 

 

 

コストの視点からの評

価結果を示しています。 

 

成果の視点からの評価

結果を示しています。 

上位の施策や基本事業

への貢献度の視点から

の評価結果を示してい

ます。 

平成３０年度の取組み

内容（事業の実施内容）

を示しています。 
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 子育て・健康福祉 
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業　01-01-01 子育て支援環境の充実

基本事業　01-01-02 母子保健の充実

基本事業　01-01-03 幼児教育・保育の充実

基本事業　01-01-04 子どもたちの交流の場づくり

基本事業　01-01-05 児童虐待の防止

基本事業　01-01-06 ひとり親家庭等の福祉の充実

基本事業　01-01-99 施策の総合推進

　全国的な傾向と同様、本市においても少子化の傾向が続いています。
　・年少人口割合(%)：H7…16.4　H12…15.1　H17…14.4　H22…13.8　H27…13.2(国勢調査数値)
　核家族化の進行や地域コミュニティが希薄化する中で、子育てに対して悩みを抱え、不安を感じている保護者
が多くなっています。
　ひとり親家庭、共働き家庭の増加などにより、家庭での保育が難しく、保育所や放課後児童クラブなどの保育
サービスに対するニーズが高くなっており、待機児童が発生している状況です。また、令和元年１０月から幼児
教育の無償化が実施されることにより、さらにニーズが高まることが見込まれることから、引き続き待機児童の
解消を図る必要があります。
　一方で、地域によっては、園児数の減少により集団教育、保育の実施が困難な保育園、幼稚園もあることから
今後の在り方について検討する必要があります。
　・保育所待機児童数(人)：H28…92　H29…36　H30…15
　・放課後児童クラブ待機児童数(人)：H28…250　H29…174　H30…138　　※各年度指標実績値
　児童虐待の要因となる問題が複雑化しており、複数年にわたって支援を継続することも多くなっていることか
ら、関係機関との連携や啓発を強化して、早期発見・早期対応することが重要となっています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.99 3.07

3.87 3.87

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

施策のプロフィール

施策の対象

子ども（主に就学前）

施策がめざす姿

子どもや若い世代の人口が大きく減少するなか、本市が将来にわたって活力あるまちであ
り続けるために、誰もがその希望に応じて、安心して結婚、出産、子育てができる環境が
つくられます。

施策の成果状況と評価

子どもを安心して生み育てられる環境が整っていると思う、子ども
を持つ親の割合

【こども未来部　政策管理室】

評

価

　平成29年度の実績値と比較すると、2.1ポイント上昇していま
す。やまぐち母子健康サポートセンター、やまぐち子育て福祉
総合センター等の連携による妊娠から出産、子育てをサポート
する体制が構築され、一定の成果は出ていると考えています。
　しかしながら、子育てに関する経済的負担の軽減、保育所等
における子ども預かりサービスに対して環境が整っていないと
思う親の割合が多いことから、今後も引き続き、保育所や放課
後児童クラブの待機児童解消、医療費などの経済的負担の軽減
などに取り組むことで環境の整備を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 47.9 47.9 50.0 65.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

施策のコスト（千円）

H30

10,895,091

指
標
①
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子育てをしている保護者

基本事業がめざす姿

結婚、出産、子育てへの切れ目ない支援により、保護者の子育てに対する不安や悩みが軽
減されます。

基本事業の成果状況と評価

子育ての不安や悩みを解決できている親の割合

【こども未来課】

評

価

　不安や悩みを解決できている親の割合は、前年度と比較する
と0.6ポイント減少し、ほぼ横ばいの状況となっています。
　年齢別では、20歳代が36.4％と比較的低く、30歳代が62.1％
、40歳代が58.6％と比較的高い割合となっています。
　今後も、更なる成果向上に向けて、子育てに関する相談窓口
の充実を図るとともに、利用しやすくなるよう様々な手法で広
く周知を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 52.8 52.2 60.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

子育てや教育に関する相談窓口を知っている親の割合

【こども未来課】

　子育てや教育に関する相談窓口を知っている親の割合は、前
年度と比較すると0.4ポイント減少し、ほぼ横ばいの状況となっ
ています。
　市内には、やまぐち母子健康サポートセンター、やまぐち子
育て福祉総合センター、家庭児童相談室、保健センター、地域
子育て支援拠点施設、教育相談室等の各施設があり、妊娠から
出産、子育てまでをトータルにサポートできる体制を構築して
います。今後も引き続き、各施設の認知度を上げるために、色
々な場所での案内や、様々な手法を活用し、積極的なＰＲに取
り組んでまいります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 68.9 68.9 68.5 75.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,568,729

基本事業　01-01-01 子育て支援環境の充実

指
標
①

指
標
②

52.8
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

児童健全育成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・子育てに不安を抱えている保護者
・児童(１８歳未満） 

手段（30年度の取り組み）

児童健全育成のための各種事業を実施しました。
・要保護児童対策（要保護児童対策協議会運営等）
・山口市子ども・子育て会議
　（山口市子ども・子育て支援事業計画の評価・推進）
・児童遊園の維持管理
・子育て支援短期利用事業
　（短期の児童の預かりを児童養護施設に委託）
・親子ふれあいジャンボリー
・お父さんパワーアップ講座事業
・思春期子育て体験事業
・子育て支援機能強化に係る調査研究
・「山口市子ども・子育て支援事業計画」策定ニーズ調査など

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・子育て中の保護者の不安感・負担感が減少します。
・児童が地域の中で遊ぶことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

子育て支援短期利用事業実施施設数

お父さんパワーアップ講座開催回数

子育て支援短期利用者数

お父さんパワーアップ講座参加者数

区分 指標名称

①

単位

箇所

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

12

291

147

6

12

310

214

6

10

175

254

事業費

国支出金

千円

6,996 7,014 9,855

8,505 7,633 11,009

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

262 262 232

262 262 232

985 95 690

財源内訳

（歳入歳出決算書 195ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本事業は、児童の健全育成を図るため、子育て支援情報ハンドブックや市ウェブ
サイトによる子育て情報の提供をはじめ、お父さんパワーアップ講座、思春期子
育て体験事業など様々な事業を展開しており、個々の事業について、対象者、目
的、成果を明確にした上で、成果向上を図っていく必要があります。

イベント開催等において、参加料の徴収や実費負担を求めることにより、コスト
を下げることができます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域子育て支援拠点事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域で養育されている児童（未就園児）及びその保護者
主として乳幼児を養育中の保護者
子育て支援（候補）者

手段（30年度の取り組み）

地域の子育て中の親子、特に未就園児がいる家庭の親子の交流
促進や子育てに関する相談、援助等を行いました。
拠点施設内において、次の事業等を実施しました。
・子育て親子の交流の場の提供と交流の促進
・子育てに関する相談・援助の実施
・子育て関連情報の提供
・子育て及び子育て支援に関する講座等の実施
・地域の子どもと保育園児童との交流（保育所併設型）
市は、運営に対する人件費や家賃などに対する補助のほか、事
業実施に係る経費に対して助成しました。
平成30年9月28日に、鋳銭司子育て広場を開設しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

子育て中の保護者の子育ての不安感・負担感が減少するととも
に家庭及び地域の養育機能が向上します。
地域住民が子育てに関して主体的に活動することができ、また
子育て支援のノウハウを持った子育て支援（候補）者が増えま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域子育て支援施設数

地域子育て支援施設利用者数（年間）

区分 指標名称

①

単位

箇所

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

17

63,612

15

44,836

27

81,526

事業費

国支出金

千円

26,308 23,234 34,218

77,551 69,372 100,285

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

25,549 22,336 32,821

25,665 23,733 33,121

29 69 125

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項
平成30年度から地域子育て支援拠点事業と地域型つどいの広場設置助成事業を統合したため、施設数、利用者数
も合計した数値となります。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　新規拠点の開設に加え、子育てに関する援助や相談の身近な窓口として利用者
数が増加しています。今後も「やまぐち子育て福祉総合センター」や「やまぐち
母子健康サポートセンター」等関係機関との連携を密にし、子育てニーズに沿っ
たサービスを展開できるよう内容等を工夫し、子育て中の保護者を支援してまい
ります。

安心して子育てができる環境を整備する事業であり、子育て家庭に対する支援が
低下するためコスト削減はできません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

病児保育事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

病児保育所利用児童及びその保護者

手段（30年度の取り組み）

病気回復期に至らない乳児・幼児又は小学校に就学している児
童で、集団保育が困難な場合や家庭保育ができない場合に市内
３箇所の病児保育所において一時預かりを行いました。
■市内の病児保育所
　・メディキッズ山口（吉敷中東一丁目）
　・のせ・おおうち病児保育所（大内長野）
　・メディキッズ新山口（小郡平成町）
■保育料
　・１日２，１００円（食事代込み）
　　※生活保護世帯、市民税非課税世帯は、減免制度あり 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

病児の看護を専門に担当する職員による保育を行うことで児童
の健全な育成が図られるほか、子育て世帯の精神的負担や経済
的負担（生活保護世帯や市民税非課税世帯については減免制度
有）を軽減することで当該世帯における仕事と子育ての両立が
図られます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

病児保育事業実施施設数

病児保育事業延べ利用児童数

区分 指標名称

①

単位

施設

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

4,549

3

4,982

3

4,686

事業費

国支出金

千円

24,586 26,023 23,381

67,614 70,471 68,191

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

21,514 22,224 22,405

21,514 22,224 22,405

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

仕事などで病児の保育ができない保護者への支援ができており、成果は向上して
います。

国の補助基準、補助率に基づいて実施していることから、コストは削減できませ
ん。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子育て福祉総合センター管理運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・子育てをしている世帯
・子育て、子育ちを支援する人

手段（30年度の取り組み）

　保育者や子育て家庭を対象とした専門研修会・一般講座を実
施するとともに、子育て支援機能の向上に資する調査研究や、
保育の質の向上を目的とした研修メニューの見直しを行うなど
子育てに対する総合的な支援に取り組みました。
　また、関係者が気軽に集い、情報交換等が行えるサロン的機
能を充実させることで、保育現場関係者が顔を合わせて交流で
きる場を提供し、連携の活性化を図りました。
　更に、教育・保育・その他の子育て支援に関する情報提供や
必要に応じた相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡
調整等を行う「利用者支援事業」を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

子育てを取り巻く課題の解決に向けて、関係者が連携して取り
組むことができるネットワークが構築されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

研修会等開催件数

相談、情報提供対応件数

(代)子育ての不安や悩みを解決できている親の割合

利用者数

区分 指標名称

①

単位

件

件

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

57

344

53.6

1,162

41

600

52.8

1,793

41

721

52.2

1,842

事業費

国支出金

千円

4,012 2,589 1,772

8,017 4,211 3,409

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,225 1,011 1,016

1,780 611 621

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

関係機関と連携しながら、山口市の子ども・子育て支援の向上を目的とした研修
体系や相談・情報提供機能の充実に取り組むことにより、さらなる成果の向上が
図れます。

当面は、現行どおり行政による直営として事業実施します。
また、さらなる成果向上を図っていくため、コストは維持していく必要がありま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

家庭児童相談事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・児童(１８歳未満）
・保護者
・児童を養育する家庭  

手段（30年度の取り組み）

・家庭児童相談室の設置
　　課内に相談室を設置し、職員６名（専門職：保健師・社会
　　福祉士・保育士）が常時相談に応じました。内容により教
　　育委員会や県児童相談所などの関係機関と連携し問題解決
　　にあたりました。
・夜間・休日家庭児童相談受付業務委託
　　平日の夜間（17:15～8:30）及び休日の相談受付をこども
　　家庭支援センターに委託して行いました。
・要保護児童対策地域協議会の運営
　　養育が不適切な家庭に対する個別ケース検討会議の開催等
　　により、関係機関が連携し、虐待の未然防止、早期発見、
　　早期対応に努めました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・子どもについての相談を必要とする市民、保護者等が安心し
　て相談することができます。
・児童に関する問題が解消されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

家庭児童相談室相談受付件数

夜間休日家庭児童相談受付件数

終結件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

228

2

116

252

0

154

261

3

190

事業費

国支出金

千円

1,582 2,045 6,242

3,754 4,217 9,902

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,086 1,086 1,830

1,086 1,086 1,830

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

専任の相談員の配置、また児童相談所等をはじめとした関係機関との連携や庁内
関係課との連携により問題解決に取り組んでいます。
相談受付件数は９件増加し、終結件数は３６件増加しました。核家族化や地域か
らの孤立化など身近に頼る者もなく、親の経済的、精神的な問題や複雑な家庭環
境などから、問題が複雑化しているケースについては、支援が長期化する傾向に
あります。今後も関係機関との連携を密にし、児童虐待の未然防止、早期発見、
早期対応を図っていきます。

家庭児童相談業務は家庭における子どもに関する相談を行うものであり、事業費
の主なものが相談員にかかる人件費及び平成３０年度に導入した児童家庭相談シ
ステムの管理費のため、相談体制を維持・継続するためにもこれ以上のコスト削
減はできません。

まち・
ひと・しごと ●

81



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

乳幼児医療費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内在住の就学前児童  

手段（30年度の取り組み）

医療費の自己負担分を助成することにより、乳幼児を持つ家庭
の経済的負担を軽減しました。
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻ししました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
た。
所得制限の撤廃を段階的に拡大してきたことにより、平成25年1
0月診療分からは、すべての未就学児が保険診療による医療を自
己負担なしで受診することができています。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

医療費の自己負担分を助成することにより、子育て家庭の経済
的負担の軽減が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

福祉医療費受給者証（乳幼児用）交付件数【県制度】

福祉医療費受給者証（乳幼児用）交付件数【単市制度】

乳幼児医療費給付件数【県制度】

乳幼児医療費給付件数【単市制度】

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6,714

3,582

150,104

79,801

6,431

3,564

141,623

78,566

6,091

3,613

135,410

78,965

事業費

国支出金

千円

344,458 338,194 319,225

488,330 481,641 457,587

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童措置費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

126,780 124,838 111,835

17,092 18,609 26,527

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

単市制度による所得制限撤廃により、全員が対象となり、成果は十分に表れてい
ることから、これ以上の成果向上はありません。

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●

82



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

こども医療費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・父母の所得が基準額以下である市内在住の小中学生
・市内在住の小学１年生から３年生（10月から父母の所得制限
撤廃）

手段（30年度の取り組み）

医療費の自己負担分を助成することにより、小中学校に就学す
る子どもを持つ家庭の経済的負担を軽減しました。
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
求、保険者の過誤を調整しました。
・自己負担分について、原則、県内受診は直接医療機関へ、県
外受診は、申請により申請者へ払い戻ししました。
・平成３０年１０月から小学１年生から３年生までの父母の所
得制限を撤廃し、対象を拡大しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

医療費の自己負担分を助成することにより、小中学校に就学す
る子どもを持つ家庭の経済的負担の軽減が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

こども医療費受給者証交付件数

こども医療費給付件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

599

7,727

682

8,611

2,949

32,931

事業費

国支出金

千円

20,081 19,001 82,691

20,478 21,058 83,625

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童措置費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

397 2,057 934

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成２６年度に創設された制度であり、平成２８年１０月に対象学年を中学３年
生まで拡大をして、順調に成果が上がっているといえます。
平成３０年度は、小学１年生から３年生までの父母の所得制限を撤廃し対象を拡
大したので、さらに成果が上がりました。
令和元年１０月からは、小学校４年生から６年生までの父母の所得制限を撤廃す
ることとしており、さらなる成果向上が見込まれます。

成果を落とさずにコストの削減はできません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

児童手当支給事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学校修了までの児童
中学校修了までの児童がいる子育て家庭

手段（30年度の取り組み）

○児童手当
３歳未満（一律）                 15,000円/月
３歳以上小学修了前（第1・2子） 　10,000円/月
３歳以上小学修了前（第3子以降）　15,000円/月
中学生（一律）　　　　　　　　　 10,000円/月
所得制限超過者（一律）　　　　　　5,000円/月

・支払い月は6月(2～5月分),10月(6～9月分),2月(10～1月分)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

次世代の社会を担う児童たちの育ちを社会全体で支援する観点
から、子育てにかかる経済的負担を軽減します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

支給世帯数（公務員分を除く）

児童手当等支給額（公務員分は除く）

受給対象世帯に占める支給世帯の割合

区分 指標名称

①

単位

世帯

千円

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

13,202

2,909,290

99.4

12,974

2,859,045

99.4

12,546

2,799,325

99.5

事業費

国支出金

千円

446,820 440,681 431,073

2,914,034 2,864,174 2,804,719

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童措置費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,027,763 1,992,023 1,950,878

439,451 431,470 422,768

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の児童手当事務費　5,393,123円と児童手当支給費　2,799,325,000円を
合算した金額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

引き続き、窓口における申請勧奨や、市報及び市ウェブサイト等の広報を多く活
用し、周知を図ることで成果を維持します。

児童手当は法定受託事務であり、コスト削減はできません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

幼稚園施設安心安全推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 平成 30 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

幼稚園施設

手段（30年度の取り組み）

老朽化して危険な遊具の改修等を行いました。

平成３０年度
　　遊具改築５件、遊具点検調査
　　

　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

遊具による重大事故を防止します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（調査・設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

1

2

1

3

4

1

5

6

事業費

国支出金

千円

1,020 420 1,273

7,420 2,320 3,573

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

幼稚園費項 04

幼稚園費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,400 1,900 2,300財源内訳

（歳入歳出決算書 299ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

遊具の改修を行うことにより、園児に安全で安心な環境を整備します。

現在多くの遊具がスチール製のもので経年劣化により塗装が剥げ、錆が発生する
など劣化することから数年毎にさび落としや塗装の塗り替えが必要になっていま
す。オールステンレス製の遊具に更新することにより、維持管理経費を縮減する
ことができます（平成３０年度は鉄棒４箇所についてオールステンレス製のもの
を整備実施）。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

幼稚園施設空調設備整備ＰＦＩ事業

実行計画

計画年度担当 平成 30 年度 ～ 令和 13 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

幼稚園施設

手段（30年度の取り組み）

　猛暑対策として、市内の公立幼稚園１０園に事業手法をＰＦ
Ｉ－ＢＴＯ方式として空調設備を設置します。
　平成３０年度は、入札、契約手続きを行いました。

　平成３０年度　　７月　公告
　　　　　　　　１０月　入札
　　　　　　　　１２月　落札者決定
　　　　　　　　　３月　契約

　令和元年度以降、設計、施工、工事監理、維持管理を行いま
す。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

幼稚園に空調を設置することにより、快適な教育環境を確保し
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

空調設備の設置室数

空調設備を設置した幼稚園数の割合

区分 指標名称

①

単位

室

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

0

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

幼稚園費項 04

幼稚園費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子育て支援環境の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度に事業者を選定し、令和元年度以降、設計、施工、工事監理を実施
し、引取り後は令和１３年度まで維持管理を行います。

園児に快適な教育環境を提供します。

令和１３年度の事業完了まで契約を締結しています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

母子

基本事業がめざす姿

保護者が、正しい知識や理解者があることで、安心して出産・育児ができます。

基本事業の成果状況と評価

安心して出産・育児ができると思う保護者の割合

【子育て保健課】

評

価

　平成２９年度に比べ０．１ポイント減少しました。妊婦健診
の受診率は高い水準を維持し、母子の家庭訪問指導件数も一定
水準を維持しています。また、妊娠期から子育て期にわたる切
れ目のない支援を行っている「やまぐち母子健康サポートセン
ター」の利用者も増加していることから、出産、育児の不安軽
減に繋がっていると考えられます。
　引き続き、関係課や関係機関と連携を図るとともに、個々の
ニーズを把握して、安心して出産・育児ができる環境整備を進
めていきます。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 96.8 96.7 97.0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

健康診査受診率（１か月児・３か月児・７か月児・１歳６か月児
・３歳児）

【子育て保健課】

　平成２９年度に比べ１．９ポイント増加し、中間目標値を達
成しました。乳児・幼児健診の受診率は高い水準を維持してい
ます。未受診者が児童虐待に繋がるリスクが高い傾向にあるこ
とから、引き続き個別に対応を行い、健康診査の重要性を周知
し、受診勧奨に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 98.3 96.6 98.5 98.5

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

254,115

基本事業　01-01-02 母子保健の充実

指
標
①

指
標
②

95.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

妊婦健康診査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・山口市民である妊婦 

手段（30年度の取り組み）

妊婦及び胎児の健康状態を把握するために健康診査を実施しま
した。
・妊娠届出時に妊婦健康診査の必要性を周知し受診票を発行し
　ました。
・母子保健推進員、保健師、助産師の訪問活動や医療機関にお
　いて妊婦健康診査の受診勧奨を行いました。
・妊婦健康診査を医療機関に委託して実施しました。
・契約外医療機関等で健診を受診した妊婦に、健診費用を助成
　する妊婦健康診査費用助成事業を実施しました。
　　 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・妊婦及び胎児の健康状態を確認することができます。
・健診の結果、健康問題に対処することができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

妊婦健康診査受診票発行者数

妊婦健康診査公費負担回数（一人あたり）

妊婦健康診査受診率

区分 指標名称

①

単位

人

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,511

14

96.1

1,463

14

95.1

1,414

14

94.9

事業費

国支出金

千円

161,854 158,540 150,928

161,854 158,540 150,928

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

母子保健費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

母子保健の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

受診率は高い値を維持しており、健診により妊婦及び胎児の健康管理は適切に行
われています。これまで同様、妊婦健康診査の重要性を周知することで、健診受
診に結び付けていきます。

国が示している妊婦健康診査の回数及び標準な妊婦健康診査の項目に基づいて事
業を行っているためコストの削減はできません。
また妊婦健康診査の公費負担は経済的な負担の軽減も目的としていることから、
健診費用の受益者負担を導入することは困難です。　　

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

不妊・不育治療費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・山口市民で医療保険適用となる不妊治療を受けている夫婦 
・山口市民で不育治療を受けている夫婦

手段（30年度の取り組み）

・医療保険適用となる不妊治療費の自己負担分に対して、１組
　の夫婦に１年度３万円を上限に、助成金を交付しました。
　（通算で５年度まで）

※医療保険適用外となる人工授精、特定不妊治療に係る治療費
に対する助成は県において実施されました。 

・不育治療費の自己負担分に対して、１組の夫婦に１年度２０
　万円を上限に、助成金を交付しました。（平成３０年度か　
　ら）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・経済的な援助があることにより、不妊・不育治療が受けやす
くなります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

広報回数

助成金の交付金額

助成申請件数（一般不妊）

助成申請件数（不育）

区分 指標名称

①

単位

回

千円

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

6,583

265

5

6,372

279

10

7,032

277

11

事業費

国支出金

千円

3,361 3,239 3,758

6,818 6,603 7,250

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

母子保健費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

母子保健の充実基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,457 3,364 3,492

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

出産を望まれ治療を受けておられる夫婦の経済的負担の軽減を図ることを目的と
しており、適正に助成を行っています。
また、平成30年度から不育治療費の助成も開始し、11件の申請がありました。

不妊症・不育症に悩み治療を受ける夫婦が増加傾向にあるため、コストの削減は
できません。　

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

乳幼児健康診査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市民である乳幼児とその保護者

手段（30年度の取り組み）

・乳幼児期の疾病を早期発見するために、一般及び精密健康診
査を医療機関に委託し実施しました。乳児健康診査は妊娠届出
時や転入時に受診票を発行しました。契約外医療機関で健診を
受診した保護者に、健診費用を助成する乳児健康診査費用助成
事業を実施しました。
・幼児健康診査は対象児に個別通知にて受診案内をし、歯科健
康診査は、歯科医師会に委託し集団健診を実施しました。集団
健診時に専門職による個別相談を実施しました。また、必要な
幼児には心理相談員による心理相談を実施しました。
・3歳児歯科健診の事業として「親と子のよい歯のコンクール」
審査会を開催しました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・乳幼児健康診査を受診することができます。
・要精密健康診査児が、精密健康診査を受診することができま
す。
・育児不安や悩みを抱えている保護者が不安や悩みを相談する
ことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

乳幼児健康診査受診者数

乳幼児精密健康診査受診者数

1、3、7か月・1歳6か月・3歳児健診受診率平均

1、3、7か月・1歳6か月・3歳児精密健康診査受診率平均

区分 指標名称

①

単位

人

人

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

7,865

146

98.3

90.4

7,542

112

96.6

90.6

7,208

143

98.5

96.4

事業費

国支出金

千円

53,005 51,272 48,975

53,005 51,272 48,975

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

母子保健費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

母子保健の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

乳幼児健康診査により、健やかな成長を促し異常の早期発見をすることで安心し
て育児ができています。これまで同様、乳幼児健康診査の重要性を周知すること
で、健診受診に結びつけていきます。

母子保健法第12条、13条に基づく事業であり、事業の目的から健診費用の受益者
負担は適当ではありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

妊娠・出産包括支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・山口市民である妊婦及びその家族
・山口市民である乳幼児の母親及びその家族
・妊娠から出産、育児支援等に関わる関係機関 

手段（30年度の取り組み）

・やまぐち母子健康サポートセンター（妊婦及び産後間もない
母親等が子どもを連れて安心して集える場）において、妊娠期
から子育て期にわたる専門的な相談、支援を行いました。
・妊娠期から子どもの健やかな育ちを支えるために、医療、福
祉、保健、保育との連携体制を構築しました。
・産後ケア事業として、デイサービス型及び宿泊型を医療機関
等に委託して実施し、産後早期に心身のケアや育児サポート等
きめ細かい支援を受けることができる体制をつくりました。
・定期的に産前・産後の参加型の教室を開催しました。
・産婦の経済的な負担軽減と心身の健康管理の充実を図るため
（産後２週間、産後１か月の計２回）産婦健康診査を医療機関
等に委託して実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・妊産婦や子育て期の方やその家族が、気軽に専門職に相談を
受けることができます。
・妊娠から出産、育児まで切れ目のない支援を行うためのネッ
トワークができています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

相談、情報提供対応件数

ネットワークや個別支援に関わる会議開催回数

山口市で今後も子育てをしていきたいと思う親の割合

利用者数

区分 指標名称

①

単位

件

回

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,012

7

94.7

753

4,911

6

96.9

3,902

5,964

9

96.7

5,182

事業費

国支出金

千円

1,754 2,977 7,273

9,008 14,603 16,244

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

母子保健費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

母子保健の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,407 9,852 7,081

2,847 1,774 1,833

57

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

成果指標②の利用者数は、平成28年度実績については、やまぐち母子健康サポートセンター開設後半年分で、平
成29年度実績は1年分です。
市民の皆様に「妊娠・出産・子育て」を安心して迎えるための気軽な相談窓口としてPRに努めた結果、多くの母
子の利用がありました。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

やまぐち母子健康サポートセンターにおける相談対応件数は年々増加しており、
妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援が実施できています。
引き続き、やまぐち母子健康サポートセンターにおいて相談支援を行うとともに
対象者に産前・産後の母子保健事業の活用を促し、安心して妊娠、出産、子育て
ができるように支援します。

毎年新たに妊娠・出産された方を対象に事業を実施するため、コスト削減はでき
ません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

保育を必要としている子ども

基本事業がめざす姿

小学校就学前の子どもが、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」に向けて、幼稚園、
認定こども園、保育所等において、質の高い教育・保育を受けています。

基本事業の成果状況と評価

保育所待機児童数

【保育幼稚園課】

評

価

　平成30年度は、北東部・中央部・小郡・川西区域において施
設整備等により284人の定員拡大を行いました。
　しかしながら、定員を更に上回る3,991人の利用申込があり、
3,911人を受け入れましたが、平成31年4月には、15人が待機児
童、65人が準待機児童となりました。
　今後も引き続き、待機児童が発生している区域における更な
る定員拡大に向け、各保育事業者と調整を行い、待機児童解消
を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 36 15 0

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

放課後児童クラブ待機児童数

【こども未来課】

　平成30年度は、白石、平川、大歳小学校区における施設整備
等により135人の定員拡大を行いました。しかしながら、平成31
年4月には定員をさらに上回る2,418人の利用申込があり、2,280
人を受け入れましたが、138人が待機児童となりました。
　今後も、待機児童が発生している小学校区を中心に更なる定
員拡大に向け、指定管理者または業務委託者と調整を行いなが
ら、待機児童の解消を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 250 174 138 0

(向上)

(中)

評

価

幼稚園や保育所（園）で就学前教育を受けている幼児の割合

【保育幼稚園課】

　平成30年度の新入学児1,647人のうち、ほぼ全員が就学前教育
を受けており、中間目標値を達成しました。
　引き続き、就学前の子どもが、幼稚園・保育園・認定こども
園等において、質の高い教育・保育が受けられますよう幼児教
育・保育の充実に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 99.5 99.7 99.7 99.7

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

6,076,650

基本事業　01-01-03 幼児教育・保育の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

92
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

放課後児童クラブ運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・本市に住所を有し、就労等により昼間保護者が家庭にいない
小学校の第1学年から第6学年までの児童及びその保護者

手段（30年度の取り組み）

市内の50箇所（うち1箇所は人権推進課所管）において、放課後
児童クラブ専用施設、学校や児童館等の建物の一部利用、その
他保育園内において放課後児童クラブを開設しました。
運営は、指定管理者または業務受託者が行いました。
【平成30年度新規開設】うえき第３学級（大内小学校区）
【開設時間】平日⇒放課後～18:00
　　　　　　長期休業・小学校の休業日⇒8：00～18：00
　　　　　　＊8:00～8:30は延長事業
【保育料】　月額基本利用料　3,000円
　　　　　　長期休業のみ利用　夏季8,000円　冬季2,000円
　　　　　　学年末・学年初め　各1,000円
【延長利用料8:00～8:30】　通級日数×50円 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

放課後、留守家庭児童となる小学生を対象に、適切な遊びと生
活の場を提供し、児童の健全な育成を図ります。
留守家庭児童の保護者が安心して就労することができます。  

活動状況、成果状況、事業費の推移

児童クラブ入所者数

児童クラブ運営箇所数

児童クラブ待機児童数

児童クラブ入所希望者数のうち待機児童数が占める割合

区分 指標名称

①

単位

人

箇所

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,863

45

250

11.5

1,921

49

174

7.6

2,105

50

138

5.7

事業費

国支出金

千円

131,120 160,526 162,724

415,701 474,479 510,692

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

112,224 124,919 138,297

112,224 124,919 138,297

60,133 64,115 71,374

財源内訳

（歳入歳出決算書 195ページ）

付記事項
成果指標①の児童クラブ待機児童数及び②の児童クラブ入所希望者数のうち待機児童数が占める割合については
、翌年度4月1日の状況です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用希望者数の増加が、整備等による定員拡大数を上回っています。実績値に基
づき改定した「山口市子ども・子育て支援事業計画」第５章改定版に基づき、引
き続き、計画的に定員拡大を進め、待機児童の解消を図ります。

児童の安心・安全の確保という福祉的側面から、応能負担を取り入れることが妥
当なのかを整理した上で、保育料を見直すことが考えられます。
また、開設時間延長などの新たなニーズに対応していくことになりますが、この
部分についても負担のあり方について検討の必要があります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

放課後児童クラブ整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市に住所を有し、就労等により昼間保護者が家庭にいない小
学校の第1学年から第6学年までの児童及びその保護者  

手段（30年度の取り組み）

入所児童が定員を超える児童クラブや今後待機児童の発生が予
想される児童クラブについて、計画的に整備を行いました。
【平成３０年度建設実績】
・なかよし学級・なかよし第２学級
　（移設：白石小学校区定員１２０名）
・ひめやま第３学級（移設：平川小学校区定員６０名）
・さわやか第２学級（新設：大歳小学校区定員６０名）
【平成３０年度設計実績】
やまびこ第３学級（新設：湯田小）、もみじ第３学級（新設：
良城小）、くすのき学級（増築：仁保小）、ひまわり第３学級
（新設：上郷小）、しらさぎ学級・しらさぎ第３学級（移設・
新設：小郡南小）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

留守家庭児童が放課後、健全に過ごすことができます。
施設の新築・増改築等により、多くの入級希望児童を受け入れ
ることができ、待機児童数を減少することができます。
留守家庭児童の保護者が安心して就労することができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

児童クラブ施設建設数

児童クラブ施設定員数

児童クラブ待機児童数

区分 指標名称

①

単位

箇所

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

1,856

250

3

2,102

174

4

2,237

138

事業費

国支出金

千円

3,359 19,405 42,142

65,793 225,837 333,782

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

16,858 58,211 72,032

4,376 15,321 18,908

41,200 132,900 200,700財源内訳

（歳入歳出決算書 195ページ）

付記事項 成果指標①の児童クラブ施設定員数及び②の児童クラブ待機児童数については、翌年度4月1日の状況です。 

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

新設等による施設の整備・充実により、年々増加する放課後児童クラブ待機児童
を解消します。

学校施設内の余裕教室等の有効利用が考えられます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市立保育園管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

子ども・子育て支援法の規定により、保育の実施が必要と認め
られる乳児及び幼児
市立保育園

手段（30年度の取り組み）

・市立保育園を通して、保育の実施が必要と認められる乳児及
び幼児に対し、保育を実施しました。
・保育を実施するために必要な職員体制の確保、施設、設備、
備品等の維持管理を行いました。
・市立保育園数　１５園（定員、児童の受入年齢、保育時間は
園によって異なります）
・山口保育園において、緊急的ニーズに対応するため一時保育
事業を実施しました。
・保育中の事故防止とその検証のためのビデオカメラを設置し
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保育所における設備運営基準を満たし、安定した保育の実施を
継続できるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

市立保育園年間延べ在籍児童数

市立保育園入所率

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

人

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

13,727

98.6

92

13,622

97.9

36

12,972

93.2

15

事業費

国支出金

千円

348,812 337,754 318,655

476,484 466,762 439,738

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,300 1,372 482

13,584 14,600 12,833

112,788 113,036 107,768

財源内訳

（歳入歳出決算書 199ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

入所定員数に増減はありませんが、研修会等の積極的な参加により、保育の質は
向上していることから、成果も向上しています。今後、さらなる保育の質の向上
に努めることにより、成果が向上する余地はあります。

「山口市子ども・子育て支援事業計画」に基づき待機児童の解消に向けた取り組
みを進めるなかで、需給バランスを注視しながら、民間の役割を増やすことによ
り、コスト削減の余地があります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市立保育園施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育を必要とする就学前児童

手段（30年度の取り組み）

老朽化し耐震性のない市立保育園の建替えによる全年齢型対応
の保育サービスの提供体制の構築など、本市における保育を必
要とする就学前児童や保護者のニーズに対応した環境を整備す
るため、小郡地域において小郡乳児保育園と小郡上郷保育園の
統合を行い、全年齢型の保育所の整備工事を行いました。
また、小郡地域において小郡乳児保育園を廃止したことに伴い
同地域における１歳児の受入枠を確保する必要が生じたため、
小郡保育園の改修工事を行いました。
さらには、平成２８年度に大内地域において公共下水道が設置
されたことに伴い、大内保育園の排水設備工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市立保育園の施設や周辺環境の整備を行うことにより、保育を
必要とする児童の受け入れ体制を整え、待機児童の解消と保育
サービスの充実を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度施設整備実施園数

市立保育園入所率

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

園

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

98.6

92

2

97.9

36

3

93.2

15

事業費

国支出金

千円

2,427 27,965 75,805

45,827 124,365 513,205

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

43,400 96,400 437,400財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

０～２歳児のみを受け入れていた小郡乳児保育園と２歳児以上を受け入れていた
小郡上郷保育園を統合し、入園から小学校就学前まで同じ環境で保育が可能とな
る全年齢型の保育所を整備するなど、保護者ニーズに対応した保育環境の整備を
行いました。

今後の保育を必要とする児童の数の伸び等によっては、事業規模の見直しも考え
られます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

私立保育園運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

私立認可保育園
在園児・保護者

手段（30年度の取り組み）

・平成２７年度施行の「子ども・子育て支援新制度」に基づき
、私立認可保育園に対して国の定める要綱に従い国・県・市か
ら運営費を委託料として支払いました。
・平成３０年度は、夢の星保育園大内園（５０人→６０人）、
夢の星保育園穂積園（６０人→７０人）、はあと保育園新山口
（６０人→１２０人）において定員拡大を行いました。
・本市における教育・保育の拡大と質の向上を実現するために
必要な保育者の確保に向けて、市独自の緊急的な助成を行いま
した。
・保育中の事故防止とその検証のためのビデオカメラの設置及
び、午睡中の事故防止のためのベビーセンサー等の設置に対す
る費用の一部を補助しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

私立認可保育園が、保育園における設備運営基準を満たし、安
定した保育の実施を継続できるようにし、結果として在園児が
安全に過ごせるようになり、保護者が安心して子供を預けるこ
とができるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

私立認可保育園年間延べ在籍児童数（管外除く）

私立認可保育所入所率

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

人

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

24,587

109.6

92

26,719

108.3

36

28,047

109.2

15

事業費

国支出金

千円

719,514 821,707 844,322

2,271,742 2,615,554 2,760,181

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

727,058 849,758 931,610

380,791 446,897 450,844

444,379 497,192 533,405

財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

私立認可保育園における入所定員の増加、及び職員研修等により、保育サービス
の量・質が向上しています。
依然として待機児童が発生していることから、引き続き保育サービスの量・質の
向上を図っていきます。

国の保育所運営費交付要綱に基づくものであるため、コストを削減する方法はあ
りません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

私立保育園整備費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育を必要とする就学前児童

手段（30年度の取り組み）

・本市の待機児童解消を図るため行った私立認可保育園の施設
整備に対して、その費用の一部を補助しました。
【平成３０年度事業】
・はあと保育園中央（湯田・定員120人の新設）
・めばえ保育園（大歳・定員120人→150人の増改築）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

私立保育園の施設整備（新設と増改築）を補助することにより
保育を必要とする児童の受け皿の拡大を図るなど、待機児童数
の減少に寄与します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施設整備助成保育園数

施設整備助成により、増加した定員数（純増分）

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

園

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

80

92

0

0

36

2

150

15

事業費

国支出金

千円

9,713 23,904

87,421 215,139

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

77,708 191,235

財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

受入児童の定員増加については、今後の保育ニーズの動向を踏まえるとともに、
幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育事業など、様々な教育・保育施設と
のバランスを図る中で調整していく必要があります。
そうした中で、待機児童の解消に向け、定員増加を図っていく必要があることか
ら、今後も私立保育園の施設整備を進めていく必要があると考えます。

定員規模等に応じた補助基準額、補助率も決まっていることから、コスト削減は
できません。

まち・
ひと・しごと ●

100



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

へき地保育所管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

へき地保育所入所児童

手段（30年度の取り組み）

・へき地保育所を通して、保育サービスを必要とする児童に対
し、保育を実施しました。
・へき地保育所数　公立４園（定員、児童の受入年齢、保育時
間は園によって異なります。）
　・篠生保育園（定員２０人）
　・生雲保育園（定員２０人）
　・地福保育園（定員２０人）
　・徳佐保育園（定員６０人）
・保育を実施するために必要な職員体制の確保、施設、設備、
備品等の維持管理を行いました。
・保育中の事故防止とその検証のためのビデオカメラを設置し
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

へき地保育所において、安定した保育の実施を継続できるよう
になります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

へき地保育所年間延べ在籍児童数

へき地保育所入所率

区分 指標名称

①

単位

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

775

53.8

715

49.7

538

37.4

事業費

国支出金

千円

6,144 5,889

53,173 46,280 45,730

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

21,302 23,815 19,253

16,846 17,478 14,106

8,881 4,987 6,482

財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

在籍児童は減少していますが、阿東地域において未就学児に対して安心・安全な
保育サービスの提供が維持できています。

在籍児童数の状況等を踏まえ、阿東地域の保育園の将来のあり方について検討し
ていきます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

認定こども園運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

認定こども園
在園児・保護者 

手段（30年度の取り組み）

・認定こども園に対して、国・県・市から園の運営に必要な経
費（運営費）を交付しました。

【認定こども園】
幼稚園から認定こども園（幼稚園型）へ移行
・認定こども園旭幼稚園（定員（２・３号）：１３０人）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

認定こども園が質の高い教育・保育を提供できることで、在園
児が安全に過ごせ、保護者が安心して子どもを預けることがで
きます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

認定こども園年間延べ在籍児童数（管外除く）

認定こども園入所率

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

人

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,010

116.9

92

2,327

92.0

36

4,173

100.5

15

事業費

国支出金

千円

63,054 131,251 218,970

146,195 307,952 517,763

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

43,145 99,100 170,184

39,996 77,601 128,609

財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

認定こども園が実施する職員研修等により、保育サービスの質・量が向上してい
ます。今後とも職員研修等による保育の質の向上を維持することにより、成果が
向上します。

国の子ども・子育て支援新制度に基づくものであるため、コストを削減する方法
はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

認定こども園整備費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

就学前児童 

手段（30年度の取り組み）

・学校法人等が市内で設置経営する認定こども園の施設整備を
国、県の補助で実施する場合に、市からもその費用を補助しま
す。
・整備にあたっては、幼稚園・保育園関係者及び行政で構成す
る「山口市保育施設整備検討会議」で検討いただいた後に、市
が総合的に検討・調整を行います。
・平成30年度は、補助が伴う施設整備は行われませんでした。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

認定こども園の施設整備を補助することにより、保育機能部分
の施設の面積が拡大することから、待機児童の解消を図ること
ができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施設整備実施認定こども園数

施設整備により、増加した定員数（純増分）

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

園

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

144

92

0

0

36

0

0

15

事業費

国支出金

千円

35,370

106,110

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

32,400

38,340

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

受入児童の定員増加については、今後の保育ニーズの動向を踏まえるとともに、
幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育事業など、様々な教育・保育施設と
のバランスを図る中で調整していく必要があります。そうした中で、待機児童の
解消に向けた取組みの一つとして、受入児童の定員増加を図っていく必要がある
ことから、今後も認定こども園への移行と整備を進めていく必要があると考えま
す。

定員規模等に応じた補助基準額、補助率も決まっていることから、コストを削減
できません。

まち・
ひと・しごと ●

103



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域型保育運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域型保育事業
在園児・保護者 

手段（30年度の取り組み）

・地域型保育事業に対して、国・県・市から事業の運営に必要
な経費（運営費）を交付しました。
・保育中の事故防止とその検証のためのビデオカメラの設置に
対する費用の一部を補助しました。
・児童の睡眠中の事故防止のための機器の導入に必要な費用の
一部を補助しました。 
【地域型保育事業（小規模保育事業）】
・うる保育園（定員１７人が４月から開園）
【地域型保育事業（事業所内保育事業）】
・山口ヤクルト平川保育園（定員：地域枠５人、従業員枠１４
人が７月から開園）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域型保育事業所が質の高い保育を提供できることで、在園児
が安全に過ごせ、保護者が安心して子どもを預けることができ
ます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域型保育事業年間延べ在籍児童数（管外除く）

地域型保育事業入所率

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

人

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

679

89.8

92

943

97.0

36

1,199

89.0

15

事業費

国支出金

千円

31,714 43,067 51,599

97,078 137,332 182,899

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

43,302 62,228 90,206

22,062 32,037 41,094

財源内訳

（歳入歳出決算書 201ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地域型保育事業所の入所定員及び入所児童数が増加するとともに、職員研修の実
施等により、保育サービスの量・質が向上しています。今後も施設整備と職員研
修等による保育の質の向上を継続することにより、成果が向上します。

国の子ども・子育て支援新制度に基づくものであるため、コストを削減する方法
はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域型保育整備費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育を必要とする３歳未満児
地域型保育事業者

手段（30年度の取り組み）

・事業所が、本市の待機児童解消を図るため行った地域型保育
事業所の施設整備に対して、その費用の一部を補助しました。
【平成３０年度事業】
・中央ココモ保育園（定員19人の新設）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域型保育事業所の施設整備を補助することにより、保育を必
要とする児童の受け皿の拡大を図るなど、待機児童の減少に寄
与します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施設整備実施地域型保育事業数

施設整備により、増加した定員数（純増分）

待機児童数（全認可保育所等）

区分 指標名称

①

単位

園

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

92

0

0

36

1

19

15

事業費

国支出金

千円

7,856

70,707

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

62,851

財源内訳

（歳入歳出決算書 203ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

受入児童の定員増加については、今後の保育ニーズの動向を踏まえるとともに、
幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育事業所など、様々な教育・保育施設
とのバランスを図る中で調整していく必要があります。そうした中で、待機児童
の解消に向けた取組みの一つとして、受入児童数の増加を図っていく必要がある
ことから、今後も地域型保育事業所の整備を進めていく必要があると考えます。

定員規模等に応じた補助基準額、補助率も決まっていることから、コストを削減
できません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

私立幼稚園就園奨励事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

私立幼稚園に通う園児（満３歳児～５歳児）の保護者 

手段（30年度の取り組み）

対象要件に該当する保護者に対し、入園料及び授業料を減免し
た私立幼稚園に市が減免額を補助しました。（国庫補助事業）
【補助額】
国の基準により、１人62,200円～308,000円/年 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

私立幼稚園に就園させている保護者の経済的負担を軽減し、幼
稚園に就園しやすくします。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金額

補助金支給数

私立幼稚園就園奨励費受給者数

区分 指標名称

①

単位

千円

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

216,511

1,538

1,538

216,703

1,633

1,633

160,992

1,199

1,199

事業費

国支出金

千円

148,339 145,734 105,959

216,528 216,703 161,001

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

幼稚園費項 04

幼稚園費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

63,364 65,995 51,268

4,825 4,974 3,774

財源内訳

（歳入歳出決算書 297ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

私立幼稚園就園奨励費の受給により、保護者負担が軽減されているため、成果は
向上しています。

私立幼稚園教育の充実を図る観点からコスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

幼稚園教育推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
保育幼稚園課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市立幼稚園の園児

手段（30年度の取り組み）

園児の状況に応じ、必要とされる補助教諭を配置しました。
・子育て支援補助教諭
　子育て支援活動の一層の展開を図るとともに、幼児一人ひと
　りの発達段階や年齢に応じて、きめ細やかな保育を行うため
　学級担任を補助する教諭を配置しました。
・特別支援教育補助教諭
　特別支援を要する幼児に対し、必要な支援を行うため、補助
　教諭を配置しました。
・複式学級補助教諭
　複式学級に対応するため該当園に補助教諭を配置しました。
　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

きめ細やかな幼児教育が行われます。
特別支援教育の充実が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

子育て支援、特別支援及び複式学級補助教諭の勤務時間
数

補助教諭配置人数

園児１人あたりに対する補助教諭の勤務時間

区分 指標名称

①

単位

時間

人

時間

28年度実績 29年度実績 30年度実績

31,486

34

76

28,388

33

75

28,045

32

83

事業費

国支出金

千円

36,456 34,777 35,190

36,456 34,777 35,190

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

幼稚園費項 04

幼稚園費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

幼児教育・保育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 297ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

補助教諭を適切に配置することで、今後も成果の維持に努めます。

民間化や就学前児童施設（幼稚園・保育園）のあり方を整理する中でコスト削減
余地が生じる可能性があります。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子ども

基本事業がめざす姿

子どもが学んだり、遊んだり交流できる場があり、活用されています。

基本事業の成果状況と評価

児童館平均利用回数（延べ利用者数/18歳未満児童数）

【こども未来課】

評

価

　児童館の利用回数は、横ばいで推移しています。スポ少やク
ラブ活動、保育園や放課後児童クラブの利用等の児童の日常の
過ごし方の変化から、児童館の利用が伸び悩んでいることが要
因と考えられます。
　今後も、引き続き児童が参加したくなる魅力的な事業を実施
していくとともに、児童以外の多世代で交流ができるような講
座等の企画・運営を展開し、より多くの方々が児童館を利用さ
れるよう努めてまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

回 1.5 1.5 3.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

25,783

基本事業　01-01-04 子どもたちの交流の場づくり

指
標
① 1.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口児童館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
こども未来課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・児童(１８歳未満）
・地域住民 

手段（30年度の取り組み）

山口児童館の管理運営を行いました。
＜開館日＞　　日曜、祝日（こどもの日、敬老の日を除く）、
　　　　　　　年末年始を除く毎日
＜開館時間＞　９：３０～１７：００
　　　　　　　（月曜日のみ１３：００～１７：００）
＜内容＞
・児童講座の開催
・児童向け各種クラブの実施
・移動児童館の開催
・お年寄りとの交流活動の実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童が健全な遊びを通して情操が豊かになります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座開催数

年間延べ利用者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

82

22,004

78

21,040

73

19,739

事業費

国支出金

千円

13,160 8,655 8,981

13,160 8,655 9,116

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童館費目 05

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

子どもたちの交流の場づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

135

財源内訳

（歳入歳出決算書 203ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

保育所や放課後児童クラブへ通う児童の増加や児童の生活スタイルの変化等によ
り、児童館を利用する人が少なくなっています。 

児童が健全に過ごせるよう安心・安全な施設運営をしていくため、コスト削減は
できません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子育てをしている保護者

基本事業がめざす姿

子どもの人権を守り、子どもが適切な養育を受け、すこやかな成長・発達や自立が図られ
るよう、保護者、行政、地域が支えています。

基本事業の成果状況と評価

児童虐待認定件数

【子育て保健課】

評

価

　養護相談や虐待通告（疑いを含む）件数は、２５０～２６０
件で推移していますが、虐待と認定した件数は４件（３世帯）
となり前年度より減少しました。内訳としては、身体的虐待３
件、心理的虐待１件となっています。虐待の要因となる問題が
複雑化しており、複数年にわたって支援を継続することも多く
なっています。今後も、早期発見、早期対応を目指し、引き続
き関係機関との連携や啓発を強化して、児童虐待防止に努めま
す。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 7 4 10

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

養育に関する相談件数

【子育て保健課】

　養育に関する相談件数は、教育相談室、家庭児童相談室、や
まぐち子育て福祉総合センター、やまぐち母子健康サポートセ
ンターの相談件数の合算値となっています。平成２９年度に比
べ４７８件増加しました。それぞれ専門職の配置により、子ど
もの養育に関する相談体制は確保できていると考えています。
　今後も、関係機関の連携をより密にし、相談体制の充実に努
めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 3,300 6,377 6,855 4,000

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

42

基本事業　01-01-05 児童虐待の防止

指
標
①

指
標
②

14
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

養育支援訪問事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・育児ストレスなどにより産後うつ病や育児ノイローゼ等の問
題を抱え、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭
・虐待のおそれや、そのリスクを抱える家庭

手段（30年度の取り組み）

必要に応じて関係機関からの情報収集等を行い、家庭の養育状
況を把握し、その結果、支援の必要性があると思われる家庭に
対し、指導、助言等を行いました。
また、養育不良の家庭に対して養育支援計画を作成し、訪問支
援者を派遣して、定期的な訪問等を行い、養育上の諸問題の解
決、改善を図りました。

【訪問支援者】
　専門的相談支援：保健師、助産師、保育士等
　育児・家事援助：子育て経験者、ヘルパー等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本来子どもの養育について支援が必要でありながら、積極的に
自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に過重な負
担がかかる前の段階において、訪問による支援を実施すること
により、当該家庭において安定した子どもの養育が可能となり
ます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

養育支援を実施した世帯数

養育支援を実施した延件数

養育支援が終了した世帯数

区分 指標名称

①

単位

世帯

件

世帯

28年度実績 29年度実績 30年度実績

20

63

7

29

116

10

25

127

6

事業費

国支出金

千円

54 11 16

198 31 42

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

児童虐待の防止基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11 10 13

133 10 13

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

児童相談所など関係機関との連携により、養育について支援が必要な家庭を把握
し、家庭訪問を行うほか、手続き支援などをはじめとする同行支援を行いまし
た。
子育てによる不安感やストレス、不適切な養育状態等、虐待のおそれやそのリス
クを抱える家庭に対して、指導、助言等を行うことにより、安定した養育が可能
となります。
問題が重複かつ複雑化している家庭については、引き続き長期的に支援していき
ます。

訪問支援を行う上で必要最低限のコストであり、削減はできません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

母子・父子家庭の子ども

基本事業がめざす姿

経済的支援の必要な家庭の負担が軽減され、子どもが健やかに育ちます。

基本事業の成果状況と評価

ひとり親家庭の福祉サービスを受けている延べ世帯数

【こども未来課】

評

価

　ひとり親家庭の福祉サービスの年間利用世帯数は、減少して
います。
　引き続き、ひとり親家庭の経済的・精神的負担の軽減のため
各種サービスの周知に努め、必要な世帯に必要な支援ができる
よう努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

世帯 4,375 4,266 4,700

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

969,669

基本事業　01-01-06 ひとり親家庭等の福祉の充実

指
標
① 4,466
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ひとり親家庭医療費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

所得が基準額以下である市内在住の18歳までの児童とその母ま
たは父

手段（30年度の取り組み）

医療費の自己負担分を助成することにより、ひとり親家庭の経
済的負担を軽減しました。
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。 
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻ししました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

医療費の自己負担分を助成することにより、ひとり親家庭の経
済的負担の軽減が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

福祉医療費受給者証（ひとり親家庭用）交付件数

ひとり親家庭医療費給付件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,755

40,049

2,680

40,229

2,676

40,578

事業費

国支出金

千円

65,730 65,820 65,288

118,332 117,098 118,681

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童措置費目 02

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

ひとり親家庭等の福祉の充実基本事業 06

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

41,636 41,518 40,892

10,966 9,760 12,501

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ひとり親家庭医療費の給付件数は伸びており、順調に成果が上がっているといえ
ます。
今後も県と共同で本事業を実施し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減を図ってい
きます。

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

母子父子福祉対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・母子・父子家庭
・寡婦
・母子寡婦福祉連合会 

手段（30年度の取り組み）

・母子・父子家庭及び寡婦に対して、母子・父子自立支援員２
　名（嘱託職員）による相談、母子父子寡婦福祉資金の貸付等
　の業務を行い、就業、自立に向けた支援を行いました。
　主な貸付…修学資金、就学支度資金、技能習得資金
・山口市母子寡婦福祉連合会に助成金を支出し、活動を支援し
　ました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・母子・父子家庭及び寡婦が安心して相談することができま　
　す。
・母子・父子家庭及び寡婦が経済的、精神的に自立できます。
 

活動状況、成果状況、事業費の推移

母子・父子自立支援員相談・処理・活動件数

母子父子寡婦福祉資金貸付件数

相談・処理解決件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

435

7

435

504

3

504

353

5

353

事業費

国支出金

千円

3,772 3,794 3,861

3,864 3,891 3,960

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

母子父子福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

ひとり親家庭等の福祉の充実基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

92 97 99

財源内訳

（歳入歳出決算書 199ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

母子・父子自立支援員による離婚後の住居、生活費や支援制度等、あらゆる相談
に応じるとともに、経済的支援のための母子父子寡婦福祉資金の貸付業務を行う
ことで、母子・父子家庭及び寡婦の生活安定のために必要な支援を行いました。
平成30年度から山口市保健センター内に家庭児童相談室を移転したことにより、
各種手当申請にあわせた来所相談が減少しました。今後は、利用者の利便性を考
慮した相談窓口について検討が必要です。

事業費のほとんどが母子・父子自立支援員にかかる人件費であり、相談・支援体
制を維持するためにもコストの削減はできません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子どもの生活・学習支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度こども未来部
子育て保健課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

ひとり親（母子・父子）家庭
ひとり親家庭の子ども（小中学生）

手段（30年度の取り組み）

ひとり親家庭の子どもが定期的に集える居場所について、あら
かじめ登録された小中学生に対し、ボランティア等による生活
支援（食事の提供）や学習支援を実施しました。

【開設内容】
　・実施時期：毎週１回程度
　・開催場所：市内７箇所（居場所２、学習会５）
【事業内容】
　・生活支援（食事の提供や生活相談など）
　・学習支援（学習習慣をつける、学力向上）
事業の企画運営は、ＮＰＯ法人、社会福祉法人等に委託しまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ひとり親家庭の子どもは、親との離別や死別等により精神面や
経済面で不安定な状況に置かれるとともに、日ごろから親と過
ごす時間が限られ、家庭内でのしつけや教育等が十分に行き届
きにくいという現状がある中で、ひとり親家庭の子どもの生活
向上を図り、貧困の連鎖を防止します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

実施回数

実施箇所数

参加児童数（延べ）

ボランティア登録数

区分 指標名称

①

単位

回

箇所

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

161

5

1,290

61

248

7

1,905

82

事業費

国支出金

千円

2,477 2,883

4,000 5,496

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

母子父子福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

子育て支援の充実と環境整備施策 01

ひとり親家庭等の福祉の充実基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,523 2,613

財源内訳

（歳入歳出決算書 199ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

居場所として２箇所、学習支援の場として５箇所において事業を行い、実施内容
も随時、見直しをしながら、子どものニーズも踏まえて運営しています。
毎週実施することで、参加児童とボランティアスタッフ等との関係が構築され、
これまで見えにくかった家庭の状況なども把握できるようになり、必要に応じて
関係支援機関へつなげるなどの連携が図れています。

事業費のうち、主にボランティア等に対する人材にかかる経費となっており、事
業規模、参加児童数等を考慮し、削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-01 子育て支援の充実と環境整備

基本事業　01-01-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

103
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業　01-02-01 健康づくりの推進

基本事業　01-02-02 食育の推進

基本事業　01-02-03 疾病予防・早期発見・早期治療の推進

基本事業　01-02-04 医療体制の充実

基本事業　01-02-99 施策の総合推進

　疾病別件数において、生活習慣病は、前年度に比べ若干減少していますが、高齢化の進展もあり、引き続き主
要な死亡原因となっています。
　市民アンケートによると、多くの市民が自分の健康に関心を持っていますが、生活習慣病の発症や重症化の予
防のためには、市民一人ひとりが、ライフステージに応じ、身近な地域で健康づくりに取り組むことが必要です
。
　健康づくりの基盤となる食生活に関しては、子どものころから健やかな生活習慣を身につけ、青壮年期以降も
自ら管理する能力を持つことが大切ですが、若い世代ほど関心が低くなっています。関係団体等と連携を図り、
食に関する正しい知識を持ち、健全な食生活を実践できるような食育の取り組みが必要です。
　医療体制については、全体的には市民の満足度は高い水準となっていますが、中山間地域などでは、診療所の
減少、医師の高齢化も進んでおり、医療体制の維持・確保への取り組みが必要となっています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.08 3.10

3.88 3.89

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

市民一人ひとりが、自分の健康は自ら守るとの基本的な考え方のもとで、健康づくりに取
り組んでいます。また、適切な医療が受けられる体制が構築されています。

施策の成果状況と評価

自分が健康だと思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べ1.2ポイント減
少しましたが、ほぼ横ばいの傾向となっています。
　関連する「日頃から健康や介護予防のために行っていること
がありますか?」との問いには、40歳代以下では各年代とも「な
い」との回答が多く、50歳代でもほぼ半数の方が「ない」と回
答しています。青年期、壮年期への健康、運動習慣、栄養・食
生活に関する意識啓発を、引き続き進める必要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 77.1 77.1 75.9 82.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

医療体制が充実していると思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べ0.2ポイント増
加していますが、ほぼ横ばいの傾向となっています。
　市内市街地では、診療所の新規開業も見られ、一般的な診療
科目も揃っています。また、休日・夜間急病診療所や夜間こど
も急病センター、在宅当番医などの設置、二次救急病院である
総合病院が3病院あるなど、救急医療体制も整備されています。
　一方、中山間地域などでは、診療所の減少、医師の高齢化も
進んでおり、医療体制の維持・確保に取り組む必要があります
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 76.2 76.2 76.4 80.0

(横ばい)

(低)

評

価

国民健康保険被保険者一人当たりの医療費

【健康福祉部　政策管理室】

　国民健康保険被保険者の一人当たり医療費は、被保険者の高
齢化や医療の高度化等の影響により増加する傾向にありますが
、平成30年度は薬価のマイナス改定が実施されたこともあり、
対前年度比0.24％の微増となり、おおむね横ばいで推移してい
ます。
　今後も引き続き、特定健康診査や各種がん検診の受診率向上
対策など、医療費の抑制に効果が期待できる取組を推進してい
きます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

円 432,232 446,673 447,731 521,000

(横ばい)

(高)

施策のコスト（千円）

H30

1,442,992

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が健康に関する正しい知識を習得し、健康によい生活習慣を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（食事）

【健康増進課】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べて1.7ポイント
減少しています。
　65歳以上では目標値に達しているものの、若い世代ほど数値
が低いことから、今後も子どもの時から健康的な食生活を身に
付けることができるよう、親と一緒に食に関する知識を深める
活動を進めること等により、成果の向上を目指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 80.1 78.4 85.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（運動）

【健康増進課】

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べて1.9ポイント
減少しています。
　70歳以上では目標値に達しているものの、70歳未満、特に30
歳代、40歳代において低い状態が続いています。
　引き続き、地域や職域、スポーツ関連事業とも連携を図り、
運動を推進する事業を展開することで、成果の向上を目指しま
す。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 36.2 36.2 34.3 40.0

(横ばい)

(低)

評

価

睡眠による休養が十分にとれている市民の割合

【健康増進課】

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べて0.7ポイント
減少しています。
　特に40歳代では、42.6%の方が「睡眠による休養が十分に取れ
ていない」となっており、他の年代に比べて低い状況にあるこ
とから、「睡眠による休養の大切さ」について、職域や家族等
から働きかけを行うなどの取り組みの推進等により、成果の向
上を目指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 69.6 69.6 68.9 75.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

18,458

基本事業　01-02-01 健康づくりの推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

80.1
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

保健活動業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・市民の健康づくり活動の推進に向け、保健・医療・福祉・教
　育の関係者及び市民の代表者からなる健康づくり推進協議会
　を開催しました。
・計画の評価・推進を行いました。
・地域団体や事業所と連携して、活動量に着目した健康づくり
　事業を行いました。
・市民の主体的な健康づくりを推進するため、県等と連携し　
　て、健康マイレージ事業を実施しました。
・健康づくりに関する知識の周知や啓発を行いました。
・業務従事者の資質向上のため研修会に職員を派遣しました。
・新型インフルエンザ等対策を推進しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

健康づくりへの関心が高まります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

健康づくりの啓発・広報回数

研修会出席者数

健康づくりを実践している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

136

25

-

154

22

55.5

172

28

59.4

事業費

国支出金

千円

6,301 7,931 10,913

6,572 8,252 11,161

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

健康づくりの推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

271 321 248

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

健康づくりについて市民へ正しい知識の普及啓発を図るとともに、地域や関係機
関、民間団体等と連携して、健康づくり活動の推進に取り組むことで、成果向上
の余地が見込まれます。

保健活動の事業成果を上げるためには、一定の予算の確保が必要であり、現時点
で新たなコスト削減の方法はありません。　　

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

精神保健業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・市民を対象にゲートキーパー養成講座を開催しました。
　実施回数８回　受講者数１３８人
・心の健康づくり講演会を開催しました。参加者数５８人
・各保健センターのメンタルヘルス情報コーナーの資料の充実
　及び心の健康づくりに関する健康教育を実施しました。
　健康教育１０３回　２，１０１人
・こころの健康情報サイト及び相談窓口の周知を地域、高校、
　子育て世代、職域において行いました。
　こころの体温計利用者数月平均４，０９９件

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

心の健康づくりについて理解し、自ら心の健康づくりに取り組
みます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

心の健康づくり啓発活動等開催回数

心の健康づくり啓発活動等参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

44

2,464

49

1,985

104

2,159

事業費

国支出金

千円

578 932 639

1,152 1,858 1,272

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

健康づくりの推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

574 926 633

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

若者や職域への情報発信やゲートキーパー養成講座を開催したことなどにより、
今後、早期に相談・支援につながることが期待できると考えます。

精神保健の事業成果を上げるためには積極的な普及啓発活動が重要であり、現段
階でコスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生活習慣病予防事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・生活習慣病予防のための保健事業を実施しました。
　健康教育（生活習慣病予防教室・女性の健康教室・ウォーキ
　ング教室等を、保健センターや地域交流センター等で医師や
　健康運動指導士を講師として実施）
　健康相談（保健センター等を会場として個別相談を実施）
　訪問指導（市保健師・管理栄養士による）
・歩数増加・ウォーキングを始めやすい環境を整え習慣化でき
　る仕組みとしてウォーキングの登録事業を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・健康づくり、生活習慣病予防の必要性を理解することができ
　ます。
・健康づくり、生活習慣病予防への行動を起こし継続すること
　ができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

健康教育・健康相談開催回数

健康教育・健康相談利用者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

464

9,042

440

9,520

502

9,356

事業費

国支出金

千円

3,610 3,076 4,925

5,989 3,917 6,025

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

健康増進費目 03

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

健康づくりの推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,170 822 1,074

209 19 26

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項
骨粗しょう症検診は、がん検診と同様に国の健康増進事業の１つであるため、平成29年度から健康診査事業に予
算を移管しました。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

健康教育・健康相談の開催回数及び参加者数は横ばいです。引き続き健康教育・
健康相談について、内容の充実や広報の工夫を図り、地域・職域等の関係機関と
の連携により、地域特性を考慮した活動の機会を増やしていくことで、成果向上
の余地があります。

生活習慣病予防教室やウォーキング教室において受益者負担を検討する方法はあ
りますが、運動と食生活を重点に生活習慣の改善を進めている段階であり、受益
者負担を導入することが推進の妨げとなる可能性も考えられることから現段階で
は難しいと思われます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が食に関する正しい知識を身につけ、健全な食生活をしています。

基本事業の成果状況と評価

食育に関心を持っている市民の割合

【健康増進課】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べ3.1ポイント増
加しています。
　食育に関する事業の開催回数は増加しており、引き続き、学
校や職域等関係団体などと連携を図りながら、食育に関する普
及啓発に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 71.3 74.4 80.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

朝食を食べている市民の割合（１８歳以上）

【健康増進課】

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べて0.1ポイント
増加しています。
　引き続き、「朝ごはんナビ」等の各種啓発媒体を活用し、関
係機関と連携した啓発活動を進め、成果の向上を目指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 86.3 86.3 86.4 90.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

8,285

基本事業　01-02-02 食育の推進

指
標
①

指
標
②

71.3
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

食育推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・小中学生を対象に、「ぼく・わたしのお料理コンクール」を
実施しました。
・山口市食生活改善推進協議会や山口市母子保健推進協議会に
委託し、バランスのとれた食生活等の講話と調理や、子どもや
親子を対象とした食育教室を実施しました。
・乳幼児期の健康な食生活に関して、母子相談や離乳食講座を
通じて、指導や助言を行いました。
・山口市食生活改善推進協議会の育成支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、実践する
ことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

食育講座開催回数（食育ボランティアによる活動＋市母
推協議会の実習）

食育講座参加者数

食生活改善推進員数

区分 指標名称

①

単位

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

788

38,360

353

701

39,153

338

752

38,084

357

事業費

国支出金

千円

7,834 8,449 8,213

7,896 8,503 8,285

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

食育の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

62 54 72

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

食育講座は継続的に実施できています。今後も事業の周知、関係団体との連携・
調整を図ることで、成果向上の余地があります。

食育を推進していくためには継続した普及啓発活動が必要なため、コスト削減の
方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が病気を予防し、早期発見・早期治療に努めています。

基本事業の成果状況と評価

１年に１回健診を受けている市民（１８歳以上）の割合

【健康増進課】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べて0.3ポイント
の微増となっています。
　受診率は、30歳代以上は70%以上となっていますが、10歳代で
は15%、20歳代では62.7%と他の年代に比べ低く、若年層の受診
率の向上を図る必要があります。引き続き複合検診・休日健診
など受診しやすい環境整備および健診への動機づけとなるよう
な広報・啓発に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 76.6 76.9 80.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

５種のがん検診の平均受診率（４０歳以上６９歳。子宮がん検診
は２０歳以上６９歳。）

【健康増進課】

　市民アンケートの結果では、がん検診(胃がん・肺がん・乳が
ん・子宮がん・大腸がん)の平均受診率は、平成29年度に比べて
3.9ポイント減少しています。悪天候による複合検診の中止など
も影響していると考えられます。
　今後も広報や啓発の方法を研究し、節目年齢の方への無料受
診の周知や再勧奨の実施により受診しやすい環境を整備し、受
診者数の増加を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 41.7 41.7 37.8 45.0

(低下)

(低)

評

価

がん検診の精密検査必要者で検査・治療をしている市民の割合

【健康増進課】

　市で行うがん検診において、平成29年度に比べ1.6ポイント増
加しています。検診時に精密検査受診の重要性の広報を行うと
ともに、精密検査未受診者に対して、随時文書や電話での個別
勧奨を行っています。
　今後も早期発見・早期治療に繋がるよう、精密検査の受診勧
奨に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 88.7 88.1 89.7 89.0

(向上)

(高)

評

価

予防接種率（子どもの予防接種）

【健康増進課】

　平成29年度に比べ0.1ポイント増加しており、全体的には高い
接種率となっています。接種対象者に対し、予診票等の個別配
布、学校を通じての接種勧奨チラシの配布、市報や市ウェブサ
イトへの掲載による、制度周知・接種勧奨を行っています。　
引き続き、接種率向上に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 97.5 97.4 97.5 98.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

982,159

基本事業　01-02-03 疾病予防・早期発見・早期治療の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

76.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

健康診査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

事業所等でがん検診等を受ける機会のない40歳以上の市民（た
だし、子宮がん検診は20歳以上の女性、前立腺がん検診は50歳
以上の男性）

手段（30年度の取り組み）

各種検診の実施：胃･肺(結核)･大腸･乳(2年に1回)･子宮(2年に1
回)･前立腺(偶数年齢)がん検診､肝炎ウイルス検診､骨粗しょう
症検診及び歯周疾患健診。　　
・節目年齢による無料検診を継続実施しました。
　40,45,50,55,60歳：胃･大腸･乳がん検診。20,25,30,35,40歳
：子宮頸がん検診。40歳の女性：骨粗しょう症検診。40,45,50,
55,60,65,70歳：歯周疾患健診
・昨年度同様40歳は市のがん検診が全て無料となることから、
　継続的な受診率の向上を図りました。
・胃がん検診については、胃エックス線検査（バリウム）又は
　胃内視鏡検査を実施しました。
・精密検査の受診勧奨を強化しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

がんが早期発見、早期治療されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

受診の啓発･広報回数

実施箇所数（医療機関数、集団検診実施個所数）

乳がん検診受診者数

肺がん検診受診者数

区分 指標名称

①

単位

回

箇所

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

875

3,330

4,749

22

867

3,366

5,354

21

854

3,237

4,713

事業費

国支出金

千円

127,191 133,686 122,097

143,196 152,046 140,897

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

健康増進費目 03

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

疾病予防・早期発見・早期治療の推進基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,739 380 3,032

890 3,884 3,220

13,376 14,096 12,548

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項 平成２９年度より、骨粗しょう症検診は生活習慣病予防事業から、歯周疾患健診は成人歯科保健事業から移管。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

肺がん検診は、市ウェブサイト、地域広報紙などで周知をしました。
乳がん検診についても、同様の方法で周知しましたが、受診者数はやや減少しま
した。
今後も広報や啓発の方法を検討し、節目年齢の方への無料受診の周知や再勧奨に
より、受診しやすい環境を整備し、受診者数の増加を図ります。

受診者数を増加もしくは現状維持させるためには、啓発活動等を実施する必要も
あり、また、検診業務の委託料を減ずることも難しいため、コスト削減は困難で
す。　　

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

予防接種事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

各ワクチンの接種対象者 

手段（30年度の取り組み）

・定期予防接種を医師会等に委託し、個別接種により実施しま
　した。
・定期予防接種の種類
　　ポリオ、四種混合、三種混合、二種混合、日本脳炎、ＭＲ
（麻しん風しん）、インフルエンザ、ＢＣＧ、子宮頸がん、ヒ
ブ、小児用肺炎球菌、水痘、B型肝炎、成人用肺炎球菌
・予診票を母子手帳交付時または学校を通し配布しました。
・健康づくりガイド、市報、市ウェブサイト等を活用し広報す
　るとともに、母子保健事業を通した接種勧奨を行いました。
・任意接種のうち高齢者肺炎球菌ワクチン及び成人の風しんワ
　クチンの接種費用の一部を助成しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ポリオ（小児まひ）、ジフテリア、百日せき、破傷風、麻しん
（はしか）、風しん、水痘、日本脳炎、インフルエンザ、結核
（ＢＣＧ）、子宮頸がん、B型肝炎、肺炎球菌等の感染症を予
防することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

受診の啓発･広報回数

ＢＣＧ接種率

ＭＲ１期（麻しん･風しん）接種率

区分 指標名称

①

単位

回

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

23

104.8

106.6

21

106.4

99.4

23

104.7

102.9

事業費

国支出金

千円

587,021 592,286 580,343

587,021 601,286 590,467

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

予防費目 06

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

疾病予防・早期発見・早期治療の推進基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

124

9,000 10,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項
接種率の対象人口は「各年度に新しく予防接種対象者に該当した人口」であることに対し、接種人員は「各年度
における接種対象者全体の中の予防接種を受けた人員」であるため、100%を超える場合があります。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

接種対象者に予診票等の個別配布や学校を通じたチラシ等の配布、また市報や市
ウェブサイトで広く制度周知や接種勧奨を行い、成果は順調に上がっています。

伝染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するためには、無料化により積極
的な接種勧奨を行う必要があり、受益者負担は適当でありません。　　　　

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特定健康診査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４０歳～７４歳の国民健康保険被保険者

手段（30年度の取り組み）

メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病対策として、
特定健康診査を実施。
・健診対象者を決定し、受診券を発送
・健診・医療機関で健診を実施（自己負担1,000円）
・山口(H27から)・徳地・阿東地域で集団健診を実施
・受診率向上を促進するため、節目年齢の方を対象にインセン
ティブとして1,000円分の商品券を付与
○実施項目
・質問項目（既往歴、服薬歴、喫煙歴等）・身体計測・理学的
検査・血圧測定・脂質検査・肝機能検査・血糖検査・尿検査
・貧血検査・心電図検査・血清アルブミン検査・腎機能検査・
（医師が必要と判断した場合：眼底検査）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

メタボリックシンドロームの危険因子を発見し、早い段階で生
活習慣を改善することにより、被保険者が健康に生活していま
す。
メタボリックシンドロームの該当者・予備軍が減少し、将来の
医療費負担の増加が抑制されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

特定健康診査受診券発送件数

特定健康診査受診者数

特定健康診査受診者の割合

区分 指標名称

①

単位

件

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

32,936

8,690

26.4

32,231

8,919

27.7

31,506

9,091

28.9

事業費

国支出金

千円

37,888 6,620 12,133

101,442 102,786 102,185

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

国民健康保険特別会計会計 02

保健事業費款 05

特定健康診査等事業費項 01

特定健康診査等事業費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

疾病予防・早期発見・早期治療の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

15,394 16,319

48,160 79,847 90,052

財源内訳

（歳入歳出決算書 337ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

受診者数、受診率とも、平成29年度に引き続き向上しました。平成27年度から実
施している、節目年齢対象者へのインセンティブとしての商品券の付与や、未受
診者への受診勧奨などが、受診率向上につながったものと考えられます。また平
成30年度は、受診率の低い地区の担当保健師との協力により、イベントでの声掛
けや地区内の病院への受診勧奨グッズの配置依頼などを行いました。今後も地区
を絞った取組を引き続き実施することなどにより、一層の成果の向上が見込まれ
ます。

健診単価は、診療報酬単価に基づき各医師会と協議の上決定しています。また、
被保険者の負担額を引き上げることは、受診率の低下につながります。

まち・
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特定保健指導事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４０～７４歳の国民健康保険被保険者で特定健診受診者

手段（30年度の取り組み）

・健診受診者全員に結果通知と生活習慣改善に関する情報提供
　を行いました。
・保健指導対象者に特定保健指導利用券及び特定保健指導利用
　勧奨チラシを送付すると共に、電話・家庭訪問・ハガキによ
　る利用勧奨を行いました。
・特定保健指導を山口市医師会・吉南医師会に委託して行いま
　した。（徳地・阿東地域においては直営で実施）
・特定保健指導委託機関との情報交換会を年１回実施し、特定
　保健指導のスキルアップを図ると共に特定保健指導を利用し
　やすい環境づくりに努めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・特性に応じた特定保健指導を受けることができます。
・生活習慣改善に関する知識を得ることができます。
・継続的に生活習慣改善に取り組むことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

特定保健指導利用券送付者数

動機付け支援利用者数

積極的支援利用者数

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

906

69

10

1,008

74

7

998

87

6

事業費

国支出金

千円

3,915 3,434 3,065

4,623 4,555 4,625

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

国民健康保険特別会計会計 02

保健事業費款 05

特定健康診査等事業費項 01

特定健康診査等事業費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

疾病予防・早期発見・早期治療の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

354 358

354 763 1,560

財源内訳

（歳入歳出決算書 337ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

保健指導利用者は横ばいであり、対象者への効果的な利用勧奨や委託実施機関と
の連携による働きかけを行うことで、成果向上の余地があります。

保健指導料の受益者負担について検討する方法はありますが、保健指導の利用率
が低迷している現在の状況において、受益者負担を導入すると更に利用率の低下
が考えられるため難しいと思われます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

疾病予防推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国民健康保険被保険者 

手段（30年度の取り組み）

疾病の早期発見・早期治療を推進するとともに、健康や医療費
に関する意識の啓発を行いました。
・あらかじめ実施医療機関と日程調整し市へ申込みをされた被
保険者に対し、人間ドック・簡易脳ドック（実施期間６～１２
月）、負担割合２割）及び歯周疾患健診（実施期間６～２月、
無料）を実施しました。
・人間ドック受診希望者の任意検査として、前立腺がん検査ま
たは子宮がん検診を実施しました。
・意識啓発のための広報活動、チラシ等の配付を行いました。
・医療費通知を発送しました。（年６回）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

お互いが支えあい、安心で健やかなくらしができるよう早期に
疾病の予防に取り組み、将来の医療費負担の増加が抑制されま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

広報用チラシ配布数（国民健康保険料納入通知書に同封
）

人間ドック等受診者数

人間ドック等受診率

区分 指標名称

①

単位

件

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

25,836

4,420

11.1

25,078

4,468

11.7

25,195

4,396

11.8

事業費

国支出金

千円

93,816 93,997 89,402

119,854 120,801 118,512

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

国民健康保険特別会計会計 02

保健事業費款 05

保健事業費項 02

疾病予防費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

疾病予防・早期発見・早期治療の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,591 4,631

20,447 21,598 29,110

575

財源内訳

（歳入歳出決算書 337ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成28年度より受診率が向上しています。より効果的な広報の実施によって受診
機会を提供し成果の向上に努めていく必要があります。

健診単価は、診療報酬単価に基づき各医師会と協議の上決定しています。また、
被保険者の負担割合を引き上げることは、受診率の低下につながります。
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が病気やケガの時、いつでも医療が受けられます。

基本事業の成果状況と評価

急病の時に診てもらえる救急医療体制が整っていると思う市民の
割合

【健康増進課】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べ1.5ポイント増
加しており、整っていると思う市民の割合が80%を超えています
。
　引き続き関係機関との連携のもと、救急医療体制の維持・確
保に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 80.3 81.8 83.0

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

256,705

基本事業　01-02-04 医療体制の充実

指
標
① 80.3

132



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

産科医等確保支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・産科・産婦人科医師及び助産師に対し、分娩手当を支給して
いる市内の病院、診療所及び助産所
・市内で新規開設や承継等を行う分娩を取り扱う産科診療所 

手段（30年度の取り組み）

・分娩手当を支給している市内の病院、診療所及び助産所に分
　娩1件当たり1万円を上限に補助を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

処遇改善や開設支援等を通じて、産科医等を確保することで、
産科医療を継続することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

分娩手当支給件数

分娩手当支給額

分娩手当を助成した市内の取扱病院、診療所、助産所の
数

分娩手当を助成した市内の取扱病院、診療所、助産所の
医師等の数

区分 指標名称

①

単位

件

千円

箇所

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

767

6,056

3

3

761

6,407

3

3

715

6,114

3

3

事業費

国支出金

千円

3,659 3,873 3,764

6,056 6,407 6,145

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,397 2,534 2,381

財源内訳

（歳入歳出決算書 207ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

産科医療を継続している市内の病院、診療所の数は横ばいです。成果向上の余地
は少ないものの現状を維持していく必要があります。

県の要綱に基づき事業を実施していることや、産科医等の支援のため一定の予算
を確保する必要があることから、現時点で新たなコスト削減の方法はありませ
ん。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

へき地診療所事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

徳地柚野地域及び串地域の住民

手段（30年度の取り組み）

・山口市柚野診療所、山口市串診療所においてそれぞれ週１　
　回、徳地・阿東地域の医師に医療業務を委託し実施しまし
　た。
・今後の徳地地域の医療を確保していくための検討を行いま
　した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

対象地域の住民が身近なところで医療を受けることができます
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開設日数

巡回診療開設日数

受診者数

区分 指標名称

①

単位

日

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

90

50

285

90

48

265

86

49

262

事業費

国支出金

千円

5,969 5,913 6,133

7,809 7,753 7,973

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,840 1,840 1,840

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

高齢者等の地域住民が身近なところで医療を受けることができています。

へき地での医療体制を確保するためには、一定の予算の確保が必要であり、現時
点で新たなコスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

二次病院群輪番制病院運営支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・綜合病院山口赤十字病院
・済生会山口総合病院
・小郡第一総合病院
・市民 

手段（30年度の取り組み）

・二次救急医療体制を確保するため綜合病院山口赤十字病院、
　済生会山口総合病院、小郡第一総合病院の３総合病院での
　輪番制の運営に係る補助を行いました。
　　
　
・山口地域救急医療対策協議会との連携を図りました。
・徳地・秋穂地域の二次救急医療を確保するため、防府地域病
　院群輪番制病院の運営事業に係る負担金を支出しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・二次救急医療体制を維持します。
・救急時に安心して高度医療、専門医療を受けることができま
　す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

運営費補助金額

輪番制による二次救急体制実施日

二次救急病院受診者数

区分 指標名称

①

単位

千円

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

39,548

365

9,037

39,467

365

8,508

39,467

365

8,479

事業費

国支出金

千円

40,556 40,566 40,580

42,583 42,589 42,603

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

地域救急医療費目 05

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,027 2,023 2,023

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

年間を通じて二次救急医療体制が整えられていることで、成果を維持していま
す。

各二次救急医療機関運営における人的確保が難しい中において、二次救急医療体
制を維持していくためには一定の予算の確保が必要であり、現時点で新たなコス
ト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

在宅当番医制事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・休日及び夜間における急病患者

手段（30年度の取り組み）

・山口市医師会、吉南医師会に当番医の調整を委託しました。
・市報に毎月掲載、日程と当番医を報道機関に連絡しました。
・休日昼間（8:30～17:30）については、
　内科（小児科）・外科……山口市医師会
・休日昼間（9:00～18:00）土曜日夜間（19:00～22:00）に
  ついては、内科（小児科）・外科……吉南医師会
・徳地地域については、休日昼間（9:00～17:00）
　外科……防府医師会
・阿東地域については、休日昼間（8:30～17:30）
　内科・外科……山口市医師会 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・休日及び夜間に適切な医療を受けることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

診療延べ日数（診療日×診療科数）

休日及び夜間の受診者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

483

12,868

481

13,259

483

12,420

事業費

国支出金

千円

28,941 28,881 29,099

28,941 28,881 29,099

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

地域救急医療費目 05

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

内科、外科については、全ての休祝日で確保されていますが、小児科の開設日数
について、拡充する余地があります。

コスト削減の方法は、ありません。　

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域救急医療運営費補助事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・吉南医師会、防府医師会、山口赤十字病院、済生会山口総合
　病院、小郡第一総合病院
・市民

手段（30年度の取り組み）

・地域医療に携わる看護師養成（吉南准看護学校・防府看護専
　門学校）に対して補助を行いました。
・防府医師会に対し救急医療の調整に対する補助を行いまし
　た。
・救急病院の診療科目の相互補完に係る助成を実施しました。
（山口赤十字病院、済生会山口総合病院、小郡第一総合病院）
・山口県広域災害救急医療情報システム運用により、災害救急
　医療情報システム（広域災害情報・救急医療情報・医療機能
　情報）に参加しました。
・小児救急に関する講座を開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・地域救急医療提供体制を整えることができます。
・必要なときに救急医療を受けることができます。
・必要なときに医療情報の提供を受けることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金額

補助団体数

一次救急受診者数（在宅当番医、休日夜間診療所）
及び二次救急病院受診者数

区分 指標名称

①

単位

千円

団体

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

76,610

6

26,980

76,610

6

26,885

76,610

6

25,600

事業費

国支出金

千円

77,273 77,272 77,513

77,273 77,272 77,513

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

地域救急医療費目 05

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

必要な時に救急医療が受けられる地域救急医療体制の確保につながっており、現
状を維持していく必要があります。

地域救急医療体制の確保のため一定の予算を確保する必要があることから、現時
点で新たなコスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

休日・夜間急病診療所運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・休日及び夜間に早急な医療を必要としている人 

手段（30年度の取り組み）

休日・夜間時における地域医療を確保するため山口市休日・夜
間急病診療所を運営しました。
・山口市医師会、歯科医師会、薬剤師会、放射線技師会より医
　師等を派遣。
・診療科目・・内科及び外科
　診療日時・・毎日　午後7時から午後10時まで
・診療科目・・歯科
　診療日時・・日曜、祝日、8月14日から16日、12月29日から
　　　　　　　1月3日の午前9時から午後1時まで

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・早急な治療が必要な時に迅速かつ適切な初期救急医療を受け
ることができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

休日･夜間急病診療所の年間診療日数

休日･夜間急病診療所年間のべ受診者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

365

5,075

365

5,118

365

4,701

事業費

国支出金

千円

36,291 32,337 39,630

119,905 93,139 93,372

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

地域救急医療費目 05

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

医療体制の充実基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

23,800

59,814 60,802 53,742

財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

365日診療を実施しているため、日数の増加はできませんが、診療時間を延長す
ることで成果向上の余地があります。

照明を省エネルギータイプに転換することなどでの維持管理固定経費の削減は考
えられますが、診療科を維持する上での必要な経費の削減は困難です。　

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-02 健康づくりの推進と地域医療の充実

基本事業　01-02-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

177,385
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

健康福祉の拠点づくり事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
健康増進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、高齢者、障がい者、子どもとその保護者等

手段（30年度の取り組み）

旧阿東山村開発センターの跡地を活用して、阿東保健センター
機能の拡充として、健康づくり機能をはじめとした複合施設の
整備を進めました。
　　平成30年度：建設工事、周辺の整備
　　令和元年度：建設工事、外構工事
　　　　　　　　山口市アカシア工房移転

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民、障がい者、高齢者、子どもとその保護者等が地域で安心
して生活できるようになっています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

健康づくり講座等の開催回数

健康づくりを実践している市民の割合（阿東地域）

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

13

54.3

事業費

国支出金

千円

1 6,899 28

271 108,399 144,928

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

保健衛生施設費目 04

子育て・健康福祉政策 01

健康づくりの推進と地域医療の充実施策 02

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

270 101,500 144,900財源内訳

（歳入歳出決算書 209ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

高齢者や障がい者をはじめとする市民の健康づくり・福祉活動を支援する環境整
備や、子育て支援機能の充実により、成果の向上が見込めます。

現時点で新たなコスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業　01-03-01 介護予防の推進

基本事業　01-03-02 社会参加と生きがいづくりの推進

基本事業　01-03-03 地域包括ケアシステムの充実

基本事業　01-03-04 認知症対策の推進

基本事業　01-03-05 在宅生活支援の充実

基本事業　01-03-06 介護サービスの充実

基本事業　01-03-99 施策の総合推進

　本市の高齢者人口（６５歳以上人口）は、平成２７年度１０月の国勢調査では、５３，８３３人、高齢化率２
７．３％、平成３１年３月末の住民基本台帳では、５５，６４３人、高齢化率２９．１％となり、高齢化が進行
しています。
　高齢者の増加に伴い、介護が必要な高齢者や認知症高齢者、さらには一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯も
増加していくと予想されます。
　様々な分野の課題が絡み合い、複合的な支援を必要とする状況が発生しつつある現在においては、地域住民や
地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながること
で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会、すなわち「地域共生社会」の実現に向
けた取組みが求められています。
　そのため、地域包括支援センターの機能強化をはじめ、認知症対策の強化、医療と介護の連携推進、生活支援
及び介護予防サービスの充実や、高齢者が様々な場で生きがいを持って活躍し、地域における高齢者の支え合い
体制の整備等、地域と連携した取組を進めていくことが必要です。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.01 3.02

3.83 3.80

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

施策のプロフィール

施策の対象

高齢者
介護保険利用者、家族

施策がめざす姿

高齢者が住み慣れた地域等で、生涯にわたって活躍し、家族や地域で支えあいのもと、安
心して暮らし続けられています。また、介護サービスが必要な高齢者には、適切なサービ
スが提供されています。

施策の成果状況と評価

６５歳以上で仕事や余暇の時間に生きがいを持って過ごしている人
の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　市民アンケートの結果では、平成29年度に比べ、2.4ポイント
下がっていますが、統計誤差の範囲内であることからほぼ横ば
いと考えます。
　生きがいの感じ方は、人それぞれではありますが、超高齢社
会の中、年齢にかかわらず、高齢者自身の培ってきた知識や経
験を活かし、家族・地域・社会の一員として活躍できる場があ
ることは、生きがいを持つうえで重要です。
　個々の高齢者が、様々な役割をもって活躍できる仕組みづく
りを推進することで成果向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 68.2 68.2 65.8 72.8

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

自立高齢者割合（介護保険の第１号被保険者のうち、要介護の認定
を受けていない高齢者割合）

【健康福祉部　政策管理室】

　自立高齢者の割合は、平成29年度の86.2％から0.1ポイント低
下し86.1%となっていますが、ほぼ横ばいです。市民アンケート
では、「日頃から健康や介護予防のために行っていることがあ
る」高齢者は、60歳代で63.8%から64.6%へ、70歳代以上で66.2%
から72.2%へと前年度に比べて増加しています。高齢者人口の増
加、後期高齢者の増加の中、介護予防に取組む高齢者が増加す
ることで自立高齢者の割合が維持できています。
　今後も元気な時からの健康づくりや介護予防に努めます。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 86.3 86.2 86.1 86.5

(低下)

(低)

評

価

介護サービスが充実していると思う高齢者の割合

【健康福祉部　政策管理室】

　前回より7.7ポイント低下しましたが、否定的な評価は約9％
と前年度と横ばいの状況で「どちらとも思わない」の回答は前
年度から5ポイント増の約40％となっています。
　介護サービスの利用が少ない前期高齢者の45％が「どちらと
も思わない」を選択されていることから、お気軽講座や広報媒
体などを活用し、介護保険制度の普及啓発に努めていきます。
　一方、介護サービス利用者が、介護サービスの充実を感じて
いただけるよう、スムーズな介護認定調査、介護相談員の派遣
やケアプラン点検、市所管事業所の指導・監督など、必要な介
護サービスが適切に提供される取組の推進に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 50.1 50.1 42.4 53.6

(低下)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

17,062,114

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の虚弱な高齢者・要支援者

基本事業がめざす姿

高齢者が住みなれた地域で自立した生活が送れています。

基本事業の成果状況と評価

予防給付及び介護予防・生活支援サービス事業を利用した者で状
態区分が維持・改善した高齢者の割合

【高齢福祉課】

評

価

　予防給付や介護予防・生活支援サービスを利用した者で要介
護度の状態区分が維持・改善した高齢者の割合は、88.7%と基準
値や前年度を大きく上回っています。　今後も自立支援を重視
したケアマネジメントや介護予防・生活支援サービス事業所研
修を行い、高齢者が身体機能や生活機能を維持向上できるよう
努めます。
＊介護予防・生活支援サービスは平成28年度10月から新規対象
者のみを、平成29年度から更新対象者を含めて段階的に実施し
、平成30年度は全利用者の1年間のサービス利用による成果とな
ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 70.0 88.7 75.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

市の実施する介護予防活動に取り組んでいる高齢者の割合

【高齢福祉課】

　市の実施する介護予防活動に取組んでいる高齢者の割合は、
平成30年度には15.9%と基準値から増加していますが、前年度か
らは低下しています。筋力維持向上や閉じこもり予防を目的と
したいきいき百歳体操の新規グループが前年度に比べ減少して
いることや地域で介護予防に取組むグループ数は増加している
ものの1グループの参加者が減少していることが原因と考えられ
ます。令和元年度は全ての地域包括支援センターに生活支援コ
ーディネーターを配置したことから、市全域に介護予防の必要
性を更に周知し、いきいき百歳体操等の介護予防に取組むグル
ープの創設に向けて地域へ働きかけていきます。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 11.8 25.5 15.9 19.0

(低下)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

492,988

基本事業　01-03-01 介護予防の推進

指
標
①

指
標
②

70.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

はり・きゅう施術費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・７０歳以上高齢者
（平成21年度より国民健康保険被保険者を除く） 

手段（30年度の取り組み）

・申請者に対して、利用者証・施術費助成券を交付し、施術費
の一部を助成しました。
＜助成内容＞
　助成金額　１術800円、２術1,000円
　利用回数　１日１回、１ヶ月に１０回まで
　対象施術　はり、きゅう

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・心身の健康状態が維持できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

利用者証交付者数

利用回数

利用者の割合

１人あたりの利用回数

区分 指標名称

①

単位

人

回

％

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

902

10,440

3.0

11.6

868

10,116

2.8

11.7

869

10,753

2.8

12.4

事業費

国支出金

千円

3,713 3,504 4,042

10,271 10,029 10,482

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護予防の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,558 6,525 6,440

財源内訳

（歳入歳出決算書 185ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

助成券交付者数は横ばいですが、一人当たりの年間利用回数は増えており、施術
所への外出促進や健康保持など、介護予防が図られていると考えます。今後とも
事業の周知に努め、一層の成果向上につなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

老人憩の家管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・６０歳以上の方

手段（30年度の取り組み）

・老人憩の家3館を指定管理により、管理運営を行いました。 
＜施設状況＞ 
　利用者　　60歳以上の方 
　利用時間　午前9時～午後5時 
　利用料金　1人1回100円（潮寿荘の宿泊料金は別途）
　休館日　　月曜日、年末年始 
　所在地　　寿泉荘(湯田)､嘉泉荘(嘉川)､潮寿荘(秋穂二島) 
＜指定管理者＞ 
　管理者　　中国興産（有）
　指定期間　平成28年4月1日～令和3年3月31日
＜耐震診断＞平成24年度実施　＜耐震設計＞平成25年度実施
＜耐震・長寿命化工事＞平成26年度実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者の心身が健康になります。
・利用者同士の交流により生きがいづくりができます。 
・適切な施設管理を行うことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開館日数

利用者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

307

45,039

307

43,542

306

40,010

事業費

国支出金

千円

31,348 31,248 30,354

31,348 31,248 30,354

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護予防の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 187ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者は減少していますが、高齢者の心身の健康づくりや生きがいづくりの施設
として機能を果たしていると考えます。
今後も本施設が高齢者が身近で交流し、楽しめる拠点となるよう、成果の向上に
つなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

介護予防・生活支援サービス事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

介護保険で要支援認定をもっておられる方及び心身機能の低下
がみられ、今後介護を必要とする状態となるおそれがある方の
中で、介護予防・生活支援サービスの利用が必要な６５歳以上
の高齢者等

手段（30年度の取り組み）

対象者の心身の状況、生活環境に応じた適切なサービスを提供
しました。
<訪問型サービス>
　訪問介護相当サービス、指定事業者訪問型サービス
　一般事業者訪問型サービス、短期集中訪問型サービス
<通所型サービス>
　通所介護相当サービス、体と脳の機能アップ教室
　足腰機能アップ教室、教室型運動ショートプログラム
　元気いきいきひろば、短期集中通所型サービス

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

介護予防に取り組む必要のある人が、事業を利用することによ
り、心身機能を維持改善できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

介護予防・生活支援サービス事業の利用者

介護予防・生活支援サービス事業を利用した者で、生活
機能を維持・改善している者の割合

区分 指標名称

①

単位

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

364

94

1,858

94.5

1,877

88.4

事業費

国支出金

千円

6,020 82,489 98,764

16,792 227,080 370,840

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

介護予防・日常生活支援総合事業費項 01

介護予防・生活支援サービス事業費目 01

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護予防の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,971 52,626 125,596

2,099 28,384 46,354

4,702 63,581 100,126

財源内訳

（歳入歳出決算書 371ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者の心身の状況に応じた各種介護予防・生活支援サービスを提供し、心身機
能の維持・改善を図りました。約９割の方が、維持・向上を継続しており、引き
続き多種多様なサービスを提供し、維持・改善を図ります。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域リハビリテーション活動支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

おおむね６５歳以上の高齢者
通所・訪問サービス事業所等の職員

手段（30年度の取り組み）

・地域においていきいき百歳体操を用いた介護予防活動を開始
しようとする住民団体等にリハビリテーション専門職等を講師
として派遣し、体操の紹介、自主活動開始の支援、および自主
活動の継続支援を行いました。
・通所・訪問サービスにリハビリテーション専門職等が必要に
応じて関与し、日常生活に支障のある生活行為の要因や改善の
見通し、効果的なプログラムの提案、介護職員等への助言等を
行い、自立支援に向けた取り組みを促しました。
・地域リハビリテーションネットワーク会議を開催し、地域・
医療・介護のリハビリテーション専門職員と市及び地域包括支
援センター等の連携強化と地域リハビリテーションの体制整備
を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生活機能の低下の改善や高齢者の能力を引き出し、日常生活の
活動を高め、家庭や社会への参加を促し、高齢者一人ひとりの
生きがいや自己実現の取り組みを支援して、QOLの向上を目指
します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

通いの場・訪問・通所サービス等への支援回数

地域リハビリテーション活動支援事業利用により指導を
受けた人数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

549

1,901

412

1,984

262

2,141

事業費

国支出金

千円

3,498 3,900 5,227

9,944 10,734 15,049

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

介護予防・日常生活支援総合事業費項 01

一般介護予防事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護予防の推進基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,420 2,487 3,878

1,242 1,342 1,881

2,784 3,005 4,063

財源内訳

（歳入歳出決算書 371ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

リハビリ専門職が住民通いの場や訪問等に参加することで、リハビリ専門職の指
導を受ける人が増加しています。
リハビリの専門的視点から指導を受けることで、自立支援の促進や地域における
介護予防の取り組みが充実することが期待できます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域介護予防活動支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・介護予防や高齢者の社会的孤立感解消に資する活動を行う自
主活動グループ又は活動に関心のある高齢者
・高齢者生きがいセンターやつどいの場の管理団体

手段（30年度の取り組み）

・介護予防を実践する高齢者自主グループの活動支援を行いま
した。
・地域において、介護予防や生活支援の担い手となる人材の養
成を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者がつどえる場や介護予防に自主的に取り組めるグルー
プや場を増やします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域介護予防活動支援事業を利用しているグループ数

介護予防・生活支援サポーター養成のための研修会参加
者数

地域介護予防活動支援事業を活用し、現在も活動してい
るグループ数

介護予防・生活支援サポーターとして登録している人数

区分 指標名称

①

単位

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

人

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

39

138

101

162

125

96

191

191

139

44

221

65

事業費

国支出金

千円

1,428 3,326 1,880

4,007 9,154 5,410

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

介護予防・日常生活支援総合事業費項 01

一般介護予防事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護予防の推進基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

941 2,121 1,394

497 1,144 676

1,141 2,563 1,460

財源内訳

（歳入歳出決算書 371ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業を活用して介護予防活動を継続しているグループ数は増加傾向にあります。
今後も介護予防の普及啓発やサポーター養成等を行っていくことで、介護予防に
取り組みやすい体制の充実を図っていきます。

一部民間委託導入済みであり、現状ではコスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

高齢者がさまざまなところで社会参加をし、生きがいを持って生活しています。

基本事業の成果状況と評価

地域活動に参加している高齢者数

【高齢福祉課】

評

価

　市民アンケートの結果から、この一年間に地域の活動に参加
したことがあるとする高齢者は、平成29年度に比べ、376人増加
していますが、ほぼ横ばいと考えます。活動内容については、
自治会活動が最も多く約7割を占めています。そのほか美化活動
や健康・スポーツ活動に勤しんでいる方が多い中、75歳以上で
は、老人クラブ活動に約4割の方が参加しています。
　今後も高齢者が、意欲的に活動できるよう支援を行っていき
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 31,229 31,605 32,275

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

高齢者向け施設を活用し、趣味や習い事を楽しんでいる高齢者の
延べ人数

【高齢福祉課】

　高齢者向け施設を活用し、趣味や習い事を楽しんでいる高齢
者は、平成29年度に比べ86人減少していますが、ほぼ横ばいと
考えます。高齢者が増加する状況の中で、趣味や習い事は多様
化しています。今後も、高齢者が活用しやすい環境づくりに努
めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 68,353 67,632 67,546 71,500

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

97,355

基本事業　01-03-02 社会参加と生きがいづくりの推進

指
標
①

指
標
②

31,229
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

老人クラブ等高齢者活動補助事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・老人クラブ
・高齢者 

手段（30年度の取り組み）

・老人クラブ等が実施する生きがいや健康づくりを推進する事
業に対して、補助を行いました。
＜補助対象＞
　山口市老人クラブ連合会
　各支部老人クラブ連合会
　各単位老人クラブ
・全国健康福祉祭に出場する高齢者を激励します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者の「生きがい」「健康づくり」ができます。
・高齢者が社会参加しやすくなります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金額

補助件数（連合会、支部、単位）

老人クラブ加入者及び高齢者活動参加者数

区分 指標名称

①

単位

千円

団体

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

13,436

205

8,115

13,974

203

7,886

13,901

203

7,663

事業費

国支出金

千円

10,450 10,996 11,523

13,509 14,035 14,002

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

社会参加と生きがいづくりの推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,059 3,039 2,479

財源内訳

（歳入歳出決算書 187ページ）

付記事項
「歳入歳出決算書」の高齢者活動助成事業17,352,567円は、老人クラブ等高齢者活動補助事業（本業務）
14,001,748円、健康づくりふれあい大会補助事業1,600,000円、健康増進老人福祉大会補助事業1,600,000円、
串地区老人作業所管理運営業務150,819円を合算した金額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

年々老人クラブの加入者数は減少していますが、老人クラブ活動を通じて高齢者
の生きがいづくりや健康づくりを図ることができたと考えます。今後とも老人ク
ラブの活動を支援し、成果向上につなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

老人福祉館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・おおむね60歳以上の者 
・山口市の福祉に関係する団体 

手段（30年度の取り組み）

・山口市老人福祉館の指定管理者に対して、管理運営経費を支
払い、施設の管理運営を行いました。 
＜施設状況＞ 
　利用者　　60歳以上の者、 山口市の福祉に関係する団体
　利用時間　午前９時～午後１０時
　休館日　　日曜日、祝日、年末年始 
　所在地　　山口市下竪小路254番地 
＜指定管理者＞ 
　管理者　　山口市社会福祉協議会 
　指定期間　平成28年4月1日～令和3年3月31日 
＜耐震診断＞平成24年度実施＜耐震設計＞平成25年度実施
＜耐震補強・長寿命化工事＞平成26年度実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者が生きがいづくりや健康増進、教養の向上等を図るこ
とができます。
・福祉団体の活動がしやすくなります。 
・適切な施設管理を行うことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開館日数

利用者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

297

11,314

298

9,153

293

9,477

事業費

国支出金

千円

9,809 9,835 9,809

9,809 9,835 9,809

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉センター費目 05

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

社会参加と生きがいづくりの推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 187ページ）

付記事項
「歳入歳出決算書」の老人福祉館管理運営費20,494,869円は、老人福祉館管理運営業務（本業務）9,808,965円、
徳地老人福祉センター管理運営業務8,926,255円、阿東老人福祉センター管理運営業務1,759,649円を合算した金
額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

高齢者が増加する中、高齢者の生きがいづくりや教養の向上を図ることができた
と考えます。
今後も高齢者が利用しやすい環境や介護予防等の取組みなどを推進し成果向上に
つなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

高齢者、地域組織、保健・医療・
福祉関係機関

基本事業がめざす姿

高齢者が住みなれた地域での生活を継続できるように、医療・介護予防･住まい・生活支
援を一体的に受けられる体制ができています。

基本事業の成果状況と評価

地域包括支援センターを知っている市民の割合

【高齢福祉課】

評

価

　市民アンケートでは、地域包括支援センターを知っている市
民の割合は平成30年度54.6%と基準値を超えています。地域包括
支援センターの認知度は上昇しており、特に70歳代以上の市民
では平成29年度61.8%から平成30年度67.2%と認知度が上昇して
います。各地域の民生委員・福祉員等の関係団体への周知や様
々な団体への関わりを通じて周知に努めてきたことから認知度
が上昇したものと考えます。
　今後さらに、高齢化が進展する中、地域包括ケアシステムの
推進に向けた中核機関として重要な役割を担うことから、市民
の認知度をより一層高めることが必要です。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 51.4 54.6 58.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

地域ケア会議の開催により支援・取組につながった事例数

【高齢福祉課】

　個別ケースの課題解決に向けた個別地域ケア会議や地域の課
題解決に向けた地域別地域ケア会議を行いました。
　平成30年度は、基準値を下回っていますが個別地域ケア会議
では、支援困難なケースとして精神疾患や認知症、閉じこもり
などの複数の課題を抱えていることが多くなっています。今後
も複雑な個別ケースの増加が予測されますが、個別地域ケア会
議を重ね、地域での取組が必要な場合、地域別地域ケア会議を
開催し地域住民や関係機関と協力し課題解決に努めていきます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 122 108 101 135

(横ばい)

(低)

評

価

高齢者支援（ボランティア活動）に参加している市民の数

【高齢福祉課】

　高齢者支援（ボランティア）に参加している市民の数は、平
成29年度と比べ、29人増加しています。ボランティア活動を通
じ、健康増進、介護予防及び生きがいづくりにつながっている
と考えます。今後も、活動しやすい環境づくりに努めます。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 257 240 269 514

(向上)

(低)

評

価

友愛訪問グループ数

【高齢福祉課】

　友愛訪問グループ数は、平成29年度と比べ295グループ増加し
ています。見守り対象者の増加に合わせ、地域における見守り
体制の構築、担い手の確保につながっていると考えます。今後
も引き続き見守り活動の推進に向けた取組への支援に努めます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

グループ 722 670 965 759

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

281,542

基本事業　01-03-03 地域包括ケアシステムの充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

51.4

154



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域包括支援センター運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・概ね６５歳以上の市民
・高齢者に関わる保健・医療・福祉の関係機関及び団体

手段（30年度の取り組み）

地域包括支援センターを設置（直営１センター２分室、委託５
センター）し、社会福祉士、主任介護支援専門員、保健師等の
専門職を配置しました。
高齢者を包括的に支援するために、以下の事業を行いました。

・総合相談支援業務
・権利擁護業務
・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
・介護予防ケアマネジメント

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者及び家族が地域包括支援センターの役割を理解し、必
要時に相談することで、個々の状態に応じた保健・医療・福祉
サービスを総合的に受けることができます。
・高齢者サービス提供機関や関係団体が連携し、総合的なサー
ビスを提供することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

相談総件数

連携を目的として開催、または出席する会議の種類

サービス調整を行った件数

地域ケアに関わる連携・支援を目的とした会議の開催及
び参加回数

区分 指標名称

①

単位

件

種類

件

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

15,186

15

537

928

15,305

15

155

925

15,355

17

101

893

事業費

国支出金

千円

89,465 91,317 101,083

215,788 220,457 243,604

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

包括的支援事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

地域包括ケアシステムの充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

84,076 84,078 92,110

42,038 42,040 46,055

209 3,022 4,356

財源内訳

（歳入歳出決算書 373ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地域の身近なところに地域包括支援センターを設置することで、市民が気軽に相
談できるようにしています。
また、高齢者の個々の状態に応じて、適切な支援を受けることができるように関
係機関等と連携し、必要な支援、サービスを調整しています。
山口市まちづくりアンケートの「地域包括支援センターを知っている市民の割合
」は毎年度５割を超え、微増しています。
引き続き地域包括支援センターについて継続して周知するとともに、各関係機関
と連携強化を図り、成果向上につなげていきます。

現状において民間の人材活用を図っており、現在以上のコスト削減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生活支援・介護予防体制整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・元気な高齢者や住民が担い手として参加する住民主体の活動
団体、ＮＰＯ、地縁組織、社会福祉協議会等
・生活支援、介護予防サービスを必要とする高齢者

手段（30年度の取り組み）

・高齢者の生活支援、介護予防の体制整備を行うため、生活支
援コーディネーターを配置しました。
・地域課題の解決に取り組む協議体である地域づくり協議会等
と、高齢者の生活支援、介護予防の体制整備について協議しま
した。
・生活支援コーディネーターは、協議体と連携し、生活支援の
担い手の養成や介護予防・生活支援サービス（訪問型・通所型
）、一般介護予防事業（いきいき百歳体操等）等のサービスの
開発や支えあいの支援を行いました。
・高齢者を地域で支える住民主体の活動団体等に補助金を交付
しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・多様な主体が地域で必要とされる生活支援・介護予防サービ
スの担い手となることができます。
・支援を必要とする対象者に適切な生活支援・介護予防サービ
スを提供することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

協議体の開催回数

担い手の養成講座回数

（代）生活支援コーディネーターと協議体の連携回数

生活支援・介護予防サービスの担い手の養成人数

区分 指標名称

①

単位

回

回

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

55

8

55

83

56

7

56

45

55

1

55

44

事業費

国支出金

千円

2,368 2,328 4,695

5,704 5,610 11,110

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

包括的支援事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

地域包括ケアシステムの充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,224 2,188 4,277

1,112 1,094 2,138

財源内訳

（歳入歳出決算書 373ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

第１層の生活支援コーディネーターを配置し、高齢者を支える担い手を養成する
とともに、地域で介護予防・生活支援の体制づくりに取り組む団体を育成し、サ
ービスの提供体制を推進しています。引き続き担い手の養成や運営団体の育成に
取り組むことにより新たなサービスの創出が期待されます。
また、第２層生活支援コーディネーターを平成３０、令和元年度で全ての地域包
括支援センターに配置することで充実した活動が期待できることから成果向上の
余地があります。

介護予防・日常生活支援総合事業の充実、及び円滑な実施のため、サービス提供
体制構築に取り組む必要性が高いため、現時点ではありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

医療・介護連携推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

高齢者並びに障がい者等の地域ケアを担う保健・医療・福祉・
介護の関係機関及び団体 

手段（30年度の取り組み）

高齢者等の在宅ケアの推進や調整を図ることを目的に、保健・
医療・福祉・介護の関係機関及び団体、行政機関で構成される
「山口・吉南地区地域ケア連絡会議」に委託し、事業を実施し
ました。
　・在宅ケアの資質向上及び医療・介護連携のための会議や
　　研修会の開催
　・居宅介護支援事業所一覧の作成と配布
　・在宅記録の配付

山口市在宅緩和ケアセンターに委託し、在宅緩和ケアにかかる
本人及び家族への支援、専門職への研修等を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保健・医療・福祉・介護の関係機関及び団体が、在宅ケアを推
進するために、サービスの質が向上するとともに、連携を図る
ことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

会議、研修会の開催回数

会議、研修会の参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

47

1,616

47

1,566

49

1,604

事業費

国支出金

千円

1,934 2,022 2,166

4,661 4,871 5,122

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

包括的支援事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

地域包括ケアシステムの充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,818 1,899 1,971

909 950 985

財源内訳

（歳入歳出決算書 375ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

保健・医療・福祉・介護の関係機関、団体及び行政機関で構成される「山口・吉
南地区地域ケア連絡会議」に在宅医療・介護連携推進事業を委託することで、高
齢者等の在宅ケアを推進することができています。
引き続き事業に取組むことで成果向上につなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

認知症の人が住みなれた地域で、自分らしく暮らし続けることができています。

基本事業の成果状況と評価

認知症高齢者のうち在宅で過ごしている割合

【高齢福祉課】

評

価

　認知症高齢者のうち在宅で過ごしている高齢者は、平成30年
度61.4％と基準値に比べ0.9ポイント上昇しています。
　今後も認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく過ごす
ことができるよう、認知症の理解を推進するため、認知症サポ
ーターの養成強化、生活支援サービスや見守り体制の充実等に
努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 62.0 61.4 66.5

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

認知症サポーター数

【高齢福祉課】

　在宅で過ごしている認知症高齢者1人に対し2人以上の認知症
サポーターで支えていくことを目標にサポーターを養成してい
ます。平成30年度サポーター数は、12,546人と在宅で過ごして
いる認知症高齢者1人に対し3人のサポーターが養成できました
。今後の高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者の増加が予測
されることから、認知症の方が住み慣れた地域で安心して生活
を継続していけるように、更に地域の事業所や学校などと連携
し、サポーター養成数を増やしていきます。また、ボランティ
ア活動の場の調整を行い、地域で認知症高齢者を支援する環境
をつくっていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 9,823 10,936 12,546 15,800

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

12,034

基本事業　01-03-04 認知症対策の推進

指
標
①

指
標
②

60.5
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

認知症高齢者対策推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・高齢者及び一般市民
・認知症の人及びその家族
・保健、医療、福祉関係従事者

手段（30年度の取り組み）

認知症の早期発見、早期対応のために、相談や普及啓発に努め
ました。また、徘徊等による行方不明者の早期発見のためのネ
ットワークの構築を図りました。
・市民が認知症に関する正しい知識を持ち、地域や職域におい
て認知症の人や家族を支援する認知症サポーターの養成や学習
会等を実施しました。
・徘徊の心配のある方を家族等の希望により事前登録し、徘徊
等により行方不明になった場合に、警察、協力事業者等関係機
関の支援により早期発見を図る「山口市ほっと安心ネットワー
ク」に取り組み、認知症の方の身体の安全と介護家族の負担軽
減を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者や家族が認知症について正しく理解し、認知症の予防
に取り組むことができ、関係従事者を含め、認知症の早期発見
、症状改善及び進行防止のための実践ができます。
・地域に認知症に関する理解が進むことで、認知症の人や家族
が安心して住み慣れた地域で暮らすことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

認知症サポーター養成数

認知症講座の実施回数

認知症サポーター養成実施率

区分 指標名称

①

単位

人

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,084

2

347

1,113

1

185.5

1,610

3

161

事業費

国支出金

千円

176 272 225

424 656 529

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

任意事業費目 01

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

認知症対策の推進基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

165 256 203

83 128 101

財源内訳

（歳入歳出決算書 373ページ）

付記事項 認知症サポーター養成実施率の基となる養成数の目標を平成30年度に年間600人から1,000人へ変更しました。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

認知症高齢者増加に伴い、平成30年度からサポーター養成数の見直しを行いまし
た。
平成29年度と比べると企業や学校、地域から認知症サポーター養成講座の要請が
多くあり、認知症サポーター養成数は増加し目標を上回っています。
今後も、様々な機会を捉えて認知症に関する普及啓発を行うことで、地域におけ
る認知症に関する理解を深めていくことが期待できます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

認知症ケア総合推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・認知症の人
・相談支援者（居宅介護支援事業所や地域包括支援センター職
員等）や医療機関及び介護サービス提供事業者

手段（30年度の取り組み）

・基幹型地域包括支援センター及び地域型地域包括支援センタ
ーに認知症地域支援推進員を配置して次の取り組みを行いまし
た。
①関係機関と連携した医療とケアの体制づくり
②認知症の診断を受けた人や家族への継続支援の調整
③認知症初期集中支援チームとの連携により、状況に応じた必
要なサービスの調整
④「認知症カフェ」への活動支援
⑤相談支援者や介護サービス事業者への支援
⑥若年性認知症の人や家族への支援
・基幹型地域包括支援センターに認知症初期集中支援チームを
配置し、早期診断・早期対応に向けた支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

認知症の人やその家族が状況に応じた、必要な医療や介護を受
けることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チームが
対応した認知症に係わる相談延べ件数

医療機関と連携した件数

（代）介護保険サービス等の情報提供を行った件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

240

34

50

308

33

33

278

12

38

事業費

国支出金

千円

4,007 3,245 4,852

9,651 7,819 11,505

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

包括的支援事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

認知症対策の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,763 3,049 4,419

1,881 1,525 2,209

25

財源内訳

（歳入歳出決算書 375ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度から基幹型地域包括支援センター徳地・阿東分室と委託の地域包括支
援センター2箇所に認知症地域支援推進員を配置し、より身近な地域で相談がで
きる体制整備を行いました。
令和元年度から全ての地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、
地域における認知症に関する相談支援体制を強化していきます。

コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

高齢者の状態に応じた生活支援サービスを受けることで安心して生活ができています。

基本事業の成果状況と評価

困りごとの相談先がある高齢者の割合

【高齢福祉課】

評

価

　市民アンケートの結果では、生活上の困りごとがある時、相
談できる人がいたり、相談する役所の窓口を知っている高齢者
は、平成30年度69.3%と基準値を超えています。高齢者の増加に
伴い、困りごとは多様化していますが、今後も、地域包括支援
センターの認知度を高めるとともに、気軽に相談できる環境づ
くりに努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 68.9 69.3 76.1

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

虐待を受けた高齢者が安定した生活に移行できた割合

【高齢福祉課】

　虐待認定者のうち支援開始から6か月後に安定した生活が送れ
ている高齢者の割合は、66.7%と目標値を上回っています。
　今後も事例ごとに、高齢者が安心して生活を送るために必要
な対応を関係機関と協力して行うとともに、虐待に関する研修
や啓発を行い、高齢者虐待の未然防止に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 63.6 72.7 66.7 65.0

(低下)

(高)

評

価

地域生活のための各種権利擁護事業の利用者数

【高齢福祉課】

　地域福祉権利擁護利用者（153人）、市長申立の成年後見制度
を利用している高齢者数（9人）の合計が、平成29年度と比べ4
人増加しています。高齢者人口の増加や制度の周知が図られた
ことによる相談案件の増加によるものと考えられます。今後も
制度の周知を図りながら、地域包括支援センターや市社会福祉
協議会と協力し、必要な方が安心して制度利用ができるよう努
めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 153 158 162 203

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

737,572

基本事業　01-03-05 在宅生活支援の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

68.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

福祉優待バス乗車証交付事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

７０歳以上高齢者、障がい者（身障手帳1～3級、療育手帳A、
精神保健福祉手帳1～2級所持者）

手段（30年度の取り組み）

７０歳以上高齢者及び障がい者に福祉優待バス乗車証（有効期
間：～2020.3.31まで）を交付しました。
＜交付方法・利用者負担＞ 
　３月に対象者へ一斉郵送しました。ただし、当該年度内に70
　歳に到達する人には誕生月に郵送します。
　①７０歳以上高齢者…１乗車１００円
　②障がい者（障がい者介護人付）…無料
　　・身体障害者手帳１級～３級の所持者、・療育手帳Ａの所
　　　持者、・精神障害者保健福祉手帳１級～２級の所持者
＜対象路線＞
　市内生活路線【平成29年10月から路線拡大(市内⇔市外)】
　防長バス、ＪＲバス、宇部市交通局、宇部市 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

バス利用の経済的負担が軽減され、外出や社会参加がしやすく
なります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

福祉優待バス乗車証の交付者数

年間延べ総利用回数

1人あたりの平均利用回数

区分 指標名称

①

単位

人

回

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

43,341

555,895

13

47,189

623,055

14

48,104

685,470

14

事業費

国支出金

千円

147,318 29,378 35,012

147,318 141,378 165,012

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

社会福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

112,000 130,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 183ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

一人あたりの利用回数は横ばいですが、利用区間を市外まで拡大したことによ
り、バスの運賃が軽減され、外出の範囲が広がり社会参加がしやすくなったと考
えます。
今後も本事業の周知に努め、成果の向上を図ります。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●

163



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

在宅福祉サービス推進事業（高齢者保健福祉計画策定）

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・高齢者、社会福祉法人等 

手段（30年度の取り組み）

・各種在宅福祉事業の普及、円滑実施を図るため、関係事務等
を行いました。
　臨時職員賃金
　高齢者保健福祉総合調査
　介護用品支給事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・福祉サービス等の周知が図れます。
・関係事務が効率化されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

決算額

決算額

区分 指標名称

①

単位

千円

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,235

2,235

2,826

2,826

12,377

12,377

事業費

国支出金

千円

2,235 2,826 12,377

2,235 2,826 12,377

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 185ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

高齢者保健福祉計画に沿って、在宅生活を支援する各種福祉事業を円滑に実施で
きていることから、成果は向上していると考えます。
介護用品支給事業の介護保険特別会計地域支援事業対象者以外を本事業で実施し
ました。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

緊急通報システム運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・一人暮らし高齢者で慢性疾患等により注意を要する者
・高齢者二人世帯で一方が寝たきり等で､かつ他方が慢性疾患
等により注意を要する者
・一人暮らしの重度身体障がい者等 

手段（30年度の取り組み）

・自宅に通報端末を設置し、通報ボタンを押すことで緊急通　
　報センターに緊急通報ができ、または相談にも応じました。
・サービス提供は民間事業者等に委託して行いました。
＜決定方法＞
　包括ケア会議等により、利用の必要性を検討しました。
　（地域包括支援センター職員、関係者等で構成）
＜サービス内容等＞
　①緊急通報または相談通報に対応しました。
　②月１回、定期的に電話で安否確認を行いました。
　利用者負担　400円/月（介護保険料1～3段階の者は無料）
＜利用相談等＞
　地域包括支援センターへ相談、利用申請 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・心理的不安等が解消できています。
・地域とのつながりができています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

設置台数

緊急時対応件数

相談件数

区分 指標名称

①

単位

台

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

475

3,773

1,431

446

3,680

1,612

384

3,990

1,098

事業費

国支出金

千円

16,713 15,368 12,240

16,713 15,368 12,240

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 185ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

在宅生活が困難になり入院・入所のため撤去する高齢者が増えたことから、設置
者が減少していますが、自宅に通報端末を設置し、通報ボタンを押すことで緊急
時の通報体制および、相談を行うことで、心理的不安が解消でき、高齢者等が在
宅で安心して生活できる環境を整えることができたと考えます。
今後も、地域型地域包括支援センターや民生委員等を通じ事業の周知を図り、成
果向上につなげていきます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

友愛訪問活動促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・６５歳から６９歳までの虚弱な一人暮らし高齢者、７０歳以
上の一人暮らし高齢者等
・見守り訪問グループ 

手段（30年度の取り組み）

・地域住民等による見守り訪問グループの結成、育成及び訪問
活動支援等を山口市社会福祉協議会に委託して行いました。 
＜事業内容等＞
　①見守り訪問グループ活動事業　週１回以上
　　　友愛訪問活動と安否の確認
　　　生活、身上及びその他必要な相談、助言
　　　事故発見の際の緊急通報
　　　関係機関等との連絡調整
　②見守り訪問グループ育成事業
　　　育成、充実を図るための研修事業等の実施
＜委託料＞
　１ケースあたり　1,000円/年  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができます。
・見守り訪問グループにより地域福祉活動が活発になります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

見守り訪問グループ数

見守り訪問グループ数対前年度比

区分 指標名称

①

単位

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

722

101

670

93

965

134

事業費

国支出金

千円

4,022 3,969 4,393

4,022 3,969 4,393

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 185ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

見守り対象者の増加に比例し、見守り訪問グループが増加したことにより、見守
り体制の構築、グループの育成が図られ、地域福祉活動の活発につながったと考
えられます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

成年後見制度普及啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・高齢者及びその家族等

手段（30年度の取り組み）

・成年後見制度の広報、普及活動を行いました。

＜実施方法＞ 
　研修会、会議での説明 
　パンフレット作成

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・成年後見制度への理解を深めます。
・高齢者の権利、財産を守ります。  

活動状況、成果状況、事業費の推移

パンフレット配布枚数

広報媒体活用数

区分 指標名称

①

単位

枚

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

366

366

事業費

国支出金

千円

543 557

543 557

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

研修会、会議での配布件数は少数ですが、高齢者人口の増加により、成年後見制
度の利用者は増加すると考えられます。高齢者の権利・財産が守れるよう制度の
普及・啓発を関係機関と連携し努めていきます。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

秋楽園組合調整業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・入所者
・養護老人ホーム秋楽園組合 

手段（30年度の取り組み）

・秋楽園組合に対して、組合運営費に係る分担金および施設の
大規模修繕工事にかかる経費を負担しました。
・次年度からの指定管理者に対して、事務引継ぎを行いまし
た。

【平成30年度】
　管理運営費　39,615千円
　設備等大規模修繕工事　　67,789千円 
　指定管理者引継ぎ経費　　 5,525千円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・入所者が安全、安心、快適な生活ができます。 
・養護老人ホーム秋楽園組合の安定した経営ができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

負担金額

入居者数

区分 指標名称

①

単位

千円

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

40,375

92

39,548

92

112,929

91

事業費

国支出金

千円

40,375 39,548 62,929

40,375 39,548 112,929

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

50,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 185ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設運営に係る負担金は、例年必要額を支出していますが、本業務は令和元年度
より指定管理者制度による管理運営を実施するため、今年度で終了となります。
また、施設の老朽化による大規模改修工事を実施しました。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

高齢者タクシー料金助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

介護保険要介護認定者（要支援１～２、要介護１～５）
介護予防・日常生活支援総合事業　通所型サービス利用者 

手段（30年度の取り組み）

介護保険要介護認定者（要支援・要介護）及び介護予防・日常
生活支援総合事業　通所型サービス利用者を対象に、タクシー
利用料金の一部を助成しました。
・タクシー料金１，０００円ごとに３００円の助成。 
・１枚３００円の割引券４０枚を１冊にして交付。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

タクシー利用の経済負担が軽減され、通院や介護にかかる移
動、外出がしやすくなります。また、生きがいづくりや地域づ
くりへの参加の機会が広がります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

タクシー券交付者数

タクシー券延べ利用回数

区分 指標名称

①

単位

人

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3,083

58,469

3,331

61,674

3,543

63,841

事業費

国支出金

千円

18,029 977 9,644

18,029 18,977 19,644

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

18,000 10,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 187ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

タクシー券延べ利用回数が増加しており、通院や介護、買い物等のほか、趣味や
生きがいづくりといったさまざまな外出の機会が図られたと考えられます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

高齢者虐待防止推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・高齢者及び一般市民
・介護している家族、親族
・保健・医療・福祉関係従事者 

手段（30年度の取り組み）

・保健・医療・福祉及び警察署、司法書士会、弁護士会等の関
係機関及び地域関係組織の代表者等を構成員とする「高齢者虐
待防止ネットワーク推進会議」を設置し、関係機関の連携に関
することや早期発見など、虐待防止策の検討を行いました。
・市民に対し、高齢者虐待防止に関する普及啓発を行いました
。
・保健・医療・福祉関係従事者研修会を開催しました。
・高齢者虐待の相談窓口となり、問題の解決や状況改善に向け
て相談・支援を行いました。
・高齢者緊急一時保護事業を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・保健・医療・福祉関係従事者及び地域住民が高齢者虐待に対
する正しい知識を持ち、早期の高齢者虐待に気づき、相談・支
援に結びつけることができます。
・虐待を受けるおそれのある高齢者や養護者、家族が虐待の解
消及び回避することができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

高齢者虐待防止に関する啓発回数

高齢者虐待の相談延件数

高齢者虐待に対し親族と分離せずに、早期に対応できた
割合

区分 指標名称

①

単位

回

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

46

520

78.9

46

590

67.9

46

530

84.4

事業費

国支出金

千円

118 204 206

285 491 486

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

地域支援事業費款 03

包括的支援事業・任意事業費項 02

包括的支援事業費目 02

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

在宅生活支援の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

111 191 187

56 96 93

財源内訳

（歳入歳出決算書 373ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

関係機関との連携や高齢者虐待防止の普及啓発、相談・支援等行うことで、高齢
者虐待へ早期に対応することができました。
今後も認知症高齢者や老老介護世帯の増加が予想されるため、引き続き高齢者虐
待防止の一般市民への啓発、虐待を受けた高齢者と直接関わる機会のある医療、
保健、福祉関係者等に研修会を開催することにより質の向上を図り、成果向上に
つなげます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

必要なときに介護サービスを受け、安心して暮らすことができています。

基本事業の成果状況と評価

介護サービスが充実していると思う高齢者の割合

【介護保険課】

評

価

　前回より7.7ポイント低下しましたが、否定的な評価は約9％
と前年度と横ばいの状況で「どちらとも思わない」の回答は前
年度から5ポイント増の約40％となっています。
　介護サービスの利用が少ない前期高齢者の45％が「どちらと
も思わない」を選択されていることから、お気軽講座や広報媒
体などを活用し、介護保険制度の普及啓発に努めていきます。
　一方、介護サービス利用者が、介護サービスの充実を感じて
いただけるよう、スムーズな介護認定調査、介護相談員の派遣
やケアプラン点検、市所管事業所の指導・監督など、必要な介
護サービスが適切に提供される取組の推進に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 50.1 42.4 53.6

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

15,412,504

基本事業　01-03-06 介護サービスの充実

指
標
① 50.1
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

介護人材育成・確保支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
介護保険課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

介護福祉士

手段（30年度の取り組み）

高齢化の進展に伴い、介護ニーズが拡大している中で、介護人
材の不足が深刻な問題になっていることから、市内事業所の介
護人材確保につながる就職支援制度を創設しました。
〇介護福祉士市内就職促進補助金の交付
・内容：市内介護サービス事業者への就職時にかかる移転費用
　　　　補助
・補助対象経費：引っ越しにかかる運搬費・交通費・賃貸借契
　　　　　　　　約経費の2分の１（上限10万円）
・対象者要件：市外からの転入者・市内の転居者／初めて市内
　　　　　　　介護サービス事業所へ就職した介護福祉士／採
　　　　　　　用時満年齢29歳まで／就職にかかる他の補助金
　　　　　　　を受けていないこと  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

介護福祉士が市内事業所に就職しやすくなります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金交付件数

人材確保者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

0

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

老人福祉費目 03

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

介護サービスの充実基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

新規事業として下半期から事業を実施しましたが、利用実績がありませんでし
た。
就職時点で介護福祉士資格を有する者が少ないという現状もあることから、介護
サービス充実のための人材育成支援と介護事業所の人材確保のために必要な支援
それぞれの視点から、補助対象者や補助対象経費等の見直しも含めて検討するこ
とで成果向上の余地があります。

事業実施のコストは、補助金交付にかかる事務、事業周知のための広報（チラシ
やウェブサイト）であり、現状以上のコスト削減は難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-03 高齢者福祉の充実

基本事業　01-03-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

28,119
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

秋穂デイサービスセンター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・在宅の要援護者 

手段（30年度の取り組み）

・秋穂デイサービスセンターの管理運営を委託し、在宅の要援
護者にデイサービスを提供しました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・社会的孤立感が解消できます。
・心身機能が維持、向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

デイサービス実施回数

年間延べサービス利用者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

203

4,927

205

4,936

203

4,579

事業費

国支出金

千円

27,033 31,677 28,119

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護サービス事業特別会計会計 05

総務費款 01

施設管理費項 01

一般管理費目 01

子育て・健康福祉政策 01

高齢者福祉の充実施策 03

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

27,033 31,677 28,119

財源内訳

（歳入歳出決算書 383ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者が前年度と比較すると減少していますが、高齢化の進行とともに、今後も
一定の利用が見込まれます。

ありません。

まち・
ひと・しごと
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業　01-04-01 自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進

基本事業　01-04-02 地域生活支援の推進

基本事業　01-04-03 社会参加活動の推進

基本事業　01-04-04 理解促進・権利擁護の推進

基本事業　01-04-99 施策の総合推進

　山口市の障害者手帳所持者数は、１０，５９１人と、横ばいで推移していますが、療育手帳と精神障害者保健
福祉手帳の所持者数は、年々増加傾向にあります。人口に占める割合は、５．４％となっています。
　平成２５年４月に、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者総合支援法）
が施行され、障害福祉サービスに係る給付に加えて、地域生活支援事業として、障がい者等の自立した日常生活
及び社会生活に関する理解を深めるための研修や啓発などの事業が追加されました。
　平成２８年４月に、障がいのある人もない人も、お互いにその人らしさを認め合いながら共に生きる社会をつ
くることを目指し、「障害者差別解消法」が施行されました。
　本市では、平成２９年度に策定した「第三次山口市障害者計画」に法整備への対応を盛り込み、平成３０年度
から諸施策に取り組んでいます。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.00 3.00

3.71 3.74

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

施策のプロフィール

施策の対象

市内の障がい者等

施策がめざす姿

障がい者が、生きがいや生活の質が確保された中で、地域と共に、安心して自立した生活
ができています。

施策の成果状況と評価

在宅で生活している障がい者の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

障害者手帳所持者と施設入所者数とも概ね横ばいで、指標値は
平成29年度と同じ値になっています。
今後も、多くの障がい者が在宅で日常生活が送れるよう、福祉
サービスや相談支援の充実を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 97.7 97.7 97.7 97.9

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

障がいの特性及びその環境に応じて、就業している障がい者の割合

【健康福祉部　政策管理室】

「障がいの特性及びその環境に応じて、就業している障がい者
の割合」を「ハローワーク山口所管内の障害者実雇用率」で代
替しています。
平成30年度のハローワーク山口所管内障害者実雇用率は3.86％
で、平成29年度比0.02ポイントの減ですが、雇用障害者数は平
成29年度より16人増となっています。

＊参考：平成30年度山口県障害者実雇用率2.58％

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 3.86 3.88 3.86 4.20

(横ばい)

(低)

評

価

障がいのある人への理解が深まってきていると思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

平成29年度に比べ1.9ポイント減少と、ほぼ横ばいの状況となっ
ています。
70歳以上では、理解が深まってきていると思う割合は5割を超え
ていますが、20歳代から40歳代及び60～64歳は比較的低い割合
で、4割を下回っています。
今後も引き続き、市報や講座の開催等の広報活動により、障が
い及び障がい者に対する社会全般の認識を深めるとともに、民
間事業者等における合理的配慮の実施を支援し、障害者差別解
消法についての意識啓発を推進していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 44.6 44.6 42.7 50.0

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

5,062,038

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

生活支援や就労支援等の福祉サービスを受けることで、住みなれた地域で自分らしく暮ら
すことができています。

基本事業の成果状況と評価

障害福祉サービスを利用している障がい者の割合

【障がい福祉課】

評

価

障害福祉サービスの対象者となる65歳未満の障がい者数は概ね
横ばいで推移していますが、平成29年度と比べて障害福祉サー
ビスの利用者は、17人増の1,331人となり、0.4ポイント増加し
ました。
障がいのある方が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地
域全体で支えるサービス提供体制を構築し、障害福祉サービス
の円滑な利用を促していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 34.0 34.4 40.0

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

障害児通所支援の利用者数

【障がい福祉課】

児童福祉法に基づく障害児通所支援の利用者数は増加傾向にあ
ります。本指標は毎年2月分の数値を用いており平成30年度の2
月利用者は38人増加しました。
　今後も、障がいのある児童が、適正なサービスを受けること
ができるように、相談体制の充実、制度の周知を図っていきま
す。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 466 492 530 586

(向上)

(中)

評

価

就労サービスを利用している障がい者の割合

【障がい福祉課】

障害福祉サービスの対象者となる65歳未満の障がい者数は概ね
横ばいで推移しています。一方で、就労サービスの支給決定を
受けている障がい者は、平成29年度と比べて15人増の614人とな
り、0.4ポイント増加しました。
就労サービスは、一般就労への移行を推進するための支援の場
としての役割と日中活動の受け皿としての役割があり、関係機
関と連携し、今後も多くの方が就労サービスを利用できるよう
努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 15.5 15.5 15.9 16.5

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,845,123

基本事業　01-04-01 自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

34.2
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

障害者福祉サービス給付事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

在宅の障がい者とその家族 
施設に入所している障がい者

手段（30年度の取り組み）

障害者総合支援法により、三障がい（身体、知的、精神）に共
通な障害福祉サービス（介護給付、訓練等給付等）を提供しま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

在宅の障がい者やその家族が安心して地域で暮らすことができ
るようにします。 
施設入所している障がい者がその人らしい生き方ができるよう
にします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

障害福祉サービス費の支給決定者数

障害福祉サービスの延利用件数

区分 指標名称

①

単位

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,309

29,225

1,314

29,806

1,331

30,465

事業費

国支出金

千円

667,199 725,054 700,598

2,732,717 2,837,073 2,922,306

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,378,260 1,412,036 1,484,171

687,258 699,983 737,537

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、障害福祉サービス費の給付が重
要となっています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

自立支援医療給付事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

身体障がい者

手段（30年度の取り組み）

身体障がい者に対し、その障がいを除去または軽減して日常生
活能力、職業能力を回復・改善するために必要な医療費を給付
しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

身体障がい者やその家族が地域で安心して暮らすことができま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

自立支援医療の支給決定件数

自立支援医療を利用して障がいを軽減された延べ人数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

933

7,004

908

7,061

923

6,761

事業費

国支出金

千円

36,583 50,894 44,941

186,880 217,781 217,944

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

101,047 111,258 115,335

49,250 55,629 57,667

1

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

日常生活能力、社会生活能力、または職業能力を回復、向上、もしくは獲得させ
るため、障がいの除去や軽減を図る自立支援医療の必要性は大きくなっていま
す。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

補装具費給付事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

身体障がい者 

手段（30年度の取り組み）

身体障害者手帳の交付を受けた方や難病患者の失われた身体機
能や損傷のある身体機能を補うための用具の交付及び修理に関
する費用を補装具費として支給を行い、身体障がい者の日常生
活や社会生活の向上を図りました。 
また、身体障害者手帳に該当しない軽度・中等度難聴児のため
に補聴器を購入及び修理をするための経費の一部を助成し、対
象児の言語能力の健全な発達を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

体の機能を補う補装具に係る補装具費を支給することにより日
常生活や社会生活を向上させます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補装具の交付及び修理件数

補装具の交付又は修理を受けた人

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

490

490

441

441

429

367

事業費

国支出金

千円

11,761 12,076 8,463

52,019 48,154 47,052

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

26,828 24,000 25,598

13,430 12,078 12,991

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

身体障がい者の日常生活や社会生活の利便性を図る上で重要な制度です。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

障害児施設サービス給付事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい児又は療育を必要とする児童

手段（30年度の取り組み）

児童福祉法により、障がい児に対して児童発達支援や放課後等
デイサービス等の提供をした事業者に障害児通所給付費を支給
しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい児が地域で生活できるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

障害児通所支援の利用者数

通所サービス延利用件数

区分 指標名称

①

単位

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

466

9,362

509

10,372

530

11,239

事業費

国支出金

千円

106,688 122,904 117,244

510,792 593,634 623,257

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

児童福祉費項 02

児童措置費目 02

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

自立した生活と雇用・就業に向けた支援の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

269,403 313,820 337,342

134,701 156,910 168,671

財源内訳

（歳入歳出決算書 197ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

障害者手帳を所持していない、発達障がい児等のサービス利用ニーズが高くなっ
ています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

障がい者が地域で安心して暮らすための支援体制が整っています。

基本事業の成果状況と評価

日常生活用具の支給を受けた障がい者の割合

【障がい福祉課】

評

価

日常生活用具の支給を受けた障がい者の割合は、平成29年度と
比べ2.4ポイント向上しました。
今後も引き続き、日常生活用具を給付することにより、障がい
者の日常生活、社会生活が向上するよう努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 52.3 54.7 55.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

障がい者基幹相談支援センターで相談対応した人数

【障がい福祉課】

障がいに関するニーズの増加・多様化もあり、相談対応人数は
、484人（障がい者340人・障がい児144人）と増加しています。
障がい者基幹相談支援センター設置から５年経過し、市民及び
関係機関の認知度が高まっていると考えられます。
今後も、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関とし
て相談支援体制の強化を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 275 420 484 300

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,146,133

基本事業　01-04-02 地域生活支援の推進

指
標
①

指
標
②

52.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

相談支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい者

手段（30年度の取り組み）

　障がい者（児）等が地域で安心して生活するための環境をよ
り充実させるために、必要な障害福祉サービスや社会資源の利
用ができるよう相談支援を行いました。
　障がい者基幹相談支援センターの運営（地域の相談支援の中
核的な役割を担う）を行い、地域の相談機関と連携し、地域の
相談支援体制の充実を図りました。
　
　巡回支援専門員整備事業を児童発達支援センターに委託して
実施し、支援者への専門的助言や児童の特性にあわせた環境調
整により、障がいが気になる子どもの段階から地域の場での支
援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい者等が、自立した日常生活または、社会生活を営むこと
ができるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

基幹相談支援センター及び委託相談支援事業所において
対応した相談対応件数

障がい者基幹相談支援センターで相談対応した人数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

 

-

420

5,263

484

事業費

国支出金

千円

32,724 41,677 35,209

56,891 53,566 54,426

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

地域生活支援の推進基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

16,195 7,997 12,194

7,972 3,892 7,022

1

財源内訳

（歳入歳出決算書 191ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後、障がい者基幹相談支援センターを含めた地域の相談支援体制について再度
協議を進めていくことととしています。

相談支援に対するニーズは高まっており、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

日常生活用具給付等事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい者

手段（30年度の取り組み）

・障がい者等に日常生活用具を給付しました。
　（日常生活用具の種類）
　　　介護・訓練支援用具
　　　自立生活支援用具
　　　在宅療養等支援用具
　　　情報・意思疎通支援用具
　　　排泄管理支援用具
　　　居宅生活動作補助用具
・不要となった福祉機器を収集、リサイクルし、必要とする方
　に貸与する、「福祉機器リサイクル事業」を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

日常生活や社会生活が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

日常生活用具の交付を行った件数

日常生活用具の交付を受けた人の延べ人数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3,988

3,988

3,921

3,921

4,033

4,033

事業費

国支出金

千円

20,373 15,341 23,763

41,236 40,454 44,220

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

地域生活支援の推進基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

13,909 16,558 13,638

6,954 8,555 6,819

財源内訳

（歳入歳出決算書 191ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

障がい者の日常の利便性を図る上で重要な事業です。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

重度心身障害者医療費助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

一定の障がいを有し、本人の所得が基準額以下の市民

手段（30年度の取り組み）

医療費の自己負担分を助成することにより、重度の障がいがあ
る方の経済的負担を軽減しました。 
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。 
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻ししました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
した。  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

医療費の自己負担分を助成することにより、対象者の経済的負
担の軽減が図られます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

福祉医療費受給者証（重度心身障害者用）交付件数

重度心身障害者医療費給付件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4,936

148,761

4,919

149,328

4,860

148,529

事業費

国支出金

千円

360,354 362,068 358,147

840,315 834,989 840,468

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

地域生活支援の推進基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

295,049 297,079 293,661

184,912 175,842 188,660

財源内訳

（歳入歳出決算書 191ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

重度心身障害者医療費の給付件数は、ほぼ横ばいとなっています。
重度障がい者は減少傾向ですが、高齢化に伴い医療給付費は増加していることか
ら、今後も県と共同で本事業を実施し、重度の障がいがある方の経済的負担の軽
減を図っていきます。

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

地域社会で、個性や能力を最大限に発揮し、社会・文化等の諸活動に参加できています。

基本事業の成果状況と評価

手話通訳者・要約筆記者等の派遣回数

【障がい福祉課】

評

価

手話通訳者・手話奉仕員の派遣回数が1,115回、要約筆記者の派
遣回数が230回と、特に手話通訳者・手話奉仕員の派遣回数が平
成29年度比201回増と大きく増加しました。これは、手話通訳者
設置事業の職員配置の関係から、手話通訳者・手話奉仕員派遣
対応へシフトしたことが要因となっています。
今後も派遣登録者を確保するなど、支援体制の充実を図ってい
きます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

回 1,164 1,345 1,200

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

障がい者スポーツ・文化活動への参加者数

【障がい福祉課】

秋のキラリンピックをはじめ、当初対象としていたイベントが
廃止されたこともあり、平成29年度と比較して大幅に減少しま
した。
障がいのある方がスポーツ・文化行事に参加できるよう、移動
に際しての支援、意思疎通支援体制の充実、各種団体への支援
を行っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 1,413 1,334 828 1,600

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

66,406

基本事業　01-04-03 社会参加活動の推進

指
標
①

指
標
②

1,147
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

福祉タクシー料金助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい者

手段（30年度の取り組み）

タクシー利用料金の一部を助成しました。
タクシー料金１０００円ごとに３００円の助成を行いました。
１枚３００円の割引券を４０枚を１冊にして交付しました。
・タクシー利用券を２冊交付する者
　身体障害者手帳１級～３級、療育手帳A、
　精神障害者保健福祉手帳１級
・タクシー利用券を１冊交付する者
　身体障害者手帳４級～６級、療育手帳B、　
　精神障害者保健福祉手帳２～３級
・人工透析による追加交付
　（自動車税減免措置を受けていない者）
　週２回通院・・・・４冊　週３回通院・・・・６冊

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

タクシー利用の経済負担が軽減され、社会参加しやすくなりま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

福祉タクシー料金助成券の交付冊数

福祉タクシー料金助成券の利用率

区分 指標名称

①

単位

冊

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5,638

46.3

5,619

44.9

5,486

44.8

事業費

国支出金

千円

31,885 30,953 30,050

31,885 30,953 30,050

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

社会参加活動の推進基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

社会参加するために必要な事業です。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

意思疎通支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

聴覚障がい者

手段（30年度の取り組み）

手話通訳者設置事業を委託により実施しました。
手話通訳者、手話奉仕者を派遣する事業を委託により実施しま
した。
要約筆記者を派遣する事業を委託により実施しました。
福祉総合相談窓口にタブレットを設置し、遠隔手話通訳サービ
スを提供しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい者の社会参加が促進できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

手話通訳士（者）設置人数

手話通訳及び要約筆記派遣可能登録者数

手話通訳の利用者数

要約筆記の利用者数

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

3

62

2,664

250

3

62

2,372

230

事業費

国支出金

千円

10,113 5,101 10,059

19,776 18,402 19,569

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

社会参加活動の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,442 8,910 6,340

3,221 4,391 3,170

財源内訳

（歳入歳出決算書 191ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

委託先の職員配置の関係から手話通訳者設置事業の対応件数は減少しましたが、
派遣登録者で対応する手話通訳者等派遣事業と要約筆記者派遣事業の派遣件数は
増加し、聴覚障がい者の多様なニーズに対応できました。
今後も、遠隔手話通訳サービスとあわせて、障がい者差別解消に向けた需要増加
に対応していきます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

移動支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい者
障がい者の家族

手段（30年度の取り組み）

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者・
指定難病患者等を対象とし、社会生活上必要不可欠な外出及び
余暇活動等、社会参加のための外出にヘルパーが同行し、安全
に移動できるように必要な支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい者が外出するときの負担が軽減されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

移動支援事業の月平均実利用者数

移動支援事業の延べ利用時間

区分 指標名称

①

単位

人

時間

28年度実績 29年度実績 30年度実績

38

4,808

35

4,657

31

3,773

事業費

国支出金

千円

3,175 4,369 6,165

12,692 12,208 11,944

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

社会参加活動の推進基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,345 5,251 3,853

3,172 2,588 1,926

財源内訳

（歳入歳出決算書 191ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ヘルパーの確保が困難な事業所が出てきており、利用者や利用回数が減少してき
ています。
持続可能な体制を確保するために、報酬改定を検討する必要があります。

平成２８年３月に「移動支援事業のガイドライン」を策定し、運用の見直しを行
っており、コスト削減余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

各種団体・行事等助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

障がい者
障がい者団体
障がい児

手段（30年度の取り組み）

障がい者団体の大会の費用を補助すること及び障がい者団体の
活動を補助しました。
療育キャンプへの参加を促進しました。
こころのふれあいスポーツ交流会事業に補助金の交付をしまし
た。
山口市ふれあいレク大会事業に補助金の交付をしました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい者が社会参加する機会が増加します。
障がい者への理解が深まります。
関係団体が連携することにより組織体制が強化されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

いきいきサポート事業の参加者数

療育キャンプ参加者数

障がい者団体加入者数

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

607

16

1,254

581

17

1,272

41

17

1,020

事業費

国支出金

千円

1,731 2,797 1,664

3,045 2,903 2,601

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

社会参加活動の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

876 71 625

438 35 312

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

高齢化が進んでいるため、若年層が加入できるような取り組みが必要です。

実施事業のうち、補助対象となる経費と補助対象とならない経費について、見直
し、整理を行いました。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

障がいへの理解を深め、差別や偏見をなくし、支えあう市民意識を醸成することで、安心
して暮らせるまちづくりが進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

障がい者差別解消普及啓発活動数

【障がい福祉課】

評

価

普及啓発活動数は、平成29年度と同じ回数の実施となりました
。市報による積極的な啓発活動や市民講座を実施し、障がいや
障がいのある方への理解促進が図られるとともに、手話・点訳
・音訳・要約筆記の体験講座等を開催し、意思疎通支援に関わ
る人材のすそ野の拡大が図られました。
今後もこうした取組みを充実し、成果の向上を図っていきます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

回 12 12 15

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

成年後見制度利用支援の利用者数

【障がい福祉課】

成年後見制度利用支援のうち、報酬助成は平成29年度と同じ1件
でしたが、市長申立は平成29年度と比べ4件増の6件となり、支
援が必要な方の権利擁護が図られました。
今後は、申立てを行う親族等がいない、または、いるが申立て
ができず、障がい者の福祉の増進を図るために市長による申立
てが必要な方の増加が見込まれることから、制度の周知を図り
ながら、引き続き支援を行っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 4 3 7 6

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,541

基本事業　01-04-04 理解促進・権利擁護の推進

指
標
①

指
標
②

10
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

理解促進・権利擁護推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
障がい福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・障がい及び障がい者に対する社会全般の認識を深めるための
広報活動（市報啓発記事掲載、障害者差別解消法啓発パンフレ
ット製作・配布、市民公開講座開催）を行いました。
・意思疎通支援の普及啓発を目的に、手話・点訳・音訳・要約
筆記講習会を開催しました。（市社会福祉協議会へ委託）
・民間事業者が合理的配慮の提供を行うことを推進するために
提供に要する費用の一部又は全部の助成を行いました。（10団
体、助成額291,296円）
・市内の点字ボランティア団体が利用可能な点字プリンタを購
入しました。
・成年後見制度の市長申立て請求手続に関する支援等を行いま
した。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

障がい施策についての認知が進みます。
障がい者に対する理解が深まります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

障害者差別解消法啓発パンフレット配布数

合理的配慮啓発パンフレット配布数

障がいのある人への理解が深まっていると思う市民の割
合

市の助成を受け、合理的配慮に取り組む事業所数

区分 指標名称

①

単位

枚

枚

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

155

822

42.7

10

事業費

国支出金

千円

1,320 1,999 2,675

2,134 2,884 3,541

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

障がい福祉費目 06

子育て・健康福祉政策 01

障がい者福祉の充実施策 04

理解促進・権利擁護の推進基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

27 92 578

787 693 288

100

財源内訳

（歳入歳出決算書 189ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

広報活動や講座の開催など、障がい者に対する理解が深まる取り組みを行ったほ
か、民間事業者が実施する合理的配慮の提供への支援を行い、障がい者差別解消
に向けた市民意識の向上が図られました。
引き続き、積極的な取り組みを進めていきます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-04 障がい者福祉の充実

基本事業　01-04-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

835
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-05 地域福祉の充実

基本事業　01-05-01 地域福祉意識の醸成と活動の充実

基本事業　01-05-02 地域福祉の基盤強化

基本事業　01-05-99 施策の総合推進

　少子高齢・人口減少社会を迎え、我が国全体の経済・社会保障制度は存続の危機に直面しています。この危機
を乗り越えるため、住民の誰もが役割を持ち、支えあいながら地域を創っていく、地域共生社会の実現に向けて
取り組むことが重要となります。
　市社会福祉協議会とともに策定した「山口市地域福祉計画」「山口市地域福祉活動計画」を着実に実行するた
め、地区社会福祉協議会や民生委員・児童委員など関係機関との連携を深め、保健や福祉の各分野における施策
・事業を推進していく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.02 3.03

3.59 3.62

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-05 地域福祉の充実

施策のプロフィール

施策の対象

全住民

施策がめざす姿

市民の一人ひとりが、自らの地域で互いに支えあうという意識を高め、実践しています。

施策の成果状況と評価

地域福祉活動で共助（相互扶助）ができていると思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　平成29年度と比較すると、1.0ポイントの減少となりました。
年代別では65歳以上の方を中心に高くなっており、地域におけ
る民生委員・児童委員や福祉員の活動等に対する理解が、高齢
者を中心に広がっているものと考えられます。
　今後は、各地域において実施されている地域福祉活動が、幅
広い世代にわたって認識していただけるよう市社会福祉協議会
をはじめとした関係団体と協力・連携し、市民の意識の高揚を
図っていくとともに、世代を超えた、新たな支援体制の構築に
向け検討を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 34.5 34.5 33.5 40.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

施策のコスト（千円）

H30

316,353

指
標
①
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-05 地域福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地域住民

基本事業がめざす姿

地域住民の地域福祉に関する意識が高まり、積極的に参加しています。

基本事業の成果状況と評価

地域福祉活動への参加意識のある市民の割合

【地域福祉課】

評

価

　平成29年度と比較して、1.0ポイントの減少となりましたが、
50歳以上の年代を中心に、今後ボランティアに参加してみたい
市民の割合が高くなっており、定年が近づいてくるにつれ、ボ
ランティア等の地域福祉活動への参加について、関心が高くな
っているものと考えられます。
　市社会福祉協議会が実施しているボランティア養成研修等を
支援し、各地域における地域福祉活動に誰もが参加できる環境
を整え、意識の向上に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 35.2 34.2 40.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

地域福祉活動に参加したことがある市民の割合

【地域福祉課】

　平成29年度と比較して、0.1ポイントの増加となりましたが、
ほぼ横ばいでした。ボランティアに参加している方の中心は65
歳以上となっており、定年の延長等が影響しているものと考え
られます。
　現在市民が地域福祉活動に参加している事業を継続するとと
もに、今後は幅広い世代が参加できるよう、各地域における小
地域福祉計画等の策定支援等を行います。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 19.0 19.0 19.1 25.0

(横ばい)

(低)

評

価

小地域当たりの実施サービスメニュー数

【地域福祉課】

　平成29年度と比較すると、0.4件の増加となっており、「ふれ
あい・いきいきサロン」等の各地域での取り組みが定着してい
ると考えられます。
　今後は、「福祉の種まきリーディング事業」や「ふれあい型
給食サービス事業」等の実施を促進し、地域住民交流事業のさ
らなる充実を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 23.2 23.6 24.0 24

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,282

基本事業　01-05-01 地域福祉意識の醸成と活動の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

35.2
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域福祉計画推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
地域福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民

手段（30年度の取り組み）

社会福祉法に基づく行政計画として、地域福祉の推進や自治体
の責務を実践するための「市地域福祉計画」を、市社会福祉協
議会の「市地域福祉活動計画」と連携して一体的に策定してい
ます。計画の進行管理に努めるとともに、地域共生社会の実現
に向けて、「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進するため、
包括的支援体制の構築や地域力を強化できる仕組みづくりにつ
いて検討を行いました。
また、計画に基づき地域福祉の推進を図るため、住民座談会の
開催や小地域福祉活動計画の策定を支援するとともに、福祉の
種まきリーディング事業として、福祉教育推進指定校の指定に
よる福祉教育の推進、災害ボランティアリーダー養成研修会な
どの支援に取り組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の連携を培い、市民一人ひとりの生活課題を解決し、誰も
が安心して暮らすことができるための相互の支えあいの仕組み
や福祉サービスの総合化が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域福祉推進協議会等開催回数

市報またはホームページ掲載回数

地域での福祉活動において、互いに助け合い支えあいが
できていると思う割合

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

2

27.2

14

5

34.5

0

1

33.5

事業費

国支出金

千円

1,892 1,564 1,240

2,392 2,364 1,250

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

社会福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

地域福祉の充実施策 05

地域福祉意識の醸成と活動の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

500 800 10

財源内訳

（歳入歳出決算書 183ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市社会福祉協議会と連携し、山口市地域福祉計画及び山口市地域福祉活動計画を
策定しました。今後は、市と市社会福祉協議会が中心となり、地域住民による福
祉活動をより一層活性化させるなど、計画の実践に努めていきます。

地域福祉推進に関する委託事業等について、より効果的かつ効率的な事業運営と
なるよう、毎年度、必要な評価や見直し、検討等を行っていきます。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-05 地域福祉の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

社協、民生委員

基本事業がめざす姿

社会福祉協議会や民生委員・児童委員が地域福祉を推進する役割を果たすとともに、地域
共生社会の実現に向けた取組が進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

社会福祉協議会の加入率

【地域福祉課】

評

価

　平成29年度と比較すると、会員数は688世帯の減少、加入率も
1.2ポイントの減少となりました。
　中山間地域における自然減が主な理由ですが、地域福祉の牽
引役である市社会福祉協議会の安定的な運営を維持するため、
市社会福祉協議会が策定した「第二次山口市社会福祉協議会活
動基盤強化計画」における会員増強に向けた取り組みの進捗状
況について検証していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 70.8 69.6 74.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

民生委員・児童委員の一人当たり年間活動日数

【地域福祉課】

　平成29年度と比較すると活動日数は横ばいでした。
　一斉改選後においても活動の質が維持・向上するよう、山口
市民生委員児童委員協議会事務局と連携して、研修等の充実を
図ります。
　一方で、極端な活動日数の増加などにより、民生委員・児童
委員の負担感が増すことがないよう、相談支援機関等との連携
強化に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

日 153 154 154 155

(横ばい)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

295,603

基本事業　01-05-02 地域福祉の基盤強化

指
標
①

指
標
②

70.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

民生委員・児童委員業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
地域福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・民生委員・児童委員
・福祉相談を必要とする市民

手段（30年度の取り組み）

民生委員・児童委員は、非常勤の特別公務員であり、社会奉仕
の精神をもって活動する民間ボランティアです。地域において
住民の相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努め
ることが主な活動内容です。
民生委員・児童委員活動を支援するため、「山口市民生委員児
童委員協議会」の事務局を市社協へ委託しました。
【定数】４４７名（平成２８年１２月～）
【任期等】委員の選任は、各地区からの推薦に基づき、市長が
　委嘱する市民生委員推薦会による審査を行い、県を通じて厚
　生労働大臣に推薦します。委員の任期は３年で、３年毎に　
　改選を行います。（次期改選は令和元年１２月です）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・民生委員・児童委員が円滑に活動することにより、地域福祉
　活動の活性化に向けて、民生委員児童委員活動が活発化しま
　す。
・市民が民生委員・児童委員に対して気軽に信頼して相談する
　ことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

委員活動費支払総額

研修会の実施回数（主催回数）

委員１人あたりの年間活動日数

委員１人あたりの年間相談件数

区分 指標名称

①

単位

千円

回

日

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

37,409

25

153

32

37,418

21

154

29

37,724

21

154

30

事業費

国支出金

千円

32,250 30,939 29,726

61,171 60,005 58,792

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

社会福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

地域福祉の充実施策 05

地域福祉の基盤強化基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

28,921 29,066 29,066

財源内訳

（歳入歳出決算書 183ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

超高齢社会を迎え、委員への相談等も多く、その役割は非常に重要となってきて
います。山口市民生委員児童委員協議会では、多様化・複雑化する相談等に対応
するため、研修を行う部会構成の見直しが行われており、同協議会の事務局業務
を委託している市社会福祉協議会と連携し、これを支援することで、成果の向上
が見込まれます。

事業費の多くが定額の委員活動費や地区協議会活動費、市協議会活動費等となっ
ていますが、各種研修会の実施方法や事務費の取扱いなど、毎年度、必要な見直
し、検討等を行っています。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

社会福祉協議会助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
地域福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市社会福祉協議会
市民

手段（30年度の取り組み）

地域福祉サービスの充実を図り、地域福祉活動を活性化するた
め、地域福祉を担う山口市社会福祉協議会に対して助成を行い
ました。
○山口市社会福祉協議会運営費補助（人件費、管理費補助）
○山口市社会福祉協議会事業費補助
　・福祉まつり
　・地区社協事務費　
　・福祉啓発事業（市社会福祉大会開催事業）
　・ボランティアセンター運営事業　
　・法律相談事業　
　・生活困窮者等相談事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市社会福祉協議会が実施する地域福祉サービスの充実を図
り、地域住民による福祉活動を促進し、地域福祉活動を活性化
します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

会員数

加入率

区分 指標名称

①

単位

口

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

61,952

70.9

62,151

70.8

61,463

69.6

事業費

国支出金

千円

227,373 224,260 236,811

227,373 224,260 236,811

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

社会福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

地域福祉の充実施策 05

地域福祉の基盤強化基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 183ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

住民ニーズをふまえ、事業費補助の内容について精査等を行い、成果の向上に努
めていきます。

事業費の多くが市社会福祉協議会の運営費補助であり、毎年度、支出状況の確認
や経費節減に向けた取り組みの検証に努めるなど、必要な見直し、検討等を行っ
ていきます。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-05 地域福祉の充実

基本事業　01-05-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

19,468
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　01 子育て・健康福祉

施　策　の　構　成

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業　01-06-01 保険制度の適正な運営

基本事業　01-06-02 国民年金制度の理解

基本事業　01-06-03 生活保護と自立生活の支援

基本事業　01-06-04 福祉サービスの適正な運営の確保

基本事業　01-06-99 施策の総合推進

　急速な少子高齢化の進展とともに人口減少社会を迎え、年金、医療、介護等の社会保障制度は、給付の面でも
負担の面でも市民生活にとって大きなウエイトを占めてきており、市民の関心は高まっています。
　今後、高齢者世帯の増加が予想されることから、社会保障制度が将来にわたって安定的に持続できるように、
また、世代間の負担が公平となるように、現在さまざまな制度改革が行われており、一人ひとりがこれらの制度
を正しく理解できるよう広報等に取り組む必要があります。
　生活保護の状況については、平成26年度をピークに、被保護世帯数、保護率ともに減少していますが、引き続
き就労支援や生活支援に取り組み、自立に向けた支援を行っていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.94 2.95

3.70 3.74

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30

208



政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

社会保障や福祉サービス等が持続可能なかたちで効果的に提供されています。

施策の成果状況と評価

施策のコスト（千円）

H30

33,066,409
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

被保険者

基本事業がめざす姿

社会保障における保険制度を理解して、適正な負担をしています。

基本事業の成果状況と評価

介護保険料の現年度徴収率

【収納課】

評

価

　対前年度比0.05ポイントの増となりました。
　今後も、滞納者への早期接触により自主納付を促し、滞納の
解消を図るとともに、資力を有しながら、なお滞納が継続され
る場合には、滞納処分を適正に実施するなど、徴収率の向上に
努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 99.54 99.59 99.47

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

国民健康保険料の現年度徴収率

【収納課】

　対前年度比0.22ポイントの増となりました。
　今後も滞納者への早期接触により、自主納付を促し、滞納の
解消を図るとともに、資力を有しながら、なお滞納が継続され
る場合には滞納処分を適正に実施するなど、徴収率の向上に努
めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 94.50 94.79 95.01 94.55

(向上)

(高)

評

価

後期高齢者医療制度保険料の現年度徴収率

【収納課】

　対前年度比0.07ポイントの増となりました。
　今後も、滞納者への早期接触により滞納の解消を図るととも
に、資力を有しながら、なお滞納が継続される場合には滞納処
分を適正に実施するなど、徴収率の向上に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 99.59 99.65 99.72 99.65

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

30,656,879

基本事業　01-06-01 保険制度の適正な運営

指
標
①

指
標
②

指
標
③

99.44
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

医療費適正化特別対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国民健康保険医療費（レセプト）  
国民健康保険被保険者　

手段（30年度の取り組み）

国民健康保険財政の安定的な運営を図るため、医療に要する費
用の適正化に係る取組を総合的に推進しました。
・レセプト点検、柔道整復施術療養費支給明細書二次点検の充
実･強化を図りました。
・かかりつけ医、かかりつけ薬局の推奨や適正受診に関する啓
発チラシを作成し被保険者に送付しました。
・先発医薬品から後発医薬品（ジェネリック医薬品）に切り替
えた場合に軽減できる自己負担額をお知らせする「差額通知
書」を被保険者に送付しました。（年４回） 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保険給付が適正に行われています。
後発医薬品の利用促進や適正受診が図られています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

レセプト二次点検件数

差額通知書発送件数

レセプト二次点検実施率

ジェネリック医薬品利用率（数量ベース）

区分 指標名称

①

単位

件

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

739,596

2,794

100

65.3

665,386

3,492

100

67.8

710,942

2,322

100

73.2

事業費

国支出金

千円

2,105 2,060 2,271

8,127 8,208 7,580

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

国民健康保険特別会計会計 02

総務費款 01

総務管理費項 01

一般管理費目 01

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

保険制度の適正な運営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,134 1,313

4,888 4,835 5,309

財源内訳

（歳入歳出決算書 329ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　ジェネリック医薬品利用率（数量ベース）は年々上昇しており成果は着実に向
上しています。また、レセプト二次点検実施率についても100%を維持していま
す。
　今後も、ジェネリック医薬品の利用促進に向けた啓発やレセプト点検等の取組
を通じて、医療に要する費用の適正化を図っていきます。

　レセプト点検業務等を高い専門性とノウハウを有する山口県国民健康保険団体
連合会への委託により実施し業務の効率化を図っています。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

後期高齢者医療資格・給付事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

後期高齢者医療被保険者
・75歳以上の全市民及び65歳以上で一定の障害認定を受けた者
（生活保護受給者を除きます） 

手段（30年度の取り組み）

後期高齢者医療の資格・給付に関する各種事務を行いました。
①　資格に関する各種届出（取得・喪失・障害認定等）の受付
②　給付に関する各種申請（高額療養費・療養費等）の受付
③　被保険者証の交付
④　限度額適用・標準負担額減額認定証の交付
⑤　特定疾病療養受療証の交付
⑥　健康診査の受診券の交付　他

※　資格の認定や医療機関への支払い、高額療養費・療養費等
　の支給は山口県後期高齢者医療広域連合の事務となります。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

対象者へ被保険者証を確実にお届けすることにより、後期高齢
者医療被保険者が適正な保険給付、保健事業を受けることがで
きます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

被保険者証の発送枚数（更新時）

被保険者証の配達不能枚数

区分 指標名称

①

単位

枚

枚

28年度実績 29年度実績 30年度実績

27,359

0

27,773

0

27,820

0

事業費

国支出金

千円

37,657 30,769 24,280

37,657 30,769 29,044

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

後期高齢者医療特別会計会計 03

総務費款 01

総務管理費項 01

一般管理費目 01

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

保険制度の適正な運営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,764

財源内訳

（歳入歳出決算書 349ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

各種届出・申請の受付や、被保険者証の送付をはじめとする事務処理を確実に行
っており、これにより被保険者は適正な保険給付、保健事業を受けることができ
ていることから、成果は順調に出ています。

システム改修など一時的な事業費の増はありますが、定例的な事務費について
は、コストの削減に努めています。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

２０歳以上の市民　（特に、国民
年金第１号被保険者）　

基本事業がめざす姿

誰もが年金制度を理解し、保険料を納め、年金を受ける資格があります。

基本事業の成果状況と評価

６５歳以上の老齢年金等受給権者割合

【保険年金課】

評

価

　受給権者割合は前年並みで推移しています。これは、年金が
社会保障制度として国民の生活に浸透しており、また、老後の
生活基盤として定着していることによるものと思われます。
　高齢化が進む社会において、年金は老後を安定的に過ごすた
めに大切な所得保障であり、引き続き山口年金事務所と連携し
、制度の啓発や年金相談を実施していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 96.43 96.81 97.00

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

国民年金保険料の納付率

【保険年金課】

　納付率は1.95ポイントの微増となっています。
　納付率上昇の要因として、年金事務所が実施した特別催告状
による納付督励に加え、連携・協力業務としての免除勧奨、口
座振替納付の促進等の取り組みによるものと考えます。
　引き続き、山口年金事務所が実施する制度啓発や年金の納付
対策に連携・協力していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 73.69 75.24 77.19 76.00

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

5,641

基本事業　01-06-02 国民年金制度の理解

指
標
①

指
標
②

95.56
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

年金事務所との協力・連携事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
保険年金課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国民年金第１号被保険者

手段（30年度の取り組み）

法定受託事務に付随する事務や相談等について、市と年金事務
所の協力・連携により実施しました。

・資格取得時における保険料の納付案内や、口座振替・前納等
の促進
・保険料の納付や制度周知等に関する広報記事の市報への掲載
・年金制度等に関する各種相談　等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

国民年金制度の理解が深まり、国民年金の受給権が確保されま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

年金事務所及び山口市で行う免除被保険者数

区分 指標名称

①

単位

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8,785 8,600 8,573

事業費

国支出金

千円

174 162 148

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

国民年金費目 09

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

国民年金制度の理解基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

174 162 148

財源内訳

（歳入歳出決算書 195ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　国民年金保険料の納付率は、向上しています。
　引き続き、年金事務所と協力・連携し、資格取得時等における納付案内や広報
活動を実施していきます。

協力・連携事務に必要な経費については、国から交付されます。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

生活困窮者
生活保護受給者

基本事業がめざす姿

生活困窮者等が生活保護法及び生活困窮者自立支援法に基づいた適正な支援を受けること
ができています。また、自立した生活に移行できています。

基本事業の成果状況と評価

生活保護受給者の割合

【地域福祉課】

評

価

　生活保護の保護率は、平成29年度と比較して、0.23‰減少し
ました。
　平成26年度を最高値に減少傾向となり、現在は横ばい傾向に
ありますが、引き続き今後の雇用情勢等の動向に注意が必要で
す。
　就労支援や医療費の適正化を図るとともに、法定受託事務と
して今後も適正な事務執行に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

‰ 7.42 7.19 7.80

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

自立による生活保護廃止件数

【地域福祉課】

　自立による生活保護廃止件数は、平成29年度と比較して、4件
減少しました。
　高齢者世帯や障がい者世帯が増加し、就労可能な稼働年齢層
のいる世帯が減少したことや就労を開始するも就労収入が保護
廃止となるまでに至らないことが原因と考えられます。
　就労支援員を配置し、自立に向けた就労支援を行っています
が、関係機関との連携を強化し、就労支援事業や就労準備支援
事業を行い、生活保護受給者の個々に応じた自立支援に努めて
いきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

世帯 53 44 40 60

(低下)

(低)

評

価

自立相談支援事業の相談者数

【地域福祉課】

　生活困窮者自立支援事業の相談者のべ人数は、平成29年度と
比較して、1,668人減と大幅な減少となりました。
　山口公共職業安定所での有効求人倍率が、2.0倍を超えるなど
、雇用情勢の回復が影響しているものと思われます。
　しかしながら、相談者の抱える問題は、多様化、複雑化して
いることから、今後とも相談窓口の周知を図り、必要に応じた
支援を包括的、継続的に行い、生活困窮者の自立支援に取り組
んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 4,737 5,206 3,538 4,790

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

2,401,459

基本事業　01-06-03 生活保護と自立生活の支援

指
標
①

指
標
②

指
標
③

7.69
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

自立相談支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
地域福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生活保護に至る前の生活困窮者

手段（30年度の取り組み）

生活困窮者からの相談を受け、抱えている課題を評価・分析し
ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行えるよう個別に支
援計画を策定します。
各種支援と関係機関との連絡調整を実施し包括的・継続的な支
援を行いました。
・自立相談支援事業
・一時生活支援事業
・就労準備支援事業
・家計改善支援事業

上記支援事業の実施に当たっては、経験と知識・多方面へのネ
ットワークを有する法人に業務を委託し実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生活保護に至る前の段階から早期に支援を行うことにより、生
活困窮状態からの早期自立が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

相談のべ人数

登録・支援者数

進路決定した生活困窮者数

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4,737

128

47

5,206

115

40

3,538

73

24

事業費

国支出金

千円

8,212 9,184 9,968

30,761 30,485 33,278

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

社会福祉総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

生活保護と自立生活の支援基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

22,549 21,301 23,310

財源内訳

（歳入歳出決算書 183ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

昨年度、山口公共職業安定所での有効求人倍率が2.0倍を超えるなど、雇用情勢
が回復したため相談者数は減少しました。
しかし、生活困窮者の抱える問題は、多様化、複雑化していることから、相談窓
口の周知を図り、自立相談支援事業、一時生活支援事業、就労準備支援事業、家
計改善支援事業により、相談状況を踏まえた支援を継続していく必要がありま
す。

事業費は主に自立を支援する相談活動に係る経費であり、コスト削減は困難で
す。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

被保護者就労支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
地域福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生活保護受給世帯

手段（30年度の取り組み）

社会福祉士や社会福祉主事資格を有する就労支援員により、生
活保護受給者に対し、履歴書の書き方や面接の受け方の指導、
ハローワーク巡回相談の連絡調整等を行い、生活保護受給者の
就労意欲を喚起させ、就労につなげることにより、経済的自立
を支援しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生活保護受給世帯の就労により、自立した生活ができるように
なります。収入認定による生活保護の停止・廃止等により、生
活保護費の抑制が図れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

就労支援対象者１人当りの年間支援活動回数

山口地域生活福祉・就労支援会議開催回数

生活保護受給世帯のうち自立した世帯数

生活保護受給世帯の中から就労した者の数

区分 指標名称

①

単位

回数

回数

世帯

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

15

2

3

22

15

2

3

20

15

1

2

14

事業費

国支出金

千円

944 1,033 1,176

4,720 4,746 4,699

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

生活保護費項 03

生活保護総務費目 01

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

生活保護と自立生活の支援基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,776 3,713 3,523

財源内訳

（歳入歳出決算書 205ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

就労意欲に欠ける者や不就労期間が長い者が増加しているため、就労に結びつか
ない現状があります。
稼動年齢層の生活保護者の就労意欲を喚起し、就労につなげる就労支援員の活動
を充実させることにより、成果の向上に努めていきます。

この事業の事業費は就労支援員配置に係る経費であるため、コスト削減はできま
せん。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

福祉サービス事業所

基本事業がめざす姿

福祉サービスが適正に運営されています。

基本事業の成果状況と評価

福祉サービス事業所に対する監査の実施件数

【指導監査課】

評

価

　平成30年度については、監査を実施すべき不正、不当な事案
が認められた福祉サービス事業所はありませんでした。
　福祉サービスが適正に運用されるよう、引き続き事業所に対
して実地指導等を実施していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

464

基本事業　01-06-04 福祉サービスの適正な運営の確保

指
標
① 0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域密着型サービス指導・監督事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度健康福祉部
指導監査課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　市内の地域密着型サービス事業所等

手段（30年度の取り組み）

　「山口市地域密着型サービス事業所等指導監査要綱」等に基
づき、地域密着型サービス事業者等への指導監督を行いまし
た。
　①指導
　　(1)集団指導～原則年１回実施
　　(2)実地指導～原則事業所ごとに３年に１回実施
　②監査（該当事案がなかったため未実施）
　　　通報・苦情・相談等に基づく情報、実地指導で確認した
　　事実を踏まえ、指定基準違反等の確認について必要がある
　　場合に実施します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　適正な事業運営が行われるようにします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度に実地指導を行った事業所数

区分 指標名称

①

単位

事業所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

39 36 55

事業費

国支出金

千円

227 230 351

227 230 351

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

介護保険特別会計会計 04

総務費款 01

総務管理費項 01

一般管理費目 01

子育て・健康福祉政策 01

社会保障制度の適正な運用施策 06

福祉サービスの適正な運営の確保基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 363ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

毎年度、指導監査を行うことにより、地域密着型サービス事業所の運営の適正化
が図られています。

介護保険法及び国の示す指針に基づき実施しており、これまで通り実施していき
ます。

まち・
ひと・しごと
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政策　01 子育て・健康福祉

施策　01-06 社会保障制度の適正な運用

基本事業　01-06-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

1,966
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　02 教育・文化・スポーツ

施　策　の　構　成

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業　02-01-01 確かな学力の定着

基本事業　02-01-02 豊かな心と健やかな体の育成

基本事業　02-01-03 現代的課題に対応した教育の充実

基本事業　02-01-04 安心して学べる教育環境づくり

基本事業　02-01-05 一人ひとりに寄り添う教育支援体制の充実

基本事業　02-01-99 施策の総合推進

　急速な技術革新やグローバル化の一層の進展等、子どもたちを取り巻く環境が今後も大きく変化していくこと
が予想される中で、こうした環境に柔軟に対応し、次代を切り拓く「生きる力」を育むため、子どもたちの主体
的な学びを支える教育環境のさらなる充実が必要となります。
　さらに、全ての子どもたちが安心して学べるように、子どもたち一人ひとりのニーズや状況に応じたきめ細や
かな支援や教育機会の提供が求められています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.07 3.09

3.67 3.72

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

施策のプロフィール

施策の対象

小学生、中学生、幼児

施策がめざす姿

子どもたちが、未来を切り開くための生きる力として、豊かな心、確かな学力、健やかな
体を身につけています。

施策の成果状況と評価

学校生活を楽しんでいる児童の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

評

価

　学校生活を楽しいと感じている児童の割合は、平成29年度と
比較して、0.1ポイント増加しています。
　教職員の資質向上や相談体制の充実など、児童の立場に立っ
た様々な施策を、継続して実施していく必要があります。
　

　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 89.9 89.3 89.4 91.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

学校生活を楽しんでいる生徒の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

　学校生活を楽しいと感じている生徒の割合は、平成29年度と
比較して、0.7ポイント増加しています。
　今後とも、不登校やいじめなどの学校問題の解決への取り組
みを継続します。
　また、生徒の学校生活での満足度を向上させる観点から、教
職員の資質向上と教育相談や生徒指導の充実などの様々な施策
の展開が必要となります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 89.3 88.5 89.2 91.0

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

3,710,013

指
標
①

指
標
②
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小学生
中学生

基本事業がめざす姿

子どもたち一人ひとりがきめ細かな指導を受け、確かな学力を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

授業の内容が分かると感じている児童･生徒の割合

【学校教育課】

評

価

　授業の内容がわかると感じている児童・生徒の割合は、
平成29年度と比較して1.0ポイント増加しています。
　今後とも、すべての子どもが、楽しく「わかる・できる」
ように指導の工夫や配慮のある授業への取組を継続していきま
す。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 85.6 86.6 88.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

教員一人に対する児童･生徒数

【学校教育課】

　平成29年度と比較して、児童・生徒数が226人の減少に対し
て、教員数が増加したことで、教員一人に対する児童・生徒数
は、0.7ポイント減少しています。
　今後も、児童・生徒一人ひとりのニーズに応じた、きめ細や
かな教育課程の充実に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 13.2 13.2 12.5 13.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

219,210

基本事業　02-01-01 確かな学力の定着

指
標
①

指
標
②

85.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学習支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市立小中学校の児童生徒 

手段（30年度の取り組み）

児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな授業を行うため、学校
の実情に応じて補助教員などを配置しました。
　
　・特別支援教育補助教員（小、中）
　・確かな学力アシスト補助教員（小、中）
　・観察実験アシスタント（小）
　・日本語指導補助員（小、中）　
　・部活動指導員（中）　 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

学ぶ意欲・思考力が高まり、確かな学力が定着します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助教員配置数

教員１人に対する児童数(小学校）

教員１人に対する生徒数(中学校）

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

130

14.0

12.0

131

14.2

11.6

145

13.5

10.7

事業費

国支出金

千円

128,454 127,351 132,328

128,524 127,465 133,967

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

確かな学力の定着基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

70 114 1,639

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の学習支援事業費（小学校費）94,079,590円と学習支援事業費（中学校
費）39,886,080円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

学校の実情に応じた補助教員の配置により、児童生徒一人ひとりに対応したきめ
細やかな指導を行っており、確かな学力の定着が図られています。

優秀な人材確保が課題であり、コスト削減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生

基本事業がめざす姿

様々な体験活動や読書、食育によって豊かな心や健やかな体が育まれています。

基本事業の成果状況と評価

児童・生徒一人当たりの貸し出し冊数

【学校教育課】

評

価

　平成28年度からの読書ノート活用の定着により、児童・生徒
一人当たりの貸し出し冊数が、平成29年度と比較して、3冊増加
しています。
　学校司書の配置を行うことで、利用しやすい空間づくりを進
めるとともに、市立図書館からの配本など、引き続き子どもた
ちが本に触れる機会の充実を図ります。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

冊 35 38 42

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

食に関する指導を実施した学校の割合

【学校教育課】

　すべての学校において、学級担任を中心に給食を通じて健康
的・衛生的で、望ましい食生活の習慣形成の指導を行っていま
す。
　また、家庭科や総合的な学習の時間を通じて、栄養教諭・栄
養士・養護教諭等による食に関する指導を行い、食材を育む自
然や食文化についての理解を深めています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 100 100 100 100

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

547,336

基本事業　02-01-02 豊かな心と健やかな体の育成

指
標
①

指
標
②

32
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子ども芸術体感事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市立幼稚園・小中学校の園児・児童生徒

手段（30年度の取り組み）

　幼稚園のホール、小中学校の体育館等を会場として、音楽・
演劇公演を行いました。
　場合によっては、直接体験できる機会を設けました。
　（内容）
　　・音楽公演
　　・演劇公演
　　・管弦楽公演
　　・雅楽公演

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　優れた生の舞台芸術を身近に鑑賞することで、感性を豊かに
します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

公演回数

芸術を体感または鑑賞した園児・児童生徒の延べ数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

30

-

34

6,225

41

9,741

事業費

国支出金

千円

8,500 8,152 11,682

8,500 8,152 18,856

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

教育総務費項 01

事務局費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

豊かな心と健やかな体の育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,868

4,306

財源内訳

（歳入歳出決算書 287ページ）

付記事項 本事業の決算額には、山口ゆめ花博関連経費として、8,612,682円を含みます。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

優れた生の舞台を身近に鑑賞することで、子どもたちの豊かな人間性を育むこと
ができています。

プロの芸術家に公演を依頼しています。コスト削減することは困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学校図書館整備推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市立小中学校の児童生徒

手段（30年度の取り組み）

○概要
　国の地方財政措置に基づき図書の整備を行うとともに、学校
司書を配置しました。
○図書の整備
　現在達成している学校図書館図書標準(※)を確保しつつ、古
い図書について計画的に廃棄を行いました。
（※）学校図書館図書標準とは、公立義務教育諸学校の学校図
　　　書館に整備すべき蔵書の標準として、文部科学省におい
　　　て定められた目標です。
○学校司書の配置
　小学校に１６名、中学校に８名配置しました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童生徒が読書を通じて豊かな心を育みます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

図書購入費

学校司書数

児童生徒１人当たりの貸出冊数

区分 指標名称

①

単位

千円

人

冊

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16,616

22

32

16,688

22

35

17,522

24

38

事業費

国支出金

千円

47,284 46,722 72,948

47,284 46,722 72,948

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

豊かな心と健やかな体の育成基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の学校図書館整備推進事業費（小学校費）46,576,479円と学校図書館整
備推進事業費（中学校費）26,370,818円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

教育委員会や学校における読書活動の取組に工夫を加えることによって、これま
で読書の機会が少なかった児童・生徒に対して読書機会を増やすことができると
考えられます。

各学校図書館への図書購入や優秀な学校司書の増員が課題であり、コスト削減は
困難です。　

まち・
ひと・しごと ●

230



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学校給食運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市立小・中学校の児童・生徒

手段（30年度の取り組み）

　学校の給食室、共同調理場、学校給食センターで安全な食材
を使用し、児童生徒に栄養バランスの取れた安全な給食を提供
しました。
　食材は、保護者負担とし、学校が管理する給食費会計から購
入しました。
　食育を推進する観点から、安全で新鮮な地場産食材の活用に
努めました。
　平成30年度は、小郡学校給食センターの厨芥処理機、フード
スライサー及び阿知須学校給食センターの食器消毒保管庫等を
更新しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童生徒に安全で栄養バランスのとれた給食が提供されていま
す。
適切な衛生管理基準による給食運営が行われています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

給食の実施回数

食育指導を行った学校

学校給食を実施できなかった日

使用食材の地産地消率

区分 指標名称

①

単位

日

校

日

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

185

50

0

65.2

189

50

0

68.5

189

50

0

71.0

事業費

国支出金

千円

218,544 237,980 224,973

218,544 237,980 224,973

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

保健体育費項 06

学校給食費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

豊かな心と健やかな体の育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 311ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

使用食材の地産地消率も令和４年度目標値である６７％を超え、順調に成果があ
がっています。
今後も厨房機器の計画的な更新等により、安全確実な給食運営に努めるとともに
地産地消の取組を進めます。

学校給食調理業務については、効率的・効果的にサービスを提供する観点から、
第二次行政改革大綱推進計画前期計画期間においては、市による運営を継続する
こととしました。ただし、行政需要の動向を見極めながら、民間化の実現可能性
について引き続き研究・検討していきます。
今後も安心安全で衛生的な学校給食の提供を維持しつつ、コストの削減に努めま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生

基本事業がめざす姿

子どもたちが社会環境の変化に対応できる生きる力を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

コンピュータ1台当たりの児童数

【学校教育課】

評

価

　児童用コンピュータには、パソコン教室のPCの他、図書館のP
Cや教室で使用するPC、タブレット端末を含めており、中・長期
的な展望から配備・更新をしています。
　平成30年度、小学校に教室で使用するPCやタブレット端末を
導入したことにより指標値が向上し目標達成に至りました。
　今後は、現在の指標値が維持できるよう計画的に機器の更新
を行う必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 4.8 3.2 4.4

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

コンピュータ1台当たりの生徒数

【学校教育課】

　生徒用コンピュータには、パソコン教室のPCの他、図書館のP
Cや教室で使用するPC、タブレット端末を含めており、中・長期
的な展望から配備・更新をしています。
　平成30年度については、生徒数が平成29年度より減少したた
め、結果的に指標値が向上しています。
　今後は国の達成目標充足に向けて生徒用のタブレット端末等
の整備を進めるとともに、学習への効果的な活用や教育の情報
化を推進する必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 5.0 4.9 4.8 4.4

(向上)

(中)

評

価

英語で話しが出来るようになりたいと思う児童の割合

【学校教育課】

　英語で話しが出来るようになりたいと思う児童の割合は、平
成29年度と比較して、0.1ポイント増加しています。
　児童が外国語と外国の文化等に関心を持ち、語学力を養うた
めにＡＬＴの増員配置を計画的に行うことで、新学習指導要領
にスムーズに移行できるよう引き続き取り組んでいきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 87.8 87.8 87.9 90.0

(向上)

(低)

評

価

中学校卒業時に英検３級程度の能力を有する生徒の割合

【学校教育課】

　英検３級程度の能力を有する生徒とは、ＣＥＦＲ　Ａ１レベ
ル相当以上を取得または教員が同程度の学力を有すると判断し
た生徒です。平成29年度に比べ7.5ポイント減少していますが、
ＣＥＦＲ　Ａ１レベル相当以上を取得している生徒は、ほぼ同
程度の状況です。これまで授業の評価基準としてＣＡＮ　ＤＯ
リストの作成活用を推進するとともにＡＬＴとの連携により「
話す・聞く」活動の充実にも努めてきたところです。今後、平
成31年4月に初めて実施された全国学力・学習状況調査の英語科
の結果を分析し、課題を明確にした上で、課題解決に向けた取
組を小学校段階から継続して取り組む必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 35.3 35.3 27.8 45.0

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

450,137

基本事業　02-01-03 現代的課題に対応した教育の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

5.2
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

外国語教育研究事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 02 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市立小中学校の児童生徒
山口市立小中学校教員

手段（30年度の取り組み）

新学習指導要領の移行期間から全面実施に向けての、指導方法
の工夫や言語活動の充実についての研究を行いました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指導方法の研究の成果を活用した授業が実施されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講演会・研修実施回数

講演会・研修への延べ参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

32

324

事業費

国支出金

千円

632

742

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

教育総務費項 01

事務局費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

現代的課題に対応した教育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

110

財源内訳

（歳入歳出決算書 289ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　教員については、研修を通じ、指導のための知識を習得することで実践に向け
ての自信につながりました。また児童についてもイベント等を通じ、「外国語活
動」「外国語」に触れ合うことができました。
　引き続き新学習指導要領実施に向け、指導方法の研究を行うことで、成果の向
上が見込まれます。

事業内容の見直しを行い、より効率的な研修に取り組みます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

情報教育環境整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市立小中学校児童生徒及び教員
山口市立小中学校

手段（30年度の取り組み）

ICTを活用した教育の推進、校務の効率化を進める為、小中学校
の教育用及び校務用コンピュータの更新、児童・生徒用のタブ
レット端末や電子黒板等の整備を計画的に実施しました。

内容：
・情報支援員及び情報教育支援補助員の配置（8名）
・教育用（286台）及び校務用コンピュータ（200台）の更新
・小学校児童用タブレット端末（885台）等の整備及び電子黒板
（152台）の整備（小中学校残り普通教室分及び中学校特別教室
1教室分）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市立小中学校の児童生徒がICT（情報通信技術）を活用し
た教育を受けることができ、教職員が校務事務を効率的に行う
ことができます。学校イントラネットに接続することで、ウイ
ルス対策や有害情報のフィルタリング、重要データの保護とバ
ックアップを行っています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

教育用コンピュータ更新台数

校内イントラネット構築数

機能不全で教育に支障をきたしたコンピュータ台数

学校イントラネットに入っている学校の割合

区分 指標名称

①

単位

台

校

台

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

550

50

0

100.0

980

50

0

100

1,406

50

0

100

事業費

国支出金

千円

203,036 305,301 401,270

203,036 305,301 401,270

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

現代的課題に対応した教育の充実基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の情報教育環境整備事業費（小学校費）329,135,472円と情報教育環境整
備事業費（中学校費）72,133,694円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　コンピュータの計画的な更新やタブレット端末等の整備等、情報環境整備は順
調に進んでいますが、情報支援員の確保を含めた教職員への研修やサポート体制
については成果向上の余地が残っています。

　機器の耐用年数等を考慮し、計画的な機器更新が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

英語指導助手配置事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市立小中学校の児童生徒

手段（30年度の取り組み）

市立小・中学校及び山口市教育支援センター(あすなろ教室)に
12名のＡＬＴ（外国語指導助手）を配置しました。
<小学校>
　委託又は市が非常勤職員として雇用した外国語指導助手を小
学校に派遣しました。
<中学校>
　市が非常勤職員として雇用した外国語指導助手を中学校に派
遣しました。
　中学校では小学校で培われたコミュニケーション能力の素地
を大切にしながら、コミュニケーション能力の基礎を養うため
ＡＬＴの特性を生かした授業を行いました。
　また、ＡＬＴのより効果的な配置を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

外国の人に対して積極的にコミュニケーションをとろうとする
意欲や態度が育ち、外国語に対する興味・関心が高まるととも
にコミュニケーション能力が向上します。さらに外国の人や文
化に対する理解が深まります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

中学校におけるALTを配置した日数の合計

小学校におけるALTを配置した日数の合計

中学校におけるALTによる授業時間延べ数

小学校におけるALTによる授業時間延べ数

区分 指標名称

①

単位

日

日

時間

時間

28年度実績 29年度実績 30年度実績

683

960

-

-

673

967

-

-

672

1,347

2,655

5,380

事業費

国支出金

千円

40,196 40,268 48,125

40,196 40,268 48,125

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

現代的課題に対応した教育の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項 本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の英語指導助手配置事業費（小学校費）32,510,496円、英語指導助手配
置事業費（中学校費）15,613,600円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ＡＬＴの活用方法について教育委員会や学校の取組を工夫することによって、外
国語活動を更に充実させ、成果向上が図れます。

現在のところ、小学校については業者との間で英語指導助手配置委託契約、中学
校については、直接雇用契約を締結しています。
英語指導助手の資質を確保し、効果的、効率的に配置するために、現在のような
形態が最も適切であると考えています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生
教職員

基本事業がめざす姿

子どもたちが安心・安全で、快適な環境で学んでいます。

基本事業の成果状況と評価

小・中学校屋内運動場の非構造部材の耐震化率

【教育施設管理課】

評

価

　屋内運動場の非構造部材の耐震化のうち吊り天井の撤去は、
平成３０年度に全ての学校で完了しました。
　引き続き、吊り天井以外の屋内運動場の非構造部材(照明、バ
スケットゴールなど)の耐震化を進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 35.3 54.9 84.3

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

小・中学校における教室充足率

【教育施設管理課】

　小学校１校の増築工事が完成したため、２ポイント上昇しま
した。児童数は、年々減少傾向ですが、一部の学校では、児童
数の増加傾向が見られ、教室が不足する可能性があります。
　今後も児童・生徒数の動向を注視し、必要な教室の確保に努
めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 92.0 94.0 96.0 96.0

(向上)

(高)

評

価

小・中学校におけるトイレの洋式化率

【教育施設管理課】

　生活様式や社会的要求水準の変化にあわせて、校舎及び屋内
運動場等について、「トイレの洋式化」や「多目的トイレの設
置」を行いました。あわせて、衛生面の改善として、床の「乾
式化」や手洗いの「非接触(自動水洗)化」についても行いまし
た。
　今後も安心安全で衛生的な教育環境の整備に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 35.9 39.6 42.8 50.0

(向上)

(中)

評

価

学校安全に関する避難訓練等を年３回以上実施した小・中学校の割
合

【学校教育課】

　すべての学校において、危機管理マニュアルに基づき、
防災、防犯、交通安全等の訓練を実施しています。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 100 100 100 100

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

2,098,445

基本事業　02-01-04 安心して学べる教育環境づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

15.7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

コミュニティ・スクール推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　山口市立小中学校
　山口市立小中学生
　地域住民

手段（30年度の取り組み）

　児童生徒が生き生きと学び、活力ある開かれた学校づくりを
行うため、様々な特色ある学校づくり、学校経営の研究・実践
について支援を行いました。
　また、コミュニティ・スクールコンダクターを配置し、好事
例の紹介や、各学校の取り組みについてアドバイスや支援を行
うことで、取り組みを進めることができました。
　地域連携アシスタント5名を配置しました。
　（主な研究内容）
　　①各学校の特色を生かした授業や行事の公開
　　②地域の人々による、教育活動についての協議・意見交換
　　③保護者や地域の人々の、授業やその準備・検討会への協
　　　力・参画

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・小中学校の課題を地域全体の課題として共有し、協力して学
校経営を推進していきます。
・学校が核となり、地域のネットワークの活性化を図ります。
・活力のある学校で、児童・生徒が生き生きと学ぶことができ
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

CSコンダクターの学校訪問回数

地域の力を活用している学校の割合

好事例数

区分 指標名称

①

単位

回

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

185

100.0

20

162

100

30

149

100

30

事業費

国支出金

千円

3,939 3,516 4,887

6,502 3,516 6,581

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

教育総務費項 01

事務局費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,563 1,694

財源内訳

（歳入歳出決算書 287ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

・ＣＳコンダクターがモデル校を中心に学校を重点的に支援したことで、各学校
の取組の底上げが図られるとともに、学校と地域の連携が進んできています。
・ＣＳの運営支援と関係者の意識啓発により、更に連携が進むと考えています。

コミュニティ・スクールの推進は市の重要な取組であり、コスト削減は困難で
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学校教育研究事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　山口市立小中学校
　山口市立小中学校教職員

手段（30年度の取り組み）

　学校マニフェストにより、各学校の研究会から要望があった
中から優れた研究を選択し研究委託を行いました。
（研究委託事業）
　・新教育課程編成に関する研究（2）
　・指導力向上に関する研究（2）
　・ICT活用能力向上研究（2）
　・人権教育研究推進校委託（2）
　・事務の共同実施に関する研究（1）
　・管理職のマネジメント研修（4）
　※（）内数値はテーマ数　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・教職員としての専門性が高まります。
・指導法の改善を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

委託金額（総額）

専門性や指導力向上のための研究テーマ数

区分 指標名称

①

単位

千円

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,428

13

1,427

13

1,436

13

事業費

国支出金

千円

1,519 1,427 1,568

1,519 1,427 1,568

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項 本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の教育研究事業費（小学校費）1,111,445円、教育研究事業費（中学校
費）456，000円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

研究・研修を行うことにより、教職員の資質向上や指導力向上につながっており
ます。

新たな教育課題に対応するため、各学校や研究会に対して様々な研究委託をして
いることから現時点ではコスト削減は困難ですが、研究目的と内容については形
骸化しないよう、適宜見直し、検証が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小学校施設増改築事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校施設

手段（30年度の取り組み）

児童数の増加により教室不足が見込まれる小学校施設の増改築
工事を行いました。

平成３０年度
　　校舎増築工事　　　小郡南小学校
　　　
　　　　　　　　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化や教室不足が見込まれる小学校施設を増改築することで
小学校児童に安全で快適な教育環境を提供します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

1

0

1

3

3

0

1

1

事業費

国支出金

千円

49,429 54,624 11,005

142,411 252,314 95,908

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

24,082 56,190 33,603

68,900 141,500 51,300財源内訳

（歳入歳出決算書 293ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

教室が不足する状態となることを回避し、正常な教育環境を提供することとして
います。今後も、必要に応じた増改築工事等を行っていくことにより、より快適
な教育環境の提供が期待されます。

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算時にお
いて、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行っており、コスト削減へ
の取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小学校プール改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校プール

手段（30年度の取り組み）

昭和４０年築で老朽化かつ低学年槽が無い大歳小学校のプール
について、増改築工事を行いました。

平成３０年度　大歳小（Ⅱ期工事）完了
　　　　　　　　　　　屋外整備工事

　　　　　　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化したプールを年次的に改修することで、安全で安心な学
校体育環境の中で児童が授業を受けることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

0

1

0

0

1

1

事業費

国支出金

千円

23,993 31,461

106,393 105,421

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,060

82,400 62,900財源内訳

（歳入歳出決算書 293ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

プールの増改築を行うことにより、児童に安全で快適な学校体育環境の提供が期
待されます。

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算におい
て、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行っており、コスト削減への
取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●

240



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小学校施設長寿命化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校施設

手段（30年度の取り組み）

　事後保全型の維持管理ではなく予防保全型の長寿命化事業を
実施しました。
平成３０年度　
校舎改修(調査・設計)大歳小
プール改修(工事)大海小（調査・設計)大殿小・上郷小・生雲小
・興進小
放送設備改修（設計）２校（工事）１校、インターホンＰＨＳ
化（工事）２校、ＬＡＮ整備（工事）１５校
学校施設長寿命化計画策定業務(老朽化調査・管理)
空調設備整備業務(アドバイザリー契約)
平成２９年度繰越分　
プール改修（工事）大内小

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

予防保全型の改修を行うことにより事故を未然に防ぐとともに
、耐用年数を超えて利用できる施設に改修（長寿命化）し、小
学校児童に安全で快適な学習の場を提供します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

19

6

6

21

21

21

7

20

20

事業費

国支出金

千円

207,902 126,524 61,356

275,588 503,784 250,205

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,586 99,160 10,349

56,100 278,100 178,500財源内訳

（歳入歳出決算書 293ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

長寿命化改修を実施した施設について、学習の場としての安全性及び快適性が向
上しています。

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算時にお
いて、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行っており、コスト削減へ
の取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●

241



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小学校施設安心安全推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校施設

手段（30年度の取り組み）

屋内運動場の避難場所としての機能を高めるため、多目的便所
の設置を進めるとともに、吊り天井の撤去等、落下防止対策を
しました。また、非常通報装置を小学校に整備しました。
平成３０年度　非常通報装置設置（設計）中央小、八坂小、島
地小、串小、柚野木小、大海小
非常通報装置設置（工事）徳佐小、生雲小、さくら小
屋内運動場吊り天井撤去等（工事）仁保小、大内小
屋内運動場非構造部材耐震化（設計）島地小、大内南小�
遊具改修（工事）　３件
平成２９年度繰越分　屋内運動場吊り天井撤去等（工事）小鯖
小、井関小
屋内運動場トイレ整備（工事）嘉川小、生雲小��

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

小学生児童を不審者による被害から守る体制を確立します。
避難場所となる屋内運動場の機能を向上させ、災害時に小学校
児童の安全が確保できるようにします。
遊具による重大事故を防止します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8

12

12

11

15

15

8

12

12

事業費

国支出金

千円

30,636 38,008 19,431

97,848 356,224 214,301

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,912 74,216 50,170

58,300 244,000 144,700財源内訳

（歳入歳出決算書 293ページ）

付記事項 　

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

安全で安心な児童の学校環境整備及び地域住民の避難場所整備を進め、学校施設
の安全性が向上しています。今後も積極的に整備を進めることで、事故防止や避
難場所としての機能の更なる向上を図ることが可能です。 

施設の状況にあわせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算時にお
いて、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行っており、コスト削減へ
の取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●

242



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小・中学校施設空調設備整備ＰＦＩ事業

実行計画

計画年度担当 平成 30 年度 ～ 令和 13 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校施設
中学校施設

手段（30年度の取り組み）

　猛暑対策として、市内の小学校３３校、中学校１７校の普通
教室等に事業手法をＰＦＩ-ＢＴＯ方式として空調設備を設置し
ます。
　平成３０年度は、入札、契約手続きを行いました。

　平成３０年度　　７月　公告
　　　　　　　　１０月　入札
　　　　　　　　１２月　落札者決定
　　　　　　　　　３月　契約

　令和元年度以降　設計、施工、工事監理、維持管理を行いま
す。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

学校に空調設備を設置することにより、快適な教育環境を確保
します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

空調設備の設置室数

空調設備を設置した学校数の割合

区分 指標名称

①

単位

室

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

0

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度に事業者を選定し、令和元年度以降、設計・施工・工事監理を実施
し、引取り後は令和13年度まで維持管理を行います。

児童及び生徒に快適な教育環境を提供します。

令和13年度の事業完了まで契約を締結しています。

まち・
ひと・しごと

243



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中学校施設長寿命化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学校施設

手段（30年度の取り組み）

　事後保全型の維持管理ではなく、予防保全型の長寿命化事業
を実施しました。　
平成３０年度　校舎改修　(設計）宮野中
トイレ洋式化 (設計) 阿東東中
プール改修 (工事) 大内中・小郡中(設計) 仁保中・阿知須中
校舎屋根改修 (工事) 仁保中
屋内運動場用トイレ改築（設計) 川西中
放送設備改修（設計）１校（工事）１校、インターホンＰＨＳ
化（工事）１校、ＬＡＮ整備（工事）３校
学校施設長寿命化計画策定業務（老朽化調査・管理）
空調設備整備業務(アドバイザリー契約)
平成２９年度繰越分　トイレ洋式化（工事）秋穂中、阿知須中
プール改修（工事）阿東中

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

予防保全型の改修を行うことにより事故を未然に防ぐとともに
、耐用年数を超えて利用できる施設に改修（長寿命化）し、中
学校生徒に安全で快適な学習の場を提供します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

7

7

7

8

2

2

6

11

11

事業費

国支出金

千円

94,016 26,607 43,126

287,184 83,207 302,425

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

中学校費項 03

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

29,068 43,399

164,100 56,600 215,900財源内訳

（歳入歳出決算書 297ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

長寿命化改修を実施した施設について、学習の場としての安全性及び快適性が向
上しています。

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算時にお
いて、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行っており、コスト削減へ
の取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●

244



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中学校施設安心安全推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学校施設

手段（30年度の取り組み）

屋内運動場の避難場所としての機能を高めるために吊り天井の
撤去等を行いました。

平成３０年度　
屋内運動場吊り天井撤去等（工事）　阿知須中、大殿中、潟上
中、徳地中
屋内運動場非構造部材耐震化（設計）　平川中、小郡中

平成２９年度繰越分
屋内運動場吊り天井撤去等（工事）　湯田中、鴻南中
屋内運動場吊り天井撤去等（設計）　徳地中

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

避難場所となる屋内運動場の機能を向上させ、災害時に中学校
生徒の安全が確保できるようにします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

0

0

6

3

3

3

6

6

事業費

国支出金

千円

7 5,948 15,581

4,407 191,566 314,230

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

中学校費項 03

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

42,818 67,349

4,400 142,800 231,300財源内訳

（歳入歳出決算書 297ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

安全で安心な生徒の学校環境整備及び地域住民の避難場所整備を進め、学校施設
の安全性が向上しています。今後も積極的に整備を進めることで、事故防止や避
難場所としての機能の更なる向上を図ることが可能です。

施設の状況にあわせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら設計、積算時におい
て、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討は図っており、コスト削減への
取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中学校施設増改築事業

実行計画

計画年度担当 平成 21 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
教育施設管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学校施設

手段（30年度の取り組み）

不登校児童・生徒の受け皿として、学校復帰するまでの支援を
するための適応指導教室について、現在設置されている２箇所
のうち、あすなろ第２教室の分室スペースを確保するために工
事を行いました。

平成２９年度繰越分
　　校舎増改築工事　　あすなろ第２教室　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化や教室不足が見込まれる中学校施設を増改築することで
、中学校生徒に安全で快適な教育環境を提供します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数（設計）

事業実施件数（工事）

事業完了件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

1

1

0

0

0

0

1

1

事業費

国支出金

千円

68,806 9 3,601

69,506 9 35,201

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

中学校費項 03

学校建設費目 03

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

安心して学べる教育環境づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

700 31,600財源内訳

（歳入歳出決算書 297ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

増築することにより、生徒に安全で快適な教育環境を提供します。

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、設計、積算時にお
いて、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行ており、コスト削減への
取組は図られています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生の保護者

基本事業がめざす姿

子どもたち一人ひとりの教育ニーズに応じた、きめ細かな支援に取り組んでいます。

基本事業の成果状況と評価

経済的理由で就学できない児童・生徒数

【学校教育課】

評

価

　経済的な理由により就学できない児童生徒はいません。
　広報等により保護者への就学援助制度の周知を図っています
が、平成30年度に就学の支援を行った児童生徒数は、児童生徒
数の減少もあり、全児童生徒数の22.9％に当たる3,415人と年々
減少しています。
　今後も引き続き、制度の周知等を行い、真に支援を必要とす
る児童生徒へ重点的な援助を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

特別支援学級の教員一人に対する児童・生徒数

【学校教育課】

　特別支援学級の教員一人に対する児童・生徒数は、特別支援
教育補助教員の増員配置により、平成29年度と比較して、0.1ポ
イント減少しています。
　今後も引き続き、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細
やかな支援体制の充実を図っていきます。　
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 2.0 2.0 1.9 2.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

261,509

基本事業　02-01-05 一人ひとりに寄り添う教育支援体制の充実

指
標
①

指
標
②

0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子どもの笑顔づくり支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

通常の授業に適応できず、個別の支援が必要な児童生徒 

手段（30年度の取り組み）

誰もが笑顔で楽しい学校生活を送るために、専門指導員の派遣
、指導、相談体制の充実などにより、いじめ、不登校問題の解
消に取り組みました。

（具体的な方法）
・専門指導員の派遣
・不登校学習支援員の派遣
・保護者のカウンセリング
・スクールカウンセラーの派遣
・スクールソーシャルワーカーの派遣
・いじめ問題対策連絡協議会の開催等 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

授業に適応できなかった児童生徒や不登校の児童生徒が教室復
帰に向けてよい傾向がみられるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

専門指導員の派遣回数

不登校学習支援員の派遣回数

専門指導員の関わりにより授業に適応できるようになっ
た児童生徒数

教室復帰又は良い傾向にある児童生徒数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

165

105

9

59

153

151

8

88

157

236

13

84

事業費

国支出金

千円

6,769 8,105 10,975

8,772 10,940 13,642

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

教育総務費項 01

事務局費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

一人ひとりに寄り添う教育支援体制の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

707 1,365 800

1,296 1,470 1,867

財源内訳

（歳入歳出決算書 287ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

授業に適応できなかった児童生徒や不登校の児童生徒が、授業への復帰に向けて
よい傾向が見られるようになっており、成果があがっています。

新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

要・準要保護児童就学援助事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市内の経済的に就学困難な就学児童生徒の保護者（市外の
区域外就学も対象）

手段（30年度の取り組み）

○概要
　経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して、
学用品費、給食費等の援助費を支給しました。
○広報
　学校を通じて、「就学援助について」のお知らせを保護者へ
配布しました。受付期間開始１カ月前の市報に制度概要、申請
期間等を掲載しました。
○受付期間　
　随時申請を受け付けました（年度毎）。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

就学するための経済的負担が軽減されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

支給者数

経済的に就学困難な児童生徒数

区分 指標名称

①

単位

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3,918

0

3,709

0

3,415

0

事業費

国支出金

千円

242,238 253,505 220,212

242,996 254,338 220,973

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

小学校費項 02

教育振興費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

教育環境の充実と整備施策 01

一人ひとりに寄り添う教育支援体制の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

758 833 761

財源内訳

（歳入歳出決算書 291ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の要・準要保護児童就学援助事業費（小学校費）117,541,330円と要・準
・要保護児童就学援助費（中学校費）103,430,380円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

経済的に子どもを就学させることが困難な保護者へ学校に必要な経費を支援する
ことにより、保護者の負担を軽減することができており、成果は上がっていま
す。

真に支援が必要な児童生徒への援助制度となるよう、定期的に就学援助制度適正
化検討委員会に制度の検証をしていただいています。
今後も検証を行い、適正な制度であるよう検討を進めます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-01 教育環境の充実と整備

基本事業　02-01-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

133,376
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　02 教育・文化・スポーツ

施　策　の　構　成

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業　02-02-01 多様な学習機会と学習情報の充実

基本事業　02-02-02 大学等と連携した人材育成

基本事業　02-02-03 生涯学習施設の整備・充実

基本事業　02-02-04 家庭教育の充実

基本事業　02-02-05 地域と学校の連携

基本事業　02-02-06 青少年の健全育成

基本事業　02-02-07 図書館サービスの充実

基本事業　02-02-99 施策の総合推進

　本市では、市民やＮＰＯ、大学等の高等教育機関等の多様な主体により、市民の学習ニーズに合わせた様々な
学習の場や機会が提供されています。
　本市の活力の源は、人材であり、その育成は非常に重要な課題です。市民一人ひとりが、自己の人格を磨き、
豊かな人生を送ることができるよう、「第二次山口市生涯学習基本計画」にもとづき、家庭や地域、企業等とも
連携しながら、生涯にわたりあらゆる機会や場所で学習することができ、その成果を適切に生かすことができる
社会の実現に取り組んでいく必要があります。
　また、地域社会におけるつながりや支え合いの低下、あるいは家族形態の変容による個々人の孤立化等が進む
なかで発生する様々な課題に対して、社会教育の視点から課題解決に向けた取組が求められています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.99 3.02

3.42 3.46

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

大学等との連携により、地域資源を生かした学びの環境づくりが進み、あらゆる世代の市
民が生涯を通して学び、学んだことを生かす活動を通じて地域や家族等と関わりながら、
生きがいを持って暮らしています。

施策の成果状況と評価

生涯学習に取り組んでいる市民の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

評

価

　生涯学習に取り組んでいる市民の割合は、平成29年度と比較
して4.2ポイント増加し、目標値を超える水準にあります。
　引き続き、学習情報の収集・提供や多様化、専門化している
学習ニーズに対応していくことで、市民が生涯にわたって学び
続ける環境づくりを推進し、成果の維持・向上に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 23.9 23.9 28.1 27.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

学びによって充実した毎日を送っていると思う市民の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

　学びによって充実した毎日を送っていると思う市民の割合　
は、平成29年度と比較してほぼ横ばいの状況にあります。
　引き続き、生涯にわたって学びたいことを学び、学んだこと
を地域や社会で生かすことができる生涯学習社会に向けた環境
づくりを推進していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.5 80.5 80.2 82.0

(横ばい)

(低)

評

価

地域において子どもが健全に育成されていると感じている市民の割
合

【教育委員会事務局　政策管理室】

　地域において子どもが健全に育成されていると感じている市
民の割合は、平成29年度と比較して1.6ポイント増加していま
す。
　しかしながら、「わからない」と回答した割合も半数近くを
占めていることから、「子どもは地域で育つ、地域は子どもで
結ばれる」という健全育成の考えのもと、引き続き地域におけ
る青少年健全育成活動に対する支援を行うとともに、地域の人
材を活用した教育支援体制を充実させていく必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 40.7 40.7 42.3 43.0

(向上)

(中)

施策のコスト（千円）

H30

543,170

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

様々な生涯学習の機会や形態があり、多くの市民が学び活動しています。また、学習に関
する情報が集められ、多くの市民が利用しています。

基本事業の成果状況と評価

地域交流センターの講座・学級受講者数

【社会教育課】

評

価

　講座開催方法の見直しや悪天候の影響等により、講座開催回
数が減少したため、地域交流センターの講座・学級受講者数も
それに伴い平成29年度と比較して1,340人減少しています。
　地域のニーズに合った講座を展開することで、受講者の増加
に繋がるよう、学習の機会の充実に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 22,571 21,231 25,000

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

地域交流センターで活動する定期利用団体数

【社会教育課】

　地域交流センターで活動する定期利用団体数は、平成29年度
と比較して14団体増加しています。
　今後も生涯にわたって学び続けることができる地域の学びの
場として、定期利用団体の増加に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

団体 630 630 644 660

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

53,514

基本事業　02-02-01 多様な学習機会と学習情報の充実

指
標
①

指
標
②

24,278
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

社会教育活動推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・地域交流センター活動推進委員会

手段（30年度の取り組み）

地域交流センター活動推進委員会が行う次の事業に対し、補助
金を交付しました。
・講座の開設
・討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等の開催
・図書の整備
・体育、レクリエーションに関する集会及び行事の開催
・各種団体、機関等の育成及び連絡調整
・学習及び活動に必要な用具等の整備
・その他
根拠：地域交流センター活動推進委員会補助金交付要綱

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域における社会教育活動、生涯学習活動が活発になることで
、地域住民の学びやつながりづくりが進みます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金額

講座開催参加者数

区分 指標名称

①

単位

千円

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

48,929

30,089

48,477

28,433

47,810

27,520

事業費

国支出金

千円

50,863 51,140 50,270

58,165 52,633 51,193

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

社会教育総務費目 01

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

多様な学習機会と学習情報の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,302 1,493 923

財源内訳

（歳入歳出決算書 299ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

現代的課題や住民ニーズにあった講座を実施することが求められています。
地域交流センターを核とした、集いや学びが生まれることで、協働によるまちづ
くりに貢献できるものと考えます。
平成29年度と比較して、講座参加者数が減少していますが、平成29年度をもって
チャレンジデーが終了しており、その影響を考慮すると、おおむね水準どおりで
す。

現状の成果を落とさずにコストを削減するのは難しいと考えられます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学習機会創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
市
企業 

手段（30年度の取り組み）

・学習資源の活用による学習機会の充実
　大学等と連携し、生涯学習公開講座を開催しました。
　山口大学公開講座(20講座)、放送大学巡回講座(3講座)

・学習情報の収集・提供
　広く学習情報の収集を行うとともに、その情報を各地域交流
センターに提供し、情報の共有を図りました。
　講座等の開催情報に関するデータベースの構築を進めまし　
た。

・地域学習プログラムの作成
　地域学習プログラムの作成に向けた検討を進めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民、市、企業が連携し、地域や社会における課題解決につな
がる学習プログラムが作成され、地域交流センター等で活用さ
れることで市民にとって学びの機会が拡大しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

作成プログラムの延べ作成数

プログラムの活用数

プログラムを使った事業への参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

0

0

0

事業費

国支出金

千円

503

503

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

社会教育総務費目 01

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

多様な学習機会と学習情報の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 299ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

社会環境の変化により、市民の学習ニーズも専門化、多様化しています。
高等教育機関等と連携し、幅広いジャンルの学習機会を提供することで成果の向
上が見込まれます。
また、広く学習情報の収集・提供を行うことで、市民の学習のきっかけとなり、
参加者の増加が見込まれます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

大学等との連携により、地域の活性化や人材の育成が図られています。

基本事業の成果状況と評価

大学等と連携した講座数

【社会教育課】

評

価

　大学等と連携した講座数は、平成29年度の実績と同数となっ
ています。
　引き続き、大学等と協議を重ね、多様化、専門化している市
民の学習ニーズを捉えた講座を実施していくことで、現状の講
座数の維持・向上に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

事業 16 16 20

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

大学等と連携した講座参加者数

【社会教育課】

　大学等と連携した講座参加者数は、平成29年度と比較して、7
0人減少していますが、維持すべき水準として設定している目標
値を超えている状況にあります。
　引き続き、高等教育機関である大学等と連携し、多様化、専
門化している市民の学習ニーズを捉えた講座等を提供していく
ことで、参加者数の維持・向上に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 1,959 2,144 2,074 2000以上

(低下)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

2,523

基本事業　02-02-02 大学等と連携した人材育成

指
標
①

指
標
②

16
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大学連携推進事業費（サテライトカレッジ・街なか大学）

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市民
市内大学

手段（30年度の取り組み）

・やまぐち街なか大学の開催
　いつでも、だれでも、大いに、学べるをキーワードに多彩な
ゼミ・講座・イベント・研究会を開催し、新たなコミュニティ
の創造と地域資源、人材の発掘を行いました。

・山口県立大学山口市徳地サテライトカレッジの開催
　徳地地域の主体的な地域づくり活動を担うための知識習得を
目指した講座を開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大学等の高等教育機関が有する資源や機能を生かした山口らし
い多様な学習機会の充実が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

やまぐち街なか大学の講座数

やまぐち街なか大学の講座の定員充足率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

44.1

13

59.7

14

61.4

事業費

国支出金

千円

2,523

2,523

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

大学等と連携した人材育成基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

大学等との連携による講座の充実を図り、専門化・多様化する市民の学習ニーズ
に対応していくことで、生涯にわたって主体的に学ぶことができる環境づくりが
進むとともに、学んだことを地域や社会のために生かす人材の育成につながりま
す。

大学と連携した人材育成は、地元大学との連携体制の構築が重要となってくるこ
とから、事業の費用対効果を踏まえた取組みを進めていく必要があります。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

生涯学習施設を多くの市民が利用しています。

基本事業の成果状況と評価

生涯学習・社会教育施設の利用者数

【社会教育課】

評

価

　生涯学習・社会教育施設の利用者数は、平成29年度と比較し
て31,873人減少しています。天候不良により行事が中止になっ
たことによる利用の減少や、施設の改修に伴い、使用できない
期間があったことが要因として考えられます。
　今後も、より利用を促進するよう、市民ニーズを捉えた講座
等を開催していくとともに、安全・安心で利用しやすい施設環
境づくりに取り組んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 724,761 692,888 726,000

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

176,772

基本事業　02-02-03 生涯学習施設の整備・充実

指
標
① 712,775

262



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大海総合センター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度秋穂総合支所
秋穂地域交流センター

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

○市民
○大海総合センター

手段（30年度の取り組み）

施設の維持管理をしました。
・開館時間：午前8時30分から午後10時
　　　　　　ただし、多目的運動場、ゲートボール場について
　　　　　　は、午後7時まで
・貸館施設：会議室、和室、小会議室、調理実習室、多目的　
　　　　　　ホール、健康相談室、多目的運動場、テニスコー
　　　　　　ト、ゲートボール場
・管理運営：大海総合センター職員（再任用）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生涯学習の活動の場として活用されるとともに、文化活動・社
会教育に触れる機会が増えます。施設が適正に維持管理されま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開館日数

施設の利用件数

施設の稼働率

区分 指標名称

①

単位

日

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

359

1,308

94

359

1,294

93

359

892

80

事業費

国支出金

千円

12,602 11,229 21,228

13,816 12,331 22,155

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

生涯学習施設費目 08

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

生涯学習施設の整備・充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,214 1,102 927

財源内訳

（歳入歳出決算書 309ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の適切な維持・管理に加え、施設を活用した事業展開により利用の増加が見
込めると考えます。

本事業は「山口市民間化推進実行計画」において民間委託化を進める事業として
位置づけられてきました。しかしながら、併設の行政窓口機能としてのニーズが
高く、指定管理者制度の導入によるコスト削減効果も期待できない状況にありま
すことから、市による運営を継続していきます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口南総合センター整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 令和 03 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
当施設の利用者

手段（30年度の取り組み）

平成２４年度に実施した耐久度調査の結果をもとに、改修計画
を立て、順次改修工事を実施しました。

平成３０年度　ホール棟舞台吊物装置改修工事
　　　　　　　（平成２７年度、平成２９年度設計）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適に生涯学習活動を楽しむことができ、文化活動・社
会教育活動に触れる機会が増えます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修項目数（単年度）

不具合の解消率

区分 指標名称

①

単位

項目

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

55

1

64

1

73

事業費

国支出金

千円

2,400 5,294 4,800

107,600 33,494 62,300

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

生涯学習施設費目 08

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

生涯学習施設の整備・充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

105,200 28,200 57,500財源内訳

（歳入歳出決算書 309ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設を計画的に改修することにより、安全・快適に施設を利用することが可能と
なることから、成果の向上余地があると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

保護者

基本事業がめざす姿

保護者が家庭教育の大切さを認識し、家庭にあった教育をしています。

基本事業の成果状況と評価

家庭教育を支援する講座や相談窓口を知っている保護者の割合

【社会教育課】

評

価

　家庭教育を支援する講座や相談窓口を知っている保護者の割
合は、平成29年度と比較してより6.9ポイント増加しており、目
標値に近づいてきている状況にあります。
　今後も、いろいろな場での周知活動を行い、認知度を高める
とともに、家庭教育講座や家庭教育支援体制の充実を図ってい
きます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 67.3 74.2 75.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,289

基本事業　02-02-04 家庭教育の充実

指
標
① 67.3

266



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子育て講座開催事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

乳幼児から思春期までの子どもを持つ保護者

手段（30年度の取り組み）

家庭の教育の向上を目指し、親子の関わり方や家庭における教
育のあり方に関わる講座を開催しました。
・「子そだてマナビィ」講座で、知育・徳育・体育をバランス
　よく実施しました。平成30年度から、企画段階から家庭教育
　アドバイザーが参画しました。
・就学時健診等の機会を利用した全保護者参加型家庭教育講座
　を開催しました。12校で家庭教育アドバイザーによる家庭教
　育ワークショップを開催しました。
・家庭教育にかかる広報紙「はつらつ」を、対象の全家庭に配
　布しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・望ましい親子関係や家庭環境が築かれ、子育てに対する不安
や悩みが解消されます。
・各家庭の教育力が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

市が主催する講座開催数

就学時健診等の機会を利用した講座開催数

市が主催する講座への参加者数

就学時健診等の機会を利用した講座への参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

24

187

1,778

6

24

181

1,746

10

23

332

1,737

事業費

国支出金

千円

460 451 186

467 458 427

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

社会教育総務費目 01

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

家庭教育の充実基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

241

7 7

財源内訳

（歳入歳出決算書 299ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市が主催する講座である子そだてマナビィへの参加者数、就学時健診等の機会を
利用した講座への参加者数は142人増加しました。これは、子育て受講者ニーズ
に沿った内容を企画・実施するとともに、子そだてマナビィの実施回数を6回か
ら10回に変更したことも要因の一つと考えられます。就学児童全員の保護者が参
加する就学時健診の機会を活用することで、さらに成果の向上が見込めます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

家庭教育訪問支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

家庭教育や子育てに不安や悩みを抱える乳幼児から中学生まで
の子どもを持つ保護者

手段（30年度の取り組み）

・相談者から、電話、メールにより連絡を受け、相談内容に合
った家庭教育アドバイザーの派遣を行い、ケースによっては、
専門機関の紹介を行いました。
・就学時健診時や就学までの期間に家庭教育アドバイザーを派
遣し、気軽に家庭教育に関する相談ができる機会をつくりまし
た。
・要望に応じて家庭教育アドバイザーによる家庭教育に関する
ワークショップを開催しました。
・広報カードを作成し、啓発活動を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

子育て世代の保護者の、子育てに対する不安や悩みが解消され
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

広報カード配布数

家庭教育支援員の活動回数

相談窓口の周知度

区分 指標名称

①

単位

枚

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12,621

-

-

7,860

-

-

13,856

49

75

事業費

国支出金

千円

298 288 434

298 288 862

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

社会教育総務費目 01

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

家庭教育の充実基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

428

財源内訳

（歳入歳出決算書 299ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

家庭教育支援チームの立ち上げによる訪問相談・子そだてマナビィ・子育てサロ
ンの一体的な実施により、家庭教育支援チームの認知度が徐々に高まっていま
す。また、一体的な推進により、個別の相談件数が平成29年度と比較して15件増
加しました。家庭教育支援チームの周知が広がることで、訪問相談件数が高まる
ことが期待できます。

広報カードと広報ポスターの配付だけではなく、福祉部局と連携した取組や学校
とのニーズ調査を行い、周知度と活動の質の向上を図ります。

まち・
ひと・しごと
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

幼児、小中学校
保護者
市民

基本事業がめざす姿

地域社会と学校の連携が図られ、子どもの成長を支援しています。

基本事業の成果状況と評価

地域に開かれた学校づくりがなされていると感じる保護者の割合

【社会教育課】

評

価

　地域に開かれた学校づくりがなされていると感じる保護者の
割合は、平成29年度と比較して4.4ポイント増加しています。学
校運営協議会や地域協育ネットの一体的取組を通じ、地域・学
校・家庭の連携をより深め、地域の教育力を生かした体験的な
学びの場の充実を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 67.9 72.3 70.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

23,069

基本事業　02-02-05 地域と学校の連携

指
標
① 67.9

270



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域ぐるみ子育て支援推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

学校、地域 

手段（30年度の取り組み）

地域が持つ教育力を発掘、活用することにより、地域ぐるみ　
の子育て、地域の生涯学習を推進しました。

・地域協育ネット推進事業により、各小学校（３３校）に１名
　以上コーディネーターを配置し、地域ぐるみでの教育支援活
　動を行いました。
・山口市教育支援ネットワーク「やまぐち路傍塾」事業によ　
　り、市内全域の小中学校・幼稚園教育や市民の生涯学習の　
　場においてボランティアの活用を図りました。
・コミュニティスクール推進事業のモデル校区を対象として、
　コーディネーターの追加配置等、コーディネート機能の充実
　を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

学校、地域の教育活動を地域全体で支えていきます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

市内各地域の地域協育ネット推進会議の回数

子育て支援推進事業年間協力者数

「やまぐち路傍塾」年間活動件数

区分 指標名称

①

単位

回

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

35

9,528

2,061

35

16,013

2,644

35

16,077

2,031

事業費

国支出金

千円

17,370 16,208 16,067

23,096 21,321 20,780

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

青少年育成費目 07

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

地域と学校の連携基本事業 05

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,726 5,113 4,713

財源内訳

（歳入歳出決算書 309ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

やまぐち路傍塾だよりを市報と共に班回覧し、市民の目に触れる機会を増やすな
ど周知に努め、教育支援ボランティアの登録拡大、活動促進を図っています。
市内全小中学校に配置したコーディネーターと、やまぐち路傍塾との連携を図る
ことで、更なる地域の教育力の向上が期待できます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

青少年
保護者
青少年育成者、青少年指導員

基本事業がめざす姿

大人たちが一体となって、青少年の健全育成に努めています。

基本事業の成果状況と評価

補導、検挙された少年の数

【社会教育課】

評

価

　補導、検挙された少年の数は、平成29年度と比較して25人減
少しています。
　今後とも、関係機関との連携強化に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 88 63 60

(向上)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

16,016

基本事業　02-02-06 青少年の健全育成

指
標
① 66

272



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

子どもの居場所づくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

青少年（市内小・中学生）、保護者 

手段（30年度の取り組み）

青少年の豊かな人間性や「生きる力」を育むことをねらいとし
、放課後や週末、長期休業中に、地域の特性を活かした多様な
体験学習等の場を各地域交流センター等で提供するなど、安全
安心な子どもの居場所の創出を図りました。地域により、実施
団体は異なりますが、青少協・子ども会・学校・ＰＴＡ等の協
力を得ながら実施しました。
[主な活動内容]
・自然体験活動
・スポーツ、文化活動
・ボランティア活動
・異世代交流
・各種講座 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

放課後や週末において、安全な場所での体験学習や交流等を行
えます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

延べ実施日数

子どもの居場所づくり事業年間参加者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

624

19,645

628

20,068

546

16,471

事業費

国支出金

千円

2,566 2,417 2,758

5,446 5,211 5,154

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

青少年育成費目 07

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

青少年の健全育成基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,880 2,794 2,396

財源内訳

（歳入歳出決算書 309ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

子どもたちの学校等の行事等の増加に伴い、開催回数は若干減少しましたが、各
地域で地域の実情に応じ、体験学習の教室運営が実施されており、成果は横ばい
の状況です。新たな教室開設や、内容の充実により成果向上の余地はあると考え
られます。

各地域においては、相当数のボランティアの協力を仰いで事業実施しており、こ
れ以上のコスト削減は困難と考えられます。

まち・
ひと・しごと ●

273



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

グローバル人材育成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 03 年度教育委員会事務局
社会教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

園児、小学生、中学生（5～14歳）

手段（30年度の取り組み）

・国際理解教育推進事業　幼稚園児を対象に、留学生との触れ
合いの場を設け、国際教育の推進のための発達段階に応じた体
験学習に取り組みました。

・プログラミング教育事業　ICT等を活用して簡単なプログラミ
ング体験やデジタル機器を活用した課題対応体験を行いまし
た。

・グローバルジュニアリーダー育成事業　姉妹都市公州市での
ホームステイを通じた国際交流体験を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ボーダレスな視野や語学力を含むコミュニケーション能力など
、急速な情報化やグローバル化に対応するために必要な資質や
能力、ふるさと山口への貢献意識をもった人材が育成されます
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座等の開催回数

参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

39

492

14

258

事業費

国支出金

千円

3,041 1,928

4,941 1,928

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

青少年育成費目 07

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

青少年の健全育成基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,900

財源内訳

（歳入歳出決算書 309ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

子どもの成長段階に応じ、国際的な視野やコミュニケーション能力、論理的に思
考する感性を身に付けることのできる場を提供していくとともに、より有効なプ
ログラムの構築を進めていくことが、グローバル化した現代社会で活躍できる人
材のより多くの育成につながります。
平成30年度から英語教育の対象を幼稚園・保育園児にしたため、参加者数は減少
しましたが、その影響を考慮すると、おおむね水準どおりです。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

多くの市民が図書館を利用し、身近で役に立つと実感しています。

基本事業の成果状況と評価

市民一人当たりの貸出点数

【山口市立中央図書館】

評

価

　市民一人当たりの貸出点数は、平成29年度から0.4点減少して
います。
　これは、中央図書館リニューアル事業に伴い開館日数が少な
くなったことにより、前年度と比較して図書貸出点数が約84,00
0点の減であったことが主な要因です。
　全国的に図書貸出点数は減少傾向にある中、地域館5館の図書
貸出点数の合計が前年度と比較して増加となっています。
　今後も幅広い資料を計画的に購入し、新鮮な資料を提供して
いくことで、市民一人当たりの貸出点数の増加を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

点 7.6 7.2 10.0

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

市民一人当たりの１か月の読書冊数

【山口市立中央図書館】

　市民一人当たりの読書冊数は、平成29年度より0.4冊減少して
います。
　これは、図書館資料の貸出点数が減少したことも影響してい
ると考えられます。
　今後とも、サービス計画や子ども読書活動推進計画に掲げる
諸施策を着実に進めることで、市民の読書冊数の増加を図りま
す。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

冊 1.9 1.9 1.5 2.1

(低下)

(低)

評

価

入館者数

【山口市立中央図書館】

　入館者数は、平成29年度と比較して32,935人の減少となって
います。　
　これは、中央図書館のリニューアル事業に伴い開館日数が少
なくなったことが主な要因です。一方で、地域館では前年度と
比較して入館者数が増加しています。
　今後ともイベントや各種講座の開催、地域と連携した事業を
実施し、新たな利用層の開拓に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 730,768733,777700,842750,000

(低下)

(低)

評

価

地域資料点数

【山口市立中央図書館】

　地域資料点数は、選書時における重点的な選定、積極的な寄
贈受入れにより、平成29年度と比較すると2,533点増加していま
す。
　地域資料は山口市立図書館の個性を作り出すことから、網羅
的な収集に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

点 26,80729,17431,70730,000

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

259,103

基本事業　02-02-07 図書館サービスの充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

7.5
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

図書館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
山口市立中央図書館

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
市内の在学、在勤者
隣接市の住民 

手段（30年度の取り組み）

　　「いつでもどこでも本のあるまち　どんなときも 身近に役
立ち 出会いを大切にする図書館」をめざし、山口市立図書館（
中央・小郡・秋穂・阿知須・徳地・阿東図書館）を適切に管理
運営しました。
・住民の求める資料・情報を、図書館サービス（貸出、返却、
　予約、リクエスト、レファレンス等）を通して提供しまし
　た。
・各図書館の施設設備を適正に維持管理しました。
・図書館協議会の運営を行いました。
・１５周年事業として、中央図書館のリニューアルを行い、本
が新たな人の流れを創出し、まちを活性化する新しい図書館づ
くりに取組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

身近に役立つ施設として、図書館を活用しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開館日数

図書貸出点数

入館者数

区分 指標名称

①

単位

日

点

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,667

1,468,669

730,768

1,667

1,475,261

733,777

1,632

1,390,635

700,842

事業費

国支出金

千円

153,315 155,807 201,587

161,771 164,123 201,941

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

図書館費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

図書館サービスの充実基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,000 7,900

456 416 354

財源内訳

（歳入歳出決算書 301ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

入館者数・図書貸出点数とも低下しています。要因は中央図書館のリニューアル
事業において平成３１年２月１日から３月２２日まで休館したことによる影響と
考えられます。一方で、中央図書館を除く５館での成果においては、維持・横ば
いの数値を示しています。これからも、市民が利用しやすい公共図書館として成
果を維持していく必要があります。

中央図書館を中心に、他の５館も含めて全館の効率的な管理運営を行っていきま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

移動図書館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
山口市立中央図書館

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
図書館への来館が困難な市民
図書館からある程度はなれた場所に住む市民

手段（30年度の取り組み）

　図書館に来館したくてもできない市民にも図書館サービスを
提供するため市内全域のサービスステーションを巡回し、資料
の貸出・返却・予約を行いました。
・2台体制で運行しました。
・図書館の広報活動の一環として、地域のイベント等への臨時
運行を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内のどこに住んでいても、図書館サービスを活用できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

巡回コース数

巡回日数（サービスステーションを巡回した日数）

移動図書館貸出冊数

移動図書館利用者数

区分 指標名称

①

単位

コース

日

冊

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

10

266

29,613

12,507

10

263

32,499

11,825

10

266

32,147

11,054

事業費

国支出金

千円

985 1,195 1,398

985 1,195 1,398

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

図書館費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

図書館サービスの充実基本事業 07

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 301ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者数・貸出冊数は微減となっております。移動図書館の利便性について広報
を充実させ、移動図書館の更新にともないサービスを向上します。

サービスステーションの設置場所や運行ルートの見直しを定期的に実施していま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

図書館資料整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
山口市立中央図書館

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
市内の在学、在勤者
隣接市の住民

手段（30年度の取り組み）

図書館資料収集方針に基づき、計画的に図書館資料を購入しま
した。
・図書館資料として、図書・雑誌・新聞・視聴覚資料を購入し
ました。
・購入する資料については、市民の情報ニーズに的確に応える
ため、定期的に選書会議を開催して選定しました。
・除籍検討委員会を開催して、資料の除籍を計画的に行い、有
効活用が図られるよう配慮しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

図書館資料を活用できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

年間図書館資料購入点数

年間除籍点数

蔵書冊数

区分 指標名称

①

単位

点

点

冊

28年度実績 29年度実績 30年度実績

39,731

25,367

692,148

40,685

28,710

708,191

36,625

27,575

721,464

事業費

国支出金

千円

47,901 47,131 40,810

54,001 53,431 47,510

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

図書館費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

図書館サービスの充実基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,000 6,300 6,700

100

財源内訳

（歳入歳出決算書 301ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な資料整備により、蔵書数は70万冊に達成しました。地域資料の収集にも
力を入れるとともに、資料の鮮度を保つため、除籍も計画的に行いました。

図書館資料の充実・新鮮さの維持のために、計画的な購入と除籍が必要であり、
コストの削減は困難です。
また、図書館法により無料の原則が規定されているため、受益者負担はできませ
ん。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

学校図書館支援サービス事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
山口市立中央図書館

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市立小・中学校の学校図書館
市立小・中学校の児童・生徒

手段（30年度の取り組み）

学校司書と連携し、学校図書館の機能強化を図りました。
・学校へ定期配送することで学校図書の充実を図りました。
・学校に団体貸出用新刊図書案内を配布しました。
・学校からの依頼に応じてブックトークを行いました。
・施設見学・職場体験・教諭の研修の受入れをしました。
・調べ学習や読み聞かせなどの資料相談を受け付けました。
・学校司書研修会にアドバイザーとして出席しました。
・学校図書館支援スタッフを配置し、全小中学校への支援を行
いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市立図書館及び学校図書館を活用しています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

団体貸出用図書の購入冊数

配送回数

団体貸出利用冊数

学校図書館の児童生徒一人あたり貸出冊数

区分 指標名称

①

単位

冊

回

冊

冊

28年度実績 29年度実績 30年度実績

927

575

37,541

32

1,127

584

38,309

35

874

584

38,447

38

事業費

国支出金

千円

4,997 5,194 4,859

4,997 5,194 4,859

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

図書館費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

図書館サービスの充実基本事業 07

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 301ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

児童生徒一人あたりの貸出冊数は向上しており、団体貸出利用冊数も微増してい
ます。子どもたちが本に興味を抱くような取組を学校と連携して多く実施するこ
とで、成果の向上が見込めます。

学校図書館を継続して支援していくためには、図書館と学校を繋ぐ職員が必要で
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

図書館活用推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
山口市立中央図書館

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

市民の誰もが図書館を利活用するようになるため、図書館利用
層の拡大を図るための活動を行いました。
・様々な主体と連携し、講座の開催や特別企画展示・図書館ま
つりなどのイベントを行いました。
・平成30年度は、中央図書館15周年をはじめとした、小郡図書
館・阿知須図書館・阿東図書館の周年事業を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

多くの市民が図書館を活用しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

行事の実施回数

行事の参加者数

市民の図書館利用カード登録率

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

106

13,070

47.0

177

15,347

49.4

175

14,322

52

事業費

国支出金

千円

2,662 2,136 1,210

2,662 2,136 1,210

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

図書館費目 02

教育・文化・スポーツ政策 02

生涯学習・社会教育の推進施策 02

図書館サービスの充実基本事業 07

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 301ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

第三次図書館サービス計画に位置付ける「まちじゅう読書推進プロジェクト」を
推進して、さまざまな行事を展開し、交流や活動のイメージを市民と共有するこ
とで図書館の活用促進を図ります。

最小限のコストでイベントや各種講座を実施しており、コスト削減余地はありま
せん。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-02 生涯学習・社会教育の推進

基本事業　02-02-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

10,884
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　02 教育・文化・スポーツ

施　策　の　構　成

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業　02-03-01 身近で多彩な文化・芸術活動のための環境づくり

基本事業　02-03-02 芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成

基本事業　02-03-03 郷土の歴史や文化の保護・継承

基本事業　02-03-04 文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信

基本事業　02-03-99 施策の総合推進

　生活様式や価値観の多様化などにより、日々の暮らしの中で文化や芸術にふれ、活動する機会が増えており、
本市においても文化団体や個人の活動として文化芸術活動が活発に行われています。市民による多彩な文化活動
を支援していくことは、本市が目指す将来都市像にある「豊かな暮らし」や「交流と創造」に大きくつながるも
のであり、市民が歴史や文化にふれ、それを次代に継承していくために、子どもの頃から優れた文化や芸術に親
しむ機会を提供することが必要です。
　また、文化財はもちろん、長い年月をかけて培われたまちのたたずまいや風情、祭りや風習、あるいは、世界
的にも注目を集める新しい文化芸術は、本市固有の地域資源といえます。これらは本市の地域資源を市民が支え
、関わることで、市民にとって誇りや愛着が生まれるとともに、他の土地にはない魅力や個性につながっていき
ます。文化、芸術、歴史といった固有の地域資源を生かしたまちづくりを、人やまちがつながり育んでいく必要
があります。
　さらに、世界レベルでＡＩやロボットなどの技術革新が進み、産業や社会の在り方に革命的な変化が予想され
る中で、先端技術の進展に対応した人材の育成が求められています。本市がこれまで培った先駆的・実験的な取
り組みや国内外のネットワークを生かし、加速度的に、次代を担う創造性豊かなＡＩ時代に対応した人材の育成
に取り組んでいく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.06 3.04

3.45 3.49

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30

284



政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

施策のプロフィール

施策の対象

全市民

施策がめざす姿

多くの市民が、地域の文化・芸術・歴史などに触れ、誇りや愛着を持っています。

施策の成果状況と評価

文化・芸術・歴史に触れる機会（訪れる・鑑賞する・活動する・体
験する）が恵まれていると思う市民の割合

【交流創造部　政策管理室】

評

価

　成果指標は、平成２９年度から２．１ポイント増加し、目標
値に近づいています。
　特に、若年層の「とても恵まれている」「どちらかといえば
恵まれている」と答えた方の割合は、１０歳代が８５％、２０
歳代が７２．９％、３０歳代が７１．２％と非常に高い数値と
なっています。
　今後も、あらゆる世代の方々が、文化、芸術や歴史に触れる
機会の創出に取り組み、さらなる成果の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 65.7 65.7 67.8 67.9

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

山口市の文化・芸術・歴史に誇りや愛着を持っている市民の割合

【交流創造部　政策管理室】

　成果指標は、平成２９年度と比べ０．６ポイント減少し、ほ
ぼ横ばいで推移しています。
　引き続き、文化芸術や歴史資源を活用した地域づくりや市民
文化活動の充実、山口情報芸術センターを中心とした創造性を
生かした取組等を進めることにより、成果の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 65.0 65.0 64.4 67.5

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

1,243,341

指
標
①

指
標
②

285



政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

文化・芸術活動に参加しやすい環境があり、市民が活発に活動しています。

基本事業の成果状況と評価

文化・芸術活動をしている市民の割合

【文化交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は24.6%となり、目標値に達しました。
　今後も、市報や広報紙の発行、ウエブサイトをはじめとする
ＳＮＳ等により、文化･芸術活動に関する情報提供を充実させる
ことで、市民の文化・芸術活動への参加を促進していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 22.1 24.6 24.6

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

文化・芸術活動をする環境が整っていると思う市民の割合

【文化交流課】

　平成30年度の実績値は66.0％となり、目標値を１ポイント上
回りました。
　現状において、施設数（ハード面）や情報提供（ソフト面）
において、65％以上の満足度を得られている状況ですが、各文
化施設の特性に応じたきめ細かい取り組みにより、更なる成果
指標の維持向上に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 62.9 62.9 66.0 65.0

(向上)

(高)

評

価

文化・芸術活動における後援件数

【文化交流課】

　平成30年度の実績値は213件となり、目標値を27件上回りまし
た。
　今後も、市民の自主的な文化活動を積極的に支援することを
通して、市民文化活動の充実に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 172 204 213 186

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

34,082

基本事業　02-03-01 身近で多彩な文化・芸術活動のための環境づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

22.1
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市民文化祭開催事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

①市民
②市民文化祭 

手段（30年度の取り組み）

＊市民文化祭の概要（平成30年度）
　開催時期　11月3日～4日
　内容　山口文化協会加盟団体が日頃の活動の成果を発表し　
　　　ました。

市報・情報誌への掲載、報道資料の配布、立看板の設置、ポス
ターの作成、配布等により、広報活動を支援するほか、運営に
関する補助を行いました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

①市民文化祭を知り、実際に参加します。
②市民文化祭が開催され、様々な分野の団体が活動成果を発表
します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

市民文化祭開催回数

情報発信の回数

市民文化祭への参加者数

市民文化祭への入場者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

7

724

2,440

1

6

724

2,547

1

7

688

2,776

事業費

国支出金

千円

1,200 1,200 1,200

1,200 1,200 1,200

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

身近で多彩な文化・芸術活動のための環境づくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

参加者数・入場者数ともに横ばいの状況にあります。このうち入場者数について
は、今後広報の充実により成果向上の余地はあります。

ステージや展示設営にかかる経費が増嵩している一方、その他の経費削減に努め
ており、現状の予算を維持しながら、効率的な運営を図っています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

C・S赤れんが企画運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

指定管理者制度を活用し、C・S赤れんがにおいて、文化芸術に
参加しやすい環境を創出します。市民文化活動の促進や、地域
資源を生かした文化振興が期待できる企画事業（受託事業）を
実施しました。
＜指定管理者＞NPO法人こどもステーション山口
＜委託期間＞ 平成27年度から5年間
＜受託事業内容＞C・S赤れんがの位置する地域や建物、設備の
特性や市民ニーズを踏まえ、市民に質の高い芸術文化鑑賞の機
会を下記のとおり提供しました。
①C・S赤れんがの備品であるチェンバロを活用した演奏会を年
１回以上開催しました。
②その他音楽または美術展示事業を年１回以上開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・文化芸術に触れる機会が増えます。
・文化活動に参加する機会が増えます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

受託事業実施回数

受託事業参加者数

貸し館利用率

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

1,095

75

4

2,031

75

3

685

82

事業費

国支出金

千円

1,827 3,058 1,808

1,827 3,058 1,808

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

身近で多彩な文化・芸術活動のための環境づくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成29年度は開館25周年記念事業を実施したことから、例年より参加者数が増加
しており、これと比較すると平成30年度は受託事業参加者数は減少しましたが、
平成30年度は煉瓦造りの建物が建てられて１００年という節目の年でもあり、施
設のことを広く知っていただくよい機会となりました。

指定管理者公募の際の仕様書に上限額を示していることから、一定の予算確保が
必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

C・S赤れんが施設管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

C・S赤れんが

手段（30年度の取り組み）

・指定管理者制度の導入により民間のノウハウを取り入れ、来
館者への対応や施設の適切な管理を行い、来館者の快適な利用
空間・環境の確保に努めました。
＜指定管理者＞NPO法人こどもステーション山口
＜委託期間＞平成27年度から5年間
・平成２４年度に実施した耐久調査の結果を踏まえ、必要な修
繕、改修を行いました。
　平成３０年度は、内装改修工事を行いました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

来館者が安全・快適に利用できる施設となります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施設保守点検日数

施設を安全に開館した日数の割合

区分 指標名称

①

単位

日

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

365

100

365

100

365

100

事業費

国支出金

千円

20,465 18,271 22,773

24,466 19,672 31,074

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

身近で多彩な文化・芸術活動のための環境づくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,000 1,400 8,300

1 1 1

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

長寿命化計画に基づき計画的に改修を進めることで、当該施設の安全性が増しま
した。

指定管理者公募の際の仕様書に上限額を示していることから、一定の予算確保が
必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

子どものころから身近に文化芸術に親しむ機会があり、鑑賞しています。

基本事業の成果状況と評価

文化・芸術鑑賞の機会が十分だと思う市民の割合

【文化交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は39.9％となり、前年度実績である基準
値（平成29年度）から0.8ポイント減少しました。
　分野別にみると、「音楽」や「映画」分野が足りないと回答
された方が55%を超えています。今後、これらのニーズを踏まえ
たバランスの良い企画の組み立てをしていく必要があります。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 40.7 39.9 42.9

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

児童・生徒を対象とした文化・芸術に関するイベント参加者数

【文化交流課】

　平成30年度の実績値は、1,791人となり基準値（平成28年度）
を170人上回りました。ＹＣＡＭ15周年記念事業の「コロガル公
園」シリーズの参加者が50,127人ありましたが、本事業の開催
有無による指標変動の影響が大きいことから、本シリーズにつ
いては、基準値である平成28年度において、より適正な評価を
行うため、数値から除外しています。また、前年度実績値から2
,281人減少していますが、これは、前年度中原中也記念館にお
いて実施した「文豪ストレイドックス」の参加者数2,305人の影
響によるものです。今後も、児童生徒が興味・関心を持つ創造
事業の実施に向けて取り組んでまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 1,621 4,072 1,791 1,810

(低下)

(高)

評

価

文化施設での文化芸術公演参加者数

【文化交流課】

　平成30年度の実績値は255,773人で、基準値（平成28年度）よ
り44,489人下回っているものの、前年度に比べ、16,776人増加
しています。。これは、基準年と平成30年度において、山口情
報芸術センターの「コロガル公園」シリーズを実施したことに
より参加者が増加した一方で、平成30年度は、C.S赤れんがの改
修工事に伴う４か月間の休館による参加者減が生じた影響によ
るものです。
　引き続き、市民が、様々な文化芸術にふれる機会の拡充に努
め、成果の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 300,262 238,997 255,773 325,000

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

191,027

基本事業　02-03-02 芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成

指
標
①

指
標
②

指
標
③

40.7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

文化振興財団企画運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
支出先：(公財）山口市文化振興財団

手段（30年度の取り組み）

山口市文化振興財団に対し、所管施設を含めた市内の文化施設
等を広く活用し、文化振興に関する各種企画事業を実施した　
り、文化に触れる機会、参加する機会などの拡充を図る全市的
な企画の運営・実施を支援しました。

・各種公演（音楽・演劇）等の実施
・市民の自主的かつ創造的な芸術文化活動を支援する市民文化
　活動支援事業助成金交付事業の実施
・情報誌「any」の刊行
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・文化、芸術を鑑賞できる機会が充実します。
・市民が自主的に文化活動に参加します。
・市民の文化意識が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

各種公演事業数

情報誌「any」発送件数

各種公演事業参加者数

市民文化活動支援事業申請数

区分 指標名称

①

単位

事業

件

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

6,000

954

12

10

5,539

5,151

17

12

5,404

6,361

14

事業費

国支出金

千円

75,740 80,537 81,288

75,762 80,558 81,301

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

22 21 13

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度の参加者数は昨年度と比較し増加しています。これは、幅広い層への
芸術鑑賞機会の拡充を目的に、他施設で実施される公演事業とのバランスをとり
ながら実施をしている結果であり、一定の効果は上がっているものと考えます。
引き続き、市民の様々な芸術文化への要望に対し、アンケートによる市民ニーズ
の把握や、様々な広報手段を活用したＰＲに努め、よりいっそうの成果向上に努
めます。

市民の芸術鑑賞機会を拡充するための各種企画事業を実施することから、一定の
予算確保が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市民会館企画運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

　指定管理者制度を活用し、施設の設置目的や市の施策上の位
置付けを踏まえ、企画事業（受託事業）を実施しました。
①1,500席の大ホールを有する公共施設として、大ホールを活用
した文化事業を開催しました。
②市内で文化活動をしている市民や団体に、日頃の活動成果を
発表する場を提供するとともに、参加機会の充実を図る事業を
開催しました。
【指定管理者】
　公益財団法人　山口市文化振興財団
【委託期間】
　平成28年度から3年間

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

質の高い文化芸術に触れる機会が増えます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

受託事業実施件数

受託事業参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

5,300

5

5,050

5

5,250

事業費

国支出金

千円

15,809 16,651 15,374

15,809 16,651 15,374

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業参加者数はほぼ横ばいです。実施する公演と関連した事業や団体との連携、
市民が当事者として参加できる事業の充実を図るなどの参加者増の取り組みを検
討し、アンケート等による参加者のニーズ把握や、効果的な広報を行い、引き続
き成果向上に努めます。

市民の文化の向上に寄与する質の高い企画事業を実施するためには、一定の予算
確保が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市民会館施設管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民会館

手段（30年度の取り組み）

　指定管理者制度の導入により民間のノウハウを取り入れ、来
館者への対応や施設の適切な管理を行い、来館者の快適な利用
空間・環境の確保に努めました。
　平成24年度に実施した耐久調査結果を踏まえた修繕を行いま
した。平成30年度は火災受信機の更新を行いました。

【指定管理者】
　公益財団法人　山口市文化振興財団
【委託期間】
　平成28年度から3年間

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

来館者が安全・快適に利用できる施設となります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施設保守点検日数

施設を安全に開館した日数の割合

区分 指標名称

①

単位

日

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

365

100

365

100

365

100

事業費

国支出金

千円

79,704 73,818 57,404

164,746 109,039 88,243

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

53,500 4,100

31,542 31,121 30,839

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

指定管理者により、来館者が安全で快適に利用できる環境が確保でき、提供され
ています。

指定管理者制度を導入している施設として一定の予算確保が必要であり、老朽化
に伴う突発的な故障への対応に苦慮しています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

芸術家育成支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・将来一層の活躍が期待される芸術家、もしくは芸術家を志し
ている人
・市内在住者もしくは創作活動の拠点が市内の人

手段（30年度の取り組み）

展覧会開催の支援を通じ、将来一層の活躍が期待される芸術家
の創作活動を奨励しました。
また、受賞者には地域貢献活動に御協力いただきました。
○当該年度
　・受賞者の展覧会開催支援、広報等支援
　・受賞者による地域貢献活動実施
※平成30年度はこれまで10年間のアーティスト大賞を振り返る
展覧会を開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

芸術家の創作意欲や技術の向上を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

展覧会の入場者数

芸術を職業としている市内の人

区分 指標名称

①

単位

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

942

270

 

3,125

270

1,427

270

事業費

国支出金

千円

1,803 1,678 4,039

1,803 1,780 4,239

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

芸術鑑賞機会の拡充と文化を担う人材育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

102 200

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は第１０回アーティスト大賞受賞者の展覧会に加え、１０年間のア
ーティスト大賞を振り返るものとして「やまぐち新進アーティスト大賞１０年展
」を開催しましたが、展覧会の入場者数は平成２９年度に比べ大幅に減少しまし
た。
アーティスト大賞や展覧会の今後の展開を検討していくこととしており、成果が
向上する余地はあります。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民
郷土の文化、文化財、本市の歴史

基本事業がめざす姿

郷土文化や文化財、歴史がよく知られ、守り、生かされています。

基本事業の成果状況と評価

指定及び登録文化財数

【文化財保護課】

評

価

　平成30年度は市指定文化財の新規指定が２件、解除が１件あ
り、差し引き１件の増加となりました。
　今後も、未指定文化財調査事業において市内に潜在する貴重
な歴史・文化資源を調査し、重要なものは文化財に指定するこ
とにより保護・保存を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 291 292 293

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

郷土の歴史や文化に関するイベントへの参加者数

【文化財保護課】

　平成30年度の参加者数は、前々年度の約2.5倍、前年度の約４
倍に増加しました。その要因としては、明治維新150年記念事業
として実施した企画展やイベント、鋳銭司・陶地区文化財総合
調査に伴い実施した講演会などによる参加者数の増が考えられ
ます。
　今後も、文化財や歴史に対する啓発活動に取り組み、市民の
関心が高まるよう努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 1,859 1,093 4,350 1,900

(向上)

(高)

評

価

子どもや学生を対象とした出張講座・研修・見学の回数

【文化財保護課】

　平成30年度は前年度から９件減少していますが、主な要因は
社会見学、特に歴史民俗資料館への社会見学の減少によるもの
です。その要因としては、市外の小学校も含め、山口ゆめ花博
の見学に振り替えた学校が多かったことが大きいと考えられま
す。
　今後も、社会見学への対応として展示、体験等の内容にさら
に磨きをかけるとともに、講座や研修についても、参加者に興
味を持って楽しんでいただけるように、工夫に努めてまいりま
す。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 28 41 32 30

(低下)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

323,423

基本事業　02-03-03 郷土の歴史や文化の保護・継承

指
標
①

指
標
②

指
標
③

288
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐちヒストリア創出事業費

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の歴史に関する資料が直接の対象
本市の歴史情報を必要とする市民や来訪者等が間接の対象

手段（30年度の取り組み）

１　広報紙（幕末維新 山口ものがたりＮｏ．４、山口ヒストリ
アＮｏ．２）の発行、山口市歴史資料叢書「山口市の金石文」
の刊行や、山口ヒストリア講演会（２回）を開催し、市民の郷
土に対する理解や愛着を深める取組を進めました。

２　市史「史料編」編さん事業の成果や資産を活用し、レファ
レンス（問い合わせ対応等）を行いました。

３　旧町村役場文書等の歴史的公文書の整理、公開を進めるな
ど、本市が所有する知的財産の有効活用に取り組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市の歴史に関する資料や情報が整備され、利活用が進んでい
ます。
市民等が本市の歴史について理解を深め、シビックプライドが
醸成されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

歴史的資料の整備・調査作業を行った日数

4月1日から3月31日までに実施した広報活動の回数

歴史資料等を利活用した件数（レファレンス、閲覧等）

保存整備を行なった資料点数

区分 指標名称

①

単位

人役

回

件

点

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

627

4

105

314

592

7

66

374

事業費

国支出金

千円

13,822 19,329

15,194 20,547

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,372 1,218

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

各戸配布の広報誌の発行や、幕末維新ガイドブック刊行等の広報活動を通じて、
積極的に情報発信を行ったことにより、本市の歴史文化の共有が進んだととも　
に、歴史文化を生かしたまちづくりの機運醸成が図れたものと考えています。
今後も、新たな歴史文化資源の掘り起こしや既存資源の磨き上げ、情報発信等を
継続し成果の向上に努めます。

第二次山口市総合計画に掲げる歴史文化資源を活用したまちづくりを着実に進め
ていくためには、当該資源の掘り起こしや磨き上げ、また、それを支える人材育
成、地域の取組機運の醸成等が必要であることから、引き続き、一定の予算確保
が必要と考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

名田島南蛮樋保存整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

名田島新開作南蛮樋

手段（30年度の取り組み）

名田島新開作南蛮樋は、安永３年(1774)の干拓時に築かれた堤
防と樋門等の遺跡で、平成８年３月に国の史跡に指定されまし
た。平成19年度に整備基本計画を策定しており、今後は史跡公
園として活用できるよう、整備工事を行います。

30年度は、保存整備委員会を３回開催し、整備工事として遊水
池の浚渫を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

文化財として適切な保存・活用が図られる状態となります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

委員会開催回数

整備工事面積

実施設計完了率

整備工事進捗率

区分 指標名称

①

単位

回

㎡

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

0

-

-

-

0

3

22,000

17

41.5

事業費

国支出金

千円

6,453 5,409 7,923

6,453 10,300 53,971

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,891 25,348

20,700財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

名田島南蛮樋保存整備委員会で検討した実施設計に基づき、遊水池の浚渫に着手
しました。この浚渫により、史跡の景観が向上し貯水機能が回復しました。今後
も浚渫を継続することで、成果の向上が見込まれます。

国庫補助、業務委託等を活用して、コスト削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大内氏遺跡保存修理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国指定史跡大内氏遺跡附凌雲寺跡（館跡・築山跡・高嶺城跡・
凌雲寺跡）

手段（30年度の取り組み）

①昭和55年度に策定した史跡大内氏遺跡保存管理計画を改訂（
保存活用計画の策定）する会議を４回開催し、報告書『史跡大
内氏遺跡保存活用計画　－第1次改訂－』を刊行しました。
②大内氏遺跡専門委員会を３回開催し、築山跡第1期整備事業や
大内氏関連遺跡の発掘調査について指導・助言を得ました。
③平成27年度から29年度にかけて実施した凌雲寺跡の発掘調査
報告書『凌雲寺跡２』を刊行しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

史跡大内氏遺跡附凌雲寺跡が文化財として適切な保存・活用が
図られる状態になります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

大内氏遺跡保存対策協議会会議数

発掘調査面積

大内氏遺跡保存対策協議会開催率

発掘調査実施率

区分 指標名称

①

単位

回

㎡

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

120

-

17

-

200

-

17

7

32

100

17

事業費

国支出金

千円

4,470 4,792 2,953

6,241 8,689 5,490

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,771 3,897 2,537

財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項 　

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

活用計画を充足させた『保存活用計画』を改定、策定したことにより、今後史跡
のより効果的な活用が図られる状態となることから、成果向上余地は大きいもの
があります。

従来どおり、国庫補助事業、業務委託等を活用してコスト削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

常徳寺庭園保存整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国指定名勝常徳寺庭園

手段（30年度の取り組み）

平成30年度は、平成29年度におこなった実施設計をもとに、池
泉周辺の園路や植栽を中心とした保存整備工事に着手しまし　
た。工事に際して、常徳寺庭園保存対策協議会専門委員会を２
回開催し、適宜指導を受けながら事業を進めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

文化財庭園として適切な保存活用ができる状態となります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査・整備実施面積

常徳寺庭園保存対策協議会専門委員会開催回数

発掘調査・整備実施率

整備実施設計

区分 指標名称

①

単位

㎡

回

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

34

3

7.3

50

640

2

68

34

640

2

68

84

事業費

国支出金

千円

3,378 13,911 455

6,363 27,552 7,443

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,985 13,641 3,588

3,400財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

整備基本計画および基本設計をもとに、整備工事に着手しています。このことに
より、事業の内容がより具体化し、順調に成果があがってきています。

国庫補助を利用できる業務は利用し、コストの削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●

300



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大内氏遺跡等ガイダンス事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市民及び来訪者

手段（30年度の取り組み）

大殿地区にある建物を、同地区に集積する大内氏遺跡を始めと
した史跡等文化財のガイダンス施設として利用しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大内氏館跡を中心とする大内氏遺跡や大殿地区周辺に集積する
幕末・明治維新関連史跡等への関心が高まり、来訪者が増加し
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

イベント・企画展等の開催回数

来訪者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

4,940

8

5,172

5

4,084

事業費

国支出金

千円

3,400 3,400 4,000

3,400 3,400 4,000

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今年度の来訪者は減少していますが、今後、魅力的なイベントや講座の開催、観
光客への周知を図ることにより来訪者の増加が見込めます。

施設業務は委託とし、コストは必要最小限なものです。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

鋳銭司・陶地区にある文化財
鋳銭司・陶地区の住民

手段（30年度の取り組み）

鋳銭司・陶地域にある文化財について、山口大学と連携して、
調査を進めます。

30年度は、調査検討委員会を２回開催し、指導を受けながら、
史跡周防鋳銭司跡の発掘調査を行いました。
また、発掘速報展を１回、鋳銭司・陶地域むかし講座を１回、
講演会を１回開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

文化財の活用に向けて、その範囲や内容が明らかになります。
郷土の歴史に誇りを抱き、故郷に愛着を持って暮らし続けるた
めの気運が醸成されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査実施面積

普及活動実施回数

調査実施率

延べ普及活動参加者数（４月～３月）

区分 指標名称

①

単位

㎡

回

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

4

0

530

450

3

19

210

340

6

33

340

事業費

国支出金

千円

2,769 5,199 7,240

2,769 9,658 12,683

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,959 3,943

1,500 1,500

財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成29年度に引き続き史跡周防鋳銭司跡の発掘調査を行うとともに、自然科学的
な分析や地中探査を行っており、新たな知見が得られ始めています。今後も様々
な調査を行うことで、遺跡の範囲や内容が明らかになります。また、発掘速報
展・発掘調査体験・発掘調査現地説明会・講座に加えて講演会を行い、より多く
の地元住民が郷土の歴史に触れました。

国庫補助を利用できる業務は利用し、コストの削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●

302



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

歴史文化基本構想策定事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 01 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内に存在する歴史的・文化的資産（歴史文化）

手段（30年度の取り組み）

平成29年度から令和元年度までの3ヶ年で、山口市の文化財保護
のマスタープランである歴史文化基本構想を策定します。
平成30年度は以下の業務を実施しました。
・文化財の総合的把握調査の実施(市内全域を対象に地域調査員
による調査を実施。市内14地区において聞き取り調査を実施)
・委員会等の開催(策定協議会2回、調査委員会3回)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内に存在する歴史文化が適切に保護・継承されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

委員会等の開催回数

文化財調査実施地区

構想策定の進捗率

調査の進捗率

区分 指標名称

①

単位

回

地区

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

4

21

33

45

5

18

67

89

事業費

国支出金

千円

2,932 3,364

8,257 8,523

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,325 5,159

財源内訳

（歳入歳出決算書 303ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

文化財把握調査の実施により市内に存在する歴史文化資源が調査カード等の形で
記録されました。また、構想策定に向けた委員会等を開催し、構想素案作成を進
めています。調査成果を踏まえながら構想を策定することで、本市の歴史文化の
特徴を生かした文化財の保護・継承を行うことができるようになります。

国庫補助を活用し、また、業務の一部を業務委託することによりコスト削減を図
っています。これ以上コストを削減すると成果を落とすこととなることから、新
たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

築山跡第１期整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 04 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

史跡大内氏遺跡附凌雲寺跡のうち築山跡

手段（30年度の取り組み）

①大内氏遺跡保存対策協議会専門委員会で検討しながら第1期整
備事業の実施設計を行いました。
②次年度からの整備工事本格化に先立ち、既存の木塀や石垣、
コンクリートの基礎等の撤去工事を実施しました。
③コンクリートの基礎撤去後に発掘調査を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

築山跡が、文化財として適切に保存・活用されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

施工面積

実施業務数

整備進捗率

業務完了率

区分 指標名称

①

単位

㎡

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

2

0

100

86

2

3

100

事業費

国支出金

千円

908 1,044

1,815 7,880

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財保護費目 05

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

907 3,836

3,000財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

整備実施設計ができ、整備事業が開始するなど成果は順調に上がっています。今
後、史跡整備事業が進むことによって、史跡の活用が図られることから、成果向
上余地は大きいものがあります。

従来どおり、国庫補助事業、業務委託等を活用してコスト削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

歴史民俗資料館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民その他来館者
市内に所在する歴史・民俗資料 

手段（30年度の取り組み）

・市内に所在する歴史民俗資料の調査・研究・収集・展示を行
　いました。
・市民からの寄贈物件を調査し受け入れました。
・大内文化・明治維新関係資料の収集を行い、展示を充実させ
　ました。
・収蔵資料を活用した企画展を開催しました。平成30年度は、
　明治維新150年記念事業として、明治維新に関連する企画展　
を2回、講演会を3回実施しました。
・郷土史講座等を開催しました。
・学校教育との連携：小中学校の郷土学習や体験学習を受け入
　れました。
・収蔵庫燻蒸を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民その他多くの人が資料館を活用し、文化財、歴史を理解し
ます。
資料が適切に収集・保存され、調査研究・公開されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

資料収集件数

企画展・体験学習受入回数

入館者数

区分 指標名称

①

単位

件

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

830

46

5,538

45

59

5,421

234

50

6,827

事業費

国支出金

千円

18,291 25,496 22,126

18,680 25,845 22,580

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財施設費目 06

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

389 349 454

財源内訳

（歳入歳出決算書 305ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

入館者数は増加しました。続100名城スタンプの影響や、効果的な広報を実施で
きたことが主な要因と思われます。今後さらに充実した企画展や講座、イベント
等を開催することにより、入館者数が増加する余地があります。

事業に係るコストは、必要最低限であり、これ以上のコスト低減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

鋳銭司郷土館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民その他来館者
周防鋳銭司跡出土遺物
周防鋳銭司跡関連の貨幣資料
大村益次郎関連資料 

手段（30年度の取り組み）

・施設の効率的かつ効果的な維持管理を行いました。
・市民を対象にした郷土史講座を開催しました。
概要　全８回開催、１回２時間程度
　　　定員３０名、受講料は無料
　　　内容は大村益次郎に関するもの

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民その他多くの人が郷土館を活用し、文化財、歴史を理解し
ます。
資料が適切に収集・保存され、広く公開されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

郷土史講座開催回数

入館者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

4,304

4

5,636

8

6,401

事業費

国支出金

千円

9,040 6,285 6,223

17,464 6,551 6,490

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財施設費目 06

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,200

224 266 267

財源内訳

（歳入歳出決算書 307ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

入館者数は増加傾向にあります。展示内容の変更やイベントの開催により入館者
数の増加が見込めます。

所蔵資料の管理等の課題を整理し、常設展示に特化した施設としての公開および
来館者対応と施設管理を中心とした民間委託の検討を行います。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡文化資料館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度教育委員会事務局
文化財保護課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民その他来館者
市民の行う文化活動

手段（30年度の取り組み）

　山口市小郡地域にゆかりのある資料等の収集保管、展示、調
査、普及啓発事業を行いました。
　また、広く利用していただくため、市広報・小郡地域交流セ
ンターだより（ら・ら・メイル）、各種情報誌・メディア等に
情報を提供するとともに、ギャラリー・研修室を開放しまし　
た。
　平成30年度は其中庵の水路改修工事、小郡文化資料館外部改
修工事の実施設計を行ったほか、其中庵休憩所ブロック塀改修
工事に着手しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

郷土の歴史と文化に対する知識と理解が深まります。
文化活動が活性化します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

資料収集・整理件数

企画展・企画事業開催件数

入館者数

区分 指標名称

①

単位

件

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

15

10,411

3

8

10,585

8

14

10,227

事業費

国支出金

千円

18,877 19,200 20,151

18,951 19,281 20,240

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

文化財施設費目 06

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

郷土の歴史や文化の保護・継承基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

74 81 89

財源内訳

（歳入歳出決算書 307ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

入館者数は横ばい傾向にあります。
魅力的な企画展や講座等のイベントの開催により、入館者の増加が見込めます。

所蔵資料整理の問題も含め諸課題を整理し、民間委託の検討を行います。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

文化・芸術・歴史などの地域資源
山口市

基本事業がめざす姿

文化、芸術、歴史等の地域資源を、まちづくりに活用し、新たな芸術・文化を創造してい
ます。

基本事業の成果状況と評価

中原中也記念館、山口情報芸術センター、山口市菜香亭の来館者
数

【文化交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は805,918人で、目標値765,000人を、40,
918人上回りました。
　これは、平成30年度に実施した山口情報芸術センター15周年
記念事業における６万人を超える来館者数が大きく影響してい
るものです。
　今後も、各館の連携した取り組みや様々な事業を展開し、本
市の個性を発信していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 725,904 805,918 765,000

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

大内文化特定地域内での事業への参加者数

【文化交流課】

　平成３０年度の実績値は３８，２６０人で、基準年（平成　
２８年度）から大きく減少しました。これは、平成２９年度に
引き続き、アートふる山口の実施期間が短縮されたことが要因
となっています。
　平成３０年度の第２３回をもってアートふる山口が終了した
ことから、今後においては、既存の活動に対する支援に併せ、
長期的な視点に立って、大内文化特定地域のまちづくりに係る
人材発掘や人材育成に取り組むなど、地域内での事業実施を促
進していく必要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 53,212 38,325 38,260 57,000

(低下)

(低)

評

価

芸術文化創造・発信事業への参加者数

【文化交流課】

　平成30年度の実績値は、111,563人で目標値を23,563人上回り
ました。これは、山口情報芸術センター15周年記念事業の参加
者が6万人を超えたことが主な要因です。
　今後も、さらなる事業内容の充実を図り、各事業における参
加者数の増加を目指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 86,791 67,966 111,563 88,000

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

690,444

基本事業　02-03-04 文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信

指
標
①

指
標
②

指
標
③

753,613
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口市菜香亭企画運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

指定管理者制度を活用し、市民のみなさんが菜香亭の歴史や本
市の歴史文化にふれあう機会の提供に取り組みました。
【指定管理者】
特定非営利活動法人　歴史の町山口を甦らせる会
【委託期間】
平成２７年度から５年間
【受託事業内容】
①ホームページの管理・運営による情報発信　
②大広間（下の間）の展示替え
③指定管理者が提案する事業のうち、市が受託事業として認め
る事業の実施（屋外催し含む）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民のみなさんが、当該施設の企画事業等に参加することによ
り、本市の歴史文化への関心が高まっているとともに、シビッ
クプライドの醸成が進んでいます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

受託事業実施回数

入館者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

39

35,852

47

36,745

40

40,313

事業費

国支出金

千円

881 880 1,776

881 880 1,776

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度の入館者数は、平成２９年度と比べ３，５６８人増加しており、当
初の目標には達していないものの、事業の成果は向上していると言えます。
今後においても、本市の歴史や文化を発信する施設として、また、大内文化特定
地域の回遊の拠点として、質の高い企画事業等を実施することにより、更なる成
果の向上が見込めるものと考えます。

指定管理者公募の際の仕様書に上限額を示していることから、一定の予算確保が
必要です。

まち・
ひと・しごと ●

309



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中原中也賞運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

①市民
②現代詩に関心のある市民及び市外在住者

手段（30年度の取り組み）

全国から現代詩集を募集するとともに、優れた作品を選定し賞
を授与しました。

・推薦会(1月)、選考会（2月）を開催しました。
・次年度（4月29日/中也の生誕日）に贈呈式開催を決定いたし
ました。

（参考）第24回中原中也賞　
・募集対象　平成29年12月1日～平成30年11月30日に刊行され　
　　　　　た詩集
・贈呈式　平成31年4月29日（中也生誕日に開催）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

①中原中也をはじめとする現代詩の世界に触れることで、豊か
な芸術文化意識の向上を図ることができます。
②中原中也の詩の世界を知るとともに、現代詩を通じて様々な
交流が広がります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

情報発信の回数

中原中也賞への応募件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

26

188

18

174

20

218

事業費

国支出金

千円

8,350 8,195 7,848

8,350 8,195 7,848

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

中原中也賞は、新人詩人の登竜門として認知されており、選考結果が新聞の全国
紙版で取り上げられるなど、本市の文化的事業の中でも全国的な発信力を持つ事
業です。
平成３０年度は、これまで中原中也賞を受賞した受賞者の中原中也を取り上げた
番組への出演や、山口ゆめ花博での過去の受賞者の活躍など、多くのメディアに
取り上げられる機会が多数あり、中原中也の顕彰とともに、本市の個性を広くア
ピールしました。

無料の広報媒体の活用や発送方法の効率化など、コストの削減に努めています　
が、全国的な認知度のある文学賞としての品格を保つためには、一定の予算確保
が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口情報芸術センター企画運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、来館者
文化活動を行う団体
教育機関・芸術関係者
観光客（県外・国外）  

手段（30年度の取り組み）

ＹＣＡＭの目的である「本市の個性となる新しい文化の創造と
発信」を行うと共に、これまで蓄積した技術・知見・ネットワ
ークを生かしてアートの視点から地域活性化や人材育成を行う
プラットフォームづくりに取り組みました。また地域資源を開
発し、新たな価値を加え発信しました。
＜指定管理者＞公益財団法人　山口市文化振興財団
＜委託期間＞　平成２６年度から５年間
＜事業内容＞
（１）アート事業（２）教育普及事業
（３）シネマ事業（４）アーカイブ事業
（５）情報発信事業（６）連携事業  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

事業に参加・参画する市民・団体が増え、文化に対する意識が
高まります。また、施設を誇りに思う市民が増えるとともに来
場者が増えます。
先端的なアートの創造発信と共に地域資源を開発・新たな価値
を加え発信することで交流人口が増加します。  

活動状況、成果状況、事業費の推移

オリジナル作品数（アート・パフォーマンス）

ワークショップ実施プログラム数

山口情報芸術センター来館者数

ワークショップ参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

9

690,382

378

5

8

653,798

240

4

2

741,508

74

事業費

国支出金

千円

196,379 170,129 188,869

245,514 207,517 228,238

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

49,135 37,388 39,369

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民に優れた芸術文化を提供し、本市のブランド力の向上に寄与する企画事業を
一定数以上の参加者を集め展開していることから成果は上がっています。平成30
年度は開館15周年記念事業を実施したことにより、入館者数は昨年に比べ増加し
ました。学校の長期休暇に合わせた企画・ワークショップの実施や広報活動など
を効果的に行うことで、成果向上の余地はあります。

適切な受益者負担を求めるという考え方がある一方、先端的な事業や市民参加型
ワークショップなどの文化活動を通じて市民生活に潤いをもたらす公共サービス
としての文化事業も重要であり、現状のコスト及び受益者負担は適切です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

嘉村礒多生家活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

①市民その他利用者
②仁保地区 

手段（30年度の取り組み）

指定管理者制度を活用し、嘉村礒多生家｢帰郷庵｣において、嘉
村礒多を顕彰するとともに、その作品の舞台となった生家周辺
地域における文化的価値を地域資源として生かし、都市と農村
の交流促進を通じて地域の活性化を図るための事業を実施しま
した。
【事業内容】
・市外在住者への情報発信
・地域活性化に寄与する都市と農村交流イベント等の実施
・地元住民等による地域活動の実施
【指定管理者】嘉村礒多生家の会
【委託期間】　平成２９年度から５年間

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

①嘉村礒多生家という地域資源を生かし、地域の活性化を図り
ます。
②嘉村礒多生家を拠点とした地域間交流が活発化します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

企画事業開催回数

市外在住者への情報発信回数

嘉村礒多生家の体験事業参加者数

嘉村礒多生家の市外からの体験事業参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

12

802

330

2

13

684

234

4

15

710

291

事業費

国支出金

千円

6,514 4,713 4,018

6,514 4,713 4,018

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地元の仁保地区を母体とした指定管理者が、施設の運営管理を実施しています。
平成３０年度は事業開催回数を増やしたことで、平成２９年度に比べて体験事業
参加者数が増加しました。
今後も利用者のニーズを的確に捉えた企画を行うことでリピーターが増加するこ
とが見込まれ、成果向上の余地はあります。

指定管理者公募の際の仕様書に上限額を示していることから、一定の予算の確保
が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大内文化まちづくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

大内文化特定地域の歴史文化資源を活用したまちづくり活動を
行う民間団体及び個人
歴史や文化に関心のある人

手段（30年度の取り組み）

大内文化特定地域の活性化を図ることを目的として行われる市
民が主体となったイベントなどのまちづくり活動（３件）に対
して補助金を交付しました。
また、ホームページ「大内文化まちづくり」により、本市の歴
史資源や大内文化まちづくりの取組などを紹介し、本市の魅力
を広く発信しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大内文化特定地域の歴史文化資源を生かした活動が活発に行わ
れ、多くの市民等がイベントに参加するとともに、当該地域内
に数多く残る歴史文化資源の価値や魅力を理解しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金交付件数

補助交付事業への参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

52,849

4

38,325

3

38,260

事業費

国支出金

千円

4,070 3,492 3,462

4,070 3,492 3,462

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

大内文化特定地域における歴史資源等を活用したまちづくり活動への支援を継続
してきたことで、当該地域内の取組が前進するなど、一定の成果が上がっていま
す。今後も支援を継続することにより、一定の成果向上が見込まれます。

地域が主体となって積極的な取組が進められていることから、市として、一定の
予算を確保し、支援を行っていくことが必要です。

まち・
ひと・しごと ●

313



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中原中也記念館資料整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 平成 30 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
来館者
中原中也に関心のある人・研究者
中原中也記念館収蔵資料

手段（30年度の取り組み）

移行した既存データベース及び「中原中也全集」編集資料につ
いて新データベースによる整備・公開を行うとともに、平成27
～29年度の「修復保存計画」で実施できなかった貴重資料の修
復・保存を行い、適切な保存環境の確保をしました。
○平成30年度
・富永太郎ほか、中原中也と深い関わりを持つ関係者の直筆資
料の修復保存処置を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・収蔵資料の修復保存及び保存環境の改善により、資料劣化を
防ぎ、展示や撮影に供することができるようになります。
・平成27～29年に構築した新データベースに則し、原資料の確
認やデータ整備を行い、ウェブ上での公開を行うことで、中也
の世界を広く発信し、研究の充実が図ることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

資料修復実施点数

中原中也記念館来館者数

区分 指標名称

①

単位

点

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

25,355

-

35,361

187

24,097

事業費

国支出金

千円

15,091 2,423 1,975

15,091 2,423 1,975

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

収蔵資料数が多く、収蔵している資料の多くがなかなか修復作業に取り掛かれて
いない現状ではありますが、データ項目の整理や登録済データの整理など多くの
作業をすることができました。
また、検索用作品テキストデータの追加・修正を行ったことにより、早く作品の
検索が可能になりました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口情報芸術センター１５周年記念事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、来館者
文化活動を行う団体
教育機関・芸術関係者
観光客（県外・国外）

手段（30年度の取り組み）

ＹＣＡＭは開館以来、その目的である「本市の個性となる新し
い文化の創造と発信」を行うと共に、これまで蓄積した技術・
知見・ネットワークを生かしてアートの視点から地域活性化や
人材育成を行うプラットフォームづくりに取り組んでおり、平
成３０年に開館１５周年を迎えたことから、記念事業の開催を
通じて「山口」からの更なる価値と創造を加え発信しました。
＜指定管理者＞公益財団法人　山口市文化振興財団
＜開催期間＞　平成３０年度（平成２９年度にプレ事業開催）
＜事業内容＞
（１）アート事業（２）教育普及事業（３）シネマ事業（４）
アーカイブ事業（５）情報発信事業（６）連携事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ＹＣＡＭ１５周年記念事業に参加・参画することで市民の文化
に対する意識が高まります。また、施設を誇りに思う市民が増
えるとともに来場者が増えます。
また、先端的なアートの創造発信とともに、地域資源に新たな
価値を加え発信することで交流人口が増加します。   

活動状況、成果状況、事業費の推移

１５周年記念事業オリジナル作品数（アート・パフォー
マンス） 

１５周年記念事業ワークショップ実施プログラム数 

山口情報芸術センター来館者数

１５周年記念事業ワークショップ参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

6

653,798

271

2

10

741,508

875

事業費

国支出金

千円

8,248 47,137

8,248 47,137

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民に優れた芸術文化を提供し本市のブランド力の向上に寄与する企画事業を一
定数以上の参加者を集め展開していることから成果は上がっています。平成３０
年度は開館１５周年記念事業を開催したことにより、入館者数は昨年度より増加
しました。

適切な受益者負担を求めるという考え方がある一方、先端的な事業や市民参加型
ワークショップなどの文化活動を通じて、市民生活に潤いをもたらす公共サービ
スとしての文化事業も重要であることから、現状のコスト及び受益者負担は適切
です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中原中也記念館運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
来館者
中原中也研究者、文学関係者
中原中也に関心がある人

手段（30年度の取り組み）

指定管理者制度を導入し、条例に定める事業を実施しました。
・資料の収集、保存及び展示
・資料の利用に関する説明並び指導及び助言
・資料に関する調査及び研究
・記念館の利用促進（教育普及事業、広報事業等）

【指定管理者】（公財）山口市文化振興財団
【委託期間】平成26年度から平成30年度までの5年間

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中原中也を通じて、山口を訪れる人が増えます。
中原中也の研究が進み、中也の魅力を知る人が増えます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

展示・展示関連イベント実施件数

アンケート回収件数

中原中也記念館来館者の満足度

中原中也記念館来館者数

区分 指標名称

①

単位

件

件

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

17

873

90.7

25,355

20

1,078

90.3

35,361

14

969

90

24,097

事業費

国支出金

千円

80,856 63,351 69,460

85,815 69,896 74,049

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,959 6,545 4,589

財源内訳

（歳入歳出決算書 159ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

イベント等を通して多くの方々にご入館いただくとともに、満足度アンケートか
らも分かるように、企画展や展示等は満足度が高いものとなりました。

中原中也を通じて本市の魅力を創造・発信するためには一定の予算の確保が必要
です。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

十朋亭維新館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
観光客

手段（30年度の取り組み）

平成３０年度前半は、施設のオープンに向け、開館準備やオー
プニングイベント等の準備に取り組みました。
平成３０年９月２９日（土）のオープン以降は、本館展示室の
企画展や来館者へのガイダンス、主屋を活用したイベント等の
実施により、本市における幕末・明治維新の情報発信や大内文
化特定地域の賑わい創出に取り組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民や観光客が山口市の幕末・明治維新や十朋亭・萬代家につ
いて学んでいます。
観光客が大内文化特定地域のまち歩きの回遊スポットとして利
用しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

企画事業・展示替え・体験学習受入件数

広報件数

来館者数（有料展示室観覧者数）

区分 指標名称

①

単位

件

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

14

61

4,834

事業費

国支出金

千円

25,227

27,338

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

文化・芸術・歴史を生かした本市個性の創造と発信基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,400

711

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

成果指標としている来館者数（有料展示室観覧者数）は目標値の６，０００人に
届きませんでしたが、無料観覧部分を含めた総来館者数は、オープン時の目標１
２，０００人を上回る１７，５９７人となっており、賑わい創出の観点から、一
定の成果が上がったものと考えています。
今後も、企画展示内容や情報発信の充実を図り、成果の向上に努めます。

指定管理者制度への移行を念頭に、適切な施設運営が可能となるコストの検証を
進めます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-03 文化・芸術・歴史の継承と創造

基本事業　02-03-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

4,365
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

文化振興ビジョン等の策定・推進業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 01 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

現行の文化振興ビジョンの取組み成果をふまえ、新たな市の文
化政策のあり方を示します。本市第二次総合計画の策定内容を
具現化するための次期文化振興ビジョンの策定に向けて検討を
行いました。

平成29年度　：アンケート調査実施
平成30年度～：ビジョン検討懇話会、専門部会を開催
令和 2年3月 ：策定予定

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市第二次総合計画の策定内容を具現化する部門計画として次
期文化振興ビジョンを策定し、市民一人一人がまちづくりの担
い手として、この山口で心豊かに生き生きと暮らすための指針
とする。ビジョンの期間は令和2年度から令和9年度までの8年
間の期間とする。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ビジョン検討懇話会、専門部会開催回数

ビジョン策定の進捗率

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

0

10

4

20

事業費

国支出金

千円

586 153

586 153

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

教育・文化・スポーツ政策 02

文化・芸術・歴史の継承と創造施策 03

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、懇話会を1回、専門部会を3回開催しました。令和元年度の文化振
興ビジョン策定に向けて、更なる取組みを進めます。

現状手段が適切です。

まち・
ひと・しごと
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　02 教育・文化・スポーツ

施　策　の　構　成

施策　02-04 スポーツ活動の充実

基本事業　02-04-01 スポーツ活動の充実

基本事業　02-04-02 体育施設の整備・充実

基本事業　02-04-03 体育関係団体・指導者の育成

基本事業　02-04-99 施策の総合推進

　スポーツは、心身の健全な発達や健康増進を図る上で、その活動効果が注目されています。多くの市民がスポ
ーツに関心を持ち、日頃から継続して取り組むことが望まれており、スポーツに親しむことができる環境の一層
の充実が必要です。
　本市では、山口市スポーツ協会をはじめとするスポーツ関係団体が数多くあり、また、地域住民がライフステ
ージに応じて気軽にスポーツに親しむことができる「総合型地域スポーツクラブ」の設置を地域に推奨していま
す。こうした団体や地域と行政が連携し、スポーツ活動を促進させていくことが重要です。
　また、市民が利用可能な公のスポーツ施設（学校開放施設を含む）は８１施設ありますが、多くの市民が安全
かつ快適に利用できる環境づくりを進めていく必要があります。
　さらには、レノファ山口ＦＣをはじめとするプロスポーツの試合の開催や東京2020オリンピック・パラリンピ
ック競技大会のホストタウンの取組など、市民のスポーツに対する関心は近年高まっており、こうした取組や本
市のスポーツ資源を活用した地域の活性化や新たな交流人口の拡大を図る取組が重要となっています。
　総合計画や平成３１年３月に策定した第２期山口市スポーツ推進計画により、スポーツを通じた「ひとづくり
」「地域づくり」を進めていく中で、「する」「みる」「ささえる」の視点から総合的かつ計画的に諸施策を推
進していきます。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.08 3.11

3.41 3.45

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-04 スポーツ活動の充実

施策のプロフィール

施策の対象

全市民

施策がめざす姿

スポーツを「する」・「みる」・「ささえる」の視点で、「ひとづくり」や「地域づくり
」が進められており、スポーツを通じた豊かな暮らしや、まちの活力が生まれています。

施策の成果状況と評価

スポーツに触れる（観戦する・行う・体験する）機会に恵まれてい
ると思う市民の割合

【交流創造部　政策管理室】

評

価

　スポーツに触れる機会に恵まれていると思う市民の割合は、0
.4ポイント増加しています。
　今後も、スポーツを「する」「みる」「ささえる」活動によ
り、市民が幅広くスポーツに親しむ機会の充実が図れるよう、
平成３１年３月に策定した「第２期山口市スポーツ推進計画」
により、スポーツ推進施策を総合的かつ計画的に推進します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 72.4 72.4 72.8 75.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

スポーツ活動に親しむ市民の割合

【交流創造部　政策管理室】

　健康づくりなどの運動を含めたスポーツ活動に親しむ市民の
割合は、2.0ポイント増加しています。
　今後も、市民のスポーツニーズやライフステージに対応し、
市民一人ひとりが気軽に健康づくりやスポーツに親しむことが
できるよう、平成３１年３月に策定した「第２期山口市スポー
ツ推進計画」に掲げた取組を展開します。特に、実施割合の低
い子育て世代やビジネスパーソンをターゲットとした取組を強
化したいと考えています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 32.0 32.0 34.0 40.0

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

583,114

指
標
①

指
標
②
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-04 スポーツ活動の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

スポーツ活動に参加する機会が増え、より多くの市民がスポーツに親しんでいます。

基本事業の成果状況と評価

スポーツイベント・教室への参加率

【スポーツ交流課】

評

価

　スポーツイベント・教室への参加率は、2.4ポイント増加して
います。市主催行事のほか民間・NPO・自治会主催の行事への参
加率が高く、40歳代以上は、概ね35%の方が参加されていますが
、30代の参加率が低い状況となっています。
　今後も、幅広い世代が参加しやすいイベントの企画や体育施
設を管理している指定管理者の自主事業、地域主催のイベント
を中心に事業を展開するとともに、より多くの市民に認知され
参加が促進されるよう効果的な広報を行い、参加率の向上を図
ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 32.9 35.3 37.5

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

スポーツイベント・教室の機会充足度

【スポーツ交流課】

　スポーツイベント・教室の機会充足度は6.1ポイント増加し目
標値を上回っています。特に、10歳代から50歳代の充足度が高
い状況となっています。
　全体の充足度を更に向上させるためには、60歳以上の年代の
充足度を向上させることが重要であることから、地域の体育活
動団体（地域交流センター・地区体育振興会・スポーツ推進委
員）と連携を図り、市民ニーズに対応した体力づくりや健康づ
くりにつながるイベントや教室の開催を検討していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 69.0 69.0 75.1 70.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

28,986

基本事業　02-04-01 スポーツ活動の充実

指
標
①

指
標
②

32.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

我がまちスポーツ推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、スポーツ団体

手段（30年度の取り組み）

「我がまち」のスポーツ財産を活用し、健康づくり、地域活性
化等に繋げていくため、「する」「みる」「ささえる」の視点
から、地域スポーツ人口の拡大に向けた事業のほか、プロスポ
ーツチームを活用した事業や恵まれた地域資源を活用したスポ
ーツツーリズム事業を展開しました。
（事業の概要）
・地域スポーツ人口拡大推進事業（県補助活用）
・プロスポーツチームを活用した地域活性化事業
・スポーツツーリズム関連事業
・サイクル県やまぐちの推進
・日本陸上選手権大会開催支援　 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

多くの市民が「する」「みる」「ささえる」の視点からスポー
ツに親しんでいます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

イベント・教室等開催数

スポーツボランティア派遣件数

参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

10

7

56,504

15

5

27,997

17

7

67,557

事業費

国支出金

千円

21,808 29,464 17,930

25,929 33,852 20,987

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ振興費目 16

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

スポーツ活動の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,000 1,250 2,500

1,560 1,443 278

1,561 1,695 279

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地域スポーツ人口の拡大を図るとともに、レノファ山口ＦＣを活用した事業やス
ポーツツーリズム関連事業、大規模大会の開催支援等を行ったことにより、成果
は向上しています。また、スポーツを通じた交流人口の増加や地域の活性化、ス
ポーツに対する意識の高揚も見込めます。

各種団体との連携等により役割分担をすることで、効率的に事業を推進できる可
能性はあります。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-04 スポーツ活動の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

体育施設をより多くの市民が快適に利用しています。

基本事業の成果状況と評価

体育施設の利用件数

【スポーツ交流課】

評

価

　体育施設の利用件数は、2,136件減少しています。
　これは、阿知須体育センターの改修工事により利用停止期間
が発生したこと等により利用件数が減少したものです。
　また、地域別の利用件数に格差があることから、利用件数の
低い地域へ積極的に啓発活動を行うことにより、利用促進を図
ります。 

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 108,880 106,744 112,000

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

体育施設の満足度

【スポーツ交流課】

　体育施設の満足度は、4.3ポイント増加しています。
　今後も、安全かつ快適にスポーツに親しめる環境づくりを進
め、施設の満足度の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 68.1 68.2 72.5 72.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

528,792

基本事業　02-04-02 体育施設の整備・充実

指
標
①

指
標
②

105,701
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐちリフレッシュパーク管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者
やまぐちリフレッシュパーク

手段（30年度の取り組み）

指定管理者制度を導入し、民間業者により条例に定める事業（
健康増進・体育の普及振興）を実施しました。
・指定管理者　(株)多々良造園
　指定管理期間　平成28年4月1日～令和3年3月31日

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を楽しむことがで
きます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開館日数（指定管理者の事業計画書より）

年間利用者延べ人数

利用者の増加数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

313

205,311

4,186

314

205,752

441

319

170,480

-35,272

事業費

国支出金

千円

57,422 59,208 50,389

57,422 59,208 50,389

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設費目 17

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度で指定管理者は4期3年目となりました。平成28年度から指定管理期間
も5年間となったことから、長期的な事業展開もでき、施設の管理運営のノウハ
ウも蓄積されているため、ノウハウを生かすことで成果を向上させる余地はある
と考えます。
主要体育施設であり開催される大会等の規模により利用人数は大きく変動します
が、アリーナ等の利用件数は増加しています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡ふれあいセンター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小郡ふれあいセンター
老人福祉センター利用者（市内に居住する概ね６０歳以上の者
）、勤労青少年ホーム利用者（市内に居住し又は勤務する勤労
青少年）、小郡文化体育館利用者

手段（30年度の取り組み）

市が直営により施設の管理運営を行いました。

開館時間：午前８時３０分から午後１０時まで
【休館日】１２月２９日から翌年１月３日

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

利用者の教養が増加します。
利用者が心身の健康を維持します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開場日数

年間利用者延べ人数

利用者の増加数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

359

27,357

1,751

359

22,290

-5,067

359

26,078

3,788

事業費

国支出金

千円

19,844 10,035 11,542

25,258 14,519 16,374

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設費目 17

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,414 4,484 4,832

財源内訳

（歳入歳出決算書 167ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

複合施設であり立地条件がよいことから、施設の適切な管理・運営を行うことに
より成果を向上させる余地はあると考えます。

当施設は国（３つの省庁）の補助金を活用し設置した施設です。指定管理者の導
入に向けては、施設のあり方等も含め検討します。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡屋内プール管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者
小郡屋内プール

手段（30年度の取り組み）

平成24年度から指定管理者制度を導入し、民間業者により条例
に定める事業（健康増進・体育の普及振興）を実施しました。
・指定管理者　ナカムラ･タタラゾウエン･ビークルーエッセ共
同企業体
　指定管理期間　平成27年4月1日～令和2年3月31日

平成30年度は、ボイラー等の機械設備改修工事設計を行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を楽しむことがで
きます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開場日数

利用延べ人数

利用者の増加数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

303

48,777

6,819

302

50,991

2,214

303

51,536

545

事業費

国支出金

千円

28,020 27,718 28,224

28,020 27,718 28,224

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設費目 17

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 167ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

指定管理期間が5年間となったことから、長期的な事業展開もでき、施設の管理
運営のノウハウも蓄積されているため、ノウハウを生かすことで成果を向上させ
る余地はあると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐちサッカー交流広場管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者、やまぐちサッカー交流広場

手段（30年度の取り組み）

平成23年度から指定管理者制度導入。
平成28年度から引谷体育館を施設に追加。
利用者サービスの向上、中山間地域の活性化に努め、地域など
各種関係団体と連携をとりながら、施設及び地域の情報を発信
し交流人口の拡大に努めました。
　指定管理者　特定非営利活動法人八坂地区むらづくり協議会
　指定期間　平成26年4月1日～平成31年3月31日

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中山間地域の交流人口が拡大し、中山間地域の活性化が図られ
ています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

開場日数

年間利用者延べ人数

利用者の増加数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

308

73,915

11,765

307

65,660

-8,255

308

55,332

-10,328

事業費

国支出金

千円

2,511 1,624 1,662

11,111 9,924 9,962

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設費目 17

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,600 8,300 8,300財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

八坂体育館の吊天井改修工事に伴って貸出ができない期間が生じたことから利用
人数は減少していますが、グラウンドの稼働率はおおむね維持しています。
指定管理者は2期5年目となり、施設の管理運営のノウハウも蓄積されているた
め、ノウハウを生かすことで成果を向上させる余地はあると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

屋外運動場照明施設改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者
屋外運動場照明施設

手段（30年度の取り組み）

老朽化した屋外照明の改修工事を行いました。

平成30年度は、大内小学校の改修工事及び大歳小学校の改修設
計を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を愉しむことがで
きるます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不具合の解消（改修された施設数）

不具合の解消率

区分 指標名称

①

単位

 施設

　

　％

　

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

1

5.3

2

10.5

事業費

国支出金

千円

1,776 1,772

35,376 33,972

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設整備費目 18

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

33,600 32,200財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的に改修を実施することで長寿命化を図るとともに、地域施設（学校開放施
設）として安全・快適に利用することが可能となることから、成果を向上させる
余地はあると考えます。

施設改修に伴う事業のため削減できません。

まち・
ひと・しごと

329



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐちリフレッシュパーク整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

やまぐちリフレッシュパーク
施設利用者

手段（30年度の取り組み）

平成２４年度に実施した耐久調査の結果をもとに、改修計画を
立て、順次、改修工事を実施しました。

平成２５年度　床下改修
平成２６年度　空調設備（ダクト）、アリーナ床張替え
平成２７年度　外部改修の設計
平成２８年度　外部改修工事
　　　　　　　屋外照明設備等改修の設計
　　　　　　　空調設備改修の設計
平成２９年度　屋外照明設備等改修工事
平成３０年度　空調設備改修工事

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を楽しむことがで
きます

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修項目数（単年度）

不具合解消率

区分 指標名称

①

単位

項目

　

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

60

1

70

1

80

事業費

国支出金

千円

9,135 8,082 21,952

94,435 117,282 247,752

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設整備費目 18

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

85,300 109,200 225,800財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設を計画的に改修することにより、安全・快適に施設を利用することが可能と
なることから、成果を向上させる余地はあると考えます。

施設改修に伴う事業のため削減できません。

まち・
ひと・しごと ●

330



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

スポーツの森整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者、スポーツの森

手段（30年度の取り組み）

西京スタジアムナイター照明設備の老朽化に伴い、照明設備の
ＬＥＤ化に向け改修設計を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を楽しむことがで
きる。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備項目

不具合の解消率

区分 指標名称

①

単位

項目

　

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

0

1

40

-

40

事業費

国支出金

千円

20,398 583

264,298 983

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設整備費目 18

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

243,900 400財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的に改修を実施することで長寿命化を図るとともに、安全・快適に利用する
ことが可能となります。また、スコアボード等の改修により機能向上が図られた
ことから大型映像装置を利用したパブリックビューイングや情報発信等、新たな
利用が期待できます。こうしたことから、成果を向上させる余地はあると考えま
す。

施設改修に伴う事業のため削減できません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐちサッカー交流広場整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 令和 02 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

やまぐちサッカー交流広場
施設利用者

手段（30年度の取り組み）

平成２６年度末に廃止した旧徳地地域づくり研究センターを活
用し、やまぐちサッカー交流広場引谷体育館として改修、新た
に供用開始しました。
平成２７年度　引谷体育館改修設計
　　　　　　　会議室、トイレ、吊天井改修工事
平成２８年度　電気・グラウンド整備設計
　　　　　　　校舎解体、電気移設、グラウンド整備工事
　　　　　　　備品購入
平成２９年度　八坂体育館吊天井改修設計
平成３０年度　八坂体育館吊天井改修工事

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクレーション活動を楽しむことができ
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修項目数

整備率

区分 指標名称

①

単位

項目

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

50

-

50

1

75

事業費

国支出金

千円

1,930 4 5,647

31,530 1,404 25,147

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設整備費目 18

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

29,600 1,400 19,500財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設を計画的に改修することにより、安全・快適に施設を利用することが可能と
なることから、成果を向上させる余地はあると考えます。

施設改修に伴う事業のため削減できません。

まち・
ひと・しごと ●

332



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿知須体育センター整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

施設利用者
阿知須体育センター

手段（30年度の取り組み）

平成29年度に実施している設計をもとに、照明設備の改修を行
いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全・快適にスポーツレクリエーション活動を楽しむことがで
きます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修項目数

不具合解消率

区分 指標名称

①

単位

項目

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

100

事業費

国支出金

千円

634

12,134

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ施設整備費目 18

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育施設の整備・充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,500財源内訳

（歳入歳出決算書 169ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の改修により安全・快適に施設を利用することが可能となることから、成果
を向上させる余地はあると考えます。

施設改修に伴う事業のため削減できません。

まち・
ひと・しごと
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-04 スポーツ活動の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

体育関係団体
体育指導者

基本事業がめざす姿

体育関係団体や指導者により、団体や地域でのスポーツ活動が活発になっています。

基本事業の成果状況と評価

体育協会への登録者数

【スポーツ交流課】

評

価

　体育協会への登録者数は、117人減少しています（平成30年4
月時点での加盟団体別会員数（競技団体のみ）の調査結果より
）。
　今後は、競技スポーツの普及・促進や生涯スポーツの振興な
ど体育協会が担うべき役割を的確に捉えた活動支援を行うこと
により、更なる組織強化と会員数の増加につなげたいと考えて
います。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 12,75112,63413,000

(低下)

目　標
達成度

(中)

評

価

スポーツ少年団への登録率

【社会教育課】

　スポーツ少年団への登録率は、市内小学生については、平成
29年度と比較して0.6ポイント減少したものの、維持すべき水準
として設定している目標値と同率となっています。
　少子化や価値観が多様化する中、スポーツ少年団活動の良さ
を広報していくとともに、指導者の資質向上など入団環境の整
備を行い、加入率の増加に取り組んでいきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 22.4 23.0 22.4 22.4

(低下)

(高)

評

価

総合型スポーツクラブの事業実施数

【スポーツ交流課】

　総合型スポーツクラブの事業実施数は、13回増加していま
す。
　今後も、市内全5クラブからなる「山口市総合型地域スポーツ
クラブ連絡協議会」と連携し、交流事業の開催やＰＲ活動、情
報交換等を行うことにより、各クラブの組織強化や活動の活性
化を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

回 1,002 1,185 1,198 1,150

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

19,274

基本事業　02-04-03 体育関係団体・指導者の育成

指
標
①

指
標
②

指
標
③

12,104
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

活動組織支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市スポーツ推進委員協議会
山口市体育協会

手段（30年度の取り組み）

・山口市スポーツ推進委員の活動に対して報酬等を支給しまし
た。
・山口市体育協会が実施するスポーツ活動に親しむきっかけづ
くりとなる事業（市民を対象とした各種スポーツ大会やレクリ
エーション大会、また、地域コミュニティの再構築を目指した
スポーツ行事）に対し補助金を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

スポーツ推進委員の資質が向上し、各種大会を効果的に運営し
ます。
山口市体育協会加盟団体の活動が活発化し、競技人口が増加し
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

スポーツ推進委員イベント参加回数

体育協会補助額

新規山口市体育協会登録団体数

区分 指標名称

①

単位

回

千円

団体

28年度実績 29年度実績 30年度実績

662

1,894

0

564

1,996

1

795

1,960

0

事業費

国支出金

千円

6,490 5,939 7,085

6,490 5,939 7,085

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ振興費目 16

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

体育関係団体・指導者の育成基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

スポーツを推進する団体を支援することにより、団体の組織強化及び活動の活性
化につながることから、成果を向上させる余地はあると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-04 スポーツ活動の充実

基本事業　02-04-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

6,062
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

スポーツ振興事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

スポーツ交流課

手段（30年度の取り組み）

スポーツの運営が円滑に実施できるよう討議を重ね、事務を遂
行しました。
また、山口市スポーツ全国大会等出場者に賞賜金を交付しまし
た。
武道館の整備基本構想策定に向け、調査・研究を進めました。
指定管理者の選定に向け事務を遂行しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

課の業務が円滑に遂行できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

課内協議回数

外部との検討会議回数

（代）外部との検討会議回数

区分 指標名称

①

単位

回

回

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

2

2

12

3

3

12

2

2

事業費

国支出金

千円

6,299 6,474 5,683

6,299 6,474 5,683

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　■基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ振興費目 16

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

その他事業に取組む上で基礎的事業のため、成果の向上の余地は少ないと考えま
す。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口市スポーツ推進計画策定・推進業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・スポーツ関係団体

手段（30年度の取り組み）

前計画の計画期間が終了することに伴い、現状に沿った計画の
見直しを行い、平成31年3月「第2期山口市スポーツ推進計画」
を策定しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

全市民が「する」「みる」「ささえる」の視点からスポーツに
親しみ、交流が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定委員会の開催数

(仮)市スポーツ推進会議の開催回数

整理された課題数

課題解決に向けて提案された施策数

区分 指標名称

①

単位

回

回

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

0

2

0

0

0

3

0

0

事業費

国支出金

千円

113 703 370

113 703 370

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ振興費目 16

教育・文化・スポーツ政策 02

スポーツ活動の充実施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

スポーツ推進に関する基本的な方針を示した「市スポーツ推進計画」に基づき、
スポーツを「する」「みる」「ささえる」の視点から総合的かつ計画的に各種事
業に取り組むことで、成果の向上につながることが期待できます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　02 教育・文化・スポーツ

施　策　の　構　成

施策　02-05 国際化の推進

基本事業　02-05-01 国際交流の推進

基本事業　02-05-02 多文化共生の推進

基本事業　02-05-99 施策の総合推進

　情報通信技術や交通手段等の発達により社会の国際化、グローバル化が進展する中、本市においても外国人住
民が増加傾向にあります。平成３０年４月１日現在において、１，４９８人と市民全体の０．７％を占めるなど
過去最高の人数となっています。
　国籍別にみると、中国が最も多く４４４人で、その他韓国、ベトナム、フィリピンで全体の約７割を占めてい
ます。特にベトナムは２４２人と、平成２５年４月１日時点の１６人から約１５倍に急増しています。
　また、在留資格別では「技能実習」が「留学」を抜いて最も多くなりました。こうした中、国においては出入
国管理法を改正し、新たな在留資格を創設しました。今後、外国人材の活用が進み、国内で働き、生活する外国
人の数は益々増加していくことが予測されます。
　さらに、本市における訪日外国人数も増加傾向にあり、特に山口宇部空港とソウル仁川空港を結ぶ定期就航便
による韓国からの観光客が増加しています。また、ホストタウンの取組によるスペイン水泳代表チームの選手と
の新たな交流機会も創出されています。
　こうしたことから、本市においては、グローバル社会に対応できる人材育成や国際理解を促進するため、「国
際交流の推進」を行うと同時に、外国人が暮らしやすい環境づくりを進める「多文化共生の推進」を進めていく
必要があります。
　

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.88 2.93

3.34 3.38

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-05 国際化の推進

施策のプロフィール

施策の対象

全市民

施策がめざす姿

国際交流・国際協力や多文化共生社会への取組が進み、国際化が進展しています。

施策の成果状況と評価

国際化が進んでいると思う市民の割合

【国際交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は18.4％となっており、基準値である前
年度と比較して、ほぼ横ばいの状況です。
　本市においても外国人住民の人数が増加傾向にあり、今後は
日本人住民と外国人住民の相互交流や相互理解の機会をさらに
拡大していく必要があります。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 15.9 15.9 18.4 20.0

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

施策のコスト（千円）

H30

45,625

指
標
①
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-05 国際化の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

姉妹・友好都市との交流のほか、新たな国際交流の機会が増えるとともに、国際協力への
理解が深まり、市民の国際感覚や相互理解が高まっています。

基本事業の成果状況と評価

国際交流・国際協力に取り組んだり、行事などに参加したことの
ある市民の割合

【国際交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は5％であり、前年度から1.2ポイント増
加しています。今後も、交流機会の創出を図るとともに、多く
の市民の方に国際交流事業等への参加を啓発していく必要があ
ります。
　ホストタウンの取組みを契機とした市民の国際交流への意識
啓発も図ってまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 3.8 5.0 9.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

姉妹友好都市を知っている市民の割合

【国際交流課】

　平成30年度の実績値は6％で、前年度から1.2ポイント増加し
ています。本指標は、6つの姉妹・友好都市等のうち、3つ以上
知っている市民の割合を示しています。アンケート結果では、
過半数の方は、スペイン・パンプローナ市を知っていると回答
されていることから、多様な交流機会の創出を図り、その他の
都市についても周知を図ってまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 4.8 4.8 6.0 11.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

44,818

基本事業　02-05-01 国際交流の推進

指
標
①

指
標
②

3.8
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

国際交流推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
国際交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市民、留学生、山口市在住外国人

手段（30年度の取り組み）

・国際交流講座等
　ホストタウンの取組と一体的に、スペインに関する講座やイ
ベントへの出展等を行い、市民の国際交流参画の機会を創出し
ました。
・日本・スぺイン・シンポジウム
　両国の相互理解の促進及び協力関係の強化を図るとともに、
シティセールスの一環として外務省・山口県・宇部市と共催で
開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

交流の場が拡大し、国際交流への積極的な取り組みが進んでい
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

国際交流講座等開催回数

国際交流講座等への延べ参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

17

2,574

事業費

国支出金

千円

6,571 5,232 12,760

6,823 5,552 12,760

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

国際親善費目 12

教育・文化・スポーツ政策 02

国際化の推進施策 05

国際交流の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

252 320

財源内訳

（歳入歳出決算書 157ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ホストタウンの取組と一体的に行うなど、国際交流に参画する交流人口の増加を
図り、異文化に対する理解や友好関係を深めることで、市民の国際化への意識が
醸成されています。

交流人口の増加が図られるように、これまで以上に事業内容を改善していくこと
で事業効果を高めることが可能だと考えられます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ホストタウン推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 03 年度交流創造部
スポーツ交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

東京オリンピック・パラリンピックにかかるスペインのホスト
タウンとして、水泳スペイン代表チームのトレーニングキャン
プの受入を行うとともに、期間中に市民との各種交流事業を実
施しました。
（受入実績）
・アーティスティックスイミング
　受入期間：平成30年4月18日～24日
・競泳
　受入期間：平成30年11月30日～12月13日

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

東京オリンピック・パラリンピックを契機として、市民にとっ
て多くのレガシー（スポーツ活動（する・みる・ささえる）の
充実や国際交流の促進など）を創出します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

交流事業実施回数

参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

10

3,474

事業費

国支出金

千円

24,852

25,482

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

スポーツ振興費目 16

教育・文化・スポーツ政策 02

国際化の推進施策 05

国際交流の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

630

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

東京2020オリンピック・パラリンピックにおけるスペインのホストタウンとし　
て、水泳スペイン代表チームのトレーニングキャンプ受入を通じて、市民との様
々な交流事業を実施することで、成果の向上が見込まれます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-05 国際化の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

全市民

基本事業がめざす姿

外国籍を有する市民を含めたすべての人々が、地域の構成員として支え合い、互いの文化
や価値観を尊重し、自らの能力を十分に生かしながら安心で豊かな暮らしを送っています
。

基本事業の成果状況と評価

外国人が暮らしやすいと感じることのできるまちと思う市民の割
合

【国際交流課】

評

価

　平成30年度の実績値は24.6％で、前年度と比較して2.9ポイン
ト増加している状況です。
　外国人住民が増加傾向にある中、外国人の方にとって暮らし
やすい環境づくりは重要です。
　今後も引き続き、情報発信や日本人住民との交流機会の創出
など、外国人にとって暮らしやすい環境の整備を進めてまいり
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 21.7 24.6 25.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

807

基本事業　02-05-02 多文化共生の推進

指
標
① 21.7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

多文化共生推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度交流創造部
国際交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

外国籍を有する人々を含めたすべての市民

手段（30年度の取り組み）

・生活情報の提供
生活に役立つ情報を多言語で提供しました。
・「日本語ボランティア養成講座」の実施
外国人に日本語を教えるノウハウを学ぶ講座を実施しました。
・「外国人のための日本語講座」の実施
生活習慣や基礎的な日本語を学ぶ講座を実施しました。
・山口県国際交流協会と連携し、多文化共生に関する市民講座
を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

外国籍を有する人々を含めたすべての市民が、地域の構成員と
して安心して豊かな暮らしを送っています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座等開催回数

講座等延べ参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

48

938

事業費

国支出金

千円

482

807

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

国際親善費目 12

教育・文化・スポーツ政策 02

国際化の推進施策 05

多文化共生の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

325

財源内訳

（歳入歳出決算書 157ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民への意識啓発事業を行うことで、多文化共生の意識が醸成され、外国人との
共生社会への理解が深まっています。

市内の民間団体と連携した事業を行うことで、効果的・効率的な事業展開が可能
となっています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　02 教育・文化・スポーツ

施策　02-05 国際化の推進

基本事業　02-05-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

0

348



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 政策グループ３ 

 安全安心・環境・都市 
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業　03-01-01 防災意識の向上

基本事業　03-01-02 地域防災力の向上

基本事業　03-01-03 浸水対策の推進

基本事業　03-01-04 海岸高潮対策の充実

基本事業　03-01-05 初動・復旧体制の充実

基本事業　03-01-06 危機管理体制の充実

基本事業　03-01-99 施策の総合推進

　近年、全国各地で地震や台風、集中豪雨などによる大規模な自然災害が発生しています。
　平成23年3月の東日本大震災のほか、最近では平成28年4月の熊本地震や平成30年7月豪雨により、各地に甚大
な被害をもたらしています。本市においても、平成21年7月の中国・九州北部豪雨や平成25年7月の山口・島根豪
雨などによる災害が発生しており、常に災害を想定した備えをしておく必要があります。
　高齢化、核家族化が進展する中で、災害時に自力での避難等が困難な方も増加していることから、自主防災組
織など地域で助け合う取組もより重要性を増しており、自ら身を守る「自助」と地域で互いに助け合う「共助」
の周知と体制作りが継続的な課題となっています。
　また、平成29年に水防法が改正されたことにより、洪水等からの「逃げ遅れゼロ」と「社会経済被害の最小化
」を実現するための抜本的な対策が求められており、ハード・ソフト一体となった洪水等への備えに取り組んで
いく必要があります。
　危機管理体制については、危機管理基本マニュアルによる対応手順の周知徹底を行うとともに、ＢＣＰ（業務
継続計画）に基づき、非常時優先業務を実施するための実行マニュアル作成や受援計画の策定を行い、ＢＣＭ（
業務継続管理）を行うことが求められています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.91 2.90

3.82 3.94

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30

350



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

施策のプロフィール

施策の対象

全市民

施策がめざす姿

様々な災害に対応するため、ハード・ソフト両面からの防災対策に取り組まれ、安心して
暮らせるまちづくりが進んでいます。

施策の成果状況と評価

災害の面で安全に暮らせていると感じている市民の割合

【総務部　政策管理室】

評

価

　平成30年度は前年度と比較して3.8ポイント上昇しており、前
期目標値を達成しています。
　近年の異常気象等により、全国的に災害が頻発していること
から、今後も引き続き、防災意識の啓発、地域防災力の強化、
浸水・高潮対策、初動・復旧体制の確立等、ソフト、ハードの
両面から取組を進めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 51.9 51.9 55.7 55.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

施策のコスト（千円）

H30

1,070,263

指
標
①

351



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が災害に対して日頃から備えをし、災害時には、自発的に的確に行動できています。

基本事業の成果状況と評価

災害への備えをしている市民の割合

【防災危機管理課】

評

価

平成29年度と比較して2.8ポイント上昇しました。
本市において大きな被害はなかったものの、平成30年7月豪雨や
大阪北部・北海道胆振東部地震など、全国的に大きな災害が頻
発したことから、災害への備えに対する意識が高まったものと
考えられますが、目標とする数値には達していない状況です。
引き続き、防災講座や地域防災活動等を通して、「自助」とし
て防災の基本的な考え方である「自らの命は自らが守る」意識
の啓発に努めてまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 30.9 33.7 35.0

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

（上記指標のうち）緊急時の避難場所を知っている市民の割合

【防災危機管理課】

平成29年度と比較して5.8ポイント上昇しました。
平成30年7月豪雨の際には本市でも避難勧告を発令したことから
、避難場所や避難経路を再確認する機会になったものと考えら
れます。
避難とは、避難場所への立退き避難だけでなく、近隣の安全な
場所への移動や屋内の安全な場所への移動も含まれます。
今後とも、適切な避難行動につながる啓発を続けてまいります
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 58.4 58.4 64.2 70.0

(向上)

(中)

評

価

災害時にどのような行動をしたらよいか認識している市民の割合

【防災危機管理課】

平成29年度と比較して0.6ポイント低下しました。
地震発生時に身を守ることや災害情報の入手は多くの方が認識
されていますが、あらゆる事態に対応できる能力は研修や訓練
で習得していく必要があるものと考えられます。
引き続き、防災講座等により市民の皆様一人ひとりの防災力向
上に努めてまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 28.3 28.3 27.7 40.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

549

基本事業　03-01-01 防災意識の向上

指
標
①

指
標
②

指
標
③

30.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

防災意識啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度総務部
防災危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

「山口市防災ガイドブック」等を活用するなどし、危険箇所や
避難場所等について、継続的に周知を図りました。
防災講座をはじめ、地域等と連携し、防災啓発用チラシを配付
するなど、引き続き意識啓発活動を行いました。

想定最大規模での見直しが行われている浸水想定区域につい
て、県管理河川の公表が遅れたため、山口市防災ガイドブック
の更新を令和元年度に繰り越しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の防災意識が向上し、地域の危険箇所や避難場所等を認識
することで、災害発生時に迅速かつ適切な行動が取れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

防災啓発用チラシ等作成、配布（講座、行事等）

防災マップ、防災の手引き配布数

緊急時の避難場所を知っている市民の割合

区分 指標名称

①

単位

枚

部

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,365

0

63.4

1,841

0

58.4

4,123

0

64.2

事業費

国支出金

千円

165 347 549

165 347 549

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

防災意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

防災講座の開催回数や参加者数は好調に推移し、成果の向上につながっていま
す。また、平成30年7月豪雨や大阪北部・北海道胆振東部地震など、実際に災害
が発生したことが防災を意識するきっかけになっているものと思われます。
今後、更新を予定している山口市防災ガイドブック等を活用し、引き続き啓発に
努めてまいります。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地域住民

基本事業がめざす姿

災害時に地域住民がともに行動して、適切に対応できる体制が整っています。

基本事業の成果状況と評価

自主防災組織率

【防災危機管理課】

評

価

平成30年度は新たに5組織が結成され、平成29年度と比較して組
織率は0.4ポイント増加しました。
引き続き、自主防災組織の育成・支援に努め、防災講座や研修
を通じて地域防災力の向上を図ってまいります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 52.7 53.1 61.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

防災訓練参加者率

【防災危機管理課】

平成29年度と比較して1.1ポイント減少しました。
訓練そのものは地域や事業所で数多く開催されていますが、成
果の向上につながりにくい現状がうかがえます。
効果的な訓練のノウハウについて研究し、周知を図ってまいり
ます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 31.7 31.7 30.6 40.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

5,718

基本事業　03-01-02 地域防災力の向上

指
標
①

指
標
②

46.8

354



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

自主防災組織助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度総務部
防災危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内の単位自治会

手段（30年度の取り組み）

自主防災組織育成のため、補助金を交付しました。
・防災資機材整備補助（単位自主防災組織）
　（携帯拡声器、発電機、懐中電灯などの資機材購入費補助）
　各団体１回限り　補助率2/3
　限度額：世帯数により20万円または30万円
・地域防災活動補助（地域・単位自主防災組織）
　（訓練、研修などに要する活動費補助）
　各団体年１回　補助率2/3
　限度額：地域自主防災組織　5万円
　　　　　単位自主防災組織　世帯数により3万円または5万円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

災害時等において、地域内における連携により、避難等の行動
が地域でまとまって取れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金交付件数

自主防災組織率（市要綱による認定自主防災組織に加入
している世帯の割合）

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

48

46.8

34

52.7

39

53.1

事業費

国支出金

千円

2,874 1,337 1,844

2,874 1,337 1,844

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

地域防災力の向上基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

自主防災組織の組織率は、前年度に比べ０．４ポイント増加しており、成果は堅
実に現れています。地域交流センターを中心とした地域防災活動への取組や、単
位自治会からの自主防災組織結成の問い合わせも増加傾向にあることから、今後
も成果向上が見込まれます。

自主防災組織の認定団体数は、増加傾向にあるものの、自主防災組織率はようや
く５０％台に達したところです。
現時点において、補助金の補助率、限度額の変更（減）については、困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域防災活動促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度総務部防災危機管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

単位自治会（自主防災組織）、市内21地域

手段（30年度の取り組み）

●自主防災組織の育成及び活動支援、リーダー養成講座を実施
しました。（研修会、DIG（災害図上訓練）等）
●防災士会への委託による防災講座を実施しました。
●自主防災会だよりを発行しました。
●21地域単位での防災活動（啓発、訓練等）を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域における自主防災組織や防災リーダーを育成し、また地域
（市内21地域）単位での防災活動の促進を図ることで、地域防
災力が向上し、災害に強いまちになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

研修等の開催回数

研修等の参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

24

1,365

52

1,841

76

4,123

事業費

国支出金

千円

3,545 3,458 3,874

3,545 3,458 3,874

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

地域防災力の向上基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　防災危機管理課2,919千円、小郡総合支所250千円、秋穂総合支所99千円、
阿知須総合支所249千円、徳地総合支所200千円、阿東総合支所157千円　

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

防災講座の開催回数・参加者数はともに好調に推移しています。各地域では、特
性に応じた様々な活動が行われており、地域防災力の向上につながっています。
また、自主防災組織の組織率については、前年度を0.4ポイント上回ったもの
の、組織率はようやく50％台に達したところであり、成果向上の余地は大です。

自主防災組織や防災リーダーの育成を図るため、専門知識・経験を有している防
災士会への委託による事業実施が効果的であると考えており、コスト削減は困難
です。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

準用、普通河川（危険）
公共下水道整備区域
ため池

基本事業がめざす姿

集中豪雨による浸水被害が軽減されます。

基本事業の成果状況と評価

河川整備率

【道路河川建設課】

評

価

　平成30年度の河川整備率は62.3%で、対前年比1.5ポイント増
加しています。自然災害防止事業(中川、平野川)については、
計画に沿って整備を進めています。大塚川、仁保地川について
は事業用地の確保に向け、協議しました。
　今後も越流対策を含めた浸水対策として河川改修を進めてい
くことで成果向上を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 60.8 62.3 66.1

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

浸水対策重点実施地区数

【下水道整備課】

平成３０年度は、大内地区においてゲート整備を行い一部施設
について完成するとともに、小郡地区においては、長通り雨水
幹線の整備を行っています。
整備完了地区は、前年度（基準値）と同じですが、事業は順調
に進捗しており、今後も計画的な施設整備を行います。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

地区 3 3 3 6

(横ばい)

(低)

評

価

ため池整備率

【農林整備課】

　ため池整備率は14.3％で、平成29年度と比較して1.5ポイント
増加しています。これは、県営事業の鋳銭司新堤の改修が終了
したことや単市土地改良補助事業により3件のため池の切開工事
に対する支援を行ったことによるものです。今後は4月29日に公
布された「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」の主旨
に基づき、更に防災工事の緊急対策を進めていく必要がありま
す。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 12.8 12.8 14.3 25.2

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

671,073

基本事業　03-01-03 浸水対策の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

57.8
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

準用河川維持補修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部道路河川管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

準用河川
地域住民

手段（30年度の取り組み）

準用河川の維持及び補修を行いました。
意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

準用河川の適正な管理ができます。
地域住民の安全確保ができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補修等件数

準用河川の延べ補修件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

58

311

46

357

62

419

事業費

国支出金

千円

65,194 62,449 70,767

70,542 67,495 76,389

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川総務費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

786 379 789

4,562 4,667 4,833

財源内訳

（歳入歳出決算書 263ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　道路河川管理課54,776千円、小郡総合支所8,720千円、秋穂総合支所1,188千円、
阿知須総合支所7千円、徳地総合支所6,260千円、阿東総合支所5,438千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

準用河川の河道の確保のため、河川の浚渫を重点的に行うことにより、災害リス
クの低減となっていることから成果は向上していると考えます。今後も地域や国
・県との連携を図り適切な河川の維持管理を行っていきます。

河川管理者が準用河川の維持管理をするための事業です。

まち・
ひと・しごと ●

359



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市基盤河川油川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 令和 09 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
油川氾濫で被害を受ける地区住民、農地、宅地

手段（30年度の取り組み）

油川において治水性を高める河川改修を年次的に行います。
椹野川合流部から国道９号までの総延長1,200ｍの河川整備を行
います。

河川改修計画　
　平成２９年度　　橋梁下部・護岸工・詳細設計
　平成３０年度　　橋梁上部・護岸工・補償工事・再評価業務
　　　　　　　　　委託
　令和元年度　　　護岸工・補償工事
　令和２年度　　　護岸工
　　　　　　　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長

油川の危険河川改修率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

31

20

35

7

35

事業費

国支出金

千円

5,807 4,875 4,933

119,973 67,197 73,435

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

39,333 21,511 23,601

39,333 21,511 23,601

35,500 19,300 21,300財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

整備は進捗しており、成果は上がっていると考えます。
今後も計画的な整備を行うことで、成果の向上が十分に見込めます。
整備延長については、折本橋下部工前面の護岸が完成したため計上しています。

地元及び隣接者との協議により、通常の護岸勾配に変更し、必要な用地幅に狭め
た計画としており現状手段が適切です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中川河川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 令和 06 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
河川氾濫で被害を受ける地区住民、宅地、農地

手段（30年度の取り組み）

中川において未整備の河川護岸を年次的に整備します。
河川護岸改修Ｌ＝１，１９０ｍ
右岸　１，１９０ｍ
左岸　　　９４０ｍ

平成２３年度～令和６年度　改修計画延長Ｌ＝１，１９０ｍ

Ｌ＝８０～１００ｍ/年

平成３０年度は、右岸Ｌ＝１３５ｍを施工しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長

中川の危険河川改修率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

198

58

192

67

135

73

事業費

国支出金

千円

800 76 33

24,000 74,476 54,333

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

23,200 74,400 54,300財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項  

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

護岸整備が完成した区間については、治水安全度が向上したことから、成果は上
がっていると考えます。
今後も計画的な整備を行うことで、成果の向上が十分に見込めます。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、平成28年度よりコストを削減する新たな工法で
行っています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大塚川河川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 令和 04 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
河川氾濫で被害を受ける地区住民、宅地、農地

手段（30年度の取り組み）

平成２７年度施工箇所から上流の用地確保が困難な状況です。
地元自治会に事業休止協議を行いましたが、市道御堀平井線の
道路排水も含めた越流被害軽減対策を求められています。この
ため、河川改修計画区間と神岡橋上流拡幅部を含めたＬ＝２６
０ｍ区間の改修検討を行いまして、継続して用地確保に努めま
す。

河川改修計画
平成２４年度～　工事・測量設計

平成３０年度は地元地権者と協議を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長（二期工事）

大塚川の危険河川改修率（二期工事）

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

事業費

国支出金

千円

573

16,273 5,300

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

15,700 5,300財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後も地元協議を行い、整備を進めていくことにより、整備区間の治水安全度の
向上が見込めますが、用地取得が困難となっていることから今後は越流対策を含
めた検討が必要です。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行うことから、現時点においてコストを削減する新たな方法はありま
せん。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

その他河川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
河川氾濫で被害を受ける地区住民、宅地、農地

手段（30年度の取り組み）

河川護岸改修
準用河川及び普通河川で、緊急的な整備が必要な箇所について
山口市地域防災計画に位置づけて改修を行います。

平成３０年度　新規箇所（なし）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長

危険河川改修率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

-

0

-

0

-

事業費

国支出金

千円

222

8,122

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,900財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

未整備河川について護岸整備をすることにより、治水安全度が向上することか
ら、成果が向上する余地は大きいと考えます。
平成30年度においては事業地区がなく、成果状況については維持・横ばいです。

詳細設計時や工事発注の積算時には、工事コストに関し、工法・構造等の比較検
討を十分行います。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

仁保地川河川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 令和 07 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
河川氾濫で被害を受ける地区住民、宅地、農地

手段（30年度の取り組み）

仁保地川において、２級河川椹野川との合流部から上流に向け
、総延長Ｌ＝１，３３０ｍ区間について、環境に配慮した両護
岸の整備を年次的に行う計画でしたが、県道上流の用地確保が
困難となっております。事業休止協議を行いましたが、越流被
害対策としての部分改修を要望されています。このため、今後
は地元と協議しながら改修箇所の検討を進める予定です。

平成２９年度　県道既設ＢＯＸ取付　Ｌ＝１０ｍ

平成３０年度は部分改修検討のため地元関係者と協議しまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長

仁保地川河川改修率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

60

11

10

12

-

12

事業費

国支出金

千円

80

40,700 10,400 80

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

40,700 10,400財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

護岸整備が完成した区間については、治水安全度が向上したことから、成果は上
がっています。
今後も未整備区間について護岸整備をすることにより治水安全度が向上すること
から、成果が向上する余地は大きいと考えます。
ただし、上流の用地取得が困難となっていることから、29年度以降はこれまでと
同様な整備が出来ない状況です。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●

364



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

平野川河川改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 01 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

危険河川
河川氾濫で被害を受ける地区住民、宅地、農地

手段（30年度の取り組み）

平野川においては、昭和５０年代に大規模な災害被害を受け、
護岸の大部分を災害復旧による間知石積みで整備されています
。しかしながら、河川が屈曲した箇所で通水断面が確保されて
いない状況であるため、増水時に護岸越流して被害が発生して
います。このため、平成３０年度からＬ＝８０ｍ区間の部分改
修検討整備を行います。

河川改修計画
平成２９年度～　測量設計業務(左岸及び橋梁改良)

平成３０年度は左岸側護岸整備２０ｍと橋梁改修を行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

治水性の高い河川を整備し、被害の軽減を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

河川改修延長

平野川の危険河川改修率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

20

25

事業費

国支出金

千円

18,200

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

18,200財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

予定通り整備は進捗しており、成果は上がっていると考えます。
今後も計画的な整備を行うことで、成果の向上が見込めます。

河川断面が極端に狭くなっていた箇所を拡幅し、流れを良くすることで越流を防
ぐ設計を行っています。今後は既設護岸上にかさ上げコンクリートを設置し、増
水時に備える構造を選択しているため、コストも削減出来ていると考えます。

まち・
ひと・しごと ●

365



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

総合浸水対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度上下水道局
下水道整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

　近年多発している雨水排水施設や河川等の施設能力を超える
ゲリラ豪雨に対して、ハード・ソフトを組み合わせた総合的な
浸水対策を行うことにより、浸水被害の軽減を図りました。
平成３０年度
・雨水貯留施設等の設置（設計）
・取水・排水ゲートの改修（工事・設計）
・雨水排水路改良（工事）
・個人宅地内の雨水貯留タンクや
　　　　　　　雨水浸透ますへの設置補助

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ゲリラ豪雨などに対して浸水被害の軽減を図りました。

活動状況、成果状況、事業費の推移

浸水対策実施施設数（単年）

浸水対策完成施設数（累計）

区分 指標名称

①

単位

箇所

箇所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

21

69

事業費

国支出金

千円

41,537 63,937 28,049

478,237 615,137 387,649

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

436,700 551,200 359,600財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

山口市総合浸水対策計画における湯田、大内、大歳の重点整備区域において、各
地域の地形に適した整備をいたしましたが、施工時期の制約により一部の施設の
完成が次年度となることから、成果状況は維持にとどまりました。

山口市総合浸水対策計画に基づき、各地域の地形及び浸水原因を把握し、適正な
施設を設置していることから、現状手段が適正です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公共下水道浸水対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共下水道区域の市民

手段（30年度の取り組み）

重点的に浸水対策を講じる地区（重点整備地区）において、雨
水排水路やポンプ施設などの整備を行います。

平成30年度は次の地区を整備しました。
　大歳矢原地区、小郡下郷地区、吉敷上東地区意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

雨水排水路等の整備を行うことにより、浸水被害の軽減が図ら
れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

浸水対策実施地区数（単年）

浸水対策実施地区数（累計）

区分 指標名称

①

単位

地区

地区

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

3

4

事業費

国支出金

千円

193,438

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

浸水対策の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

193,438

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

重点整備地区において、雨水排水路等の整備が実施され、浸水被害の軽減が図られ
ています。

計画に基づいた施設整備を実施しており、現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

海岸保全区域に関係する市民と土
地及び建物

基本事業がめざす姿

台風等による高潮から市民の生命と財産が守られています。

基本事業の成果状況と評価

高潮時に浸水が想定される戸数

【水産港湾課】

評

価

平成３０年度は、秋穂漁港海岸（大海地区）の離岸堤（16m)を
整備しました。今後も、離岸堤等の海岸施設の早期完成を目指
して計画的に事業を行っていきます。指標（浸水想定戸数）に
ついて、浸水想定区域の防護を行うためには、一定の区域まで
の海岸施設の完成が必須であるため、変更はありません。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

戸 310 310 320

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

海岸保全施設整備率

【水産港湾課】

平成３０年度は、秋穂漁港海岸（大海地区）の離岸堤（16m)を
整備しました。今後も、離岸堤等の海岸施設の早期完成を目指
して計画的に事業を行っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 11.7 14 15.2 64.7

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

146,450

基本事業　03-01-04 海岸高潮対策の充実

指
標
①

指
標
②

320

368



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

海岸保全施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 令和 08 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

漁港海岸(大海地区、秋穂二島地区)の背後に居住する住民

手段（30年度の取り組み）

高潮対策として、海岸保全施設整備工事及び海岸保全施設の長
寿命化計画の策定を進めています。

30年度は、秋穂漁港海岸(大海地区)の離岸堤(L=16m)の整備工事
及び秋穂漁港海岸（大海地区）の長寿命化計画の策定を行いま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

高潮等による被害を防止することにより、住民の安心・安全な
暮らしにつなげます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度に整備する護岸、離岸堤の延長

当該年度に整備する水門の数

整備済みの護岸、離岸堤の延長

整備済みの水門の数

区分 指標名称

①

単位

ｍ

基

ｍ

基

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

16

0

384

0

事業費

国支出金

千円

5,661 8,158 11,360

129,201 129,628 89,610

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

漁港建設費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

海岸高潮対策の充実基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

63,015 63,336 43,097

21,425 21,534 14,653

39,100 36,600 20,500財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の海岸保全施設整備事業費（補助）86,195,400円と海岸保全施設整備事
業費（単独）3,413,374円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

秋穂地域（大海地区）の既設護岸高の不足や老朽化が著しく、背後地に近接して
民家が密集しており大変危険なことから施設整備を行うことで、背後集落住民の
安全確保が図られ、安心・安全に暮らせます。

護岸の高さを上げれば、コストも安く、離岸堤設置と同様の効果が見込めました
が、住環境の問題もあり、現行の方法となったものです。背後集落住民からの負
担は困難であり、コスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

港湾等管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

港湾施設等の背後に居住する住民

手段（30年度の取り組み）

平成３０年度は、港湾施設等の適切な維持管理及び秋穂港花香
西防波堤保全工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

港湾施設等の機能を維持することにより、住民の安心・安全な
暮らしにつなげます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

点検等により修繕が必要と判断した港湾施設箇所数

当該年度に修繕を行った港湾施設箇所数

区分 指標名称

①

単位

箇所

箇所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

2

3

事業費

国支出金

千円

4,625 3,221 5,376

25,238 11,631 39,514

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

港湾費項 04

港湾管理費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

海岸高潮対策の充実基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,213 2,210 2,241

18,400 6,100 31,800

100 97

財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本事業は、台風襲来時の高潮等から港湾施設等により市民の生命と財産を守るこ
とを目的としており、被災が無いことで成果がでており、現在の手段は有効で
す。

背後住民からの負担金徴収は困難であり、コスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民、行政

基本事業がめざす姿

災害に対して迅速に対応できる市の設備・体制が整い、市民が安心して避難でき、避難生
活を送ることができます。

基本事業の成果状況と評価

避難所充足率

【防災危機管理課】

評

価

平成29年度と比較して25.9ポイントと大幅に上昇しました。
これまで体育館のみを避難所に指定していた市立小中学校につ
きまして、新たに校舎部分を指定したことにより目標値を超え
ることとなりました。今後は、各避難所において適切かつ円滑
な運営が行われるよう、体制整備等を進めてまいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 40.1 66.0 45.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

情報伝達手段数（防災行政無線、広報車等）

【防災危機管理課】

平成29年度にツイッターを加え、平成30年度は6種の手段で防災
情報を伝達しました。
引き続き、迅速かつ多様な情報伝達体制の充実を図ってまいり
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 5 6 6 6

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

91,313

基本事業　03-01-05 初動・復旧体制の充実

指
標
①

指
標
②

38.7

372



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

防災施設等維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部防災危機管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

防災施設・設備
市民（職員含む）

手段（30年度の取り組み）

防災行政無線、サイレンを適正に維持・保守管理し、老朽化に
伴う設備更新等に取り組みました。
・防災行政無線の維持管理
　同報系（市内全域6）
　移動系（山口83局、小郡11局、秋穂9局、阿知須9局
　　　　　徳地19局、阿東19局）
・モーターサイレンの維持管理
　山口16、小郡5、秋穂2、阿知須2、阿東8
モーターサイレンについて、平成30年度は、秋穂大海（大海総
合センター）の設備を更新しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

災害時の防災活動に支障をきたさないように、適正に維持・保
守管理をします。
防災情報を確実に伝達することにより、早期の自主避難など迅
速かつ適切な行動をとることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

防災施設・設備の修繕・点検回数

サイレンの設置（更新）数

防災施設・設備の異常（故障）の発生件数

区分 指標名称

①

単位

回

基

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

32

3

15

37

1

19

30

1

13

事業費

国支出金

千円

48,728 55,820 60,691

64,299 63,873 72,710

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

初動・復旧体制の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,400 1,200 5,000

7,171 6,853 7,019

財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　防災危機管理課60,418千円、小郡総合支所893千円、秋穂総合支所2,140千円、
阿知須総合支所473千円、徳地総合支所2,864千円、阿東総合支所5,922千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設・設備の老朽化が原因による故障が発生していることから、計画的に更新を
行っていきます。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

デジタル防災行政無線等整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 令和 03 年度総務部
防災危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、関係機関、施設、来訪者

手段（30年度の取り組み）

デジタル防災行政無線を整備します。
〔第３次整備〕
　同報系無線整備（周波数統一及びデジタル化）
　　基本設計業務仕様書の検討に期間を要したため、契約期間
　の変更契約を行い、令和元年度に繰り越しました。
　　令和元年度　基本設計・実施設計
　　令和2～3年度　工事
　　令和4年度　運用開始

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民や来訪者が迅速に災害に関する情報を得られています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

デジタル防災行政無線等の屋外拡声子局設置数（当該年
度分）

同報系無線整備率（地域）

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

100

0

100

0

100

事業費

国支出金

千円

4,372

4,372

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

初動・復旧体制の充実基本事業 05

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

基本設計業務に係る事業費を繰り越し、平成31年度に基本設計から実施設計まで
を完了することとしています。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

防災情報配信事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度総務部
防災危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

全市民（職員含む）

手段（30年度の取り組み）

市民へ迅速に防災情報を伝達するため、１つのシステムへの入
力で複数の伝達手段への配信が可能な仕組みを構築していま
す。また、全国瞬時警報システム（Jアラート）と連携し、国民
保護情報や津波警報等を自動配信します。

全国瞬時警報システム（Jアラート）受信機の更新を行い、情報
処理時間の大幅な短縮を図りました。

Jアラート全国一斉訓令において、緊急速報メールを除く伝達手
段の配信訓練を行い、動作確認を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

防災情報をメール等により迅速に伝えることにより、適切な避
難行動、防災活動等につながります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

防災メール等についての啓発回数（研修等の開催回数、
市報掲載回数）

防災メール登録件数

防災メールに登録している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

回

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

26

7,719

3.9

49

9,542

4.9

48

10,703

5.5

事業費

国支出金

千円

2,787 3,597 3,569

2,787 3,597 9,569

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

初動・復旧体制の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,000財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

防災メールの登録件数は、順調に向上しています。
市の人口に対する登録者の割合は依然低いため、成果向上の余地は大であり、登
録者の増加に向けて啓発をしていく必要があります。

防災メール・防災情報サイト（市ウェブサイト・携帯電話）は、防災情報伝達手
段としては、大変有効であり、今後発生する費用は、運用費のみとなるため、コ
スト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●

375



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

避難者対策推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度総務部
防災危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

避難者、避難所、備蓄品

手段（30年度の取り組み）

避難所の体制等の充実に取り組みました。

・備蓄品の充実、適正管理
・本市が被災した時の備蓄品の確保（購入）
　（被災自治体への救援物資としても活用）
・備蓄品の有効活用
・避難所の増加
・避難所看板の更新

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

避難者が避難所で安心して過ごすことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

看板設置数（総数）

備蓄品購入額

避難所充足率

区分 指標名称

①

単位

箇所

千円

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

144

656

38.7

146

649

40.1

148

431

66.0

事業費

国支出金

千円

751 706 1,926

751 706 1,926

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

災害対策費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

初動・復旧体制の充実基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 285ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

これまで体育館のみを避難所に指定していた市立小中学校について、あらたに校
舎部分を指定したことにより、避難所充足率は大幅に向上しました。今後はそれ
ぞれの避難所が円滑に運営されるよう、避難所運営マニュアルの整備などを進め
てまいります。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

行政

基本事業がめざす姿

自然災害以外の緊急事態等に対応する体制が整っています。

基本事業の成果状況と評価

危機管理の内部体制が整っていると思う職員割合

【防災危機管理課】

評

価

平成29年度と比較して3.4ポイント上昇しました。
危機管理基本マニュアルの周知が図られているものと考えられ
ます。今後とも、研修等を通じて危機管理意識の向上を図って
まいります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 81.9 85.3 90.0

(向上)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-01-06 危機管理体制の充実

指
標
① 86.9
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-01 防災対策の充実

基本事業　03-01-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

155,160

380



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

がけ崩れ災害緊急対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

がけ崩れの危険性が高い地区
近隣地区住民

手段（30年度の取り組み）

小集落の地域でがけ崩れ災害が発生した箇所について、被害拡
大防止のため、県の採択を受け対策工事を実施します。

平成２９年度　新規地区(なし)
平成３０年度　新規地区(なし)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地区住民の安全・安心を確保します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

対策工事施工箇所数

がけ崩れ対策工事実施率

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

0

0

0

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は事業実施地区が無かったため、成果状況は維持・横ばいです。
今後も計画的に対策工事を実施することにより、安全・安心な土地利用が図られ
ることから、成果の向上が見込めます。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●

381



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小規模急傾斜地崩壊対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

急傾斜地崩壊の危険性が高い地区
近隣地区住民

手段（30年度の取り組み）

山口市地域防災計画に掲載されている急傾斜地崩壊のおそれの
ある地区(土砂災害警戒区域等の指定箇所)について、県の採択
を受け対策工事を実施します。
県事業の採択基準に適合しない地区(がけ高さ５ｍ以上、保全対
象人家５戸以上)が対象となります。

平成３０年度　名田島：島下地区の対策工事(完了)
令和　元年度　新規地区(阿知須：恵比須地区の測量設計業務)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地区住民の安全・安心を確保します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事施工箇所数

工事施工箇所内の保全対象人家数

整備済箇所内の保全対象人家数（保全済人家数）

区分 指標名称

①

単位

箇所

戸

戸

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

8

6

1

8

7

1

8

8

事業費

国支出金

千円

4 4 46

25,004 24,104 9,446

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

河川費項 03

河川改良費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

12,500 12,000 4,400

12,500 12,100 5,000財源内訳

（歳入歳出決算書 265ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、名田島島下地区の対策工事を行い完了しました。
令和元年度は、阿知須恵比須地区の測量設計業務予定です。
今後も計画的に整備を行うことで、整備区間の災害安全度の向上が十分見込めま
す。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

土木災害復旧事業（現年）

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

被災した公共土木施設
被災した隣接地区住民

手段（30年度の取り組み）

災害が発生した年度に国の補助を受けて被災した公共土木施設
の復旧工事を行いました。
平成３０年度：復旧完了３箇所、次年度も継続して復旧４箇所

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

被災した隣接地区住民の安全・安心が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

復旧箇所

災害復旧率

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16

100

3

100

3

85

事業費

国支出金

千円

19,796 12,610 8,999

111,868 52,939 81,338

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

災害復旧費款 11

土木施設災害復旧費項 02

現年発生土木施設災害復旧費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

防災対策の充実施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

61,472 27,129 49,239

30,600 13,200 23,100財源内訳

（歳入歳出決算書 313ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

復旧が完了しており、成果が上がっています。(７件中３件が年度内完了)
今後は、復旧工事が完了したことにより安心・安全な土地利用が図られることか
ら、向上が十分見込めます。

災害復旧に関しては、低コストで短期間で復旧可能な工法を選定しているので、
新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-02 消防・救急体制の充実

基本事業　03-02-01 救急・救助高度化の推進

基本事業　03-02-02 消防体制の充実

基本事業　03-02-03 火災予防の推進

基本事業　03-02-99 施策の総合推進

　近年、全国各地で地震や大雨等の大規模災害が頻発し、本市においても同様に大規模災害の発生が懸念されて
いることから、災害に強い都市基盤の整備や更なる災害対応力の向上に向け、地域防災を担う消防団の機能強化
や人命救助の迅速化を図る必要があります。
　救急体制については、高齢化の進展等により救急出場件数の増加が見込まれます。
　また、市街地の中で鴻南エリアについては、消防車や救急車の到着時間が市内平均を大きく上回っていること
から、消防・救急体制の強化を図る必要があります。
　火災発生件数については、全国的に減少傾向にある一方で、住宅火災による犠牲者における高齢者の割合は高
くなっている状況等にあることから、住宅用火災警報器の設置や適切な維持管理を促進するとともに、地域と連
携した防火対策等の火災予防の推進を図る必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.19 3.19

3.62 3.67

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-02 消防・救急体制の充実

施策のプロフィール

施策の対象

救護を必要とする市民
行政
市民・事業所

施策がめざす姿

消防・救急体制が充実し、地域との連携で、総合的な防災力が高まっています。

施策の成果状況と評価

消防・救急体制が整っていると思う市民の割合

【消防総務課】

評

価

　平成30年度の消防・救急体制が整っていると思う市民の割合
は61.4％で、前年度と比較して5.7ポイント低下しています。
　この低下は、6月から7月にかけて発生した「平成30年7月豪
雨」をはじめ、全国各地で大規模災害が頻発し、市民の災害に
対する不安が高まったことが影響したと考えられます。
　今後も消防出張所の整備や消防団機能の強化など、災害に強
い都市基盤の整備を進めることにより、成果向上を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 67.1 67.1 61.4 74.0

(低下)

目　標
達成度

(低)

施策のコスト（千円）

H30

638,705

指
標
①
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-02 消防・救急体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

救護を必要とする市民

基本事業がめざす姿

高度な救命処置や早い手当を受け、命が助かったり、病気やけがの程度が軽く済んでいま
す。

基本事業の成果状況と評価

心肺停止患者の救命率（１か月後の生存率）

【救急救助課】

評

価

  平成30年度の救命率は18.2％で､前年度と比較して5.4ポイン
ト向上しています｡これは､算定方法の変更による影響が主な要
因ですが、今後も適切な応急手当が実施されるよう応急手当の
普及啓発に努めるとともに､積極的なドクターカー運用や救急救
命士の知識･技能の向上を図るなど､引き続き救命率の向上に取
り組みます｡

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 12.8 18.2 17.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

救命講習の受講者数

【救急救助課】

  平成30年度の実績値は84,622人で､前年度と比較して7,513人
増加しています｡これは､応急手当の重要性や必要性に対する理
解が進む中、救命入門45分コースを新たに導入し、受講しや
すくなったことが成果向上に繋がったと考えられます。
　今後も応急手当の知識･技能の定着に繋がるよう普及啓発に努
め､応急手当ができる市民の育成や救命率の向上を図ります｡

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 56,000 77,109 84,622 91,000

(向上)

(高)

評

価

救急ステーション認定事業所数

【救急救助課】

  平成30年度の実績値は56件で､前年度と比較して4件増加して
います｡
  今後も救急事案が発生した場合に､傷病者の救命や予後改善に
繋げるため､迅速な通報や適切な応急手当､救急隊への支援･協力
ができる救急ステーション認定事業所の増加を図ります｡

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 50 52 56 75

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

71,721

基本事業　03-02-01 救急・救助高度化の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

13.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

救急車医師同乗システム推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度消防本部
救急救助課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

重症傷病者
医療機関に配備した救急救命士

手段（30年度の取り組み）

●医療機関に高規格救急自動車及び救急救命士を配備し、重症
　傷病者の発生に伴う救急要請に医師同乗で出場し、ドクター 
 カーとしての運用を行いました。
●医療機関において、待機中に救急救命士の再教育研修を実施
　しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

重症傷病者に対して、救急車に同乗した医師の迅速な医療処置
を行うことにより､救命率向上や予後改善が図れます。
病院待機中の救急救命士に再教育研修を行うことにより、救急
救命処置の知識と技術の向上が図れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

医師同乗出場件数

救急救命士再教育者数

病院到着前における医師の処置件数

署所に勤務する救急救命士の再教育修了者割合

区分 指標名称

①

単位

件

人

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

152

52

79

100

177

53

120

100

215

56

127

100

事業費

国支出金

千円

1,818 1,838 2,278

1,818 1,838 2,278

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

救急・救助高度化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

重症傷病者等に対する医師の出場件数は増加傾向にあります。医師が救急車に同
乗することで迅速な医療の提供が可能となり重症傷病者の救命や予後改善に繋が
ることから､今後も救急車医師同乗システムの維持に努めます。

救急車に同乗する医師に対する業務委託料が主な経費であり、コスト削減の余地
はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

救急業務推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
救急救助課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

救急車を必要とする市民
消防職員 

手段（30年度の取り組み）

●救急活動に必要な資器材等の点検整備を行い、常に良好な状 
 態を維持しました。
●救急隊員の知識・技能を維持･向上するため、訓練用資器材  
 の整備を行い訓練環境を整えました。
●救命講習受講者の増加に対応するため、必要な物品を充実さ 
 せました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

救急資器材の充実と訓練環境を整えることにより､救急隊員が
救急業務の高度化に対応することができます｡
職員の技能向上を図ることにより、救急活動等を安全確実に遂
行することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度における救急隊員養成数

救命講習受講者数

救急隊員の資格を有する職員の総数

心肺停止傷病者に対する市民による応急手当割合

区分 指標名称

①

単位

人

人

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

6,298

214

57.3

2

6,202

215

56.8

4

7,513

218

60.9

事業費

国支出金

千円

11,986 14,012 11,901

11,986 14,012 11,901

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

救急・救助高度化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

救急教育訓練や救急救命士の処置拡大に伴い、救急資器材の整備を行うことで､
高度な救急技能の維持・向上に努めています。
今後も救命率向上のため市民への応急手当普及啓発を進めるとともに､救急資器
材の適切な維持管理を行い円滑な救急業務の遂行を図ります｡

増大する救急需要に適切に対応するため、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

救急救命士等養成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
救急救助課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

救急救命士養成予定者
気管挿管の未認定救急救命士

手段（30年度の取り組み）

●救急救命士を計画的に養成しました｡
●気管挿管の未認定救急救命士に認定のための実習を行うとと 
 もに、気管挿管再教育対象者に必要な実習を行いました。
●救急教育体制強化のため、救急業務に携わる職員を教育する 
 役目を担う指導救命士を計画的に養成しました。

【救急救命士養成数】　平成30年度：2名　
【気管挿管実習者数】　平成30年度：3名　
【指導救命士養成数】　平成30年度：1名　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

救急救命士の養成や各種資格取得を計画的に進めることで、救
急体制の高度化が図れます｡

活動状況、成果状況、事業費の推移

救急救命士養成研修派遣人数

気管挿管資格取得研修派遣人数

救急救命士充足率

気管挿管資格認定取得率

区分 指標名称

①

単位

人

人

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

-

94.5

-

2

-

96.4

-

2

3

93.3

62.5

事業費

国支出金

千円

6,156 5,309 5,451

6,156 5,309 5,451

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

救急・救助高度化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度の救急救命士の養成及び各種資格取得については、計画どおりに実施
できました｡今後も救急救命士の養成及び各種資格取得を計画的に行い、救急体
制の高度化を図ります｡

削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

救助業務推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度消防本部
救急救助課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

救助用資機材 
消防署所

手段（30年度の取り組み）

●更新計画に基づき救助資機材を更新しました｡
●重機をレンタルし､大規模災害への重機投入及び土砂排除等
  を想定した訓練を行いました｡

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

劣化等による破損を防止して救助資機材を良好な状態に保つこ
とにより、安全な救助活動が実施できます。
大規模災害を想定した訓練を行うことにより、大規模災害時の
対応能力向上が図れます｡

活動状況、成果状況、事業費の推移

救助出場件数(1月～12月)

資機材の更新数

資機材の更新率

区分 指標名称

①

単位

件

台

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

93

0

100

75

2

100

67

2

100

事業費

国支出金

千円

4,690 6,985 6,418

4,690 7,935 6,418

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

救急・救助高度化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

950

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

資機材更新計画に基づいた適正な更新配備や､救助活動を行うために必要な消耗
品の調達､破損した資機材の修理を適正に行うことで､迅速かつ安全な救助活動に
繋がっています｡
レンタル重機を活用し訓練を効率的に実施することにより､大規模災害や土砂災
害への対応能力向上が見込まれます｡

救助資機材の更新や救助用消耗品の維持管理は､安全で確実な救助活動に必要で
削減余地はありません｡

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

高規格救急自動車整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
救急救助課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
高規格救急自動車

手段（30年度の取り組み）

●増大する救急需要に適切に対応するため、中央消防署に高規 
 格救急自動車を１台新規導入しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

高規格救急自動車の計画的な更新・配備により、高度な救命処
置を提供することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

高規格救急自動車更新・配備台数

更新計画に対する実施率

区分 指標名称

①

単位

台

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

100

1

100

1

100

事業費

国支出金

千円

5,810 27,474 6,152

35,804 36,074 39,670

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

消防施設費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

救急・救助高度化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,394 4,318

25,600 8,600 29,200財源内訳

（歳入歳出決算書 283ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

増大する救急需要に適切に対応するため､高規格救急自動車を1台新規購入したこ
とにより､成果は向上しました。今後も高規格救急自動車を計画的に更新･配備す
ることにより､超高齢社会の進展により増加が懸念される救急事案に迅速･的確に
対応し､高度な救命処置を提供していきます｡

適切な救急サービスを提供するために必要な仕様であり､削減余地はありません｡

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-02 消防・救急体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

行政、市民

基本事業がめざす姿

火災や災害時に、より早く消防活動が行われ、被害が最小限に食い止められています。

基本事業の成果状況と評価

火災・救急現場への平均到着時間

【通信指令課】

評

価

　平成30年度の実績値は8.3分で､前年度と比較して0.2分低下し
ました。これは、救急出場件数の増加と出場から到着までの走
行時間の延伸による影響と考えられます。
　今後も､救急需要の増加が見込まれる中､緊急度・重症度の判
定を迅速に行うなど、効率的な聴取に努め､出場部隊に円滑な指
令を行うことで現場到着時間の短縮を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

分 8.1 8.3 7.9

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

消防団員の充足率

【警防課】

　平成30年度の実績値は92.7％で、前年度と比較して0.5ポイン
ト向上しました。これは、学生消防団員が多く入団したことに
よるものです。一方で、分団の人員は僅かに減少していること
から、将来にわたり安定した地域防災力を発揮することを目的
に、引き続き消防団員の入団促進策を推進していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 92.2 92.2 92.7 94.2

(横ばい)

(低)

評

価

建物火災の延焼阻止率

【警防課】

　平成30年度の実績値は88.5％で、前年度と比較して1.9ポイン
ト低下しました｡これは、別敷地の建物に延焼中の火災を拡大阻
止できなかった件数が1件増加したことによるものです。
　今後も､延焼阻止率の向上のために､出場から放水開始までの
時間短縮や効果的･効率的な消火活動に努め､消防体制の強化を
図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 89.6 90.4 88.5 93.4

(低下)

(低)

評

価

消防団協力事業所数

【警防課】

　平成30年度の実績値は26件で、前年度と比較して１事業所が
減少しました。登録事業所数が伸び悩む要因として、消防団員
数が横這いとなっていることが挙げられます。今後において、
この消防団協力事業所制度は社員数に応じて一定数の消防団員
が所属することが条件となっていることから、事業所に勤務す
る消防団員の定年退職や高齢化による退団によって認定基準を
満たせない事業所の増加が懸念されます。こうしたことから、
本制度を広く市民や企業に周知するとともに、消防団活動の魅
力を高め、入団促進策を推進し登録事業所の増加を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 24 27 26 37

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

521,309

基本事業　03-02-02 消防体制の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

8.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

通信施設等維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
通信指令課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

通信指令施設及び無線施設

手段（30年度の取り組み）

●通信指令施設及び無線施設（局）の維持管理を行いました。

・通信指令施設の保守　年次点検(１回/年)(業者委託)
　　　　　　　　　　　毎日点検(自主)
・無線基地局の保守　　年次点検(１回/年)(業者委託)
　　　　　　　　　　　毎日点検(自主)
・消防無線機の保守　　年次点検(１回/年)(業者委託)
　　　　　　　　　　　毎日点検(自主)
・多重無線機の保守　　年次点検(１回/年)(業者委託)
　　　　　　　　　　　毎日点検(自主)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

通信指令施設及び無線施設を適正に維持管理することで、安定
した指令管制業務を行うことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

保守点検回数

修繕件数

通信機器のトラブル件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

372

13

13

372

12

12

369

12

12

事業費

国支出金

千円

54,910 56,272 78,557

56,248 57,690 79,846

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,338 1,418 1,289

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

定期的な保守・点検及び部品交換により、不具合件数に大きな増減はなく成果状
況は横ばいです。
施設･設備の老朽化は進んでいますが､今後も定期的な保守・点検及び部品交換を
行うことや､不具合発生時には迅速な修繕対応を実施することで､安定的な指令管
制業務を行っていきます｡

特にありません｡

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

消防団管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部警防課、秋穂総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、
阿東総合支所土木課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新入団員、消防団員 

手段（30年度の取り組み）

●消防団員が火災、地震、風水害等の災害活動に従事するため
　に必要となる被服・装備について、規則等に基づく貸与や支
　給を行いました。
●消防団の広報誌を作成するとともに、地域情報誌に消防団員
　募集の広告を掲載しました。
●学生消防団活動認証制度を利用して市内企業へ就職した学生
　への就業奨励金と、その学生団員を採用した市内企業へ雇用
　奨励金を支給する制度においてUJIターン者も対象に加えま
　した。 
　　※1企業につき　30万円、1学生につき　10万円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

活動服を貸与することにより、安全な消防活動を行うことがで
きるとともに、士気を向上させ厳正な規律の中、活動を行うこ
とができます。
消防団員募集について周知を図ることができます。
学生団員の市内定住につなげることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

新入団員、昇任団員への被服等貸与（支給）人数

新入団員、昇任団員への被服等貸与（支給）人数

区分 指標名称

①

単位

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

107

107

108

108

107

107

事業費

国支出金

千円

6,893 6,158 6,774

6,893 6,158 6,774

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

非常備消防費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　消防総務課6,756千円、徳地総合支所18千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

新入団員、昇任団員に対して規則等に基づき被服の貸与を行っています。成果指
標は新入団員数や昇任団員数により変動しますが、消防団活動に必要不可欠であ
り、規則に基づく貸与であるため、成果向上余地は小さいといえます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

消防団員災害等活動事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
警防課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

消防団員

手段（30年度の取り組み）

●災害活動や各種活動に出場した消防団員に費用弁償を支給し
　ました。（災害7,000円、訓練等3,500円）
　消防団員の資質及び技術の向上を図るため、県消防学校に研
　修派遣を行いました。
　・初級幹部科　6人
　・指揮幹部科現場指揮課程　3人
　・指揮幹部科分団指揮課程　3人
　・警防科  1人
　・土砂災害活動対応研修　2人
●女性消防団員のより一層の活性化を図るため、全国女性消防
　団員活性化大会へ参加しました。　 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

出場に対する費用弁償の支払いを受けることができます。
県消防学校に入校し、専門的な教育を受けることにより、知識
や技術の向上を図ることができます。
女性消防団員の活動を活性化することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

消防学校入校者数

訓練回数

災害出動に伴う費用弁償延人数

訓練出動等に伴う費用弁償延人数

区分 指標名称

①

単位

人

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

1,456

480

12,107

14

1,413

330

12,216

15

1,767

1,351

13,240

事業費

国支出金

千円

46,733 45,790 57,686

46,733 45,790 57,686

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

非常備消防費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

災害や訓練に対する費用弁償を条例等に基づき支給しています。
訓練参加率を向上させる取組などを行うことにより、成果を向上させることが可
能です。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

395



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

非常備消防施設等維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部警防課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課
 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

消防団員、消防団施設

手段（30年度の取り組み）

●迅速かつ的確な災害対応を行うため、消防団施設の維持管
　理、消防団車両等の車検、点検、整備を行いました。
●消防団の災害活動に必要な資機材、装備など更新配備を行
　いました。
・新装備基準・・・防火衣一式、救命胴衣、編上靴（安全靴）
　　　　　　　　　防塵メガネ
・その他装備・・・ダブルコントロールノズル、ホイッスル

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

装備品の配備により、消防団員はより安全な消防活動を行うこ
とができます。
消防団施設や車両の維持管理により、迅速かつ的確な消防活動
を行うことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

消防施設の不具合件数

車両・資機材の不具合件数

施設等の不具合改善率

区分 指標名称

①

単位

件

件

率

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

4

49

100

事業費

国支出金

千円

35,129 26,391 26,211

35,129 27,904 26,211

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

非常備消防費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,513

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　消防総務課24,839千円、小郡総合支所257千円、秋穂総合支所185千円、阿知須総合支所262千
円、徳地総合支所290千円、阿東総合支所378千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

的確な消防団活動を維持するため適正に施設等の維持管理を行っています。今後
は、配備した装備の適切な維持管理と的確な使用方法を定例訓練や会議の場にお
いて周知徹底を図る取組を行っていきます。

消防団車庫の使用状況を把握し、必要により解体を進めることで、必要経費の見
直し余地があります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

（仮称）鴻南出張所整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 03 年度消防本部
消防総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

鴻南エリア等の市民

手段（30年度の取り組み）

●鴻南地区に消防救急機能を有する消防出張所を新設します。

平成30年度は適地調査を実施しました。
・令和元年度　用地購入、造成設計
・令和 2年度　基本設計、実施設計、造成工事
・令和 3年度  建築工事
・令和 4年度  供用開始

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

（仮称）鴻南出張所の新設により、鴻南エリア等における消防
車・救急車の到着時間を短縮することができ、管轄エリアの市
民が安全安心に暮らすことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

鴻南エリア等への救急車の想定到着時間（分）

区分 指標名称

①

単位

％

分

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

9.15

事業費

国支出金

千円

4,022

4,022

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

消防施設費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 283ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度に実施した適地調査を踏まえ、鴻南エリア等の火災・救急現場への平
均到着時間の短縮に効果の高い場所を候補地として選定できることから、成果は
向上すると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

非常備消防自動車等整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
警防課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

消防団（分団）

手段（30年度の取り組み）

●地域の消防体制を確保するため、消防団車両及び小型動力ポ
　ンプの計画的な更新配備を行いました。
（H30年度）
　・消防ポンプ自動車　2台（湯田分団・徳佐分団）
　・小型動力ポンプ付積載車　1台（柚野分団）
　・救助資機材搬送車　1台（中央統括）
　・消防団防災学習・災害活動車両　1台（団本部）

　※消防団防災学習・災害活動車両は日本消防協会から交付を
　　受けたもの。（登録諸経費のみ負担）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

消防車両や小型動力ポンプを計画的に更新配備することにより
迅速で確実な消防団活動を行うことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

消防車両の更新・配備台数（非常備）

更新計画に対する実施率

区分 指標名称

①

単位

台

率

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

5

100

事業費

国支出金

千円

6,514 5,777 5,690

56,814 51,877 57,190

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

消防施設費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

50,300 46,100 51,500財源内訳

（歳入歳出決算書 283ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

更新計画と現車両の老朽化などの現状から判断し、更新を行うことで、不具合の
発生件数を抑えることができます。
最新の高性能車両を配備することで、活動力の向上に繋がります。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

消防車庫整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
警防課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

消防車庫、消防機庫 

手段（30年度の取り組み）

●安定した消防力を維持し、各種災害に迅速かつ的確に対処す
　るため、消防車庫の建て替えを進めました。
（平成３０年度）
・川西方面隊 佐山分団消防車庫（合築）
・阿東第２方面隊 地福分団消防車庫（造成工事、建築設計）
・川東方面隊　二島分団消防車庫（合築）
・川東方面隊　鋳銭司分団消防車庫（合築）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

消防団活動の拠点となる車庫、機庫を計画的に整備することで
地域防災体制の充実強化と持続的に安心して暮らせる社会の構
築を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

消防車庫等の建て替え件数

建て替えにより消防力が向上した施設数

区分 指標名称

①

単位

件数

施設数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

2

1

1

0

0

事業費

国支出金

千円

3,282 374 500

39,482 30,974 40,700

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

消防施設費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

消防体制の充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

36,200 30,600 40,200財源内訳

（歳入歳出決算書 283ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

水防活動時には交流センター所長の所轄の下で活動を行うことから、合築により
情報伝達等の迅速化が図られ連携強化につながっています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-02 消防・救急体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民・事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所は、火災予防を実行し、被害を最小限に抑制します。

基本事業の成果状況と評価

防火対策をしている市民の割合

【予防課】

評

価

　平成30年度の防火対策をしている市民の役割は17.8％で、前
年度と比較して2.5ポイント向上しました。これは、イベントや
防火講習会、メディアを活用した継続的な啓発活動により、市
民の防火意識が向上したことによるものと考えます。
　今後も引き続き啓発活動を実施し、市民の防火意識の向上を
図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 15.3 17.8 30.0

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

防火管理者の選任率

【予防課】

　平成30年度の実績値は87.9％で、前年度と比較して2.7ポイン
ト向上しました。これは、当本部の査察指針の柱の一つに防火
管理者未選任対象物に対する立入検査強化を入れ込んでいるこ
とや、防火管理講習会の開催回数を平成27年度から増加し資格
取得の機会を拡大していることによるものです。
　今後も引き続き､立入検査､防火管理講習会を実施し、防火管
理者の選任率の向上を図ります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 82.8 85.2 87.9 83.5

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,182

基本事業　03-02-03 火災予防の推進

指
標
①

指
標
②

15.3
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

火災予防普及啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度消防本部
予防課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

●消防ブートキャンプ山口を開催し、ジュニアリーダーを育成
　しました。
●青空天国いこいの広場やＪＡ山口中央ふれあい農業まつりな
　ど、各種イベントで火災予防啓発を実施しました。
●火災予防運動を実施し火災予防啓発を行うとともに、防火作
　品の募集､展示及び表彰式を開催しました。
●各種防火講習を開催しました。
●火災多発に伴う緊急的な対策として､予防啓発活動を実施し　
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

火災予防に対する意識が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

啓発事業実施回数

住宅防火等に関する講習会実施回数

啓発事業への参加者数

住宅防火等に関する講習会への参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

15

19

5,690

504

28

22

6,685

676

21

36

8,096

1,348

事業費

国支出金

千円

2,351 3,636 2,582

2,351 3,673 2,627

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

消防費款 09

消防費項 01

常備消防費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

消防・救急体制の充実施策 02

火災予防の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

37 45

財源内訳

（歳入歳出決算書 281ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

各種イベントによる広報活動は、幅広い市民への啓発が可能であるため有効な手
段と考えます。これまでの取組のほか、新規イベントを検討し、さらに広い層へ
の啓発を図ります。
自治会等における防火講習の依頼が増えています。火災による死者の約70％が高
齢者であることからも、引き続き高齢者を中心とした防火講習会を開催します。
　

コスト削減余地はなく、現状手段が適切です。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-02 消防・救急体制の充実

基本事業　03-02-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

42,493
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業　03-03-01 交通安全意識の向上

基本事業　03-03-02 道路交通環境の整備

基本事業　03-03-03 防犯意識の向上

基本事業　03-03-04 消費生活に関する啓発と情報の提供

基本事業　03-03-99 施策の総合推進

　本市の交通事故（人身事故）発生件数は減少傾向にあるものの、高齢者による交通事故は増加傾向です。今後
の高齢化社会の進行により、高齢者による事故が更に増加することが懸念されます。このことから、市民一人ひ
とりが交通ルールやマナーを守り、交通事故のないまちを実現するため、高齢者を中心に交通安全意識の普及、
啓発に取り組んでいく必要があります。
　また、ハード面からの交通安全対策として、道路交通安全施設の改善要望に基づき、施設整備の取組を進めて
いく必要があります。
　本市の犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、高齢者を狙ったうそ電話詐欺や、インターネットやハガキによ
る架空請求など、犯罪の内容は多様化・複雑化しています。
　市民が犯罪やトラブルに巻き込まれることを防ぐため、防犯意識の啓発や防犯抑制に繋がる環境づくりに取り
組むことが必要です。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.05 3.07

3.71 3.74

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

交通事故や犯罪がなく、市民一人ひとりが安全で安心して暮らしています。

施策の成果状況と評価

交通事故（人身事故）発生件数

【地域生活部　政策管理室】

評

価

　交通事故（人身事故）発生件数は、基準値に比べ、227件減少
しています。これは、交通安全対策協議会を中心に地域や関係
団体、警察等と連携を図りながら、啓発活動に取り組んだ成果
として、市民の交通安全に対する意識が向上した結果を反映し
ているものと考えます。
　しかしながら、交通事故に占める高齢者の割合は増加傾向に
あることから、今後も関係機関と連携しながら、特に高齢者を
対象とした交通安全意識の普及、啓発に取り組んでいく必要が
あります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 695 597 468 550

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

市民の交通マナーは良いと思う市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

　市民の交通マナーは良いと思う市民の割合は、基準値に比べ
て1ポイント増加しています。
　市民一人ひとりが交通マナーの向上を心がけることは、交通
事故のないまちの実現につながることから、今後も交通安全運
動や街頭キャンペーン、交通安全教室等の取組を通して、啓発
や情報提供に努めていきたいと考えています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 71.0 71.0 72.0 75.5

(横ばい)

(低)

評

価

治安がよく、安心して住めると思う市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

　治安がよく、安心して住めると思う市民の割合は、基準値と
同数値になっており、高水準を維持しています。これは、防犯
対策協議会を中心に、地域・防犯ボランティア団体や警察等と
連携を図りながら、各地域で防犯啓発活動に取り組んできた成
果の現れであると考えます。
　しかし近年、消費生活に関するトラブルや高齢者を狙った詐
欺事件などが増加していることから、地域や関係機関等と連携
し、啓発活動や情報提供に努めるとともに、相談しやすい環境
づくりに取り組む必要があります。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 93.7 93.7 93.7 維持

(横ばい)

(高)

評

価

犯罪認知件数

【地域生活部　政策管理室】

　犯罪認知件数は、基準値に比べ82件減少しています。これは
、防犯対策協議会を中心に、地域・防犯ボランティア団体や警
察等と連携を図りながら、各地域で防犯啓発活動に取り組んで
きた成果が現れているものと考えます。
　しかし、高齢者を狙ったうそ電話詐欺の被害やハガキによる
架空請求等の被害も発生していることから、引き続き被害防止
に向けて啓発活動を行う必要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 1,015 927 933 800

(横ばい)

(中)

施策のコスト（千円）

H30

78,177

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

道路利用者
歩行者
市民団体

基本事業がめざす姿

誰もが交通ルールを守り、マナーが向上し、交通違反が抑制されています。

基本事業の成果状況と評価

交通違反件数（安全運転義務違反）

【生活安全課】

評

価

　交通違反件数（安全運転義務違反）は基準値に比べ、230件減
少しており、令和4年度の中間目標値400件以下も達成していま
す。これは、交通安全対策協議会を中心に地域や関係団体、警
察等と連携を図りながら、各地域で交通安全啓発活動に取り組
んできた成果が現れているものと考えます。
　引き続き、運転者等への交通安全啓発を行い、安全運転義務
違反等の交通違反や交通事故の減少に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 296 238 400

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

交通安全教室の参加人数

【生活安全課】

　交通安全教室の参加人数は平成29年度の9,230人より1,342人
増加していますが、基準値に比べ2,091人減少しています。
　交通安全教室は、交通ルールやマナーを習得する絶好の機会
であることから、幼稚園・保育園や小・中学校、例年受講され
ている団体以外にも広くＰＲを行い、受講者の拡大に努めてい
きます。
　さらに、高齢者や子どもが関与する交通事故が多いことから
、高齢者や子どもを中心に対象者に応じた交通安全教室の開催
に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 12,663 9,230 10,572 13,000

(向上)

(低)

評

価

高齢者の死傷者数

【生活安全課】

　高齢者の死傷者数は、基準値に比べ36件減少しており、令和4
年度の中間目標値120件以下も達成しています。
　今後、一層の高齢化の進展が予想される中、交通事故に占め
る高齢者の割合が高くなる傾向にあります。
　今後、様々な機会を通じて高齢者への交通安全啓発を行い、
高齢者の交通事故の減少につなげていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 154 144 118 120

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

23,212

基本事業　03-03-01 交通安全意識の向上

指
標
①

指
標
②

指
標
③

468
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

放置自転車対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部生活安全課、小郡総合支所地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

駅駐輪場利用者

手段（30年度の取り組み）

放置規制区域に指定している山口駅、湯田温泉駅、矢原駅、新
山口駅前駐輪場の整理委託、放置自転車の撤去をしました。
（駐輪場整理）
場所　　　山口・湯田温泉・矢原・新山口駅前駐輪場
作業時間　平日２時間　※山口駅のみプラス１．５時間
（撤去作業）
長期間放置してある自転車について、年２～３回程度、警察と
協力して撤去を行いました。

※新山口駅北口駐輪場整備工事に着手しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

駅前広場等が良好な環境であり、交通の安全及び円滑な通行が
維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

放置自転車撤去回数

放置自転車撤去台数

区分 指標名称

①

単位

回

台

28年度実績 29年度実績 30年度実績

13

508

13

421

12

413

事業費

国支出金

千円

14,566 15,034 7,811

14,566 16,734 17,311

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通安全対策費目 11

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

交通安全意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,700 9,500財源内訳

（歳入歳出決算書 157ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　生活安全課16,628千円、小郡総合支所683千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

放置自転車の撤去活動及び駅前の駐輪場の整備を行うことにより、駐輪場の快適
な利用、駅前の良好な環境が確保されます。

駐輪場の有料化を検討する余地はありますが、市民への負担が増加する他、違法
駐輪の増大や管理体制について課題があり、さらにコストがかかる恐れがありま
す。

まち・
ひと・しごと ●

407



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

交通安全啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

【補助事業】　交通指導員協議会、交通安全協会等への活動費
等の補助を行い、市内全域における各世代への交通指導や啓発
活動を実施しました。
【啓発活動等】　警察や補助団体等との連携のもと、期間を定
めて実施する交通安全運動（春・夏・秋・年末年始の運動期間
中）、街頭キャンペーン、参加・体験型交通安全教室、小・中
学校、幼・保育園、高校、老人クラブ等の交通安全教室、広報
誌・広報車による啓発、交通安全旗の掲揚等を実施しました。
【高齢ドライバー対策】　高齢者安心・安全ネットワークやま
ぐちを通して、60歳以上のドライバーを対象に、交通安全の啓
発、情報提供を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の交通安全意識が高まり、交通ルールが守られ、交通マナ
ーが向上します。
これにより交通事故発生件数が減少し、安全で安心な交通環境
が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

啓発活動等の実施回数

啓発活動等の参加者数

交通事故死傷者数

交通事故死者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

234

14,485

562

4

事業費

国支出金

千円

4,086 543 5,561

4,086 543 5,561

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通安全対策費目 11

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

交通安全意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 157ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　交通事故負傷者数は、６年連続の減少、死者数も平成２２年の阿東町との合併
以降最少となりました。しかしながら、高齢化の進展に伴い交通事故に占める高
齢者の割合が高くなる傾向にあることから、高齢者を対象とした交通安全啓発を
強化していく必要があります。
　また子供から大人まで交通安全意識と交通マナーの向上に向けた各種啓発活動
を引き続き実施していきます。

交通事故を更に減少させていくためには、継続した啓発が必要であり、コストの
削減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

道路利用者

基本事業がめざす姿

危険箇所が減少し、誰もが安心して道路を利用できます。

基本事業の成果状況と評価

道路交通安全施設の改善要望件数に対する交通安全施設の改善（
設置）件数の割合

【道路河川管理課】

評

価

　道路交通安全施設の改善要望件数に対する交通安全施設の改
善（設置）件数の割合は、基準値に比べ3.2ポイントの増加とな
っています。要望件数は平成29年度に比べ増えていますが、実
施率は向上していて、中間目標の95％も超えていることから、
順調に取組みの成果が上がっていると考えられます。今後も、
改善の要望内容をよく精査し、市民のニーズに応えられますよ
うに、引き続き成果の向上に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 93.7 96.1 95.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

36,319

基本事業　03-03-02 道路交通環境の整備

指
標
① 92.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

交通安全施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部道路河川管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

交通安全施設
市道利用者

手段（30年度の取り組み）

交通安全施設の設置要望箇所について、現地調査を行い、設置
の要否を決定し、道路反射鏡、視線誘導標、区画線等の交通安
全施設を整備しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

交通安全施設の十分な整備により、危険箇所が減り、安心して
道路が利用できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

設置件数

交通安全施設延べ設置件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

40

1,090

46

1,136

63

1,199

事業費

国支出金

千円

6,636 10,650 17,653

6,636 10,650 17,653

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

交通安全施設整備事業費目 06

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

道路交通環境の整備基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 261ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　道路河川管理課11,089千円、小郡総合支所551千円、秋穂総合支所167千円、 
阿知須総合支所3,143千円、徳地総合支所1,993千円、阿東総合支所710千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後も地元の要望を通じて危険箇所に対し適切に交通安全施設の整備を進めてい
くことにより、危険箇所の減少が期待できます。

常に工法等を精査する中で事業を実施しており、現時点でコストを削減する余地
はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

地域は関係機関等と連携して自主的な防犯活動を展開し、市民は自衛や未然防止に努め、
犯罪の起きにくい地域環境づくりをしています。

基本事業の成果状況と評価

防犯灯の設置灯数

【生活安全課】

評

価

　防犯灯の設置灯数は、基準値に比べ201灯増加しており、順調
に推移しています。
　蛍光灯の防犯灯からＬＥＤ防犯灯への切り替えも進んでおり
、環境に配慮した取組も進んでいます。
　引き続き防犯灯の設置を推進し、犯罪抑制に繋がる環境づく
りに努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

灯 12,568 12,769 13,500

(向上)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

10,874

基本事業　03-03-03 防犯意識の向上

指
標
① 12,568
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

防犯啓発活動事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

【補助金の交付先】山口地区防犯対策協議会、山口南地区防犯
対策協議会
【対象】市民、各地域、防犯ボランティア団体

手段（30年度の取り組み）

○事業概要：山口・山口南地区防犯対策協議会に対して、防犯
啓発活動等の事業費に対する補助をしました。
○活動内容
　１地域安全活動の推進（地域安全広報活動、防犯ボランティ
　　ア活動の支援）
　２悪質・重要犯罪等の予防活動の推進
　３少年の非行防止及び健全育成活動の推進
　４安全な社会環境づくりの推進（薬物乱用防止活動、暴力排
　　除活動）
　５高齢者の防犯対策・保護活動の推進（うそ電話詐欺や悪質
　　商法被害防止の啓発）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・市民の防犯意識が向上し、地域連携による防犯活動や防犯ボ
ランティアの増加により活動が活発化します。
・子ども、高齢者などの犯罪被害が減少します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

防犯ボランティア団体数

犯罪認知件数

区分 指標名称

①

単位

団体

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

53

1,015

53

927

53

933

事業費

国支出金

千円

4,219 4,223 4,223

4,219 4,223 4,223

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

防犯意識の向上基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

防犯対策協議会を中心に、警察等関係機関や各防犯ボランティア団体と連携し、
地域の防犯力向上を図り、安心安全なまちづくりを推進します。

犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、さまざまな犯罪が複雑悪質化しているこ
とから、防犯に対して啓発を継続して行う必要があり、事業を縮小することは困
難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

明るいまちづくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

各自治会・町内会

手段（30年度の取り組み）

各自治会等からの申請に基づき、防犯灯の設置等にかかる費用
の一部を補助しました。また、維持管理にかかる費用の一部を
補助しました。
１ 設置
　ＬＥＤ防犯灯（新設・取替）2/3補助（上限額28,000円）
　建柱が必要な場合、上記補助上限額に18,000円を加えます。
　灯数制限　1団体10灯/年
　ＬＥＤ防犯灯（修繕・更新）1/2補助（上限額10,000円）

２ 維持管理
　１灯につき年間1,000円（ただし、防犯灯を設置した初年度　
は除きます。）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

まちを明るくし、地域を犯罪が起こりにくい環境にします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

防犯灯の設置費補助灯数

維持管理交付金対象灯数

防犯灯設置充足率

区分 指標名称

①

単位

灯

灯

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,203

12,238

100

400

12,568

100

304

12,769

100

事業費

国支出金

千円

21,341 7,104 4,651

23,341 9,104 6,651

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

防犯意識の向上基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,000 2,000 2,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

既存の防犯灯をＬＥＤ化することにより、明るさの向上や維持費の軽減が図ら
れ、地域での防犯意識が向上します。
ＬＥＤ防犯灯の普及により、蛍光灯防犯灯が減少しつつあります。

市内の防犯灯の約9割はＬＥＤ化されたため、今後、取替に係る申請件数は減少
することが見込まれます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

消費者

基本事業がめざす姿

市民は消費者トラブルにあわない賢い消費者になり、トラブルにあった場合でも相談し、
問題を解決しています。

基本事業の成果状況と評価

消費生活講座受講者数

【生活安全課】

評

価

　消費生活講座受講者数は、基準値に比べ242人増加しています
。これは、消費者教育・啓発の実施による、意識向上の効果が
表れているものと考えられます。
　今後は地域福祉との連携や成年年齢の引き下げ等を見据えた
テーマの設定や、少人数での開催など、きめ細やかな講座の開
催を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 1,354 1,536 1,500

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

消費相談件数

【生活安全課】

　消費相談件数は、基準値に比べ269件増加しています。これは
、センターを身近な相談窓口として一定の認知がされてきてい
るものと考えられます。
　しかしながら、相談件数の増加は、消費者トラブルが増加傾
向にあるという側面もあるため、さらにセンターの認知度を上
げ、啓発につなげていく必要があります。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 1,476 1,711 1,745 1,600

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

7,772

基本事業　03-03-04 消費生活に関する啓発と情報の提供

指
標
①

指
標
②

1,294
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

消費生活相談業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民（消費者）

手段（30年度の取り組み）

　市消費生活センターは、消費者と事業者に生じたトラブルな
どについて、公平な立場で迅速に相談対応を行いました。
１　相談体制…消費者問題が複雑･多様化する中で、専門資格　
　を有する消費生活相談員が対応しました。
２　相談機能の強化…相談解決能力向上のため、国民生活セン
　ターをはじめとした各種研修会への参加、顧問弁護士設置に
　よる、相談員の資質の向上を図りました。
３　消費生活センターの周知…出前講座の実施や広報等による
　啓発活動を通して、市民の最も身近な相談窓口としてのセン
　ターの認知度を高めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

消費生活問題の解決が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

市消費生活センター受付消費相談件数

受付相談件数のうち専門性を必要とする相談件数

市消費生活センターの認知度

専門性を必要とする相談のうち解決できた割合

区分 指標名称

①

単位

件

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,476

120

58.8

90.8

1,711

98

58.9

95.9

1,745

89

61.7

96.6

事業費

国支出金

千円

3,883 2,567 4,361

4,505 3,069 4,390

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

消費生活費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

消費生活に関する啓発と情報の提供基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

622 502 29

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

商品、サービスが多様化する中で、より専門性を必要とする相談が増えていま
す。この為、市センターの窓口を１階に設け、消費生活相談員３名体制により、
より身近な相談窓口になるように体制の維持を行いました。
相談者の約半数が60歳以上の高齢者であることから、高齢層に重点を置いた周知
啓発を図ることで、市センターの認知度が向上する余地があります。

市センターへの相談件数は年間1745件ですが、なお多くの潜在する相談がありま
す。相談内容も多種多様なため専門資格をもつ嘱託相談員の確保が必要です。ま
た日々新たな問題が発生するため、常に研修、情報収集が必要です。相談員の人
件費及び研修費が主であり、これ以上のコスト削減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

消費者行政推進事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民（消費者）

手段（30年度の取り組み）

　市民の消費者トラブルを未然に防ぐために、出前講座を実施
するなど啓発活動を行うとともに、身近な消費相談窓口として
の市消費生活センターの周知を図るため、下記の事業を実施し
ました。

１　消費生活推進員を委嘱し、出前講座等を実施
２　相談員が市内全地域に出向いて、出前講座を実施
３　様々な媒体による広報、情報提供による啓発活動の実施
４　振り込め詐欺撃退電話装置の無料貸出しの継続実施
５　学校における消費者教育推進として、小学校と連携して、
　　学校消費者出前講座を継続実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民（消費者）は悪質商法にだまされない知識を持ちます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

出前講座受講者数

消費生活センター受付借金相談件数

出前講座内容理解度

関係課を経由して出された借金相談件数

区分 指標名称

①

単位

人

件

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,294

45

100

11

1,354

79

100

11

1,536

74

100

8

事業費

国支出金

千円

2,626 3,668 1,651

5,806 5,496 3,382

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

消費生活費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

交通安全の推進と防犯体制の充実施策 03

消費生活に関する啓発と情報の提供基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,180 1,828 1,731

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成29年度と比較しますと受講者数が182名増で、推移しています。
　消費者教育・啓発の実施により引き続き効果は向上していると考えられます
が、今後は地域福祉連携や成年年齢の引き下げ等を見据えたテーマの設定や、少
人数での開催など、きめ細やかな講座の開催を行います。

　新たな詐欺が発生した場合、様々な媒体を用い、広く迅速に、繰り返し広報す
ることが必要となります。また、出前講座も増やす必要があり、これに伴う費用
もかかります。特に高齢者には、講議だけでなく、家庭に備える分かりやすい啓
発用品、教材等が必要になります。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-03 交通安全の推進と防犯体制の充実

基本事業　03-03-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

0
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-04 安全な水道水の安定供給

基本事業　03-04-01 水道事業の安定的な経営

基本事業　03-04-02 簡易水道事業の持続可能な経営

基本事業　03-04-99 施策の総合推進

　飲料水の多様化（宅配水、ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ等）や、節水型社会への移行により、人口一人当たりの配水量は減少傾向
にありますが、水道水を飲用している市民の割合は6割を超えており、これからも水道水を安心して、おいしく
飲むことができるよう良質な水を安定供給する必要があります。
　老朽化した水道施設の更新に加え、水道管路耐震化をはじめとした災害に強い水道施設の構築や、突発漏水に
備えた応急給水体制の確立など、新たな課題への対応が求められています。
　事務事業の効率化や経常経費の削減などを進めるとともに、水道料金体系・水準について、定期的に検討して
いく必要があります。
　人口減少等による収入減と、老朽化した水道施設の更新費用の工面については、全国的にも深刻な課題となっ
ています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.32 3.29

3.37 3.43

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-04 安全な水道水の安定供給

施策のプロフィール

施策の対象

全市民

施策がめざす姿

市民生活や経済活動を支える安全な水道水が安定供給されています。

施策の成果状況と評価

水道水を飲用している市民の割合

【上下水道局　政策管理室】

評

価

平成30年度の実績値は64.9％で、平成29年度の実績値（63.4％
）と比較して1.5ポイントの増となり、目標値を達成しました。
これは、水道水を安定的に供給していることが反映されている
ものと考えられます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 63.7 63.4 64.9 60.0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

施策のコスト（千円）

H30

998,694

指
標
①
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-04 安全な水道水の安定供給

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

上水道使用者

基本事業がめざす姿

整備計画や財政計画の適正管理により、水道事業による水道水の安定供給に努めます。

基本事業の成果状況と評価

管路の累積更新延長

【上下水道総務課】

評

価

平成30年度は、19.4km（新設含む）の水道管布設を行い、その
うち、漏水発生割合の高い鋳鉄管・石綿セメント管・硬質塩化
ビニル管について12.5kmの布設替を行いました。老朽管路の更
新は計画どおり進んでいます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

km 0 19.4 90

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

構造物の耐震化割合

【上下水道総務課】

平成30年度は、朝田浄水場内4施設（沈でん池、急速ろ過池、排
水池、濃縮槽）の耐震診断を行い、すべてが耐震性なしと判断
されました。なお、平成30年度は耐震補強工事を行っておりま
せん。
耐震診断は計画どおり進んでいます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 47.5 51.8 51.8 55.4

(横ばい)

(中)

評

価

経常収支比率

【上下水道総務課】

経常収益の増額とともに修繕費等の減少に伴う経常費用の減額
により昨年度より1.3ポイント改善しています。目標値の100％
を超えており、良好な経営成績を維持しています。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 116.2 110.8 112.1100以上

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-04-01 水道事業の安定的な経営

指
標
①

指
標
②

指
標
③

0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水道管路布設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

給水区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

漏水発生割合が高い鋳鉄管、石綿セメント管及び硬質塩化ビニ
ル管を中心に、老朽管路の更新を計画的に進めていきます。

平成30年度は次の内容で実施しました。
・管路布設延長　19.4㎞（新設含む）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した水道管の更新を行うことにより、管路の破損に伴う
緊急断水を軽減し、水道水の安定供給を図ることができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

管路布設延長

管路布設延長

区分 指標名称

①

単位

ｋｍ

ｋｍ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

19.4

19.4

事業費

国支出金

千円

1,383,468

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

水道事業の安定的な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,383,468

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

老朽管渠が更新されたことで、施設機能の維持と水道水の安定供給が図られてい
ます。

水道事業経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と考
えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水道施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

給水区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

老朽化した施設の更新を計画的に進めていきます。
耐震性なしと判定された施設の耐震補強を行います。
水源地の浸水対策方法を検討し、対策設備の整備を行います。

平成30年度は次の内容で整備しました。
　朝田浄水場発電機整備　外18工事

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した施設の更新及び耐震補強や浸水対策などの防災対策
を行うことにより、水道水の安定供給が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備実施工事数

整備実施工事数

区分 指標名称

①

単位

数

数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

19

19

事業費

国支出金

千円

553,043

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

水道事業の安定的な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

553,043

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

老朽化した施設等が更新されたことで、施設機能の維持と水道水の安定供給が図
られています。

水道事業経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と考
えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水道施設耐震診断事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 令和 09 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

給水区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

簡易診断で耐震性が不明と判断された施設のうち、耐震補強が
可能な22施設について、計画的に詳細診断を実施していきま
す。

平成30年度は次の4施設を実施しました。
　朝田浄水場（沈でん池、急速ろ過池、排水池、濃縮槽）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

施設の耐震診断を行い、対策を講じることで、被災した場合で
も水道サービスの維持もしくは速やかな復旧を図ることができ
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

耐震診断実施施設数

耐震診断実施率

区分 指標名称

①

単位

数

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

4

18.2

事業費

国支出金

千円

29,597

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

水道事業の安定的な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

29,597

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の耐震診断を行い、その対策を講ずることで、施設機能の維持と水道水の安
定供給が図られています。

計画に基づいた施設整備等を実施しており、現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-04 安全な水道水の安定供給

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

上水道使用者

基本事業がめざす姿

再編事業や施設維持管理により簡易水道事業を持続させ、簡易水道事業による水道水の安
定供給に努めます。

基本事業の成果状況と評価

管路の累積更新延長

【阿東簡易水道事務所】

評

価

管路更新は、年間更新距離２ｋｍで設定していましたが、当初
の計画よりも大幅に更新することができました。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

km 0 4.9 10

(向上)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

787,167

基本事業　03-04-02 簡易水道事業の持続可能な経営

指
標
① 0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生雲簡易水道施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 平成 30 年度上下水道局
阿東簡易水道事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生雲簡易水道の給水使用者

手段（30年度の取り組み）

平成30年度は、浄水場の施設整備を行いました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

簡易水道施設の近代化・更新を図ることで、安定した水道水の
供給を行います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業進捗率（実施事業費/総事業費）

生雲簡易水道の施設整備率

区分 指標名称

①

単位

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

67.0

-

77.3

-

98.8

100

事業費

国支出金

千円

2,690 3,304

158,800 383,390 127,104

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

簡易水道事業特別会計会計 08

簡易水道費款 01

簡易水道費項 01

簡易水道整備費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

簡易水道事業の持続可能な経営基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

158,800 380,700 123,800財源内訳

（歳入歳出決算書 405ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業が完了し、新浄水場から給水開始ができるようになりましたので、安全な水
道水の安定供給が期待できます。

現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと

429



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

簡易水道管路更新事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 令和 09 年度上下水道局
阿東簡易水道事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

簡易水道の給水使用者

手段（30年度の取り組み）

老朽化した水道管の更新や支障移転を要する管路の更新を行い
ました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

簡易水道の耐用年数を経過した水道管の更新を図ることで安定
した水道水の供給を行います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

管路布設延長

管路布設延長

区分 指標名称

①

単位

ｋｍ

ｋｍ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

4.9

4.9

事業費

国支出金

千円

182 87 1,459

60,765 37,716 31,876

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

簡易水道事業特別会計会計 08

簡易水道費款 01

簡易水道費項 01

簡易水道整備費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

簡易水道事業の持続可能な経営基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

57,300 37,000 30,100

3,283 629 317

財源内訳

（歳入歳出決算書 407ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、3件の工事を行いました。今後も計画的に管路更新を行い、配水
管等の耐震化を進めます。

現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

嘉年・吉部野簡易水道再編事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 令和 01 年度上下水道局
阿東簡易水道事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

嘉年・吉部野簡易水道事業

手段（30年度の取り組み）

２つの簡易水道事業の統合を行い、老朽化した現在の水道施設
を更新するとともに連絡管による接続を行います。
平成３０年度は、浄水場、配水池の整備を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

２つの簡易水道事業を統合し、安定した水道水の供給を行いま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

連絡管布設延長

簡易水道事業数

区分 指標名称

①

単位

ｍ

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1,728

2

事業費

国支出金

千円

40 4,192

32,900 181,640 373,892

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

簡易水道事業特別会計会計 08

簡易水道費款 01

簡易水道費項 01

簡易水道整備費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

安全な水道水の安定供給施策 04

簡易水道事業の持続可能な経営基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

32,900 181,600 369,700財源内訳

（歳入歳出決算書 405ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、機械設備工事、電気設備工事、管理棟建築工事及び場内配管工事
等に着手しました。

現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと

431



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-04 安全な水道水の安定供給

基本事業　03-04-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

211,527
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業　03-05-01 公共下水道事業の健全な経営

基本事業　03-05-02 農業集落排水事業の持続可能な経営

基本事業　03-05-03 漁業集落排水事業の持続可能な経営

基本事業　03-05-04 合併処理浄化槽の普及促進

基本事業　03-05-99 施策の総合推進

　本市における平成３０年度末の汚水処理人口普及率（汚水処理区域内人口を行政人口で除したもの）は、公共
下水道事業が６６．４％、農業・漁業集落排水事業が５．1％、合併処理浄化槽が２３．４％で、本市全体で９
４．９％となっています。
　また、平成３０年度末の汚水衛生処理率（水洗化人口を行政人口で除したもの）は９２．２％となりました。
　公共下水道は、これから施設の改築更新など老朽化への対応や、処理水から窒素・リンなどを除く従来の処理
水よりさらにきれいにする高度処理化が必要となってきています。
　社会全体が人口減少となる一方で、宅地造成等で局所的な人口増加がみられます。地域の実情に応じた汚水処
理の整備手法を設定し、水質や生態系に負荷をかけず環境と調和した衛生的で快適なくらしを実現していく必要
があります。
　本市における下水道事業等は、事業開始から５０年以上が経過しており、施設の老朽化が進んでいます。この
ため、適切な施設の改築更新や長寿命化を図るため、計画的な維持管理が重要となっているとともに、より経営
の効率性や透明性が求められています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.09 3.11

3.55 3.57

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

施策のプロフィール

施策の対象

市民
公共用水域の水質

施策がめざす姿

適切な汚水処理により、水質が改善され、衛生的な水環境が保全されています。

施策の成果状況と評価

汚水が衛生的に処理されている人の割合

【上下水道局　政策管理室】

評

価

　前年度から0.1ポイント増加しています。集合処理区域におけ
る公共下水道の整備と個別処理区域において合併処理浄化槽の
設置が進んだことにより、市域での適正な生活排水処理が進ん
でいます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 90.9 92.1 92.2 93.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

施策のコスト（千円）

H30

2,404,600

指
標
①
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

計画区域内市民
計画区域内事業者
合流区水質

基本事業がめざす姿

整備計画や財政計画の適正管理により、公共下水道事業の持続に務め、適切な汚水処理を
維持します。

基本事業の成果状況と評価

進捗率

【上下水道総務課】

評

価

平成29年度に比べて1.0ポイント増加しており、汚水処理施設の
整備は目標に向けて順調に進んでいます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 83.5 84.5 85.7

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

構造物耐震化率

【上下水道総務課】

長谷ポンプ場の完成や山口浄化センターの耐震補強工事の完了
、また、耐震診断により耐震性有りと判定された結果により、1
1.5ポイント増加しています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 39.2 39.2 50.7 48.6

(向上)

(高)

評

価

経費回収率

【上下水道総務課】

指標値は100％を超えており、下水道使用料で回収すべき経費が
下水道使用料収入で賄えています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 106.6 111.8 116.0 100以上

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-05-01 公共下水道事業の健全な経営

指
標
①

指
標
②

指
標
③

83.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公共下水道管渠布設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共下水道区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

計画区域の汚水管渠の整備を計画的に進め、未普及地域を解消
していきます。

（未普及地区の整備）
平成30年度は次の内容で整備しました。
　宮野地区、吉敷地区、大内矢田地区、嘉川地区、小郡上郷地
　区

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

未普及地域を解消していくことで、収入を確保するとともに、
生活環境の向上及び水環境の保全が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

汚水管・合流管布設延長

汚水管・合流管布設延長

区分 指標名称

①

単位

ｋｍ

ｋｍ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

11.0

11.0

事業費

国支出金

千円

1,612,409

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

公共下水道事業の健全な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,612,409

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

汚水管渠の整備を計画的に進め、未普及地域を解消することで、生活環境の向上
と水環境の保全が図られています。

下水道事業経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と
考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公共下水道施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共下水道区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

ポンプ場・処理場の増設・改築を計画的に進めていきます。
建物の耐震補強を計画的に実施していきます。

平成30年度は次の内容で整備しました。
　山口浄化センター、小郡浄化センター
　長谷ポンプ場

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ポンプ場・処理場の増設・改築及び耐震補強を行うことにより
、安定した汚水処理ができ、水環境の保全が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備実施施設数

整備実施施設数

区分 指標名称

①

単位

数

数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

3

3

事業費

国支出金

千円

1,425,622

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

公共下水道事業の健全な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,425,622

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ポンプ場・処理場の増設、改築及び施設の耐震補強を計画的に行うことで、安定
した汚水処理ができ、水環境の保全が図られています。

下水道事業経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と
考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公共下水道普及対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共下水道区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

水洗便所改造資金融資あっせん制度の周知等を行い、早期の接
続を促します。
未接続者に対して、個別訪問等により公共下水道への接続につ
いて指導を行います。

平成30年度は次の内容で実施しました。
　融資あっせん件数　5件

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

公共下水道への接続を促すことにより、収入を確保するととも
に、生活環境の向上及び水環境の保全が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

融資あっせん件数

水洗化率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

5

96.2

事業費

国支出金

千円

70,775

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

公共下水道事業の健全な経営基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

70,775

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

未接続者に早期の接続を促すことで、生活環境の向上と水環境の保全が図られて
います。

未接続者に対する、個別訪問や融資あっせん制度の実施であり、他に代替手段は
ありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

計画区域内市民
計画区域内事業者

基本事業がめざす姿

農業集落排水事業の持続により、適切な汚水処理を維持します。

基本事業の成果状況と評価

処理水の排水基準（ＢＯＤ）の達成率

【上下水道総務課】

評

価

経営戦略の目標である100％を達成しており、汚水が適切に処理
されています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 100 100 100

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-05-02 農業集落排水事業の持続可能な経営

指
標
① 100
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

農業集落排水施設維持管理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業集落排水処理区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

管渠の清掃、修繕を行います。
処理場の運転管理・修繕を行います。

平成30年度は次の内容で実施しました。
　管路清掃9.3㎞、処理場維持管理等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

管渠や処理場の適切な維持管理により、安定した汚水処理を行
うことができ、生活環境の向上及び水環境の保全が図られます
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

管渠清掃延長

管渠清掃延長

区分 指標名称

①

単位

ｋｍ

ｋｍ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

10

10

事業費

国支出金

千円

219,905

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

農業集落排水事業の持続可能な経営基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

219,905

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の適切な維持管理がなされています。

集落排水経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と考
えます。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

計画区域内市民
計画区域内事業者

基本事業がめざす姿

漁業集落排水事業の持続により、適切な汚水処理を維持します。

基本事業の成果状況と評価

処理水の排水基準（ＢＯＤ）の達成率

【上下水道総務課】

評

価

経営戦略の目標である100％を達成しており、汚水が適切に処理
されています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 100 100 100

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-05-03 漁業集落排水事業の持続可能な経営

指
標
① 100
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

漁業集落排水施設維持管理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
上下水道総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

漁業集落排水処理区域内の市民

手段（30年度の取り組み）

管渠の清掃、修繕を行います。

平成30年度は次の内容で実施しました。
　管路清掃0.7km、処理場維持管理等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

管渠の適切な維持管理を行うことにより、事故を未然に防止し
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

管渠清掃延長

管渠清掃延長

区分 指標名称

①

単位

ｋｍ

ｋｍ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

7,090

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

漁業集落排水事業の持続可能な経営基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,090

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の適切な維持管理がなされています。

集落排水経営戦略に基づき、計画的に事業を実施しており、現状手段が適切と考
えます。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

計画（処理）区域外市民

基本事業がめざす姿

合併処理浄化槽の普及に努め、適切な汚水処理を推進します。

基本事業の成果状況と評価

処理区域外の合併処理浄化槽の汚水処理人口普及率

【下水道普及課】

評

価

　平成30年度の実績値は82.2％で、前年度と比較すると0.2ポイ
ント向上しました。これは、処理区域外における合併処理浄化
槽の設置が進んだことによるものです。
　今後も処理区域外で合併処理浄化槽の普及に努め、適切な生
活排水処理を進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 82.0 82.2 85.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

51,953

基本事業　03-05-04 合併処理浄化槽の普及促進

指
標
① 78.7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

合併処理浄化槽設置助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度上下水道局
下水道普及課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共下水道等計画区域外の市民
公共下水道計画区域内で３年以内に下水道整備が見込めない区
域の市民

手段（30年度の取り組み）

　公共下水道計画区域外において、個人が設置する合併処理浄
化槽に対し、設置費用の一部を助成しました。
　公共下水道計画区域内で、３年以内に公共下水道の整備が見
込めない区域において、既存の個別住宅に対し、その設置費用
の一部を助成しました。
　単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する場合、単独処
理浄化槽の撤去費用の一部を助成しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　合併処理浄化槽の設置により、汚水処理ができていきます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

合併処理浄化槽補助金交付件数（設置基数）

合併処理浄化槽補助金累積交付件数（設置基数）

区分 指標名称

①

単位

基

基

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

 

-

-

131

11,495

事業費

国支出金

千円

52,661 53,654 27,143

71,889 73,728 50,003

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

適切な汚水処理による水環境の保全施策 05

合併処理浄化槽の普及促進基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

19,228 20,074 22,860

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　処理告示区域が拡大したことで、公共下水道等処理区域外人口は減少しまし　
た。
　近年、新たな合併処理浄化槽設置基数は減少傾向にあるため、前年度と比較し
て補助金交付件数は減少しました。
　
　　

　補助金交付に必要な申請の受付、完了検査等、補助金交付に係る最低限の業務
に限り行っているので、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-05 適切な汚水処理による水環境の保全

基本事業　03-05-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

2,352,647
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業　03-06-01 環境保全意識の啓発

基本事業　03-06-02 地球温暖化対策の推進

基本事業　03-06-03 再生可能エネルギー等の利活用の推進

基本事業　03-06-04 ごみ排出量の抑制

基本事業　03-06-05 リサイクルの推進

基本事業　03-06-06 ごみの適正処理

基本事業　03-06-07 生活公害対策の推進

基本事業　03-06-08 ペット等の適正飼養の促進

基本事業　03-06-99 施策の総合推進

　現在、地球規模での人口増加や経済規模の拡大の中で、地球環境の悪化はますます深刻となっています。気候
変動を始めとしたグローバルな問題の解決には、先進国・開発途上国がともに取り組むことが重要であり、2015
年国連総会で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」では、経済、社会、環境の諸課題を統合的に解決する
ことの重要性が示されました。こうした中、国は、将来世代に引き継いでいける「循環共生型社会」が、目指す
べき「持続可能な社会」であると示しています。本市においても、国、県の動向を踏まえつつ、国が示す「低炭
素社会」、「自然共生社会」、「循環型社会」の環境分野における積極的な施策展開を行い、人口減少社会にあ
っても、社会と自然の持続的な関係を構築し、経済活動、社会活動と環境保全を両立・調和させながら、本市の
みならず市民、事業者、民間団体、教育・学術機関といったあらゆる主体により取組をより一層推し進めていく
必要があります。また、限りある資源を有効活用し環境負荷の少ない循環型のまちを構築することを目指し、市
民、事業者、市が協働してごみ減量・資源化に取り組んできましたが、市民一人当たりのごみの排出量は、国、
県に比べ依然多い状況です。事業系ごみの排出が近年増加傾向にあることから、市民によるごみの減量化への取
組と合わせ、ごみの適正排出に関する情報提供や搬入物検査の実施などごみ減量・資源化をより促進する必要が
あります。さらに、騒音・振動・悪臭などの生活公害発生を防止し、快適生活を確保するための意識啓発や、条
例や関係法令に基づく指導、規制を徹底する必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.31 3.32

3.43 3.46

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

施策のプロフィール

施策の対象

市民
自然環境

施策がめざす姿

豊かな自然環境が保全されるとともに、衛生的な生活環境になっています。

施策の成果状況と評価

山口市の自然環境に満足している市民の割合

【環境部　政策管理室】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると0.5ポイント増加
しており、向上しています。
　今後も引き続き、新たに策定した「山口市環境基本計画」の
進行管理を適切に行い、「人と自然が共生し　みらいにつなげ
る　持続可能なまち」の実現に向け、本市の魅力である豊かな
自然と多様な生態系の保全や、環境負荷の低減につながる取組
を進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 91.5 91.5 92.0 92.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

節電や３Rなどを心がけていると思う市民の割合

【環境部　政策管理室】

　指標値については、平成29年度と比較すると1.8ポイント増加
しています。地球温暖化防止に向けた、節電等の省エネや３Rな
ど環境に配慮する行動は、市民一人ひとりの意識向上が重要で
あり、今後も様々な機会を通じて啓発活動を継続・強化する必
要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 83.5 83.5 85.3 89.0

(向上)

(中)

評

価

快適な生活環境が整っていると思う市民の割合

【環境部　政策管理室】

　指標値については、平成29年度と比較すると0.8ポイント増加
しています。市民の生活環境に対する不満として大気汚染（野
焼き等）、水質汚染、廃棄物投棄が前年に比べ増えています。
ペットの飼い方、空き地や空き家の管理状態に対することも依
然として高い状況です。これらの問題を減らすためのモラル向
上に向け、引き続き啓発活動に努めます。
　
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 71.6 71.6 72.4 74.0

(向上)

(中)

施策のコスト（千円）

H30

2,430,541

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所が自然環境を大切にする生活や行動をしています。

基本事業の成果状況と評価

環境に優しい行動をしている（環境活動に参加している）市民の
割合

【環境政策課】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると5.4ポイント増加
しており、向上しています。
　今後も引き続き、環境基本計画の進行管理を適切に行うとと
もに、市報やホームページ、ＳＮＳなどを活用した環境保全に
関する啓発や、水辺の教室などの環境学習等を行うことにより
市民の自然環境に対する意識の向上、環境保全活動の積極的な
参加を促進していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 54.1 59.5 57.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

エコポータルサイト・公式SNSの閲覧者数

【環境政策課】

　指標値については、平成29年度と比較すると7,418人減少して
おり、低下しています。
　引き続きエコポータルサイトや公式ＳＮＳを広く知っていた
だく工夫に努めるとともに、掲載している情報を頻繁に更新・
発信していきます。干潟でのイベントに合わせた生き物の写真
を多用した投稿などは閲覧者が多くなっており、これまで以上
に写真を活用した閲覧しやすいサイトづくりや、フェイスブッ
クで関心をもった方をサイトに誘導するなど、閲覧者数の増加
を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 12,300 19,461 12,043 20,000

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,616

基本事業　03-06-01 環境保全意識の啓発

指
標
①

指
標
②

54.1

450



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

環境保全活動推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度環境部
環境政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・事業者

手段（30年度の取り組み）

・カブトガニ学習会、野鳥の教室等の各種環境学習講座等を開
　催し、自然とふれあう場を提供しました。
・生物多様性の確保に関する情報発信を行いました。
・危険な外来生物についての情報提供を行いました。
・山口県、関係団体と連携して、椹野川河口域の干潟再生に
　取り組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民、事業者が、自然環境に関心を持ち、多様な主体による自
然環境保全活動が活発に行われています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座・イベントの開催回数

市報での情報発信回数

講座・イベントへの参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

12

5

760

事業費

国支出金

千円

218

221

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

環境保全意識の啓発基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3

財源内訳

（歳入歳出決算書 213ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

講座・イベントの開催数を増加させて参加者数も目標値を大きく上回りました。
今後も環境学習教室の開催や、環境保全についての積極的な情報発信を行い、環
境保全活動への意識向上を図っていきます。

必要最小限の費用で効果的な取組を行っています。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所が地球環境に配慮した取組を実践しています。

基本事業の成果状況と評価

地球温暖化対策を意識して生活している市民の割合

【環境政策課】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると10.4ポイント増
加しており、向上しています。
　節電などの省エネやエコドライブ、マイバックの持参など、
家庭で取り組める省エネ行動を繰り返し啓発してきたことで、
日々の生活の中での取組を意識する市民が増加していると考え
られます。
　今後は、これまでの取組に加えて、国民運動「ＣＯＯＬ　Ｃ
ＨＯＩＣＥ」等の取組と合わせて、更なる取組意識の向上を図
っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 64.5 74.9 72.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

EA21など環境マネジメントシステムの認証を取得している事業所
数

【環境政策課】

　指標値の内訳については、平成29年度と比較すると、ＩＳＯ
認証取得が1社減で72社、エコアクション21（ＥＡ21）認証取得
が1社増で12社、グリーン経営認証が増減なしで13社となってお
り、合計97社と同数で横ばいです。
　環境マネジメントシステムの導入メリットに対して、手続き
や費用等事業者側の負担も多いことなどから、認証取得件数の
伸びは低調です。
　今後も引き続き、本市独自のエコアクション21認証取得支援
制度の周知をはじめ、市内事業者への環境マネジメントシステ
ムの普及促進を進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 90 97 97 110

(横ばい)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

8,420

基本事業　03-06-02 地球温暖化対策の推進

指
標
①

指
標
②

64.5
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地球温暖化防止普及啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度環境部
環境政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、事業所

手段（30年度の取り組み）

・平成３０年３月に改定した新たな「山口市地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）」に基づき、市域の温室効果ガス削減に
向けた普及啓発事業を実施しました。
・山口市地球温暖化対策地域協議会（温暖化とめるっちゃネッ
トワークやまぐち）と連携し、市民、事業者の取組意識の啓発
に努めました。
・子どもから大人まで幅広い年齢層を対象とした環境に関する
講座等を開催しました。
・環境に関する講演会等を開催しました。
・新たに夏の暑さを和らげる日本古来の風習「打ち水」を取り
上げたイベントを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民や事業者が、地球温暖化対策の重要性について理解し、実
際の行動に移しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

環境に関する講座等の開催回数

環境講演会等への参加者数

地球温暖化やエコな取組についての講習会等に参加した
り家庭で話題にしたりしている市民の割合

参加者を公募した講座等が報道・タウン誌等に取り上げ
られた数

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

54

1,579

5.2

42

55

1,721

5.5

47

37

1,173

7.3

37

事業費

国支出金

千円

1,979 2,660 3,058

1,983 3,059 3,060

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

地球温暖化対策の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4 399 2

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市域の地球温暖化防止に係る意識向上を目的として、各種事業の体系的かつ戦略
的な広報を目的とした「チャレンジエコライフやまぐち」キャンペーンを展開す
るとともに、山口市地球温暖化対策地域協議会と連携し、各種イベントへの出展
や環境講座、講演会の開催、市民参加型の普及啓発事業及び広報を実施したこと
により、一定の成果が上がったものと考えています。
今後も、市民の皆様、事業者の皆様に対して積極的な情報発信を行うとともに、
地球温暖化防止に資する取組の実践に向けて、各種啓発事業の実施に努めます。

地球温暖化防止に係る国の要請や山口市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
に定める目標を達成するためには、今後、更なる取組の強化が必要であると考え
られることから、コストの削減は難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

エコフレンドリーオフィス推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度環境部
環境政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市が行う事務・事業活動（所属及び施設）
市民等
事業者等

手段（30年度の取り組み）

・ＩＳＯ１４００１で培ったノウハウを基礎とする、本市独自
の環境マネジメントシステムと庁内の地球温暖化対策に係る計
画を一体として構築した「エコフレンドリーオフィスプラン」
の運用により、節電や燃料の節減等の取組を進めました。
また、取組内容や成果の「見える化」を進め、市民、事業者へ
周知することにより市全体の取組機運の醸成につなげました。

・中小事業者の環境マネジメントシステム構築支援として、環
境省のガイドラインに基づく認証・登録制度であるＥＡ２１（
エコアクション21）の認証取得支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

職員が独自の環境マネジメントシステムを含む「エコフレンド
リーオフィスプラン」を適切に運用し、事務事業における環境
への負荷低減に取り組んでいます。
市民、事業者等が、市の成果を参考に各自で取組を進めていま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

取組項目数

環境配慮の取組みの啓発・普及活動の開催数

庁内の温室効果ガス削減目標達成率

事業所向け環境意識調査において、既にＥＭＳを構築し
ている、今後構築を考えていると回答した事業所割合

区分 指標名称

①

単位

件

回

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

6

13

100

-

6

13

100

-

事業費

国支出金

千円

1,593 447

1,593 447

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

地球温暖化対策の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

全庁の温室効果ガス排出量は、28,149,568.99kg-CO2で、平成23年度公表値から
11.3%の削減率となり、7%以上を削減する目標を達成しました。

必要最小限の費用で実施しており、削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ周知促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度環境部
環境政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
事業所

手段（30年度の取り組み）

国の進める国民運動「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ（賢い選択）」
と連動した取組により、市域における地球温暖化対策の重点広
報を実施しました。
・山口市「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」宣言の周知
・家庭の省エネ等に係る広報パンフレットの作成、配布
・メディア等を活用した広報の実施
・イベント等での「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」の普及啓発
・レノファ山口ＦＣと連携した「スマートムーブ」の取組促進

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

国の進める「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ（賢い選択）」の周知が
進み、低炭素なライフスタイル・ワークスタイルが実践されて
います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

広報媒体制作数

メディア、イベント等を活用した普及啓発回数

温暖化防止を意識している市民の割合

「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」賛同者数

区分 指標名称

①

単位

本

回

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

12

42

74.9

1,759

事業費

国支出金

千円

213

4,913

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

地球温暖化対策の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,700

財源内訳

（歳入歳出決算書 213ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥの取組により、イベント実施時の温室効果ガス排出量が
削減できました。
また、当該取組により、レノファホームゲーム時の渋滞緩和について若干の波及
効果も見受けられました。

必要最小限の費用で実施しており、削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業者

基本事業がめざす姿

地球環境に配慮した再生可能エネルギー等が効果的に利活用されています。

基本事業の成果状況と評価

再生可能エネルギー等利用設備を設置または設置を予定している
市民の割合

【環境政策課】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると2.4ポイントの減
少となっており、低下しています。
　導入または導入を予定している理由の多くは、光熱費や燃料
費の削減を図れることであり、今後も引き続き、太陽熱利用や
蓄電池などの機器について、技術の進展に応じた情報提供や啓
発を行い、再生可能エネルギー等利用設備の普及促進に努めて
いきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 20.7 18.3 22.5

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

家庭における再生可能エネルギー設備（太陽光発電10kW未満）導
入件数

【環境政策課】

　指標値については、平成29年度と比較すると223件の増加とな
っており向上していますが、家庭用太陽光発電に対する国補助
金の終了や固定価格買取制度（FIT）による高額買取が終了する
ことなどから、件数の伸びはこれまでと比較すると低調です。
　今後は、技術革新が急速に進む当該分野の状況を注視しなが
ら、引き続き、公共施設への再生可能エネルギー設備の導入な
どを通して、再生可能エネルギーの利活用について広く啓発し
ていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 5,942 6,256 6,479 9,000

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

0

基本事業　03-06-03 再生可能エネルギー等の利活用の推進

指
標
①

指
標
②

20.7
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所は、なるべくごみを出さない、つくらないようにしています。

基本事業の成果状況と評価

１人１日当たりごみ排出量(集団回収を含む）

【資源循環推進課】

評

価

　指標値については、平成30年度は、前年度に比べ17グラム増
加しています。可燃ごみ、資源物の量は昨年度とほぼ同量であ
るのに対し、不燃ごみが増加したことによるものです。
　今後ともごみの発生抑制、再使用を推進し、ごみ減量化を目
指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

g/人日 1,052 1,069 1,027

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

家庭系ごみ排出量

【資源循環推進課】

　指標値については、平成29年度と比較すると568トン増加して
います。要因は、可燃ごみが574トン、粗大ごみが3トン、資源
ごみが35トン、有害ごみが8トン減少したのに対して、不燃ごみ
が1,188トン増加したことによるものです。増加の原因は平成30
年度中に発生した火災に伴う火災ごみの増加によるものです。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

t 47,069 46,100 46,668 44,500

(横ばい)

(低)

評

価

事業系ごみ排出量

【資源循環推進課】

　指標値については、平成29年度と比較すると、441トン増加し
ています。内訳は、可燃ごみが348トン、不燃ごみが16トン、資
源物が77トンとなっています。
　家庭系ごみは減少傾向の一方で、事業系ごみの排出量は増加
となっています。
　今後は、不燃ごみの持込み制限や搬入物検査を強化するなど
ごみの減量化やリサイクル向上に向けた対策を引き続き進める
必要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

t 26,441 26,733 27,174 24,200

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

9,586

基本事業　03-06-04 ごみ排出量の抑制

指
標
①

指
標
②

指
標
③

1,060
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

事業系ごみ削減対策推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度環境部
資源循環推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

事業者、事業系ごみ 

手段（30年度の取り組み）

１　環境配慮事業活動支援（チラシ、ＨＰ等による情報提供）
　・リサイクル情報を提供しました。
　・法令の周知徹底を図りました。
２　減量資源化指導
　・事業用大規模建築物関係者への啓発・指導を行いました。
　・分別排出実態調査及び指導を行いました。
３　搬入制限
　・不燃ごみの市施設への持込制限（品目、４トン制限）を行
　　いました。
　・リサイクル可能な古紙類の清掃工場への持込制限を行いま
　　した。
　・蛍光管の搬入受入停止を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

事業系ごみの適正処理方法を理解し、分別に取り組み、ごみと
して排出する量を削減します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

チラシ等配布回数

減量資源化指導件数、訪問指導件数

市の処理施設に搬入された事業系ごみの量（資源物を除
く）

事業系可燃ごみに占める古紙類の割合

区分 指標名称

①

単位

件

件

トン

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

262

25,804

43

5

263

26,170

33

5

254

26,534

27

事業費

国支出金

千円

916 648 1,560

1,281 1,210 1,924

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

減量推進費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみ排出量の抑制基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

365 562 364

財源内訳

（歳入歳出決算書 221ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業系ごみの搬入量は、平成29年度、30年度と続けて増加した一方で事業系ごみ
に含まれる、再資源化が可能な紙の割合は29年度、30年度と減少しました。今後
も紙をはじめとするリサイクルについての分別啓発や指導を強化し、事業系ごみ
の搬入量の削減を図ります。

ごみを排出する事業所に対する情報提供や啓発を行う事業であるため、当面、コ
ストを削減する新たな方法はありませんが、搬出量の多い事業者に直接、ごみ削
減・分別指導を行うことで、効率的に削減する余地があります。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ごみ減量化・資源化啓発事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
資源循環推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

ごみの減量化や資源化についての情報提供や啓発を行いまし
た。
１　情報提供
　・市報や市HPで情報提供を行いました。
　・ごみ資源収集カレンダーを作成し、全戸配布しました。
　・ごみ情報ダイヤルにより、ごみに関する各種問い合わせに
　　対応しました。
　・ごみ分別アプリを配信しました。
２　啓発活動
　・地域や教育機関の要請に応じて、分別説明会を実施しま　
　　した。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ごみの減量や資源化を意識し、ごみを分別排出します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

市報等の情報提供の回数

エコ出前講座（分別説明会等）の回数

家庭系可燃ごみの排出量

区分 指標名称

①

単位

回

回

トン

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

7

35,082

19

11

34,700

20

10

34,126

事業費

国支出金

千円

831 756

4,853 5,257 6,300

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

減量推進費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみ排出量の抑制基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,022 4,501 6,300

財源内訳

（歳入歳出決算書 221ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

家庭系可燃ごみの排出量は、減少傾向にあります。今後も分別・リサイクルの取
組を促進するため、意識啓発や分別方法の周知を行います。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所によりごみの分別が行われ、リサイクルや資源化が進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

リサイクル率（熱回収を含む）

【資源循環推進課】

評

価

　指標値については、平成29年度に比べ、1.4ポイント増加して
います。リサイクル率は近年30%前後で推移しています。今後、
排出機会の充実とともに資源化できる紙類やプラスチック類等
の混入防止に向けた取組を一層強化する必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 29.5 30.9 33.8

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

資源物の混入割合（可燃、家庭系）

【資源循環推進課】

　資源物混入調査によると、平成29年度に比べ1.7ポイント増加
しています。資源物の混入を防ぐため、排出者に分別・リサイ
クルの重要性を十分認識してもらうことが大切であるため、今
後とも引き続き意識啓発を進めていくことが必要です。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 14.9 11.8 13.5 11.0

(横ばい)

(中)

評

価

資源物の混入割合（不燃、家庭系）

【資源循環推進課】

　資源物混入調査によると、平成30年度は前年度に比べて1.0ポ
イント増加しました。資源物の混入を防ぐためには、排出者に
分別・リサイクルの重要性を十分認識してもらうことが重要で
あるため、今後とも引き続き意識啓発を進めていくことが必要
です。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 3.4 7.3 8.3 2.0

(低下)

(低)

評

価

ごみ排出量に対する資源物の割合

【資源循環推進課】

　指標値については、平成29年度に比べ0.1ポイント減少してい
ますが、近年は概ね横ばいの傾向が続いています。可燃ごみや
不燃ごみへの混入を防止するため、今後とも分別・リサイクル
に対する意識啓発事業を積極的に推進するとともに、資源物の
排出機会の充実等を進める必要があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 12.1 11.8 11.7 13.4

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

232,058

基本事業　03-06-05 リサイクルの推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

31.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

リサイクルプラザ管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
資源循環推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
資源物

手段（30年度の取り組み）

利用時間
　本館　午前9時～午後5時（休館日を除く）
　資源物持込　午前9時～午後4時30分（年末年始を除く）
啓発部門
　３Ｒ推進のための啓発を行いました。
　自転車・家具の再生販売を行いました。
　清掃工場の廃熱を利用した風呂を提供しました。
資源化部門
　資源物の受け入れを行いました。
　資源物の中間処理を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民が３Ｒを理解し実践します。
資源物が適正に処理されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

リサイクルプラザ本館利用者数

リサイクルプラザで処理した資源物量

再生された自転車・家具の販売数

リサイクル率

区分 指標名称

①

単位

人

トン

個

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

33,721

3,830

541

31.0

23,163

3,649

499

29.5

26,230

3,759

507

30.9

事業費

国支出金

千円

100,171 117,286 101,715

102,751 118,599 103,606

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

リサイクルプラザ運営費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

リサイクルの推進基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,580 1,313 1,891

財源内訳

（歳入歳出決算書 223ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民のリサイクルへの意識が定着してきています。
リサイクルプラザでの資源物の処理量は横ばい傾向です。

今後リサイクルプラザの各種設備が更新時期を迎えることから、資源物排出量の
状況や市場の動向も踏まえ、効率的に設備の更新・改修を行うこととします。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

ごみ

基本事業がめざす姿

ごみが安全に適正かつ効率的に処理されています。

基本事業の成果状況と評価

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（可燃）

【資源循環推進課】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると、683円/トン増
加しています。これは、清掃工場の基幹的設備等の改良工事に
伴う増によるものです。今後とも引き続き業務の効率化による
経費削減を進め、指標値の向上を目指します（各指標値は前年
度実績）。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

円/ｔ 39,853 40,536 41,000

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（不燃）

【資源循環推進課】

　指標値については、平成29年度と比較すると、22,314円/トン
増加しています。これは、大浦最終処分場の供用開始に伴う管
理費が新たに発生したことによるものです。今後とも、引き続
き業務の効率化を進める必要があります（各指標値は前年度実
績）。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

円/ｔ 153,646 152,020 174,334 190,000

(横ばい)

(中)

評

価

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（資源）

【資源循環推進課】

　指標値については、平成29年度と比較すると6,802円/トン増
加しています。これは、金属小型家電製品の資源化処理業務委
託料の増加によるものです。近年は資源化に向けた基準が厳し
くなる傾向にあり、選別や不純物の除去等のコストが増加する
ことが考えられます（各指標値は前年度実績）。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

円/ｔ 42,940 43,836 50,638 45,000

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

2,137,830

基本事業　03-06-06 ごみの適正処理

指
標
①

指
標
②

指
標
③

38,355
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

清掃工場管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

清掃工場に搬入される可燃ごみ

手段（30年度の取り組み）

運転管理基準に基づいた適正な焼却処理が行われるように運転
管理業務をモニタリングするとともに、施設が正常な能力を発
揮できるよう整備を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

可燃ごみが、安全に適正かつ効率的に焼却処理され減容されて
います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

焼却により減容化した量（焼却により減少したごみの量
）

減容化率（焼却することにより容量を減少させた割合）

区分 指標名称

①

単位

トン

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

51,373

88

52,584

88

52,269

88

事業費

国支出金

千円

387,136 510,231 443,679

770,210 1,448,670 1,139,803

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

267,587 241,124

7,000 342,300 102,400

376,074 328,552 352,600

財源内訳

（歳入歳出決算書 217ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

運転管理基準に基づき、安全かつ適正に一般廃棄物を処理しました。
焼却に基づく減容化率は、施設の設計水準を達成しており成果向上の余地はあり
ません。

延命化工事にあわせて、機器の更なる高効率化を図るため二酸化炭素の排出削減
と廃棄物処理ライフサイクルコストの比較を行い基幹的設備改良事業の工事内容
を精査し、コスト削減に努めました。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

搬入物適正化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

①山口市の一般廃棄物処理施設で廃棄物を処理しようとする搬
入事業者
②施設で焼却処理される廃棄物

手段（30年度の取り組み）

山口市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第１４条第１項の規
定に基づき、市のごみ処理施設でごみを処理しようとする事業
者に対し、事業系一般廃棄物搬入許可証を発行し、事業所で排
出するごみの種類や量の把握を求めることで、排出者責任を明
確にし、減量化を推進しました。
また、清掃工場において、搬入物検査機を使用して資源物や焼
却不適物の混入を検査し、ごみの適正処理への誘導を行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

①搬入事業者のごみ分別等のマナーが向上します。
②可燃ごみの減量化に寄与し、処理量が減少します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

搬入物検査の実施日数

事業系一般廃棄物搬入許可証を発行した事業者数

焼却炉を閉塞する異物の除去作業回数

可燃ごみの焼却量（総量）

区分 指標名称

①

単位

日

件

回

トン

28年度実績 29年度実績 30年度実績

209

2,984

0

58,428

213

3,140

0

59,629

223

2,988

0

59,245

事業費

国支出金

千円

9,484 6,373 6,512

9,484 6,373 6,512

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

搬入物検査機を使用した分別指導により、異物による焼却炉の閉塞は発生してお
らず、成果指標である除去作業の実施はありませんでした。
搬入事業者に廃棄物の適正な分別と排出の周知を行うとともに、排出者責任の意
識啓発を進めました。

搬入物検査機の導入により、廃棄物の排出状況の把握について効率化が図ってお
り、現時点でコストを削減する余地はありません。　

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

一般廃棄物最終処分場管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

閉鎖した一般廃棄物最終処分場
（神田処分場、菅内処分場、定田処分場、旧二島処分場）

手段（30年度の取り組み）

一般廃棄物の埋立処理を終了及び閉鎖した最終処分場の水処理
施設等を維持管理しました。
今後は、国の定める技術上の基準、及び地元協定を遵守して廃
止となるまで周辺環境のモニタリングを実施します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

埋立処理した廃棄物の安定化と適正な状態が維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不燃物埋立量

維持管理基準を超える環境測定結果への対応件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

0

0

0

事業費

国支出金

千円

36,450 27,382 28,333

36,450 112,482 28,333

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

85,100財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

処分場は適正な状態を維持しており、周辺の環境に変化は見られません。

処分場については、国が定める技術上の基準をクリアし、かつ地元協定を遵守す
るよう維持管理する必要があり、そのためには現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡最終処分場管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

鍛治畑不燃物埋立処分場

手段（30年度の取り組み）

処分場を適正な状態に保つため、ごみの搬入管理を行い、水処
理施設等を維持管理し、周辺環境のモニタリングを実施しまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

処分場が適正な状態に維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不燃物埋立量

維持管理基準を超える環境測定結果への対応件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,352

0

867

0

1,716

0

事業費

国支出金

千円

19,890 15,861 12,562

20,191 16,126 12,849

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

301 265 287

財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

処分場は適正な状態を維持しており、周辺の環境に変化は見られません。

処分場については、国が定める技術上の基準をクリアし、かつ地元協定を遵守す
るよう維持管理する必要があり、そのためには現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

秋穂最終処分場管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

青江一般廃棄物最終処分場

手段（30年度の取り組み）

処分場を適正な状態に保つためにごみの搬入管理を行い、周辺
環境のモニタリングを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

処分場が適正に維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不燃物埋立量

維持管理基準を超える環境測定結果への対応件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

298

0

179

0

342

0

事業費

国支出金

千円

1,967 1,904 1,735

2,877 2,874 2,910

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

910 970 1,175

財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

処分場は適正な状態を維持しており、周辺の環境に変化は見られません。

処分場については、国が定める技術上の基準をクリアするよう維持管理する必要
があり、そのためには現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿知須最終処分場管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

岡山最終処分場
旧旦西処分場

手段（30年度の取り組み）

処分場を適正な状態に保つためにごみの搬入管理を行い、周辺
環境のモニタリングを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

処分場が適正に維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不燃物埋立量

維持管理基準を超える環境測定結果への対応件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

0

14

0

事業費

国支出金

千円

4,156 1,386 1,754

4,156 1,386 1,754

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

処分場は適正な状態を維持しており、周辺の環境に変化は見られません。

処分場については、国が定める技術上の基準をクリアするよう維持管理する必要
があり、そのためには現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大浦最終処分場管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度環境部
環境施設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

大浦一般廃棄物最終処分場

手段（30年度の取り組み）

処分場を適正な状態に保つため、浸出水処理施設等を維持管理
し、周辺環境のモニタリングを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

処分場が適正な状態に維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

不燃物埋立量

維持管理基準を超える環境測定結果への対応件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

957

1

1,019

0

事業費

国支出金

千円

1,929 17,477 23,497

1,929 17,477 23,497

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 221ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

処分場は状態を維持しており、周辺の環境に変化はみられません。

処分場については、国が定める技術上の基準をクリアし、かつ地元協定を遵守す
るよう維持管理する必要があり、そのためには現状手段が適切と考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ごみ収集運搬業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
清掃事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

一般廃棄物を排出する市民 

手段（30年度の取り組み）

①ごみ収集体制の整備
　業務を安全で円滑に行うことを前提として、下記のごみ・資
　源物に対し、より効率的な収集運搬を目指しました。
　【週２回】･･･可燃ごみ
　【週１回】･･･プラ容器包装
　【月１回】･･･不燃ごみ、各種資源物
　【随　時】･･･粗大ごみ
②じん芥収集車の維持管理
　収集運搬に必要不可欠なじん芥収集車が、車両運行に関する
　各種法令を遵守しながら常に万全の状態を維持できるよう管
　理しました。併せて、エコドライブ等に心がけ燃料費等経費
　を必要最少限に抑えました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

廃棄物が適正に収集･運搬･処分されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ごみ収集量

環境学習受講児童数

住民からの苦情件数

区分 指標名称

①

単位

トン

名

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

31,001

1,545

0

30,670

1,760

0

29,995

1,828

0

事業費

国支出金

千円

207,131 209,160 214,514

224,352 225,535 231,403

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

17,221 16,375 16,889

財源内訳

（歳入歳出決算書 217ページ）

付記事項 「歳入歳出決算書」では、「じん芥収集運搬費」の名称で掲載しています。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ごみ収集運搬処理業務を円滑に実施することにより、市民の健康で快適な生活を
維持しました。

職員の年齢構成を考慮した効率的な収集体制を検討します。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿知須清掃センター管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部
清掃事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

阿知須清掃センター 

手段（30年度の取り組み）

①市民が排出する可燃ごみ、不燃ごみ、資源物の搬入受付　　
　を行いました。
②じん芥収集車の適正な維持管理を行いました。
③資源物の処理及び運搬を行いました。
④可燃ごみ及び不燃ごみを処理するため、市の処理施設へ
　運搬を行いました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

廃棄物が適正に処理されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

廃棄物の搬入量

ごみの処分方法等に関する住民からの苦情件数

区分 指標名称

①

単位

トン

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,216

0

2,258

0

2,290

0

事業費

国支出金

千円

16,043 14,216 17,910

21,160 19,407 23,378

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

清掃費項 02

じん芥処理費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ごみの適正処理基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,117 5,191 5,468

財源内訳

（歳入歳出決算書 219ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ごみを適正に処理することにより、市民の健康で快適な生活を維持しました。

本事業は「山口市民間化推進実行計画」において委託化を進める事業として位置
づけています。今後も引き続き施設の利用状況等を検証しながら、効率的な処理
体制を継続します。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業所

基本事業がめざす姿

市民や事業所の生活公害に対する意識が高まっており、生活公害が少なくなっています。

基本事業の成果状況と評価

生活公害に関する苦情件数

【環境衛生課】

評

価

　平成30年度の指標値については、大気汚染、騒音など、典型
７公害に関する苦情が75件、廃家電等の不法投棄が45件、その
他が27件で、前年度と比較すると8件増えています。増加の大き
な要因は、管理の行き届かない空き地の苦情が増加したためで
す。理由は、経済状況等により家が建てられていない、あるい
は相続手続等が完了されないまま放置された土地、高齢化のた
め地元での管理が困難になった土地や墓地、廃止されたため池
など様々です。今後も増加していく傾向が予想されます。
　引き続き、美化協力員によるパトロールや、広報などを活用
した、空き地の適正な管理の周知を行います。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 139 147 159

(低下)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

27,806

基本事業　03-06-07 生活公害対策の推進

指
標
① 166
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

衛生対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度環境部環境衛生課、秋穂総合支所地域振興課、阿知須総合支所地域振興
課、徳地総合支所地域振興課、阿東総合支所地域振興課
 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

・生活環境の保全に関する啓発行事等を開催しました。
　「ふしの川水系クリーンキャンペーン、不法投棄防止」につ
いて市報に啓発記事を掲載（年２回）しました。
・環境美化協力員による不法投棄等パトロールを行いました。
・浄化槽の適正管理に関する啓発等を実施しました。
・浄化槽の法定検査受検に関する指導等を実施しました。

30年度事業費内訳
環境衛生課5,988千円、秋穂総合支所188千円、
阿知須総合支所169千円、徳地総合支所64千円、
阿東総合支所358千円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の生活環境を良好に保つことができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

啓発行事回数

生活環境に対して不満に思う市民の割合（空き地、廃棄
物投棄、その他）

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

19

7.4

18

7.1

7

4.1

事業費

国支出金

千円

77,424 7,749 4,807

80,263 10,569 6,767

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

生活公害対策の推進基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10 13 2

2,829 2,807 1,958

財源内訳

（歳入歳出決算書 211ページ）

付記事項

活動指標①、成果指標①の平成29年度と30年度数値とのかい離については、衛生対策事業のうち、ペット等関連
事業と環境団体等の関連事業を別事業に再編し、ペット等に係る啓発事業の回数をペット等適正推進事業に計上
したことにより、また成果指標①は、生活環境に対して不満に思う市民の割合（空き地、廃棄物投棄、ペット、
その他）の合計値を計上していたものを、ペットの割合について、ペット等適正飼養事業に計上することとなっ
たため、かい離が生じました。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

生活環境に対して不満に思う市民の割合は横ばいですが、引き続き啓発等により
市民の環境意識の向上に努め、生活環境への満足度向上を目指します。

市民や事業者のモラルの向上が図られることにより、コストの削減は可能と思わ
れます。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
ペットを飼っている市民

基本事業がめざす姿

ペット等が適正に飼養、管理されています。

基本事業の成果状況と評価

狂犬病予防注射接種率

【環境衛生課】

評

価

　指標値については、平成29年度と比較すると1.7ポイント増加
しました。市の保有する犬の登録情報の未整理なものを追跡調
査したり、未接種の飼い主に対し接種するよう再度通知を行っ
た成果と考えています。
　引き続き高い接種率を維持できるよう、予防接種の必要性を
周知するとともに、飼い犬が病気や老衰によって予防接種が受
けられない場合は、「予防接種の猶予の手続き」を周知し、適
切な予防接種の取り組みを進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 84.1 85.8 84.3

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

ペット等に関する苦情件数

【環境衛生課】

　飼い主のいない猫への無責任な餌やりにかかる苦情が平成29
年度より増加しており近隣とのトラブルにつながっています。
　民間の動物愛護団体の協力を得て、犬や猫の適正飼養の啓発
活動を実施するとともに、「飼い主のいない猫不妊・去勢手術
費助成制度」の周知に取り組んでいます。また、団体の登録数
も4団体増え、累計6団体となりました。今後も制度の周知に取
り組んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 27 14 18 26

(低下)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

5,105

基本事業　03-06-08 ペット等の適正飼養の促進

指
標
①

指
標
②

83.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ペット等適正飼養推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度環境部
環境衛生課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

ペット等の適正飼養のための啓発等を行いました。
ペット飼育啓発看板等の購入・配布・設置を行いました。
ペットの適正飼養の指導及び不用犬・猫の引取を行いました。
不用犬・猫の引取件数削減のための取組を行いました。
【飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費助成制度】
飼い主のいない猫に対する不妊・去勢手術費の助成をしまし
た。
・個人(上限)不妊10,000円、去勢5,000円　※1世帯2匹まで
・団体等(上限)不妊10,000円、去勢5,000円　※1年度20匹まで
・地域(上限)不妊20,000円、去勢10,000円　※匹数は無制限　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の生活環境を良好に保ち、人と動物とが快適に暮らすこと
ができるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

啓発等取組回数

申請件数

生活環境に対して不満に思う市民の割合（ペット）

区分 指標名称

①

単位

回

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

7

99

2.2

事業費

国支出金

千円

715

1,527

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

環境衛生費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持施策 06

ペット等の適正飼養の促進基本事業 08

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6

806

財源内訳

（歳入歳出決算書 213ページ）

付記事項
平成30年度から、「衛生対策事業」のペット等の適正飼養に係る事業費及び動物愛護団体に関連する事業費、飼
い主のいない猫の不妊・去勢手術費助成を「ペット等適正飼養推進事業」に再編しました。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

生活環境に対して不満に思う市民の割合は横ばいですが、引き続き、啓発等によ
り市民の環境意識の向上に努め、生活環境への満足度の向上を目指します。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-06 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

基本事業　03-06-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

8,120
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業　03-07-01 適正かつ合理的な土地利用の推進

基本事業　03-07-02 潤いのある緑環境の創出

基本事業　03-07-03 良好な景観の形成

基本事業　03-07-04 中心市街地活性化の推進

基本事業　03-07-05 良好な住環境の整備

基本事業　03-07-06 市営住宅ストックの有効活用

基本事業　03-07-99 施策の総合推進

　近年、郊外型の大規模な商業施設の立地や住宅団地開発が増えており、市街地のドーナツ化が進んでいます。
　こうした中、既存住宅の活用や民間住宅の誘導、公営住宅の整備やコミュニティ機会の創出、地域資源の活用
等による街なか居住促進が求められており、平成26年３月に「第２期山口市中心市街地活性化基本計画」を策定
し、まちの「顔」とも言うべき中心市街地の活性化に取り組んでいます。
　今後、さらに少子・高齢化が進むことから、市域全体において適正な土地利用を促し、都市機能の全般におい
て利便性・快適性に配慮された、誰もが暮らしやすい集約型のまちづくりを進めることが求められています。
　こうしたことから、平成30年度に策定した「第二次山口市総合計画」では、目指すべき都市構造を「重層的コ
ンパクトシティ～好影響・好循環のまち～」とし、その考えに基づき、重層的集約型環境共生都市の具現化に向
けたマスタープランとなる「山口市コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり計画」を平成31年４月に策
定いたしました。
　また、機能面に加え、生活に憩いと潤いをもたらす公園や美しい都市景観への市民ニーズが高まっています。
　本市は、景観法に基づく景観行政団体となっていることから、平成25年３月に策定した景観計画にしたがい、
地域住民との協働により、魅力ある景観形成を通じたまちづくりを進めていくことが求められています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.95 2.98

3.60 3.61

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

施策のプロフィール

施策の対象

市内全域
市民　来訪者

施策がめざす姿

地域の特性により、活力があり、調和が取れた、コンパクトなまちになっています。

施策の成果状況と評価

調和や秩序がとれたまちになっていると思う市民の割合

【都市整備部　政策管理室】

評

価

　平成29年度の値（86.3％）と比べると2.3ポイントの増となっ
ており、指標は向上しています。基本事業の成果指標のうち、
用途地域内の有効な土地利用、公園が利用しやすいと思う市民
の割合、景観やまちなみに満足している市民の割合、市が関与
して解体に至った老朽危険空家の件数、空家等に関する各種相
談の解決率は増加しており、着実にまちづくりが進んでいるこ
とが伺えます。今後も、都市核における定住を促進するため、
魅力あるまちづくりを進めていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 86.3 86.3 88.6

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

施策のコスト（千円）

H30

2,360,219

指
標
①
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市域

基本事業がめざす姿

用途に応じた適正な土地利用が進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

用途地域内において、有効に利用されていない土地の割合

【都市計画課】

評

価

　指標値が前年度比0.3ポイント向上しています。微増ではあり
ますが、着実に用途地域内の土地利用が進んでいると考えられ
ます。
　引き続き、特定用途制限地域の指定による効果を踏まえなが
ら、さらなる用途地域内の土地利用を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 14.8 14.5 13.8

(向上)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

26,731

基本事業　03-07-01 適正かつ合理的な土地利用の推進

指
標
① 14.8
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市計画基本調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
都市計画課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市域

手段（30年度の取り組み）

重層的集約型環境共生都市の具現化に向けたマスタープランと
なる「山口市コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり
計画」を策定しました。
山口市都市計画マスタープランの中間見直しにかかる検討を行
いました。
都市計画の変更による都市計画図の修正・印刷を行うともに、
ＧＩＳを利用して都市計画情報を市ウェブサイト上で公開しま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

適正かつ合理的な土地利用を推進します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査件数（基礎調査）

用途地域内において有効に利用されていない土地の割合

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

16.6

1

14.8

0

14.5

事業費

国支出金

千円

11,067 20,414 8,247

13,079 25,508 12,747

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

都市計画総務費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

適正かつ合理的な土地利用の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,012 2,000 4,500

3,094

財源内訳

（歳入歳出決算書 267ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

用途地域内において有効に利用されていない土地の割合が14.5%と前年度と比較
し0.3ポイント向上しており、微増ではありますが、着実に用途地域内の土地利
用が進んでいると考えられます。
引き続き、特定用途制限地域の指定による効果を踏まえながら、更なる用途地域
内の土地利用を図っていきます。

計画策定等については、専門的な業務であることから、削減の方法はありませ
ん。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
緑地
公園

基本事業がめざす姿

緑に親しめ、安らぎが感じられる環境になっています。

基本事業の成果状況と評価

公園が利用しやすいと思う市民の割合

【都市整備課】

評

価

今年度の成果指標は78.3％で3.4ポイント増加しています。公園
長寿命化計画に基づく公園リフレッシュ事業により、老朽化し
た遊具、トイレ等の公園施設のバリアフリー化、街灯などの再
整備を行うとともに、地域住民やボランティアの協力による清
掃活動などの細やかな維持管理による効果と考えます。今後も
安全・安心で快適な都市公園として利用できるよう適切な整備
、維持管理に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 74.9 78.3 75.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

893,878

基本事業　03-07-02 潤いのある緑環境の創出

指
標
① 74.9
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公園リフレッシュ整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

開設済みの公園、公園利用者、市民

手段（30年度の取り組み）

・開設済みの公園において、老朽化した遊具などの公園施設を
再整備しました。 
・明るい公園にする為に、老朽化した街灯を環境に配慮した街
灯にしました。
平成30年度は、亀山公園、上恋路公園の整備等を実施しまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

子供から高齢者の方までが安全に、安心して利用できる公園の
ため、多くの方が公園を利用されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

再整備施設件数

街灯設置件数

リフレッシュ整備率

区分 指標名称

①

単位

件

本

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

0

62

1

0

64

2

1

83.3

事業費

国支出金

千円

18,685 5,417 4,369

78,025 80,617 55,569

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

公園費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

潤いのある緑環境の創出基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

37,540 12,000 26,500

21,800 63,200 24,700財源内訳

（歳入歳出決算書 269ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の公園リフレッシュ整備事業費（補助）54,605,240円と公園リフレッシ
ュ整備事業費（単独）962,400円を合算した額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画に基づく事業実施により、成果は順調に上がってます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市緑化推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民

手段（30年度の取り組み）

・平成30年度秋季　全国都市緑化やまぐちフェア（愛称　山口
　ゆめ花博）を開催しました。

・都市緑化祭を開催しました。
　（苗木の販売　緑化相談等）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・都市緑化の啓発が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

都市緑化ＰＲ・相談回数

都市緑化祭回数

区分 指標名称

①

単位

回

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

1

1

1

2

1

事業費

国支出金

千円

620 75,189 295,007

620 75,189 297,707

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

公園費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

潤いのある緑環境の創出基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,700

財源内訳

（歳入歳出決算書 269ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

都市緑化祭を行い、緑化活動を行うことで、一定の成果はあると考えています
が、これ以上の成果向上は厳しいと考えます。

なし

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市計画公園整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 平成 30 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
公園利用者

手段（30年度の取り組み）

　山口都市核が一望できる亀山公園山頂広場の整備を行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民が身近に親しめる公園を整備することにより、緑の育成保
全やレクレーションができています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備済都市計画公園数

対象年度事業費

整備済都市計画公園率

区分 指標名称

①

単位

箇所

千円

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

54

16,524

72.9

54

118,945

72.9

54

317,426

72.9

事業費

国支出金

千円

924 7,345 50,226

16,524 118,945 317,426

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

公園費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

潤いのある緑環境の創出基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

15,600 111,600 267,200財源内訳

（歳入歳出決算書 269ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

亀山公園山頂広場の整備が完了することで、成果の向上が見込まれます。

工事コストに関しては、設計、積算時に工法や構造などの比較検討を行ってお
り、コスト削減への取り組みは図られています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公園管理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部都市整備課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課
 
、 対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
管理すべき公園

手段（30年度の取り組み）

　市の管理する公園を点検し、必要に応じて修理補修や清掃等
を行いました。
　また、公園施設の管理を行いました。
　平成３０年度は香山公園の整備等を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・老若男女を問わず、利用者が安全・安心・快適に過ごせる公
園になります。
・公園利用者の増加が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

修繕件数

苦情・要望に対する対応件数

公園の維持管理上の事故トラブル件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

51

1

1

107

1

0

129

0

0

事業費

国支出金

千円

125,732 126,824 133,050

134,753 157,809 182,798

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

公園費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

潤いのある緑環境の創出基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,400 23,200 41,500

7,621 7,785 8,248

財源内訳

（歳入歳出決算書 269ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　都市整備課166,453千円、小郡総合支所9,038千円、秋穂総合支所5,315千円、
阿知須総合支所1,380千円、徳地総合支所612千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

公園の維持管理が効率的に実施できています。

なし

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
市域
来訪者

基本事業がめざす姿

市民の景観意識が高まり、良好な景観が保全、創出されています。

基本事業の成果状況と評価

景観やまちなみに満足している市民の割合

【都市計画課】

評

価

　満足度は前年度比0.2ポイント増加しているものの、横ばいの
状況にあると考えられます。
　引き続き、屋外広告物に関する審査や景観法に基づく届け出
制度により市民の皆様や事業者の方と一体となって、良好な景
観の創出、保全に努め、成果の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 81.8 82.0 85.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

5,898

基本事業　03-07-03 良好な景観の形成

指
標
① 81.8

488



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大内文化特定地域修景整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度交流創造部
文化交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
大内文化特定地域周辺の住民及び関係者  

手段（30年度の取り組み）

平成２９年度に引き続き、大内文化特定地域における歴史的な
まちなみ景観の保全・形成・活用を軸としたまちづくりの取組
支援や、地域の歴史文化の共有、取組機運の醸成等を目的とし
た副読本の作成支援等を行いました。
また、歴史的なまちなみ形成のため、大内文化特定地域内に残
る古い町屋をまちの雰囲気に合わせて再生し、活用する町屋再
生・活用事業（モデル事業）を実施しました。  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

修景整備等に係る地元住民や関係者の意向が集約され、自然と
歴史、住民の生活が調和した、美しいまちなみ景観の形成が進
んでいます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

まちづくり協議会等開催回数

町屋再生・活用事業実施件数

観光客数(市観光動態調査)

大殿地域住民数

区分 指標名称

①

単位

回

件

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16

0

863,896

7,687

25

1

1,127,180

7,679

28

0

989,564

7,657

事業費

国支出金

千円

2,024 2,725 1,100

2,024 2,725 1,100

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文化振興費目 14

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

良好な景観の形成基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 161ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

大内文化街道まちなみ協議会との連携のもと、大内文化特定地域内の道路の美装
化や景観ルールづくりに向けた取組を進めることができました。また、域内の観
光客数も当初の目標（８５万人）を大幅に上回る結果となるなど、大内文化特定
地域における歴史や文化を生かしたまちづくりは着実に前進しています。町屋再
生・活用事業については、平成３０年度の申請案件はありませんでしたが、今後
においても、まちの魅力を高める取組を支援することにより、事業成果の向上を
図ります。

当該事業は、大内文化特定地域における歴史的なまちなみ景観の保全・形成に向
けて地域と行政が一体となって取り組んでいるものであることから、引き続き、
予算の確保が必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

景観形成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度都市整備部
都市計画課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、事業者、市域

手段（30年度の取り組み）

景観計画等に基づき、関連事務を実施しました。
景観形成に対する意識啓発、意欲向上を目指し、景観賞を実施
しました。
景観形成重点地区として大内文化地区、新山口駅周辺地区を指
定することに向けた検討を行いました。
山口県屋外広告物条例に基づく許可手続等、屋外広告物の管理
を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民や事業者の景観に対する意識が高まり、良好な景観が保全
・創出されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

景観審議会等開催回数

景観やまちなみに満足している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

84.1

1

81.8

1

82.0

事業費

国支出金

千円

3,394 2,334 4,798

5,014 2,334 4,798

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

都市計画総務費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

良好な景観の形成基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,620

財源内訳

（歳入歳出決算書 267ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

景観やまちなみに満足している市民の割合は82.0%と、前年度と比較し0.2ポイン
ト増加しています。
引き続き、屋外広告物に関する審査や景観法に基づく届出制度により、市民の皆
様や事業者の方と一体となって、より良好な景観の創出・保全に努め、成果の維
持・向上に努めます。

良好な景観を創出・保全するためには景観形成重点地区等の指定が有効な手段で
あると考え、指定を行うためには調査や方針の策定等が必要となります。そうし
た作業は専門性が高いことから、業務発注する必要があり、コストを削減する方
法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

中心市街地

基本事業がめざす姿

中心市街地が利便性の高いまちになり、人が集まり、賑わっています。

基本事業の成果状況と評価

来街者数

【中心市街地活性化推進室】

評

価

「来街者数（商店街等通行量）」は、平成30年度目標値58,000
人に対して47,733人で、平成29年度と比較すると7,065人減少し
ました。これは、平成30年9月14日から11月4日までの期間開催
された「山口ゆめ花博」が大盛況であったことが、時期的に中
心商店街での集客に大きく影響したものと考えられます。
　目標値の達成に向け、中市まちなか広場の利活用、イベント
の充実、空き店舗対策等、中心商店街での回遊性の向上に取り
組んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 54,798 47,733 52,350

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

中心市街地内の人口

【中心市街地活性化推進室】

「中心市街地内の人口」は、平成29年度と比較すると７人減少
しました。近年、中心市街地内においても高齢化の進展ととも
に居住人口の自然減が進んでおりますが、狭隘道路の拡幅によ
り遊休不動産の市場流通を促すなど、まちなか居住の促進に取
り組み、更なる居住人口の社会増を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 4,476 4,550 4,543 4,520

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

618,783

基本事業　03-07-04 中心市街地活性化の推進

指
標
①

指
標
②

54,798
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

湯田温泉まちなか整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 令和 08 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口都市核における湯田温泉ゾーンを中心にした市街地

手段（30年度の取り組み）

湯田温泉回遊拠点施設整備事業や地域で取り組まれるソフト事
業と一体となって、公共空間部分について景観に配慮した整備
などを行うことで、訪れてみたいまち、住みたいまちの魅力を
高めました。

　平成３０年度　
　　　広場整備工事　１箇所
　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

湯田温泉を訪れる人、湯田温泉に住む人に、やさしく心地よい
市街地となっています。回遊性が高まり、にぎわっています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業の実施数

進捗率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

69

1

72

1

74

事業費

国支出金

千円

2,710 3,316 4,894

36,110 31,516 18,677

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,000 6,800 4,883

24,400 21,400 8,900財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の湯田温泉まちなか整備事業費（補助）13,553,560円と湯田温泉まちな
か整備事業費（単独）5,122,752円を合算した金額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な事業実施により、成果は順調に上がっています。引き続き計画的に事業
実施を図り、成果の向上を目指します。

設計・積算時において、工事コストに関し、工法や構造等の比較検討を行ってお
り、コスト削減への取り組みは図られています。

まち・
ひと・しごと ●

493



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大殿周辺地区整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 令和 08 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

区域内住民

手段（30年度の取り組み）

大内文化特定地域内の歴史資源や町並みの保全活用とあわせ
て、道路整備・美装化、路地再生などの高質空間形成を図り、
修景整備を一体的に行いました。

　平成３０年度
　　　道路美装化工事　L=800ｍ
　　　　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の歴史と文化を活用した、良好な公共空間の形成を創出し
、歩行者を主体としたネットワークを形成し、回遊性の向上と
あわせて、住環境の改善を図り市街地の再生が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施数

主要道路整備延長

主要道路の整備率

区分 指標名称

①

単位

事業

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

3

500

14

3

800

37

事業費

国支出金

千円

800 5,643 15,625

6,160 80,263 188,297

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,660 56,320 60,672

700 18,300 112,000財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の大殿周辺地区整備事業費（補助）179,834,440円と大殿周辺地区整備事
業費（単独）8,461,471円を合算した金額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な事業実施により、成果は順調に上がっています。引き続き計画的に事業
実施を図り、成果の向上を目指します。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中心市街地住環境総合整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 令和 07 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中心市街地

手段（30年度の取り組み）

　平成26年12月に山口市住宅市街地整備推進協議会が設立さ
れ、住民やまちづくり関係者と協議をしながら、事業を進めて
います。
　平成28年度以降、優先順位が高く地権者の合意が得られた箇
所から順次工事等に着手しました。 
　平成30年度は、善福寺・地蔵通りの道路整備に伴う測量設計
業務、用地補償について実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・老朽建築物の除却・建替え等を進め、安心・安全で暮らしや
すいまちを実現します。
・狭隘道路の拡幅や広場整備を推進することで、快適な居住環
境の創出や都市機能の更新、美しい景観形成を実現します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

山口市住宅市街地整備推進協議会開催回数

広報誌の発行回数

中心市街地内の人口

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

1

4,476

3

1

4,550

3

1

4,543

事業費

国支出金

千円

6,216 19,645 6,231

46,793 29,864 30,931

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

21,777 6,919 7,400

18,800 3,300 17,300財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業着手以降、中心市街地活性化基本計画における他事業と相乗することで順調
に成果が上がっています。
引き続き、快適な住環境の創出などを実現することで、成果の向上が図られま
す。

現時点でコストを削減する新たな手段はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中心市街地活性化計画策定・推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
中心市街地活性化推進室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中心市街地

手段（30年度の取り組み）

 
●第2期中心市街地活性化基本計画のフォローアップの実施や中
心市街地の状況把握のための調査、中心市街地活性化協議会や
国との調整を行いました。なお、計画期間を、黄金町地区第一
種市街地再開発事業の事業実施期間に合わせ、平成26年～平成3
0年度から、平成26年～平成31年度（令和元年度）に変更しまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・中心市街地活性化に係る事務が適正に処理されます。
・第2期山口市中心市街地活性化基本計画の変更・フォローア
ップが適切に実施されます。
・中心市街地が活性化されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

中心市街地活性化協議会開催回数

計画フォローアップの実績数

（代）中心市街地活性化協議会開催回数

（代）計画フォローアップの実施数

区分 指標名称

①

単位

回

回

回

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

1

5

1

3

1

3

1

6

1

6

1

事業費

国支出金

千円

1,399 1,423 1,558

1,399 1,423 1,558

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

第2期山口市中心市街地活性化基本計画の目標として、「商店街通行量（休日）
の増加」、「中心商店街の空き店舗数の改善」、「居住人口の増加」を設定し、
様々な事業に取り組んでいます。同計画に位置付けた共同住宅3棟の供給が進ん
だため、基本事業の成果指標値の向上につながっていると推察されます。

取り組み方法については精査されたものであり、コストを削減するのは困難で
す。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中心市街地活性化対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
中心市街地活性化推進室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、近隣市町民、中心市街地

手段（30年度の取り組み）

●民間と連携して中心市街地活性化に資する事業の取り組みを
進めるとともに、中心市街地の集客数向上のために、広報誌「
くるーニャ！やまぐち」の発行を行いました。

●中心市街地内で事業を営まれている方や、今後まちづくりの
担い手になる方を対象に、個々の事業の魅力向上や地域内のネ
ットワークを強化することを目的とした人材育成セミナーを実
施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中心市街地が利便性の高いまちになり、人が集まり、にぎわっ
ています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

中心市街地活性化協議会開催回数

中心市街地情報発信広報誌作成回数

中心市街地の来街者数

講演会の参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

1

50,927

55

3

1

54,798

29

6

1

47,733

30

事業費

国支出金

千円

2,891 2,012 2,012

2,891 2,012 2,012

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

中心市街地に賑わいをもたらす上で、商店街等による様々なイベント開催が定着
し、運営体制が充実してくるなど、一定の効果が現れています。
今後も引き続き、来街者の増加を図る取組や多様な媒体による情報発信を図るこ
とで、さらなる成果の向上が見込めます。

民間による自主的な取組が可能な部分については業務を移していくことで、コス
トを抑え、より効果的な事業とすることが可能と考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中心市街地核づくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 令和 01 年度都市整備部
中心市街地活性化推進室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、近隣市町民、中心市街地 

手段（30年度の取り組み）

●黄金町地区において実施されている組合施行による共同施設
整備事業（商業施設、公益施設、駐車場、共同住宅等）に対し
て、まちなか居住の促進、防災性の向上、にぎわい創出等の観
点から、都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業を活用
して支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中心市街地の核が形成され、にぎわいが創出されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

実施事業数

中心市街地の来街者数

区分 指標名称

①

単位

本

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

50,927

1

54,798

1

47,733

事業費

国支出金

千円

12,566 12,054

130,497 377,308

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

中心市街地活性化の推進基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,431 188,654

108,500 169,600

7,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 273ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成27年12月竣工の中市町1番地区の住宅供給が順調に進み、成果の向上に寄与
しています。黄金町地区は、平成29年度に除却工事に、平成30年度には建設工事
に着手しており、令和元年度末の竣工を予定していることから、事業効果の発現
はそれ以降と見込まれます。来街者のニーズに適合した商業・業務施設やまちの
豊かさを享受できる利便性の高い住宅の供給により、中心商店街の魅力の向上や
まちなか居住の促進が見込まれることから、今後も着実に事業を進め成果向上へ
つなげます。

現時点でコストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市街地宅地

基本事業がめざす姿

快適な住環境が確保され、土地の有効利用がなされています。

基本事業の成果状況と評価

用途地域内における開発許可件数（平成20年度からの累計）

【開発指導課】

評

価

　景気動向は若干の上昇傾向を思わせる一年であり、市内の用
途地域内における開発行為の許可件数は、前年度に比較して６
件、率にして約１６％上昇し、開発面積についても前年度より
も増加しています。
　更なる用途地域内での開発行為を促進させるためには、条例
等による規制緩和等も一つの手法であると考えられることから
、こうした手法の検討も含め、成果の向上に努めていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 349 392 525

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

用途地域内における開発許可面積（平成20年度からの累計）

【開発指導課】

　景気動向は若干の上昇傾向を思わせる一年であり、市内の用
地地域内における開発行為の許可面積は、前年度に比較して約
１５％上昇し、開発許可件数についても前年度よりも６件増加
しています。
　更なる用途地域内での開発行為を促進させるためには、条例
等による規制緩和等も一つの手法であると考えられることから
、こうした手法の検討も含め、成果の向上に努めていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

㎡ 991,293991,2931,125,9961,422,493

(向上)

(中)

評

価

市が関与して解体に至った老朽危険空家の件数（10年間の累計：H3
0-R9）

【生活安全課】

平成３０年度に市が関与して解体に至った老朽危険空家の件数
は２４件であり、令和４年度には目標値を上回る順調なペース
で推移しています。しかしながら、空家の件数は増加傾向にあ
ると考えられますので、引き続き安全面、公衆衛生面、景観面
などにわたる空家問題の解決に向けて、所有者への働きかけ・
除却促進補助の実施・財産管理人制度の活用を図るなどしてさ
らなる成果の向上に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 0 0 24 100

(向上)

(低)

評

価

空家等に関する各種相談の解決率（15年間の累計：H25-R9）

【生活安全課】

平成３０年度の空家等に関する各種相談の解決率は55.1%であり
、前年度と比較して3.2ポイント上回り、順調に推移しています
。しかしながら、空家の件数は増加傾向にあると考えられます
ので、引き続き安全面、公衆衛生面、景観面などにわたる空家
問題の解決に向けて、所有者への働きかけ・除却促進補助の実
施・財産管理人制度の活用を図るなどしてさらなる成果の向上
に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 46.4 51.9 55.1 60.0

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

23,960

基本事業　03-07-05 良好な住環境の整備

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

349
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

空き家等適正管理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　市内の空き家等の所有者・相続権者等をはじめとした市民及
び市外居住者の方々等

手段（30年度の取り組み）

○管理不全な空家等に関する相談窓口となり、所有者等による
発生防止・自主的改善に向けて、啓発セミナー等を行いました
。
○管理不全な空家等の現地調査や、所有者・相続権者等の状況
調査を行い、所有者等に対して管理改善要請・情報提供・助言
・指導・勧告等を行って、状況の改善・解決を求めました。
○老朽化し、立地環境からも特に周辺への危険度の高い空家の
所有者・相続権者に対しては、除却促進補助金により、自主的
な解体・除却を促しました。
○所有者死亡に伴う相続権者が不明な空き家等については、財
産管理人制度等の法的手法を検討・採用しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　意識啓発により、空き家等の適切な維持管理及び早めの整理
の重要性を、改めて認識していただくと共に、既に管理不全な
空き家等については、その所有者・相続権者等による対処・解
決を促すことで、市民の生活環境の保全や安心・安全なまちづ
くり及び地域の振興を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

外観から不良度が進行した空家と見られた建物の内、市
が対応した年間件数

空家等に関する各種相談への年間対応件数

市が関与して解体に至った老朽危険空家の年間件数

空家等に関する各種相談の年間解決件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

198

76

20

82

191

75

17

42

212

64

24

45

事業費

国支出金

千円

14,899 5,975 7,149

22,999 7,524 10,926

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

良好な住環境の整備基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,100 1,250 3,777

299

財源内訳

（歳入歳出決算書 153ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成２７年５月からの空家等対策の推進に関する特別措置法の施行により、法
令等に基づいて、現地調査、所有者等調査、現状通知、情報提供、助言・指導、
緊急安全措置等を実施し、勧告、命令を視野に入れて管理不全な空き家の解消に
取り組んでいます。

　事業の性格上、建築基準法や都市計画法との関係性が高く、特に建築物の保安
性の判定についてや、根本的な空き家発生抑制策についてなど、各々の制度の知
見を必要とします。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

住宅・建築物耐震化促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度都市整備部
開発指導課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

耐震性のない又は不明な民間住宅・建築物

手段（30年度の取り組み）

民間住宅・建築物の耐震改修を実施する所有者に補助金を交付
しました。

平成30年度　　木造住宅耐震診断件数　5件
　　　　　　　木造住宅耐震改修件数　4件
　　　　　　　要緊急安全確認大規模建築物
　　　　　　　　　補強設計　　　　　2件
　　　　　　　　　耐震改修　　　　　1件

※要緊急安全確認大規模建築物の補強設計1件、耐震改修1件
は、次年度に繰越しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

耐震診断を経て耐震改修することにより、民間住宅・建築物の
耐震性が確保されます。なお、耐震性確保については住宅のほ
か不特定多数の人が利用したり避難弱者が利用する建築物が優
先されるべきです。

活動状況、成果状況、事業費の推移

耐震診断補助件数

耐震改修補助件数

耐震診断補助累積件数

耐震改修補助累積件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

2

47

16

3

3

50

19

5

4

55

23

事業費

国支出金

千円

500 570 3,053

1,500 1,980 11,707

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

土木管理費項 01

建築指導費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

良好な住環境の整備基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

700 960 5,803

300 450 2,851

財源内訳

（歳入歳出決算書 255ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成25年に耐震診断が義務化された要緊急安全確認大規模建築物について、市の
耐震補助要綱の改正と所有者への働きかけにより、対象建築物の耐震診断補助申
請が行われ十分な成果が上がりました。
診断により耐震改修の必要性が確認されるため、耐震工事を実施するよう指導で
きます。このことにより成果向上が期待できます。

ありません。
耐震診断・耐震改修は基準に基づいて実施しており、効率化はできません。

まち・
ひと・しごと
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

住宅に困窮している者

基本事業がめざす姿

既存の市営住宅の有効活用や集約を図りながら、住宅に困っている市民に住居があります
。

基本事業の成果状況と評価

入居率

【建築課】

評

価

市営住宅ストックの老朽化等もあり、入居率は低下しています
が、住宅に困窮する低額所得者に対して住宅の提供が行えるよ
う、引き続き、計画的改善事業による経年劣化対策や居住性向
上に取り組み、市営住宅ストックの有効活用を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 80.8 78.7 85.0

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

個別改善住宅の改修率

【建築課】

「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づく外壁・防水改修等
による個別改善を実施したことにより改修率は上昇しており、
引き続いて個別改善を実施していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 67.4 68.0 69.8 72.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

443,327

基本事業　03-07-06 市営住宅ストックの有効活用

指
標
①

指
標
②

83.0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市営住宅使用料徴収事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
建築課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市営住宅入居者

手段（30年度の取り組み）

市営住宅の入居者から住宅使用料を徴収しました。また、不払
いの入居者に対して催告を行うとともに納付相談を実施しまし
た。
納付の意思のない入居者に対しては、弁護士を活用した納付相
談・納付指導を実施しました。
また、２名の入居者に対して住宅明渡訴訟を提起しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

住宅使用料等の円滑な収納がされています。
住宅使用料等の収納率が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

督促状の発行件数

住宅使用料収納率（現年度）

駐車場使用料収納率（現年度）

区分 指標名称

①

単位

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,804

94.3

97.4

1,384

97.2

99.0

1,342

97.2

99.1

事業費

国支出金

千円

3,797 3,010 4,065

3,797 3,010 4,065

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

住宅費項 06

住宅管理費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

市営住宅ストックの有効活用基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 277ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

滞納月数の少ない初期段階での納付指導のほか、法的措置を想定した納付相談や
納付指導を行ったことにより、前年度の収納率を維持しました。
今後も取組を継続し収納率の向上を図ります。

業務委託等の手法が考えられますが、新たなコストが必要となり、費用対効果の
面から更なる検討が必要です。

まち・
ひと・しごと

505



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市営住宅建替等調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度都市整備部
建築課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市営住宅居住者

手段（30年度の取り組み）

「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、これまでの建替
に加え、既存民間賃貸住宅を活用した市営住宅の供給手法につ
いて調査を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新たな住宅施策、整備手法が明らかになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

基礎・事例調査実施箇所数

基礎･事例調査進捗率

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

100

1

100

1

100

事業費

国支出金

千円

5,598 490 2,160

7,714 490 2,160

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

住宅費項 06

住宅建設費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

市営住宅ストックの有効活用基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,116

財源内訳

（歳入歳出決算書 277ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

調査手法を工夫することで成果向上の余地があります。

現時点ではコストの削減余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市営住宅長寿命化改善事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度都市整備部
建築課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市営住宅入居者

手段（30年度の取り組み）

「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、長寿命化改善対
象住宅に対して、外壁及び屋上防水等の改修を行いました。

　平成３０年度：８団地
・三和町改良簡二住宅防水等改修工事
・徳佐駅前市営住宅外壁等改修工事、フローリング化工事
・円座市営住宅Ｄ棟外壁等改修工事
・宮野下第１市営アパート外壁等改修工事
・下田市営住宅合併浄化槽設置工事
・折本市営住宅給湯設備改修工事
・陶笹尾市営住宅フローリング化工事
・上佐市営住宅フローリング化工事　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

定期的に予防保全的な改善を行うことで建物の長寿命化を図り
、突発的な出費を抑えると共に、ライフサイクルコストが縮減
されます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

改善・修繕を実施する団地数

改善・修繕を実施する住宅戸数

改善・修繕された団地数

改善・修繕された住宅戸数

区分 指標名称

①

単位

団地

戸

団地

戸

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

142

6

142

6

105

6

105

8

87

8

87

事業費

国支出金

千円

98,067 113,712 110,842

125,091 129,937 131,471

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

住宅費項 06

住宅建設費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

市営住宅ストックの有効活用基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

21,924 8,125 10,329

5,100 8,100 10,300財源内訳

（歳入歳出決算書 277ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画に基づき着実に外壁及び防水改修を実施していくもので、これ以上の向上余
地はありません。

現時点ではコスト削減余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-07 コンパクトで暮らしやすいまちづくり

基本事業　03-07-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

347,642
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

嘉川斎場施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度地域生活部
生活安全課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　嘉川斎場

手段（30年度の取り組み）

　老朽化した施設・設備の計画的な改修を行いました。
　
（30年度）
　火葬炉大型化（１基）、火葬炉耐火物積替（１基）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　常に正常な稼動が行えます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修施工箇所数

改修進捗率（単年度）

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

100

3

100

2

100

事業費

国支出金

千円

1,057 1,740 1,124

19,457 16,740 11,124

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

衛生費款 04

保健衛生費項 01

斎場費目 08

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

18,400 15,000 10,000財源内訳

（歳入歳出決算書 213ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

改修計画に基づき、施設整備を実施し、正常な稼動を確保していることから、成
果はあがっているといえます。

供用開始後、相当年数経過していることから、正常稼動に必要なメンテナンス費
用は必須と考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地籍調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
地籍調査課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市内に存在する土地及びその所有者 

手段（30年度の取り組み）

一筆ごとにその所有者の立会のもと境界を確認し、測量を行い
地籍図及び地籍簿を作成しました。
Ｈ30実施１年目地区：宮野下、小郡下郷、秋穂東、阿東生雲西
分　事業計画・準備（４～５月）　図根測量（７～１２月）
一筆地調査（７～１月）　一筆地測量（１～３月）
Ｈ30実施２年目地区：宮野上、宮野下、小郡下郷、小郡尾崎町
、小郡山手上町、秋穂東、阿東生雲西分　地籍測定（７月）　
地籍図及び地籍簿案作成（７～８月）
閲覧（８～９月）　認証（３月）
Ｈ30実施３年目地区：宮野上、嘉川・小郡下郷、秋穂東、阿東
生雲西分　法務局送付（５～６月）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

土地　：地番、地目、面積、所有者及び境界を明確にします。
所有者：①土地境界トラブルを未然に防止します。
　　　　②登記手続きを簡素化し費用を縮減します。
　　　　③災害を迅速に復旧します。
　　　　④公共事業を効率的に実施し費用を縮減します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査面積（単年度）

地籍調査進捗率

区分 指標名称

①

単位

K㎡

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3.02

21.35

2.44

21.67

3.14

21.93

事業費

国支出金

千円

28,262 24,056 26,405

94,863 74,401 89,992

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

地籍調査事業費目 08

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

66,397 50,160 63,277

204 185 310

財源内訳

（歳入歳出決算書 271ページ）

付記事項
平成３０年度実績の調査面積には、平成２９年度からの繰越分の0.72ｋ㎡が含まれています。これは、平成２９
年度末に、国の補正予算（27,320千円）が配分され、平成３０年度に事業実施したものです。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　事業の性質上、大幅な成果の向上は望めませんが、小幅ながら進捗率は向上し
ています。

事業の性質上、受益者負担は望めず、コスト削減は難しいと思われます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新山口駅周辺地区整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 07 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新山口駅周辺地区（道路整備、広場整備等）

手段（30年度の取り組み）

「新山口駅ターミナルパーク整備基本計画」「新山口駅北地区
重点エリア整備方針」に基づき、新山口駅周辺地区内の生活道
路の整備を行いました。

平成３０年度
　道路整備工事　L=220ｍ

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

拠点施設整備と共に新山口駅周辺地区内の生活道路や広場を整
備することにより、にぎわいにあふれる市街地形成が進みます
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

単年度事業費

整備率

区分 指標名称

①

単位

千円

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

61,477

11

51,221

19

事業費

国支出金

千円

2,116 7,823

21,116 51,223

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,000

19,000 37,400財源内訳

（歳入歳出決算書 275ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の新山口駅周辺地区整備事業（補助）47,761,880円と新山口駅周辺地区
整備事業（単独）3,460,320円を合算した金額です。 

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な事業実施により、成果は順調に上がっています。引き続き計画的に事業
実施を図り、成果の向上を目指します。

特になし。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

駐車場管理事務

実行計画

計画年度担当 平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市駐車場(中央駐車場)

手段（30年度の取り組み）

中央駐車場は、365日24時間営業で、時間貸駐車と定期券利用が
あります。
山口市直営施設で、民間事業者へ施設や機械等の管理を委託
し、入出庫自動精算機等の導入により最小限の人員で専門的か
つ効率的な管理運営を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

駐車場を安心、快適に利用できる環境になっています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

維持管理・点検費用

使用料徴収額

駐車場の営業収支額

駐車場の運営管理上の事故件数

区分 指標名称

①

単位

千円

千円

千円

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16,281

37,761

21,699

0

16,252

37,188

21,222

0

14,268

36,514

22,531

0

事業費

国支出金

千円

16,281 16,252 14,269

16,281 16,252 14,269

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

駐車場事業特別会計会計 06

駐車場事業費款 01

駐車場事業費項 01

駐車場管理費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

コンパクトで暮らしやすいまちづくり施策 07

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 391ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

歳入は使用料の収入によるところが大きいため、成果向上の余地は少ないです
が、今後も引き続き歳出経費を抑えることにより向上の余地はあります。また、
駐車場施設のきめ細かい修繕や補修を行うことにより、引き続き事故件数を抑え
ます。

中央駐車場は、平成２２年度以降入出庫ゲートの機械化や運営管理業務の見直し
により大幅なコスト削減に努めました。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

基本事業　03-08-01 暮らしを支える道づくり

基本事業　03-08-02 未来につながる道づくり

基本事業　03-08-03 道路・橋梁の維持管理

基本事業　03-08-99 施策の総合推進

　車社会が進み、また郊外の開発で居住地が拡散していることにより、市街地周辺で交通量が急激に増加してい
ますが、そのための生活道路の整備が追いついていない状況です。
　高齢社会の到来や誰にとっても使いやすい、過ごしやすい環境にしていくというノーマライゼーションの考え
方の浸透により、歩行者の利便性や安全性を考慮した、人にやさしい道路の整備が求められています。加えて、
頻発する通学路での交通事故を受け、ハード・ソフト両面からの総合的な通学路の交通安全対策を求める声が高
まっています。
　また、国・県と連携した広域道路網の整備の推進が求められています。
　一方では、経年による道路・橋りょうなどの老朽化を踏まえ、計画的かつ効果的な維持補修を行い、インフラ
の長寿命化を図る必要があります。
　また、東日本大震災を教訓に、大規模災害発生時の代替性や被害緩和機能なども想定した、災害に強い道路ネ
ットワークを構築していく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.04 2.99

3.62 3.66

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

施策のプロフィール

施策の対象

市内の道路とその利用者（運転者
、歩行者）

施策がめざす姿

地域を結ぶ道路交通網が整い、適切な維持管理がされ、目的地まで快適に移動することが
できます。

施策の成果状況と評価

道路の整備状況について満足であると思う市民の割合

【都市整備部　政策管理室】

評

価

　平成29年度の値（78.7％）と比べると1.5ポイント低下し、統
計誤差の範囲内で横ばいで推移している状況です。
　道路種別では、生活道路の満足度が73.0％で幹線道路の満足
度81.3％に比べ8.3ポイント低くなっていることから、引き続き
、生活道路改良、歩道整備、道路のバリアフリー化等を早期に
進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 78.7 78.7 77.2 81.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

市内での車の移動が円滑であると思う市民の割合

【都市整備部　政策管理室】

　平成29年度の値（73.8％）と比べると1.9ポイント上昇し、現
時点で中間目標値76.0％に近い水準に達しています。
　円滑な車の移動は、狭あい道路の未解消や通勤時の渋滞頻発
などに大きく影響を受けるものと考えられることから、今後も
交通量の多い幹線道路の計画的な整備に加え、生活道路の改良
要望個所の早期整備に努め、交通の円滑化を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 73.8 73.8 75.7 76.0

(横ばい)

(高)

施策のコスト（千円）

H30

2,285,881

指
標
①

指
標
②

515



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

道路利用者

基本事業がめざす姿

道路利用者が、生活道路や歩道を安全快適に通行することができます。

基本事業の成果状況と評価

生活道路の整備状況について満足であると思う市民の割合

【道路河川建設課】

評

価

　平成３０年度の満足度は73.0％で、前年度比1.6ポイント減で
すが統計誤差の範囲内であり、横ばいの状況にあります。
　今後も市民と情報共有を図り、生活環境の向上のため、地域
バランスを考慮しながら、生活道路の拡幅や待避所設置等の整
備を迅速に進め、成果向上を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 74.6 73.0 77.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

歩道の整備状況について満足であると思う市民の割合

【道路河川建設課】

　平成３０年度の満足度は66.0％で、前年度比1.0ポイント増と
なっています。平成２７年度からの実績値においても、横ばい
の状況にあります。
　今後も、引き続きバリアフリー化を進め、成果向上を図って
いきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 65.0 65.0 66.0 67.0

(横ばい)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

495,059

基本事業　03-08-01 暮らしを支える道づくり

指
標
①

指
標
②

74.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生活道路改良事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

道路利用者
地区住民

手段（30年度の取り組み）

地元要望等により市道の整備を行い、市民の生活環境の向上を
図ります。
　・道路拡幅改良
　・ゆずりあい道路（待避所、交差点）の整備
　・舗装新設・改良
　・地区道路の整備

平成３０年度は２０路線の整備を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地区内道路の通行が円滑になります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

生活道路の整備延長

生活道路の整備路線数

（代）生活道路の整備延長

（代）生活道路の整備路線数

区分 指標名称

①

単位

ｍ

箇所

ｍ

箇所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,339

31

2,339

31

2,816

25

2,816

25

1,927

20

1,927

20

事業費

国支出金

千円

116,845 102,438 100,115

485,842 449,566 417,276

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路新設改良費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

暮らしを支える道づくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,897 5,628 7,961

360,100 341,500 309,200財源内訳

（歳入歳出決算書 259ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は２０路線の道路整備（道路改良・交差点改良・待避所設置）を実
施しており成果は向上しております。
今後も地元自治会からの要望路線の調整を行い、道路整備を実施することとして
おり、成果向上の余地は中としました。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

道路バリアフリー化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

道路利用者（主に高齢者、障がい者）

手段（30年度の取り組み）

歩行者、自転車の安全で快適な通行を確保し、高齢者・障がい
者等だれもが安心して通行できる歩行空間を確保します。
・歩道の設置
・既設歩道の段差・傾斜・勾配の改善
・視覚障害者誘導用ブロックの設置

平成３０年度は３路線の整備を実施しました。
　中領長谷線、下千坊氷上線、８区１区線
　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全、安心に通行できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

バリアフリー化した道路の整備延長

整備路線数

（代）バリアフリー化した道路の整備延長

（代）整備路線数

区分 指標名称

①

単位

ｍ

路線

ｍ

路線

28年度実績 29年度実績 30年度実績

402

6

402

6

682

5

682

5

169

3

169

3

事業費

国支出金

千円

4,867 8,128 4,990

60,857 112,532 47,390

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路新設改良費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

暮らしを支える道づくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,690 28,904

47,300 75,500 42,400財源内訳

（歳入歳出決算書 261ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は、３路線の整備を実施しており、成果は向上しています。
今後も計画的に実施することとしており、成果が向上する余地は大きいと考えま
す。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市道橋調査整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市道橋
市道橋利用者

手段（30年度の取り組み）

老朽化した市道橋の架け替えや長寿命化のための補修及び耐震
補強等を実施します。

平成３０年度は市道西開作下向山中線【前田橋】の詳細設計業
務を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全、安心に通行できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

架け替え、補強等を実施した市道橋数

整備が完了してより安全が確保された市道橋数

区分 指標名称

①

単位

橋

橋

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

0

2

0

1

0

事業費

国支出金

千円

15,588 1,796

20,688 13,696

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

橋りょう新設改良費目 05

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

暮らしを支える道づくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,100 11,900財源内訳

（歳入歳出決算書 261ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は、前田橋改修工事に伴う予備設計業務を実施しており、成果は向
上しております。
今後は、市道橋の長寿命化計画に基づき、補強や架け替え等、計画的に実施する
こととしているため、成果が向上する余地は大きいものと考えます。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●

519



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

幹線道路、道路利用者

基本事業がめざす姿

道路利用者が、幹線道路を安全快適に移動することができます。

基本事業の成果状況と評価

幹線道路の整備状況について満足であると思う市民の割合

【道路河川建設課】

評

価

　平成３０年度の満足度は81.3％で、前年比1.4ポイント減です
が統計誤差の範囲内であり、横ばいの状況にあります。
　平成２７年度に策定した「山口市道路整備計画」に基づき、
引き続き幹線道路の整備を進め、成果向上を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 82.7 81.3 85.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

971,752

基本事業　03-08-02 未来につながる道づくり

指
標
① 82.7

520



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

平井西岩屋線道路改築事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 令和 03 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

平井西岩屋線道路
道路利用者

手段（30年度の取り組み）

椹野川左岸堤防敷である市道平井西岩屋線の浄化センター付近
から秋穂渡瀬橋までの約４．３kmの区間について、車の離合が
出来る幅員へ拡幅改良を行います。

平成１９～２９年度　測量設計、用地取得、道路拡幅工事

平成３０年度　道路拡幅工事を実施しました。  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

移動所要時間が減少します。
地区内道路の交通混雑が緩和します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

道路の整備延長

道路整備率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

271

63

258

69

213

73

事業費

国支出金

千円

6,068 4,826 8,113

97,268 66,426 84,513

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路新設改良費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

未来につながる道づくり基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

91,200 61,600 76,400財源内訳

（歳入歳出決算書 259ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は、実施に向け地元説明会を開催し、２箇所の工事を実施してお
り、成果は向上しています。
今後も計画的に整備することとしており、さらなる成果向上が見込まれます。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●

521



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

道路整備計画道路改良事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

道路利用者

手段（30年度の取り組み）

山口市道路整備計画に基づいて位置づけられた路線を計画的か
つ効率的に整備します。

平成３０年度は４路線の整備を実施しました。
（山口地域）　宮島町問田線、水の上町２号線
（徳地地域）　庄方才契線
（阿東地域）　鍋倉東線（徳佛橋）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

道路利用者の利便性、快適性、安全性が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

道路の整備延長

整備路線数

（代）道路の整備延長

（代）整備路線数

区分 指標名称

①

単位

ｍ

路線

ｍ

路線

28年度実績 29年度実績 30年度実績

378

9

378

9

619

7

619

7

437

4

437

4

事業費

国支出金

千円

7,111 8,253 30,037

232,365 182,916 459,334

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路新設改良費目 03

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

未来につながる道づくり基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

51,554 39,663 91,797

173,700 135,000 337,500財源内訳

（歳入歳出決算書 259ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は、新たな道路整備計画に基づき、４路線の道路整備を実施し、成
果は順調に向上しています。今後も整備を進めることから、成果が向上する余地
は大きいと考えます。

詳細設計時と工事発注の積算時において、工事コストに関し工法や構造等の比較
検討を十分行っていることから、現時点においてコストを削減する新たな方法は
ありません。

まち・
ひと・しごと ●

522



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

幹線道路関連整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

幹線道路取付市道
道路利用者

手段（30年度の取り組み）

国県道等の幹線道路に関連する市道等の整備を行います。

平成３０年度は「(仮称)湯田ＰＡスマートインターチェンジ」
の整備に伴う建設工事、工事委託、詳細設計、条件整備等を実
施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

道路利用者の利便性、快適性、安全性が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

道路の整備延長

道路の整備率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

84

0

84

0

84

事業費

国支出金

千円

7,074 12,351 81,844

42,641 194,938 299,448

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

幹線道路費目 07

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

未来につながる道づくり基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,221 41,812 31,404

10,000 135,400 186,200

16,346 5,375

財源内訳

（歳入歳出決算書 263ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は、「（仮称）湯田ＰＡスマートインターチェンジ」について工事
を進めており、成果は順調に上がっております。
今後もＮＥＸＣＯ西日本と連携し効率的な整備に努め、また、地元自治会とも調
整を図りながら進めることとしており、成果が向上する余地は大きいと考えま
す。

国、県等の事業計画に則した市の事業であり、現時点ではコストを削減する新た
な方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市計画道路整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 08 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

都市計画道路利用者

手段（30年度の取り組み）

都市計画道路を整備し、利便性、安全性の向上を図りました。
（東山通り下矢原線）
幅員W=16ｍ
平成３０年度　測量設計、建物移転予備調査

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

道路利用者に対しての利便性、安全性が向上しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

道路整備延長（単年度）

買収面積（W16×L=273ｍ）

利便性が改善された道路整備率

用地買収率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

㎡

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

0

0

0

0

事業費

国支出金

千円

648

648

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

街路事業費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

未来につながる道づくり基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 269ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

基本設計段階のため、成果は上がっていません。
今後、計画的な事業実施により、成果は順調に上がっていきます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新山口駅北地区エリア内道路整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 02 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新山口駅北地区（道路整備）

手段（30年度の取り組み）

「新山口駅ターミナルパーク整備基本計画」「新山口駅北地区
重点エリア整備方針」に基づき、令和２年度までを目標とし、
新山口駅北地区重点エリア内の幹線道路を整備しました。

平成３０年度
　道路整備工事　L=80ｍ

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新山口駅北地区重点エリア内に幹線道路を整備することにより
、重点エリア内の市街化が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

道路整備延長（単年度）

道路整備率

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

0

0

80

13.8

事業費

国支出金

千円

1,239 3,620

24,549 70,990

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

市街地再開発事業費目 09

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

未来につながる道づくり基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10,010 26,070

13,300 41,300財源内訳

（歳入歳出決算書 275ページ）

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の新山口駅北地区エリア内道路整備事業（補助）65,012,520円と新山口
駅北地区エリア内道路整備事業（単独）5,976,720円を合算した金額です。  

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な事業実施により、成果は順調に上がっています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

道路、道路利用者（橋梁を含む）

基本事業がめざす姿

道路、橋がきちんと維持、管理されています。

基本事業の成果状況と評価

道路の破損等に起因して発生した事故件数

【道路河川管理課】

評

価

前期目標値内ではあるものの、平成29年度に比べ成果指標は大
きく悪化しています。事故は様々な要因により発生するもので
すが、道路の維持管理について道路パトロール等、地道な努力
を重ねることにより、成果の向上を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 5 5

(低下)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

796,215

基本事業　03-08-03 道路・橋梁の維持管理

指
標
① 7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

法定外公共物整備助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部道路河川管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土
木課、阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

法定外公共物
法定外公共物利用者

手段（30年度の取り組み）

①地域の関係者が法定外公共物を整備するために必要な原材料
を支給しました。
②地域づくり交付金制度による交付金又は地域の関係者が行う
整備に対する補助金を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

法定外公共物の適正な機能管理が行われ、快適な生活ができま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

原材料支給額

法定外公共物整備事業費（補助金・交付金）

原材料支給件数

法定外公共物整備件数（補助金・交付金）

区分 指標名称

①

単位

千円

千円

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1,361

-

52

-

901

64,194

56

155

873

68,451

119

153

事業費

国支出金

千円

1,362 65,095 69,665

1,362 65,095 69,665

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路橋りょう総務費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

道路・橋梁の維持管理基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 257ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　道路河川管理課69,129千円、小郡総合支所215千円、秋穂総合支所120千円、
阿知須総合支所186千円、徳地総合支所15千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

協働のまちづくりを推進するなかで地域住民主導で法定外公共物の維持管理及び
整備を行うことにより、地域の生活環境の改善につながっています。今後も継続
して整備を行うことで、成果の向上が見込まれます。

地域住民の要望により財産管理者が行う業務です。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

社会資本整備協働事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域住民

手段（30年度の取り組み）

公共性の高い道路などの整備を行う際に、市が行っている事業
や補助事業に該当しない箇所について、地域住民から分担金（2
0％～50％）をいただいて市が直接工事を行いました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域住民の利便性などが向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備実施箇所数

整備実施率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

100

3

100

1

100

事業費

国支出金

千円

15,860 9,869 2,304

17,896 19,064 3,149

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路橋りょう総務費目 01

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

道路・橋梁の維持管理基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,036 9,195 845

財源内訳

（歳入歳出決算書 257ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後も地区住民との連携を図り、主体的に公共性の高い里道や水路が整備される
ことで生活環境の改善がなされ、利便性の向上につながります。

市の設計基準により工事費と工法を検討し施工しているためコスト削減の余地は
ありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

道路維持補修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部道路河川管理課、小郡総合支所土木課、秋穂総合支所農林土木課、
阿知須総合支所農林土木課、徳地総合支所土木課、阿東総合支所土木課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市道
市道利用者

手段（30年度の取り組み）

市道パトロールや地域住民からの通報などにより判明した、市
道の危険箇所の整備、補修を行いました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全に道路を利用することができ、維持管理に起因する交通事
故が減少します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

修繕工事件数

市道パトロール回数

道路の延べ補修工事件数（H19年度起）

区分 指標名称

①

単位

件

回

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

529

999

4,024

444

887

4,468

448

1,009

4,916

事業費

国支出金

千円

378,189 369,305 453,200

378,275 369,391 542,785

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

道路維持費目 02

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

道路・橋梁の維持管理基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

89,500

86 86 85

財源内訳

（歳入歳出決算書 257ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　道路河川管理課393,096千円、小郡総合支所26,537千円、秋穂総合支所9,124千円、
阿知須総合支所28,195千円、徳地総合支所34,292千円、阿東総合支所51,541千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

道路を常時良好な状態に保つよう修繕などの維持管理を行っておりますが、一方
で経年劣化による大規模な補修箇所が増加しています。今後老朽化に伴う維持補
修や更新など施設の長寿命化を図る中で、経年劣化施設への対応を行うことで、
成果は上がっていきます。

市民が安全快適に生活するための道路の維持管理・修繕であることから、最も適
した工法による修繕等を行うため、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

橋りょう維持補修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市道橋
市道橋利用者

手段（30年度の取り組み）

市道橋のパトロールや地域住民からの通報などにより判明し
た、市道橋の危険箇所の整備、補修を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全に市道橋を利用することができ、維持管理に起因する交通
事故が減少します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補修等件数

市道橋パトロール回数

市道橋の延べ補修件数（平成19年度起）

区分 指標名称

①

単位

件

回

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

999

54

8

887

62

18

1,009

80

事業費

国支出金

千円

48,122 49,177 58,896

81,122 98,677 69,896

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

橋りょう維持費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

道路・橋梁の維持管理基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

33,000 49,500 11,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 261ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

橋りょうを常時良好な状態に保つよう修繕など維持管理を行い、成果は上がって
います。一方で、経年劣化による修繕箇所が増加していることから、今後、老朽
化に伴う維持補修や更新など施設の長寿命化を図る中で、経年劣化施設の対応を
図っていきます。

年数が経過した橋りょうについても活用できる施設については早期の補修等を行
うことにより、長寿命化が図られ維持補修費の削減となります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

橋りょう長寿命化対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度都市整備部
道路河川管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市道橋
市道橋利用者

手段（30年度の取り組み）

橋りょう点検において修繕が必要と判定された市道橋を修繕し
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全に市道橋を通行することができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

Ⅱ判定区分橋補修件数

Ⅲ判定区分橋補修件数

Ⅱ判定区分橋のべ補修件数

Ⅲ判定区分橋のべ補修件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

11

1

11

1

事業費

国支出金

千円

28,602

56,313

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

道路橋りょう費項 02

橋りょう維持費目 04

安全安心・環境・都市政策 03

快適な道路交通網の構築施策 08

道路・橋梁の維持管理基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

16,011

11,700財源内訳

（歳入歳出決算書 261ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

橋りょう点検結果に基づき必要な修繕を行うことで市道橋の長寿命化を図り通行
の安全性を確保できます。

点検結果に基づき適切な工法により修繕を行っています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-08 快適な道路交通網の構築

基本事業　03-08-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

22,855
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　03 安全安心・環境・都市

施　策　の　構　成

施策　03-09 持続可能な公共交通の構築

基本事業　03-09-01 利便性の高い基幹交通ネットワークの構築

基本事業　03-09-02 地域にふさわしい交通のしくみの構築

基本事業　03-09-99 施策の総合推進

　本市は、移動手段として自家用車に依存する割合が高く、公共交通機関の利用者は減少傾向にあります。
　このため、公共交通が発達しにくく、他所から鉄道や飛行機で本市を訪れる人々にとっては移動しにくい、巡
りにくいといった声が聞かれます。
　こうした中、さらなる高齢化の進展により、現在、自家用車で移動している高齢者が運転できなくなることが
予想され、子供や他所から訪れる人々も含めて、生活や行き来を支える移動手段として、公共交通機関の体系的
な整備が必要です。
　新山口駅周辺は、鉄道や幹線道路が集中しています。このターミナル機能をさらに高め、シンボリックな公共
空間を創ることで、往来を増やし、にぎわいを創出することが必要です。
　また、広域的な交通結節点としての優位性を生かし、新山口駅周辺に広域を管轄する業務・商業などの都市機
能の集積を促進し、広域的な経済拠点としての特異性を踏まえた機能強化を図ることが必要です。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.54 2.57

3.87 3.90

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-09 持続可能な公共交通の構築

施策のプロフィール

施策の対象

市民
来訪者

施策がめざす姿

市民の生活を支え、交流を促す持続可能な公共交通が整っています。

施策の成果状況と評価

月１回以上公共交通機関を利用する市民の割合

【都市整備部　政策管理室】

評

価

　平成29年度の値（19.7％）と比べると2.2ポイント増加してい
ますが、中間目標値には及んでいない状況です。
　今後とも、利用者の視点に立ったサービスの提供や、乗り換
えの利便性を高めることなど、利用しやすい公共交通環境の整
備を図るとともに、マイカーに頼りすぎることなく、マイカー
と公共交通を上手に使い分け、みんなで公共交通を育て支える
意識の醸成を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 19.7 19.7 21.9 25.0

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

評

価

公共交通機関の利便性に満足している市民の割合

【都市整備部　政策管理室】

　平成29年度の値（50.4％）と比べると1.0ポイント低下し、統
計誤差の範囲内で横ばいで推移している状況です。
　引き続き、移動効率の高い域内交通の確立と乗継環境の整備
を進め、公共交通の利便性の向上を図る必要があります。
　また、利用者の拡大や運転士確保の取組を進めることで安定
的な運行便数の確保を行うとともに、地域の実情に対応したコ
ミュニティ交通についても利便性の向上を図る必要があります
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 50.4 50.4 49.4 54.3

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

971,973

指
標
①

指
標
②
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-09 持続可能な公共交通の構築

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
来訪者

基本事業がめざす姿

公共交通機関を利用して、目的地まで円滑、迅速に移動できます。

基本事業の成果状況と評価

バスの利便性に満足している市民の割合

【交通政策課】

評

価

　前年度の指標値と比較して2.7ポイント減少しているものの、
横ばいの状況にあると考えられます。
　令和元年度に市域全域で運用を開始するバスロケーションシ
ステムの周知や、総合時刻表の作成など、引き続きわかりやす
い公共交通情報の提供を行うとともに、バス事業者と連携し路
線やダイヤの見直しを行い、わかりやすく利用しやすいバス路
線網の形成や待合・乗継環境の改善に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 49.3 46.6 53.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

鉄道の利便性に満足している市民の割合

【交通政策課】

　前年度の指標値と比較して0.9ポイント増加しているものの、
横ばいの状況にあると考えられます。
　市内には、山陽新幹線、山陽本線、山口線、宇部線が市域を
横断しており、新山口駅においてすべての路線が結節している
ため、それぞれの乗継がスムーズにできるようダイヤの設定をJ
R西日本に引き続き要望していきます。
　また、山口市総合時刻表を発行することで、公共交通情報の
提供も継続して行い、鉄道の利便性向上に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 46.9 46.9 47.8 51.0

(横ばい)

(低)

評

価

鉄道駅等の交通結節点における乗り換えの利便性に満足している市
民の割合

【交通政策課】

　前年度の指標値と比較して2.1ポイント減少しているものの、
横ばいの状況にあると考えられます。
　結節点となるバスの待合環境の整備に努めるとともに、乗り
継ぎしやすいダイヤの設定などを行い、交通結節点における乗
り継ぎ利便性の向上に努めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 49.8 49.8 47.7 55.0

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

849,336

基本事業　03-09-01 利便性の高い基幹交通ネットワークの構築

指
標
①

指
標
②

指
標
③

49.3
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

幹線バス確保維持事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

バス事業者等
市民
来訪者

手段（30年度の取り組み）

基幹交通に位置づける赤字のバス路線を運行するバス事業者に
対し、運行欠損額の補助や利用負担金を支出し、当該バス路線
を維持しました。併せて、系統改善や利便性を向上することに
より利用促進を図り、運賃収入増に努めました。なお、空港連
絡バスについては運転士不足等により11月25日をもって運行終
了となりました。
○補助対象バス路線を運行しているバス事業者
　防長交通、中国ジェイアールバス
　※30年度は宇部市交通局への補助なし
○利用負担対象バス路線を運行している自治体
　宇部市（対象路線：宇部市小野～嘉川・中田畑～嘉川駅・新
山口駅） 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

民間バス事業者や他自治体が運行している不採算生活バス路線
が維持され、住民の日常生活に欠かせない移動手段が確保され
ます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助路線系統数

補助金額

廃止された路線系統数

バス利用者数（市内）

区分 指標名称

①

単位

系統

千円

系統

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

56

191,984

1

2,343,277

50

178,629

2

2,255,924

50

195,470

1

2,260,684

事業費

国支出金

千円

162,258 148,550 166,803

192,202 178,807 195,470

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

利便性の高い基幹交通ネットワークの構築基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

29,944 30,257 28,667

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

系統の改善等を行うことで利便性や効率性を高めていくことができます。今後、
利用者ニーズに合わせた、利便性及び効率性の高い運行便数・系統へ改善するこ
とで成果が向上する見込みがあります。

バス事業者が行う利用促進の取組への支援やバス停上屋整備等による待合環境整
備事業、公共交通を利用する動機づけとなる事業等の利用促進事業を積極的に推
進し、利用者を増やすことで、コストを削減することができます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

徳地生活バス運行事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

徳地地域の住民

手段（30年度の取り組み）

　徳地地域の地域拠点と生活拠点を結び、生活基盤を支える支
線交通（過疎地域支線）として運行し、日常生活に必要な移動
手段を確保しました。
　・堀～佐波川ダム～柚野活性化センター　　　　　毎日運行
　・堀～八坂中前～佐波川ダム　　　　　　　　　　毎日運行
　・堀～島地～安養地　　　　　　　　　　　　　　毎日運行
　・堀～八坂～羽高　　　　　　　　　　　　　　　毎日運行
　・柚野活性化センター～猿岡～柚野活性化センター水金運行
　・柚野活性化センター～川上～柚野活性化センター　木運行
　・柚野活性化センター～野道峠～徳佐駅前　　　水木金運行

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域拠点（堀）と生活拠点（柚野、島地、串）間の移動手段が
確保され、バスを利用して移動できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

運行便数

生活バス利用者数

区分 指標名称

①

単位

便

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

10,088

17,438

10,083

17,040

10,083

18,313

事業費

国支出金

千円

35,446 37,034 38,969

35,446 37,034 38,969

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

利便性の高い基幹交通ネットワークの構築基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、福祉優待バスの制度改正（市境を跨いでも１乗車100円）が浸透
してきたことから乗車人員が増加しました。地域住民の日常生活に必要不可欠な
移動手段のため、引き続き地域住民と話し合いを行いながらニーズを把握し、最
適なルート及びダイヤとなるよう改善し、成果を上げていきます。

地域の需要を踏まえた運行ルートやダイヤの改善を図ることにより、効率性を高
める余地はあります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

バスロケーションシステム整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・バス利用者
・バス事業者

手段（30年度の取り組み）

　基幹交通に位置づけるバス路線を運行するバス事業者に対
し、バスロケーションシステムの導入経費の一部を補助し、利
便性の向上を図りました。

補助額…国：補助対象経費の1/3、県：補助対象経費の1/10、市
：補助対象経費の1/10を関係市町の実車走行キロで按分
※バスロケーションシステム：バス利用者がパソコンやスマー
トフォン、案内ディスプレイでバスの発着情報等を得られるシ
ステム
　
　 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　バス利用者は、バスの運行状況等が簡単に入手できるように
なり、利用者の利便性の向上につながります。
　バス事業者は、バスの運行情報、位置情報を把握することで
定時性を確保した運行計画が立てられるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

バス運行情報連携バス停数

バスロケーションシステム導入バス台数

バス運行情報サイト利用者数

区分 指標名称

①

単位

箇所

台

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

502

98

12,477

事業費

国支出金

千円

2,510

2,510

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

利便性の高い基幹交通ネットワークの構築基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者自らがバスの運行状況を把握できるようになり、利便性が向上しました。
今後、デジタルサイネージを設置することで一層の利便性向上を図ります。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿東生活バス運行事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度阿東総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

阿東地域の住民 

手段（30年度の取り組み）

阿東地域の地域拠点や生活拠点間において運行し、日常生活に
必要な移動手段を確保しました。
　・徳佐嘉年線（徳佐駅前～開籠）毎日運行
　・徳佐生雲線（田野上～開作）月～土曜運行
　・地福徳地線（笹ケ瀧～地福駅前）水金運行
　・地福篠生線（田代～地福駅前）月木運行
　・徳佐東側線（下山畠田～徳佐駅前）火金運行
　・徳佐西側線（野坂～徳佐駅前）火金運行
　・蔵目喜線（野地～生雲分館前）月木運行 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域拠点及び生活拠点間の移動手段が確保され、バスを利用し
て移動できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

運行便数

生活バス利用者数

区分 指標名称

①

単位

便

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8,766

16,694

8,440

14,674

8,468

14,208

事業費

国支出金

千円

19,834 21,605 19,340

29,106 26,473 20,700

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

利便性の高い基幹交通ネットワークの構築基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,000 3,600

1,272 1,268 1,360

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

阿東地域の移動手段として機能しています。利用しやすく、分かりやすい運行を
目指して、適時、変更を行っています。引き続き、地域住民のニーズを踏まえた
ルート、時刻となるよう改善していきます。

今後、地域に身近な総合支所において業務を行うことで、地域住民の声をより踏
まえた、効率的で利便性の良い方法を考えていきます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新山口駅ターミナルパーク整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 令和 03 年度都市整備部
都市整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新山口駅周辺（北口・南口（新幹線口）駅前広場、道路整備等
）

手段（30年度の取り組み）

「新山口駅ターミナルパーク整備基本計画」に基づき、南口（
新幹線口）駅前広場や周辺道路整備等の基盤整備を進めまし
た。

平成３０年度
　・南口（新幹線口）駅前広場整備
　　　広場機能と利用者の利便性を確保しながら、南口（新幹
　　　線口）駅前広場の整備を行ました。
　・道路整備等
　　　矢足新山口駅線（電線共同溝含む）の道路整備を行いま
　　　した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

交通機関間の乗り換えの利便性や快適性の向上、移動の円滑化
、駅南北の交流促進を図り、賑わいやゆとりの空間を形成する
ことで、交通結節点機能が強化されます。
誰もが安全、安心、快適に移動できるバリアフリー化が図られ
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

北口・南口（新幹線口）駅前広場の整備面積

自由通路の整備延長

整備率（当初事業分）

整備率（1、２期事業分）

区分 指標名称

①

単位

㎡

ｍ

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5,050

-

-

77.2

6,995

-

-

87.5

5,200

91

事業費

国支出金

千円

97,596 142,080 38,008

1,377,050 1,653,237 551,945

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

ターミナルパーク整備費目 10

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

利便性の高い基幹交通ネットワークの構築基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

477,360 300,772 159,098

801,300 1,194,600 343,600

794 15,785 11,239

財源内訳

（歳入歳出決算書 275ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

計画的な事業実施により、成果は順調に上がっています。引き続き計画的に事業
実施を図り、成果の向上を目指します。

設計・積算時において工事コストに関し十分検討を行っており、施工時において
も工程管理等の調整などによりコスト削減を目指して取り組んでいます。

まち・
ひと・しごと ●

541



政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-09 持続可能な公共交通の構築

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民、事業者、行政が協働し、地域の特性やニーズにあった効率的で利便性の高い移動手
段が、誰にとっても確保されています。

基本事業の成果状況と評価

コミュニティ交通の利便性に満足している市民の割合

【交通政策課】

評

価

　前年度の指標値と比較して、0.1ポイント減少しているものの
、横ばいの状況にあると考えられます。
　コミュニティ交通の導入が円滑に進むようコミュニティタク
シー制度の見直しを行うとともに、「コミュニティ交通導入の
手引き」を作成しました。
　引き続き、沿線地域の皆様や交通事業者との協議を通じ、市
民交通計画に沿った地域に最適な交通体系について検討し、そ
れぞれの地域にふさわしい移動手段の確保を支援していきます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 55.6 55.5 58.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

114,488

基本事業　03-09-02 地域にふさわしい交通のしくみの構築

指
標
① 55.6
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

コミュニティバス実証運行事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 令和 03 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

公共交通不便地域の住民
高齢者等の移動制約者

手段（30年度の取り組み）

コミュニティバスの実証運行の結果を踏まえ、利用者にとって
最適な交通システムの確立に向けて取り組みました。また、地
域にとって最適かつ将来にわたって持続可能な交通体系の構築
に向け、基幹交通として、路線バスへの移行を検討しました。

・大内ルート＜若宮病院～大内地域～山口駅～米屋町～香山公
園１日２３便（土日祝２２便）＞

・吉敷・湯田ルート＜東山通り・大橋まわり１日１３便（土日
祝１１便）、旧道・朝倉まわり１日１２便（土日祝１１便）＞

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

基幹交通までの交通手段が確保され、移動制約者が容易に移動
できます。実証運行の状況を効果検証し、持続可能な交通シス
テムが確立されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

運行便数

市民への周知、広報、啓発回数

コミュニティバスの乗車人数

１便あたりの平均乗車人数

区分 指標名称

①

単位

便

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

17,040

3

137,027

8.0

17,031

3

139,233

8.2

17,036

3

138,214

8.1

事業費

国支出金

千円

41,989 56,169 58,366

41,989 56,169 58,366

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

地域にふさわしい交通のしくみの構築基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

乗車人数、一便あたりの平均乗車人数は横ばいとなっています。今後とも、利用
状況の調査等を行い、利用者ニーズにあった運行形態を検討することで、成果を
向上させる余地があります。

基幹交通（交通事業者主体）とコミュニティ交通（地域住民主体）双方を担って
いる部分を整理し、地域住民、交通事業者、行政が協働して、より良い交通体系
を構築することにより、コストを削減することができます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

グループタクシー利用促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

交通不便地域に住む高齢者

手段（30年度の取り組み）

一般タクシーを共同利用する仕組みづくりを目指し、交通不便
地域にお住まいの高齢者グループ（原則4人以上）を対象に、タ
クシー利用券を交付しました。
○対象者：最寄の公共交通機関から自宅まで原則として1.0km(7
5歳以上の方700m)以上離れている65歳以上の方で、福祉タクシ
ー券・おでかけサポートタクシー券を受給していない方
○交付するタクシー利用券：利用者負担を考慮し、最寄の公共
交通機関までの距離に応じて券種を設定
･1.0㎞(75歳以上の方700ｍ)以上1.5㎞未満…300円券×60枚/年
･1.5㎞以上4.0㎞未満…500円券×60枚/年
･4.0㎞以上 　　　　…700円券×60枚/年　　　　　
○利用要件：1乗車につき1人1枚のみ利用可能  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

買物や通院など日常生活に必要な最低限の移動手段を確保し、
交通弱者の移動負担の軽減を図るとともに、社会との関わりの
希薄化を防止し、外出促進によって地域コミュニティの活性化
を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

タクシー利用券交付者数

タクシー利用券利用枚数

タクシー利用券利用率

区分 指標名称

①

単位

人

枚

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

996

11,063

18.5

1,098

12,338

18.7

1,166

12,308

17.6

事業費

国支出金

千円

5,142 5,500 5,546

5,142 5,500 5,546

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

地域にふさわしい交通のしくみの構築基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

交通不便地域の移動手段の確保策として機能しています。事業の周知及び乗合シ
ステムの構築により、成果の向上が見込まれます。
また、タクシー空白地域への対応を総合的に検討していく必要があります。

本事業は、タクシー料金と他の公共交通運賃の差額を踏まえて受益者負担のあり
方を検討し、利用券の金額を設定しているため、コスト削減の余地はありませ
ん。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

コミュニティタクシー運行促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

交通不便地域の住民
高齢者等の移動制約者
コミュニティ交通の担い手

手段（30年度の取り組み）

コミュニティタクシーを運行している地域組織に対して、財政
支援を行いました。
専門家によるアドバイスを受けながら、行政と地域住民の責任
分担のラインである本格運行基準（乗車率・収支率）の達成に
向けて、交通事業者と行政も地域住民と一緒になって持続性の
高い運行へと改善しました。
○平成20年度～小鯖、宮野、嘉川、小郡、秋穂（※秋穂は平成
27年8月末運行終了）
※宮野は運営組織や経路を大幅に拡大したため、再度実証運行
を実施（実証運行：24年10月～25年9月）
○平成21年度～佐山、阿知須　○平成23年度～徳地（藤木）
○平成25年度～宮野

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

基幹交通にアクセスして、日常生活に必要な通院や買い物など
への移動が容易にできるようになります。
将来にわたって持続的に運行可能なコミュニティ交通を実現し
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

運行便数

勉強会回数（年間）

コミュニティタクシー利用者数

本格運行基準を満たした地域の割合

区分 指標名称

①

単位

便

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12,081

48

33,442

71.4

11,622

34

33,994

85.7

11,959

47

33,431

42.9

事業費

国支出金

千円

35,293 35,553 34,583

35,293 35,553 34,583

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

地域にふさわしい交通のしくみの構築基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 163ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本格運行基準の達成を見据えながら地域住民が主体となって取り組むことで、効
率的で利便性の高い運行となりました。
引き続き、地域住民と交通事業者と行政の協働により、ルートやダイヤ等の運行
改善及び利用促進への取組を行うことで、成果の向上が見込まれます。
今後、IoTやAI技術を活用することでより効果的な運行をすることが可能になり
ます。

運営主体の地域の皆様は、収支率向上のために住民協賛金の拠出や企業協賛金の
募集等、熱心に取り組んでいます。こうした取組を踏まえて、行政としての支援
策を決定しており、コスト削減はできません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　03 安全安心・環境・都市

施策　03-09 持続可能な公共交通の構築

基本事業　03-09-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

8,149
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

交通政策推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度都市整備部
交通政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
公共交通を利用する市民
交通事業者

手段（30年度の取り組み）

公共交通に対する市民の意識向上、利用促進のために、総合的
な観点で交通政策を推進しました。
・山口市ノーマイカーデーや市民公共交通週間、モビリティ・
マネジメント、総合時刻表作成、公共交通教室を実施しまし
た。
・JR山口線の利用促進に関して、沿線自治体とともに取組を進
めました。

※モビリティ・マネジメント…アンケート調査やワークショッ
プ等を通じて、継続的に働きかけることで、行動変容を促し、
公共交通の利用促進を図る手段。30年度は、山口高校の生徒を
対象に実態調査等を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・公共交通利用に関する満足度が高まります。
・公共交通の利用が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

「公共交通週間」取組事業数

総合時刻表配布部数

公共交通機関の利便性に満足している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

事業

部

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

42,000

46.1

3

44,000

50.4

3

44,000

49.4

事業費

国支出金

千円

6,298 6,289 7,535

6,298 6,289 7,535

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

交通対策費目 15

安全安心・環境・都市政策 03

持続可能な公共交通の構築施策 09

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 165ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後も利便性の向上のため、継続的かつ総合的な利用促進策を講じる必要があ
り、併せて市民に対する繰り返しの啓発活動や情報提供が必要です。
成果向上が見込める方策について引き続き調査研究を行います。

公共交通に関わる他の主体と役割分担することにより、コストや労務を効率化で
きる可能性があります。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　04 産業・観光

施　策　の　構　成

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業　04-01-01 観光資源の活用と情報発信

基本事業　04-01-02 観光ホスピタリティの充実

基本事業　04-01-03 観光基盤の整備

基本事業　04-01-04 観光産業の活性化

基本事業　04-01-99 施策の総合推進

　本市の観光客数は、観光拠点の整備や大規模な観光キャンペーンの実施等により、増加傾向で推移してきまし
た。こうした中、平成30年は、明治維新150年記念事業や山口ゆめ花博開催、これらの関連イベント実施等によ
り、平成29年と比較して約26.6％の増加となり、平成17年の市町合併後最高となりました。外国人観光客数につ
いても、前年度比で29.3％の増加となり、こちらも合併後最高となりました。
　地域経済に大きな影響を及ぼす宿泊客数は、平成24年以降増加してきており、平成29年は湯田温泉の旅館の廃
業の影響により減少したものの、平成30年度は前年度比1.6％の増加となりました。とりわけ山口ゆめ花博開催
期間中の10月の湯田温泉宿泊者数は、平成23年の山口国体に次ぐ数値を記録しています。
　また、山口大学と連携して実施している独自アンケート調査による観光の満足度についても、前年度比で2ポ
イント増加しております。
　観光産業の裾野は極めて広く、幅広い産業への経済波及効果が高いことから、引き続き、総合計画や「山口市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成27年度策定）、また平成31年3月策定の「山口市観光交流加速化ビジ
ョン」に基づく諸施策を推進し、広域観光の拠点として湯田温泉の魅力的な空間作りや県央連携都市圏域の連携
による観光回遊性の向上、外国人の誘客拡大に向けた情報発信の強化や観光産業のグローバル化等による観光地
域づくりに取り組んでいきます。
　

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.94 2.98

3.51 3.54

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

施策のプロフィール

施策の対象

観光客
市民
観光関係者

施策がめざす姿

地域の多彩な観光資源を組み合わせることで、地域間や他分野との交流が進み、新たなひ
との流れを創出する観光によるまちづくりが行われています。

施策の成果状況と評価

観光客数

【交流創造部　政策管理室】

評

価

　観光客数は、平成29年と比較し、約128万4千人、26.6％増と
なっています。これは、明治維新150年の記念事業として取り組
んだお宝展開催や十朋亭維新館のオープン、山口ゆめ花博の開
催及び周辺への誘客促進の取組等が要因と考えられます。
　今後とも、関係団体や周辺市町との連携を図りながら、本市
の歴史・文化資源はもとより、スポーツや地域独自の観光資源
を生かし、長期的な視点に立って継続的な事業展開を図ってい
きます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 4,711,803 4,834,693 6,118,939 5,300,000

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

宿泊客数

【交流創造部　政策管理室】

　宿泊客数は、平成29年と比較し、約1万7千人、1.9％増となっ
ています。これは、明治維新150年の記念事業や山口ゆめ花博開
催等の効果が要因と考えられます。
　今後も、本市の歴史・文化資源、自然を生かした滞在型メニ
ューの新規開発や光の演出などによる夜の魅力づくり等を充実
し、関係団体と連携してさらなる宿泊客数の増加を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 938,341 908,635 925,598 950,000

(向上)

(低)

評

価

外国人観光客数

【交流創造部　政策管理室】

　外国人観光客数は、平成29年と比較して、約2万6千人、29.3
％増となっています。これは、動画作成や県と連携したプロモ
ーションにより、香山公園等の観光客数が増加したことや、山
口ゆめ花博において外国人向け旅行商品が造成されたこと等が
要因と考えております。
　引き続き、東アジアをはじめ東南アジア諸国に対するプロモ
ーション活動の強化を図るとともに、滞在日数が長く、一人当
たりの観光消費額が多い欧米からのインバウンド誘客にも取り
組みます。また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会等を見据えた受入体制の整備を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 75,470 87,863 113,589 117,000

(向上)

(高)

施策のコスト（千円）

H30

723,096

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

観光資源
観光客

基本事業がめざす姿

多彩な観光資源、イベント等が広く市内外に知られています。

基本事業の成果状況と評価

山口市の魅力度

【観光交流課】

評

価

　㈱ブランド総合研究所の地域ブランド調査の全国市町村魅力
度ランキングでは、本市の魅力度は、昨年度の240位から25ラン
ク下がった265位となりました。
　目標達成に向け、観光資源のブランド化や付加価値の向上、
体験型メニューの充実、情報発信の強化などにより本市の魅力
やイメージアップの促進を図ります。

　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

位内 240 265 100

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

184,656

基本事業　04-01-01 観光資源の活用と情報発信

指
標
① 240
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

フィルムコミッション推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

映画・テレビ番組制作会社

手段（30年度の取り組み）

平成２４年度に正式に発足した山口市フィルムコミッションに
より下記の事業に取り組みました。
①誘致・セールス活動
　個別の制作会社などへセールス活動等行いました。
②情報発信及び受入体制の整備
　本市の有する豊かな自然や資源をアピールする画像ライブラ
リの整備及びホームページを運営しました。また、映画監督や
制作会社等関係者に信頼される受入体制の整備を行いました。
③情報収集
　全国フィルムコミッション協議会を通じて、映画撮影計画な
どの情報収集、連携強化を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市を舞台にした映画や番組が制作されることにより、本市の
観光の魅力を効果的に発信でき、その結果、多くの観光客が訪
れるまちになっています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

誘致セールス件数

問い合わせ対応件数

映画・番組撮影件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

-

25

14

-

32

24

108

41

事業費

国支出金

千円

1,715 1,715 1,715

2,715 1,715 1,715

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年の明治維新１５０年や山口ゆめ花博の開催を契機にホームページアク
セス、相談件数も順調に増えており、本市に対する製作会社等の関心は高まって
います。
ＪＦＣロケ地フェアに出展し、ロケ誘致の活動を継続的に行っているほか、専属
職員による人的ネットワークの構築やノウハウ、ロケ地の素材の蓄積も進んでい
ることから、映画・テレビ製作者等の多様な要望に対応する能力は向上してお
り、成果向上の余地はあると考えます。

平成２４年度の組織立ち上げ以来、積極的なロケ地紹介や誘致活動を実施し、成
果も順調に推移しています。今後とも、ＨＰの充実及び映画やテレビドラマ、Ｃ
Ｍなどの制作会社訪問等のロケ誘致活動を現状手段により適切に進めていく必要
があり、コストの削減余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

明治維新１５０年記念事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 平成 30 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客
明治維新１５０年記念事業実行委員会

手段（30年度の取り組み）

明治維新１５０年において、維新関連の出来事や史跡等を活用
し、観光客の受入れ体制や環境整備、キャンペーンの実施やイ
ベント情報の発信を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　平成３０年は明治維新１５０年の節目にあたり、市内各所で
開催される関連イベントや史跡等の情報発信により、県内外か
らの観光客・宿泊者が増加します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

プロモーション実施回数

明治時代（史跡）の魅力度

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

25

-

45

-

27

64.6

事業費

国支出金

千円

14,650 16,492 33,029

20,650 19,326 59,620

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,000 2,834 11,691

3,000 14,900財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

成果目標の達成に向け、山口ゆめ花博の開催やアフターデスティネーションキャ
ンペーンなども生かしながら、明治維新ゆかりのまちとしての魅力発信ととも
に、おもてなし環境の充実、向上を図ることで、成果向上を図りました。

各関係団体と連携して、費用対効果を意識しながら事業を進めました。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

アートトリップ推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客

手段（30年度の取り組み）

本市は、山口情報芸術センター［ＹＣＡＭ］や、やまぐち新進
アーティスト大賞の授与など、文化や芸術を生かしたまちづく
りを行っています。
この文化的資源を生かし、ターゲットを絞った情報発信等によ
り交流人口の拡大を図るとともにアートをテーマに各スポット
に回遊を促すことにより、滞在時間や滞在消費額の増加を図り
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

観光客の滞在時間、滞在消費額の増加につながります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ソフト事業実施数

参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

-

2

3,900

1

1,138

事業費

国支出金

千円

4,332 1,581

2,637 8,663 2,347

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,637 4,331 766

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後も関係機関と連携しながら継続的に事業を実施することにより、成果の向上
が見込めます。

現状手段による継続的な取組が適切であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

スポーツツーリズム推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客

手段（30年度の取り組み）

本市の地域資源を活用したスポーツイベントや大規模な観客動
員が見込まれるプロスポーツチームによる賑わい創出事業な
ど、本市の有するスポーツ資源を発信することで、交流人口の
拡大と滞在消費額の増加を図りました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市の魅力あるスポーツ資源を目指して、本市を訪れる人が増
え、滞在消費額、宿泊客の増加につながります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

観光ＰＲ実施数

参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

9

153,915

9

121,481

9

191,555

事業費

国支出金

千円

2,698 3,240 1,250

4,575 6,364 2,499

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,877 3,124 1,249

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

レノファ山口のJリーグ昇格を機に市民意識が高まっている中、湯田温泉への誘
客を主目的に事業を実施することにより成果の向上が見込めます。

現状手段による継続的な取組みが適切であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●

556



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光プロモーション事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光予定対象者
旅行代理店

手段（30年度の取り組み）

○多様な媒体を利用して、効果的な広報宣伝を実施しました。
　・観光パンフレットの作成・配布
　・観光ＨＰの管理（維持・更新）・運営
　・各種旅行雑誌等への広告記事掲載等
○観光関連団体と連携して、積極的なキャンペーン事業を展開
しました。
　・山口市観光アンバサダーの委嘱
　・県内外におけるＰＲ活動
○旅行エージェント、交通・運輸関係、マスコミに向けて、情
報発信しました。
　・ＪＲ関連の素材説明会、観光情報発信会
　・合同セールスへの参加

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

国内外からの宿泊を伴った観光客がたくさん訪れています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

観光キャンペーン・営業活動等実施件数

山口市の認知度

ウェブサイトアクセス数

区分 指標名称

①

単位

件

位

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

33

167

335,375

事業費

国支出金

千円

4,377 14,820

5,436 16,613

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

909 1,643

150 150

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

今後もPRを継続することで成果向上の余地は大きいと考えられます。

現状の予算を最大限生かし、効果的な実施方法等を選定して事業を展開するとと
もに、テレビ・ラジオ・インターネット等メディアを効果的に活用していくこと
が重要であり、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●

557



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光維新ブランド創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客
観光資源

手段（30年度の取り組み）

本市固有の歴史や文化を最大限に活用し、「景観」「特産」「
温泉」といった多様なブランド要素と融合・連携させて、奥深
い歴史と新しい文化がひとつになった都市（まち）としての観
光ブランドを創出しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

「山口ブランド」のイメージや認知度が高まります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ブランディング活動数

山口市の観光意欲度

区分 指標名称

①

単位

件

位

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

5

266

事業費

国支出金

千円

7,469

7,874

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

405

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

これまでのノウハウを元に、観光団体等と連携し内容を充実させることにより、
成果を向上させる余地があります。

本市の都市イメージ向上とともに、本市観光への動機付けにつながる観光ブラン
ドの創出は引き続き継続していく必要があります。

まち・
ひと・しごと ●

558



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

周遊型博覧会準備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 03 年度交流創造部
県央博覧会準備室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客
市民及び圏域住民
資源

手段（30年度の取り組み）

山口県央連携都市圏域で取り組む、周遊型博覧会（令和3年度開
催、名称：山口ゆめ回廊博覧会）に向けた取組を実施しまし
た。
また、本市及び圏域における地域資源の磨き上げや情報発信を
行いました。

・山口ゆめ回廊博覧会実行委員会の設立、第１回総会の開催

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

圏域内外の多くの方が、本市及び圏域の魅力的な観光地域資源
を訪問するようになります。観光地域づくりにより、地域住民
の誇りや愛着が育まれます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

体験型プログラムの開発・検討数

観光客数（山口県央連携都市圏域）

区分 指標名称

①

単位

数

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

11

16,062,410

事業費

国支出金

千円

19,328

27,062

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光資源の活用と情報発信基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,734

財源内訳

（歳入歳出決算書 253ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

圏域内の行政と観光関連団体や経済団体等が相互に協力・補完することにより地
域資源の磨き上げを行い、おもてなしの充実を図ることで成果の向上が見込まれ
ます。

各関係団体と連携し、費用対効果を意識しながら事業を進めています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
観光客

基本事業がめざす姿

全市をあげたおもてなしに、観光客が満足しています。

基本事業の成果状況と評価

山口市訪問の満足度

【観光交流課】

評

価

　山口大学経済学部と連携したアンケート調査では、平成30年
に本市を訪れた観光客の満足度は、「やや満足」は微増したも
のの「満足」が減少したため、平成29年と比較して2ポイント減
少しています。
　目標達成のため、令和3年開催の山口ゆめ回廊博覧会を見据え
、引き続き、全市をあげたおもてなしの充実、向上に努めます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 71 69 78

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

71,319

基本事業　04-01-02 観光ホスピタリティの充実

指
標
① 71

560



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

湯田温泉観光回遊拠点施設管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

湯田温泉観光回遊拠点施設 

手段（30年度の取り組み）

湯田温泉の回遊や街の賑わいの創出を目的として、湯田温泉観
光回遊拠点施設の管理運営を行いました。

指定管理者への施設管理委託を行いました。
（平成28年度～30年度）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

湯田温泉に回遊を促す拠点施設を整備したことにより、観光客
や市民が街を巡るきっかけとなり、新たな賑わいが生まれてい
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

営業日数

入館者数

足湯利用者数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

365

111,931

34,166

364

131,769

39,978

364

110,216

39,144

事業費

国支出金

千円

37,557 34,606 35,552

37,603 34,668 35,615

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光ホスピタリティの充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

46 62 63

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

湯田温泉観光回遊拠点施設を中心とした回遊を促す事業を行うことで、観光地や
休日を過ごす場としての湯田温泉のブランド力が高まり、成果向上が見込まれま
す。

指定管理者制度を導入している施設であり、一定の予算確保が必要です。

まち・
ひと・しごと ●

561



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光交流センター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光交流センター

手段（30年度の取り組み）

市内及び県内の観光情報の発信、交流人口の拡大を目的とし
て、観光交流センターの管理運営を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

観光交流センターを管理運営することにより、観光客に効果的
に観光情報を発信し、交流人口の拡大を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

営業日数

案内所における対応件数

区分 指標名称

①

単位

日

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

365

25,571

事業費

国支出金

千円

16,270

16,470

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光ホスピタリティの充実基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

200

財源内訳

（歳入歳出決算書 253ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

観光客の問合せや要望にきめ細やかに対応できる体制の維持、多彩な観光情報の
一元的な提供を行うことで、満足度の向上、観光客数の増加に寄与します。
また、外国人観光客への観光案内ができる体制を整備することで、インバウンド
観光誘客を促進します。

事業費の大半が人件費と建物の維持管理経費であるため、適切であると考えま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

観光客
観光関係者
市民

基本事業がめざす姿

観光施設の充実や案内表示の整備により、観光しやすいまちになっています。

基本事業の成果状況と評価

観光施設の満足度

【観光交流課】

評

価

　山口大学経済学部と連携したアンケート調査では、平成30年
の観光施設の満足度は、「満足」は微減したものの「やや満足
」が増加したため、平成29年と比較して2ポイント増加していま
す。
　引き続き、訴求力のある企画やイベントの展開による魅力あ
る観光施設の運営や快適な空間として魅力を感じることができ
る観光基盤の整備に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 56 58 60

(向上)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

427,432

基本事業　04-01-03 観光基盤の整備

指
標
① 55

564

07390
タイプライターテキスト



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光施設管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部観光交流課、小郡総合支所地域振興課、秋穂総合支所地域振
興課、徳地総合支所地域振興課、阿東総合支所地域振興課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内観光施設

手段（30年度の取り組み）

本市を訪れる観光客の多様な要求に対応できる施設（公衆トイ
レ・足湯・都市サイン）等の整備・管理に努めました。
　①観光施設等の維持管理及び保全
　②観光施設等の維持管理委託
　③観光自然公園の維持管理

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

観光ホスピタリティの充実が図れ、観光客等が安心・安全に施
設等を利用できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

修繕・改修件数

（代）観光施設についての評価

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

32

58

事業費

国支出金

千円

14,749 18,891 24,669

15,482 53,032 155,110

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光基盤の整備基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

733 741 741

33,400 129,700財源内訳

（歳入歳出決算書 249ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

観光施設の管理を行うことにより、観光客の満足度向上につながります。

観光施設の管理には一定の経費が必要であり、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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タイプライターテキスト
30年度事業費内訳　観光交流課152,867千円、小郡総合支所235千円、秋穂総合支所305千円、徳地総合支所769千円、阿東総合支所934千円

07390
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07390
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07390
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07390
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07390
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07390
タイプライターテキスト

07390
タイプライターテキスト

07390
タイプライターテキスト



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

願成就温泉センター施設改修事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

願成就温泉センター

手段（30年度の取り組み）

施設の適正な維持管理を行うため、平成24年度に施設耐久調査
を、平成28年度に改修設計を実施し、平成29年度から平成30年
度4月にかけて、それに基づく施設改修工事を実施しました。
あわせて木質バイオマスを導入しました。
また、国と連携して道の駅の機能強化を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

施設利用者の満足度が向上します。
施設利用者が増加します。
地域の交流人口が拡大し、産業をはじめ地域活動が活性化しま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改修施設面積

改修進捗率

区分 指標名称

①

単位

㎡

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1,337.1

100

事業費

国支出金

千円

1 12,012 1,990

7,901 479,751 33,290

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光基盤の整備基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

54,500

7,900 372,000 31,300

41,239

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

温泉施設等の改修により、施設の魅了向上が図られます。

耐久度調査を実施し、施設の維持に必要最低限の事業費を計上しています。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

国民宿舎管理運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客
国民宿舎あいお荘

手段（30年度の取り組み）

国民宿舎として、入浴・宿泊施設のほか、レストラン施設も併
設しています。運営は、指定管理者である、株式会社あいおが
行っています。
利用者が、安心して利用できるよう施設の修繕等を行い、施設
利用の促進を図るとともに、利用者のニーズを踏まえたサービ
スの提供に努めました。

29年度及び30年度は、28年度に実施した耐震改修設計の結果を
踏まえ耐震改修工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

施設利用者の満足度が向上しています。
施設利用者が増加しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

営業日数

施設宿泊者数

施設日帰り客数

区分 指標名称

①

単位

日

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

361

7,821

33,154

284

5,684

22,851

270

6,875

28,626

事業費

国支出金

千円

1,477 582 331

14,647 55,041 64,051

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

国民宿舎特別会計会計 10

休養施設費款 01

休養施設費項 01

管理運営費目 01

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光基盤の整備基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

13,170 54,459 63,720

財源内訳

（歳入歳出決算書 419ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年７月のリニューアルオープン以降、利用客数は安定推移しているほ
か、山口ゆめ花博の開催も重なったことから、前年度に比べ利用客数は増加しま
した。海が一望できて景観がよいという特徴を生かしたＰＲや、近隣の圏域への
営業活動などによる新規顧客の開拓、満足度向上への取組によるリピーター確保
により成果向上が期待できます。

本事業は「山口市民間化推進実行計画」において民営化推進事業として位置づけ
ており、民営化に関する検討や関係機関との調整を進めましたが、土地建物の一
体売却に必要な土地登記の整理が困難な状況であり、また、地域振興の拠点とし
ての役割を担う公の施設としての今後の事業実施が求められていますので、指定
管理者制度における運営を継続していく方向です。 

まち・
ひと・しごと ●

567



政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

観光客

基本事業がめざす姿

国内外から宿泊を伴った観光客がたくさん訪れ、地域経済が活性化しています。

基本事業の成果状況と評価

観光消費額（山口市内での平均消費額）

【観光交流課】

評

価

　山口大学経済学部と連携したアンケート調査では、平成30年
の市内での平均消費額は、平成29年と比較し、2,140円増となっ
ています。これは、明治維新150年記念事業や山口ゆめ花博の開
催等による効果と考えられます。
　今後も、観光消費額の拡大に向け、地域独自の商品やサービ
スのブランド力を高めていくとともに、豊かな地域資源を活用
し組み合わせることで新たな付加価値を生み出し、消費機会拡
大の仕組づくりを図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

円 30,327 32,467 45,000

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

湯田温泉宿泊客数

【観光交流課】

　平成30年の湯田温泉宿泊者数は、平成29年と比較し、約8千人
、1.6％増となっています。これは、前年の幕末維新やまぐちデ
スティネーションキャンペーンの反動がありながらも、明治維
新150年記念事業や山口ゆめ花博開催等による効果と考えられま
す。
　今後も、「温泉」と「歴史」「文化」「食」を生かした滞在
型観光を促進し、関係団体と連携を図りながら、さらなる宿泊
客数の増加を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

万人 53.8 51.6 52.4 54

(向上)

(低)

評

価

外国人宿泊客数

【観光交流課】

　平成30年の外国人宿泊者数は、平成29年と比較し、783人、3.
3％減となっています。これは、平成29年に約20便あった台湾か
らのチャーター便が平成30年は半数近くに減少したことや、国
内旅行者の宿泊割合が増えたことにより、結果として外国人観
光客の宿泊者数が減少したこと等が要因と考えられます。
　引き続き、東アジアをはじめ東南アジア諸国に対するプロモ
ーション活動の強化を図るとともに、滞在日数が長く、一人当
たりの観光消費額が多い欧米からのインバウンド誘客にも取り
組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 21,767 23,757 22,974 35,000

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

32,363

基本事業　04-01-04 観光産業の活性化

指
標
①

指
標
②

指
標
③

34,078
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

湯田温泉魅力創造事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光予定対象者、観光客
湯田温泉旅館協同組合
湯田温泉

手段（30年度の取り組み）

県内有数の宿泊拠点である本市「湯田温泉」の観光誘客促進に
係る事業を積極的に行うため、湯田温泉旅館協同組合が主体的
に担う事業への補助金の交付を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

全国に良質な温泉地として知られ、多くの人が訪れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

湯田温泉旅館協同組合キャラバン活動数

湯田温泉宿観光客数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

16

919,102

事業費

国支出金

千円

3,547 2,700 2,500

8,547 2,700 2,500

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光産業の活性化基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 249ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

成果指標である湯田温泉の観光客数が増加しました。今後も2020年のオリンピッ
ク・パラリンピックや2021年の山口県央連携周遊型博覧会等の開催に向けて、積
極的に湯田温泉をＰＲするとともに、おもてなし環境の整備を行うことで、成果
が向上する余地があります。

現状の予算を最大限生かした効果的な観光誘客促進等に努めていくことが重要で
あり、コストの削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

インバウンド観光誘客推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

訪日外国人旅行者

手段（30年度の取り組み）

東アジア・東南アジアを重点市場と位置づけインバウンド（訪
日外国人旅行者）を対象とした誘客プロモーションの実施及び
受入体制の整備を行いました。
また、山口宇部空港の国際定期便の就航が開始されたことか
ら、空港からの誘客促進を図りました。
　
○東アジア・東南アジア地域を対象とした誘客プロモーション
の実施
○留学生観光大使事業、日本文化体験事業の実施
○山口宇部空港利用誘客促進事業の実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市を訪れ易い環境が整います。
インバウンドの満足度を高め、山口市（山口県）へのリピータ
ー化が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

プロモーション対象国・地域でのセールス件数

外国人観光客数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

 

75,470

 

7

87,863

8

113,589

事業費

国支出金

千円

1,370 7,347 8,959

32,364 12,447 12,217

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光産業の活性化基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

30,994 5,100 3,258

財源内訳

（歳入歳出決算書 249ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

韓国から山口宇部空港への定期便の増便、台湾からのチャーター便就航の定着に
より、本市のメインターゲットである韓国、台湾などからの観光客の増加が顕著
です。
さらに外国人旅行者の増加を図るため、空港利用バスツアーへの助成や日本文化
体験事業を実施するなどの受け入れ態勢の充実を図ると共に、インバウンド重点
市場の一つである台湾において美祢市（「観光パートナー協定」を締結）と連携
して観光シティセールスを実施するなどの計画的かつ戦略的な誘客プロモーショ
ンを進めることにより、新たな成果向上の余地があるものと考えます。

東アジア地域からのインバウンドの来訪者数が順調に増加してきており、今後さ
らに、タイやシンガポールなどの東南アジア諸国へのアプローチも開始するな
ど、積極的な事業展開を図る段階であることから、現状においてはコスト削減の
余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光地ビジネス創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光によるまちづくりの担い手

手段（30年度の取り組み）

湯田温泉観光回遊拠点施設「狐の足あと」において回遊促進企
画を実施しました。
地域の特色を生かした地旅を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域が主体的に観光ビジネスに取り組み、持続可能な観光ビジ
ネスモデルが創出されることにより、観光客の満足度を高める
とともに滞在消費の増加させ、地域に経済効果を生みます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

観光ビジネス創出企画数

観光ビジネス創出企画実施日数

観光ビジネス創出企画参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

日

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

8

22

355

7

14

298

事業費

国支出金

千円

5,500 3,500

11,000 7,000

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光産業の活性化基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,500 3,500

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

持続可能なビジネスの創出により、観光客のニーズを捉えた商品造成が進み、観
光客数の増につながります。

観光地域づくりにつながるビジネス創出においては、継続的な取組が必要である
ことから、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市間ツーリズム促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客

手段（30年度の取り組み）

山口県央連携都市圏域（連携中枢都市圏）における都市間連携
をはじめ県内外（国外も含む）における広域的な都市間連携を
図り、相互交流事業や連携事業を行うことで、交流人口の拡大
につなげていきました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

多様な観光客のニーズに対応し、本市を訪れるきっかけになり
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

観光交流等協定数

交流自治体数

（代）宿泊者数

区分 指標名称

①

単位

件

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

9

908,635

4

10

925,598

事業費

国支出金

千円

8,539 6,789

12,169 10,646

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

観光産業の活性化基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,630 3,857

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

広域的事業展開によるPR強化や都市間連携によるブランド力向上に取り組むこと
で、成果の向上が見込めます。

交流人口拡大のためには、交流自治体との継続的な事業実施が必要でありコスト
削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-01 豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり

基本事業　04-01-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

7,326
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

観光マーケティング推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光客

手段（30年度の取り組み）

山口大学観光経済経営分析プロジェクトとの連携により下記の
調査等を行いました。
　・観光関連調査
　（観光入込客数調査/観光消費額調査）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

観光客の動向が把握できることで、効率・効果的な観光施策が
行われます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査実施件数

（代）観光客数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

4,711,803

1

4,834,693

1

6,118,939

事業費

国支出金

千円

860 454 389

860 804 782

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

350 393

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本事業によって得られた観光統計を参考に、より効果的な政策を実施することで
山口市観光の満足度を上げる余地はあると考えます。

観光振興施策の推進に係る基礎データ収集の業務であり、内容の充実を図ってい
く上からも、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●

575



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口観光維新ＤＭＯ推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 平成 30 年度交流創造部
観光交流課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

（新）山口市観光交流基本計画

手段（30年度の取り組み）

第二次山口市総合計画の方向性を踏まえ、令和元年度から令和
９年度を計画期間とする山口市観光交流基本計画の改訂を行い
ました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市を取り巻く観光の現状や課題に即した観光まちづくりの方
向性と目標が明らかになります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

関係団体との策定会議開催回数

（代）観光客数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

 

-

-

-

3

6,118,939

事業費

国支出金

千円

2,247 2,705

10,000 3,496 5,404

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

観光費目 05

産業・観光政策 04

豊かな地域資源を生かした観光のまちづくり施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10,000 1,249 2,699

財源内訳

（歳入歳出決算書 251ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

山口県観光連盟などのDMOの取組に呼応し、近隣市町と連携して事業を実施する
ことにより成果の向上が見込めます。

平成２８年度から開始した事業であり、現状手段による継続的な取組が適切であ
ると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　04 産業・観光

施　策　の　構　成

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業　04-02-01 企業立地の促進

基本事業　04-02-02 起業の促進

基本事業　04-02-03 中小企業の経営安定化

基本事業　04-02-04 新事業・新産業の創造

基本事業　04-02-05 ふるさと産品の振興

基本事業　04-02-06 中心商店街の活性化

基本事業　04-02-07 匠のまちの創出

基本事業　04-02-99 施策の総合推進

　国内経済は、2012年11月を底に緩やかな回復基調が続いており、海外経済が緩やかに回復する中で、日本の輸
出や生産は持ち直しが続き、2017年度に企業収益は過去最高となり、所得・雇用環境も改善しています。また、
個人消費や民間企業設備投資など国内需要も持ち直しており、好循環が進展している状況です。
　政府は、持続的な経済成長の実現の鍵を少子高齢化への対応であるとし、「生産性革命」と「人づくり革命」
を車の両輪として、取り組みを進めることとしています。
　山口財務事務所が平成31年4月に発表した県内経済情勢は、個人消費や生産活動について、緩やかな回復基調
にあり、また雇用情勢の着実な改善などから、総括では緩やかに回復しつつあると判断されています。
　本市においても、企業誘致は継続して堅実に実績を上げており、本市が広域経済・交流圏における牽引役を担
い、持続的な経済発展を支えるためにも、引き続き、誘致支援策を充実させるとともに、企業創業や事業承継支
援、女性や高齢者の労働参加の促進等による人手不足対策、中小企業の経営強化に向けた支援、ビジネスマッチ
ングによる新産業の創出、新山口駅北地区重点エリアにおける産業交流拠点づくり等を着実に進めていく必要が
あります。
　また、中心市街地においては、多様な交流機会を創出しながら、交流人口・定住人口増加に向けた施策を展開
し、今後も引き続き「まちの顔」として、活性化にむけた取り組みを継続的に展開していく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.79 2.84

3.58 3.59

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

施策のプロフィール

施策の対象

市内事業者

施策がめざす姿

市民の多くが就業する商工業やサービス業等において、起業創業、事業承継、事業拡大、
企業誘致や新たな投資が進み、更なる雇用が創出しています。また、都市機能の集積や充
実が図られ、賑わいが創出されています。

施策の成果状況と評価

市内事業所数

【経済産業部　政策管理室】

評

価

　指標値は、「経済センサス」の数値を用いており、平成30年
度は調査が実施されていないため実績値は取得できません。
　参考として、平成30年度における誘致企業数は7社（新たに設
備投資したものを含む）であり、新規起業者数は112件です。ま
た、起業相談件数も15.8％増加しており、引き続き、起業マイ
ンドの高さが伺えます。
　今後も引き続き、企業誘致の推進、起業や事業承継の支援、
また、市制度融資の充実等により、事業所数の増加につなげ、
地域経済の活性化を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

所 8,924 - -

---

目　標
達成度

---

評

価

市内事業所の従業者数

【経済産業部　政策管理室】

　指標値は、「経済センサス」の数値を用いており、平成30年
度は調査が実施されていないため実績値は取得できません。
　参考として、平成30年度における、新たに立地した誘致企業
の従業員数は対前年度比で121人増加しており、また、雇用情勢
も引き続き高い水準で推移している中、人手不足感が強い状況
となっています。
　今後も創業や事業承継支援、また、市制度融資の充実等によ
り地域経済の活性化を図るとともに、関係機関と連携して、雇
用の創出等に資する施策を展開していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 86,027 - - 

---

---

評

価

市内総生産（第一次産業を除く）

【経済産業部　政策管理室】

　指標値は、県が公表する「山口県市町民経済計算」の数値を
用いており、その最新の数値が平成27年であるため、平成30年
度の数値は取得できません。
　参考として、平成27年度の市内総生産額は、714,020百万円と
なっており、前年度比で14,596百万円、2.1％増加しています。
　特に、第2次産業が6.8％増加しており、中でも宿泊・飲食サ
ービス業や不動産業等が増加している状況です。
　今後も都市型産業の誘致や中核的企業の育成等に取り組み、
産業活力の強化を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

百万円 665,450 - - 683,600

---

---

施策のコスト（千円）

H30

3,488,542

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

進出や事業規模拡大を検討する企
業

基本事業がめざす姿

企業が立地、集積し、雇用の場が生まれています。

基本事業の成果状況と評価

新たに立地した誘致企業数（平成18年度からの累計）

【産業立地推進課】

評

価

　平成30年度の誘致企業（増設、オフィス進出を含む）は7社で
単年度の目標値（5社）を上回ることができました。
　平成18年度からの誘致企業数の累計は66社となり、30年度実
績値（66社）は31年度目標値（56社）を大きく上回った状況と
なっています。
　引き続き、関係機関と連携を図りながら、積極的な誘致活動
を展開します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

社 59 66 76

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

新たに立地した誘致企業の雇用従業員数（平成18年度からの累計
）

【産業立地推進課】

　平成30年度は7社の企業誘致（増設、オフィス進出を含む）に
より121人の雇用増を達成し、単年度の目標値（75人）を上回る
ことができました。
　平成18年度からの誘致企業の雇用従業員の累計は2,473人とな
り、30年度実績値（2,473人）は31年度目標値（1,960人）を大
きく超えた状況となっています。
　引き続き、関係機関と連携を図りながら、積極的な誘致活動
を展開し、さらなる雇用創出に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 1,885 2,352 2,473 2,260

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

756,525

基本事業　04-02-01 企業立地の促進

指
標
①

指
標
②

51
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

企業誘致推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
産業立地推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

企業（製造業、卸売業、道路貨物運送業、情報関連産業等）

手段（30年度の取り組み）

企業訪問等を通じて、本市への企業誘致を推進しました。

・市内企業に対し、更なる設備投資を促進しました。
・特に本市に立地済の誘致企業に対しては、アフターケアとし
て、市内事業所や本社への訪問活動を行い、設備投資動向の把
握に努め、工場増設などの新たな設備投資や雇用の創出を促進
しました。
・関係機関と連携しながら、情報収集に努め、アフターフォロ
ーを行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

企業が本市に立地、設備投資をします。

活動状況、成果状況、事業費の推移

誘致活動回数

立地済企業折衝回数

立地企業数（年間）

立地企業の雇用従業員数（年間）

区分 指標名称

①

単位

回

回

社

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

75

212

11

455

30

283

8

467

52

236

7

121

事業費

国支出金

千円

6,238 6,802 6,078

6,238 6,802 6,078

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

企業立地の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項 成果指標は民有地、増設、情報関連、オフィスの誘致を含みます。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成３０年度は、７社の企業誘致（新たに設備投資したもの、オフィス進出を
含む）と１２１名の雇用創出という成果を収めることが出来ました。平成１８年
度以降の累計では、増設を含め６６社の企業誘致と２，４７３名の雇用創出とな
っており、成果は順調に上がっていると言えます。引き続き、効果的な誘致活動
や優遇制度の展開により、企業誘致を推進していきます。

　企業折衝に係る効率的・効果的な行程計画やPR資材の発注方法の工夫等によ
り、適宜、コスト削減を検討していきます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

立地等奨励事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
産業立地推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

企業（製造業、卸売業、道路貨物運送業、情報関連産業等）

手段（30年度の取り組み）

山口市企業立地促進条例に基づき本市に立地した企業に対し、
下記の奨励金、補助金を交付しました。
・企業用地取得補助金、立地奨励金、雇用奨励金、情報関連産
業等支援補助金、情報関連産業等雇用促進補助金
・小郡都市核に新たに支店・営業所等を設置する法人に対する
補助【H30新設：事務所賃借料、市民雇用に対する補助】
※要件として、事業所の規模、立地する地域、産業分類、雇用
人数があり、交付限度額も設定しています。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

企業が本市に立地、設備投資をします。
本市の雇用が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金及び奨励金支出企業数(年間延べ数）

立地企業数（年間）

立地企業の雇用従業員数（年間）

区分 指標名称

①

単位

社

社

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

19

11

455

18

8

467

24

7

121

事業費

国支出金

千円

339,147 313,076 580,764

339,147 319,086 594,243

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

企業立地の促進基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,010 13,479

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成３０年度は、７社の企業誘致（新たに設備投資したもの、オフィス進出を
含む）と１２１名の雇用創出という成果を収めることが出来ました。平成１８年
度以降の累計では、増設を含め６６社の企業誘致と２，４７３名の雇用創出とな
っており、成果は順調に上がっていると言えます。引き続き、効果的な誘致活動
や優遇制度の展開により、企業誘致を推進していきます。

　企業誘致を推進するために有効な手段であり、今後も経済情勢や国・県の動向
を注視し、優遇制度の拡充についても検討する必要があります。

まち・
ひと・しごと ●

582



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

戦略的成長産業集積特別事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度経済産業部
産業立地推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

今後成長が見込まれる分野の企業（成長産業分野）

手段（30年度の取り組み）

○今後、成長が見込まれる分野の産業（成長産業）の企業を中
心に、本市独自の取組みを展開しています。ｗｅｂ広告を活用
するとともにホームページのレイアウト変更及びコンテンツの
充実を図るなど、両者の連携強化による効果的なＰＲ活動を推
進しています。新たな設備投資や進出意向に関するアンケート
調査を実施し、回答状況により、積極的な誘致活動を展開しま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

成長産業分野の企業が本市に立地します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

誘致折衝回数

アンケート調査を実施する企業数

成長産業分野企業の立地企業数

成長産業分野企業の雇用従業員数

区分 指標名称

①

単位

回

社

社

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

5,716

5

230

6

4,641

2

212

5

5,092

1

60

事業費

国支出金

千円

16,982 6,135 6,231

16,982 6,135 6,231

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

企業立地の促進基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成３０年度は、７社の企業誘致（新たに設備投資したもの、オフィス進出を
含む）と１２１名の雇用創出という成果を収めることが出来ました。平成１８年
度以降の累計では、増設を含め６６社の企業誘致と２，４７３名の雇用創出とな
っており、成果は順調に上がっていると言えます。引き続き、効果的な誘致活動
や優遇制度の展開により、企業誘致を推進していきます。

　新聞広告等の媒体の選定、アンケート調査の対象企業の抽出方法や送付先の絞
込みなど、費用対効果を意識しながら実施していきます。

まち・
ひと・しごと ●

583



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新産業団地整備調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
産業立地推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

企業（製造業、卸売業、道路貨物運送業、情報関連産業等）

手段（30年度の取り組み）

企業誘致の受け皿となる産業団地の整備を行うための調査を実
施しました。
・測量調査　平成29～30年度

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

企業が本市に立地します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

調査に係る業務委託件数

調査に係る進捗率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

1

100

事業費

国支出金

千円

23,900 94,020

23,900 94,020

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

企業立地の促進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

企業誘致の受け皿となる産業団地の整備を推進することで、新たな企業進出の機
会を創出します。

適宜、コスト削減に努めます。

まち・
ひと・しごと ●

584



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

鋳銭司第二団地整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度経済産業部
産業立地推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

企業（製造業、卸売業、道路貨物運送業、情報関連産業等）

手段（30年度の取り組み）

企業誘致の受け皿となる新たな産業団地の整備を行います。
平成30年度は実施設計業務に着手しました。
　整備場所：鋳銭司地域
　平成30、令和元年度：実施設計業務

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

企業が本市に立地します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備に係る業務委託件数

産業団地整備に係る進捗率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

0.2

事業費

国支出金

千円

207

6,807

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

鋳銭司第二団地整備事業特別会計会計 07

鋳銭司第二団地整備事業費款 01

鋳銭司第二団地整備事業費項 01

鋳銭司第二団地整備事業費目 01

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

企業立地の促進基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,600財源内訳

（歳入歳出決算書 397ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

企業誘致の受け皿となる産業団地整備を推進することで、新たな企業進出の機会
を創出します。

費用対効果に努めながら、事業を推進します。

まち・
ひと・しごと ●

585



政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

起業家、起業を志す人

基本事業がめざす姿

起業を促す環境があり、起業が進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

新規起業者数

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度の新規創業支援件数は112件で、対前年比で22件増
加しました。
　商工会議所や金融機関等が主催する起業関連セミナーの開催
状況や参加状況では、市民の起業に関するニーズは高く、引き
続き創業支援協議会を軸に起業に関する相談体制や支援制度の
充実を図り起業を促進していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 90 112 140

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

起業相談件数

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度の起業相談件数は197件で、対前年比で27件増加し
ました。
　本市は創業支援協議会を設置し、商工会議所をはじめ、商工
会や金融機関等の支援機関における相談体制を構築しています
。起業関連セミナーの開催状況や参加状況では、市民の起業に
関するニーズは高く、引き続き創業支援協議会を軸に起業に関
する相談体制や支援制度の充実を図り起業を促進していきます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 254 170 197 300

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

5,849

基本事業　04-02-02 起業の促進

指
標
①

指
標
②

129

586



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

起業化支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

創意工夫をもって新たに創業する又は創業間もない人 

手段（30年度の取り組み）

①ＵＪＩターンによる創業者への初期支援
　ＵＪＩターンにより創業する者に対して設備投資や施設改修
にかかる費用の補助を行いました。
　・補助率：１／３　補助限度額：５０万円
②フォローアップセミナー
　創業後間もない事業者向けのフォローアップセミナーを開催
しました。 
③創業後間もない事業者の情報発信を支援しました。
④山口立志塾
　成長分野への進出や事業拡大を目指す事業者を支援するセミ
ナーを開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

起業者や成長分野への進出を図る事業者が増加します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

新規補助金交付事業者件数

補助金交付事業者数（累計）

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

49

3

52

2

54

事業費

国支出金

千円

2,335 2,181 3,020

2,535 2,181 3,210

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

起業の促進基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

200 190

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　ＵＪＩターン創業者に２件の補助金を交付をしました。
　本事業が、ＵＪＩターン創業者にとって本市を選択する１つの動機づけとなっ
ています。
　起業後のフォローアップや情報発信支援については、山口商工会議所をはじめ
とした各支援機関の企業塾やセミナー等と連携して実施することにより、さらな
る成果の向上が見込めます。

制度内容や評価基準など実務的な面は、事業者ニーズや経済情勢の変化等を見な
がら適宜見直しを図ります。経費については、制度の運用や周知に際して一定の
コストを要しますが、内容の見直しとともに費用対効果等についても常に意識
し、効率化に努めます。

まち・
ひと・しごと ●

587



政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

事業所

基本事業がめざす姿

事業所の経営基盤が強化され、経営が安定しています。

基本事業の成果状況と評価

商工団体等の会員数

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度の会員数は、前年度対比で107名減少しました。
　平成30年4月に山口財務事務所が発表した県内の経済情勢は「
回復しつつある」と総括判断されており、市内経済も回復基調
にある中、企業においては高齢化や人手不足による廃業も増加
傾向にあります。
　一方では、創業や事業承継に関するニーズも高まっているも
のと考えられることから、会員数についてもこれからの推移を
注視していくとともに、今後とも、各団体との連携を強化しな
がら、適切かつ積極的に事業の推進を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 3,441 3,334 維持

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

山口市の制度融資利用件数

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度は平成29年度と比較して2件増加し、内訳を見ると
「中小企業事業資金」の運転資金・設備資金の融資件数の割合
が全体の7割と最も高く、経営が安定してきた状態が引き続き伺
えます。また、「起業化支援対策資金」については、制度の周
知等が図られ、平成30年度は13件と平成29年度と比較して9件増
加しています。
　今後とも、市内中小企業の安定的な経営や新規起業者を支援
するため、金融機関と連携を密にし、経済状況に応じて制度の
見直しを図りながら事業の実施に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 71 58 60 80

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,022,042

基本事業　04-02-03 中小企業の経営安定化

指
標
①

指
標
②

3,520

588



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

クリエイティブ人材育成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市民

手段（30年度の取り組み）

　ICT人材やICTと密接な関係にある印刷、デザイン等を担うク
リエイティブ人材育成のための講座開催や、官民連携のコンソ
ーシアムを主体としたコミュニティ形成促進等に取組みまし
た。
　また、東京圏で活躍する県出身の経営者ネットワークと連携
してクリエイティブ人材育成シンポジウムを開催し、首都圏で
活躍する経営者やクリエイターと地元企業とのマッチング支援
を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ICTの知識や技術を有するｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ人材の育成が図られます。
ICT、デザイン等による新規起業やICTを活用した在宅ワーク等
の多様な働き方により就業する市民が増えます。 
ICTスキルを習得し、学びを実践していくことで、ICT分野に限
らずICT技術の活用による新規起業が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ICT人材育成講座等の件数

ICT、デザイン等現場での新規就業者数

ICT、デザイン等の現場での新規起業数

区分 指標名称

①

単位

件

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

10

6

22

0

5

事業費

国支出金

千円

16,490 12,722

21,968 20,398

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中小企業の経営安定化基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,478 7,676

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ＩＣＴ人材育成に向けた講座や各種セミナー、シンポジウム等を実施しました。
また、ＹＣＡＭによるスポーツハッカソンやワークショップ事業等を支援し、総
合的なクリエイティブ人材育成に向けた事業を展開しました。講座受講者の中に
は、在宅ワークを始めた方もおり、当該事業を通じた起業創出、スキルの高度化
が図られているとともに、女性の就労促進としても成果が生まれています。

民間企業によるＩＣＴ人材育成や、県など他の行政機関が開催する講座等と重複
しないように事業内容を整理し、効果的、効率的な事業展開を図ります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中小企業等金融対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内の中小企業者

手段（30年度の取り組み）

【事業概要】
　一般的な融資に比べて低利で信用保証料も有利な市制度融資
を行いました。
【長期資金】産業振興、経営安定化、特定地域の活性化、起業
促進等を目的とした融資です(中小企業事業資金他）。
【短期資金】特定の季節に必要な資金の融資です(季節資金)。
【受付業務・周知】相談受付は商工会議所に委託しました。市
報、市ＨＰ、パンフレットの配布等により周知しました。
【金融支援策】金融情勢の変化に的確に対応するため、金融機
関等と連携しながら事業者にとって最適な制度の利用を促進し
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

一般的な融資に比べて低金利で信用保証料も有利な市制度融資
を提供することにより資金繰りを安定させ、金融面から市内中
小企業者の経営の安定や経営基盤の強化を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

制度融資申し込み件数（長期資金）

取扱金融機関への制度融資資金貸付金額（長期及び短期
）

制度融資利用件数（長期資金)

制度融資新規利用融資金額（長期資金）

区分 指標名称

①

単位

件

千円

件

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

71

874,615

71

277,717

58

847,166

58

203,320

60

798,181

60

233,390

事業費

国支出金

千円

8,024 6,325 7,888

892,639 863,492 816,069

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中小企業の経営安定化基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

884,615 857,167 808,181

財源内訳

（歳入歳出決算書 243ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

前年度と比較し、制度融資申し込み件数、融資金額ともに微増しています。社会
経済情勢の変化によって生じる事業の拡大や業績悪化に伴う資金需要に対応する
とともに、起業創業に対しても資金支援することで、中小企業の経営安定や基盤
強化を図る制度として今後も必要かつ効果的な制度としてニーズの高い事業で
す。

原資の貸付金や信用保証料の補助金（補てん金）は、融資実績や債務保証残高に
応じて算定しており、コストの削減は困難です。
また、事業の性質上、受益者負担を求めることは困難です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

湯田温泉回遊促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

湯田温泉地域に新規出店を希望する事業者

手段（30年度の取り組み）

湯田温泉において回遊を促し、賑わいを創出するため、湯田温
泉拠点施設周辺地域への新規出店を促進・支援しました。

【補助内容】
　出店時の店舗改装等に係る費用の一部を補助しました。
　補助率：補助対象経費の１／２以内
　補助限度額：１５０万円
　　　　　　　※若者、女性加算３０万円（重複不可）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

湯田温泉地域への新規出店が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

湯田温泉回遊促進事業補助件数

湯田温泉回遊促進事業を活用した出店件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

3

 

1

1

3

3

事業費

国支出金

千円

5,226 1,547 5,479

5,226 1,547 5,479

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中小企業の経営安定化基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成28年度に支援対象エリアを拡大し、平成30年度は新規出店件数が増加に転じ
ました。湯田温泉エリアにおける賑わいの創出と回遊性の向上を図るためには、
条件等を見直し、今後も引き続き新規出店を促進・支援することが必要と考えら
れます。

補助対象条件等の見直しによって成果を向上させることはできますが、コストを
削減することは難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

安心快適住まいる助成事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

住宅リフォーム工事をする施工主（市民） 
住宅リフォーム工事をする事業者

手段（30年度の取り組み）

　山口市内に本社又は本店を置く施工業者（法人及び個人）が
実施する10万円以上の住宅リフォーム工事を行った市民に対し
て、市内の商工団体が発行する共通商品券を交付しました。

【助成内容】
　工事金額の１０％（限度額２０万円）
　※子育て世帯（１８歳以下の子を養育）の場合
　　工事金額の２０％（限度額４０万円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民が安心して永く住み続けられる生活環境の向上を図り、あ
わせて市内の消費喚起による地域経済の活性化を促進します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

助成件数

事業実施効果額

区分 指標名称

①

単位

件

億円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

814

10.4

1,138

14.4

1,195

15.2

事業費

国支出金

千円

100,019 139,676 141,598

100,019 139,676 141,598

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中小企業の経営安定化基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

助成額に対して、その１０倍を超える工事が市内の施工業者に発注されるととも
に、市内共通商品券で助成を行うことにより市内の消費喚起がされ、市内経済の
活性化が図られました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

事業承継・人材確保支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内中小企業者・小規模事業者

手段（30年度の取り組み）

■事業承継支援事業
・アンケート、無料相談会やセミナーを実施し、事業承継の支
援対象者の掘り起こしを行いました。
・事業承継の支援対象者の相談内容に沿った、専門家派遣など
の支援を行いました。
■経営改善支援
・経営改善に必要な専門家派遣に対する経費の補助や、経営改
善計画策定にかかる経費の一部を補助しました。
■人材確保採用力アップ事業
・採用力アップにつながるハンズオン型支援を実施しました。
■アクティブシニア人材確保事業
・高齢者に限定した合同就職面接会を開催しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中小企業者や小規模事業者の事業承継が円滑に行われます。
中小企業者や小規模事業者が人材を確保できます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業承継にかかる相談件数

アクティブシニア合同就職面接会参加求職者数

事業承継専門家派遣件数

アクティブシニア就職マッチング件数

区分 指標名称

①

単位

件

人

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

27

45

3

4

事業費

国支出金

千円

3,770

6,353

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中小企業の経営安定化基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,583

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

廃業は地域産業・生活基盤の低下に直結するものです。経営改善や事業承継への
支援は今後ますます必要になると思われ、経営者もその対応の仕方についてのノ
ウハウを求めています。
また、多様な働き方や働き場を確保することで、市内企業の人材確保対策や地域
経済の活性化が図られます。

国の支援策も活用しながら市内事業者の事業承継、企業の人材確保を支援しよう
としており、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

起業家
事業所事業主

基本事業がめざす姿

産学金官や異業種間の連携による起業や新分野への進出が促進され、付加価値の高い製品
が創出されています。

基本事業の成果状況と評価

産学連携・事業連携による共同研究事業数

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度の「ビジネスマッチング・連携支援補助金」の認
定件数は、産学公連携が1件、県央連携都市圏域内の企業間連携
が1件の計2件となり、対前年比は横ばいですが、目標値には達
しませんでした。
　本事業は、市内事業者による新商品や新サービス等の開発を
促進する本市独自の中小企業支援施策です。毎年新たな事業を
認定していますが、近年は申請件数が少ない傾向にあることか
ら、経済環境や企業ニーズの変化、国県等による支援策との差
別化等を踏まえて適宜事業内容に修正を図りながら実施に取り
組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 2 2 4

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

24,571

基本事業　04-02-04 新事業・新産業の創造

指
標
① 3

594



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生涯活躍のまち構想推進事業（新産業創出促進モデル事業）

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

民間事業者
山口県央連携都市圏域の市町民

手段（30年度の取り組み）

最先端ロボットを活用した医療、介護分野を補完する新たな公
共領域を支えるサービス（歩行トレーニング）における、市民
ＱＯＬの向上及び将来的な医療費、介護費の削減や小郡都市核
として、広域的な拠点性を高め、交流人口を増やすための効果
・検証をモデル事業として行いました。モデル事業の利用対象
者は、山口県央連携都市圏域の市町民（山口市・宇部市・萩市
・防府市・美祢市・山陽小野田市・津和野町）で、利用料の軽
減を実施し、サービスを受けやすい環境を提供しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

モデル事業における効果・検証を行うことで、新産業の創出、
稼ぐ力の強化による高次都市機能の強化や高齢者、障がい者を
はじめとする全ての人が活躍できる社会の創出へと繋げます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

アンケート及び効果・検証の実施件数

モデル事業における利用対象者の満足度

新たなモデル事業の創出

区分 指標名称

①

単位

件

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

13

70

0

事業費

国支出金

千円

2,344

4,687

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

新事業・新産業の創造基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,343

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業の目的である全ての人が活躍できる社会の創出に関して、社会保障費の削減
効果における評価ロジック・算定式を開発しました。ただし、母数となる利用者
数が少ないこともあり、効果については更なる検証が必要です。

事業実績、成果検証をふまえ、事業手順等の見直しを行い事業の最適化を図りま
す。

まち・
ひと・しごと ●

595



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生涯活躍のまち構想推進事業（ふるさと創生推進事業）

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
民間事業者
市民活動団体

手段（30年度の取り組み）

地域資源や知的資産を活用し、市内外の人々から広く共感を得
られるふるさと創生推進事業に対して、基本補助金に加えて、
ふるさと納税制度を組み入れた寄附型クラウドファンディング
により集まった寄附金を基準に、寄附者の意思を反映した応援
補助金を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地方創生を推進する意欲ある市民、民間事業者、市民活動団体
が、ダイナミックかつ効果的にプロジェクトに取り組めるよう
になるとともに、プロジェクトを通じて、地域の活性化や地域
課題の解決を図り、人々が生涯にわたり活躍できる地域社会の
形成を促進します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ふるさと創生推進事業における認定プロジェクト数

クラウドファンディングの目標金額達成率

認定事業の達成度

区分 指標名称

①

単位

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

6

82

70

事業費

国支出金

千円

5,425

12,272

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

新事業・新産業の創造基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,174

4,673

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

昨年度と比べて認定事業者数は横ばいであり、クラウドファンディングについて
は6事業者中5事業者が目標を達成しました。クラウドファンディングの知名度は
高まっており、資金調達の方法としては引き続き有効であるといえます。

総務省の起業家支援プロジェクトを活用する事で、起業を行う事業者に対する所
定の設備投資に対しては特別交付税措置が受けられます。

まち・
ひと・しごと ●

596



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

産学金官連携推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

起業希望者
市内中小企業者

手段（30年度の取り組み）

　ハンズオン支援を中心とした総合的な中小企業支援に向け、
創業支援協議会の運営及び創業支援者を対象としたセミナーを
開催し、窓口支援体制の強化を図りました。
　新山口駅北地区拠点施設において展開する産業交流スペース
について、機能や運営手法、事業者選定要件等について協議検
討を進めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　起業希望者の抱える悩みを解決し、蓋然性の高い創業計画に
基づき、円滑に起業できます。
　創業後の中小企業が抱える経営課題を解決し、事業の成長や
安定化を図ることができます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

協議会・研修開催回数

協議会・研修参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

名

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

112

3

121

3

106

事業費

国支出金

千円

590 1,048 3,401

590 1,048 3,401

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

新事業・新産業の創造基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　産業競争力強化法の規定に基づき策定した創業支援事業計画において、各支援
機関や金融機関等に相談窓口を設置し、連携を図るとともに、創業セミナー開催
などの取り組みを実施しました。今後も事業認定を受けた計画を着実に推進する
ことで、成果向上が見込めます。

　創業支援事業計画に基づく創業支援事業については、国からの財源の優遇措置
が受けられるなど、財源の負担軽減も図られており、現状手段が適切です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新事業創出チャレンジ事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内事業者

手段（30年度の取り組み）

①ビジネスマッチング・連携支援補助金
　市内の中小企業者と大学等との連携による開発又は試作等に
係る経費の一部を補助しました。
②ビジネスマッチングに関するセミナーを開催しました。
③中小企業成長支援補助金を交付しました。
④海外展開に関するセミナーや、輸出商社とのマッチングイベ
ントの開催のほか、商談会・展示会への出展支援をしました。
⑤マーケティング支援補助金
　市内の中小企業者の販路開拓等にかかる経費の一部を補助し
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内企業が経営の向上を図るために、専門家指導の利活用、新
商品・技術の研究開発、展示会等での販促活動に対して補助金
を交付するほか、海外の展示会等への出展支援を行い市内事業
者の事業活性化が行われています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ビジネスマッチングセミナー参加者数

専門家派遣利用件数

マッチング支援補助金件数

マーケティング支援補助金件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

33

24

3

4

19

21

2

2

29

17

1

4

事業費

国支出金

千円

9,717 6,062 4,211

9,917 6,272 4,211

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

企業振興費目 03

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

新事業・新産業の創造基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

200 210

財源内訳

（歳入歳出決算書 247ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ビジネスマッチングを通じた産学連携又は企業連携による新製品の開発、試作開
発、また戦略的なマーケティングに基づく販路開拓が行われており、事業化や売
上拡大に向けた取組みが着実に進んでいます。

事業実績、成果検証をふまえ、支援メニューの内容、事業手順等の見直しを行
い、事業の最適化を図ります。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

特産品

基本事業がめざす姿

ふるさと産品の認知度が向上し、事業者の売り上げが拡大しています。

基本事業の成果状況と評価

ふるさと産品購入意欲度（地域ブランド調査）

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度の「ふるさと産品購入意欲度」の順位は221位と前
年度に比べ85位上昇しました。
　産品PRについては、山口ゆめ花博やレノファ山口ホームゲー
ム、さらには都市圏におけるふるさと納税のイベント等に出展
することで、多くの方々に本市の産品を認識いただきました。
　今後も引き続き、域内、都市圏におけるイベント等への出展
や県人会、山口七夕会等の本市にゆかりのある方々とのネット
ワークを活用したイベント等へ参加するなど産品の認知度を高
めていきます。　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

位内 306 221 206

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

卸売・小売業市内１事業所あたりの売上（収入）金額

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度は経済センサス基礎調査の実績値が取得できませ
んでした。参考として、直近のデータである平成28年経済セン
サス活動調査の「卸売・小売業市内１事業所あたりの売上（収
入）金額」は、294,808千円であり、基準値と比較すると59,819
千円、25.4％増加しています。
　また、県内１事業所あたりの売上（収入）金額の増加率は、1
8.3％であり、県内平均より高い水準で推移しています。
　今後も域内や都市圏における様々なイベント等へ積極的に出
展し、産品の認知度を向上させることで新たな販路の拡大に努
め、事業者の売上（収入）金額の増加を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

千円 234,989 - - 282,767

---

---

基本事業のコスト（千円）

H30

232,039

基本事業　04-02-05 ふるさと産品の振興

指
標
①

指
標
②

306
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ふるさと産品営業推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市外在住者、市内事業所

手段（30年度の取り組み）
■ふるさと寄附金PR事業
県人会、山口七夕会、同窓会等のネットワークの活用をはじめ
、首都圏等で行われるふるさと納税イベントへの参加を通じて
本市のふるさと納税をＰＲし、寄附を促進するとともに、山口
のファンの獲得に努めました。
■ふるさと産品販路拡大営業事業
・山口ゆめ花博やレノファ山口のホームゲームのほか、都市圏
における産品のＰＲを通じて認知度の向上や販路拡大に努める
と同時に、あいおえび（車えび）のブランド力を高める取組を
進めました。
・伝統工芸産業の課題（木地供給・商品開発等）解決に向け、
事業者等と地元大学と連携した取り組みを進めました。
■ふるさと寄附金事務事業　■ﾚﾉﾌｧ山口ｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ特産品PR事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市のふるさと産品のブランド力を高め、市内外に魅力を発信
していくことで、人や金が呼び込まれ、本市の活力や愛着が育
まれます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ホームページ、情報誌等を活用した情報提供媒体の数

ふるさと納税お礼の品登録数

ふるさと納税の寄附金額

区分 指標名称

①

単位

件

件

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

225

816,135

13

316

837,819

25

387

394,741

事業費

国支出金

千円

536,100 598,726 232,008

536,100 598,726 232,039

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

ふるさと産品の振興基本事業 05

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

31

財源内訳

（歳入歳出決算書 245ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

ふるさと納税の返礼率の引き下げ等により寄附額は大幅に減少しました。一方で
本年6月1日から新たな制度に基づいた運用がはじまるため、全自治体が横並びの
スタートとなります。こうしたことから、引き続き、ＷＥＢ等による情報発信を
はじめ、県人会・同窓会等山口にゆかりのある方への積極的な営業活動により、
山口のファンを増やしていくことで成果の向上、さらにはふるさと産品の認知度
の向上や地場産業の振興につながると考えます。

平成30年度からふるさと納税の返礼率を引き下げ、ふるさと納税の適正な募集を
しているため、現段階においては、コスト削減余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業者

基本事業がめざす姿

山口市中心商店街が魅力を持ち、多くの人で賑わっています。

基本事業の成果状況と評価

山口市商店街通行量調査での通行者数

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度は平成29年度と比較して調査基準日の天候も影響
し、▲816人、2.6％減少しましたが、中心市街地でのイベント
を促進したことにより賑わいの創出が維持できたものと考えま
す。
　今後も、関係機関と連携を図りながら、「第2期山口市中心市
街地活性化基本計画」に掲げる事業に着実に取り組み、魅力と
賑わいのある中心商店街づくりに努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 31,572 30,756 33,700

(低下)

目　標
達成度

(低)

評

価

山口市中心商店街会員数

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度は平成29年度と比較して、7会員が減少しましたが
、店舗の退店に対して、タウンマネージャーを中心とした継続
的な空店舗対策への取り組みにより、緩やかな減少となってい
るものと考えています。
　今後とも、関係団体と連携を図りながら魅力と活力ある中心
商店街づくりに努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 230 230 223 240

(低下)

(低)

評

価

空き店舗率

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度は平成29年度と比較して4店舗の空き店舗が増加い
たしましたが、タウンマネージャーを中心とした出店希望者に
対する空き店舗情報の提供や出店支援により、一定の成果も上
がっています。
　今後も空き店舗の把握や、きめ細やかな出店支援を実施する
とともに、新規出店に対する補助支援を継続し、空き店舗率の
改善を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 12.0 10.2 11.6 10.0

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

28,377

基本事業　04-02-06 中心商店街の活性化

指
標
①

指
標
②

指
標
③

31,572

602



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中心市街地活性化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、近隣市町民
山口商工会議所
㈱街づくり山口
山口市商店街連合会及び加盟組合等

手段（30年度の取り組み）

【事業内容】
①商店街通行量調査を実施しました。
②中心商店街の賑わいと活性化を図るためイベント企画等への
サポート機能の充実に努め、地域との連携を深めました。
③民間活力による遊休不動産の利活用に向けた調査・研究を行
いました。
④タウンマネジャーを設置して、空店舗対策を中心としたエリ
ア全体のマネジメントを行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

商店街のイメージアップと来街者の増加が図られ、商店街が活
性化します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

中心市街地活性化事業数

中心市街地の来街者数

区分 指標名称

①

単位

事業

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

50,927

4

54,798

4

47,733

事業費

国支出金

千円

15,570 14,243 13,862

15,570 14,243 14,610

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中心商店街の活性化基本事業 06

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

748

財源内訳

（歳入歳出決算書 243ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

前年に比べて約７０００人減少しており、これは阿知須を会場とした「山口ゆめ
花博」が大盛況であり、その影響が一因であると考えられます。
第２期中心市街地活性化基本計画に沿って事業を進めていくことで、エリア全体
の価値が高まり、商店街の魅力や通行量についても更なる成果の向上が見込まれ
ます。

成果を保つためには、魅力ある事業の実施が不可欠であり、新たな事業を実施す
るにしても、その事業に対して定められた率や手法による支援が必要なため削減
することは難しいと考えられます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

あきないのまち支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中心商店街に新規出店を希望する事業者

手段（30年度の取り組み）

中心商店街に発生した空き店舗の入店を促進・支援しました。

【補助内容】
　入店時の店舗改装等に係る費用の一部を補助しました。
　補助率：補助対象経費の１／２以内
　補助限度額：①飲食業　１５０万円　
　　　　　　　②飲食業以外の小売・サービス業　１００万円
　　　　　　　③事務所　５０万円
              ※若者、女性加算３０万円（重複不可）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中心商店街の空き店舗に入店が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

あきないのまち支援事業補助件数

あきないのまち支援事業を活用した入店件数

空き店舗率

区分 指標名称

①

単位

件

店

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8

8

12.0

6

6

10.2

7

7

11.6

事業費

国支出金

千円

10,307 6,142 9,923

10,307 6,142 9,923

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

中心商店街の活性化基本事業 06

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 243ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

新規出店数は増加しましたが、閉店も増加したことにより空き店舗率は増加して
います。
今後は、タウンマネージャーを中心に、出店希望者に対する空き店舗情報の提供
や出店に関する相談支援に加え、空店舗の特性を踏まえた積極的なアプローチを
図ることにより、出店に向けた需要の掘り起こしにつながります。
引き続き中心商店街の空き店舗対策に取り組むことにより、中心商店街への新規
出店が促進され、成果を向上させることが期待されます。

補助対象条件等の見直しによって成果を向上させることはできますが、コストを
削減することは難しいと考えています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
事業者
大内文化特定地域内出店希望者

基本事業がめざす姿

大内文化特定地域内に伝統産業等が集積し、多くの人が訪れています。

基本事業の成果状況と評価

匠のまち創造支援事業を活用した出店件数（H20年度からの累計）

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度は3件の出店があり、累計出店数は24件となりまし
た。大内文化特定地域内にはこれまで魅力と個性あふれる様々
な業種が出店しており、地域活性化や交流人口の増加に貢献し
ていると考えております。今後も、商工会議所や関係団体と連
携を密にしながら、より効果的な事業周知や空き店舗情報の発
信を行い、さらなる新規出店件数の増加を図ります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 21 24 32

(向上)

目　標
達成度

(中)

評

価

伝承施設利用者数

【ふるさと産業振興課】

　平成30年度は、前年度対比で4,782人減少しました。これは自
主事業である講座や大内人形まつりなどの地域活性化に資する
イベント等への参加者数は増加しているものの、猛暑等の天候
の影響による一般利用者数の減少が全体的の利用者数を引き下
げたものと考えます。
　今後も、市民や観光客が体験・感動できる拠点として、地域
団体との連携を強化し、情報発信等により施設の魅力を高めて
いきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 59,867 57,542 52,760 62,000

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

39,166

基本事業　04-02-07 匠のまちの創出

指
標
①

指
標
②

20
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

匠のまち創造支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

大内文化特定地域に新規出店を希望する事業者

手段（30年度の取り組み）

大内文化特定地域に新規出店する事業者に対して、出店に係る
経費の一部を補助しました。店舗外観は歴史的町屋景観を活か
しました。
【補助内容】
・店舗及び附帯設備改修等補助
　①体験工房等を併設した事業所で事業活動を行なう事業者
　　補助率　２／３以内（補助限度額２００万円）
　②大内塗・萩焼・外郎を製造・販売する事業者
　　補助率　１／２以内（補助限度額１５０万円）
　③大内文化特定地域の活性化に資する事業者
　　補助率　１／３以内（補助限度額１００万円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大内文化特定地域への新規出店が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

匠のまち創造支援事業補助件数

匠のまち創造支援事業を活用した出店件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

4

1

1

3

3

事業費

国支出金

千円

3,491 1,050 3,312

3,491 1,050 3,312

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

商工振興費目 02

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

匠のまちの創出基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 243ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度は１３件の相談、うち３件の出店となり、前年度と比較して相談件
数、出店件数ともに増加ました。
今後も、積極的に事業の周知や空き家情報の発信等を行い出店しやすい環境を整
えることにより、成果の向上が期待できます。

出店希望者と空き家のマッチングや対象条件の見直し等によって成果を向上させ
ることはできますが、コストの削減は難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ふるさと伝承総合センター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

山口ふるさと伝承総合センターの管理運営を行いました。
指定管理者：特定非営利法人山口まちづくりセンター
　　　　　　（H28年度～H30年度）
【内容】・伝統産業の伝承と後継者の育成
　　　　・大内塗の実演、体験の実施
　　　　・特産品開発を目指す「西京ふるさと工房」の運営
　　　　・各種講座等の開催
　　　　・貸館業務
　　　　・施設維持管理業務

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

利用者や観光客が、本市の伝統産業や地場産業を知ることがで
きます。
また、伝統産業の後継者が育成されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座実施数

自主事業数

施設利用者数

施設稼働率

区分 指標名称

①

単位

回

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16

27

35,825

41.0

17

25

34,110

40.1

16

26

31,573

40.2

事業費

国支出金

千円

38,159 35,011 35,354

42,059 35,011 35,854

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

商工費款 07

商工費項 01

ふるさと伝承総合センター運営費目 07

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

匠のまちの創出基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,900 500財源内訳

（歳入歳出決算書 253ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

講座や季節ごとの展示等を通じて、伝統工芸を軸とした技術や伝統文化の伝承と
ともに、市民に対する生きがい作りの創出に貢献しました。ＯＢ会参加者が増加
したものの、１団体あたりの構成員の減少や猛暑による夏季の利用者の減少によ
り利用者数は減少しましたが、施設稼働率は横ばいです。
今後は、利用者にとって魅力のある各種講座を開催し、情報発信をしていくこと
により、成果が向上する余地があります。

指定管理者制度の運用開始時には、コストの削減に重点をおいていましたが、平
成30年度に六巡目の選定を終え、現在では市民サービスの質の向上に重点をおい
ていることから、大幅なコスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-02 商工業・サービス業の振興

基本事業　04-02-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

1,379,973
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新山口駅北地区拠点施設整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 02 年度都市整備部
新山口駅拠点施設整備推進室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新山口駅北地区重点エリア

手段（30年度の取り組み）

小郡都市核の産業交流拠点としての機能強化を図るため、重点
エリアのＡゾーンを中心に、新たな交流を生み出す多目的ホー
ルや、起業創業支援等の産業支援機能、市民の創造的な活動や
文化的な活動を支援するスタジオ等の公共施設とエリアの魅力
向上につながる民間施設の一体的な整備を進めます。
平成30年度は実施設計が完成し、平成31年3月に建設工事に着手
しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

拠点施設が様々に活用されることで多様な交流やにぎわいが生
まれ、地域経済が活性化し、産業交流拠点としての拠点性が高
まります。
周辺の整備と併せて一帯の市街化が進み、まちの魅力が高まり
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業の進捗率（実施事業費／総事業費）

公共施設の整備件数

民間施設の整備件数

区分 指標名称

①

単位

％

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

8

0

0

19

0

0

事業費

国支出金

千円

330,703 153,929

900,203 1,379,429

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

土木費款 08

都市計画費項 05

ターミナルパーク整備費目 10

産業・観光政策 04

商工業・サービス業の振興施策 02

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

77,000

569,500 1,098,500

50,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 275ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

実施設計業務が完了し建設工事に着手したことにより、施設配置が決定し、令和
３年度当初の供用開始に向けた機能導入が具体化しつつあります。
今後も、事業者や関係機関等との協議調整を図りながら、拠点施設を中心とした
新たな市街地形成に向けた取り組みを進めることにより、成果の向上が見込めま
す。

特にありません

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　04 産業・観光

施　策　の　構　成

施策　04-03 農林業の振興

基本事業　04-03-01 農林業における経営安定化

基本事業　04-03-02 農林業を支える担い手の確保と育成

基本事業　04-03-03 農林業における生産環境の整備・保全

基本事業　04-03-04 活力ある農山村づくり

基本事業　04-03-99 施策の総合推進

　我が国の農業情勢は、農業者の高齢化等による担い手不足や耕作放棄地の増加、米価の低迷による農業所得の
減少や鳥獣被害の増加等の課題に加え、平成30年産米の生産調整廃止などの転換期を迎えています。
　また、林業においても、少子高齢化と人口減少が進むと推計されるなか、今後、木材需要の大幅な増加を見込
むことは困難な情勢です。
　このような中、国においては、平成29年12月に改訂された「農林水産業・地域の活力創造プラン」において、
「強い農林水産業」と「美しく活力ある農山漁村」の実現に向け、農林水産業と地域の活性化を表裏一体で進め
ていくこととしています。
　本市においては、県内最大の林野面積を有している状況のなか、平成29年に策定した「山口市木質バイオマス
利活用計画」において、森林資源の有効活用と森林環境の向上を図ることとしているほか、平成30年3月に策定
した、新たな「山口市食料・農業・農村振興プラン」において、農業生産の体制づくり、経営基盤強化と所得向
上、農業基盤整備等に取り組み「持続可能な農業への仕組みづくり」、「食と農の関係づくり」、「魅力あふれ
る農村づくり」の三つを基本目標に掲げて、目指す将来像である「みんなで育む農業・住み続けられる農村」の
実現に向けた取り組みを進めることとしており、各種施策を進めていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.82 2.87

3.50 3.53

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

施策のプロフィール

施策の対象

農林業、農村
農業者、消費者
自給率

施策がめざす姿

中山間地域や南部地域を中心に、地域の特性を生かした農林業の振興が図られ、担い手の
育成や経営基盤の確立が進んでいます。

施策の成果状況と評価

本市の耕地面積（ほ場整備面積）

【経済産業部　政策管理室】

評

価

　県営によるほ場整備事業については、二島西地区、黒潟地
区、鋳銭司地区、徳地島地下地区において施行しています。
　平成３０年度に工事完了公告に至る地区がないことから、成
果は横ばいとなっています。
　ほ場整備面積の目標達成には、「農業農村整備促進事業」と
「嘉川・佐山地区ほ場整備調査事業」が貢献しています。
　国の予算割当が低いことから工期が延伸し、目標達成に至ら
ないことが課題であり、国や県に予算要望を強く行うことで事
業の早期完了が図られ、成果向上の余地があります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

ha 4,069.14,069.14,069.14,209.6

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

森林施業面積

【経済産業部　政策管理室】

　平成29年度と比較して、間伐面積の減少により512.4ha減少し
ています。これは、森林整備センターによる間伐事業の大部分
が翌年度に繰り越されたことが主な要因となっています。
　31年4月から森林経営管理制度がスタートして、市が仲介役と
なって森林所有者と林業経営者をつなぐシステムを構築してい
きます。森林組合等と連携して、計画的に森林所有者の意向を
調査して、適切な森林施業を促進していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

ha 903.6 903.6 391.2 1,000

(低下)

(低)

評

価

農畜産物の販売額

【経済産業部　政策管理室】

　平成29年度と比較して46百万円の増加となりましたが、これ
は、道の駅直売所や青果卸売市場は減少していますが、農協共
販の販売額が増加したことが要因です。
　販売額の向上には、生産者の確保と生産量の拡大が必要不可
欠であり、そのためには、生産者の農業所得、生産量拡大に向
けた施策を展開し、職業として成り立つ農畜産業を確立する必
要があります。
　今後は、新規就業者の確保と販路拡大を重点に、継続した取
り組みを行うことで農畜産物の販売額の向上につなげたいと考
えています。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

百万円 5,394 5,562 5,608 5,544

(向上)

(高)

施策のコスト（千円）

H30

1,930,413

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

農林業者

基本事業がめざす姿

農林業を安定して経営できる担い手が増えています。

基本事業の成果状況と評価

重点推進作物等の作付面積

【農林政策課】

評

価

　平成29年度の実績値から2.5ha増加しました。
　これは、各地域で重点的に推進された作物の生産が増加した
ことが主な原因と考えられます。
　重点推進作物の作付けは農家の所得向上につながるため、引
き続き、産地拡大に向けて県やＪＡなど関係機関とともに取り
組んでいきます。また、生産性の高いハウス野菜等についても
、重点的に取り組んでいきます。
　併せて、新たに重点推進作物に成り得る作物の研究を進めて
まいります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

ha 130.8 133.3 146

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

肉用牛・乳用牛の飼養頭数

【農林政策課】

　平成29年度と比較して61頭（肉用牛39頭・乳用牛22頭）の増
加となりました。
　これは、近年の子牛市場での価格高騰による買い控えに加え
、小規模繁殖農家の高齢化や担い手不足による廃業、飼養規模
の縮小など続いていましたが、子牛市場価格が低下傾向にある
ことや平成29年度から、市内全域を対象とした市内産和牛の肥
育素牛の導入費用の一部助成の効果と考えられます。
　今後も引き続き、既存の国県事業や単市事業を拡充するなど
、更なる飼養頭数の増加に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

頭 2,719 2,597 2,658 2,970

(向上)

(低)

評

価

道の駅の農産物売上高

【農林政策課】

　平成29年度と比較して、21,750千円減少しました。これは、
直売所の普及に加え、近年、商業施設においても地元農産物の
直売活動が行われていることが要因と考えられます。
　今後は、成果向上に向け、消費者と生産者との交流と相互理
解の促進を図るとともに、集客、物流、情報発信を広域的に行
い、他市町との相互連携を図ることで、売上増を目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

千円 383,532374,511352,761390,000

(低下)

(低)

評

価

６次産業化・農商工連携取り組み件数

【農林政策課】

　平成30年度は、４件の補助金申請がありました。
　年々、６次産業化等への認識・取り組も進展していることか
ら、今後は、消費者ニーズを踏まえた商品開発や流通・販売の
専門業者等の連携により、より精度の高い取り組みへの発展を
目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 10 12 16 15

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

54,093

基本事業　04-03-01 農林業における経営安定化

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

134.3
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業の成果状況と評価

木材の素材生産量

【農林政策課】

評

価

　平成29年度と比較して14,322m3増加しています。これは主に
針葉樹の素材生産量の増加によるもので、建築用材としての需
要が伸びているものと思われます。また、製紙用チップの生産
を目的とした広葉樹の素材生産量も増加しています。
　引き続き、公共建築物等への市内産木材の利用促進を図るな
ど、生産量の拡大に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

m3 31,429 45,751 43,000

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業　04-03-01 農林業における経営安定化

指
標
⑤ 31,429
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

園芸作物振興事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・農業協同組合等
・補助対象となる園芸作物

手段（30年度の取り組み）

●野菜価格が水準以下に低下した場合、価格差補給金を交付し
　ました。
●加工品開発やブランド化を目的に、生産拡大を目指す園芸作
　物の種苗代等に対する支援を行いました。
●園芸用機械・施設の導入経費に対する補助を行いました。
●農家の所得向上が見込める多様な作物(野菜･花き類･種苗等)
　の栽培用ハウスの補助を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・対象作物の栽培面積が拡大しています。
・労働時間が短縮され、生産・流通コストが削減しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金額

対象作物が作付けられた増減面積（対前年比の増減）

区分 指標名称

①

単位

千円

a

28年度実績 29年度実績 30年度実績

153,368

1,017

170,085

-288

18,139

227

事業費

国支出金

千円

80,305 89,484 11,587

154,871 170,179 18,801

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における経営安定化基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

74,566 80,695 7,214

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　作物の産地計画に基づく、継続的な生産が今後も見込めます。

　個々の農業者が集落営農や法人化されれば、効率よく補助ができ、成果があが
るためコスト減が可能です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

６次産業化推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・山口市在住の第一次産業者
・山口市内の第一次産業者と連携した取り組みを行う商工業者
・農業協同組合等 

手段（30年度の取り組み）

●６次産業化に取り組むための加工品開発・加工施設等整備事
　業への補助を行いました。【４件】
●山口県央連携都市圏域における広域的な農商工連携のもと、
　加工設備整備にかかる支援の周知を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・第一次産業者の収入が増加しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業年度内の補助件数

補助件数の累積

６次産業化等に取り組んだ生産品の増減販売額

区分 指標名称

①

単位

件

件

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

10

5,452

2

12

14,688

4

16

12,969

事業費

国支出金

千円

2,132 3,014 6,168

2,132 3,014 6,168

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における経営安定化基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 231ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　当初の増減販売額は見込みを下回っているものの、個別事業者の増減販売額で
は総体的に向上しています。。
　今後、生産品の情報発信並びに消費者やバイヤーからの評価のフィードバッ
ク、加工用素材の厳選化等第１次産業者及び第１次産業者と連携した取組みを行
う商工業者等を支援することによって、生産品の更なるブラッシュアップが期待
でき、今後の販売増加並びに本市の食の魅力による交流人口の増加が見込めま
す。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生薬の郷づくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 平成 30 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農林家、農林業関係団体

手段（30年度の取り組み）

・生薬メーカー、農家、事業者、県等と連携して、薬用作物の
産地確立に向けて取り組みました。
・平成３０年度は、現在取り組んでいるクロモジ（生薬名「烏
樟（うしょう）」）及び甘草（カンゾウ）の産地化に向けた取
り組みを行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

薬用作物の栽培方法を確立し、栽培面積が拡大しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

検討会の実施

薬用作物の栽培面積

区分 指標名称

①

単位

回

a

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

15.1

2

15.1

1

10.4

事業費

国支出金

千円

715 1,022 926

1,665 1,022 926

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における経営安定化基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

950

財源内訳

（歳入歳出決算書 233ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　収入を得る段階に至るまでに、まだ一定の期間が必要ですが、商品化が実現す
れば、原材料の購入価格を高めることになり、生産者の所得向上、新規就農者の
獲得の促進につながります。

　収入を得る段階に至るまでにまだ一定の期間が必要であり、研究段階において
は、これ以上のコスト削減方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特用林産物関係事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

特用林産物の生産を目的とする協業体

手段（30年度の取り組み）

特用林産物の振興を図るため、特用林産物の生産を目的とする
協業体が行う椎茸等生産施設（運搬車）の整備の経費の一部を
助成しました。
また、市有林の人工林（クヌギ）活用を通して、市内椎茸生産
者の生産拡大を促進しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

特用林産物の生産量を増やし、品質を高めることによって、生
産者の所得が増加します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

特用林産物関係事業補助金額

補助金支出先数

特用林産物の生産量

区分 指標名称

①

単位

千円

件

トン

28年度実績 29年度実績 30年度実績

800

1

38.1

800

1

39.5

800

1

60.4

事業費

国支出金

千円

400 400 400

800 800 800

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における経営安定化基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

400 400 400

財源内訳

（歳入歳出決算書 237ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　市有林（クヌギ）の活用を積極的に図ることを通じて、原木椎茸生産者団体の
活動を支援し、本事業を活用した新たな担い手の創出や生産増加を働きかけてい
きます。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口市木材生産加速化促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 01 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

民有林野

手段（30年度の取り組み）

民有林施業の効率化を図り、計画的に木材生産を行うことで持
続可能な生産性の高い林業への転換を促進しました。
・森林組合の高性能林業機械導入に対する助成（29年度より3年
間　　補助率：1/2）
　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生産基盤の整備により作業の効率化を図り、木材生産量の拡大
を加速化します。収益性の向上により安定した木材生産が見込
まれ新たな雇用が創出されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

機械の導入件数

作業道の延長

用材の生産量（素材生産量×0.7）

区分 指標名称

①

単位

件

ｍ

m3

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

4

82,486

-

3

86,972

32,026

事業費

国支出金

千円

26,000 14,100

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における経営安定化基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

26,000 14,100財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　林業就業者数が伸び悩むなか、作業効率を向上させるうえで高性能林業機械の
導入は欠かせないものです。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

農林業生産

基本事業がめざす姿

新規就業者をはじめ、意欲ある担い手が育成されています。

基本事業の成果状況と評価

認定農業者数

【農林政策課】

評

価

　平成２９年度と比較して、１経営体の増となりました。
　これは、主に個人の認定農業者が高齢による規模縮小等によ
って、認定農業者の要件となる農業経営改善計画の策定ができ
ず、更新ができなくなったことなどが原因と考えられます。一
方で農業法人については７経営体の増と、近年増加傾向にあり
ます。県やＪＡ等関係機関とも連携し今後も地域の中心となる
担い手を確保していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

経営体 262 263 288

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

新規就農者・就業者数

【農林政策課】

　平成３０年度は、新規就農者が２名、新規就業者が１３名と
なりました。今後も、国、県の支援策に加えて、本市独自の支
援策（家賃補助）の活用によってさらに新規就農者・就業者の
確保を進めます。
　また、新規就農者・就業者に対する様々な支援を行うことで
、地域農業の中心となる担い手を育成し、１人でも多くの担い
手を確保できるような対策を行っていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 14 - 15 16

---

(中)

評

価

農地所有適格法人数

【農林政策課】

　農地所有適格法人数は、平成３０年度と比較して、２法人増
となりました。今後も地域農業の持続的発展に向け、企業や一
般法人等の農業参入を促進し、農地所有適格法人への移行を推
進していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

法人 86 88 90 89

(向上)

(高)

評

価

担い手への農地集積率

【農林政策課】

　平成29年度と比較して、担い手への農地集積率は0.1ポイント
に留まりました。これは集落営農法人等への集積が一段落して
きたことが原因と考えられます。
　今後も、農地中間管理事業の活用や人・農地プランの見直し
によって、農地の利用集積を促進するとともに、県や農地中間
管理機構とも連携し、担い手への集積を進めていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 36.3 36.8 36.9 43.0

(向上)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

317,997

基本事業　04-03-02 農林業を支える担い手の確保と育成

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

262
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業の成果状況と評価

林業作業従事者数

【農林政策課】

評

価

　平成29年度と比較して6人減少しました。これは作業量に応じ
て雇用する協力事業者の減少によるものです。
　6月に山口中央・山口阿東森林組合が合併して、山口県中央森
林組合が発足します。経営基盤が強化され、魅力ある就職先と
して新規就業者の確保が期待されます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 67 61 75

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業　04-03-02 農林業を支える担い手の確保と育成

指
標
⑤ 67
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新規就農者支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

独立・自営就農して5年以内の認定就農者・認定新規就農者　
ＪＡ
新規就業者を雇用した法人

手段（30年度の取り組み）

①研修支援として12.5万円/月を助成。
②農家研修の場合、指導農家に報償費6万円/月を支給。
③45歳未満で独立・自営就農した者に年間150万円支給。
③法人就業者の定着支援として、90万円（3年目）、60万円（4
年目）、30万円（5年目）を法人に助成。
④新規就農、就業者の定着支援として、月額3万円又は家賃の1/
2のいずれか低い額の家賃を助成。
⑤認定新規就農者の使用する施設や機械を整備する場合、事業
費の1/2（上限50万円）を助成。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域や集落、法人の新たな担い手となる新規就農者、新規就業
者が増加しています。
　新規就農した青年就農者の経営が早期に安定し、地域の中心
となる担い手農家となっています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

支援を行った認定就農者及び新規就農者数

研修期間が終了し、就農した人数（累計）

区分 指標名称

①

単位

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

38

27

37

39

37

46

事業費

国支出金

千円

5,755 3,687 7,591

46,520 31,833 35,671

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

40,765 28,146 28,080

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　関係機関の協力の下、新規就農希望者の円滑な就農や新規就農者の初期経営の
安定化を支援することで、地域農業の担い手を育成することができ、新規就農者
の確保に繋がっています。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

集落営農促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　営農集団（特定農業法人、農地所有適格法人、特定農業団体
、集落営農組織、農作業受託組織、等）

手段（30年度の取り組み）

○規模拡大や新規作物生産に係る農業用機械、施設等の導入に
対して支援しました。
＜担い手組織育成事業＞
　補助率は4/10以内で限度額は200万円です。
＜経営体育成支援事業＞
　補助率は3/10以内で限度額は300万円です。
＜新規就業者等産地拡大促進事業＞
　補助率は1/3以内で限度額は新規就業者1人当たり、原則2,000
万円です。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　担い手組織、人・農地プランで位置づけられた地域の中心経
営体等の農業経営が安定します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該事業の補助件数

特定農業団体・特定農業法人の数（累計）

特定農業団体・特定農業法人の米、麦、大豆の作付け面
積

区分 指標名称

①

単位

件

経営体

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

47

1,281

13

43

-

15

29

事業費

国支出金

千円

14,583 14,030 13,554

36,167 22,318 43,057

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

21,584 8,288 29,503

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項 国の水田経営所得安定対策事業の終了に伴い、29年度実績の成果指標②については算出不可

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　集落営農法人や集落営農組織の経営の安定化を支援していく必要がある上に、
市全域で農業の持続的発展のため、新たな農業生産組織の育成及び発展が重要で
す。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

農地集積・集約化活動事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林政策課、秋穂総合支所農林土木課、阿知須総合支所農林
土木課、徳地総合支所農林課、阿東総合支所農林課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

１．集落
２．地域の中心となる経営体
３．地域の中心となる経営体の分散した農地の連担化に協力す
　る農地の所有者等 

手段（30年度の取り組み）

　集落の話し合い等によって定めた人・農地プランに基づき、
地域の中心経営体への農地集積を促進するために、農地中間管
理機構への農地の貸し出しを進め、それに協力する地域、耕作
者及び地権者に対して各種農地集積協力金を交付しました。
１．人・農地プラン（地域農業マスタープラン）作成事業
２．農地中間管理機構事業
３．機構集積協力金
(1) 経営転換協力金　　 5千円/10a
(2) 耕作者集積協力金　 5千円/10a
(3) 地域集積協力金　新規：1万円/10a～1.8万円/10a
　　　　　　　　　　その他：0.1万円/10a

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　高齢化や後継者不足、耕作放棄地などの「人と農地の問題」
が解決され、将来に残したい農地が地域の中心となる経営体に
集積されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該事業の補助件数

農地中間管理機構に貸し出された農地面積

利用権設定により集積した農地面積

遊休農地の面積

区分 指標名称

①

単位

件

ha

ha

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

98

473

104

1,234

78

303

33

1,290

120

170

58

1,346

事業費

国支出金

千円

844 479

26,078 13,283 10,138

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

24,434 12,004 8,937

800 800 1,201

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項
30年度事業費内訳　農林政策課10,088千円、秋穂総合支所4千円、阿知須総合支所9千円、徳地総合支所20千円、
阿東総合支所17千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　地域の状況に応じた様々な担い手を確保し、その担い手に将来残す農地を託す
ものであることから、担い手農家の規模拡大が図られ、安定的な営農が行える経
営体が増えています。

　ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

もうかる農業創生事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林政策課、徳地総合支所農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者（認定農業者、農業生産法人等）

手段（30年度の取り組み）

本市農業の成長産業化に向け、消費者に選んでいただける農産
物生産ができるよう、既存の生産活動に加え、流通・販売・消
費という一連のプロセスを意識した経営展開や各プロセスの専
門性を有する事業者が連携する高付加価値化（価値の連鎖）が
可能となる仕組みの構築に取り組みました。
・認定農業者、法人等を中心に「もうかる農業セミナー」を開
　催しました。
・生産者と食関連事業者が連携し、消費者を意識した生産から
　流通・販売・サービスの開発等の高付加価値化や販路拡大を
　促進しました。
・生産性の向上・効率化が期待できるＩＣＴ機器等の導入に係
　る経費を補助しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　競争力、経営感覚をもった経営体が増加します。
　認定農業者、法人等の経営が安定します。
　消費者・実需者ニーズを把握し、新しい事業展開を行う経営
体が増加します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講演会等開催回数

経営改善に向けたアドバイス件数

講演会等参加者数

経営改善に取り組んだ農業法人数

区分 指標名称

①

単位

回

件

人

法人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

6

25

697

5

7

79

682

15

6

109

182

70

事業費

国支出金

千円

6,267 10,287 11,320

13,417 10,287 11,385

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,150

65

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　農林政策課11,242千円、徳地総合支所143千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　講演会参加者数は減少しているが、経営改善に取り組む農業者は増えており、
講演会の開催や流通システムの構築によって、新たな経営作物の栽培や、販路拡
大への具体的な取り組みが始まっています。
　今後も所得向上・生産規模拡大・雇用創出を目指す取り組みを行うことで、農
業の成長産業化へ向けた取り組みを行う農業者の増加が期待できます。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

おいでませ農の担い手確保事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業に興味・関心のある者
市内の農業生産法人等

手段（30年度の取り組み）

　農業経験は無いが、山口市での就農・就業に興味・関心があ
る人材を対象に、市内農家が直接提供する短期間の農業体験プ
ログラム「おためし農業体験」を用意し、山口市の農業に触れ
る機会を創出することで、本市での就農・就業を後押ししまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　農業に興味・関心のある者と市内農業生産法人等のマッチン
グを通じて、両者の就農・就業機会が拡充されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

おためし農業体験の受け入れ可能な経営体

おためし農業体験の参加者数

おためし農業体験者で新規就農就業した人数

区分 指標名称

①

単位

経営体

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

26

10

0

32

10

1

事業費

国支出金

千円

388 249 188

388 249 188

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　「おためし農業体験」は、農作業を体験することで、市内の農業者との関係を
構築し、本市の農業を身近に感じることで、新たな担い手の確保に繋げていく取
り組みとして有効です。

　ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

農福連携推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内の農業法人等

手段（30年度の取り組み）

　市内の農業法人等を対象としたアンケート調査を行い、障が
い者や高齢者の労働力のニーズを把握しました。さらに、この
アンケート調査を基に人・農地プラン地域協議等において周知
を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　労働力不足が課題となっている農業分野において、障がいや
高齢者の特性に応じた農作業の受託を推進することにより、繁
忙期の労働力不足の解消と、障がい者や高齢者の就労機会の増
加等、双方のメリットに繋がる農福連携の仕組みの確立を図り
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

農福連携を行った経営体数

事業実施回数

区分 指標名称

①

単位

経営体

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

0

0

事業費

国支出金

千円

16

16

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　「農福連携」は、高齢化・担い手不足による農業従事者不足の解消と、障がい
者の生きがいづくり・就労機会の創出が期待できる取り組みとして有効です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新規就農者技術習得施設運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度徳地総合支所
農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市徳地新規就農者技術習得支援施設
山口市徳地農業公社
新規就農希望者

手段（30年度の取り組み）

　当該施設は、新規就農希望者（認定就農者）を対象に栽培に
必要な技術等を習得するための実践的な栽培研修を行う施設で
す。管理運営については、山口市徳地農業公社を指定管理者と
して行いました。
【施設概要】
　敷地面積：８，０１４㎡
　管理棟　木造２階建
　栽培ハウス（イチゴ）　　　２棟
　栽培ハウス（ホウレン草）　２棟
　育苗ハウス　　　　　　　　２棟
　栽培ほ場　　　　　２，０００㎡

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

当該施設で研修を行った新規就農者が地域の中心的担い手農家
として活躍しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

指導した新規就農希望者数

施設管理運営業務委託料

新規就農者数

区分 指標名称

①

単位

人

千円

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

6,217

9

1

6,217

5

0

6,217

2

事業費

国支出金

千円

1,089 1,435 593

7,212 7,483 6,953

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,900 5,800 6,200

223 248 160

財源内訳

（歳入歳出決算書 229ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　施設の設置目的に従い新規就農を希望する研修生を継続して受け入れ、研修終
了後就農させることで、新規就農者の増加を図ることができます。

　ありません。

まち・
ひと・しごと ●

630



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

畜産農家支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林政策課、阿東総合支所農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・畜産農家
・畜産物

手段（30年度の取り組み）
畜産農家への支援を行うことで、畜産業の振興を図りました。
①あとう和牛地域一貫体制確立事業
②市内産和牛地域一貫体制確立事業
・①②地域内一貫体制を目指し、市内産和牛の肥育素牛の導入
　を推進
③あとう和牛確立増頭対策事業
④あとう和牛優良子牛生産促進事業
・③④和牛子牛産地である阿東地域での優良雌牛確保と子牛生
　産の推進を図るため、優良雌牛の保留と人工授精を支援
⑤資源循環型肉用牛経営育成事業
・預託管理機能強化のためスタンチョン設置等を支援
⑥うるおいみつばちブンブン事業
・養蜂場の振興を図るため、花粉交配用蜜蜂飼養を支援

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

畜産農家への支援を行うことにより、畜産業の振興と畜産物の
価値の向上を図ります。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

うるおいみつばちブンブン事業補助額

肉用牛振興関係事業補助額

蜜蜂飼養群数

肉用牛飼養頭数

区分 指標名称

①

単位

千円

千円

群

頭

28年度実績 29年度実績 30年度実績

400

8,434

756

2,276

400

10,931

750

2,215

375

33,277

725

2,254

事業費

国支出金

千円

8,021 11,519 31,004

269,355 174,298 32,883

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

畜産業費目 05

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

261,334 162,779 979

900財源内訳

（歳入歳出決算書 233ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　農林政策課3,385千円、阿東総合支所29,498千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　高齢化に伴う規模縮小により畜産農家と家畜飼養頭数が減少する中、平成２９
年度に子牛価格の高騰に伴い創設した「市内産黒毛和牛子牛導入事業」や平成３
０年度に阿東地域内の繁殖雌牛の確保増頭対策として補助率を拡充した「あとう
和牛確立増頭対策事業」等の取り組みにより、肉用牛の飼養頭数が前年度より３
９頭増加しました。今後も、高齢化による規模縮小や離農が進行することが予測
されることから、新規就農者の確保等により引き続き増頭対策の推進が必要で
す。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

日本型フォレスター等育成支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

森林組合の職員等

手段（30年度の取り組み）

新規林業就業者から森林施業プランナー等に至る日本型フォレ
スター等の育成に要する経費の一部を助成することにより、林
業の経営基盤の強化及び森林組合が中心となる提案型集約化施
業を促進しました。 
【助成対象】 
　○新規林業就業者の免許取得・技能講習や研修等経費 
　○日本型フォレスター等の各階層別研修経費 
　○森林施業プランナー等の研修等経費 
　○「緑の雇用」を活用した場合の、森林組合が行う研修指導
に対する助成

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

森林整備の中核的な担い手である森林組合の職員が新規就労か
ら森林施業プランナーに至る各階層別に日本型フォレスター等
としての資格の取得が図られ、段階的なスキルアップが図られ
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

新規林業就業者・森林施業プランナー等育成支援事業の
補助件数

新規林業就業者数

新規林業就業者・森林施業プランナー等研修修了者

区分 指標名称

①

単位

件

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

29

1

29

25

1

25

27

2

27

事業費

国支出金

千円

1,467 1,489 1,152

1,467 1,489 1,152

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　研修修了者は順調に推移しており、森林組合職員の資質向上が図られていま
す。
　新規就業者は横ばいであり、森林組合と緊密に連携を図りながら新規就業者の
確保を安定的に促進していきます。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特用林産物担い手育成支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 09 年度徳地総合支所
農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内の椎茸生産者
新規椎茸生産者

手段（30年度の取り組み）

　椎茸生産者の裾野を広げ、椎茸生産者と椎茸生産量の拡大を
目指して原木しいたけ生産技術研修を開催しました。
　生産者と原木しいたけ振興のための意見交換会を実施し、こ
れからの方向性を協議しました。
　市有林内のクヌギ調査を行い、次年度以降の払い下げ候補地
の選定を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　高齢化等により椎茸生産者、椎茸生産量が減少していること
から、新規椎茸生産者を育成し、生産技術の継承とブランド化
を推進することで、椎茸生産者と椎茸生産量の拡大を目指しま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

原木供給量

乾しいたけ生産量

区分 指標名称

①

単位

ｍ3

ｔ

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

113.47

3.3

事業費

国支出金

千円

300

300

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

原木しいたけ生産技術研修会の実施により、新たな生産者の掘り起こしが可能で
す。

ありません。

まち・
ひと・しごと ●

633



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

林道改良事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 01 年度経済産業部
農林整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

林道利用者
山林所有者

手段（30年度の取り組み）

平成28年度に開通した林道七房線の迂回路となる林道木戸峠線
の舗装等の改良を行いました。

平成29年～令和元年度　改良工事

◇平成29年度　L=1,195ｍ
◇平成30年度　L=3,052ｍ
◇令和元年度　L=1,155ｍ

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

林道利用者が安全に通行できます。
林業の生産効率が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

改良工事延長

整備率（進捗率）

区分 指標名称

①

単位

ｍ

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

1,195

-

3,052

79

事業費

国支出金

千円

9,751 19,501

15,000 30,000

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林道費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業を支える担い手の確保と育成基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,249 10,499

財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

山村における生産、生活環境基盤の促進及び林道利用者の安全を図るため、今後
も路網整備は必要と考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

農地、林地
農業用施設

基本事業がめざす姿

農業用施設や林道、農林業の生産に関わる基盤が整備されています。

基本事業の成果状況と評価

有害鳥獣の捕獲頭羽数

【農林政策課】

評

価

　平成29年度と比較して689頭羽増加しています。捕獲頭羽数は
年により変動があるため、引き続き、捕獲意識を高め、被害軽
減を図ることが重要であることから、有害鳥獣の捕獲を奨励し
ていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

頭羽 2,406 3,095 3,000

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

耕作放棄地の面積

【農林政策課】

　平成29年度と比較して25ha増加しています。これは、耕作者
等の高齢化や後継者不足などにより、特に山沿いや未整備田な
どの生産条件が不利な地域においては、耕作や農地の保全管理
が困難となっており、耕作放棄地が年々増加しています。
　31年度より、長期的な観点から優良農地を保全するとともに
、農業振興のための各種施策計画的に実施するための基本計画
である農業振興地域整備計画の見直しを行うこととしており、
その中で耕作者の意見を踏まえながら耕作放棄地対策について
も検討して行きたいと考えています。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

ha 416 416 441 400

(低下)

(低)

評

価

人工林の間伐面積

【農林政策課】

　平成29年度と比較して527.82ha減少しています。これは森林
整備センターの間伐面積が少なかったことが主な要因となって
います。
　今後も、森林組合と連携して間伐の必要性を周知、啓発する
とともに、施業地の集約化によるコスト削減で森林所有者の負
担を軽減し、所得向上のために搬出間伐の積極的な実施を促し
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

ha 872 872 344.18 950

(低下)

(低)

評

価

人工林における路網密度

【農林政策課】

　平成29年度と比較して増減はありません。
　路網密度は急傾斜地で5m/ha以上が目安とされており、今後、
森林経営管理制度による森林施業の増加にあわせて、路網の整
備を進めていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

m/ha 4.09 4.09 4.09 7.00

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,075,366

基本事業　04-03-03 農林業における生産環境の整備・保全

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

2,694
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

遊休農地等調査指導事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度農業委員会事務局
農業委員会事務局

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

調査対象：市内全農地
指導対象：遊休農地等の所有者等

手段（30年度の取り組み）

　市内の全農地を対象に農業委員会が農地の利用状況を調査し
、遊休農地等については、所有者等に対して耕作再開や貸付等
の利用意向調査を行い、農地の有効利用に取り組みました。
　なお、平成２４年１２月に制定された「荒廃農地の発生・解
消状況に関する調査」も同時に行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

遊休農地等を農地として利用し、農地の最適化推進を図ります
。農地の遊休化を防止し、生活住環境の保全を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

荒廃化が進んでいるが再生可能な農地（Ａ分類）

農用地区域にあるA分類農地の面積

荒廃化が解消された農地面積

耕作が再開された農地面積

区分 指標名称

①

単位

ha

ha

ha

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

196

116

56.3

11.2

206

126

18.1

4.3

207

124

15

2

事業費

国支出金

千円

2 1 81

16 32 276

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業委員会費目 01

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

14 31 195

財源内訳

（歳入歳出決算書 227ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

農地の利用状況や利用意向を調査し、遊休農地を把握することで耕作放棄地対策
に活用しています。

調査のための人件費であり、削減はできません。

まち・
ひと・しごと

637



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

有害鳥獣捕獲促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

有害鳥獣の捕獲を行う捕獲隊
有害鳥獣 

手段（30年度の取り組み）

◆有害鳥獣捕獲対策協議会育成事業
　有害鳥獣捕獲を行う捕獲隊員確保のため、捕獲隊を編成して
いる有害鳥獣捕獲対策協議会に対し、補助金を交付しました。
◆有害鳥獣捕獲奨励事業
　有害鳥獣の捕獲を促進するため、奨励金を交付しました。
◆イノシシ捕獲柵等設置事業
　イノシシによる農作物等の被害を防止するための捕獲柵及び
捕獲檻の設置に対し、補助金を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

捕獲隊員の確保を図り、捕獲体制を確立します。
有害鳥獣の捕獲を促進します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

有害鳥獣捕獲奨励事業補助金額

イノシシ捕獲柵・捕獲檻設置事業補助金額

有害鳥獣の捕獲を行う捕獲隊員数（実数）

イノシシの捕獲数

区分 指標名称

①

単位

千円

千円

人

頭

28年度実績 29年度実績 30年度実績

15,092

697

352

2,220

10,851

231

344

1,873

17,118

195

333

2,949

事業費

国支出金

千円

18,472 13,786 19,333

18,472 14,497 19,796

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

711 463

財源内訳

（歳入歳出決算書 233ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　有害鳥獣の捕獲体制を確立し、積極的な捕獲活動により成果は順調にあがって
います。
　市有害鳥獣捕獲対策協議会に育成補助金を支出することにより、捕獲隊員の確
保を図るなどして成果をあげています。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

638



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中山間地域等直接支払事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

対象地域：地域振興立法で指定された地域にあって、傾斜が
　　　　　ある等の基準を満たす農用地
対 象 者：国の定める要領に基づき、５年以上継続して農業
　　　　　生産活動を行う農業者等

手段（30年度の取り組み）

●農業生産条件の不利な中山間地域等に向け、集落等を単位
　に、農用地を維持・管理していくための協定を締結し、そ
　れに従って行う農業生産活動の支援を行いました。
●対象農用地面積に応じて、集落等を単位とする協定を締結
　し、５年間農業生産活動等を継続する農業者に対して、要
　綱に基づき交付金を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

農業生産条件の不利な中山間地域等において、農用地を維持・
管理する活動が行われ、耕作放棄地の発生を抑制され、多面的
機能が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

協定に基づいて耕作する農用地面積

補助金交付協定数

協定農用地において農業生産活動等を継続実施する率

集落協定に基づく農業生産活動等への補助金交付率

区分 指標名称

①

単位

ha

協定

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2,175

101

100

100

2,181

101

100

100

2,220

102

100

100

事業費

国支出金

千円

61,700 64,680 62,369

239,063 244,514 242,936

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

177,363 179,834 180,567

財源内訳

（歳入歳出決算書 231ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

＜成果状況＞
・本事業に取り組んだ農用地は、適正な維持管理がなされています。取り組み
　面積は、前年度実績と比較して３９ｈａ増加しています。
・法に基づく制度となったことから、市内の対象地を十分に網羅しています。
・成果がほぼ横ばいなのは、制度が５年間継続して対象協定農用地で農業生産活
　動することとしているためです。
＜成果向上余地＞
・第５期対策に向け、本事業に取り組んでいないが対象となる地域及び農用地の
　対象者に対して、広報することで成果が向上する余地があります。

交付単価等、全て国の要綱に基づいているため、コスト削減はできません。

まち・
ひと・しごと ●

639



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

単市土地改良補助事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内の単市土地改良事業要望者（受益者）
農地、農業用施設

手段（30年度の取り組み）

国庫、県費の補助対象とならない小規模な土地改良事業に対し
て補助金を交付しました。

補助率
　かんがい排水　　　　　　　　　　　７０％
　農道事業　　　　　　　　　　　　　７０％
　農道舗装事業　　　　　　　　　　　５０％
　ため池改修事業　　　　　　　　　　７５％

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

農地や農業用施設が整備され、営農環境が改善されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助金交付件数

営農環境改善農地面積

区分 指標名称

①

単位

件

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

15

293.84

15

195.19

10

526.62

事業費

国支出金

千円

14,275 9,962 8,652

14,275 9,962 8,652

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

土地改良費目 07

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 235ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

10件の事業に対し補助を行ったことにより、527ha（受益戸数375戸）を対象とす
る農業用施設等の改良ができ、これにより営農環境の改善に寄与することができ
ました。28年度から補助金上限額を100万円から200万円に拡充したことにより、
費用対便益は増加しました。

補助率を下げればコスト削減となりますが、受益者の負担が大きくなり、成果向
上を阻害する可能性があるため、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●

640



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

多面的機能支払交付金事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林整備課、阿東総合支所農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

対象地域：農振農用地区域の農用地と県が別に定める基準を満
　　　　　たす農用地
対 象 者：多面的機能支払交付金を活用した取組を行うために
　　　　　設立された広域活動組織又は活動組織

手段（30年度の取り組み）

農業･農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域資
源の適切な保全を推進する地域の共同活動に対して支援しまし
た。
　○農地維持支払交付金（地域資源の基礎的な保全活動）
　　活動内容：水路の泥上げ、農道の草刈り・路面維持など
　○資源向上支払交付金
　　・地域資源の質的向上を図る共同活動
　　　活動内容：水路のひび割れ補修、農道の部分補修など
　　・施設の長寿命化のための活動
　　　活動内容：水路の更新、未舗装農道の舗装など
　（支援負担割合　国：50％、県：25％、市：25％）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

良好な地域環境が形成されます。
環境を重視した農業生産に取り組まれています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

農地維持支払に取り組む組織数

資源向上支払の内、長寿命化に取り組む組織数

適正に管理されている対象農地割合
（認定事業計画達成率）

区分 指標名称

①

単位

組織

組織

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

40

25

-

37

26

100

37

25

100

事業費

国支出金

千円

101,596 100,844 98,148

407,974 404,724 394,628

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

土地改良費目 07

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

306,378 303,880 296,480

財源内訳

（歳入歳出決算書 235ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　農林整備課394,370千円、阿東総合支所258千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

＜成果状況＞
・本事業に取り組んだ農用地は、適正な維持管理がなされています。
・取り組み面積は、農地転用などにより前年度実績と比較して１．１５ｈａ減少
　しています。
・平成３０年度当初と比較して実績が下がっているのは、平成３０年度新規に活
　動すると見込んでいた取り組みが行わなれなかったことによります。
＜成果向上余地＞
・地域の実情に応じて活動継続の意向を確認し、広域化をはじめとした活動内容
　の検討を組織に促すことで、成果が向上する余地があります。

交付単価等、すべて国の実施要綱に基づき実施しているため、コスト削減の余地
はありません。

まち・
ひと・しごと ●

641



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

嘉川・佐山地区ほ場整備調査事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

嘉川・佐山地区の対象農業者
嘉川・佐山地区に位置する対象農地

手段（30年度の取り組み）

●嘉川・佐山地区のほ場整備実施に向け、地区の合意形成の状
　況や権利者の状況、地形の状況を調査すると共に、事業採択
　前の地区においては、土地改良法の手続きに必要な資料を作
　成しました。
●佐山北第一地区の調査（農用地集団化等）及び、川西中地区
　の資料作成（公共用地編入）等を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

農業者自らが農業を将来にわたって継続する体制を考えるよう
になり、嘉川・佐山地区の農用地が継続的に維持されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業地区数

農地等の現況調査済面積

地形図作成業務

公共用地編入業務

区分 指標名称

①

単位

地区

ha

地区

地区

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

183

4

-

0

0

-

0

5

45.8

1

1

事業費

国支出金

千円

11,124 9,800

22,248 17,050

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

土地改良費目 07

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,124 7,250

財源内訳

（歳入歳出決算書 235ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

要望範囲が広い嘉川・佐山地区を複数地区に分けて事業推進を行うことで、当該
地区におけるほ場整備事業を効率かつ円滑に採択に導くことができます。
平成３０年度は、川西中地区において、事業採択に向けた国のヒアリングを受け
ました。佐山北第一地区において、農用地等集団化、権利者確認、基準点設置、
地形測量を実施しました。

嘉川・佐山地区のほ場整備事業を円滑かつ効果的に実施するには、現状手段が適
切です。

まち・
ひと・しごと ●

642



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

造林等補助事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林政策課、阿東総合支所農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

森林所有者 
森林施業が実施された森林

手段（30年度の取り組み）

森林の有する多面的機能の発揮及び私有林の森林施業の拡大を
図るため、森林所有者等が行う造林事業等に要する経費の一部
を助成しました。 
【補助対象者】 
・森林所有者、森林組合等 
【補助率】 
・国・県補助対象事業（人工造林・間伐） 
　補助対象経費から県補助金を除いた額の８／１０以内 
・国・県補助対象事業（下刈、枝打等その他の施業） 
　補助対象経費から県補助金を除いた額の６／１０以内 
・国・県補助対象外事業 
　補助対象経費の５／１０以内

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

個人負担が軽減し、施業意欲と生産効率が高まります。 
森林を健全な状態に保ちます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

補助制度の利用森林所有者数（延べ人数）

造林事業等実施面積

区分 指標名称

①

単位

人

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

451

263

435

232

363

172

事業費

国支出金

千円

18,921 13,978 8,359

18,921 13,978 8,359

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 237ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　農林政策課2,526千円、阿東総合支所5,833千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　引き続き実施することで森林の多面的機能の維持を期待できます。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

643



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

森林境界明確化促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

森林所有者

手段（30年度の取り組み）

森林・林業施策の基盤整備となる森林境界の明確化を促進しま
した。 
【森林整備地域活動支援交事業】 
・森林境界明確化促進協議会運営 
・森林所有者情報収集、整理 
・森林所有者への働きかけ 

※平成30年度 
　対象地：徳地地域（柚木） 
　面　積：206.18ha

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

森林境界が明確になり、土地境界のトラブルを未然に防ぎ、そ
れぞれの森林に適した活用がなされるとともに、災害時に迅速
な復旧が図れます。 
また、境界の明確化により、森林経営計画の策定が促され、施
業の集約化及び低コスト化が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

明確化調査済面積（単年）

森林経営計画認定面積

区分 指標名称

①

単位

ha

ha

28年度実績 29年度実績 30年度実績

808.72

24,261

632.31

24,327

206.18

15,934

事業費

国支出金

千円

1,901 834 845

8,147 5,166 3,159

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,800 3,065 1,200

1,446 1,267 1,114

財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　森林の境界明確化は適切な森林の保全・管理の基礎となるものです。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特別林野管理事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

特別林野のうち直営林野

手段（30年度の取り組み）

旧仁保村、旧小鯖村、旧大内村、旧吉敷村、旧平川村、旧大歳
村、旧陶村、旧鋳銭司村、旧名田島村、旧秋穂二島村、旧嘉川
村及び旧佐山村の１２の村有林野ごとに設けた特別林野区にお
いて、林野の維持管理を行いました。
【維持管理の概要】
・林野委員会の開催
・特別林野の境界伐開
・特別林野の森林施業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

森林が健全な状態で保たれます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

山林作業従事延べ人数

林野委員会開催回数

報告される不具合に対する対応率

区分 指標名称

①

単位

人

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

69

10

100

93

16

100

81

7

100

事業費

国支出金

千円

13,140 9,818 9,108

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

特別林野特別会計会計 11

特別林野費款 01

仁保特別林野費項 01

仁保特別林野費目 01

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

農林業における生産環境の整備・保全基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

13,140 9,818 9,108

財源内訳

（歳入歳出決算書 435ページ）

付記事項 本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の仁保特別林野管理費505,200円から佐山特別林野管理費1,055,630円ま
でを合算した金額です。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　境界の伐開や森林の施業等の維持管理を行っていますが、成果は横ばいです。
昨今の木材価格の低迷等により、地域での森林整備活動等への参加意欲が低下傾
向にあります。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

農村
農村資源
農村住民、都市住民

基本事業がめざす姿

農山村エリア等と都市部の交流が進み、市民が資源の大切さを理解しています。

基本事業の成果状況と評価

都市農村交流の人口

【農林政策課】

評

価

　平成29年度と比較して9万3千人増加しました。
　道の駅で販売される農産物等については、生産者の顔が見え
る安心・安全な食料として、一定の評価を得ていることもあり
、今後も引き続き、地元農産物等の販売促進や交流イベント等
を開催するとともに、強化した施設の機能を活用しつつ、道の
駅を拠点とし、イベント等を通じて地域の魅力を発信・提供す
るなど、交流人口の増加を目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

千人 1,892 1,985 1,956

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

学校給食における地元農産物を使用する割合

【農林政策課】

　平成30年度は、対前年度比2.5ポイント上昇していますが、学
校における食育活動は子ども達にとって大変重要な取り組みで
あり、今後も、引き続き学校や栄養士との懇談や産地見学会の
開催など、教育委員会や農協、県等関係機関との連携・強化に
積極的に取り組み、更なる成果向上を目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 65.2 68.5 71.0 67.0

(向上)

(高)

評

価

農林業における女性団体の活動回数

【農林政策課】

　各地区の生活改善実行グループ連絡協議会の活動回数が８４
回、阿東女性林業研究会の活動回数が９回となっています。農
村地域における女性団体への活動支援を行うことで、都市農村
交流等の促進による地域活性化を推進していきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

回 90 90 93 95

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

408,120

基本事業　04-03-04 活力ある農山村づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

1,946
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

朝一から朝市人だかり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林政策課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市内の朝市などの直売所およびその出荷組合

手段（30年度の取り組み）

・市内の朝市を紹介する朝市マップを随所に配布し、それぞれ
の朝市の魅力をＰＲしました。（朝市マップはＨ２８年度更新
）

・朝市などの直売所に対して、従来の施設整備や集荷システム
の構築に加えて、２６年度から林産物や水産物の直売所の整備
に対する支援を行いました。
・これらの支援を継続していくことで、地産地消の推進を図り
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

農産物を出荷する地元の農家が増えています。
利用者や売り上げが増えて、地産地消が推進されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

支援対象となった朝市などの直売所数

経営面積２５アール未満の農家の作付率

区分 指標名称

①

単位

箇所

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

54.4

2

52.3

2

51.1

事業費

国支出金

千円

864 799 530

864 799 530

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

活力ある農山村づくり基本事業 04

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 231ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　市内には約４０程度の直売所があり、売り上げ増に繋がる取り組みを支援する
ことによって、地元の小規模農家の生産意欲を向上させ、成果として、地元産品
の直売による地産池消の促進につながっています。
　今後も継続支援することで、地元農産物の生産量増大、耕作放棄地抑制を目指
します。

　特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

道の駅長門峡管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度阿東総合支所
農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域農家
道の駅長門峡
利用者

手段（30年度の取り組み）

【施設概要】道の駅長門峡
・平成９年１０月オープンです。
・朝市、直売所、飲食提供施設、情報発信コーナー、屋外ステ
ージ等があります。
【管理内容】
・市直営で管理運営しています。
・特産品等の販売に関することを行います。
・都市農村交流、地域情報発信、イベント等を行います。
・施設の清掃、点検、修繕等の維持管理を行います。
＜平成３０年度＞
　物品販売施設等の機能向上に係る改修工事を実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域農蓄産物の消費が拡大します。
地域農家の所得向上に寄与します。
多くの人が道の駅を訪れるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

イベント開催回数

施設の修繕件数

農産物販売額

利用者数

区分 指標名称

①

単位

回

件

千円

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

15

190,563

267,050

3

11

188,270

255,850

1

13

173,007

269,750

事業費

国支出金

千円

10,889 11,465 20,189

28,806 115,415 317,366

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

農業費項 01

農業振興費目 03

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

活力ある農山村づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10,900 96,900 290,100

7,017 7,050 7,077

財源内訳

（歳入歳出決算書 231ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　他の地域農産物・特産品直売所等の類似施設の増加により厳しい状況にある中
で、平成２５年度からふるさと振興公社が展示即売施設の事業者となり、農産物
の販売額・利用者数ともに増加傾向にありましたが、平成２９年度から建物の一
部の改築工事が始まり、レストランが休業したことで減少していた利用者も平成
３０年度に再開したことで増加しました。しかし販売額は改修工事の影響で駐車
場が半減したことなどにより減少となりました。今後については、改修工事の終
了による成果向上余地はあると考えています。

　「民間化推進実行計画」に基づき、指定管理者制度への移行について、引き続
き地元、関係機関との協議を継続して行います。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

森林公園管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部農林整備課、小郡総合支所農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

市民に森林レクリエーションや森林・林業体験を楽しんでもら
うために整備したおとどい山森林公園、犬鳴森林公園、鴻ノ峰
創造の森、栄山自然観察の森の維持管理を行いました。
維持管理の概要
（おとどい山森林公園）面積：3.0ha下刈、植栽手入れ
（犬鳴森林公園）面積：0.7ha草刈、植栽手入れ
（鴻ノ峰創造の森）面積：0.15ha下刈、植栽手入れ、歩道管理
（栄山自然観察の森）面積：0.7ha草刈、剪定等 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全に快適に市民が森林と触れ、森林保全意識が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

維持管理作業実施面積

維持管理実施率

森林公園維持管理上の不具合等による事故トラブル件数

区分 指標名称

①

単位

ha

%

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12.2

100

0

6.75

100

0

4.55

100

0

事業費

国支出金

千円

10,243 9,792 4,896

21,198 18,898 4,896

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

活力ある農山村づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10,955 9,106

財源内訳

（歳入歳出決算書 237ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　農林整備課3,024千円、小郡総合支所1,872千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

森林公園の草刈、歩道整備等により、市民に親しまれる施設として適正な維持管
理を行っており、市民の森林及び環境への意識を深めることにより、成果の向上
が期待できます。

維持管理経費に係るコスト低減は引き続き検討していきますが、今のところ、新
たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

森林セラピー推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度徳地総合支所
農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市内外の住民
森の案内人、ボランティアスタッフ等
地域内事業者、体験活動講師等

手段（30年度の取り組み）

旧野谷集会所を森林セラピー山口の拠点施設として、また、森
の案内人及び各種団体・地域との連携拠点として機能させるこ
とにより、森林セラピー山口の活動の充実を図り、森林を通じ
た市民の健康増進・地域内外の交流促進・環境保全に資するこ
とを目的として森林セラピー事業の推進を図りました。
・やまぐち森林づくり県民税を活用した森林セラピー基地内の
　整備（大原湖周辺整備、滑山国有林内遊歩道整備）
・森林セラピー体験イベントの実施（森フェスほか）
・森の案内人の育成（研修会、活動マニュアルの作成）
・ガイドツアーのチラシ作成

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

森林セラピー基地内で『人・森・地域の元気プログラム』を多
様な主体が連携して行います。それにより、森を訪れる市民の
増加、森林の多面的機能の周知、各主体の相互学習・自己実現
の機会創出など多様な活動の場として森林の可能性が高まりま
す。また、交流人口の増加により地域の活性化が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

森林セラピー体験イベントの開催数

森林セラピー体験者数

森林セラピー体験満足度

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

15

3,577

96

事業費

国支出金

千円

803 1,174 2,577

5,903 6,623 18,021

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

活力ある農山村づくり基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,817

5,100 5,300 5,600

149 27

財源内訳

（歳入歳出決算書 239ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　森フェス等のイベントが定着し、ファミリーやグループで森や自然に親しむ意
識が育っています。
　森林セラピー事業の運営を委託することにより運営がきめ細やかになり、森の
案内人活動の充実が図られるとともに、市民へのサービスが向上しています。

森林セラピー事業の業務内容を整理し、森林セラピー事業の運営を委託したこと
によりスムーズな事業実施が図れています。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-03 農林業の振興

基本事業　04-03-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

74,837
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小規模治山事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
農林整備課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山林所有者
山林隣接住民

手段（30年度の取り組み）

崩壊した小規模な山地の復旧工事を実施しました。

・山地崩壊復旧工事
　
　個人又は自治会を事業主体とする小規模な山地災害の復旧工
　事に対し補助金を交付しました。
　県営治山事業に伴う補完工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

更なる土砂崩れ等山地に起因する災害を未然に防ぎ、荒廃地を
もとの森林に戻し、山林隣接住民の安心、安全を確保します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

復旧工事件数

崩壊したがけ地の整備率

区分 指標名称

①

単位

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

100

2

100

6

100

事業費

国支出金

千円

2,034 6,064 4,885

2,034 6,064 4,885

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

林業費項 02

林業振興費目 02

産業・観光政策 04

農林業の振興施策 03

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 237ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

崩壊した山地の小規模な復旧工事や土砂崩れ等を未然に防ぐ工事を実施すること
により、被害を抑制し隣接住民の安心、安全を確保することができ、成果の向上
が期待できます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　04 産業・観光

施　策　の　構　成

施策　04-04 水産業の振興

基本事業　04-04-01 漁場及び漁港の整備・保全

基本事業　04-04-02 漁業経営の安定化

基本事業　04-04-03 海洋資源を生かした地域づくり

基本事業　04-04-99 施策の総合推進

　平成29年度の水産白書によると、食用魚介類の年間消費量は平成13年度の40.2kg/人をピークに減少を続けて
おり、平成28年度は前年比1.1kg/人減少し、24.6kg/人となっています。全国的に漁業従事者の減少及び高齢化
、また石油価格の高騰などによる漁労所得の低下、海洋資源の枯渇など様々な課題を抱えている状況です。
　国においては、平成29年4月に新たな「水産基本計画」を閣議決定され、「水産物の安定供給の確保」と「水
産業の健全な発展」の実現に向けた施策を推進しています。
　本市の一漁業経営体当たりの漁業生産金額と漁業生産量は、前年度と比較して微増でした。これは、高齢によ
る漁業従事者の廃業がある一方で、近年は、長期漁業研修修了後に経営を開始した漁業従事者の頑張りが下支え
をしていますが、漁業を取り巻く環境は、依然厳しい状況と言えます。徐々に種苗放流によるキジハタやカサゴ
等の漁獲量に回復の兆候が見られることなどから、今後も新規就業者の確保と市内への定着を促進するための支
援を継続して行うとともに、種苗放流の効果を最大限活かすための新たな漁場整備等により水産資源の回復や確
保を行い、漁業環境の保全に努め、また漁港施設等の公共財については、機能の維持・確保・長寿命化に取り組
む必要があります。さらには、養殖事業による特産品づくりや6次産業化の推進による水産物の高付加価値化、
消費拡大を図るための販路拡大や、交流人口の増加を促進するための新たな交流事業の創設を進めることで、漁
業者の所得向上に努める必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.89 2.93

3.39 3.39

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　04 産業・観光

施策　04-04 水産業の振興

施策のプロフィール

施策の対象

漁業従事者

施策がめざす姿

豊かな水産資源を守りながら、海や川の豊かな恵みを生かした水産業の振興が図られてい
ます。

施策の成果状況と評価

一漁業経営体当たり漁業生産金額

【経済産業部　政策管理室】

評

価

　一漁業経営体当たり漁業生産金額は、平成29年度から13万円
増加しました。これは、種苗放流の成果や若手漁業従事者の漁
獲高が増え総じて漁業生産量が増加した一方で、高齢化により
漁業従事者数は減少したことが主な原因と考えられます。
　今後も、新規就業者の確保に不可欠な長期漁業研修生の受け
入れを市内漁協へ促すとともに、水産資源保護の観点から回復
の兆候が見られるカサゴ・キジハタ等の種苗放流支援の継続と
市内産水産物の販路拡大により漁業従事者数や漁業生産量の増
加を図り、漁業生産金額の向上につなげていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

万円 152 152 165 155

(向上)

目　標
達成度

(高)

施策のコスト（千円）

H30

97,748

指
標
①
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政策　04 産業・観光

施策　04-04 水産業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

漁業従事者

基本事業がめざす姿

漁場及び漁港が整備されており、それらを利用して漁業が行われています。

基本事業の成果状況と評価

一漁業経営体当たり漁業生産量

【水産港湾課】

評

価

　一漁業経営体当たり漁業生産量は、平成29年度から0.15ｔ増
加しました。これは、高齢者の廃業による漁業従事者の減少は
あったものの台風の接近等天候不良による影響が例年より少な
かったこと、若手漁業従事者の水揚げ高が増加したことが原因
と考えられます。
　今後も、生産量に回復の兆候が見られる魚種（カサゴ・キジ
ハタ等）を中心とした種苗放流や新たな漁場整備による水産資
源の保護・回復、長期漁業研修生及び新規就業者に対する支援
の継続により漁業従事者の確保を進め、漁業生産量の増加を図
っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

トン 2.35 2.50 2.90

(向上)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

88,541

基本事業　04-04-01 漁場及び漁港の整備・保全

指
標
① 2.80
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水産多面的機能発揮対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 令和 02 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

干潟及び河川流域の保全活動に取り組む市内団体

手段（30年度の取り組み）

国の第2期水産多面的機能発揮対策の事業採択を受け、椹野川河
口域の干潟の保全活動、椹野川流域の環境保全活動に取り組む
団体に対し、活動経費の一部を助成しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

干潟や河川流域の保全活動により漁場が再生され、水産資源量
が回復します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

取組団体の活動面積

活動流域の年間漁獲量

区分 指標名称

①

単位

ha

t

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

15

5.04

事業費

国支出金

千円

278 278 278

640 640 640

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

水産業振興費目 02

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

漁場及び漁港の整備・保全基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

362 362 362

財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

近年、シジミやアユの漁獲量は横ばい状態にあり、成果的には現状維持といえま
す。
漁場を保全再生させることは、積み重ねが必要であり、成果の向上にあたって
は、引き続き干潟や河川流域の保全活動に取り組む必要があります。

国の要綱・要領に基づく活動のため、現状手段以外ありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水産物供給基盤整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 令和 09 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

交流人口、市民、漁業者
漁業協同組合、養殖事業者等

手段（30年度の取り組み）

○モクズガニの特産品化に向け、商品開発及び食材としての魅
力をアピールするための普及啓発に取り組むとともに新たに椹
野川漁協の水産物加工施設の整備に対する助成を行いました。
増養殖実証実験については、出荷サイズまで大きくならないな
ど問題点も多いことから中止しました。
○県事業により、キジハタ・カサゴ・メバルを対象とした当歳
魚保護礁・幼稚魚育成礁の設置に継続して取り組みましたが、
国・県の予算状況もあり、30年度は、向島地先の設置着手に留
まり秋穂竹島地先の設置は令和3年度にずれ込みます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内産水産物を使った新たな特産品づくり、売れる水産物の安
定生産の実現により、交流人口の増加、地域産業の活性化及び
新たな雇用機会の創出を図ります。
漁業生産量の向上及び市内産水産物の販路拡大により、漁業者
の所得向上を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

増産対象魚種の種苗放流数及び飼育数

増産対象魚種の年間漁獲量及び生産量

区分 指標名称

①

単位

匹

t

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

30,300

4.15

35,500

5.2

事業費

国支出金

千円

9,029 4,768 6,858

9,029 5,068 7,258

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　■貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

水産業振興費目 02

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

漁場及び漁港の整備・保全基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

300 400財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり
□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

27～30年度までのモクズガニの増養殖実証実験結果、水温や餌を調整しても出荷
サイズに達する前に、ほとんどのカニの成長が止まってしまうことから、淡水で
の完全陸上養殖事業化は難しいと判断し、中止しました。今後は、2・3cmまでの
サイズであれば、早期陸上養殖は可能との成果は出ているため、中間育成し、川
へ放流することで天然カニの漁獲量増加に努めていきます。一方、漁場整備では
県事業により当歳魚保護礁・幼稚魚育成礁の設置を進め、このことで外敵から幼
稚魚を守れる為、将来的な漁業生産量の向上は十分期待できます。

モクズガニ陸上養殖の事業化中止により、特産品化に向けた支援のみに方向転換
することで、コストを削減することが可能です。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

漁港施設維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

漁業者

手段（30年度の取り組み）

平成３０年度は、漁港施設等の適切な維持管理及び秋穂漁港（
浦地区）床版橋改修工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

良好な操業環境が維持され、漁業経営が安定します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

点検等により修繕が必要と判断した漁港施設箇所数

当該年度に修繕を行った漁港施設箇所数

区分 指標名称

①

単位

箇所

箇所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

2

3

事業費

国支出金

千円

7,337 9,092 11,090

7,634 32,098 50,415

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

漁港管理費目 03

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

漁場及び漁港の整備・保全基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

566

22,700 38,400

297 306 359

財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本事業は、漁港施設の維持管理を行うことで、漁業者の良好な操業環境が維持さ
れ、また、津波や高潮等の被害から周辺住民を守ることが目的であり、施設の不
具合や被災等が無かったことにより成果が出ています。

現状ではありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

漁港施設機能保全事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

漁業者

手段（30年度の取り組み）

漁港施設機能保全計画に基づき、施設の長寿命化を図るための
保全工事を計画的に実施しています。
30年度は、山口漁港防波堤保全工事及び秋穂漁港(浦地区)の航
路・泊地の浚渫を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

良好な操業環境が維持され、漁業経営が安定します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度の機能保全工事実施箇所数

機能保全工事完了箇所数

区分 指標名称

①

単位

箇所

箇所

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

3

3

事業費

国支出金

千円

13,765 3,011 12,114

100,688 11,937 30,228

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

漁港管理費目 03

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

漁場及び漁港の整備・保全基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

48,423 4,726 15,114

38,500 4,200 3,000財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

機能保全計画に基づき計画的に老朽化した漁港施設の保全を行うことにより、良
好な操業環境が維持できます。

現状ではありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-04 水産業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

漁業従事者

基本事業がめざす姿

漁業の経営基盤が整い、漁業従事者が安定した経営をしています。

基本事業の成果状況と評価

長期漁業研修修了後に経営を開始した漁業従事者数

【水産港湾課】

評

価

　経営を開始した漁業従事者数は、平成30年度は研修期間中に
つき、ありませんでした。
　新規就業者の確保に不可欠な長期漁業研修生の市内漁協への
受入れもマッチングの関係から平成30年度は0人でしたが、引き
続き新規就業者に対する支援の継続と県漁協へ研修指導者の増
員や研修体制の充実を依頼し、長期漁業研修生の誘致拡大と就
業後の市内定着をさらに進め、漁業従事者数の増加を図ってい
きます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 5 5 9

(横ばい)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,803

基本事業　04-04-02 漁業経営の安定化

指
標
① 3
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新規漁業就業者支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 21 年度 ～ 　　 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

長期漁業研修を実施する市内県漁協
市内の長期漁業研修生、新規就業者

手段（30年度の取り組み）

○新規漁業就業者生活・生産基盤整備事業
新規就業者等にリースする目的で漁船・漁具を購入する市内県
漁協に対し、経費の一部を助成しました。(漁船等リース事業)
○経営自立化支援事業
新規就業者に経営自立化支援金を支給する市内県漁協に対し、
県と連携して支援金の一部を助成しました。
○新規漁業就業者支援事業(本市独自制度)
市内の賃貸住宅に居住する長期漁業研修生に対し、家賃等の一
部を助成しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新規就業者の確保に不可欠な長期漁業研修生の市内県漁協への
誘致が促進され、就業後の市内定着が図れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

当該年度に市内県漁協に誘致した長期漁業研修生の人数

新規漁業就業者数

区分 指標名称

①

単位

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

0

1

2

0

0

事業費

国支出金

千円

2,365 1,565 2,798

3,301 1,565 3,798

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

水産業振興費目 02

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

漁業経営の安定化基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

936 1,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

30年度は長期漁業研修生の受け入れはありませんでした。
しかしながら、本市独自の支援制度である長期漁業研修生に対する家賃補助制度
は創設以降4人の受入れとなっており、他市と比較して現行の支援制度が研修生
の誘致に効果的であると認められます。
ただ、近隣の他市も同様な制度を創設した為、今後はより一層の工夫が必要と考
えます。

収入の限られる長期漁業研修生、経営開始直後の新規就業者に対する経済的支援
制度のため、コスト削減できる余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-04 水産業の振興

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

交流事業参加者

基本事業がめざす姿

都市と漁村の交流が進み、市民が海洋資源、魚食等の大切さを理解しています。

基本事業の成果状況と評価

観光漁業利用者数

【水産港湾課】

評

価

　平成29年度に、観光漁業の実施に必要な資格等の取得経費、
資機材等の整備経費に対する助成制度を創設しましたが、平成3
0年度末時点において、観光漁業の事業化は実現されていません
。漁業体験を含めた観光漁業については、特に漁業者の高齢化
や観光漁業が実施できる漁船も数隻に減少していることから、
早期に見直しを行い、漁業者とのミニイベントを加える等、規
模を縮小しつつも交流人口の増加が見込める形を検討していき
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 0 0 100

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,815

基本事業　04-04-03 海洋資源を生かした地域づくり

指
標
① 52

664



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

水産業振興・海洋資源活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
水産港湾課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

漁業者
市民・交流人口
漁業協同組合・水産業関係団体

手段（30年度の取り組み）

水産資源の保護・回復を目的とした種苗放流事業に対する支
援、本市の水産業振興に貢献すると認められる水産業関係団体
に対する支援を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

水産資源の保護・回復により、漁業生産量が増加します。
海洋資源を活かした漁業者の新たな「しごと」づくりを進める
ことにより、交流人口の増加及び漁業者の所得向上が期待でき
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

実施団体に対する助成総額

実施団体による水産動植物の種苗放流数

年間漁獲量

海洋資源を活用した行事、イベントの開催回数

区分 指標名称

①

単位

千円

千匹

t

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

2,841

699

207

0

事業費

国支出金

千円

3,820 3,457 3,744

3,867 3,507 3,815

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

農林水産業費款 06

水産業費項 03

水産業振興費目 02

産業・観光政策 04

水産業の振興施策 04

海洋資源を生かした地域づくり基本事業 03

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

47 50 71

財源内訳

（歳入歳出決算書 241ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本市の水産業振興を図る上で、漁協をはじめとする水産関係機関等の実施事業に
対する支援は必要であり、生産量に回復の兆候が見られる魚種もあることから、
一定の成果が出ていると考えます。

現状ではありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-04 水産業の振興

基本事業　04-04-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

1,589
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　04 産業・観光

施　策　の　構　成

施策　04-05 就労環境の充実

基本事業　04-05-01 勤労者福祉の充実

基本事業　04-05-02 就業の促進

基本事業　04-05-99 施策の総合推進

　山口財務事務所が平成31年4月に発表した「山口県内の経済情勢」によると、個人消費や生産活動は緩やかな
回復基調にあり、雇用情勢は着実に改善していると判断されています。
　平成31年3月時点のハローワーク山口管内の有効求人倍率は1.90倍となっており、平成30年12月以降、1.9倍を
超える高い水準にあります。また、新規高卒者の就職内定率99.2%、新規大卒者の就職内定率96.6%と、いずれも
高水準を維持しています。
　一方で、人手不足感が強い状況が続いており、国は、働き方改革とイノベーションへの取り組みを同時に進め
ることが、持続的な成長に向けた鍵と考えています。ワークライフバランスの改善だけでなく、女性や高齢者の
労働参加の促進が、滞在成長力の強化や所得・消費の底上げにつながり、また企業におけるイノベーションへの
対応が少子高齢化が進む中でも生産性の向上を通じ、潜在成長力の強化につながることを期待しています。
　引き続き、国・県などの関係機関と連携し、中小企業の経営強化に向けた支援を行うとともに、離職者や新卒
者の雇用促進、業種間の雇用のミスマッチの解消や勤労者の福利厚生の向上など就労環境の充実・安定にむけた
施策を展開していきます。あわせて、若者やUJIターン者の地元就職による定住促進や女性の活躍促進、高齢者
や障がい者等の就労に向けた支援を進めていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.70 2.76

3.74 3.75

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　04 産業・観光

施策　04-05 就労環境の充実

施策のプロフィール

施策の対象

市内事業者、市民、勤労者

施策がめざす姿

若者、女性、障がい者等が、能力と希望に応じた就労を実現し、市内の事業者の人材確保
が促進されています。また、働き方の改革等により、働きやすい職場づくりが進んでいま
す。

施策の成果状況と評価

働きやすく、生活とのバランスがとれたまちだと思う市民の割合

【経済産業部　政策管理室】

評

価

　平成30年度は、前年度対比で1.2ポイント上昇しました。
　これは、働きやすい職場環境や勤労者福祉の充実が進んでき
ていることや雇用情勢が着実に改善していることが考えられま
す。
　引き続き、市内企業の働き方改革の推進や、雇用環境のさら
なる向上を図り、市民が仕事と家庭の両立が実現できる社会の
構築や働きやすい職場環境の促進に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 44.5 44.5 45.7 50.0

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

ハローワーク山口管内における有効求人倍率

【経済産業部　政策管理室】

　平成30年度の有効求人倍率（平均値）は、平成29年度と比較
して0.23ポイント上昇しています。
　経済情勢が回復しつつある中、雇用情勢は着実に改善してお
り、ハローワーク山口管内においても平成30年12月以降、1.9倍
を超える高い水準で推移しています。
　求人数が増加する一方で求職者数の増加の伸びが低く、人手
不足感が強い状況となっています。
　引き続き、関係機関との連携を図りながら、雇用の促進及び
、市内中小企業の人材確保対策を推進する必要があります。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

倍 1.31 1.56 1.79

(向上)

(高)

評

価

市内大学生等の県内企業就職内定率

【経済産業部　政策管理室】

　平成30年度の大学生等の県内企業就職内定率は、前年度対比
で0.5％上昇しました。
　景気の回復による雇用情勢の改善により、全体の就職内定率
も高い水準で推移しておりますが、県内企業の積極的な採用活
動による人材の確保が伺えます。
　今後とも、ハローワーク山口や関係機関と連携した地元就職
の促進を図るととともに市内企業の採用力向上支援に努めます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 38.5 36.9 37.4 維持

(向上)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

68,516

指
標
①

指
標
②

指
標
③
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政策　04 産業・観光

施策　04-05 就労環境の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

就業者

基本事業がめざす姿

就業者が安心して働くことができる環境があります。

基本事業の成果状況と評価

勤労福祉施設の利用者数

【ふるさと産業振興課】

評

価

　平成30年度の利用者数は、前年度対比で453人減少しましたが
、これは前年度に記念行事や高校総体が開催されたことによる
影響となっています。
　基準日以降、おおむね現状を維持しており、引き続き指定管
理者との連携を図りながら、立地の優位性を生かした貸館の増
加に向けた取組を行うとともに、講座等の魅力的な自主事業を
開催するなど新たな利用者の増加に向けた取組を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 77,885 77,432 82,000

(低下)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

50,525

基本事業　04-05-01 勤労者福祉の充実

指
標
① 77,885
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

働く婦人の家管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

働く婦人、勤労者家庭の主婦

手段（30年度の取り組み）

山口市働く婦人の家の管理運営を行いました。
指定管理者：（一財）山口県婦人教育文化会館（H28～R2）
【内容】・各種講座の開催
　　　　・職業に関する相談、指導業務
　　　　・レクリエーションの場の機会の提供
　　　　・貸館業務
　　　　・施設維持管理業務
H30年度は、本館屋根改修工事に着工しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

働く女性、勤労家庭の主婦が充実した生活を送り、安心して働
くことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座開催数

相談件数

講座受講者数

施設利用者数

区分 指標名称

①

単位

回

件

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

709

45

8,873

19,026

735

60

9,732

17,844

762

70

8,900

15,929

事業費

国支出金

千円

17,271 14,010 13,934

17,271 14,010 13,934

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働施設費目 02

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

勤労者福祉の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

講座受講者数は、前年度に開館30周年記念行事を行ったことから前年度より減少
しましたが、例年並みの人数でした。
利用者数は、前年度に記念行事の開催や高校総体により例年よりも施設利用者が
多かったことや、他会場において長期イベントが開催されたこと等により減少し
ました。
今後は、魅力のある各種講座の開催や積極的な広報活動を行うことで、講座受講
者及び施設利用者を増やしていくことができます。

指定管理者制度の運用開始時には、コスト削減に重点をおいていましたが、平成
27年度に五巡目の選定を終え、市民サービスの質の向上に重点をおいていること
から、大幅なコスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

勤労者総合福祉センター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

勤労者 

手段（30年度の取り組み）

山口勤労者総合福祉センターの管理運営を行いました。
指定管理者：株式会社　さんびる（H26～H30）
【内容】・各種講座等の開催
　　　　・レクリエーションの場と機会の提供
　　　　・職業情報の収集及び提供
　　　　・貸館業務
　　　　・施設維持管理業務
H30年度は、玄関ポーチに手摺を設置しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

利用者が、健康でゆとりのある生活を送り、生きがいをもって
働くことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

自主事業開催回数

施設貸館件数

施設利用者数

施設稼働率

区分 指標名称

①

単位

回

件

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

209

4,356

52,488

82.2

241

5,148

60,041

82.0

224

5,245

61,503

84.0

事業費

国支出金

千円

14,590 13,292 13,031

53,190 13,292 13,031

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働施設費目 02

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

勤労者福祉の充実基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

38,600財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設利用者数、施設稼働率共に増加しています。
今後は、利用者にとって魅力のある各種講座を開催することにより、成果が向上
する余地があります。

指定管理者制度の運用開始時には、コストの削減に重点をおいていましたが、平
成30年度に五巡目の選定を終え、現在では市民サービスの質の向上に重点をおい
ていることから、コスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-05 就労環境の充実

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

就業希望者

基本事業がめざす姿

多様な人材の就業のチャンスが広がっています。

基本事業の成果状況と評価

新規学卒及びパートを除く一般の職業就職率

【ふるさと産業振興課】

評

価

　ハローワーク山口が公表している平成30年度の職業就職率は
、前年対比で横ばいとなっています。これは、景気回復による
雇用情勢の改善により新規求職者数が増加しているものの、職
業就職率は横ばいで推移していることから、雇用のミスマッチ
が生じたものと考えられます。
　今後とも、雇用施策の充実を図るとともに、ハローワーク山
口等の各関係機関と連携を図りながら雇用対策に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 31.8 30.9 34.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

新規高卒就職率

【ふるさと産業振興課】

　ハローワーク山口が公表している平成30年度の新規高卒就職
率は、前年度対比で0.7ポイント減少していますが、景気回復に
よる雇用情勢の改善により、引き続き高い水準で維持されるも
のと考えています。
　今後とも、ハローワーク山口と連携した求人要請による求人
確保に努めるとともに、市内高等学校と連携したセミナー等の
開催など雇用対策に努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 99.4 98.7 98.0 維持

(横ばい)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

17,977

基本事業　04-05-02 就業の促進

指
標
①

指
標
②

33.7
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

雇用対策事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

求職者

手段（30年度の取り組み）

【事業内容】
①雇用に関する情報を収集し提供しました。
　実施方法：ハローワークと連携
②企業に求人要請をしました。
　実施方法：ハローワークと連携し、市長が直接要請
③仕事と家庭の両立を支援するための講座を開催しました。
　実施方法：(一財）山口県婦人教育文化会館に委託
④若手社員の職場定着を支援しました。
　実施方法：民間事業者に委託
⑤企業の働き方改革の機運醸成を図りました。
　実施方法：市内企業の取組を情報発信

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

求職者の就職及び定着が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

仕事と家庭の両立を支援するための講座開催数

求人要請企業就職者数

仕事と家庭の両立を支援するための講座受講者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

12

8

341

13

32

876

12

16

209

事業費

国支出金

千円

1,854 1,190 1,268

1,854 1,190 2,068

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働諸費目 01

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

就業の促進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

800

財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度の求人要請企業の就職者は昨年度よりも減少しておりますが、市内
の有効求人倍率は依然高い状況にあり、今後も継続的な取組が必要です。
また、仕事と家庭の両立を支援するための講座受講者数は、２００人を超える参
加者があり、今後も継続的に開催する必要があります。
今後も、求人要請や各種講座の開催を効果的に実施することにより、求職者の就
職が促進され、成果は向上します。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

就職支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

高校生、市内企業等 
 

手段（30年度の取り組み）

【事業内容】
①高校３年生を対象に社会人として必要な心得やマナーを身に
つけるためのセミナーを開催しました。
②高校１、２年生を対象に、職場見学等を通じて職業を理解す
る講座を実施しました。
③高校生及び保護者を対象に、市内企業の職場を見学する企業
訪問バスツアーを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・高校生の職業人としての意識が高まり、スキルアップが図ら
れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

高校生向けセミナー開催数

高校生のセミナー参加者数

区分 指標名称

①

単位

回数

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

7

272

9

371

7

245

事業費

国支出金

千円

19,026 6,486 894

19,026 6,486 1,739

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働諸費目 01

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

就業の促進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

845

財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

多くの生徒の参加により、スキルアップを図ることができました。また、企業見
学バスツアーを実施することで、高校生の職業観の育成を図るとともに、高校生
の保護者も参加することで、地元企業での就職を考える機会に寄与しました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

若年ＵＪＩターン就職促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・若年ＵＪＩターン希望者
・市内中小企業、誘致企業

手段（30年度の取り組み）

①市内企業等へ若年ＵＪＩターン者が正規雇用により就職する
場合に移転費用の一部に対して補助金を交付しました。
　補助対象経費（引越費用等）の1/2（限度額20万円）
②市内企業等が県外で開催される合同企業説明会等に参加する
場合の経費の一部に対して補助金を交付しました。
　補助対象経費（参加負担金等）の1/2（限度額15万円）
③市内企業等が就職情報サイトに求人情報を掲載する場合の経
費の一部に対して補助金を交付しました。
　補助対象経費（掲載料等）の1/2（限度額10万円）
④市内企業等が参加する県外合同企業説明会等を通じて対象者
が企業訪問する場合の経費に対して補助金を交付しました。
　補助対象経費（旅費、宿泊費）の10/10（限度額10万円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

若年ＵＪＩターン希望者の市内中小企業等への就職が促進され
、労働力の確保が図れます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

若年ＵＪＩターン者移転補助金交付件数

県外合同企業説明会参加補助件数

補助金を受けた若年ＵＪＩターン者数

補助金を活用した県外合同企業説明会参加事業所数

区分 指標名称

①

単位

件

件

人

社

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

4

2

4

4

12

4

12

5

10

5

10

事業費

国支出金

千円

792 943 947

792 943 947

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働諸費目 01

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

就業の促進基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

若年ＵＪＩターン者の採用に向けて、新たに市内の中小企業及び誘致企業５社か
ら事前の登録認定申請があり、県外で開催される合同企業説明会への参加や若年
ＵＪＩターン者の採用につながりました。移転費用補助については５件と、目標
の件数を達成しました。また、県外合同企業説明会参加事業者数は、昨年より減
少しましたが、目標件数を上回っています。今後も制度周知を図ることで、さら
に成果が向上することが期待されます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

特定求職者雇用促進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度経済産業部
ふるさと産業振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・高齢者、障がい者及びひとり親家庭の父母
・高齢者、障がい者及びひとり親家庭の父母を雇用した市内の
事業者

手段（30年度の取り組み）

一定の条件を満たした高齢者、障がい者及びひとり親家庭の父
母を雇用した市内の事業者に対して、１人につき最大２０万円
を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

高齢者、障がい者及びひとり親家庭の父母の雇用機会の拡大に
より地場産業の活性化を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

助成金交付件数

就職決定者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

8

8

11

11

事業費

国支出金

千円

1,022 2,505

1,022 2,505

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

労働費款 05

労働諸費項 01

労働諸費目 01

産業・観光政策 04

就労環境の充実施策 05

就業の促進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 225ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

雇用助成金の交付により、市内企業への高齢者、障がい者やひとり親家庭の父母
の雇用が促進されました。
今後は、中小企業の人材確保策に重点を置き、障がい者の労働市場への参加を促
すことにより、地場産業の活性化を図ります。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　04 産業・観光

施策　04-05 就労環境の充実

基本事業　04-05-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

14
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　05 協働・行政

施　策　の　構　成

施策　05-01 地域活動と市民活動の推進

基本事業　05-01-01 市民主体のまちづくり

基本事業　05-01-02 活動しやすい環境の整備

基本事業　05-01-99 施策の総合推進

　本格的な人口減少社会が到来し、誰もが経験したことがない超高齢化社会を目前に控え、日本全体が大きな転
換期を迎えています。
　地域社会においては、中山間地域を中心に、商店や病院等の地域に必要な生活サービス機能が弱体化しており
、都市部においては、自治会や町内会の構成員の減少、人間関係の希薄化等といった要因により、これまで地域
コミュニティが担ってきた生活支援機能が低下しています。
　また、働き方やライフスタイルの変化に伴い、地域における住民ニーズが多様化、複雑化しており、今後の人
口減少、高齢化社会を見据えた様々な課題に対応できるまちづくりが求められています。
　このような時代背景を踏まえ、平成21年4月に施行した「山口市協働によるまちづくり条例」や平成30年3月に
策定した「第二次山口市協働推進プラン」に基づき、地域づくり協議会を中心とした協働によるまちづくりをよ
り深化させ、多様な主体の参画を促しながら、市内各地域において、人々がつながり、将来にわたって豊かで安
心安全に暮らせる地域づくりに取り組んでいく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.99 3.04

3.34 3.37

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　05 協働・行政

施策　05-01 地域活動と市民活動の推進

施策のプロフィール

施策の対象

市民
地域住民
行政

施策がめざす姿

地域の課題が地域住民の間で共有され、地域活動や市民活動等、地域住民の主体的な活動
が活発に行われ、地域での豊かな暮らしが確保されています。

施策の成果状況と評価

日常生活において必要なサービスや移動手段に不便していないと思
う市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

評

価

　日常生活において必要なサービスや移動手段に不便していな
いと思う市民の割合は、基準値に比べて1ポイント増加していま
す。
　今後も地域との話し合いを通じて地域の課題を把握し、地域
に住み続けるために必要なサービスや移動手段の確保について
、市民と行政が協働で取り組んでいきたいと考えています。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 58.2 58.2 59.2 63.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

地域活動や市民活動に、年１回以上参加している市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

　地域活動や市民活動に、年１回以上参加している市民の割合
は、基準値に比べて2ポイント減少しています。
　今後も「山口市協働のまちづくり条例」や「第二次山口市協
働推進プラン」に基づき、市民が様々な課題に主体的に取り組
む意識を醸成するとともに、地域活動に参加しやすい環境づく
りや、市民活動に参加するきっかけ作りを進めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 54.5 54.5 52.5 60.0

(横ばい)

(低)

評

価

住んでいる地域での良さや課題が地域住民の間で共有（認識）され
ていると思う割合

【地域生活部　政策管理室】

　住んでいる地域での良さや課題が地域住民の間で共有（認識
）されていると思う割合は基準値に比べ、1.3ポイント上昇して
います。
　今後も地域づくり協議会等と連携し、それぞれの地域が持つ
個性や資源などの地域の良さを掘り起こすとともに、地域課題
の解決につながる意識の共有を図っていきたいと考えています
。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 42.8 42.8 44.1 46.0

(横ばい)

(中)

施策のコスト（千円）

H30

1,934,127

指
標
①

指
標
②

指
標
③

683



政策　05 協働・行政

施策　05-01 地域活動と市民活動の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地域住民
行政

基本事業がめざす姿

地域コミュニティが形成され、日常的課題や社会的課題の解決に向け、市民が主体的で公
益性のある活動を積極的に行っています。

基本事業の成果状況と評価

地域づくり協議会が実施した地域課題解決事業数

【協働推進課】

評

価

　地域づくり協議会が実施した地域課題解決事業数は、基準値
に比べ20件減少していますが、各地域で多様な課題を解決する
ために、それぞれの個性を活かした取組が行われています。今
後も住民による自主的な取組が展開され、課題解決につながる
事業が増えるよう、活動の支援に取り組んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

事業 446 457 500

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

地域で実施したワークショップ等の「話し合い」の場の設置回数

【協働推進課】

　話し合いの場の設置回数は、基準値に比べ67件増加していま
す。各地域において、地域住民が地域の課題を認識し、課題解
決に向けて相互に話し合うことで、個性を活かした取組が着実
に進んでいます。引き続き、地域アドバイザーの派遣等により
、更なる課題解決に向けた話し合いの場づくりの支援を実施し
ます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

回 104 65 171 125

(向上)

(高)

評

価

NPO法人数

【協働推進課】

　NPO法人数は、基準値に比べ3件増加しています。
　NPO法人をはじめとする市民活動団体は、今後の協働のまちづ
くりにおいて、重要な担い手であることから、引き続き、市民
活動支援センターを中心に、市民活動団体が活動資金や人材の
確保ができる仕組みを構築するとともに、市民活動団体と地域
コミュニティの連携により、様々な分野で社会課題や地域課題
が解決されるよう支援していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

団体 83 83 86 90

(横ばい)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

431,827

基本事業　05-01-01 市民主体のまちづくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

477
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

ＵＪＩターン就労支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市への移住希望者

手段（30年度の取り組み）

県外からの移住希望者を対象に、商工業、農業などの仕事を体
験できるオーダーメイドのツアーを実施したほか、就職を目前
に控えた大学生等を対象に山口市内の企業を訪問できるバスツ
アーを実施し、10名の参加がありました。
また、県外から本市に移住して起業・創業した方の生活の安定
を図るため、賃貸住宅の家賃補助を行いました。
このほか、移住を検討している方向けに、本市の起業・創業や
就農に関する支援制度等をまとめたガイドブックを作成し、大
都市圏で開催されるフェア等で配布しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

移住希望者の仕事のマッチングが図られ、長期的な定住につな
がり、持続可能な地域社会の担い手が確保されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

就労補助金利用件数

体験ツアー補助金利用者数

補助金を利用したUJIターンの件数

区分 指標名称

①

単位

件

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

11

3

0

9

0

0

2

1

事業費

国支出金

千円

1,591 1,037 1,294

1,591 1,037 1,569

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

275

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

過疎、中山間地域においては後継者不足が深刻であり、多くの商工事業者が廃業
を検討していることから、地域での生活に必要な機能を担っている事業者の廃業
によって地域の機能低下が見込まれ、本事業へのニーズは潜在的にあるものと考
えられます。
また、移住希望者や大学生等の若者にとって、移住定住するための条件として仕
事が重要な要素であり、地元の魅力ある企業の認知度向上など、若者の定住促進
に資する仕事に関する情報を発信する必要があります。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

685



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐち瀬戸内魅力創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 令和 03 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

南部地域、近隣自治体

手段（30年度の取り組み）

・サイクルイベントを支援しました。参加者の8割以上が市外か
ら参加されており、南部地域の魅力を広域に発信できました。
補助金を受けた団体は、エイドステーションに南部地域の新た
な特産品を充てることができ、参加者への周知もできました。
・あいお荘、中道海水浴場、秋吉台にて、比較的若い世代をタ
ーゲットにしたヨガイベントを実施しました。多くの方に参加
いただき、サイクリング事業に続く新たな客層を呼び込むこと
ができました。
・平成29年に「観光振興のための方策コンテスト」で優秀賞を
受賞した「旅するガストロノミー・ツーリズム「シェ・アイオ
」」の実証実験を、山口観光コンベンション協会や山口県立大
学の学生などと実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

瀬戸内の魅力を有する南部地域で、ニューツーリズムを通じて
交流人口が拡大します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

連携を働きかけた自治体数

連携した自治体数

実施した事業数

区分 指標名称

①

単位

数

数

数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

2

-

2

2

-

1

1

3

事業費

国支出金

千円

4,502 2,266 4,422

9,002 4,283 4,422

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,500 2,017

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

南部地域の自然環境や歴史・文化などの地域資源を活用した交流人口の拡大につ
ながる取組みにより、域内外への地域の魅力発信や地域住民の地域資源の価値の
再認識につながっていますが、近隣自治体とのさらなる連携が必要と考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

686



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

空き家利活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市への移住希望者及び移住者を受入れる地域の住民

手段（30年度の取り組み）

過疎地域においては市直営型、その他人口減少地域においては3
地域で地域型の空き家バンクを実施しました。この空き家バン
クを活用した、各地域への移住定住の促進を図るため、空き家
バンクに登録した物件の家財道具の処分や、空き家バンクを通
じて売買や賃貸が成約した物件の改修に対する補助を行いまし
た。
また、移住を検討されている方が、実際に短期間地域での暮ら
しを体験していただく「お試し暮らし住宅」を秋穂二島地域に
おいて平成30年10月から実施しました。
加えて、移住を視野に、就職活動や住居探しのために市内の賃
貸住宅を定期借家契約で借りた方に対して、家賃の補助を行い
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

移住者の受入支援の体制を整え、人口減少高齢化に即した持続
可能な地域社会の担い手を確保していきます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

空き家バンクへの新規の登録件数

お試し暮らし住宅の利用者数

空き家バンク等の制度を活用したUJIターン件数

定住サポーターの登録人数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

32

2

19

52

30

1

16

70

34

3

15

70

事業費

国支出金

千円

8,419 4,719 7,650

8,419 4,719 7,650

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

過疎地域や中山間地域を中心に、人口減少とそれに伴う空き家の増加が予測され
ており、持続可能な地域社会の担い手確保と危険空き家の増加防止の面から、移
住定住の受け皿として空き家を活用する空き家バンク制度の必要性は増すものと
考えられます。今後、人口減少が予測される他の地域においても、地域型空き家
バンク制度を実施していくことから、空き家を活用した移住定住の促進は図られ
ると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

687



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

外部人材活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 28 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

住民

手段（30年度の取り組み）

　平成25年度から受入れている地域おこし協力隊の専門的なス
キルを活かした新たな生業づくり活動を通じて、地域の活性化
や若者が本市へ定住できる環境づくりを行いました。
　また、受入れ対象地域を市内全域に拡大するとともに、２０
名の協力隊の受入れを目標として募集を行いました。
【平成３０年度実績】
　１７名の地域おこし協力隊が活動しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

外部人材の生業づくりによる定住を支援することで、地域活動
や産業の担い手が確保され、人口減少・高齢化に即した、持続
可能な地域社会の仕組みが構築されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域おこし協力隊の受入数

地域活動に参加している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

17

54.2

12

53.2

17

50.8

事業費

国支出金

千円

39,213 40,076 42,228

39,213 40,076 42,228

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　地域との連携により、特産品の販路拡大や新商品開発、交流人口の拡大等の
成果は確実に向上しています。地域おこし協力隊員が将来のビジョンを明確に
描き、活動を行うことで、更に成果が向上する余地があると考えています。

　総務省の地域おこし協力隊制度（1人あたり3年間の特別交付税措置）を有効活
用しています。

まち・
ひと・しごと ●

688



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

南部地域資源利活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 03 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

南部地域の住民を中心とした市民や団体

手段（30年度の取り組み）

地域資源を活用し、南部地域の魅力発信につながる特産品開発
に取り組む団体に、事業補助を実施しました。
補助金を受けた団体は、南部地域の農産物を利用し、地域の商
工業者や技術力を活用して特産品を生み出し、販売につなげる
ことができました。
また、これらを実施するうえで得たノウハウや情報を、フォー
ラム開催により南部地域全体で共有することができました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

商品開発や交流人口の拡大につながる地域住民や団体、事業者
等の事業により、地域住民等の相互交流や連携強化が図られ、
地域が活性化します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

採択した事業数

商品化やイベント化された数

フォーラムの参加者数

区分 指標名称

①

単位

件

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

3

8

-

3

3

60

事業費

国支出金

千円

980 1,894

980 1,894

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

南部地域の農業者や漁業者、商工業者、地域おこし協力隊などが連携し、地域資
源を活用した特産品開発や情報共有に取り組んでおり、想定どおり推移していま
す。埋もれている地域資源を掘り起こし、特産品を生み出したい人、形にできる
人などと連携を深めることで、成果の向上が見込めます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

689



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中山間地域資源利活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の中山間地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

地域資源を活用し、住民や地域、外部人材の知恵や新たな発想
により、地域の暮らしを支える雇用の場の創出や地域住民が相
互に支え合う仕組みの創出、地域特性を生かした都市農村交流
など、事業（活動）効果を生み出す取組を実施しました。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の経済循環創出による雇用の場の創出や、次世代の地域を
担う若者が活躍できるまちの再生に向けた仕組みを構築するこ
とで、持続可能な地域社会が構築されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

採択した事業数

商品化やイベント化、ブランド化がされた数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

3

3

事業費

国支出金

千円

1,701

1,701

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　地域に出向き丁寧な制度説明を行いながら、成果に結びつく事業を増やしてい
く必要があると考えています。また、活用不十分な地域があることや活用されて
いない地域資源が多くあることから、成果向上する余地はあると考えます。

　補助金事業等の成果を検証した上で、今後の方向性も含め、検討していくこと
としています。

まち・
ひと・しごと ●

690



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡地域ふるさとにぎわい創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度小郡総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の小郡地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

新山口駅を中心とした一帯を交流の核とし、地域経済の活性化
や交流人口の拡大などを目指す、小郡地域のふるさとにぎわい
計画「小郡がつながる・つなげるプロジェクト」を策定しまし
た。
また、本プロジェクトの実行に当たっての具体的な取組検討の
ため、先行事業に対する支援などを行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域活動に積極的に取り組まれ、地域のシビックプライドの醸
成が図られます。また、新たな交流や賑わいが創出され、交流
人口が拡大されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定・推進している計画数

（代）策定・推進している計画数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

596

596

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

小郡地域の団体等に意見を伺いつつ、小郡地域のふるさとにぎわい計画「小郡が
つながる・つなげるプロジェクト」を策定しました。今後、このプロジェクトを
進めてゆくことで、本地域の地域経済の活性化や交流人口の拡大等を図り、ひい
ては小郡地域における定住人口の維持につなげることができます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

秋穂地域ふるさとにぎわい創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度秋穂総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の秋穂地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

　「国民宿舎秋穂荘」や「道の駅あいお」を交流の核として、
地域資源の磨き上げや流通ルートの創出を進めながら、海洋交
流の新たな拠点整備についても検討を行うことで、地域全体と
して水産資源と人が行き交う海洋交流拠点づくりに向けたふる
さとにぎわい計画を策定しました。
　計画策定の中で、地域資源の流通ルート構築の方向性やプロ
モーションのあり方について、業者提案を受けました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の魅力が増すことで、交流人口が拡大し、地域ににぎわい
が生まれ、持続可能な地域社会が構築されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定・推進している計画数

（代）策定・推進している計画数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

1,890

1,890

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

秋穂地域の資源を活用し地域経済の活性化につなげるふるさとにぎわい計画「あ
いお海洋資源活用プロジェクト」を策定しました。　

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

692



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿知須地域ふるさとにぎわい創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度阿知須総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の阿知須地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

地域資源を活用した地域活性化につながる「ふるさとにぎわい
計画」を策定しました。
また、同計画の主要事業である道の駅「きらら　あじす」機能
強化推進事業の検討・実施に向け、道の駅「きらら　あじす」
での来場者アンケートを実施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の魅力が増すことで、交流人口が拡大し、地域ににぎわい
が生まれ、持続可能な地域社会が構築されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定・推進している計画数

（代）策定・推進している計画数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

486

486

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

阿知須地域の資源を活用した地域経済活性化につながるふるさとにぎわい計画　
「きらら・あじすプロジェクト」を策定しました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

693



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

徳地地域ふるさとにぎわい創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度徳地総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の徳地地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

地域資源を活用し、地域経済の活性化を目指す「徳地地域ふる
さとにぎわい計画」を策定しました。
また、地元住民により組織され、地場産品の市場調査と新商品
開発の取り組みを行う「徳地の地域資源活性化プロジェクト」
に対し、支援（補助金の交付）を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

「徳地の地域資源活性化プロジェクト」により、新商品や売り
出しのアイデアが生まれ、事業者同士の交流が行われました。
また、「徳地地域ふるさとにぎわい計画」の策定にあたり、総
合支所内、地域内の意見交流も活発になりました。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定・推進している計画数

（代）策定・推進している計画数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

564

564

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

徳地地域の資源を活用した「徳地地域ふるさとにぎわい計画」を策定しました。
この計画を実行することで、地域経済の活性化が図られます。

コスト削減の方法はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿東地域ふるさとにぎわい創出事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度阿東総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本市の阿東地域の住民を中心とした市民

手段（30年度の取り組み）

地域資源を活用した地域活性化につながる「ふるさとにぎわい
計画」を策定しました。
同計画に基づき、地域の農林水産物や歴史・文化などの地域資
源を活用した地場産品のブランド化・販売促進を通じた農商工
と観光を融合させた施策を展開することで、地域ににぎわいが
生まれます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域の魅力が増すことで、交流人口が拡大し、地域ににぎわい
が生まれ、持続可能な地域社会が構築されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定・推進している計画数

（代）策定・推進している計画数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

1

1

事業費

国支出金

千円

1,990

1,990

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

阿東地域の資源を活用し地域経済活性化につながる計画を策定しました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

自治会等支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民（自治会等）

手段（30年度の取り組み）

・自治会活動の参考資料となる自治会活動の手引きを作成・配
　布しました。
・社会貢献活動保険へ市負担で加入し、補償しました。
・自治会の中心的存在である山口市自治会連合会の活動に対し
　て補助を行いました。
・自治会等自治振興交付金　　交付対象者：自治会等
　自治会等が地域社会の維持・発展のために行う自主的かつ持
　続的な活動（地域振興・情報発信、環境美化・保全など、各
　種ニーズに対応した活動）に対し、支援しました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・自治会等の地縁によるコミュニティ団体が地域社会の維持・
発展のために行う自主的な活動を活発に行われます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

自治会等自治振興交付金の交付件数

社会貢献活動保険申請件数

総合的な地域活動を行っている(※）自治会等の割合

自治会等の加入率

区分 指標名称

①

単位

団体

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

769

15

84.2

77.8

768

16

82.3

75.9

767

8

77.9

74.9

事業費

国支出金

千円

3,204 2,375 117,065

3,204 2,375 118,823

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,758

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

自治会等の自主的な幅広い地域活動が展開されています。今後も引き続き、自治
会活動の重要性について周知・啓発を行うとともに、自治会活動を支える事業に
取り組むことで、成果の向上が見込まれます。

自治会等活動を活性化させるための側面的な支援であり、継続的に行うことが必
要です。

まち・
ひと・しごと ●

696



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市民活動支援センター管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・市民活動団体

手段（30年度の取り組み）

山口市市民活動支援センター「さぽらんて」の管理運営業務を
委託しました。
　（業務内容）
　・市民活動の普及啓発
　・市民活動団体設立・運営、法人化等市民活動上の課題・問
　　題など市民活動に関する幅広い分野についての総合相談
　・人材養成講座等の開催
　・市民活動の資金確保に関する情報提供及び活動拠点の提供
　・「さぽらんて」のホームページを開設し、情報収集や情報
　　発信
　・市民活動のネットワーク・施設管理運営
　・市民活動のノウハウを活用した地域活動への支援

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・市民が市民活動に関心を持ち積極的に参加されます。
・市民活動団体の組織が強化され、自立した活動を行われます
。
・市民活動団体の活動が円滑化、活性化します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

市民活動支援センターの開館日数

市民活動支援センターの講座開催回数（持ち込みイベン
ト件数）

地域活動や市民活動に年1回以上参加している市民の割合

ＮＰＯ法人の割合

区分 指標名称

①

単位

日

件

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

307

106

-

-

308

46

-

-

308

46

52.5

12.9

事業費

国支出金

千円

27,026 27,456 26,781

27,056 27,498 26,810

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

30 42 29

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

成果指標は横ばいの状況ですが、市民との協働によるまちづくりを進めるために
は、市民の参画手法の一つとして市民活動に対する支援は引き続き実施する必要
があります。時代とともに変遷するニーズにあわせた支援手法を検討していきま
す。

活動拠点の確保と専門的な相談・支援対応を図るため必要なコストです。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域の個性を活かす交付金事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 22 年度 ～ 　　 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域づくり協議会

手段（30年度の取り組み）

・地域づくり交付金　　交付対象者：地域づくり協議会
　地域づくり計画に基づき行われる地域振興、地域福祉、
　安心・安全、環境づくり、地域個性創出に関する地域主体の
　活動を、地域の実情に応じた制度の充実を図りながら支援し
　ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　地域づくりを担う自治会、子ども会、婦人会、ＰＴＡなどの
地域の各種団体が横断的に連携し、また、市民活動団体とも連
携しながら、地域における生活課題を統一的に考え、その解決
に向けた自主的な活動を活発に行います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域づくり交付金の交付件数

地域づくり協議会が実施した地域課題解決事業数

区分 指標名称

①

単位

件

事業数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

 

477

 

21

446

21

457

事業費

国支出金

千円

364,067 308,789 189,324

366,679 311,418 189,324

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,612 2,629

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地域づくり協議会が実施した課題解決事業数は横ばいですが、各地域で個性を活
かした事業が展開されていると認識しています。今後も将来にわたって住民によ
る自主的な取り組みが展開され、交付金によって課題解決ができた事業が増える
よう、地域の活動支援に取り組んでいきます。

地域コミュニティの自主的活動を支えていくために必要なコストです。

まち・
ひと・しごと ●

698



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口ゆめ花博地域支援事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

地域交流センターから山口ゆめ花博会場まで貸切バスを運行
し、交通手段を確保することが難しい高齢者等を主な対象とし
て、送迎を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口ゆめ花博来場のための交通手段を確保します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

バスの運行回数

乗車人数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

32

1,062

事業費

国支出金

千円

3,300

3,300

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

市民主体のまちづくり基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 153ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

地域交流センターから山口ゆめ花博会場まで貸切バスを運行したことで、交通手
段の確保が難しい高齢者等に、山口ゆめ花博来場のための交通手段を確保するこ
とができました。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-01 地域活動と市民活動の推進

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
行政

基本事業がめざす姿

市民活動や地域コミュニティ活動がしやすい環境が整っています。

基本事業の成果状況と評価

市民活動支援センターの利用者数

【協働推進課】

評

価

　市民活動支援センターの利用者数は、基準値に比べ4,131人減
少していますが、昨年度に比べると1,791人増加しています。引
き続き市民活動支援センターを中心に活動支援を行い、市民活
動の裾野を広げながら、新たなる公共を担える団体の育成に軸
足を置いた環境づくりに取り組んでまいります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 21,79223,58328,000

(向上)

目　標
達成度

(低)

評

価

地域交流センターの利用者数

【協働推進課】

　地域交流センターの利用者数は、基準値に比べ20,507人減少
しています。人口減少が進む中、地域交流センターを拠点とし
た地域コミュニティの創出は、益々重要となってくることから
、引き続き生涯学習、社会教育活動及び地域づくり活動の活性
化に取り組みます。また、地域交流センターが安心・安全、快
適に利用できるよう、バリアフリー、ユニバーサルデザインに
対応した整備、改修等を行ってまいります。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 532,671537,929512,164540,000

(低下)

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,481,589

基本事業　05-01-02 活動しやすい環境の整備

指
標
①

指
標
②

27,714
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

集会所管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部協働推進課、小郡総合支所地域振興課、
阿知須総合支所地域振興課、徳地総合支所地域振興課 

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・小郡地域住民（小郡、小郡南）
・阿知須地域住民（阿知須宝箱）
・徳地地域住民（徳地集会所）

手段（30年度の取り組み）

小郡、阿知須、徳地管内の集会所に係る管理運営について、組
織改編に伴う事業の移管により、各総合支所で行うこととしま
した。

●直営業務
　使用許可、使用料の徴収、光熱水費の支出、施設の修繕、
　管理人（委託先）との連絡調整

●委託業務
　火気点検、屋内外の清掃、戸締り、鍵の保管及び受け渡し

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域住民が連携・交流する場を確保することで、地域づくりや
人材育成が行われ、地域が活性化しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

修繕件数

不具合の件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16

0

14

0

22

0

事業費

国支出金

千円

6,209 5,738 4,277

6,635 6,148 4,678

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

426 410 401

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　小郡総合支所1,891千円、阿知須総合支所689千円、徳地総合支所2,098千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成３０年度から各総合支所（小郡、阿知須、徳地）において事業を行ってお
り、地区毎の集会所があることで、地域活動が維持、活発化され、成果が上がっ
ているものと考えます。

山口市公共施設等総合管理計画に基づき、引き続き適切な維持管理に努め、阿知
須地域、徳地地域については、民営化実施に向けて関係自治会との調整を進めて
います。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域環境整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度阿知須総合支所
地域振興課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

佐山地区及び阿知須地域住民の生活環境

手段（30年度の取り組み）

佐山地区自治連合会及び阿知須自治会連合会が主体となっ
て実施する交通安全対策、治安維持対策、青少年及び教育環境
対策、周辺環境の美化対策等の事業に対して補助しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

場外舟券販売所の立地に伴い悪化が懸念される生活環境を良好
に維持・改善します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

事業実施件数

（代）事業実施件数

人身事故発生件数（佐山地区及び阿知須地域）

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2

2

41

2

2

45

2

2

38

事業費

国支出金

千円

16,037 16,037 16,510

16,037 16,037 16,510

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 153ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

佐山地区自治連合会及び阿知須自治会連合会が本事業を有効に活用し、交通安全
対策・治安維持対策等に取り組まれており、生活環境の良好な維持・改善に寄与
しています。

現状ではコストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地域交流センター機能強化事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 　　 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域住民
地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

地域交流センター既存施設に対し、新しく駐車場を設けたり、
増改築工事等を行うことによって、施設の利便性向上を図りま
す。

●平成30年度は、平川地域交流センター第３駐車場の建設整備
工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域交流センター既存施設の増改築、造成工事等、機能強化を
図ります。
地域活動及び地域防災に資する機能を付加していくことによっ
て、地域住民が安心・安全、快適に施設を利用できるようにな
ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

増築面積

増築工事実施施設数

当該年度工事実施数

工事実施累計数

区分 指標名称

①

単位

㎡

施設

施設

施設

28年度実績 29年度実績 30年度実績

0

0

0

3

0

0

0

3

0

0

1

4

事業費

国支出金

千円

72 806 2,251

6,172 15,106 43,151

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

6,100 14,300 40,900財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　平成29年度から進めていた平川地域交流センター第３駐車場の整備を終えたこ
とで、成果は向上しています。今後とも、地域住民等施設利用者のニーズを把握
しながら、地域交流センターの機能強化を図っていくことが、地域づくり活動の
活性化に寄与し、成果の向上につながると考えます。

現在の地域交流センター用地での整備可能な面積、必要とする機能を考慮する
と、妥当なコストです。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

二島地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 25 年度 ～ 令和 02 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

二島地域住民 
二島地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

二島地域交流センターについて、新しい耐震基準を満たした施
設として建替整備を行います。

●造成工事を行いました。

●建設工事に着手し、電気・機械設備工事等、新設に係る工事
を進めています。　　　　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した二島地域交流センターを新しく建て替えます。
地域活動及び地域防災に資する拠点施設を整備することによっ
て、地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けるこ
とができるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2.3

0

7.2

0

54.7

0

事業費

国支出金

千円

84 1,778 1,291

5,484 53,778 401,791

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,400 52,000 400,500財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、建設工事に着手したことから工事進捗率が大幅に伸びています。
周辺環境整備も含め、計画的に事業を進めてまいります。

建設事業費については、計画どおり現状のまま妥当であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

徳地地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 04 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

徳地地域住民
徳地地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

徳地地域交流センターと徳地総合支所、徳地保健センター等と
の複合型拠点施設を整備します。

●平成30年度は、プロポーザルによる選定事業者の提案等を受
け、関係部局と協議、連携しながら、事業実施に係る具体的な
指針となる「徳地地域複合型拠点施設整備事業基本計画・設計
書」を策定しました。

●拠点施設整備予定地の造成設計に着手しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した徳地地域交流センターの建替整備を行うとともに、
徳地総合支所、保健センター等と合築することで、公共施設の
一元化に伴うサービスのワンストップ化を図ります。また、日
常生活機能が享受できる拠点施設を整備することで、地域住民
に対する賑わいと交流を生み出します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

0

0

1.7

0

事業費

国支出金

千円

11,792

15,792

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,000財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、施設整備に係る具体的な課題や条件を整理し、その対応策や発想
を示し、また、事業概念の確定、ボリュームの検討、事業費の概算等事業実施の
ための具体的な指針である基本計画・基本設計を策定したことから、計画は進ん
でいます。

総合支所等との合築であることから、諸室の機能を集約、共有化することで合理
的、効率的な施設利用を図ることができ、現段階においては、建設費用のコスト
削減、効率化の余地はあります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

小郡地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 令和 02 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小郡地域住民 
小郡地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

小郡地域交流センターについて、新しい耐震基準を満たした施
設として建替整備を行います。

●建設工事に着手し、電気・機械設備工事、エレベーター設置
等、新設に係る工事を進めています。

●旧館のアスベスト含有調査を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した小郡地域交流センターを新しく建て替えます。
地域活動及び地域防災に資する拠点施設を整備することによっ
て、地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けるこ
とができるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1.7

0

3.2

0

46.5

0

事業費

国支出金

千円

8 3,802 2,943

14,308 12,902 462,043

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

14,300 9,100 459,100財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、建設工事に着手したことから工事進捗率が大幅に伸びています。
周辺環境整備も含め、計画的に事業を進めてまいります。

建設事業費については、計画どおり現状のまま妥当であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

鋳銭司地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 令和 02 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

鋳銭司地域住民 
鋳銭司地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

鋳銭司地域交流センターについて、新しい耐震基準を満たした
施設として建替整備を行います。

●施設整備に係る用地取得を行いました。

●整備敷地の造成設計、造成工事を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した鋳銭司地域交流センターを新しく建て替えます。
地域活動及び地域防災に資する拠点施設を整備することによっ
て、地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けるこ
とができるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3.3

0

3.4

0

12.2

0

事業費

国支出金

千円

58 4 330

24,758 1,404 66,730

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

24,700 1,400 66,400財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、用地取得、造成設計を行いました。令和元年度中の完成を目途
に、計画的に事業を進めてまいります。

実施設計も終えており、事業費については妥当であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

佐山地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 26 年度 ～ 令和 01 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

佐山地域住民 
佐山地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

佐山地域交流センターについて、新しい耐震基準を満たした施
設として建替整備を行います。

●造成工事を行いました。

●建設工事に着手し、電気・機械設備工事等、新設に係る工事
を進めています。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した佐山地域交流センターを新しく建て替えます。
地域活動及び地域防災に資する拠点施設を整備することによっ
て、地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けるこ
とができるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

11.4

0

15.1

0

53.3

0

事業費

国支出金

千円

4 1,814 1,654

15,504 38,914 287,054

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

15,500 37,100 285,400財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、建設工事に着手したことから工事進捗率が大幅に伸びています。
周辺環境整備も含め、計画的に事業を進めてまいります。

建設事業費については、計画どおり現状のまま妥当であると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿知須地域交流センター建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 令和 04 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

阿知須地域住民
阿知須地域交流センター

手段（30年度の取り組み）

阿知須地域交流センターと阿知須総合支所との複合施設を建替
整備します。

●仮庁舎整備に係る設計を行いました。

●旧館のアスベスト含有調査を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した阿知須地域交流センターの建替整備を行うとともに
、阿知須総合支所等と合築することで、公共施設の一元化に伴
うサービスのワンストップ化を図ります。
地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けることの
できるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

0.4

0

1.1

0

事業費

国支出金

千円

7,763 1,401

7,763 1,401

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

現地建替えの計画から仮庁舎を整備する必要があり、その設計を行ったところで
す。今後は、具体的な諸室構成等を定め、基本計画、基本設計と段階を追って事
業を進めてまいります。

総合支所等との合築であることから、諸室の機能を集約、共有化することで合理
的、効率的な施設利用を図ることができ、現段階においては、建設費用のコスト
削減、効率化の余地はあります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

阿東地域交流センター篠生分館建設事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 令和 04 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

阿東篠生地域住民
阿東地域交流センター篠生分館

手段（30年度の取り組み）

阿東地域交流センター篠生分館について、新しい耐震基準を満
たした施設として建替整備を行います。また、利用者の利便性
向上及び民間との連携を図る観点から、JA山口県長門峡支所と
共同整備することとしています。

●施設整備対象地の測量を行いました。

●旧館のアスベスト含有調査を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化した阿東地域交流センター篠生分館を新しく建て替えま
す。
地域活動及び地域防災に資する拠点施設を整備することによっ
て、地域住民が将来にわたって豊かに、安心して住み続けるこ
とができるコミュニティの実現を目指します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0.7

0

事業費

国支出金

千円

2,989

2,989

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

地域交流センター費目 09

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

活動しやすい環境の整備基本事業 02

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成30年度は、測量等を実施し、地元との協議も行ったところです。今後も、計
画的に整備を進めてまいります。

施設整備にあたって、利用状況、利用率に鑑みた効率の良い施設配置、諸室構成
とする基本計画、設計を策定していくことによってコスト効率化の余地はありま
す。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　05 協働・行政

施策　05-01 地域活動と市民活動の推進

基本事業　05-01-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

20,711

712



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生涯活躍のまち構想推進事業（地域交流拠点の形成）

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

社会福祉法人
NPO法人
地域団体等

手段（30年度の取り組み）

市と県立大学とで共同設置した「アクティブシニア支援センタ
ー」において、県立大学のカリキュラムによる人材育成プログ
ラムを実施することで、地域交流拠点におけるコーディネータ
ー人材の育成とコーディネーターネットワークの形成を図りま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

東京圏等からのアクティブシニアの移住の受け皿となる窓口、
情報発信機能に加え、アクティビティ機能、継続的なケア機能
を備えた地域交流拠点を形成します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

アクティブシニア支援センターにおける人材育成プログ
ラム数

コーディネーター人材の育成人数

地域交流拠点機能を有する団体数

区分 指標名称

①

単位

回

人

団体

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

28

9

5

9

0

5

事業費

国支出金

千円

2,591 3,358

5,182 6,716

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,591 3,358

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

県立大学のカリキュラムによる人材育成プログラムを実施することで、東京圏等
からのアクティブシニアの移住の受け皿となる窓口や情報発信機能に加え、アク
ティビティ機能、継続的なケア機能を備えた地域交流拠点の形成が見込まれま
す。

本市の発展における必要性、国・県の動向を注視しながら、費用対効果を踏ま
え、適切に行っていきます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

やまぐち定住実現プロモーション事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民及び本市への移住希望者

手段（30年度の取り組み）

東京、大阪といった大都市圏で開催されたフェアやセミナーに
参加したほか、山口県央連携都市圏域の7市町の共催で、東京に
おいて移住フェア「やまぐちと津和野のんびりLife」を開催し
ました。
また、実際に本市を訪ねていただき、魅力を体験していただく
ツアーを開催し、阿東地域でのツアーには7組10人、市中心部で
のツアーには3組10人の参加がありました。
このほか、移住用ウェブサイトやＳＮＳを活用した情報発信を
行ったほか、移住情報ガイドブックを1000部印刷し、フェアや
セミナーで配布しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本市の魅力を情報発信することで、本市への移住の関心を高め
ます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

情報発信媒体数

ＵＪＩターン相談件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

5

294

5

306

5

330

事業費

国支出金

千円

4,677 6,372 4,666

4,677 6,372 6,795

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,129

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

国の主導により地方への移住が進められる中で、移住相談件数が28年度、29年度
に続き、30年度についても伸びていることなどから、地方移住への高い関心が続
いています。今後も、県や県内他市町と連携を図りながら、情報発信（フェアや
セミナーの開催など）を行うなど、さらに、プロモーションを充実することで移
住・定住の促進が図られると考えます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●

714



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

定住促進事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 平成 30 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

南部地域の住民を中心とした市民 

手段（30年度の取り組み）

第二次山口市総合計画を上位計画とし、南部地域の農山漁村エ
リアの移住・定住に眼差しをあてた諸施策を進めるプランを策
定しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

南部地域の農山漁村エリアを中心に、地域の魅力発信につなが
る交流人口の拡大と農水産業を中心とした地域経済の活性化に
より、移住・定住が促進されます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

策定ワーキンググループ開催回数

計画策定進捗率  

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

2

100

事業費

国支出金

千円

638

638

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

進行管理が適切に行われています。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

空き家活用コンペティション事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 　　 年度地域生活部
定住促進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民及び本市で交流事業を実施希望の人

手段（30年度の取り組み）

空き家を新たな交流を作り出す場として活用するとともに、こ
うした交流を生み出せる人材の発掘を行い、地域の活性化及び
移住定住の促進を図るために、「空き家×交流」をテーマとし
たアイディアコンペティションを実施しました。
コンペティションには6件の応募があり、1次、2次審査を経て選
ばれた優秀賞受賞者2件に対して、事業を実現するための空き家
の改修事業及び交流事業の実施に対する補助を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新たな人材を発掘し、新たな交流を生み出すことで、本市への
移住定住を促します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

応募作品数

実施した交流事業に参加した人数

区分 指標名称

①

単位

件

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

3

270

6

186

事業費

国支出金

千円

2,031 3,191

3,031 3,191

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,000

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

遊休資産である空き家を利活用して、地域活性化に資する事業を提案・実践でき
る人材を発掘する事業です。「交流の創出」や「地域課題の解決」等に繋がる事
業に、新たな人材が地域を巻き込んでモデル的に取組むことにより、地域活性化
を担う人材の創出を図るとともに、取組みの内容を地域の魅力として発信するこ
とにより、移住定住の促進を図ることができると考えます。

コンペティション提案事業への賛同者に寄付を募る等、事業費の拠出を広く求め
る仕組みの構築を行うことが考えられます。

まち・
ひと・しごと ●

716



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

協働のまちづくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度地域生活部
協働推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民・地域活動団体・市民活動団体・事業者・市（行政、職員
）

手段（30年度の取り組み）

山口市の協働によるまちづくりを着実に推進するために、「山
口市協働のまちづくり条例」の運用管理と、第２次協働推進プ
ランの進行管理を行いました。
・広報活動（講演会、市報、ＨＰ等の活用、パンフレット作　
成、出前講座等）
・協働推進体制の確立（庁内体制整備と地域交流センターを中
心とした地域づくり支援）
・協働推進施策の研究（全庁的な調査研究）
・地域づくり協議会及び地域づくり交付金のあり方についての
検討委員会の立ち上げ。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民と行政が協働を共通理解し、市民と行政がお互いの役割や
特性を認識・尊重しつつ、協働してまちづくりを行います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座・説明会開催件数（職員向け含む）

協働のまちづくり推進委員会開催回数

地域活動や市民活動に年1回以上参加している市民の割合

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

32

2

-

 

43

3

-

30

3

52.5

事業費

国支出金

千円

739 950 2,481

739 950 2,481

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

コミュニティ推進費目 08

協働・行政政策 05

地域活動と市民活動の推進施策 01

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 151ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

協働によるまちづくりは、市民、行政内部双方の意識改革を平行して実施し、将
来にわたって継続することで、徐々に多くの市民に意識を拡大していく必要があ
ります。市民だけでなく、職員も協働によるまちづくりの必要性を意識し、行動
する必要があります。引き続き着実な成果につながるよう、取り組んでいきま
す。

協働によるまちづくりを市全体で理解し、実践していくには時間や労力が必要と
なるため、継続的に行うことが必要です。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　05 協働・行政

施　策　の　構　成

施策　05-02 市民参画によるまちづくり

基本事業　05-02-01 市民との情報共有化の推進

基本事業　05-02-02 市民の声が届く広聴の推進

基本事業　05-02-99 施策の総合推進

　地方分権が進み、国や県の関与が縮小する中で、市町村などの自治体は、住民と一緒になって自らのまちにあ
ったまちづくりを責任を持って行うことが求められています。
　質、量ともに変化し、個別、多様化する市民ニーズに、行政サービスだけで対応し続けることには困難が予想
されます。
　市民と行政がまちづくりの目標を共有し、それぞれが役割を果たすことで、まちづくりを効果的に進めていく
必要があります。
　平成２１年４月に施行された「山口市協働のまちづくり条例」に市民参画、市民及び市がそれぞれの役割と責
任を理解しまちづくりを進めることや様々な情報の共有が謳われており、これに基づき協働のまちづくりを進め
ます。
　また、地域活動、市民活動、企業の社会貢献活動などにみられる自治意識の動きを更に高め、市民と行政が協
力し合い、住民自治のまちづくりを進めていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.92 2.94

3.52 3.45

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　05 協働・行政

施策　05-02 市民参画によるまちづくり

施策のプロフィール

施策の対象

市民
行政

施策がめざす姿

まちづくりに対する市民の参加意欲を高める市政運営や仕組みづくりが進んでいます。

施策の成果状況と評価

まちづくりや市民参画の活動に参加している市民の割合

【総合政策部　政策管理室】

評

価

　まちづくりや市民参画の活動に参加している市民の割合は、
平成29年度と比較して、2.3ポイント増加しています。
　今後も「山口市協働のまちづくり条例」の理念に基づき、市
民が主体的に参加・参画できる環境やしくみをつくるとともに
、各地域づくり協議会を主体とした協働のまちづくりを支援し
、市民と行政の協働を進めます。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 22.7 22.7 25.0 26.0

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

市政に市民の声が反映されていると思う市民の割合

【総合政策部　政策管理室】

　市政に市民の声が反映されていると思う市民の割合は、昨年
に比べ、増加しています。
　今後も「パブリックコメント」や「各種審議会」、「移動市
長室（やまぐち車座トーク21）など様々な機会をとらえ、住民
の意見を反映させるための取組を進めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 29.5 29.5 42.1 33.0

(向上)

(高)

施策のコスト（千円）

H30

90,752

指
標
①

指
標
②
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政策　05 協働・行政

施策　05-02 市民参画によるまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
行政

基本事業がめざす姿

行政情報が的確かつ十分に市民に伝わり、情報を共有しています。

基本事業の成果状況と評価

行政の情報が十分に伝わっていると思う市民の割合

【広報広聴課】

評

価

　行政の情報が十分に伝わっていると思う市民の割合は、平成2
9年度の86.3％から83.8％へ2.5ポイント低下しました。
　今後、市報やウェブサイト、市政番組等から、ターゲットを
踏まえた最適な広報媒体を活用して、積極的な情報発信を行っ
てまいることで満足度の向上に取り組んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 86.3 83.8 88.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

市政情報を伝える媒体・手段数

【広報広聴課】

　市政情報を伝える媒体・手段数は平成29年度と変わりありま
せん。
　今後、市民の皆様へ市政情報がより伝わるよう、既存の媒体
・手段での取り組みを充実させながら、効果的な媒体・手段の
導入について検討を進めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

個 9 9 9 10

(横ばい)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

86,075

基本事業　05-02-01 市民との情報共有化の推進

指
標
①

指
標
②

86.3
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市公式ウェブサイト運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
広報広聴課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民等

手段（30年度の取り組み）

市公式ウェブサイトで、積極的な情報発信等を行いました。
・暮らしや政策、観光に関する情報などを積極的に公開
・動画やＳＮＳとの連携による情報発信の強化
・問合せ機能やアンケート機能により、市民等からの意見など
を収集
・アクセシビリティ等の向上

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市公式ウェブサイトにより、タイムリーで、十分な情報を知る
ことができます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

ページの延べ更新回数

市政に関する情報を得ている市民の割合（山口市公式ウ
ェブサイト）

市公式ウェブサイトで情報を得ている市民等の数

区分 指標名称

①

単位

回

％

数

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8,295

7.5

705,529

8,201

9.6

551,908

7,447

12.8

541,690

事業費

国支出金

千円

28,123 3,122 2,712

28,123 3,500 3,500

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

広報費目 03

協働・行政政策 05

市民参画によるまちづくり施策 02

市民との情報共有化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

378 788

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

「市政に関する情報をウェブサイトから得ている市民の割合」は、各種申請・手
続案内専用のサイトや高齢者向けサイト等を分かりやすいものにするとともに積
極的な情報発信をしたこと等により、やや上昇しています。今後も、映像・動画
を活用するとともに、ＳＮＳとの連携によるウェブサイトへの誘導等で利便性を
更に向上させることにより、成果が向上する余地があると考えます。

アクセシビリティにも配慮するため、品質の維持・向上を図る経費が必要です。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

県央連携都市圏域情報発信事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度総合政策部
広報広聴課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、山口県央連携都市圏域の住民

手段（30年度の取り組み）

山口県央連携都市圏域の7市町の職員で構成する「圏域情報発信
プロジェクトチーム」で協議しながら、以下の手法により圏域
情報を発信し、圏域内の新たな交流･対流や経済循環の創出を図
りました。
・地域情報紙による圏域情報の発信
・新山口駅南北自由通路のデジタルサイネージ（９面）による
圏域情報の発信
・７市町それぞれの広報紙による情報発信

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口県央連携都市圏域内における交流・対流や経済循環が活性
化しています

活動状況、成果状況、事業費の推移

圏域情報発信媒体数

圏域情報発信回数

区分 指標名称

①

単位

件

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

4

76

事業費

国支出金

千円

5,732

10,582

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

広報費目 03

協働・行政政策 05

市民参画によるまちづくり施策 02

市民との情報共有化の推進基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,850

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

各市町の広報紙や地域情報紙等を活用した情報発信により、圏域内の住民の交流
促進が図れていますが、今後、圏域外への情報発信を強化することで、さらなる
成果の向上が見込めます。

県央連携都市圏域の一体感醸成及び交流促進を図るためには、現状の手段が適切
です。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-02 市民参画によるまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
行政

基本事業がめざす姿

市民が行政に意見を伝える場が十分にあります。

基本事業の成果状況と評価

市に意見を伝える手段や場が身近にあると思う市民の割合

【広報広聴課】

評

価

　市に意見を伝える手段や場が身近にあると思う市民の割合は
、平成29年度と比較して0.3ポイント減少しています。
　今後、指標値の向上を目指し、個人からの「市長への手紙」
やメールによる「市へのご意見」、地域・団体等からの「要望
・陳情」などの個別広聴や移動市長室などの集会広聴、あるい
は「パブリックコメント」や各種審議会などを通じ、市民の声
を市政に反映し、協働によるまちづくりの更なる推進に取り組
んでいきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 68.2 67.9 72.0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

市民の意見を収集する媒体・手段数

【広報広聴課】

　市民の意見を収集する媒体・手段数は、平成29年度と変わり
ありません。今後も既存の媒体・手段の充実に取り組む他、必
要に応じて新たな媒体・手段の導入について検討を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

個 11 11 11 12

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

793

基本事業　05-02-02 市民の声が届く広聴の推進

指
標
①

指
標
②

68.2

724



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

移動市長室運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
広報広聴課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

市長が地域等に出向き、市政に対する意見等を直接市長に提言
できる場を設けました。
また、幅広い層の方々が参加しやすい開催に努めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の持っている意見等を直接市長に言う機会があります。
市政への関心が深まります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

移動市長室の開催回数

移動市長室の参加者数

市政への関心が深まった参加者の割合

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

959

68

21

1,319

70

21

985

71

事業費

国支出金

千円

49 89 45

49 89 45

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

広報費目 03

協働・行政政策 05

市民参画によるまちづくり施策 02

市民の声が届く広聴の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項 「歳入歳出決算書」では、「広報活動関係費」の名称で掲載しています。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　幅広い年代の市民の皆様の参加が可能となるよう、平日夜間と土曜日に開催し
ています。
　今後、更に多くの方の参加につながるよう開催日時の設定や、周知の方法を検
討することで、成果向上の余地があると考えます。

　経費は消耗品程度であり、削減は難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市民と一緒に広報広聴推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度総合政策部
広報広聴課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

●大学生による地域の魅力・情報発信事業
　市内の大学生に協力していただき、若者ならではの視点によ
り、本市及び県央連携都市圏域の魅力を発信しました。
・市政番組の企画・制作
・学生広報サポーターによる広報活動

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市政に対する関心を高め、まちづくり活動や市政へ参画したい
と考える市民が増えています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

参画した学生の人数

学生による情報発信数

区分 指標名称

①

単位

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

9

43

事業費

国支出金

千円

119

119

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

広報費目 03

協働・行政政策 05

市民参画によるまちづくり施策 02

市民の声が届く広聴の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

若者の目線により情報発信をすることで、若い世代に山口市について関心を持っ
ていただくとともに、就職後も様々な形で本市に関わっていただく関係人口を増
やす効果も期待しています。今後とも、大学と連携して、継続的に実施すること
で成果が向上する余地があります。

放送新聞等広報事業や市報やまぐち発行業務等の既存の事業に大学生を参画させ
ることにより、事業の効率化を図ることができます。

まち・
ひと・しごと ●

726



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

727



政策　05 協働・行政

施策　05-02 市民参画によるまちづくり

基本事業　05-02-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

3,884

728



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

大学連携推進事業（プロジェクト型課題解決研究）

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内大学
企業

手段（30年度の取り組み）

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）と連携し
た人材還流や人的資本創出の展開を図りました。
山口大学と連携し、プロジェクト型課題解決研究に取り組むこ
ととしており、平成30年度は観光関連事業や伝統産業事業な　
ど、９件の課題解決に取り組みました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大学との人的・知的資源の交流及び連携により、地域の課題解
決や教育・文化の振興、観光・教育政策の研究、人材育成、地
域福祉の向上、地域づくり、産業の振興を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

包括的連携・協力協定に基づく連携事業数

大学との連携により市の行政課題が解決された数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

23

10

23

10

20

9

事業費

国支出金

千円

13,765 2,523 155

13,765 2,523 155

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

市民参画によるまちづくり施策 02

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

大学や民間が持っている高度な専門知識やノウハウを活用した事業展開を図って
おり、引き続き大学等との連携により、市の行政課題の解決が見込まれます。

大学と連携した人材育成は、地元大学との連携体制の構築が重要となってくるこ
とから、事業の費用対効果を踏まえた取組みを進めていく必要があります。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　05 協働・行政

施　策　の　構　成

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業　05-03-01 人権意識の向上

基本事業　05-03-02 人権擁護の啓発・推進

基本事業　05-03-03 男女共同参画の推進

基本事業　05-03-99 施策の総合推進

　社会情勢の変化などに伴い、人権問題も複雑・多様化してきており、地域に密着したきめ細かい人権施策の推
進が求められています。
　市に寄せられる人権に関する相談の内容も多岐に渡っており、差別や人権侵害はどこでも起こりうる身近な問
題となっています。
　こうした中、平成23年に策定した「山口市人権推進指針」につきまして、平成28年9月に実施した「人権に関
する市民意識調査」の結果を踏まえ、「人権施策推進審議会」の審議に基づき、平成30年3月に改訂をしました
。この指針に基づき「市民一人ひとりの人権が尊重されたまち」の実現のため、取組を進めていきたいと考えて
います。
　また、本市では、平成20年3月に「山口市男女共同参画基本計画」を、平成25年3月には「山口市男女共同参画
基本計画 後期行動計画」を、そして平成26年3月には「山口市男女共同参画推進条例」を策定し、男女共同参画
社会の実現を目指した取組を進めてきました。
　しかしながら、ライフスタイルや世帯構造の変化などにより、女性を取り巻く環境は大きく変化していること
から、平成30年3月に「第2次山口市男女共同参画基本計画」を策定しました。この計画に基づき、男女共同参画
のより一層の推進を図っていきたいと考えています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.94 2.95

3.37 3.39

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　05 協働・行政

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

一人ひとりの人権が大切にされるとともに、職場・家庭・地域における男女共同参画が一
層進み、地域社会の創造性が高まり、働き方等も多様化しています。

施策の成果状況と評価

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

評

価

　男女共同参画が実現されていると思う市民の割合は、基準値
と比較し、2.5ポイント増加しています。
　今後も第2次山口市男女共同参画基本計画に掲げる諸施策を着
実に実施し、男女が社会のあらゆる分野で平等に参画する男女
共同参画社会の実現に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 50.3 50.3 52.8 65.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

人権が尊重されているまちであると思う市民の割合

【地域生活部　政策管理室】

　人権が尊重されているまちであると思う市民の割合は、基準
値と比較して、0.6ポイント増加しています。
　今後も、市民・学校・地域・企業等と連携強化を図りながら
、多様な人権課題の正しい理解と人権意識の高揚に向けて、引
き続き人権教育・啓発活動に取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 67.8 67.8 68.4 75.0

(横ばい)

(低)

施策のコスト（千円）

H30

41,441

指
標
①

指
標
②
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政策　05 協働・行政

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民、事業所

基本事業がめざす姿

市民一人ひとりがしっかりと人権尊重の意識を持っています。

基本事業の成果状況と評価

人権が侵害されたことがあると思う市民の割合

【人権推進課】

評

価

　人権が侵害されたことがあると思う市民の割合は、基準値に
比べ0.9ポイント増加しています。
　「人権が侵害されたことがある」と回答した人の主な内容と
しては、「あらぬ噂」51.5％、「職場での不当な待遇等」34.7
％、「名誉・信用の侵害」29.1％（複数回答有り）となってお
り、地域社会における人間関係の希薄化や職場における人権教
育の不足が原因と考えられます。今後も地域社会や職場におけ
る人権教育・啓発を重点的に推進します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 19.1 20.0 15.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

評

価

人権学習講座を自分から受講した人の割合

【人権推進課】

　人権学習講座を自分から受講した人の割合は、基準値に比べ4
.1ポイント増加しています。
　引き続き、市報やホームページなどの広報媒体を活用した周
知に努めるとともに、より自分から受講したいと思う内容の講
座を計画し、市民の受講意欲を高めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 51.7 51.7 55.8 58.0

(向上)

(中)

評

価

人権尊重の理解を深めた講座受講者割合

【人権推進課】

　人権尊重の理解を深めた講座受講者割合は基準値に比べ5.8ポ
イント増加しています。講座単位では、9割以上の受講者が理解
を深めたと回答した講座もある一方で、理解を深めたと回答し
た受講者が5割未満となっている講座もあり、講座内容によって
理解度に差があることから、講座内容を見直し、受講者の理解
度を高めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.7 80.7 86.5 88.0

(向上)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

17,189

基本事業　05-03-01 人権意識の向上

指
標
①

指
標
②

指
標
③

19.1
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

山口隣保館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
山口隣保館

手段（30年度の取り組み）

●隣保事業を実施しました。
・各種相談事業・啓発広報活動事業・地域交流事業（各種教室
の開催、各種行事の実施、ｻｰｸﾙ活動の実施、人権学習や子育て
支援のための各種講座の開催）・館施設の貸出（人権学習の
場、地域交流の場として貸し館実施）
●利用者の施設使用が円滑安全に行われるように、建物の維持
管理を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　隣保館の利用者が増加することで、地域住民の生活改善及び
向上、地域交流、人権問題の速やかな解決が行われます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

交流講座開催数

「ふしの会館だより」の発行部数

山口隣保館利用者数

施設維持管理上の不具合トラブル件数

区分 指標名称

①

単位

回

部

人

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

158

19,716

17,551

0

167

22,467

17,802

0

178

21,846

19,864

0

事業費

国支出金

千円

5,997 9,477 534

57,810 102,830 6,501

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

隣保館費目 08

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

人権意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

16,006 82,348 4,872

34,500 9,900

1,307 1,105 1,095

財源内訳

（歳入歳出決算書 193ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設の維持管理上の不具合、トラブルもなく、隣保事業も順調に実施できていま
す。また、利用者が施設を安全に利用することで、隣保事業を順調に実施するこ
とができています。

隣保事業であるため、コストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと

733



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

陶隣保館管理運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
陶隣保館

手段（30年度の取り組み）

●隣保事業等を実施しました。
・各種相談事業・啓発広報活動事業・各種教室、行事、大会の
開催・貸し館事業（人権学習の場、地域交流の場として貸し館
実施）・放課後児童クラブの開設
●利用者の施設使用が円滑安全に行われるように、建物の維持
管理を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・隣保館の利用者が増加することで、地域住民の生活改善及び
向上、地域交流、人権問題の速やかな解決が行われます。
・就労等により保護者が昼間家庭にいない児童を対象に「たけ
のこ学級」を開設し、児童の健全な育成を行うことができます
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

広報紙回覧配布数

各種講座、教室、行事、大会開催回数、児童クラブの利
用回数

陶隣保館年間利用者数

陶隣保館での児童クラブ入所者数

区分 指標名称

①

単位

部

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

760

6,562

21

-

680

5,863

23

2,784

701

6,793

24

事業費

国支出金

千円

702 40,826

23,334 218,340 9,331

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

民生費款 03

社会福祉費項 01

隣保館費目 08

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

人権意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,443 98,376 8,767

13,600 78,600

589 538 564

財源内訳

（歳入歳出決算書 193ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

利用者が施設を安全に利用することで、隣保事業を順調に実施することができて
います。

隣保事業であるため、コストを削減する新たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと

734



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

人権啓発・学習講座開催等事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

１．広く市民を対象に人権問題について理解を深めるため講演
会を開催しました。
　①山口市人権ふれあいフェスティバル
　②山口市人権学習講座
２．人権についての自主的な学習会を支援するため、地域交流
センター、学校、事業所等の身近な場所に講師を派遣しまし　
た。
３．人権に関する啓発資料の作成・配布並びに啓発教材の購入
・貸出をしました。
４．児童生徒による人権啓発ポスターの募集を行い、啓発活動
に活用しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人権尊重についての理解を深めます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

講演・講座の開催回数

講師派遣回数

市人権学習講座受講者が人権について理解を深めたと思
う割合

講演・講座への参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

4

-

-

18

3

80.7

885

17

2

86.5

1,063

事業費

国支出金

千円

1,173 980 935

1,627 1,434 1,357

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

人権推進費目 04

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

人権意識の向上基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

454 454 422

財源内訳

（歳入歳出決算書 303ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

講座・講演会の参加者の増加により、市民の人権意識の向上を図ることができま
す。

市民に対し人権意識の向上を図るため、講座・講演会の開催や講師派遣に要する
コストであり、削減は困難です。

まち・
ひと・しごと ●

735



政策　05 協働・行政

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民の人権に関する悩みや不安が軽減しています。

基本事業の成果状況と評価

人権が侵害されたことがあると思う市民が、第三者に相談した割
合

【人権推進課】

評

価

　人権が侵害されたことがあると思う市民が、第三者に相談し
た割合は、基準値に比べ2.9ポイント減少しました。
　「相談した」と回答した人の相談先（複数回答有り）として
は、「友人・職場の同僚や上司」23.6％、「親・配偶者・兄弟
・子供や親戚」23.1％の順に多く、「法務局や人権擁護委員」
は2.3％と少ない状況です。身近に法務局等の相談窓口があるこ
とを広く市民に周知し、相談しやすい環境づくりに努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 46.6 43.7 49.7

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,810

基本事業　05-03-02 人権擁護の啓発・推進

指
標
① 46.6

736



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

人権学習推進組織等運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、人権教育推進委員、企業・職場、地区人権学習推進組織
、幼・小・中ＰＴＡ、婦人会

手段（30年度の取り組み）

１．人権教育を総合的かつ効果的に推進するための組織として
設置した、人権教育推進委員会の委員を対象に人権教育の推進
に関する研修会や会議を開催しました。
２．市企業・職場人権学習連絡協議会が実施する研修会等の事
業を支援しました。
３．地区人権学習推進組織や社会教育関係団体へ、人権に関す
る学習機会や情報の提供を図るために人権学習活動を委託しま
した。
　①地区人権学習推進活動委託事業　30千円×21団体
　②ＰＴＡ人権学習研修活動委託事業 6千円×60団体　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人権意識が向上します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

人権教育推進委員として委嘱した人数

地区人権学習推進活動並びにPTA人権学習研修活動を委託
依頼する組織数

人権教育推進委員が研修会等へ参加した人数

区分 指標名称

①

単位

人

組織

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

42

81

55

42

81

48

42

81

57

事業費

国支出金

千円

1,317 1,242 1,316

1,317 1,242 1,316

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

人権推進費目 04

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

人権擁護の啓発・推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 303ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

家庭、学校、地域社会、職場などでの人権学習を推進することにより、市民の人
権意識の向上を図っています。

すでに人権教育推進委員や社会教育団体、学校等と連携を図りながら、効率化を
進めており、さらなるコスト削減の余地はありません。

まち・
ひと・しごと

737



政策　05 協働・行政

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民、事業所

基本事業がめざす姿

男女共同参画意識が定着し、男女が社会のあらゆる分野で平等に参画しています。

基本事業の成果状況と評価

審議会等の女性委員登用率

【人権推進課】

評

価

　審議会等の女性委員登用率は、基準値に比べ増加していま
す。審議会等の新設時や改選時等の機会を通じて、積極的な女
性委員登用に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 24.8 26.6 35.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

12,250

基本事業　05-03-03 男女共同参画の推進

指
標
① 23.9

738



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

男女共同参画基本計画策定・推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市民団体、事業所 

手段（30年度の取り組み）

○第2次山口市男女共同参画基本計画（計画期間：平成30～令和
4年度）に基づき施策を展開し、進行管理を実施しました。
○山口市男女共同参画推進審議会の開催（年1回）
○山口市男女共同参画推進本部会議の開催（年1回）
○情報誌「live（ライブ）」の発行（年1回全戸配布）
○啓発リーフレットの作成、配布(小中学生向け等)
○地域の男女共同参画活動団体との連携を図り、啓発事業を実
施しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

男女共同参画に関する理解が深まります。
男女共同参画の視点をもって活動しています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

啓発リーフレット作成部数

情報誌「live」の発行部数

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合

区分 指標名称

①

単位

部

部

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3,800

75,400

56.4

3,790

75,300

50.3

3,700

75,000

52.8

事業費

国支出金

千円

2,319 1,890 1,329

2,319 1,890 1,329

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

男女共同参画の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

男女共同参画社会の実現に向けて、第2次山口市男女共同参画基本計画に基づ　
き、各所属において取組みを実施していますが、目標値に達していないものもあ
ります。

推進体制づくりと計画の進行管理、及び市民、市民団体、事業所への啓発を行う
ためのコストであり、削減できません。

まち・
ひと・しごと ●

739



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

男女共同参画センター運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度地域生活部
人権推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市民団体、事業所 

手段（30年度の取り組み）

男女共同参画社会の実現を目指し、市民や活動団体等が主体と
なって幅広く活動できる拠点施設「山口市男女共同参画センタ
ー」の運営を行いました。
○学習機会の提供：男女共同参画に関する各種講座の開催（地
域交流センターにおいても開催）、センターフェスティバルの
開催
○情報の収集、発信：ｾﾝﾀｰだよりの発行、ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの更　
新、図書・ﾋﾞﾃﾞｵの貸出　　
○相談対応：婦人相談員によるＤＶ被害や様々な悩みごとに関
する相談対応（電話・面接）
　　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

男女共同参画に対する関心が高まります。
男女共同参画センターを拠点として、男女共同参画の活動が活
発化します。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

講座、イベント、研修会等開催回数

講座、イベント、研修会等の参加者数

区分 指標名称

①

単位

回

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

26

891

29

841

32

990

事業費

国支出金

千円

10,126 9,752 9,821

11,142 10,743 10,774

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

男女共同参画の推進基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

665 673 673

351 318 280

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

男女共同参画講座やセンターフェスティバルの開催、相談業務、情報の収集・提
供、交流の支援など、男女共同参画を推進していますが、さらに多くの人に参加
していただく必要があります。様々な媒体を活用してセンター事業の周知を図る
とともに、講座内容の工夫や地域に出向いて講座を開催するなど男女共同参画の
裾野を広げていきます。

男女共同参画の自主的活動の拠点施設として、市民活動団体等と連携して運営を
行っています。今後の男女共同参画センターの運営のあり方を検討する中で指定
管理者制度についても検討していきます。

まち・
ひと・しごと ●
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政策　05 協働・行政

施策　05-03 自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり

基本事業　05-03-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

8,192

742



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

教育集会所管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部人権推進課、徳地地域交流センター

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

教育集会所

手段（30年度の取り組み）

○教育集会所の修繕、補修を行いました。

　教育集会所は、同和対策事業の一環として、地域住民の教育
水準の向上・福祉の増進を目的として設置したものです。市所
有の３箇所について、日常の維持管理を地元自治会へ委託して
います。山口市民間化推進実行計画に基づき、地元自治会の同
意を得られたものから移管します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域住民の地域活動拠点として適正な維持管理を行います。

活動状況、成果状況、事業費の推移

修繕補修回数

教育集会所の維持管理上の不具合トラブル件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

0

4

0

4

0

事業費

国支出金

千円

5,145 3,752 345

5,145 3,752 345

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

教育費款 10

社会教育費項 05

人権推進費目 04

協働・行政政策 05

自分らしく活躍できる人権を尊重するまちづくり施策 03

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 303ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　人権推進課83千円、徳地総合支所262千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　地元自治会が地区の集会所として活用されており、地区の拠点施設としての役
割を果たしています。
　地域の活用により成果向上の余地はあると考えます。

「山口市民営化推進実行計画」において民間化を推進する事業として位置づけて
おり、地元自治会との協議完了後、譲渡する方向で調整します。将来的には、維
持管理にかかるコストを削減することは可能です。

まち・
ひと・しごと
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　05 協働・行政

施　策　の　構　成

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業　05-04-01 効果的な行政経営システムの確立

基本事業　05-04-02 健全な財政運営の推進

基本事業　05-04-03 効果的な組織体制の充実

基本事業　05-04-99 施策の総合推進

　自治体の財政状況の悪化や市民参画意識の高まりなどを背景に、行政運営や公共事業のあり方、進め方に対す
る市民の批判や関心が高まっています。
　少子高齢化の進展や社会の成熟化に伴い、行政サービスに対する市民のニーズが高度化、多様化してきていま
す。
　本市の行政経営システムについては、制度として概ね確立されつつあり、成果を意識した政策の重点化や事業
の立案等の能力は向上しつつありますが、本来の目的である成果の観点からの資源配分が十分に機能発揮できて
いるとは言い難い状況にあります。
　こうした中、市民から信頼される計画的かつ健全な行政経営を目指し、引き続き行政経営システムの全庁的な
浸透を図っていくとともに、「財政運営健全化計画」「行政改革大綱推進計画」に基づき、持続可能な財政基盤
の確立や限られた行政資源(予算・公有財産・職員)の有効活用を目指していきます。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.88 2.90

3.53 3.56

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

施策のプロフィール

施策の対象

行政経営
行政資源

施策がめざす姿

行政資源が的確に配分・活用され、行政経営が計画的かつ健全に行われています。

施策の成果状況と評価

公共施設が利用しやすいと思う市民の割合

【総合政策部　政策管理室】

評

価

　公共施設が利用しやすいと思う市民の割合は、平成29年度と
比較して、1.2ポイント増加しています。
　今後も、計画的かつ健全な行政経営を進め、バリアフリーや
利用しやすい雰囲気づくりなど、市民全員が親しみやすく利用
しやすい公共施設を目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 56.9 56.9 58.1 60.0

(向上)

目　標
達成度

(中)

施策のコスト（千円）

H30

24,047,920

指
標
①
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政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

行政経営

基本事業がめざす姿

客観的な指標等によって成果が測られ、成果に基づき効果的な経営判断が行われています
。また、ＩＣＴの活用により、事務事業が効率的・効果的に推進されています。

基本事業の成果状況と評価

行政情報化で効率化が図られたと思う職員割合

【情報管理課】

評

価

　平成３０年度は基準値及び前年度と同率、横ばいであり、業
務上のＩＣＴの利活用が常態化し、効率化を実感する機会が少
ないことが要因であると考えています。
　今後、ＡＩやＲＰＡなどの新たなデジタル技術の導入による
事務の一層の効率化を図っていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 91.5 91.5 95.0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

302,408

基本事業　05-04-01 効果的な行政経営システムの確立

指
標
① 91.5
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

行政経営システム推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市民
・職員

手段（30年度の取り組み）

平成30年度の行政経営の推進に係る次の取組を行いました。
○平成29年度の施策・基本事業・事務事業の各階層で成果状況
等の事後評価を行い、それらを踏まえ、平成30年度以降の予算
配分や重点事業検討を行いました。
○事後評価の結果を「まちづくり達成状況報告書」として、次
年度以降の事業計画を「実行計画」として公表しました。
○各行政分野における、市民ニーズ等の把握のため市民アンケ
ートを実施し、1993人から回答をいただきました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・行政経営のＰＤＳサイクルが確立され、「選択と集中」の観
　点で効果的な資源配分が行われています。
・市民へのまちづくりに対する説明責任と情報共有化が図られ
　ています。　　　
・職員が常に行政経営の意識を持って行動しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

通常評価の事務事業数（事業の目標に対する成果を測定
する成果指標を設定している事務事業数）

行政評価に関する研修会開催回数

上位事業への貢献度、達成度を踏まえ、総合計画の進行
管理が行われていると感じる職員（担当ﾘｰﾀﾞｰ）の割合

行政評価を理解している職員の割合

区分 指標名称

①

単位

事業

回

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

794

1

70.48

64.90

779

0

69.36

67.25

798

0

67.82

69.44

事業費

国支出金

千円

5,226 5,071 5,632

5,226 5,071 5,632

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

一般管理費目 01

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な行政経営システムの確立基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

職員の行政経営に対する意識は必ずしも高いものではないことから、より幅広い
職階の職員が行政経営についての理解を深めることで、評価書及び計画書作成に
かかる業務の改善等が図れ、行政経営システムがより効果的・機能的なものにな
る余地は大きいと考えます。

本市の行政経営システムの仕組みは概ね確立されつつあることから、外部コンサ
ルタントから受ける業務支援を包括的なものからより部分的なものへと縮減でき
る可能性があります。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地図情報システム運用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度総務部
情報管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市職員
・市民

手段（30年度の取り組み）

○統合型ＧＩＳ(地図共有システム)は、各部署で個別に利用し
　ている地図情報を庁内全体で共用できる形に整備し、利用し
　ていくシステムです。
○公開型ＧＩＳ（オープンマップ＠山口市）は、庁内で保有す
　る地図情報を広く一般へ公開するためのシステムです。
（統合型ＧＩＳ）
　・地図データの更新を行うとともに、職員向けの操作研修を
　　行いました。
（公開型ＧＩＳ）
　・地図データの更新、コンテンツの充実を図るとともに、地
　　域づくり協議会限定で運用している地域団体向けの専用サ
　　イトの操作研修を行いました。  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

システムの運用により、行政事務の効率化と市民サービスの向
上を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

研修会の開催数

公開地図情報数

統合型ＧＩＳ利用率

公開型ＧＩＳアクセス数

区分 指標名称

①

単位

回

個

％

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

-

-

-

-

4

7

13.0

2,169

事業費

国支出金

千円

10,350 11,040 10,216

10,350 11,040 10,216

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な行政経営システムの確立基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

統合型ＧＩＳの導入により、地図情報のデジタル化と庁内共有が進み、内部事務
の効率化が図られています。平成26年度には、公開型ＧＩＳのリニューアルを行
い、公開する地図情報を一層充実させています。また、地域職員用ポータルサイ
トによる地域ごとの地図の作成研修を行うなどＧＩＳを活用した地域づくりを推
進しています。

26年度からシステムを運用していますが、特に統合型GISの利用率は全国的にも
高く、限られた経費の中で効果的にシステム運用が行われていると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

情報化推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度総務部
情報管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・庁内関係課
・市民

手段（30年度の取り組み）

・電子申請サービスや施設予約サービスの運用保守を行いま　
　した。
・行政情報のオープンデータ化や共有化を推進しました。
・マイナンバーカードの利活用を推進し、新たな情報ツール　
　の活用を調査研究しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

ＩＣＴの利活用により、業務の効率化と市民サービスの向上を
図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

データ流通研修の開催数

マイナンバーカード利活用研修等の開催数

オープンデータ数

マイナンバーカードの普及率

区分 指標名称

①

単位

回

回

個

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

8.1

-

-

-

10.1

1

2

11

11.8

事業費

国支出金

千円

3,547 3,559 4,094

3,547 3,559 4,094

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な行政経営システムの確立基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事業推進により内部事務の効率化は維持されています。今後は、社会的な情報通
信環境の進展を踏まえた新たな情報ツールの活用を推進していくことで、内部事
務の効率化はもとより、市民サービスの一層の向上が図られるものと考えます。
 

機器自体の運用費を削減することは困難ですが、市民の皆様のニーズに応えられ
るサービスの提供により、利用が増えることで、相対的にコスト削減と同じ効果
を得ることができると考えます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

中核都市づくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

手段（30年度の取り組み）

ホームページや広報誌、移動市長室を通じて、「広域県央中核
都市づくり」に関する情報提供を行うとともに、市民との対話
を進めました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

「広域経済・交流圏」の中で求心力を発揮し、圏域の発展に貢
献できる「広域県央中核都市」の必要性を理解し、推進します
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

「広域県央中核都市づくり」に関する市民等との対話数
（移動市長室等）

ＨＰ・広報誌等による市民への情報提供回数

市民のまちづくりへの理解度

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

21

4

32.1

21

4

29.5

21

4

42.1

事業費

国支出金

千円

84 16

84 16

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な行政経営システムの確立基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

人口減少、少子高齢化が進む中、広域県央中核都市づくりのさらなる取組を進め
ると同時に、国や県の政策と連携した政策の展開により成果の向上につながりま
す。

広域県央中核都市の実現に向けた市民意識を醸成するには、市民に向けた情報提
供を積極的に行う必要があり、情報を提供する機会の減少につながるコスト削減
はできません。

まち・
ひと・しごと ●

750



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

751



政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

財政

基本事業がめざす姿

将来にわたる健全な財政運営が行われています。

基本事業の成果状況と評価

実質公債費比率

【財政課】

評

価

昨年度と比較すると0.3ポイント上昇しています。
大型の公共事業実施等により、地方債発行額が増加しており、
今後も指標値のさらなる上昇が予想されますが、引き続き、市
債の発行においては、交付税措置率の高い有利な地方債の活用
を図るなど、可能な限り実質公債費比率の抑制に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

％ 4.4 4.7 6未満

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

将来負担比率

【財政課】

昨年度と比較すると1.0ポイント上昇しています。
大型の公共事業実施等により、地方債発行額が増加しているこ
とが原因と考えられ、今後も指標値のさらなる上昇が予想され
ますが、引き続き、市債の発行においては、交付税措置率の高
い有利な地方債の活用を図るなど、実質的な将来負担の抑制に
努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 26.8 22.5 23.5 100未満

(横ばい)

(高)

評

価

財産貸付収入額

【管財課】

管財課所管分の貸付収入額は、新規貸付の増加があったことか
ら微増しています。
また、今回から管財課所管以外の自動販売機設置に伴う行政財
産の財産貸付収入額を実績値に反映しており、目標額を超える
実績を達成しています。
引き続き、貸付可能な物件の整備やリストづくりに努め、新規
貸付の増加を目指します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

千円 44,50144,90046,16545,000

(向上)

(高)

評

価

市保有財産の売却額（累積）

【管財課】

　平成30年度は、一般競争入札による5物件の市有地の売払を実
施するなど、単年度の売却目標額6千万円を上回る売払いを達成
しました。
　今後も、引き続き、売却候補地の測量・整備等を積極的に行
い、売却を進めていきます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

千円 0 0 160,109300,000

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

10,401,027

基本事業　05-04-02 健全な財政運営の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

4.8
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政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業の成果状況と評価

庁舎・施設の維持管理・不具合トラブル件数

【管財課】

評

価

　庁舎の老朽化が進み、不具合・トラブル件数の増加が見込ま
れている中、前年度より若干減少したものの、ほぼ横ばいとな
っています。これは、定期的な点検により設備のトラブルを最
小限に抑えるよう努めている結果と考えられます。
　今後、件数が増加するものと思われますので、定期的な点検
を継続し庁舎の維持管理を行います。
　緊急性や優先順位を考慮しながら、来庁者の安全性・利便性
を最優先に対応していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 153 151 200

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業　05-04-02 健全な財政運営の推進

指
標
⑤ 150
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新地方公会計推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度総合政策部
財政課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市の資産
市職員
市民

手段（30年度の取り組み）

平成27年1月の総務大臣通知「今後の地方公会計の整備推進」等
を受け、総務省から新たに示された統一的な基準による財務書
類等の作成、公表に取り組みました。
【平成30年度】
・財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算
　書、資金収支計算書）の作成、公表
・固定資産台帳の更新

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

資産状況の正確な把握と適切な資産管理が、より一層行われま
す。
職員が資産管理の効率化、適正化を意識して行動しています。
市民への資産管理に係る情報共有と説明責任が図られています
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

財務書類の公表

財務諸表（市ホームページ）のアクセス件数の伸び率

区分 指標名称

①

単位

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

1

-

1

100

事業費

国支出金

千円

27,432 7,024 5,420

27,432 7,024 5,420

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　■基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

財政管理費目 04

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

健全な財政運営の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

統一的な基準による財務書類の作成と固定資産台帳の作成を行いました。今後、
固定資産台帳を活用し、各施設ランニングコスト等を把握することにより適切な
資産管理を行います。

新たなシステムの導入により、効率化が図れました。今後も、現状手段を継続し
ていくことが最適と考えています。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

庁舎維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部
管財課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

本庁舎及び別館

手段（30年度の取り組み）

庁舎の機能及び安全を維持するため、専門業者に委託し自家用
電気工作物や消防設備・エレベーター・自動ドア等の定期点検
を行いました。また、庁舎の安全を確保し清潔に保つため、庁
舎警備や清掃業務を業者に委託するほか、不具合が生じた場合
は速やかに修理を行いました。光熱水費や通信運搬費など庁舎
の維持管理にかかる経費を支払いました。
平成30年度は非常用発電設備のバッテリー交換などを行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

来庁する市民や勤務する職員のために、庁舎を安全に快適に維
持しまします。また、設備等の故障による不具合を未然に防止
します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

設備等の保守点検回数（年間保守管理している設備等）

建物の補修件数（大規模なもの）

庁舎の施設、主な設備に関連する苦情件数

主な設備の故障発生件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

150

25

34

14

150

20

35

25

150

12

30

10

事業費

国支出金

千円

131,981 120,268 96,626

213,474 123,610 106,198

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

財産管理費目 06

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

健全な財政運営の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

65,800

15,693 3,342 9,572

財源内訳

（歳入歳出決算書 145ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設・設備の老朽化は進んでおり、定期的なメンテナンスを行い、補修及び修繕
に細かく対応することで補修の件数は減少していますが、総合的に見て成果は横
ばいであると言えます。

老朽化しているため、今後、維持管理に要する経費は増加すると見込まれます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市有財産有効活用事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部
管財課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

普通財産

手段（30年度の取り組み）

普通財産の調査及び整理を進め、市の事業において利用できる
財産は活用するとともに、用途のない財産については競争入札
等により売却又は貸付を行いました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

普通財産を有効に活用している状態です。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

土地及び建物の賃貸借契約の件数

不動産売却のため入札に付した件数

財産貸付収入額

市保有財産の売却額

区分 指標名称

①

単位

件

件

千円

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

214

7

44,501

127,233

210

6

44,900

117,881

272

5

46,165

160,109

事業費

国支出金

千円

4,272 5,773 3,888

4,272 5,773 3,888

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

財産管理費目 06

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

健全な財政運営の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 145ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

貸付収入・売却額ともに昨年度と遜色ない成果を維持できていますが、立地条件
に優れた普通財産土地が減少しつつある中で、借受・購入希望者に幅広くPRする
とともに、現状では貸付・売却に支障を持つ各普通財産の個別の課題を解決して
いく必要があります。

土地の売払いには測量などの調査費が必要であり、また精査した最低限のコスト
で事業を進めていることから、現時点でコストを削減する余地はありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

総合支所維持管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部管財課⁸ ⁸ ⁸
⁸ ⁸  

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

総合支所
（小郡、秋穂、阿知須、徳地、阿東）

手段（30年度の取り組み）

庁舎の機能及び安全を維持するため、専門業者に委託し、消防
・エレベーター・自動ドア等定期点検を行いました。
また、庁舎の安全を確保し清潔に保つため、庁舎警備や清掃業
務を業者に委託するほか、不具合が生じた場合は速やかに修理
を行いました。また、光熱水費や通信運搬費など庁舎の維持管
理にかかる経費の支払いをしました。
平成30年度は、秋穂総合支所において自動火災報知機複合盤更
新のための設計業務及び、秋穂・阿東総合支所耐久度調査を行
いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

来庁する市民や勤務する職員のために庁舎を安全・快適に維持
します。また、設備等の故障による不具合を未然に防止します
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

設備等の保守点検回数（年間保守管理している設備等）

建物の補修件数（大規模なもの）

総合支所庁舎の施設、主な設備に関連する苦情件数

主な設備の故障発生件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

300

26

2

21

299

17

2

20

294

11

5

8

事業費

国支出金

千円

82,676 68,128 83,467

220,116 68,968 84,534

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

財産管理費目 06

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

健全な財政運営の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

62,797

73,800

843 840 1,067

財源内訳

（歳入歳出決算書 145ページ）

付記事項 30年度事業費内訳　管財課15,142千円、小郡総合支所23,413千円、秋穂総合支所16,507千円、
阿知須総合支所8,703千円、徳地総合支所9,469千円、阿東総合支所11,300千円

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

施設・設備の老朽化は進んでいるものの、定期的なメンテナンスを行い、補修及
び修繕に細かく対応することで、大規模補修の件数は減少しています。また、施
設、主な設備に関連する苦情件数や主な設備の故障発生件数については、大きな
増減はなく、総合的に見て成果は横ばいであると言えます。

老朽化しているため、維持管理に要する経費は増加すると見込まれます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

財政運営健全化計画策定・推進業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
財政課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・市の財政
・市職員
・市民

手段（30年度の取り組み）

平成30年度からの新たな財政運営健全化計画に基づき、歳入・
歳出両面からの財源確保に取り組みました。
予算編成方針、予算執行方針、補正予算要求、実行予算など、
機会あるごとに、山口市の財政状況や健全化計画の取組につい
て、全職員への周知徹底を図りました。
市報や市ウェブサイトの活用をはじめ、山口市の台所事情を作
成し、機会あるごとに、市民の皆様へ財政情報を積極的にＰＲ
しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・財政が健全な状況となります。
・全職員が財政健全化を意識して行動しています。
・市民と情報を共有しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

財政健全化について職員へ周知した回数

財政情報の公表回数

将来負担比率

基金年度末残高（＝翌年5月末現在）

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

億円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

10

7

26.8

268

10

7

22.5

277

10

7

23.5

268

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

健全な財政運営の推進基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

財政運営健全化計画に基づいた予算執行方針等を全職員に周知徹底することで、
適切な予算執行がなされ、財政調整基金を取り崩すことなく、財政運営を行うこ
とができました。
また、計画の中で、目標とする数値を明確にしたことにより、より堅実な財政運
営を実現できるものと考えています。

人件費のみにより行われる事業のため、コスト削減の余地は少ないものと考えて
います。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員
組織

基本事業がめざす姿

職員や組織のパフォーマンス（効率性、迅速性、能力発揮度）が高まっています。

基本事業の成果状況と評価

正規職員の人数

【職員課】

評

価

多様化する行政需要に対応するために、平成30年4月1日の正規
職員の人数は前年度から6名増加し、1,693人となりました。
定員管理計画においては、正規職員数を1,700人を基準とし、退
職者の動向を踏まえつつ、年齢構成を平準化していくこととし
ており、引き続き、「質の高い行政サービスの提供」と「持続
性のある財政基盤の確立」の両立を図れるような職員体制を目
指します。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

人 1,687 1,693 1,700を基準

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

管理職に占める女性職員（一般行政職）の割合

【職員課】

一般行政職に占める女性管理職の割合は、1.3ポイント増加し、
7.7％となりました。
今後も性別にかかわりなく、職員一人ひとりが能力を発揮でき
る組織づくりを推進し、目標達成に向けて取り組みます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 6.4 6.4 7.7 10.0

(向上)

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

169,305

基本事業　05-04-03 効果的な組織体制の充実

指
標
①

指
標
②

1,687
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

事務改善推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度総務部
総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市の事務、事業
職員

手段（30年度の取り組み）

・事務・業務改善についての職員提案制度を実施し、費用対効
　果を勘案したうえで、利活用が可能なものについて、全庁的
　に事務改善や業務改善を実施しました。
・これまでの事務改善の実績を各課に周知することにより、全
　庁的に事務改善や業務改善の推進を図る機運を醸成しました
。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市の事務、事業は、常に改善されます。
職員は、常に業務改善意識をもって行動します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

業務改善等の提案等の件数

業務改善等を実施した件数

常に業務改善意識を持って行動する職員割合

区分 指標名称

①

単位

件

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

32

4

89

22

5

88

20

1

92

事業費

国支出金

千円

22 29 17

22 29 17

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

一般管理費目 01

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な組織体制の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

事務の改善はもちろんのこと、若手職員が率直な意見を提供することで、意欲の
向上が図られるなどの成果があったと判断していますが、実効性のある提案件数
が少なかったことから、募集の手法や評価の仕組みを再考することで、更なる充
実を図ります。

職員の事務改善や業務改善に対する意識の向上を図るため、引き続き必要最小限
の経費で事業を実施していきます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

公平委員会運営業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度公平委員会事務所
公平委員会事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

職員

手段（30年度の取り組み）

○公平委員会が、適正に機能できる体制を維持しました。
・勤務条件に関する措置要求
・不利益処分の審査請求
・苦情相談
○公平委員会の開催
・勤務条件に関する措置要求の審査・判定
○全国公平委員会連合会への加盟
○各種研修会への参加

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

職員の不利益処分等がなくなり、身分や利益が保障されていま
す。

活動状況、成果状況、事業費の推移

公平委員会開催回数

区分 指標名称

①

単位

回

28年度実績 29年度実績 30年度実績

2 1 7

事業費

国支出金

千円

1,748 1,786 1,788

1,748 1,786 1,788

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

公平委員会費目 10

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な組織体制の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 155ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

不利益処分に関する審査請求、勤務条件に関する措置要求及び苦情相談を迅速に
行える体制を整えることで、成果が維持されています。

公平委員会事務所運営業務に必要な最小限の経費で運用しておりコスト削減の新
たな方法はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

定員・勤務条件管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度総務部
職員課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市職員（臨時・嘱託職員を含む） 

手段（30年度の取り組み）

○定員管理業務
　山口市定員管理計画に基づき、所属長へのヒアリング等を通
　じ、的確な業務量等の把握を行い、適正な定員管理を実施し
　ました。
○勤怠管理業務
　制度改正などに迅速・的確に対応するとともに、庶務システ
　ムの円滑な運用管理等を行い、適正な勤怠管理を行いました
。
○労務管理業務
　制度改正などに迅速・的確に対応するとともに、職員組合と
　の交渉やメンタルヘルス等への対応を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

職員一人ひとりが最大限に能力を発揮します。

活動状況、成果状況、事業費の推移

定員管理ヒアリングの実施回数

区分 指標名称

①

単位

日

28年度実績 29年度実績 30年度実績

16 22 21

事業費

国支出金

千円

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

－会計 －

－款 －

－項 －

－目 －

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

効果的な組織体制の充実基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

職員数の適正化については、定員管理計画を基本に計画的に行っており、成果は
順調であると認識しています。

内部管理業務であり、事務の効率化はすでに行っているため、コスト削減の余地
はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-04 計画的、効果的な行政経営

基本事業　05-04-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

13,175,180
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

行政改革大綱推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 18 年度 ～ 　　 年度総務部
総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市の業務（事務事業）
市の組織体制
市の財政

手段（30年度の取り組み）

・推進計画の推進項目を各推進部署において計画的に実施しま
　した。
・推進項目の実施状況を評価し、実施方法等を見直しました。
・行政改革推進本部で進行管理を行ったほか、実施状況等につ
　いて民間有識者で組織する行政改革推進委員会に報告すると
　ともに、市HPに公開し、市民との情報共有を図りました。

第二次行政改革大綱
【基本方針Ⅰ】協働・官民連携の推進
【基本方針Ⅱ】市民サービス向上に向けた組織運営
【基本方針Ⅲ】行政資源の有効活用

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

第二次行政改革大綱の推進計画が着実に実行され、市民本位の
公共サービスの実現に向けて、多様な主体との協働のもと、豊
かな暮らしを支える行政経営が確立しています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

「行政改革推進本部」での進行管理回数

「行政改革推進委員会」の開催回数

第二次行革大綱推進計画に掲げる推進項目の実施状況が
、「実施」となる割合

区分 指標名称

①

単位

回

回

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

1

-

4

4

-

1

1

67.5

事業費

国支出金

千円

1,684 440 308

1,684 440 308

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

一般管理費目 01

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

推進計画【前期】での推進項目のうち、67.5％について「実施」、30％について
「一部実施」となり、行政改革の推進が図られています。引き続き推進項目の実
現に向けて継続して取り組んで行きます。

現在の行政改革を推進するための必要最小限の経費であり、削減は難しいと考え
ます。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

新本庁舎整備事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 30 年度 ～ 　　 年度総務部
本庁舎整備推進室

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
本庁舎

手段（30年度の取り組み）

老朽化した本庁舎の整備に向けた取組を進めました。
○平成29年度　基本方針
○平成30,31年度　基本計画
○令和1,2年度　基本設計、実施設計等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新たな本庁舎を整備することにより、市民が親しみを持ち、利
用しやすくなります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

整備進捗率（実施事業費／総事業費）

工事完成棟数

区分 指標名称

①

単位

％

棟

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

0

0

事業費

国支出金

千円

20,233

20,233

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

財産管理費目 06

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

平成29年度に決定した「山口市新本庁舎整備基本方針」をもとに「山口市新本庁
舎整備基本計画」の策定に取り組みました。
基本計画の策定は、当初、平成31年3月を目途としていましたが、新本庁舎の計
画地における活断層調査の実施に伴い、若干の遅れが生じています。
基本計画決定後は、基本設計・実施設計を行う中で、引き続き必要な機能等につ
いて、検討・精査することとしており、市民が親しみをもち、利用しやすい庁舎
となるようさらなる成果向上に努めます。

設計を行う中で、事業費の抑制に努めます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市づくり推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市（都市）

手段（30年度の取り組み）

広域県央中核都市づくりを進める中で、山口・小郡の両都市核
づくり、教育・アート・観光・スポーツ等の各分野を中心に、
本市の求心力や拠点性をさらに高めていけるよう、市内外の民
間活力導入や関係者の協力体制構築につながる情報発信や協議
調整を実施しました。また、関連する本市都市機能の強化及び
再編に係る調査等を実施しました。  

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

広域県央中核都市の実現により、都市としての機能や価値を総
合的に高めていきます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

都市づくり関連調査・研究件数

大殿、白石、湯田地域の人口

ＪＲ新山口駅の利用者数

区分 指標名称

①

単位

件

人

千人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

1

31,206

2,775

1

31,218

2,870

2

31,168

2,981

事業費

国支出金

千円

2,802 4,041 1,794

2,802 4,041 2,496

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

702

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

本市の都市機能の強化及び再編にかかる各種調査、「山口市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」の進行管理など、広域県央中核都市づくりの推進力となる山口・
小郡の両都市核を中心に、求心力や拠点性を高めていくための取組みを着実に実
施することにより、さらに成果が向上する可能性があります。

人口減少社会への対応など、時代の要請に応じた調査や実証等を費用対効果を踏
まえ、適切に行っていく必要があります。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

都市連携推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 20 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

近隣市町、連携事業 

手段（30年度の取り組み）

広域的・国際的視野に立った地域経済基盤である「広域経済・
交流圏」において、圏域内の各都市が有する高次都市機能や地
域資源等を活用・共有を図っていくことで、圏域内における経
済的な価値や雇用の創出につなげました。 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

広域経済・交流圏における近隣市町間の連携関係が図られてい
ます。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

新たな事業連携構築に向けた近隣市町との協議回数

近隣市町と連携して、新たに実施する事業数

区分 指標名称

①

単位

回

事業

28年度実績 29年度実績 30年度実績

10

3

34

6

32

20

事業費

国支出金

千円

2,026 2,199 4,598

2,026 2,199 4,598

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 147ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

山口県央連携都市圏域の関係市町との連携・協力のもとで、圏域の経済戦略であ
る山口県央連携都市圏域ビジョンに掲載する事業に取り組むことで、地域経済の
活性化や市民生活機能の向上につながる新たな事業の創出等が図られることが期
待できます。

地域経済活性化や日常生活機能の維持・強化等に向けては、広域連携や広域経済
交流圏の形成が必要となってくることから、個別事業の精度・内容に応じてコス
トをかけていきます。

まち・
ひと・しごと ●

768



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

シティセールス推進事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 23 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民、市外在住者（山口七夕会会員、ふるさと納税者等）、行
政

手段（30年度の取り組み）

「明治維新の策源地　山口市」を都市ﾌﾞﾗﾝﾄﾞとして構築するこ
とを目指し、市内外でのｼﾃｨｾｰﾙｽに取り組みました。
　また、「ﾚﾉﾌｧ山口」「日本のｸﾘｽﾏｽ発祥の地」「SLやまぐち号
」「YCAM」「湯田温泉」といった山口市の売りとなるﾃｰﾏについ
ても、重点的なｼﾃｨｾｰﾙｽに取り組みました。
更に、「山口七夕会」や「ふるさとやまぐち寄附金」「彩都山
口（情報誌）」等を通じた市外県外及び首都圏への情報発信を
通じて、更なるﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化の構築に取り組むとともに、市民の「
ふるさと山口」に対する誇りや愛着心などのｼﾋﾞｯｸﾌﾟﾗｲﾄﾞの醸成
を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市のブランド力を高め、国内外にＰＲしていくことで、人
、モノ、お金、情報などを呼び込み、元気で活力のある都市を
創ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

庁内、関係団体等との協議回数

ホームページ、情報誌等を活用した情報提供の回数

山口市の認知度

山口市に住み続けたいと思う市民の割合

区分 指標名称

①

単位

回

回

位

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

3

4

141

86.8

3

4

175

84.3

2

4

167

78.6

事業費

国支出金

千円

7,998 10,672 5,989

7,998 13,027 8,239

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,355 2,250

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

■大　□中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民・関係団体等と連携しながら観光のみならず、働く場の創出や定住や子育支
援など山口市のブランド力を高めるための様々なシティセールス事業に取り組む
ことにより、さらなる成果の向上が図れます。

特にありません。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

地方創生戦略推進事業（総合戦略推進会議等）

実行計画

計画年度担当

●

平成 24 年度 ～ 　　 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

山口市(都市）

手段（30年度の取り組み）

山口市まち・ひと・しごと創生総合戦略を推進するために、産
官学金労言の連携のもとで、人材や資本を本市に呼び込むため
の施策展開をマネジメントしました。また、委員会において、
人口減少や労働力不足対策、定住人口を増加させるための取組
等について検討を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理を行うにあ
たり、各種委員会の開催等を通じて１００プロジェクトの推進
体制の強化を図るとともに、様々な部局等と連携した各種取組
を通じて、若い世代を対象とした新たな雇用の場や新しい人の
流れが創出されています。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

総合戦略に係る専門委員会等を開催した回数

若者の働く場の創出（平成25年度比）

山口市の総人口

区分 指標名称

①

単位

回

人

人

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

310

197,422

-

317

197,261

3

45

193,202

事業費

国支出金

千円

32,733 6,500 1,536

47,668 8,500 1,536

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,146 2,000

5,789

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
■低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

国や県の地方創生の取組との連動を図る中で、事業実施に当たっては、利害関係
者との調整・協議を行うとともに、費用対効果等を考慮しつつ成果を上げていき
ます。

本市の成長に資する事業モデルの確立に向けた調査・実証事業については、本市
の都市の発展における必要性、利害関係者間の公平性、国の成長戦略・県の産業
戦略との関係性等を踏まえ、費用面等の検証を行い、事業を執行していきます。

まち・
ひと・しごと ●
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

生涯活躍のまち構想推進事業（総合的な推進）

実行計画

計画年度担当

●

平成 29 年度 ～ 平成 30 年度総合政策部
企画経営課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

東京圏等のアクティブシニア
市民
民間事業者
大学

手段（30年度の取り組み）

東京圏等からアクティブシニアの移住促進を図る「山口市生涯
活躍のまち構想」に基づき、地域、商工会議所、大学、社会福
祉法人、金融機関等と連携して、移住等の相談、情報発信機能
をはじめ、シニアのアクティビティを支えるプログラム開発機
能、地域医療等と連携した継続的なサポート機能、多世代の交
流を促す地域交流拠点等の整備を順次進めています。
平成３０年度は「多世代交流・健康増進拠点施設」の整備に向
けた、多世代交流・健康増進拠点施設整備基本構想を策定しま
した。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

大都市圏等のアクティブシニア等の移住促進や、市内の高齢者
がいきいきと活躍できる地域社会の形成を推進することにより
、本市の人口減少の抑制をはじめ、消費拡大と雇用創出、地域
活力の向上、多世代交流、魅力の掘り起こし等を図ります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

地域再生協議会の開催回数

東京圏からのアクティブシニアの移住者数（平成25年度
比）

高齢者が感じる地域の住みよさ

区分 指標名称

①

単位

回

人

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

2

0

86.9

1

5

86.1

事業費

国支出金

千円

28,588 1,992

51,946 2,702

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

企画費目 07

協働・行政政策 05

計画的、効果的な行政経営施策 04

施策の総合推進基本事業 99

● ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

18,881 710

4,477

財源内訳

（歳入歳出決算書 149ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

■効率化余地あり

□現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

市民・関係団体・大学等と連携し、本市においてアクティブな生活を希望する方
々が、安心して移住等できる受け皿づくりに加えて、シニアを呼び込むための情
報発信、ネットワークづくりに取り組むことにより、さらなる成果の向上が見込
まれます。

本市の発展における必要性、国・県の動向を注視しながら、費用対効果を踏ま　
え、適切に行っていきます。

まち・
ひと・しごと ●
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（3.61）

（3.00）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、30施策の平均値を示しています。

政策　05 協働・行政

施　策　の　構　成

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業　05-05-01 契約・監理事務

基本事業　05-05-02 課税・徴収事務

基本事業　05-05-03 会計処理事務

基本事業　05-05-04 議会事務

基本事業　05-05-05 選挙事務

基本事業　05-05-06 監査事務

基本事業　05-05-07 個人情報の管理と保護、発行事務

基本事業　05-05-08 文書管理事務

基本事業　05-05-09 情報公開事務

基本事業　05-05-99 施策の総合推進

　個人情報保護に関する市民の意識の高まりにより、市民の個人情報、財産情報を保持している行政には、より
一層適正な管理、保護が求められています。
　本市においては、山口市個人情報保護条例や関係法令に基づき、取り扱う個人情報を厳格に管理するとともに
住民票をはじめとする個人情報を記載した書類を適正に発行していく必要があります。
　また、情報公開制度の浸透に伴い、本市においても山口市情報公開条例に基づき、積極的に行政情報の公開を
進めてきましたが、文書の管理、保存を適正に行い、公開する行政情報の質・量ともに充実させていく必要があ
ります。
　一方、全国的に機密情報の漏えいや事務の不適正な取り扱いが見られることから、常に適正な情報の管理や確
実な事務処理を行うとともに、透明性、公平性を保ちながら迅速、親切、丁寧な行政サービスに努めていく必要
があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.97 3.00

3.59 3.61

満足度

重要度

うごき

（2.98）

H29

（3.58）

H30
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

施策のプロフィール

施策の対象

全職員
全市民

施策がめざす姿

市民の信頼に応えた市民サービスが公平、確実に提供され、市民満足度が向上しています
。

施策の成果状況と評価

公平・確実な事務が処理されず、市民に迷惑をかけた件数

【総務部　政策管理室】

評

価

　平成30年度は、口座振替の重複処理や発送物の宛名誤りなど
、該当するものが3件ありました。
　平成29年度と比較して1件減っていますが、0件であることが
本来の形であるため、引き続き、職員の資質向上に取り組むと
ともに、確認作業の強化による確実な事務処理の徹底に努めま
す。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 7 4 3 3

(向上)

目　標
達成度

(高)

評

価

行政サービスの事務手続きは、正確でスムーズだと思う市民の割合

【総務部　政策管理室】

　平成30年度は79.8％であり、平成29年度と比較して1.8ポイン
ト上昇しています。
　これは、行政サービスにおける大きな問題が起こらなかった
ためと考えられます。
　今後も、迅速、親切、丁寧な行政サービスに努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 78.0 78.0 79.8 82.0

(横ばい)

(中)

施策のコスト（千円）

H30

941,111

指
標
①

指
標
②
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

公共工事

基本事業がめざす姿

公共工事等の公正な入札と監理が行われています。

基本事業の成果状況と評価

工事成績評定が異常に低かった件数（６０点以下）

【契約監理課】

評

価

　平成30年度は、60点以下の粗雑工事とされる工事の件数が0件
であり、適正な状態を維持しています。
　一方、平成30年度の工事全体における工事成績評定の平均点
は73.40点で、前年度と比較すると0.45点低下しました。
　今後も適切な監督業務をより一層推進することで、工事の適
正な施工体制と品質の確保を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

1,123

基本事業　05-05-01 契約・監理事務

指
標
① 0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

工事検査業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部
契約監理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

・請負代金の額が130万円を超える工事

手段（30年度の取り組み）

●技監・検査監が行う工事成績評定は、請負代金の額が1000万
円以上（建築工事については2000万円以上）の工事を対象とし
て行いました。（工事現場において、契約書及び設計図書に基
づき、工事の実施状況、出来形、品質及び出来ばえ等について
評価を行いました。）
●工事成績評定管理システムにより工事成績評定を行いまし
た。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

山口市が発注した建設工事について適正かつ能率的な施工が確
保されるとともに技術水準が向上するなど工事品質が確保され
ています。また、業者の技術力や実績などが積極的に評価され
、技術力や施工能力の向上が図られています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

工事成績評定を行った件数

抜き打ち検査を実施した件数

手直し等の指摘件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

316

2

0

304

0

0

333

0

0

事業費

国支出金

千円

1,838 474 457

1,838 474 457

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

一般管理費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

契約・監理事務基本事業 01

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

適正かつ能率的な施工が確保されており、成果向上の余地はありません。

特にありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

すべての納税者

基本事業がめざす姿

適正な賦課が行われ、市税が納期内に納付されています。

基本事業の成果状況と評価

課税・徴収を誤った件数

【市民税課】

評

価

　平成30年度は、市税に係る賦課決定、滞納処分等についての
審査請求はありませんでした。
　また、固定資産課税台帳に登録された価格に関する審査の申
出は8件ありましたが、認容されたものはありませんでした。
　今後も、自主財源の確保及び公正・公平な税負担を推進する
ため、適正な賦課・徴収に努めます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

市税の徴収率（現年課税分+滞納繰越分）

【収納課】

　対前年度比0.68ポイントの増となりました。
　市税等コールセンターからの電話による自主納付の案内や職
員による納付相談の実施、財産差し押さえ、滞納処分の執行停
止などによるものと考えます。今後も徴収率向上の取り組みを
継続します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 94.73 95.38 96.06 94.85

(向上)

(高)

評

価

市税の徴収率（現年課税分：当該年度課税したものを対象）

【収納課】

　前年度と同率となりました。
　これは、市税等コールセンターからの電話による早期の少額
滞納者への自主納付の案内や職員による納付相談の実施、財産
差し押さえ、滞納処分の執行停止などによるものと考えます。
　今後も、納付の便宜性を向上させる収納方法の見直しを行う
など、徴収率向上の取り組みを継続します。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 98.88 99.10 99.10 98.95

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

245,145

基本事業　05-05-02 課税・徴収事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

市税等コールセンター運営事業

実行計画

計画年度担当

●

平成 19 年度 ～ 　　 年度総務部
収納課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

初期滞納者・少額滞納者 

手段（30年度の取り組み）

市税等の初期滞納者及び少額滞納者に対する電話等による自主
納付の案内を、ノウハウを有する民間事業者に委託することに
より実施しました。
〈業務内容〉
山口総合支所庁舎内（３階収納課分室）において、オペレータ
ーが、平日は午前９時から午後５時まで、不在などの場合には
夜間・休日など時間帯を変えて、納付案内の電話を行い、それ
でも連絡がとれない場合には催告書の発送を行います。
〈対象税目〉
市県民税、法人市民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税
、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料 

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

初期滞納者、少額滞納者が自主的に納付を行います。 

活動状況、成果状況、事業費の推移

コールセンターからの架電件数

コールセンターからの催告書発送件数

コールセンターからの催告による納付件数

コールセンターからの催告による納付金額

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

千円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

26,802

17,628

10,334

255,376

27,117

17,193

9,772

237,185

25,769

17,611

9,477

232,844

事業費

国支出金

千円

18,328 18,614 18,508

18,467 18,753 18,647

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

徴税費項 02

徴収費目 03

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

課税・徴収事務基本事業 02

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

139 139 139

財源内訳

（歳入歳出決算書 173ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

民間委託のコールセンターの活用により、初期滞納者へ早期に接触を図ることで
収め忘れや滞納の恒常化を防止しています。一方で、職員は滞納整理業務に重点
的に取り組むことが可能となります。

平成29年10月からの委託契約の際にも、プロポーザル方式による選定過程におい
て、委託金額や事業提案を総合的に判断し、最も優れた業者を選定しました。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員
会計業務

基本事業がめざす姿

正確で迅速な会計処理が行われています。

基本事業の成果状況と評価

会計処理トラブル件数

【会計課】

評

価

　正確な会計処理を実施することができましたので、平成30年
度の会計処理トラブルはありませんでした。
　これは、伝票審査の各段階におけるチェック体制や新規職員
等に対する適切な指導が実施できていることによるものと考え
ます。
　今後も会計処理マニュアルを更に充実させることで、正確か
つ効率的な会計処理が行われるよう努めます。

　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

3,645

基本事業　05-05-03 会計処理事務

指
標
① 0

778



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

会計管理事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度会計課
会計課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

会計事務（現金、有価証券、物品の出納及び保管等）
山口市の公金
債権者

手段（30年度の取り組み）

●以下の会計事務処理を適切かつ効率的に行いました。
・歳入歳出事務
・現金出納簿の作成
・指定金融機関との調整
・例月出納検査資料の作成
・公金取扱協議会の運営
・資金管理計画の作成とそれに基づく資金運用
・歳入歳出決算の調製及び市長への提出
●財務会計システムにて源泉対象データを抽出し、源泉徴収票
及び支払調書を交付しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

会計事務が適正かつ効率的に実施されています。
正確かつ迅速に決算が調製され、市長に提出されています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

歳入・歳出伝票処理件数

公金の運用額

区分 指標名称

①

単位

件

万円

28年度実績 29年度実績 30年度実績

161,575

1,750,000

161,057

1,750,000

155,399

1,700,000

事業費

国支出金

千円

2,250 2,540 1,903

3,905 4,146 3,645

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

会計管理費目 05

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

会計処理事務基本事業 03

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,655 1,606 1,742

財源内訳

（歳入歳出決算書 143ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

歳入歳出事務をはじめとして、会計事務は適切かつ効率的に実施され、また、歳
入歳出決算の調製及び市長への提出も滞りなく終了しました。必要最小限の経費
で事業目的は達成されているものと考えます。

臨時職員の賃金、職員の研修旅費など必要最低限の予算であるため、コスト削減
の余地はありません。

まち・
ひと・しごと

779



政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

議会事務局
市民

基本事業がめざす姿

的確に議会事務が行われ、市民に議会の情報が正確に伝わっています。

基本事業の成果状況と評価

議会に関する事務処理ミス・トラブル件数

【市議会事務局】

評

価

　平成３０年度は、議会運営上のミス・トラブルはありません
でした。成果指標は順調に推移しています。
　

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

340,149

基本事業　05-05-04 議会事務

指
標
① 1

780



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

政務活動費事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度市議会事務局
市議会事務局

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

会派（所属議員が１人の場合を含みます。）

手段（30年度の取り組み）

会派（所属議員が１人の場合を含みます。）に対して政務活動
費を交付し、収支報告に関する事務を行いました。
　・＜交付対象＞会派（所属議員が１人の場合を含みます。）
　・＜交付額＞会派所属議員１人あたり、年額３６万円
　・＜交付方法＞年度初めに概算払いし、実績により精算
　・＜充てることが出来る経費の範囲＞会派が行う調査研究、
　　研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への
　　参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映す
　　る活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動に要
　　する経費　
　・＜収支報告書＞収支報告書・内訳書・領収書の審査を行　
　　いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

会派（所属議員が１人の場合を含みます。）が、調査研究、研
修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への参加等
の活動を行っています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

政務活動費を交付した会派数

政務活動費の収支報告書を審査した会派数

政務活動の実績項目数（先進地調査・研修等）

区分 指標名称

①

単位

会派

会派

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8

8

51

7

7

38

12

12

67

事業費

国支出金

千円

8,059 7,086 8,072

8,059 7,086 8,072

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

議会費款 01

議会費項 01

議会費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

議会事務基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 137ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

議会基本条例の趣旨に従い、議員の知識や経験の蓄積に結びつき、行政視察や諸
研修を通じて、政策形成能力の研鑽が図られています。

議員の調査研究及びその他の活動に資するために必要な経費の一部として交付し
ているもので、同人口規模の他市と比較しても適正な額と考えます。

まち・
ひと・しごと

781



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

議会運営事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度市議会事務局
市議会事務局

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

議員
市民

手段（30年度の取り組み）

●会議の適正かつ円滑な運営のための支援
　・本会議・委員会の運営に係る事務（会議録の作成等）
　・平成30年度からタブレット端末を導入
●議長会に係る事務
　・負担金の支出、議長の会議出席、随行等
●調査研究に係る事務
　・委員会行政視察実施支援
　・その他調査研究に資する事務
●議会広報事務
　・広報紙の発行、ホームページの更新等
●議場及び議会関係各室の維持管理

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

会議が適正かつ円滑に運営され、市民に議会の情報が的確に伝
わっています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

本会議及び委員会開催日数

市議会だよりの発行部数

本会議・委員会の運営に関する事務処理ミス・トラブル
件数

市議会に関する情報を市議会だよりから得ている市民の
割合

区分 指標名称

①

単位

日

部

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

101

302,000

0

-

110

302,000

0

-

100

377,500

0

72.9

事業費

国支出金

千円

25,059

25,059

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

議会費款 01

議会費項 01

議会費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

議会事務基本事業 04

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 137ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

会議が適正かつ円滑に運営されるよう議事進行に努めました。
議会広報誌（市議会だより）のリニューアルについて検討を進めました。
タブレット端末を導入しペーパーレス会議の推進と議員の調査研究能力の向上に
資するよう取り組みました。

議会運営に必要な最低限のコストを計上しています。

まち・
ひと・しごと

782
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
選挙

基本事業がめざす姿

正確で公正な選挙事務が行われています。

基本事業の成果状況と評価

選挙に関する事務処理ミス・トラブル件数

【選挙管理委員会事務局】

評

価

　平成30年度中に執行された主な選挙は、4月22日執行の山口市
議会議員選挙のみで、ミスやトラブルもありませんでした。
　しかしながら、最高裁判所裁判官国民審査の投票用紙を、法
令で定める保存期間内であるにもかかわらず、29年度までに廃
棄していた事実が30年度に判明しましたことから、30年度の指
標値を1としております。
　選挙事務についてはいかなるミスも許されませんので、投開
票事務のみならず、選挙事務の適正な管理に取り組んでまいり
ます。

単位 基準値 実績値
(H29参考)

実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 1 1 0

(横ばい)

目　標
達成度

(低)

基本事業のコスト（千円）

H30

119,545

基本事業　05-05-05 選挙事務

指
標
① 0

784



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

選挙事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度選挙管理委員会事務局
選挙管理委員会事務局

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

①山口市の有権者
②当該年度に実施する選挙

手段（30年度の取り組み）

選挙の種類によって異なりますが、以下の事務を公正かつ迅速
に行いました。
①選挙物品の調達、事務従事者・投開票施設の確保、選挙人名
簿の調製、立候補受付、期日前・不在者・在外投票事務、当日
投票事務、開票事務、選挙会の開催、当選証書付与　など

②平成30年度執行
山口市議会議員選挙、小鯖土地改良区総代総選挙、秋穂土地改
良区総代総選挙、瀬戸内海海区漁業調整委員会委員補欠選挙
（平成31年度執行の準備：山口県議会議員選挙）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

有権者が適正に選挙権を行使できています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

選挙に関する事務従事者（主任等）との事前の打ち合せ
回数

選挙事務処理トラブル件数

区分 指標名称

①

単位

回

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

4

0

22

1

9

0

事業費

国支出金

千円

53,697 94,120

66,234 179,839 114,920

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

選挙費項 04

市議会議員選挙費目 03

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

選挙事務基本事業 05

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

66,234 126,142 20,800

財源内訳

（歳入歳出決算書 177ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　□小　■なし

■向上（最高状態維持含む）
□維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

H30年度は、管理執行上に問題となる事案はありません。各選挙において、有権
者が適切に選挙権を行使することができています。

20・23年度に選挙体制の見直しを行い、コスト削減に努めています。さらに、コ
スト削減するため、投票用紙自動読み取り分類機の拡充などを図っています。そ
のほか選挙執行に係る方法については、選挙の都度、体制の見直しを行う中で、
検討協議を行います。

まち・
ひと・しごと

785



政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地方公共団体
財政援助団体
地方公営企業

基本事業がめざす姿

適正な監査事務が行われています。

基本事業の成果状況と評価

重大な指摘の件数

【監査委員事務局】

評

価

　平成30年度監査基本方針、定期監査実施計画に基づき、監査
を実施したところ、重大な指摘はありませんでした。
　今後も、監査機能の充実を図り、各種の監査、審査等を実施
することにより、行政運営の適法性、妥当性、効率性の保証に
努めます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

4,644

基本事業　05-05-06 監査事務

指
標
① 0

786



活動
指標

成果
指標

妥
当
性

監査委員事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度監査委員事務局
監査委員事務局

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

会計・基金
監査対象課・団体 
監査委員

手段（30年度の取り組み）

○監査委員事務等の実施
　法令で規定された監査委員による監査等を行いました。
　・決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法
　　第３０条第２項）
　・健全化判断比率・資金不足比率審査（健全化法第３条第１
　　項、第２２条第１項）
　・定期監査（地方自治法第１９９条第１項、第４項）
　・例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項）
　・行政監査（地方自治法第１９９条第２項）
　・住民監査請求（地方自治法第２４２条）等　
○全国都市監査委員会への加盟
○各種研修会への参加

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

財務事務や経営管理等が法令に準拠し、適正かつ効率的に行わ
れています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

延べ実施日数

監査対象件数

指摘事項改善率(定期監査）

区分 指標名称

①

単位

日

件

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

139

80

-

124

68

-

118

48

-

事業費

国支出金

千円

4,657 4,681 4,644

4,657 4,681 4,644

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

監査委員費項 06

監査委員費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

監査事務基本事業 06

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 181ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

単純な誤りを指摘するに留まらず、未然に発生を防止し、改善策等を示すことな
どにより成果が上がっています。今後も、内外の研修会等で監査手法、技術等を
スキルアップし、共有化してノウハウを蓄積することにより、監査の質や内容は
さらに充実すると考えます。また、監査対象所属から監査結果に対する改善等を
示してもらい、改善への取り組みが明らかとなることで成果が向上するため、成
果向上の余地はあると考えます。

監査業務に必要な最小限の経費で運用しており、コスト削減の新たな方法はあり
ません。

まち・
ひと・しごと

787



政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

個人情報を含む業務
職員
情報システム

基本事業がめざす姿

個人情報が適正に管理・保護され、正確に発行されています。

基本事業の成果状況と評価

個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの不正侵入件数

【情報管理課】

評

価

　平成３０年度の個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの
不正アクセス件数は０件です。
　外部からの不正アクセスを防ぐため、内部監査をはじめとし
たセキュリティ対策を継続して行います。
　また、職員に対するセキュリティ研修等も継続して行い、内
部情報の取り扱いについても適正管理を徹底していきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 0 0

(横ばい)

目　標
達成度

(高)

評

価

住民基本台帳・戸籍事務での処理誤り件数

【市民課】

　平成30年度の住民票・戸籍関係証明書等の発行に関するトラ
ブル・ミスの件数は0件でした。
　引き続き、情報システムの適正な運用、職員によるチェック
体制の強化に努め、個人情報の適切な管理・正確な証明書発行
を行います。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 0 0 0 0

(横ばい)

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

66,950

基本事業　05-05-07 個人情報の管理と保護、発行事務

指
標
①

指
標
②

0
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

情報公開・個人情報保護制度総括管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部
総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

職員
市の事務事業

手段（30年度の取り組み）

　情報公開条例に基づく情報公開請求への対応、その他市長や
教育委員会等の実施機関が行う情報公開に係る事務に対して指
導・助言を行いました。　
　個人情報保護条例に基づく個人情報取扱事務の届出、個人情
報保護審議会への意見伺い、個人情報開示請求への対応、その
他市長や教育委員会等の実施機関が行う個人情報に係る事務に
対して指導・助言を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

情報公開が円滑にかつ適切に行われるようになります。
市政の透明性の向上及び公平性の確保を図ることで、市民が市
政に参加するようになります。
個人情報の取扱いが円滑にかつ公正に行われるようになります
。

活動状況、成果状況、事業費の推移

審議会の開催件数

審議会への意見聴取及び諮問の延べ件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

-

-

-

-

2

4

事業費

国支出金

千円

77 149 97

77 149 97

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文書費目 02

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

個人情報の管理と保護、発行事務基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項 「歳入歳出決算書」では「個人情報保護等審議会運営費」の名称で掲載しています。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり
■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　情報公開請求及び個人情報の開示請求に係る事務に対する指導や助言、情報公
開審議会及び個人情報保護審議会の運営等の取組を通じて、情報公開制度及び個
人情報保護制度の適正な運用が図られています。
　引き続き、情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用を図っていきます
。

　情報公開審議会及び個人情報保護審議会には、計画的に四半期ごとに案件を集
約の上、一度の審議会でまとめて諮問することで、業務の効率化を図っていま　
す。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

住民基本台帳事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
市民課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　山口市に住民登録を行う人
　山口市に住民登録を行っている人
　住民票の写し等の証明を必要とする人

手段（30年度の取り組み）

　住民異動届の受理をはじめとした住民基本台帳の管理業務を
行いました。
　住民等からの請求に応じて、住民票の写し等の発行業務を行
いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　住民基本台帳を適正に管理することによって、住民の居住事
実等が公証できるようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

住民異動届の受理件数

住民票の写し等の発行件数（公用等無料交付分を含む）

住民基本台帳の管理及び住民票の写し等の発行における
トラブルや事務処理誤りの件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

20,526

126,339

-

20,723

121,629

-

21,622

121,385

0

事業費

国支出金

千円

269 3,504 4,518

12,569 15,715 16,428

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

戸籍住民基本台帳費項 03

戸籍住民基本台帳費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

個人情報の管理と保護、発行事務基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

61 62 61

12,239 12,149 11,849

財源内訳

（歳入歳出決算書 175ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　適正な住民基本台帳事務の管理、正確な住民票の写し等の発行を行っており、
今後もトラブルやミスがないよう努めます。

　常に精査する中で必要最低限のコストで業務を行っているため、現時点でのコ
ストを削減する余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

戸籍事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度地域生活部
市民課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　身分関係の発生や変更について届出を行う人
　戸籍関係の証明等を必要とする人

手段（30年度の取り組み）

　戸籍届書の受理をはじめとした戸籍の管理業務を行いまし　
た。
　住民等からの請求に応じて、戸籍関係証明の発行業務を行い
ました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　戸籍を適正に管理することによって、身分が公証されるよう
になります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

戸籍に記録した事件数

戸籍関係証明発行件数（公用等無料交付分を含む）

戸籍の管理及び戸籍関係証明等の発行におけるトラブル
や事務処理誤りの件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

9,712

74,605

-

9,630

73,542

-

9,407

74,435

0

事業費

国支出金

千円

15,038 11,686 11,895

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

戸籍住民基本台帳費項 03

戸籍住民基本台帳費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

個人情報の管理と保護、発行事務基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

193 190 181

14,845 11,496 11,714

財源内訳

（歳入歳出決算書 175ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　適正な戸籍の管理、正確な戸籍関係証明等の発行を行っており、今後もトラブ
ルやミスがないよう努めます。

　常に精査する中で必要最低限のコストで業務を行っているため、現時点でのコ
ストを削減する余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

個人番号カード事務

実行計画

計画年度担当

●

平成 27 年度 ～ 　　 年度地域生活部
市民課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

　山口市に住民登録がある人
　各種証明書を必要とする人

手段（30年度の取り組み）

　個人番号カードの発行を希望する市民に対し、手続方法等を
案内しました。
　申請した市民に交付通知書の送付した後、交付時の本人確認
とセキュリティ対策を徹底し、滞りなく交付しました。
　なお、個人番号カード交付後の記載内容の変更、紛失再発行
（個人番号の通知カードを含む）については、恒常的に行いま
した。
　また、個人番号カードを利用したコンビニ交付の普及のため
の広報を行うとともに、申請書作成システム（仮称）の導入も
研究しました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

　個人番号カードを取得することで、コンビニエンスストア等
で各種証明書の取得が可能となることから、証明発行が効率化
し、市民の利便性の向上が図られます。

活動状況、成果状況、事業費の推移

個人番号カード保有率

コンビニ交付による交付率

区分 指標名称

①

単位

％

％

28年度実績 29年度実績 30年度実績

8.1

0

10.1

0.8

11.8

1.2

事業費

国支出金

千円

1,892 7,465 13,007

35,788 23,657 29,938

【上位成果への貢献度】 　□貢献度・大　　■貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

戸籍住民基本台帳費項 03

戸籍住民基本台帳費目 01

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

個人情報の管理と保護、発行事務基本事業 07

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

33,057 15,442 16,272

839 750 659

財源内訳

（歳入歳出決算書 175ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　■中　□小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　適正・正確な個人番号カード事務を行っており、今後もトラブルやミスがない
ように努めます。

　常に精査する中で必要最低限のコストで業務を行っているため、現時点ではコ
ストを削減する余地はありません。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員

基本事業がめざす姿

行政文書が正確に受理・整理され、保存・管理されています。

基本事業の成果状況と評価

文書管理上のトラブル件数

【総務課】

評

価

平成30年度においては文書管理上のトラブルが1件ありました。
引き続き、文書管理システムを適正に運用していくとともに、
職員に対して適正な文書管理事務の周知徹底を図っていきます
。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 0 1 0

(低下)

目　標
達成度

(中)

基本事業のコスト（千円）

H30

26,372

基本事業　05-05-08 文書管理事務

指
標
① 2
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

文書・公印管理業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総務部
総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

職員
文書・公印

手段（30年度の取り組み）

文書取扱規程や公印規程に基づいて、庁内への文書事務、公印
管理に対する指導・助言、文書管理システムの活用支援等の取
組を行いました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

文書・公印が適正に管理されるようになります。
文書管理システムにより、事務が効率的に行えるようになりま
す。
情報公開に対しても迅速に対応出来るようになります。

活動状況、成果状況、事業費の推移

文書管理システムへの「保存済」文書の件数（総務課処
理件数）

区分 指標名称

①

単位

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

482 584 557

事業費

国支出金

千円

376 257 190

376 257 190

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文書費目 02

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

文書管理事務基本事業 08

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　文書事務、公印管理に対する指導・助言等を通じて、文書事務、公印管理の適
正化が図られています。
　今後も、定期的な庁内への通知の発出等の取組を進めることで文書事務、公印
管理の適正化を確保していきます。

　文書事務、公印管理の適正化を確保していくためには、助言・指導、通知の発
出等の現在の手段が適切です。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
情報公開で情報を求める人

基本事業がめざす姿

情報の公開がスムーズに行われています。

基本事業の成果状況と評価

情報コーナーへの設置資料数

【広報広聴課】

評

価

　設置資料数は、第二次総合計画及び各種部門計画の策定に伴
い、平成２９年度より４６件増加しました。
　引き続き、既存資料の更新について適正な管理を行うととも
に、計画策定や新規事業実施等に伴う資料追加を行い、情報コ
ーナーの充実を図っていきます。

単位 基準値
実績値

(H29参考)
実績値
(H30)

目標値
(R04)

指標の
うごき

件 145 191 160

(向上)

目　標
達成度

(高)

基本事業のコスト（千円）

H30

138

基本事業　05-05-09 情報公開事務

指
標
① 151
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活動
指標

成果
指標

妥
当
性

情報公開・個人情報保護制度窓口業務

実行計画

計画年度担当

●

平成 17 年度 ～ 　　 年度総合政策部
広報広聴課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

情報公開を求める市民及び法人等
個人情報の開示を求める市民等

手段（30年度の取り組み）

・情報公開窓口（情報公開・個人情報保護）において、請求の
受付、各通知書の送付などの事務処理を迅速に行いました。ま
た、公開・開示決定に対して審査請求があった場合に、審査会
を開催しますが、Ｈ３０年度は審査会の開催はありませんでし
た。
・市政情報コーナーへの資料設置により、市民との情報の共有
化を図りました。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

迅速で適正な情報公開が行われています。
迅速で適正な個人情報の開示が行われています。
市政情報の提供が行われています。

活動状況、成果状況、事業費の推移

条例で定める処理期限内（期間延長処理を行ったものも
含む）に処理できた件数

事務処理に関する苦情件数

条例で定める処理期限内に処理できなかった件数

区分 指標名称

①

単位

件

件

件

28年度実績 29年度実績 30年度実績

80

0

0

100

0

0

112

0

0

事業費

国支出金

千円

20

141 196 138

【上位成果への貢献度】 　■貢献度・大　　□貢献度・中　　□貢献度・小　　□基礎的事務事業

事業の概要

一般会計会計 01

総務費款 02

総務管理費項 01

文書費目 02

協働・行政政策 05

公正、確実な事務と市民サービスの向上施策 05

情報公開事務基本事業 09

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ定住自立

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

141 176 138

財源内訳

（歳入歳出決算書 141ページ）

付記事項 「歳入歳出決算書」では、「情報公開窓口事務費」の名称で掲載しています。

②

①

②

これまでの取り組みの評価

□効率化余地あり

■現状手段が適切

【成果状況】

□大　□中　■小　□なし

□向上（最高状態維持含む）
■維持・横ばい
□低下・悪化

【成果向上余地】　

有
効
性

【効率化の状況】効
率
性

　情報公開、個人情報の開示等に係る窓口事務は、遅滞なく処理しています。
　市政に関する資料を市政情報コーナーに設置し管理することで、市民との情報
の共有化を進めています。
　より一層、資料の充実を図るため、公開可能なものについて、関係課へ資料提
供を呼びかけることにより、設置資料数の増加が見込めると考えます。

　必要最小限のコストで運用しており、更なる削減は難しいと考えます。

まち・
ひと・しごと
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政策　05 協働・行政

施策　05-05 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業　05-05-99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H30

133,400
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６ プロジェクト事業の取組  
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６ プロジェクト事業の取組  
 

ここでは平成３０年３月に策定した「第二次山口市総合計画 第 1 次実行計画（平成 30 年度－

令和 2 年度）」のプロジェクト別計画に掲載した事業の取組について報告します。 

第二次山口市総合計画の目指すまちの姿の実現に向け、前期基本計画の５つの政策グルー

プにおける施策別計画の推進にあたって、部局横断的、重点的に対応すべき取組を８つの重

点プロジェクトとして構築し、「オール山口の発展 元年」のテーマのもと、効果的に展開

しています。 
  

 
前期基本計画重点プロジェクトの総合的な指標（重要目標達成指標：ＫＧＩ） 

 

・ＫＧＩ① 人口（定住人口） 

基準値 平成 29（2017）年

 

実績値 平成 30（2018）年 目標値 令和 4（2022）年 

１９６，５１７人 
（平成２９年１０月１日現在） 

１９５，６００人 
（平成３０年１０月１日現在） 

１９３，５００人 

 

・ＫＧＩ② 交流人口 

基準値 平成 28（2016）年 実績値 平成 30（2018）年 目標値 令和 4（2022）年 

４７１万人／年 

 

６１２万人／年 

 

５３０万人／年 

 
 

・ＫＧＩ③ ふるさと指標 

基準値 平成 29（2017）年 実績値 平成 30（2018）年 目標値 令和 4（2022）年 

７７．４ポイント 

 

７７．９ポイント 

 

８０．０ポイント 
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  県都としての役割を果たす中で、山口・小郡の都市核づくりを進め、高次の都市機能を集

積し、サービス業の振興等を図ります。あわせて、広域交通網や都市間ネットワークの形成

を進め、市内や山口県央連携都市圏域等に対して高次の都市機能を提供することで、あらゆ

る地域に安心して住み続けられる魅力的で躍動感あふれる広域県央中核都市づくりを進め、

広域的な経済活力や交流を創出します。 

   

【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・大殿・白石・湯田地域の人口 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

３１，０２５人 

（平成 29 年 10 月 1 日時点） 

３０，９７５人 

（平成 30 年 10 月 1 日時点） 
３１，５００人 

 

・湯田温泉宿泊客数 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

 ５３．８万人  ５２．４万人 ５４万人 

 

・小郡地域の従業者数 

基準値 平成２６（２０１４）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

 １９，８２６人 ― ２０,０００人以上 

 

・ＪＲ新山口駅の利用者数 

基準値 平成２７（２０１５）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

２，８１３千人 ２，９８１千人 ２，９００千人以上 

 

 

（１） 山口都市核づくり             

山口都市核については、長い歴史の中で積み重ねてきた行政、文化、教育、商業、観光

などの都市の特性や既存ストックをより高め、定住人口や交流人口を増加させるエリアと

してのまちづくりを進めます。 

 

・中心市街地の活性化 

 

都市計画基本調査事業では、山口市コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり計

画の策定、山口市都市計画マスタープランの中間見直しにかかる検討を行いました。 

また、都市連携推進事業では、広域的・国際的視野に立った地域経済基盤である「広域

経済・交流圏」において、圏域内の各都市が有する高次都市機能や地域資源等の活用・共 

重点プロジェクト１ 魅力あふれる県都づくり 「広域県央中核都市づくり」 
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６ プロジェクト事業の取組  

 

 

有を図っていくことで、圏域内における経済的な価値や雇用の創出につなげました。  

そして、新本庁舎整備事業では、令和６年度の新本庁舎本体の竣工に向け、基本計画策

定の取組を進めました。 

さらに、中心市街地住環境総合整備事業では、善福寺・地蔵通りの道路整備に伴う測量

設計業務、用地補償を行い、中心市街地核づくり推進事業では、黄金町地区において実施

されている組合施行による共同施設整備事業（商業施設、公益施設、駐車場、共同住宅等）

に対して、まちなか居住の促進、防災性の向上、にぎわい創出等の観点から、都市再開発

法に基づく第一種市街地再開発事業を活用した支援をし、中心市街地活性化事業では、商

店街通行量調査の実施、中心商店街の賑わいと活性化を図るためイベント企画等へのサポ

ート機能の充実に努め、タウンマネジャーを設置して、空店舗対策を中心としたエリア全

体のマネジメントを行い、ＩＣＴ技術を活用した来街者の利便性を高める取組も実施しま

した。 

また、あきないのまち支援事業では、中心商店街に発生した空き店舗への出店を支援し

ました。 

 

 

・大内文化ゾーンの歴史空間の再生 

 

都市計画公園整備事業では、山口都市核が一望できる亀山公園山頂広場の整備を行い、

平成３０年９月に供用開始しました。 

また、十朋亭維新館管理運営業務では、施設のオープンに向けた準備を行い、平成３０

年９月２９日のオープン以降は、本館展示室の企画展や来館者へのガイダンス、主屋を活

用したイベント等の実施により、本市における幕末・明治維新の情報発信や大内文化特定

地域の賑わい創出に取り組みました。 

さらに、大内文化特定地域修景整備事業では、歴史的なまちなみ景観の保全・形成・活

用を軸としたまちづくりの取組支援や、地域の歴史文化の共有、取組機運の醸成等を目的

とした副読本の作成支援を行うとともに、歴史的なまちなみ形成のため、大内文化特定地

域内に残る古い町屋をまちの雰囲気に合わせて再生し、活用する町屋再生・活用事業（モ

デル事業）に取り組みました。 

 

(単位：千円）

事務事業名 担    当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

都市計画基本調査事業 都市計画課 一般会計 12,747 481

都市連携推進事業 企画経営課 一般会計 4,598 768

新本庁舎整備事業 本庁舎整備推進室 一般会計 20,233 766

中心市街地住環境総合整備事業 都市整備課 一般会計 30,931 495

中心市街地核づくり推進事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 377,308 498

中心市街地活性化事業 ふるさと産業振興課 一般会計 14,610 603

あきないのまち支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 9,923 604
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そして、大殿周辺地区整備事業では、大内文化特定地域内の歴史資源やまちなみの保全

活用とあわせて、道路整備・美装化、路地再生などの高質空間形成を図り、修景整備を一

体的に行い、築山跡第１期整備事業では、実施設計を行い、次年度からの整備工事本格化

に向け、既存の木塀や石垣、コンクリートの基礎等の撤去工事を行い、その後、発掘調査

を実施しました。 

 

 

・湯田温泉おもてなしの街づくり 

 

生涯活躍のまち構想推進事業（総合的な推進）では、「多世代交流・健康増進拠点施設」

の整備に向けた、基本構想を策定し、湯田温泉まちなか整備事業では、公共空間部分につ

いて景観に配慮した整備などを行うことで、訪れてみたいまち、住みたいまちの魅力を高

めました。 

また、観光地ビジネス創出事業では、湯田温泉観光回遊拠点施設「狐の足あと」におけ

る回遊促進企画や、地域の特色を生かした地旅を実施しました。 

さらに、湯田温泉魅力創造事業では、観光誘客促進に係る事業を積極的に行うため、湯

田温泉旅館協同組合が主体的に担う事業へ補助金を交付し、湯田温泉回遊促進事業では、

湯田温泉における回遊を促し、賑わいを創出するため、湯田温泉観光回遊拠点施設周辺地

域への新規出店を促進・支援しました。 

 

 

 

（２） 小郡都市核づくり 

 小郡都市核については、新山口駅や周辺市街地を中心に、県全体の玄関にふさわしい、

交通結節やアクセス機能の強化を図り、山口県ナンバーワンのビジネス拠点づくりを進め

ます。 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

都市計画公園整備事業 都市整備課 一般会計 317,426 485

十朋亭維新館管理運営業務 文化交流課 一般会計 27,338 317

大内文化特定地域修景整備事業 文化交流課 一般会計 1,100 489

大殿周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 188,297 494

築山跡第１期整備事業 文化財保護課 一般会計 7,880 304

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

生涯活躍のまち構想推進事業（総合的な推進） 企画経営課 一般会計 2,702 771

湯田温泉まちなか整備事業 都市整備課 一般会計 18,677 493

観光地ビジネス創出事業 観光交流課 一般会計 7,000 571

湯田温泉魅力創造事業 観光交流課 一般会計 2,500 569

湯田温泉回遊促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 5,479 591
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６ プロジェクト事業の取組  

 

新山口駅北地区拠点施設整備事業では、実施設計が完了し平成３１年３月に建設工事に

着手し、新山口駅ターミナルパーク整備事業では、南口駅前広場の整備、矢足新山口駅線

（電線共同溝含む）の道路整備を行いました。 

また、観光交流センター管理運営業務では、市内及び県内の観光情報の発信、交流人口

の拡大を目的とした運営を行いました。 

さらに、新山口駅北地区エリア内道路整備事業、新山口駅周辺地区整備事業では、「新

山口駅ターミナルパーク整備基本計画」「新山口駅北地区重点エリア整備方針」に基づき、

新山口駅北地区重点エリア内の幹線道路や新山口駅周辺地区内の生活道路の整備を行いま

した。 

そして、公共下水道浸水対策事業（小郡）では、長通り雨水幹線について、市道長谷駅

南線跨線橋高架下から旧長谷ポンプ場付近までの整備を進めるとともに、新古川橋上流部

の実施設計に着手し、公共下水道管渠布設事業（小郡）では、公共下水道事業計画区域内

（小郡処理区）の汚水管渠８７３．１１ｍの整備が終了しました。 

 

 

（３） 広域ネットワーク機能の強化 

 

 ・幹線道路等の整備促進 

 

幹線道路関連整備事業では、「(仮称)湯田ＰＡスマートインターチェンジ」の整備に伴う、

建設工事、工事委託、詳細設計、条件整備等を実施しました。 

また、都市計画道路整備事業では、東山通り下矢原線の測量設計を行い、平井西岩屋線

道路改築事業では、道路拡幅工事を実施し、道路整備計画道路改良事業では、山口市道路

整備計画に基づき、路線の計画的かつ効率的な整備を実施しました。 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

新山口駅北地区拠点施設整備事業 新山口駅拠点施設整備推進室 一般会計 1,379,429 611

新山口駅ターミナルパーク整備事業 都市整備課 一般会計 551,945 541

観光交流センター管理運営業務 観光交流課 一般会計 16,470 562

新山口駅北地区エリア内道路整備事業 都市整備課 一般会計 70,990 525

新山口駅周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 51,223 511

公共下水道浸水対策事業（小郡） 下水道整備課 企業会計 92,844 367

公共下水道管渠布設事業（小郡） 下水道整備課 企業会計 185,233 437

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

幹線道路関連整備事業 道路河川建設課 一般会計 299,448 523

都市計画道路整備事業 都市整備課 一般会計 648 524

平井西岩屋線道路改築事業 道路河川建設課 一般会計 84,513 521

道路整備計画道路改良事業 道路河川建設課 一般会計 459,334 522
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・連携中枢都市圏の取組推進～山口県央連携都市圏域～ 

 

中核都市づくり推進事業では、本市及び、宇部市、萩市、防府市、美祢市、山陽小野田

市、島根県津和野町の７市町の長で構成する山口県央連携中枢都市圏域推進協議会を開催

し、個性と活力に満ちた圏域の形成を目指し、協議を行いました。 

また、周遊型博覧会準備事業では、山口ゆめ回廊博覧会実行委員会を設立し、第１回総

会を開催しました。 

さらに、県央連携都市圏域情報発信事業では、地域情報紙による圏域情報発信、新山口

駅南北自由通路デジタルサイネージ（９面）による圏域情報発信、各市町広報紙による情

報発信等を行いました。 

もうかる農業創生事業では、道の駅の情報発信機能を活用し、県央連携都市圏域の各施

設が連携して、特産品コーナーを設置するとともに、イベントの情報提供や広報誌等の配

布により、圏域内の積極的なＰＲ活動を展開し、生産者の新たな販路確保・拡大に取り組

みました。 

また、事業承継・人材確保支援事業では、事業承継支援としてアンケートの実施やアラ

イアンスマニュアルの作成を行ったほか、無料相談会、セミナー等を開催しました。 

さらに、産学金官連携推進事業では、圏域内の起業創業、中小企業支援に向けた検討及

び新山口駅北地区拠点施設において展開する産業交流スペースについての機能や運営手法、

事業者選定に向けた協議検討を進めました。 

また、新事業創出チャレンジ事業では、圏域内企業間の連携による開発又は試作等に係

る経費の一部補助や、ビジネスマッチングに関するセミナー開催、海外展開に関するセミ

ナーや、輸出商社とのマッチングイベントの開催等を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

中核都市づくり推進事業 企画経営課 一般会計 16 750

都市連携推進事業（再掲） 企画経営課 一般会計 4,598 768

周遊型博覧会準備事業 県央博覧会準備室 一般会計 27,062 559

県央連携都市圏域情報発信事業 広報広聴課 一般会計 10,582 722

農林政策課

徳地総合支所農林課

事業承継・人材確保支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 6,353 593

産学金官連携推進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 3,401 597

新事業創出チャレンジ事業 ふるさと産業振興課 一般会計 4,211 598

627もうかる農業創生事業 一般会計 11,385
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６ プロジェクト事業の取組  
 

 

市内の全ての地域の個性が際立ち、あらゆる世代が将来にわたって安心して住み続ける

ことができるコミュニティの実現を目指し、市内２１地域の個性と安心を共に創る地域づ

くりの取組を、協働によるまちづくりのもとで進めます。 

また、全市的な移住定住の促進、各地域の個性や地域課題に対応した拠点づくり、日常

生活の支援機能の強化等を進め、人口減少が進む農山村等をはじめとした地域における人

口転出超過の抑制を図る取組を進めます。 

 

【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・本市における県外からの移住者数 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

４４人/年 ３９３人 ４００人/年 

※基準値は「住んでみいね！ ぶちええ山口」県民会議による数値（H28 年 7 月～H29 年 3 月実施分） 

 

・農山村エリア等における人口の転出超過抑制 

基準値 平成２７（２０１５）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

▲２１５人/年平均     １３人 ▲１００人/年 

※阿東、徳地、仁保、小鯖、嘉川、佐山、陶、鋳銭司、名田島、秋穂二島、秋穂地域の社会動態。 

 

・地域行事や市民活動に、年１回以上参加している市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

５４．５％ ５２．５％ ６０％ 

 

・日常生活において、必要なサービスや移動に不便していないと思う市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

５８．２％ ５９．２％ ６３％ 

 

 

・総合支所の権限強化 

 

小郡地域ふるさとにぎわい創出事業では、新山口駅を中心とした一帯を交流の核とし、

「小郡がつながる・つなげる」をコンセプトとするふるさとにぎわい計画を策定しました。 

秋穂地域ふるさとにぎわい創出事業では、「秋穂の地域資源の磨き上げと流通拡大による

豊かな地域づくり」をコンセプトとするふるさとにぎわい計画を策定しました。国民宿舎

管理運営事業では、地域の交流の核である秋穂荘が安心して利用ができるよう施設の修繕

や耐震改修工事を行い、観光維新ブランド創出事業では、車えび等の秋穂ブランドの情報

発信及びＰＲ活動に取り組みました。また、水産物供給基盤整備事業では、養殖車えびの

増産に向けた検討を行いました。 

重点プロジェクト２ 協働による「個性と安心の２１地域づくり」 
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阿知須地域ふるさとにぎわい創出事業では、道の駅「きらら あじす」を交流の核とし

て、アウトドアスポーツの振興や地元農水産物の供給力向上を目的としたふるさとにぎわ

い計画を策定しました。 

徳地地域ふるさとにぎわい創出事業では、「重源の里とくぢ」を地域ブランドとし、豊か

な地域資源を活用して新たなブランド創出と地域ブランドの情報発信拠点である特産品販

売所南大門の機能強化による地域経済の活性化を目的としたふるさとにぎわい計画を策定

しました。 

阿東地域ふるさとにぎわい創出事業では、道の駅「長門峡」を交流の核とした地域資源

の磨き上げや、地域資源のネットワーク化を進めることで、交流人口の増加を図り、地域

経済の活性化につなげることを目的としたふるさとにぎわい計画を策定しました。 

また、道の駅長門峡管理運営業務では、阿東地域の交流の核である道の駅「長門峡」の

物品販売施設等の機能向上に係る改修工事を実施し、願成就温泉センター施設改修事業で

は、平成 24 年度に実施した施設耐久調査に基づく施設改修工事を行い、常徳寺庭園保存

整備事業では、平成 29 年度に行った実施設計をもとに、池泉周辺の園路や植栽を中心と

した保存整備工事に着手しました。 

さらに、畜産農家支援事業では、あとう和牛の増頭対策や地域内一貫体制を目指し、市

内産和牛の繁殖雌牛や肥育素牛の導入を推進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

小郡地域ふるさとにぎわい創出事業 小郡総合支所地域振興課 一般会計 596 691

秋穂地域ふるさとにぎわい創出事業 秋穂総合支所地域振興課 一般会計 1,890 692

阿知須地域ふるさとにぎわい創出事業 阿知須総合支所地域振興課 一般会計 486 693

徳地地域ふるさとにぎわい創出事業 徳地総合支所地域振興課 一般会計 564 694

阿東地域ふるさとにぎわい創出事業 阿東総合支所地域振興課 一般会計 1,990 695

国民宿舎管理運営事業 観光交流課 特別会計 64,051 567

観光維新ブランド創出事業 観光交流課 一般会計 7,874 558

水産港湾課

秋穂総合支所地域振興課

道の駅長門峡管理運営業務 阿東総合支所農林課 一般会計 317,366 648

願成就温泉センター施設改修事業 観光交流課 一般会計 33,290 566

常徳寺庭園保存整備事業 文化財保護課 一般会計 7,443 300

農林政策課

阿東総合支所農林課

658

631畜産農家支援事業 一般会計 32,883

水産物供給基盤整備事業 一般会計 7,258

807



６ プロジェクト事業の取組  

 

 

・地域を支える拠点づくりとネットワーク形成 

 

徳地地域交流センター建設事業では、「徳地地域複合型拠点施設整備事業基本計画・設計

書」の策定、拠点施設整備予定地の造成設計に着手し、阿知須地域交流センター建設事業 

では、仮庁舎整備に係る設計、旧館のアスベスト含有調査を行い、小郡地域交流センター

建設事業では、建設工事に着手し、電気・機械設備工事、エレベーター設置等、新設に係

る工事を進め、旧館のアスベスト含有調査を行いました。 

佐山地域交流センター建設事業及び二島地域交流センター建設事業では、造成工事を行

い、建設工事に着手し、電気・機械設備工事等、新設に係る工事を進め、鋳銭司地域交流

センター建設事業では、施設整備に係る用地取得を行い、整備敷地の造成設計、造成工事

を行いました。 

また、阿東地域交流センター篠生分館建設事業では、利用者の利便性向上及び民間との

連携を図る観点から、ＪＡ山口県長門峡支所と共同整備することとし、施設整備対象地の

測量、旧館のアスベスト含有調査を行いました。 

さらに、地域交流センター機能強化事業では、平川地域交流センター第３駐車場の建設

整備工事を行い、健康福祉の拠点づくり事業では、旧阿東山村開発センターの跡地を活用

して、阿東保健センター機能の拡充として、健康づくり機能をはじめとした複合施設の建

設工事、周辺整備を行いました。 

生雲簡易水道施設整備事業では、新設浄水場について、場内整備を完了し平成 30 年 10

月に運用を開始し、嘉年・吉部野簡易水道再編事業では、浄水場建設に伴う配水池、管理

棟等の施設整備に着手しました。 

また、バスロケーションシステム整備事業では、基幹交通に位置づけるバス路線を運行

するバス事業者に対し、バスロケーションシステムの導入経費の一部を補助することで、

利便性の向上を図り、幹線バス確保維持事業では、基幹交通に位置づける赤字のバス路線

を運行するバス事業者に対し、運行欠損額の補助や利用負担金を支出することで当該バス

路線を維持し、併せて系統改善や利便性を向上することにより利用促進を図り、運賃収入

増に努めました。 

さらに、コミュニティバス実証運行事業では、実証運行の結果を踏まえ、利用者にとっ

て最適な交通システムの確立に向け、継続して検討し、コミュニティタクシー運行促進事

業では、コミュニティタクシーを運行している 7 地域の住民組織に対し、財政支援を行う

とともに、専門家によるアドバイスを受けながら、交通事業者と行政も地域住民と一緒に

なって持続性の高い運行へと改善しました。 

グループタクシー利用促進事業では、一般タクシーを共同利用する仕組みづくりを目指

し、交通不便地域にお住まいの高齢者グループ（原則 4 人以上）を対象に、タクシー利用

券を交付し、徳地生活バス運行事業では、徳地地域の地域拠点と生活拠点を結び、生活基

盤を支える支線交通（過疎地域支線）として運行し、日常生活に必要な移動手段の確保を

行い、阿東生活バス運行事業では、阿東地域の地域拠点や生活拠点間において運行し、日

常生活に必要な移動手段を確保しました。 
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・すむ住む山口 ～オール山口で取り組む移住定住促進～ 

 

やまぐち定住実現プロモーション事業では、山口県央連携都市圏域の 7 市町の共催で、

東京での移住フェア「やまぐちと津和野のんびり Life」の開催や、実際に本市を訪問し魅

力を体験していただくツアーを開催しました。 

また、ＵＪＩターン就労支援事業では、県外からの移住希望者を対象に、商工業、農業

などの仕事を体験できるオーダーメイドのツアーや、就職を目前に控えた大学生等を対象

に山口市内の企業を訪問できるバスツアーを実施し、空き家利活用事業では、徳地、阿東

地域（過疎地域）では直営型空き家バンク、仁保、名田島、秋穂二島地域では、地域が主

体となって取り組む地域型の空き家バンクを実施し、空き家活用コンペティション事業で

は、空き家を新たな交流を作り出す場として活用するとともに、こうした交流を生み出せ

る人材の発掘を行い、地域の活性化及び移住定住の促進を図るために、「空き家×交流」を

テーマとしたアイディアコンペティションを実施しました。 

さらに、外部人材活用事業では、地域おこし協力隊の専門的なスキルを活かした新たな

生業づくり活動を通じて、地域の活性化や若者が本市へ定住できる環境づくりを行いまし

た。 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

徳地地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 15,792 705

阿知須地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 1,401 709

小郡地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 462,043 706

佐山地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 287,054 708

二島地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 401,791 704

鋳銭司地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 66,730 707

阿東地域交流センター篠生分館建設事業 協働推進課 一般会計 2,989 710

地域交流センター機能強化事業 協働推進課 一般会計 43,151 703

健康福祉の拠点づくり事業 健康増進課 一般会計 144,928 141

生雲簡易水道施設整備事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 127,104 429

嘉年・吉部野簡易水道再編事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 373,892 431

バスロケーションシステム整備事業 交通政策課 一般会計 2,510 539

幹線バス確保維持事業 交通政策課 一般会計 195,470 537

コミュニティバス実証運行事業 交通政策課 一般会計 58,366 543

コミュニティタクシー運行促進事業 交通政策課 一般会計 34,583 545

グループタクシー利用促進事業 交通政策課 一般会計 5,546 544

徳地生活バス運行事業 交通政策課 一般会計 38,969 538

阿東生活バス運行事業 阿東総合支所地域振興課 一般会計 20,700 540

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

やまぐち定住実現プロモーション事業 定住促進課 一般会計 6,795 714

ＵＪＩターン就労支援事業 定住促進課 一般会計 1,569 685

空き家利活用事業 定住促進課 一般会計 7,650 687

空き家活用コンペティション事業 定住促進課 一般会計 3,191 716

外部人材活用事業 定住促進課 一般会計 42,228 688
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６ プロジェクト事業の取組  
 

■平成30年度地域づくり交付金実績

土木工事（法定
外公共物・単市

土地改良）

その他
環境づくり

合計

大　殿 7,919,875 5,786,938 2,299,632 104,337 125,446 0 46,440 46,440 760,191 0

白　石 8,547,111 5,396,804 2,256,690 252,150 114,288 0 94,963 94,963 545,477 0

湯　田 8,969,017 3,618,462 406,225 627,186 947,892 2,090,000 147,800 2,237,800 2,105,475 0

仁　保 7,311,000 4,276,071 1,141,360 753,669 291,441 2,410,000 359,723 2,769,723 516,506 0

小　鯖 7,444,909 5,344,296 257,147 308,005 619,847 0 252,949 252,949 985,190 0

大　内 11,039,291 4,025,572 3,468,781 345,934 1,253,951 4,218,000 864,598 5,082,598 1,702,285 0

宮　野 9,313,000 5,885,198 534,210 1,005,353 169,213 0 2,514,061 2,514,061 922,319 0

吉　敷 9,892,000 9,410,495 2,555,544 155,075 792,824 0 389,544 389,544 1,149,793 0

平　川 10,426,582 3,643,849 3,773,761 895,040 1,113,001 3,754,000 315,919 4,069,919 685,065 0

大　歳 9,528,000 4,966,328 926,544 262,076 723,517 1,254,900 76,292 1,331,192 2,586,783 0

陶 6,427,742 3,492,590 1,485,538 630,027 352,337 3,357,000 298,063 3,655,063 347,732 0

鋳銭司 6,406,000 4,434,986 464,990 122,497 269,339 4,156,000 255,797 4,411,797 681,363 44,064

名田島 6,604,000 3,846,209 1,078,661 533,930 248,635 1,818,000 274,162 2,092,162 194,314 0

秋穂二島 6,731,444 3,299,240 1,372,202 234,203 272,546 3,098,000 552,287 3,650,287 470,000 0

嘉　川 8,297,965 5,573,000 1,602,848 641,143 958,931 4,375,000 433,013 4,808,013 187,295 0

佐　山 6,928,599 3,301,905 955,800 608,428 654,066 2,572,000 820,773 3,392,773 587,660 0

小　郡 12,463,000 5,128,831 3,075,988 1,385,061 1,062,527 0 668,578 668,578 1,401,793 0

秋　穂 8,314,000 6,575,267 2,169,251 881,869 517,289 0 854,892 854,892 240,803 0

阿知須 9,030,000 4,082,865 1,215,235 635,778 243,800 3,073,000 1,024,779 4,097,779 1,638,370 0

徳　地 13,290,000 7,838,128 2,620,824 499,940 509,975 0 222,781 222,781 1,644,461 0

阿　東 12,239,522 8,009,798 2,240,462 273,925 282,647 0 498,024 498,024 934,709 0

合計 187,123,057 107,936,832 35,901,693 11,155,626 11,523,512 36,175,900 10,965,438 47,141,338 20,287,584 44,064

※大殿、白石、小鯖、宮野、吉敷、小郡、秋穂、徳地、阿東地域では、土木工事を市補助制度により執行しました。

地域 交付金実績額
①協議会運営 ②地域振興 ③地域福祉 ④安心・安全

事業費内訳

⑥地域
個性創出

⑤環境づくり

⑦その他

・協働によるまちづくり 

 

   地域の個性を活かす交付金事業では、地域づくり協議会や自治会等を対象とした交付金

により、地域個性創出など地域主体の活動や自主的かつ持続的な活動を、地域の実情に応

じた制度の充実を図りながら支援しました。 

   なお、地域づくり交付金については、平成３０年度から、地域の歴史・文化等の地域資

源を活用し、地域内外の交流・連携を促しながら、地域活性化や地域課題の解決につなげ

る事業に対して、交流促進特別交付金を交付しています。 
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また、自治会等支援事業では、自治会活動の手引きの作成・配布、社会貢献活動保険へ

市負担での加入、補償や、自治会等が地域社会の維持・発展のために行う自主的かつ持続

的な活動に対し支援を行いました。  

   さらに、法定外公共物整備助成事業では、地域の関係者が法定外公共物を整備するため

に必要な原材料の支給や、地域づくり交付金制度による交付金又は地域の関係者が行う整

備に対する補助金の交付を行いました。 

   また、山口ゆめ花博地域支援事業では、地域交流センターから山口ゆめ花博会場まで貸

切バスを運行し、交通手段を確保することが難しい高齢者などを主な対象として、送迎を

行いました。 

   そして、社会教育活動推進事業では、地域交流センター活動推進委員会が行う講座の開

設や討論会、講習会、展示会等の事業に対し、補助金を交付し、地域防災活動促進事業で

は、自主防災組織の育成及び活動支援、リーダー養成講座や防災士会への委託による防災

講座の実施、自主防災会だよりの発行、21 地域単位での防災活動などを行いました。 

    

 

・中山間・南部地域の活力アップ 

    

   定住促進事務では、南部地域の農山漁村エリアの移住・定住に取り組む、第二次山口市

総合計画に位置付ける南部地域の諸施策を進めるプランを策定し、南部地域資源利活用事

業では、地域資源を活用した南部地域の魅力発信につながる特産品開発に取り組む団体に

事業補助を実施し、取組を通じて得たノウハウや情報をフォーラム開催により南部地域全

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

地域の個性を活かす交付金事業 協働推進課 一般会計 189,324 698

自治会等支援事業 協働推進課 一般会計 118,823 696

法定外公共物整備助成事業
道路河川管理課

小郡・秋穂・阿知須・徳地・阿東総合支所
一般会計 69,665 527

山口ゆめ花博地域支援事業 協働推進課 一般会計 3,300 699

社会教育活動推進事業 社会教育課 一般会計 51,193 257

地域防災活動促進事業
防災危機管理課

小郡・秋穂・阿知須・徳地・阿東総合支所
一般会計 3,874 356

地　域 事　業　名 事　業　内　容 決算額（円）

秋穂二島
女神が眠る「兜山古墳」魅力創
造事業

交流人口の創出や、既存の地域資源の再生及び地域活力の向上を目的
に、兜山古墳周辺の樹木、根の処理や駐車場などの整備を行い、地元小学
生と協働で地域内マップの作成や周遊ルートの検討、他事業の周辺整備を
活かして他団体と連携した地元特産品のPRや交流事業を実施。

350,000

阿　東
（地福）

地福のトイトイ地域活性化事業
地域の行事である「地福のトイトイ」を継承していき、地域住民の一体感の醸
成を図ることを目的に、馬作り講習会（小・中学生、保存会員等）や実施子ど
も会（自治会）への藁馬づくり等の援助、当日地区外からの受入等を実施。

50,000

■平成30年度交流促進特別交付金事業実績
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６ プロジェクト事業の取組  
 

体で共有しました。 

また、中山間地域資源利活用事業では、地域資源を活用し、住民や地域、外部人材の知

恵や新たな発想により、地域の暮らしを支える雇用の場の創出や地域住民が相互に支え合

う仕組みの創出、地域特性を生かした都市農村交流など、事業（活動）効果を生み出す取

組を実施し、やまぐち瀬戸内魅力創出事業では、サイクルイベントの支援、比較的若い世

代をターゲットにしたヨガイベントの実施、山口観光コンベンション協会や山口県立大学

の学生と共に、平成 29 年に「観光振興のための方策コンテスト」で優秀賞を受賞した「旅

するガストロノミー・ツーリズム「シェ・アイオ」」の実証実験を行いました。 

さらに、歴史文化基本構想策定事業では、市内全域を対象とした文化財の総合的把握調

査を実施し、名田島南蛮樋保存整備事業では、整備工事として遊水池の浚渫を行い、鋳銭

司・陶地区文化財総合調査事業では、史跡周防鋳銭司跡の発掘調査の実施、発掘速報展、

鋳銭司・陶地域むかし講座や講演会を開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

定住促進事務 定住促進課 一般会計 638 715

南部地域資源利活用事業 定住促進課 一般会計 1,894 689

中山間地域資源利活用事業 定住促進課 一般会計 1,701 690

やまぐち瀬戸内魅力創出事業 定住促進課 一般会計 4,422 686

道の駅長門峡管理運営業務（再掲） 阿東総合支所農林課 一般会計 317,366 648

願成就温泉センター施設改修事業（再掲） 観光交流課 一般会計 33,290 566

歴史文化基本構想策定事業 文化財保護課 一般会計 8,523 303

名田島南蛮樋保存整備事業 文化財保護課 一般会計 53,971 298

鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業 文化財保護課 一般会計 12,683 302

常徳寺庭園保存整備事業（再掲） 文化財保護課 一般会計 7,443 300
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山口市で生まれ、育ったら、自然と「智慧」や「学力」が育ち、社会の変化に柔軟に対応

できる「子どもの生きる力」が育まれるまち「教育・子育てなら山口」です。子ども達の未

来を輝かしいものにするための更なる先進の教育環境づくりを進め、とりわけ、「智慧」を

育む教育について、人材育成に熱心な地域が多い本市の特長を生かし、また、多くの大学・

専門学校、山口情報芸術センターをはじめとした文化芸術機能がある学園都市としての特長

を生かした取組を進めます。 

同時に、安心の子育て環境の充実を図るため、結婚から妊娠・出産、子育てへの切れ目の

ない支援を実施します。 

  

 【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・ファミリー年代の転入超過 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成２９（２０１７）年 目標値 令和４（２０２２）年 

平均３７５人/年 １６７人 転入超過を維持 

※３０～４０歳代及び０～１４歳の年少人口で集計。 

 

・学校及び学校以外の場において学習機会が確保された児童・生徒の割合 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

９９．１％ ９８．８％ ９９．４％ 

 

・生涯を通じ、学びの環境が整っていると感じる市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

６５．３％ ６８．８％ ６８％ 

 

・合計特殊出生率 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成２９（２０１７）年 目標値 令和４（２０２２）年 

１．５４ １．４７ １．６０以上 

※若い世代の本人の希望に応える施策展開の結果としての向上。令和１７年における希望出生

率 1.9 を段階的に目指す。 

 

【参考】 

全国学力・学習状況調査正答率の全国平均との比較（全国平均を１００としたときの本市の指標） 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

１０２～１０６ 

（小学校・中学校の各科目） 

１００～１０８ 

（小学校・中学校の各科目） 
全教科において１０５以上 

 

 

重点プロジェクト３ 将来を担う子どもたちを育む「教育・子育てなら山口」 
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６ プロジェクト事業の取組  
 

・先進の教育環境づくり 

    

   小学校施設長寿命化事業、中学校施設長寿命化事業では、老朽化している施設を改修す

ることで長寿命化を図りました。 

   また、情報教育環境整備事業では、ICT を活用した教育の推進、校務の効率化を進める

ため、小中学校の教育用及び校務用コンピュータの更新、児童・生徒用のタブレット端末

や電子黒板等の整備を実施しました。 

   さらに、外国語教育研究事業では、指導方法の工夫や言語活動の充実についての研究を

行い、英語指導助手配置事業では、市立小・中学校及び山口市教育支援センター(あすなろ

教室)に 12 名のＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、グローバル人材育成事業では、ボー

ダレスな視野や語学力を含むコミュニケーション能力など、急速な情報化やグローバル化

に対応するために必要な資質や能力、ふるさと山口への貢献意識をもった人材育成を目指

した取組を行いました。 

   そして、コミュニティ・スクール推進事業では、児童生徒が生き生きと学び、活力ある

開かれた学校づくりを行うため、様々な特色ある学校づくり、学校経営の研究・実践につ

いて支援を行い、地域ぐるみ子育て支援推進事業では、地域協育ネットや地域人材バンク

である「やまぐち路傍塾」などの地域がもつ教育力を生かした、地域ぐるみの子育て教育

支援活動や地域の生涯学習を推進し、子ども芸術体感事業では、園児・児童生徒が優れた

生の舞台芸術を身近に鑑賞することができる機会を設け、学習支援事業では、児童生徒一

人ひとりに応じたきめ細かな授業を行うため、学校の実情に応じて補助教員などを配置し

ました。 

   また、図書館管理運営業務では、「いつでもどこでも 本のあるまち どんなときも 身

近に役立ち 出会いを大切にする図書館」をめざした管理運営に努め、図書館資料整備事

業では、図書館資料収集方針に基づき、計画的に図書館資料を購入し、図書館活用推進事

業では、市民の誰もが図書館を利活用するようになるため、図書館利用層の拡大を図るた

めの活動を行い、移動図書館管理運営業務では、市内のどこに住んでいても、図書館サー

ビスを活用できるように、市内全域のサービスステーションを巡回し、資料の貸出・返却・

予約を行い、学校図書館整備推進事業では、国の地方財政措置に基づき図書の整備を行う

とともに、学校司書を配置しました。 

   さらに、小学校施設増改築事業では、児童数の増加により教室不足が見込まれる小学校

施設の増改築工事を行い、小学校プール改修事業では、昭和４０年築で老朽化し、かつ低

学年槽がない大歳小学校のプールについて、増改築工事が完了し、小学校施設安心安全推

進事業では、非常通報装置の整備や避難場所としての機能を高めるために屋内運動場の吊

り天井の撤去等を行い、中学校施設安心安全推進事業では、同様に屋内運動場の吊り天井

の撤去等を行いました。 

   また、子どもの笑顔づくり支援事業では、誰もが笑顔で楽しい学校生活を送るために、

専門指導員の派遣、指導、相談体制の充実などにより、いじめ、不登校問題の解消に取り

組みました。 

   なお、幼稚園施設空調設備整備ＰＦＩ事業及び小・中学校施設空調設備整備ＰＦＩ事業
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では、猛暑対策として市内の幼稚園１０園、小学校３３校、中学校１７校に空調を設置す

るための入札、契約手続きを行いました。  

 

 

 

・結婚から妊娠・出産・子育てへの切れ目のない支援 

 

不妊・不育治療費助成事業では、不妊治療費、不育治療費の自己負担分に対し、助成金

を交付し、産科医等確保支援事業では、分娩手当を支給している市内の診療所及び助産所

に分娩 1 件当たり 1 万円を上限に補助を行いました。 

また、私立保育園運営事業では、夢の星保育園大内園（５０名→６０名）、夢の星保育園

穂積園（６０名→７０名）、はあと保育園新山口（６０名→１２０名）において定員拡大を

行い、認定こども園運営事業では、旭幼稚園が認定こども園（１３０名）に移行し、地域

型保育運営事業では、うる保育園（１７名）、山口ヤクルト平川保育園（１９名）が開園す

るなど、保育を必要とする児童の受け皿の拡大を図り、待機児童数の減少に寄与しました。 

私立保育園整備費助成事業では、はあと保育園中央の新設（１２０名）、めばえ保育園の

増設（１２０名→１５０名）、地域型保育整備費助成事業では、中央ココモ保育園の新設（１

９名）など、当該の施設整備を補助することで待機児童の解消に取り組み、市立保育園管

理運営業務では、保育を実施するために必要な職員体制の確保や、施設、整備、備品等の

維持管理を行い、へき地保育所管理運営業務では、へき地保育所を通して、保育サービス

を必要とする児童に対して、保育を実施しました。 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

小学校施設長寿命化事業 教育施設管理課 一般会計 250,205 241

中学校施設長寿命化事業 教育施設管理課 一般会計 302,425 244

情報教育環境整備事業 学校教育課 一般会計 401,270 234

外国語教育研究事業 学校教育課 一般会計 742 233

英語指導助手配置事業 学校教育課 一般会計 48,125 235

グローバル人材育成事業 社会教育課 一般会計 1,928 274

コミュニティ・スクール推進事業 学校教育課 一般会計 6,581 237

地域ぐるみ子育て支援推進事業 社会教育課 一般会計 20,780 271

子ども芸術体感事業 学校教育課 一般会計 18,856 229

学習支援事業 学校教育課 一般会計 133,967 227

鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業（再掲） 文化財保護課 一般会計 12,683 302

図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 201,941 277

図書館資料整備事業 山口市立中央図書館 一般会計 47,510 279

図書館活用推進事業 山口市立中央図書館 一般会計 1,210 281

移動図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 1,398 278

学校図書館整備推進事業 学校教育課 一般会計 72,948 230

小学校施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 95,908 239

小学校プール改修事業 教育施設管理課 一般会計 105,421 240

小学校施設安心安全推進事業 教育施設管理課 一般会計 214,301 242

中学校施設安心安全推進事業 教育施設管理課 一般会計 314,230 245

子どもの笑顔づくり支援事業 学校教育課 一般会計 13,642 249
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６ プロジェクト事業の取組  
 

また、こども医療費助成事業では、医療費の自己負担分を助成することにより、小中学

校に就学する子どもを持つ家庭の経済的負担の軽減を図り、乳幼児医療費助成事業では、 

医療費の自己負担分を助成することにより、乳幼児を持つ家庭の経済的負担の軽減を図り

ました。 

さらに、放課後児童クラブ運営事業では、市内の 50 箇所（うち 1 箇所は人権推進課所

管）において、放課後児童クラブ専用施設、学校や児童館等の建物の一部利用、その他保

育園内において放課後児童クラブを開設し、放課後児童クラブ整備事業では、入所児童が

定員を超える放課後児童クラブや今後待機児童の発生が予想される放課後児童クラブにつ

いて、計画的に整備を行いました。 

また、児童健全育成事業では、児童遊園の維持管理、親子ふれあいジャンボリーやお父

さんパワーアップ講座事業、思春期子育て体験事業、「山口市子ども・子育て支援事業計画」

策定ニーズ調査などを実施し、子どもの生活・学習支援事業では、ひとり親家庭の子ども

が定期的に集える居場所として、あらかじめ登録された小中学生に対し、ボランティア等

による生活支援（食事の提供）や学習支援を行い、妊娠・出産包括支援事業では、産後ケ

ア事業、産婦健康診査などを通じて、妊娠期から子育て期にわたる専門的な相談に対応し、

子育て福祉総合センター管理運営事業では、保育研修メニューの見直しや保育現場関係者

の顔が見える連携と活性化などにより、人材育成と子ども・子育て支援の向上を図りまし

た。 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

不妊・不育治療費助成事業 子育て保健課 一般会計 7,250 90

産科医等確保支援事業 健康増進課 一般会計 6,145 133

私立保育園運営事業 保育幼稚園課 一般会計 2,760,181 99

認定こども園運営事業 保育幼稚園課 一般会計 517,763 102

地域型保育運営事業 保育幼稚園課 一般会計 182,899 104

私立保育園整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 215,139 100

認定こども園整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 0 103

地域型保育整備費助成事業 保育幼稚園課 一般会計 70,707 105

市立保育園管理運営業務 保育幼稚園課 一般会計 439,738 97

へき地保育所管理運営業務 保育幼稚園課 一般会計 45,730 101

こども医療費助成事業 保険年金課 一般会計 83,625 83

乳幼児医療費助成事業 保険年金課 一般会計 457,587 82

放課後児童クラブ運営事業 こども未来課 一般会計 510,692 95

放課後児童クラブ整備事業 こども未来課 一般会計 333,782 96

児童健全育成事業 こども未来課 一般会計 11,009 77

子どもの生活・学習支援事業 子育て保健課 一般会計 5,496 115

妊娠・出産包括支援事業 子育て保健課 一般会計 16,244 92

子育て福祉総合センター管理運営事業 保育幼稚園課 一般会計 3,409 80
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持続的な地域経済の循環と発展を支え、地域雇用の創出を進めます。農林水産業の経営基

盤の強化、各分野における意欲的な担い手の確保、企業誘致や中小企業の振興をはじめとし

た地域雇用の創出、起業創業へのチャレンジを支援します。 

  

 【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・従業者数 

基準値 平成２６（２０１４）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

８６，０２７人 ― 維持 

 

・雇用創出人数 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

― ２４７人 ２００人/年※ 

※企業誘致による雇用人数、新規起業者数、農林水産業分野における新規就業者数の合計 

 

・商工団体等の会員数 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

３，５２０人 ３，３３４人 維持 

 

・企業誘致に関すること 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

２６社 １,０１１人 

（平成 25～28 年度までの累計） 
７社 １２１人 

２５社 ３７５人 

（平成 30～令和 4 年度までの累計） 

 

・女性の労働参加率（15 歳～64 歳における 女性労働力数／女性総数） 

基準値 平成２７（２０１５）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

６６．４％ ― ７０％以上 

※平成２７年国勢調査就業状況等基本集計（総務省統計局） 

 

 

・農林水産業の経営基盤の強化と担い手の育成 

 

新規就農者支援事業では、就農前の研修期間（２年間）及び就農直後（５年以内）の所

得を確保する給付の支給や新規就農・就業者への住宅手当助成制度を実施し、指導農家や

新規就業者を雇用した法人への支援、機械や施設整備の初期経費の支援を行い、農福連携

推進事業では、市内の農業法人等を対象としたアンケート調査による障がい者や高齢者の 

 

重点プロジェクト４ 産業活力・地域雇用を創出する「働く・起業なら山口」 
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６ プロジェクト事業の取組  
 

労働力のニーズの把握を行うなど、繁忙期の労働力不足の解消と、障がい者や高齢者の就

労機会の増加等、双方のメリットに繋がる農福連携の仕組みの確立を図りました。 

また、集落営農促進事業では、規模拡大や新規作物生産に係る農業用機械、施設等の導

入に対して支援しました。 

６次産業化推進事業では、６次産業化に取り組むための加工品開発・加工施設等整備事 

業への補助を行い、山口県央連携都市圏域における広域的な農商工連携のもと、加工設備

整備にかかる支援の周知を図りました。 

さらに、生薬の郷づくり推進事業では、生薬メーカー、農家、事業者、県等と連携し、

クロモジ（生薬名「烏樟（うしょう）」）及び甘草（カンゾウ）の産地化に向けた取組を進

め、有害鳥獣捕獲促進事業では、有害鳥獣捕獲を行う捕獲隊員確保のため、捕獲隊を編成

している有害鳥獣捕獲対策協議会に対する支援などを行いました。 

また、嘉川・佐山地区ほ場整備調査事業では、ほ場整備実施に向けた調査、地元調整や

資料作成等を行い、山口市木材生産加速化促進事業では、民有林施業の効率化を図り、計

画的に木材生産を行うことで持続可能な生産性の高い林業への転換を促進し、造林等補助

事業では、森林の有する多面的機能の発揮及び私有林の森林施業の拡大を図るため、森林

所有者等が行う造林事業等に要する経費の一部を助成しました。 

さらに、森林境界明確化促進事業では森林・林業施策の基盤整備となる森林境界の明確

化を促進し、日本型フォレスター等育成支援事業では、林業の経営基盤の強化及び森林組

合が中心となる提案型集約化施業の促進のため、新規林業就業者、森林施業プランナー等、

日本型フォレスター等の育成に要する経費の一部を助成しました。 

そして、特用林産物担い手育成支援事業では、椎茸生産者の裾野を広げ、椎茸生産者と

椎茸生産量の拡大を目指した研修を開催し、森林公園管理業務では、市民に森林レクリエ

ーションや森林・林業体験を楽しんでもらうために、公園の適切な維持管理を行いました。 

林道改良事業では、林道木戸峠線の舗装等の改良工事を行い、漁港施設機能保全事業で

は、山口漁港防波堤保全工事及び秋穂漁港(浦地区)の航路・泊地の浚渫を行い、漁港施設

維持管理業務では、漁港施設等の適切な維持管理及び秋穂漁港（浦地区）床版橋改修工事

を行いました。 

さらに、水産物供給基盤整備事業では、水産物の販売促進や販路拡大に取り組むための

施設・設備の整備事業へ補助を行い、新規漁業就業者支援事業では、経営自立化支援事業

や新規漁業就業者支援事業等を実施しました。 
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・サービス業・商工業の多様な雇用の場づくり 

 

安心快適住まいる助成事業では、山口市内に本社又は本店を置く施工業者（法人及び個

人）が実施する 10 万円以上の住宅リフォーム工事を行った市民に対して、市内の商工団

体が発行する共通商品券を交付し、ふるさと産品営業推進事業では、ふるさと寄附金 PR

事業、ふるさと産品販路拡大営業事業によりふるさと産品のＰＲや情報発信を行い、起業

化支援事業では、ＵＪＩターンによる創業者への初期支援、フォローアップセミナーに加

え、起業に関心を持ってもらうための情報発信を行いました。 

また、クリエイティブ人材育成事業では、ＩＣＴやものづくり等を担うクリエイティブ

人材育成のため、講座の開催や官民連携のコンソーシアムを主体としたコミュニティ形成

促進等に取り組み、人材の質・量の向上を進め、雇用対策事業では、若手社員の職場定着

支援を目的とした研修や交流会等を実施しました。 

さらに、就職支援事業では、就業機会の拡大や就業に関する意識の醸成を促進するため、

市内高校生及び保護者を対象に、市内企業の職場を見学する企業訪問バスツアーを実施し、

若年ＵＪＩターン就職促進事業では、市内中小企業等が合同説明会への参加や就職情報サ

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

農林政策課

阿東総合支所農林課

新規就農者支援事業 農林政策課 一般会計 35,671 624

農福連携推進事業 農林政策課 一般会計 16 629

集落営農促進事業 農林政策課 一般会計 43,057 625

農林政策課

徳地総合支所農林課

６次産業化推進事業 農林政策課 一般会計 6,168 617

生薬の郷づくり推進事業 農林政策課 一般会計 926 618

道の駅長門峡管理運営業務（再掲） 阿東総合支所農林課 一般会計 317,366 648

願成就温泉センター施設改修事業（再掲） 観光交流課 一般会計 33,290 566

有害鳥獣捕獲促進事業 農林政策課 一般会計 19,796 638

嘉川・佐山地区ほ場整備調査事業 農林整備課 一般会計 17,050 642

山口市木材生産加速化促進事業 農林政策課 一般会計 14,100 620

農林政策課

阿東総合支所農林課

森林境界明確化促進事業 農林政策課 一般会計 3,159 644

日本型フォレスター等育成支援事業 農林政策課 一般会計 1,152 632

特用林産物担い手育成支援事業 徳地総合支所農林課 一般会計 300 633

林道改良事業 農林整備課 一般会計 30,000 634

漁港施設機能保全事業 水産港湾課 一般会計 30,228 660

漁港施設維持管理業務 水産港湾課 一般会計 50,415 659

水産港湾課

秋穂総合支所地域振興課

新規漁業就業者支援事業 水産港湾課 一般会計 3,798 663

658

森林公園管理業務
農林整備課

小郡総合支所農林課
一般会計 4,896 649

631

643

627

8,359

水産物供給基盤整備事業（再掲） 一般会計 7,258

造林等補助事業 一般会計

32,883

もうかる農業創生事業（再掲） 一般会計 11,385

畜産農家支援事業（再掲） 一般会計
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６ プロジェクト事業の取組  
 

イトに求人情報を掲載した経費の一部や若年ＵＪＩターン希望者が企業訪問する経費に対

して補助金を交付し、特定求職者雇用促進事業では、一定の条件を満たした高齢者、障が

い者及びひとり親家庭の父母を雇用した市内の事業者に対して、１人につき最大２０万円

を交付し、消防団管理運営業務では、学生消防団活動認証制度を利用して市内企業へ就職

した学生への就業奨励金及び採用した市内企業へ雇用奨励金を支給する制度の対象をＵＪ

Ｉターン者にも広げました。 

そして、中小企業等金融対策事業では、一般的な融資に比べて低利で信用保証料も有利

な市制度融資を行い、新産業団地整備調査事業では、企業誘致の受け皿となる新たな産業

団地の整備を行うための測量調査を行い、鋳銭司第二団地整備事業では、実施設計業務に

着手しました。 

また、立地等奨励事業では、山口市企業立地促進条例に基づき本市に立地した企業に対

し、奨励金、補助金を交付しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

安心快適住まいる助成事業 ふるさと産業振興課 一般会計 141,598 592

ふるさと産品営業推進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 232,039 601

起業化支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 3,210 587

事業承継・人材確保支援事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 6,353 593

産学金官連携推進事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 3,401 597

新事業創出チャレンジ事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 4,211 598

中心市街地活性化事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 14,610 603

あきないのまち支援事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 9,923 604

湯田温泉回遊促進事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 5,479 591

クリエイティブ人材育成事業 ふるさと産業振興課 一般会計 20,398 589

雇用対策事業 ふるさと産業振興課 一般会計 2,068 675

就職支援事業 ふるさと産業振興課 一般会計 1,739 676

若年ＵＪＩターン就職促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 947 677

特定求職者雇用促進事業 ふるさと産業振興課 一般会計 2,505 678

消防団管理運営業務
警防課

秋穂・徳地・阿東総合支所
一般会計 6,774 394

中小企業等金融対策事業 ふるさと産業振興課 一般会計 816,069 590

新産業団地整備調査事業 産業立地推進課 一般会計 94,020 584

鋳銭司第二団地整備事業 産業立地推進課 特別会計 6,807 585

立地等奨励事業 産業立地推進課 一般会計 594,243 582
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あらゆる世代の方々が、山口の暮らしの豊かさやまちへの誇りを実感できるよう、多様な

地域資源に磨きをかけて、新たな価値の創造や新たな交流・対流を創出し、各地域や本市全

体としての個性が際立つ都市戦略の取組を進めます。 

 

【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・交流人口 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

４７１万人 ６１２万人 ５３０万人 

 

・山口市の認知度 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

認知度１７５位 認知度１６７位 認知度１００位内 

※地域ブランド調査における認知度市区町村ランキングを活用 

 

・シビックプライド指標（独自指標）  

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

４３．３ポイント 

（全５０ポイント） 

４３．３ポイント 

（全５０ポイント） 
維持 

※「山口市は住みやすいか」「山口市に愛着があるか」「山口市に誇れるものがあるか」 

について市民アンケートを実施し、その結果を全５０ポイントで評価 

 

・この 1 年間に市内観光イベント等（※）へ参加したり、市内の温泉を利用した市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

５５．３％ ５９．６％ ６０％ 

※イベント等：市内の観光イベントや歴史・文化に関わるまつり 

 

 ・文化の薫る「創造都市づくり」 

  

  文化振興ビジョン等の策定・推進業務では、第二次山口市総合計画の策定内容を具現化

するための次期文化振興ビジョンの策定に向けた検討を行い、山口情報芸術センター企画

運営事業では、これまで蓄積した技術・知見・ネットワークを生かしてアートの視点から

地域活性化や人材育成を行うプラットフォームづくりに取り組み、山口情報芸術センター

１５周年記念事業では、ＹＣＡＭ開館以来の目的である「本市の個性となる新しい文化の

創造と発信」を行うとともに、開館１５周年記念事業の開催を通じて「山口」からの更な

る価値と創造を加えた発信をしました。 

 

重点プロジェクト５ 山口の個性を高め暮らしを楽しむ「文化・スポーツ・観光なら山口」 
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６ プロジェクト事業の取組  
 

また、中原中也記念館運営業務では、資料の収集、調査、研究、教育普及事業を行うほ

か、記念館の利用促進を図り、中原中也記念館資料整備事業では、新データベースによる

データ整備を行うとともに、平成２７～２９年度の「修復保存計画」で実施できなかった

貴重資料の修復を行いました。 

さらに、芸術家育成支援事業では、アーティスト大賞の１０年の節目となる「やまぐち

新進アーティスト大賞１０年展」を開催しました。 

やまぐちヒストリア創出事業費では、山口ヒストリア講演会の開催広報紙の定期的な発

行、山口市歴史資料叢書「山口市の金石文」の刊行を行い、市民の郷土に対する理解や愛

着を深める取り組みを進めました。 

 

・スポーツを楽しむまちづくり 

 

ホストタウン推進事業では、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会におけ

るスペインのホストタウンとして、水泳スペイン代表チームのトレーニングキャンプの受

入を行うとともに、期間中に市民との各種交流事業を実施しました。 

  また、我がまちスポーツ推進事業では、「我がまち」のスポーツ財産を活用し、健康づ

くり、地域活性化等に繋げていくため、地域スポーツ人口の拡大に向けた事業のほか、プ

ロスポーツチームを活用した事業や恵まれた地域資源を活用したスポーツツーリズム事

業を展開しました。 

  さらに、スポーツツーリズム推進事業では、本市の地域資源を活用したスポーツイベン

トや大規模な観客動員が見込まれるプロスポーツチームによる賑わい創出事業など、本市

の有するスポーツ資源を発信することで、交流人口の拡大と滞在消費額の増加を図りまし

た。  

  また、スポーツ振興事務では、武道館の整備基本構想策定に向け、調査・研究を進めま

した。 

 
 
 
 
 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

文化振興ビジョン等の策定・推進業務 文化交流課 一般会計 153 319

山口情報芸術センター企画運営事業 文化交流課 一般会計 228,238 311

山口情報芸術センター１５周年記念事業 文化交流課 一般会計 47,137 315

中原中也記念館運営業務 文化交流課 一般会計 74,049 316

中原中也記念館資料整備事業 文化交流課 一般会計 1,975 314

芸術家育成支援事業 文化交流課 一般会計 4,239 294

やまぐちヒストリア創出事業費 文化交流課 一般会計 20,547 297

十朋亭維新館管理運営業務（再掲） 文化交流課 一般会計 27,338 317

歴史文化基本構想策定事業（再掲） 文化財保護課 一般会計 8,523 303
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 ・おいでませ山口・観光地域づくり「交流創造」 

  

  明治維新１５０年記念事業では、維新関連の出来事や史跡等を活用し、観光客の受入れ

体制や環境整備、キャンペーンの実施やイベント情報の発信を行いました。 

  また、都市緑化推進事業では、全国都市緑化やまぐちフェア（愛称 山口ゆめ花博）を

開催しました。 

  都市間ツーリズム促進事業では、山口県央連携都市圏域（連携中枢都市圏）における都

市間連携をはじめ県内外（国外も含む）における広域的な都市間連携を図り、相互交流事

業や連携事業を行うことで、交流人口の拡大につなげ、インバウンド観光誘客推進事業で

は、東アジア・東南アジアを重点市場と位置づけインバウンド（訪日外国人旅行者）を対

象とした誘客プロモーションの実施及び受入体制の整備を行いました。 

  さらに、山口観光維新ＤＭＯ推進事業では、第二次山口市総合計画の方向性を踏まえ、

令和元年度から令和９年度を計画期間とする山口市観光交流基本計画の改訂を行いまし

た。フィルムコミッション推進事業では、山口市フィルムコミッションにより個別の制作

会社などへのセールス活動、情報発信及び受入体制の整備や映画撮影計画などの情報収集

を行い、アートトリップ推進事業では、本市の文化的資源を生かし、ターゲットを絞った

情報発信等により交流人口の拡大を図るとともに、アートをテーマに各スポットに回遊を

促すことにより、滞在時間や滞在消費額の増加を図りました。 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

スポーツ交流課

国際交流課

我がまちスポーツ推進事業 スポーツ交流課 一般会計 20,987 323

スポーツツーリズム推進事業 観光交流課 一般会計 2,499 556

スポーツ振興事務 スポーツ交流課 一般会計 5,683 337

34425,482ホストタウン推進事業 一般会計

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

明治維新１５０年記念事業 観光交流課 一般会計 59,620 554

都市緑化推進事業 都市整備課 一般会計 297,707 484

都市計画公園整備事業（再掲） 都市整備課 一般会計 317,426 485

十朋亭維新館管理運営業務（再掲） 文化交流課 一般会計 27,338 317

ふるさと産品営業推進事業（再掲） ふるさと産業振興課 一般会計 232,039 601

やまぐちヒストリア創出事業費（再掲） 文化交流課 一般会計 20,547 297

観光維新ブランド創出事業（再掲） 観光交流課 一般会計 7,874 558

都市間ツーリズム促進事業 観光交流課 一般会計 10,646 572

インバウンド観光誘客推進事業 観光交流課 一般会計 12,217 570

山口観光維新ＤＭＯ推進事業 観光交流課 一般会計 5,404 576

フィルムコミッション推進事業 観光交流課 一般会計 1,715 553

アートトリップ推進事業 観光交流課 一般会計 2,347 555
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６ プロジェクト事業の取組  
 

 ・シティセールス 

  

  シティセールス推進事業では、観光、文化、スポーツ等庁内関係部局や民間団体とも連

携し、「明治維新の策源地 山口市」を都市ブランドとしての構築を目指し、市内外での

シティセールスに取り組みました。 

また、国際交流推進事業では、ホストタウンの取組として、第 20 回日本・スペイン・

シンポジウムを開催したほか、国際交流員によるスペインに関する講座やイベントへの出

展等を行うなど、市民の国際交流参画の機会を創出し、多文化共生推進事業では、生活に

役立つ情報の多言語での提供、外国人に日本語を教えるノウハウを学ぶ講座、生活習慣や

基礎的な日本語を学ぶ講座等を実施しました。 

さらに、市民と一緒に広報広聴推進事業では、市内の大学生の協力により、若者ならで

はの視点で本市及び県央連携都市圏域の魅力を発信しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

シティセールス推進事業 企画経営課 一般会計 8,239 769

国際交流推進事業 国際交流課 一般会計 12,760 343

多文化共生推進事業 国際交流課 一般会計 807 347

スポーツ交流課

国際交流課

市民と一緒に広報広聴推進事業 広報広聴課 一般会計 119 726

344ホストタウン推進事業（再掲） 一般会計 25,482
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生涯にわたり元気でいきいきと暮らすことができるよう、あらゆる世代や人材の活躍の場

づくり、高齢社会に対応した福祉サービス提供の充実、市民一人ひとりの主体的な健康づく

りの環境づくり、地域における医療機能の維持、地域の支え合いを促進し、健康長寿の優し

いまちづくりを進めます。 

 

 

【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・健康寿命（日常生活動作が自立している期間の平均） 

基準値 平成２７（２０１５）年 実績値 平成２８（２０１６）年 目標値 令和４（２０２２）年 

男性８０．２６歳 

女性８４．２０歳 

男性８０．２６歳 

女性８３．８０歳 
延伸 

※厚生労働省が示した「健康寿命の算定方法の指針」より算出 

 

・日頃から健康や介護予防のために行っていることがある市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

５５．５％ ５９．４％ ６０％ 

 

 

・健康長寿のまちづくりの推進 

 

  生涯活躍のまち構想推進事業（地域交流拠点の形成）では、市と県立大学とで共同設置

した「アクティブシニア支援センター」において、県立大学のカリキュラムによる人材育

成プログラムを実施することで、地域交流拠点におけるコーディネーター人材の育成とコ

ーディネーターネットワークの形成を図りました。 

  また、生涯活躍のまち構想推進事業（新産業創出促進モデル事業）では、最先端ロボッ

トを活用した医療、介護分野を補完する新たな公共領域を支えるサービス（歩行トレーニ

ング）における、市民ＱＯＬの向上及び将来的な医療費、介護費の削減や小郡都市核とし

て、広域的な拠点性を高め、交流人口を増やすための効果・検証をモデル事業として行い

ました。 

さらに、生涯活躍のまち構想推進事業（ふるさと創生推進事業）では、地域資源や知的

資産を活用し、市内外の人々から広く共感を得られるふるさと創生推進事業に対して、基

本補助金に加えて、ふるさと納税制度を組み入れた寄附型クラウドファンディングにより

集まった寄附金を基準に、寄附者の意思を反映した応援補助金を交付しました。 

  また、地域福祉計画推進事業では、計画の進行管理に努めるとともに、地域共生社会の

実現に向けて、「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進するため、包括的支援体制の構築や

地域力を強化できる仕組みづくりについて検討を行いました。 

重点プロジェクト６ 生涯にわたって元気に暮らす「健康長寿のまち」 
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６ プロジェクト事業の取組  
 

  さらに、自立相談支援事業では、関係機関との連絡調整を行い、包括的・継続的な支援

を実施しました。 

また、秋楽園組合調整業務では、秋楽園組合に対して、組合運営費に係る分担金及び施

設の大規模修繕工事に係る経費を負担しました。 

予防接種事業では、定期予防接種を医師会等に委託し、個別接種により実施し、健康診

査事業では、各種検診の実施や節目年齢による無料検診を継続して行い、二次病院群輪番

制病院運営支援事業では、二次救急医療体制を確保するため綜合病院山口赤十字病院、 

済生会山口総合病院、小郡第一総合病院の３総合病院での輪番制の運営に係る補助を行い

ました。 

そして、地域救急医療運営費補助事業では、地域医療に携わる看護師養成や救急医療の

調整に対する補助を行い、認知症ケア総合推進事業では、基幹型地域包括支援センター及

び地域型地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センタ

ーや地域の医療機関、介護サービス提供事業者等と連携し医療とケアの体制づくりなどを

行いました。 

さらに、生活支援・介護予防体制整備事業では、高齢者の生活支援、介護予防の体制整

備を行うため、生活支援コーディネーターを配置しました。 

相談支援事業では、障がい者（児）等が地域で安心して生活するための環境をより充実

させるために、必要な障害福祉サービスや社会資源の利用ができるよう相談支援を行い、

理解促進・権利擁護推進事業では、民間事業者等が合理的配慮を行う環境を整えやすいよ

うに、助成金制度を設け、障害者福祉サービス給付事業では、障害者総合支援法に基づき、

三障がい（身体、知的、精神）に共通な障害福祉サービスを提供しました。 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

生涯活躍のまち構想推進事業（地域交流拠点の形成） 企画経営課 一般会計 6,716 713

生涯活躍のまち構想推進事業（総合的な推進）（再掲） 企画経営課 一般会計 2,702 771

生涯活躍のまち構想推進事業（新産業創出促進モデル事業） ふるさと産業振興課 一般会計 4,687 595

生涯活躍のまち構想推進事業（ふるさと創生推進事業） ふるさと産業振興課 一般会計 12,272 596

健康福祉の拠点づくり事業（再掲） 健康増進課 一般会計 144,928 141

地域福祉計画推進事業 地域福祉課 一般会計 1,250 201

自立相談支援事業 地域福祉課 一般会計 33,278 217

秋楽園組合調整業務 高齢福祉課 一般会計 112,929 168

予防接種事業 健康増進課 一般会計 590,467 128

健康診査事業 健康増進課 一般会計 140,897 127

二次病院群輪番制病院運営支援事業 健康増進課 一般会計 42,603 135

地域救急医療運営費補助事業 健康増進課 一般会計 77,513 137

認知症ケア総合推進事業 高齢福祉課 特別会計 11,505 160

生活支援・介護予防体制整備事業 高齢福祉課 特別会計 11,110 156

地域包括支援センター運営事業 高齢福祉課 特別会計 243,604 155

介護人材育成・確保支援事業 介護保険課 一般会計 0 173

相談支援事業 障がい福祉課 一般会計 54,426 185

理解促進・権利擁護推進事業 障がい福祉課 一般会計 3,541 195

障害者福祉サービス給付事業 障がい福祉課 一般会計 2,922,306 179
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災害に強いまちづくりに向けて、自然災害に備えた施設の計画的な整備や改修、情報共有

等を進めます。また、日常生活の安心を高める救急機能の強化、公共空間のバリアフリー化、

交通安全、防犯、快適な住環境の整備等を進めます。 

 

【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・災害への備えをしている市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

３０．９％ ３３．７％ ３５％ 

 

・災害の面で安全に暮らせていると感じている市民の割合 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

５１．９％ ５５．７％ ５５％ 

 

・治安がよく、安心して住めると思う市民の割合  

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

９３．７％ ９３．７％ 維持 

 

  

 ・災害に強いまち 

  

  （仮称）鴻南出張所整備事業では、鴻南地区に消防救急機能を有する消防出張所を新設

するため、適地調査を実施し、消防団員災害等活動事業では、消防団員の資質及び技術の

向上を図るため、県消防学校に研修派遣を行いました。 

また、高規格救急自動車整備事業では、増大する救急需要に適切に対応するため、中央

消防署に高規格救急自動車を１台新規導入し、救急車医師同乗システム推進事業では、医

療機関に高規格救急自動車及び救急救命士を配備し、重症傷病者の発生に伴う救急要請に

医師同乗で出場し、ドクターカーとしての運用を行い、非常備消防自動車等整備事業では、

地域の消防体制を確保するため、消防団車両及び小型動力ポンプの計画的な更新配備に取

り組み、消防車庫整備事業では、安定した消防力を維持し、各種災害に迅速かつ的確に対

処するため、消防車庫の建て替えを進めました。 

さらに、火災予防普及啓発事業では、青空天国いこいの広場やＪＡ山口中央ふれあい農

業まつりなど、各種イベントで火災予防啓発を実施し、救助業務推進事業では、重機をレ

ンタルし､大規模災害への重機投入及び土砂排除等を想定した訓練を行いました｡ 

デジタル防災行政無線等整備事業では、デジタル防災行政無線の整備のため、基本設計

業務仕様書の検討を行い、防災意識啓発事業では、「山口市防災ガイドブック」等を活用

し、危険箇所や避難場所等について継続的に周知を図りました。 

また、海岸保全施設整備事業では、秋穂漁港海岸(大海地区)の離岸堤(L=16m)の整備工

重点プロジェクト７ 安全安心で快適な住環境「安全安心のまち」 
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６ プロジェクト事業の取組  

 

事及び秋穂漁港海岸（大海地区）の長寿命化計画の策定に取り組み、港湾等管理業務では、

県、市が所管する港湾施設等の適切な維持管理及び秋穂港花香西防波堤保全工事を行いま

した。 

そして、住宅・建築物耐震化促進事業では、民間住宅・建築物の耐震診断・耐震改修を

実施する所有者に補助金を交付し、橋りょう長寿命化対策事業では、橋りょう点検におい

て修繕が必要と判定された市道橋の修繕を行い、橋りょう維持補修事業では、市道橋のパ

トロールや地域住民からの通報などにより判明した、市道橋の危険箇所の整備、補修を行

い、市道橋調査整備事業では、老朽化した市道西開作下向山中線【前田橋】の予備設計業

務を実施しました。 

さらに、総合浸水対策事業では、湯田地区、大内地区、大歳地区を中心に、雨水貯留施

設の設置、取水・排水ゲートの改修、雨水排水路の改良等、地域の地形に適した整備を行

いました。 

また、準用河川維持補修事業では、準用河川の維持及び補修を行い、適正な管理に努め、

都市基盤河川油川改修事業では、治水性を高める河川改修を年次的に行い、橋梁上部・護

岸工・補償工事・再評価業務委託を行い、中川河川改修事業では、右岸Ｌ＝１３５ｍを施

工し、大塚川河川改修事業・仁保地川河川改修事業では、地元地権者と用地協議を行いま

した。 

さらに、平野川河川改修事業では、左岸側護岸整備２０ｍと橋梁改修を行い、その他河

川改修事業では、準用河川及び普通河川で緊急的な整備が必要な箇所がないか確認を行い

ました。 

そして、公共下水道浸水対策事業では、大歳矢原地区、小郡下郷地区、吉敷上東地区に

おいて、雨水排水路やポンプ施設などの整備を行いました。 
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(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度
決算額

記載
ページ

（仮称）鴻南出張所整備事業 消防総務課 一般会計 4,022 397

消防団員災害等活動事業 警防課 一般会計 57,686 395

高規格救急自動車整備事業 救急救助課 一般会計 39,670 391

救急車医師同乗システム推進事業 救急救助課 一般会計 2,278 387

非常備消防自動車等整備事業 警防課 一般会計 57,190 398

消防車庫整備事業 警防課 一般会計 40,700 399

火災予防普及啓発事業 予防課 一般会計 2,627 401

救助業務推進事業 救急救助課 一般会計 6,418 390

デジタル防災行政無線等整備事業 防災危機管理課 一般会計 0 374

防災意識啓発事業 防災危機管理課 一般会計 549 353

海岸保全施設整備事業 水産港湾課 一般会計 89,610 369

港湾等管理業務 水産港湾課 一般会計 39,514 370

住宅・建築物耐震化促進事業 開発指導課 一般会計 11,707 502

橋りょう長寿命化対策事業 道路河川管理課 一般会計 56,313 531

橋りょう維持補修事業 道路河川管理課 一般会計 69,896 530

市道橋調査整備事業 道路河川建設課 一般会計 13,696 519

総合浸水対策事業 下水道整備課 一般会計 387,649 366

準用河川維持補修事業
道路河川管理課

小郡・秋穂・阿知須・徳地・阿東総合支所
一般会計 76,389 359

都市基盤河川油川改修事業 道路河川建設課 一般会計 73,435 360

中川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 54,333 361

大塚川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 0 362

仁保地川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 80 364

平野川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 18,200 365

その他河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 0 363

公共下水道浸水対策事業 上下水道総務課 企業会計 193,438 367

 

  ・安心して暮らせる生活環境や住環境の向上 

   

   公園リフレッシュ整備事業では、老朽化した遊具などの公園施設を再整備し、公園管

理事業では、市の管理する公園を点検し、必要に応じて修理補修や清掃等を行いました。 

また、空き家等適正管理事業では、管理不全な空き家等に関する相談窓口となり、所

有者等による発生防止・自主的改善に向けて、啓発セミナー等を行い、放置自転車対策

事業では、放置規制区域に指定している山口駅、湯田温泉駅、矢原駅、新山口駅前駐輪

場の整理委託、放置自転車の撤去を行いました。 

さらに、環境保全活動推進事業では、カブトガニ学習会、野鳥の教室等の各種環境学

習講座等を開催し、自然とふれあう場を提供しました。 

ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ周知促進事業では、国の進める国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯ

ＩＣＥ（賢い選択）」と連動した取組により、市域における地球温暖化対策の重点広報

を実施しました。 

そして、合併処理浄化槽設置助成事業では、公共下水道計画区域外において、個人が

設置する合併処理浄化槽に対し、設置費用の一部を助成しました。 

明るいまちづくり推進事業では、各自治会等からの申請に基づき、防犯灯の設置等に
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６ プロジェクト事業の取組  
 

かかる費用や維持管理にかかる費用の一部を補助し、市営住宅建替等調査事業では、「山

口市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、これまでの建替に加え、既存民間賃貸住宅を

活用した市営住宅の供給手法について調査を行いました。 

清掃工場管理運営業務では、運転管理基準に基づいた適正な焼却処理が行われるよう

に運転管理業務をモニタリングするとともに、施設が正常な能力を発揮できるよう整備

を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

公園リフレッシュ整備事業 都市整備課 一般会計 55,569 483

公園管理事業
都市整備課

小郡・秋穂・阿知須・徳地総合支所
一般会計 182,798 486

都市計画公園整備事業（再掲） 都市整備課 一般会計 317,426 485

空き家等適正管理事業 生活安全課 一般会計 10,926 501

放置自転車対策事業
生活安全課

小郡総合支所地域振興課
一般会計 17,311 407

環境保全活動推進事業 環境政策課 一般会計 221 451

ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ周知促進事業 環境政策課 一般会計 4,913 455

合併処理浄化槽設置助成事業 下水道普及課 一般会計 50,003 445

明るいまちづくり推進事業 生活安全課 一般会計 6,651 414

市営住宅建替等調査事業 建築課 一般会計 2,160 506

清掃工場管理運営業務 環境施設課 一般会計 1,139,803 463
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  多様な市民ニーズや新たな行政課題にも対応できる持続可能な自治体経営を進めてい

くため、財政基盤の確立、職員の資質の向上や定員の適正管理、さらには限られた経営

資源を選択と集中により、効果的・効率的に配分して、事業の見直しを進めます。また、

公共施設の長寿命化等、計画的かつ適切に進めていきます。 

   

  【ＫＰＩ(重要業績評価指標)】 

・行政サービスに対する市民の満足度 

基準値 平成２９（２０１７）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

７６．８％ ７９．１％ ８２％ 

 

・将来負担比率 

基準値 平成２８（２０１６）年 実績値 平成３０（２０１８）年 目標値 令和４（２０２２）年 

２６．８％ ２３．５％ １００％未満 

※地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な債務の財政規模に占める比率。 

３５０％以上が早期健全化基準に該当。 

   

  ・行政サービスの向上 

  

情報化推進事業では、電子申請サービス・施設予約サービスの運用保守や行政情報の

オープンデータ化・共有化を推進しました。 

また、行政改革大綱推進事業では、行政改革推進本部で進行管理を行ったほか、実施

状況等について民間有識者で組織する行政改革推進委員会に報告するとともに、市 HP

に公開し市民との情報共有を図りました。 

 

 

 

 

重点プロジェクト８ 心かよう「市民サービス向上」 
 

 

(単位：千円）

事務事業名 担　　当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

新本庁舎整備事業（再掲） 本庁舎整備推進室 一般会計 20,233 766

徳地地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 15,792 705

阿知須地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 1,401 709

小郡地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 462,043 706

佐山地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 287,054 708

二島地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 401,791 704

鋳銭司地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 66,730 707

阿東地域交流センター篠生分館建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計 2,989 710

情報化推進事業 情報管理課 一般会計 4,094 749

行政改革大綱推進事業 総務課 一般会計 308 765
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６ プロジェクト事業の取組  
 

公共施設の長寿命化・耐震化の平成３０年度実績 

 

 

(単位：千円）

事務事業名 担当 会計区分
H30年度

決算額

記載

ページ

徳地地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
15,792

（15,792）
705

阿知須地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
1,401

(1,401)
709

小郡地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
462,043

(462,043)
706

佐山地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
287,054

(287,054)
708

二島地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
401,791

（401,791）
704

鋳銭司地域交流センター建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
66,730

(66,730)
707

阿東地域交流センター篠生分館建設事業（再掲） 協働推進課 一般会計
2,989

(2,989)
710

山口南総合センター整備事業 社会教育課 一般会計
62,300

(61,560)
264

小郡屋内プール管理運営業務 スポーツ交流課 一般会計
28,224

(486)
327

やまぐちリフレッシュパーク整備事業 スポーツ交流課 一般会計
247,752

(247,752)
330

スポーツの森整備事業 スポーツ交流課 一般会計
983

(983)
331

やまぐちサッカー交流広場整備事業 スポーツ交流課 一般会計
25,147

(25,147)
332

阿知須体育センター整備事業 スポーツ交流課 一般会計
12,134

(12,314)
333

市民会館施設管理運営業務 文化交流課 一般会計
88,243

(88,243)
293

C・S赤れんが施設管理運営業務 文化交流課 一般会計
31,074

(31,074)
289

大海総合センター管理運営業務 秋穂総合支所秋穂地域交流センター 一般会計
22,155

(0)
263

働く婦人の家管理運営業務 ふるさと産業振興課 一般会計
13,934

(0)
671

道の駅長門峡管理運営業務（再掲） 阿東総合支所農林課 一般会計
317,366

(317,366)
648

願成就温泉センター施設改修事業（再掲） 観光交流課 一般会計
33,290

(33,290)
566

小学校施設安心安全推進事業(再掲） 教育施設管理課 一般会計
214,301

(201,539)
242

中学校施設安心安全推進事業(再掲） 教育施設管理課 一般会計
314,230

(313,022)
245

小学校施設長寿命化事業(再掲） 教育施設管理課 一般会計
250,205

(245,537)
241

中学校施設長寿命化事業(再掲） 教育施設管理課 一般会計
302,425

(302,425)
244

屋外運動場照明施設改修事業 スポーツ交流課 一般会計
33,972

(33,972)
329

(地域交流センター）

(文化・社会教育施設）

(観光施設）

(教育施設）
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嘉川斎場施設整備事業 生活安全課 一般会計
11,124

(11,124)
509

清掃工場管理運営業務 環境施設課 一般会計
1,139,803

(398,833)
463

阿知須清掃センター管理業務 清掃事務所 一般会計
23,378

(1,264)
471

漁港施設機能保全事業（再掲） 水産港湾課 一般会計
30,228

(30,228)
660

海岸保全施設整備事業（再掲） 水産港湾課 一般会計
89,610

(24,465)
369

港湾等管理業務（再掲） 水産港湾課 一般会計
39,514

(33,479)
370

橋りょう長寿命化対策事業（再掲） 道路河川管理課 一般会計
56,313

(55,974)
531

橋りょう維持補修事業（再掲） 道路河川管理課 一般会計
69,896

(68,531)
530

市道橋調査整備事業（再掲） 道路河川建設課 一般会計
13,696

(13,696)
519

公園リフレッシュ整備事業（再掲） 都市整備課 一般会計
55,569

(55,569)
483

市営住宅長寿命化改善事業 建築課 一般会計
131,471

(131,471)
507

(　　）は事業費のうちの長寿命化・耐震化に係る金額

(その他）
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